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○事務局長（遊佐信雄君）　おはようございます。

　定刻となりましたので、これより議会100年記念に

係る琉球古典音楽演奏を始めさせていただきます。

　私は、司会進行を務めます県議会事務局長の遊佐で

ございます。よろしくお願いいたします。（拍手）

　ことしは、明治42年６月28日に第１回沖縄県会が開

かれてから、ちょうど100年の節目の年に当たりま

す。それを記念いたしまして沖縄県議会では、本日の

６月定例会の開会日において、議会100年記念に係る

さまざまな記念行事を挙行することといたしました。

　そこで、記念行事の一環として、本会議の開会に先

立ち、県立芸大の皆様に琉球古典音楽の演奏を行って

いただきますが、その前に、髙嶺善伸沖縄県議会議長

からごあいさつを申し上げます。

　髙嶺議長、よろしくお願いいたします。

　　　〔議長　髙嶺善伸君登壇〕

○議長（髙嶺善伸君）　おはようございます。

　本日は、議会100年の記念行事をとり行うに当た

り、元立法院議員、元県議会議員、並びに歴代の事務

局長の皆様を御案内しましたところ、多数の御出席を

いただき、心より感謝申し上げます。（拍手）

　また、知事を初め執行部の皆様には、この場に御参

加をいただき、まことにありがとうございます。

　御承知のとおり、本年は沖縄県会が発足して100年

という大きな節目の年に当たります。

　この100年の間において、沖縄県民はソテツ地獄と

称されるほどの苦難な時期や、太平洋戦争という悲惨

な歴史を体験してきました。

　戦後は、廃墟の中から郷土の復興にいち早く立ち上

がり、米軍施政権下のさまざまな苦難に耐え、復帰後

も幾多の困難を克服して、今日の沖縄県を築くことが

できました。

　本県議会は、議会100年を迎えるに当たりこれまで

の歴史を振り返るとともに、未来に向け、県議会が恒

久平和の実現に取り組む決意を県内外に発信するた

め、本日、「議会100年に関する決議」を行うことと

いたしております。

　それでは、ただいまから県立芸術大学の学生の皆さ

んに琉球古典音楽演奏を行っていただきますが、将来

の沖縄県を担う若人の皆さんによる演奏は、今後の県

議会にカリーをつけていただく意味で、大変意義深い

ことだと考えております。

　以上、簡単ではございますが、あいさつといたしま

す。

　おめでとうございます。（拍手）

○事務局長（遊佐信雄君）　これより、県立芸大の皆

様に琉球古典音楽を演奏していただきます。

　演奏してくださるのは、１年次から４年次までの32

人の学生の皆様であります。

　曲目は、かぎやで風節、辺野喜節、揚作田節の３曲

であります。

　それではよろしくお願いいたします。

　　　〔演　　奏〕

○事務局長（遊佐信雄君）　ありがとうございました。

（拍手）

　これをもちまして県立芸大の皆様によります琉球古

典音楽の演奏を終了いたします。

　県立芸大の学生の皆様、並びに関係者の皆様には、

本日の議会100年記念に琉球古典音楽で花を添えてい

ただきましたことに心から感謝を申し上げます。

　ここで演奏をしてくださいました学生の皆様に、い

ま一度大きな拍手をお願いいたします。

　まことにありがとうございました。（拍手）
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平成21年第４回沖縄県議会（定例会）会期日程

自　平成21年６月16日　　
会期24日間　　　　　　　　　　　　　

至　平成21年７月９日　　

備　　　　　考日　　　　　　　　　程曜日月　日

請願・陳情付託

　　 　 　（議席の変更）
　　 　 　（会議録署名議員の指名）
　　 　 　（特別委員の変更の件）
　　 　 　（特別委員辞任の件）
本 会 議
　　 　 　（会期の決定）
　　 　 　（議会100年に関する決議）
　　 　 　（知事提出議案の説明）
　　 　 　（議員提出議案の説明、採決）

火６月16日１

議案研究水17日２

代表質問通告締切（正午）議案研究木18日３

一般質問通告締切（正午）議案研究金19日４

休　 会丑20日５

休　 会羽21日６

議案研究月22日７

慰霊の日休　 会雨23日８

本 会 議（代表質問）水24日９

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（常任委）

本 会 議（代表質問）木25日10

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（特別委）

本 会 議（一般質問）金26日11

休　 会丑27日12

休　 会羽28日13

本 会 議（一般質問）月29日14

請願・陳情付託（常任委）本 会 議（一般質問）火30日15

議案付託
請願・陳情付託（特別委）

本 会 議（一般質問）水７月１日16

委 員 会（常任委員会）木２日17

委 員 会（常任委員会）金３日18

休　 会丑４日19

休　 会羽５日20

委 員 会（常任委員会）月６日21

委 員 会（特別委員会）火７日22

議案整理
委 員 会（議会運営委員会）

水８日23

本 会 議（委員長報告、採決）木９日24
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開会日に応招した議員

髙　嶺　善　伸　君

玉　城　義　和　君

上　原　　　章　君

島　袋　　　大　君

中　川　京　貴　君

桑　江　朝千夫　君

平　良　昭　一　君

仲　村　未　央　さん

照　屋　大　河　君

渡久地　　　修　君

瑞慶覧　　　功　君

上　里　直　司　君

奥　平　一　夫　君

租　田　勝　廣　君

當　山　眞　市　君

吉　元　義　彦　君

座喜味　一　幸　君

佐喜真　　　淳　君

玉　城　　　満　君

仲宗根　　　悟　君

崎　山　嗣　幸　君

西　銘　純　恵　さん

新　垣　清　涼　君

山　内　末　子　さん

前　島　明　男　君

新　垣　良　俊　君

仲　田　弘　毅　君

照　屋　守　之　君

辻　野　ヒロ子　さん

嶺　井　　　光　君

赤　嶺　　　昇　君

当　銘　勝　雄　君

渡嘉敷　喜代子　さん

前　田　政　明　君

玉　城　ノブ子　さん

比　嘉　京　子　さん

新　垣　安　弘　君

金　城　　　勉　君

糸　洲　朝　則　君

翁　長　政　俊　君

浦　崎　唯　昭　君

池　間　　　淳　君

新　垣　哲　司　君

具　志　孝　助　君

當　間　盛　夫　君

新　里　米　吉　君

嘉　陽　宗　儀　君

大　城　一　馬　君



平成21年６月16日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 １ 号）
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議　　事　　日　　程　第１号

平成21年６月16日（火曜日）

午前10時開議

第１　議席の変更

第２　会議録署名議員の指名

第３　特別委員の変更の件

第４　特別委員辞任の件

第５　会期の決定

第６　議会100年に関する決議

玉城　 義和 君　　翁 長　 政 俊君

新里　 米吉 君　　嘉 陽　 宗 儀君

糸洲　 朝則 君　　大 城　 一 馬君　　 提出　議員提出議案第１号

當間　 盛夫 君　　新 垣　 安 弘君

奥平　 一夫 君　　租 田　 勝 廣君

第７　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで（知事説明）

第８　国立沖縄青少年交流の家存続に関する意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第２号

上原　　 章 君　　比 嘉　 京 子さん

奥平　 一夫 君　　新 垣　 安 弘君

租田　 勝廣 君

第９　直轄国道３事業の凍結解除を求める意見書

當山　 眞市 君　　新 垣　 良 俊君

嶺井　　 光 君　　池 間　 　 淳君

新垣　 哲司 君　　照 屋　 大 河君
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第３号
嘉陽　 宗儀 君　　大 城　 一 馬君

平良　 昭一 君　　新 垣　 安 弘君

租田　 勝廣 君　　奥 平　 一 夫君

第10　陳情第51号、第74号の５、第75号、第77号から第79号まで、第82号、第93号、第96号、第101号及び第102

号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　議席の変更

日程第２　会議録署名議員の指名

日程第３　特別委員の変更の件

日程第４　特別委員辞任の件

日程第５　会期の決定

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 1 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年６月 16日（ 火曜日）午前９時45 分開会
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日程第６　議会100年に関する決議

日程第７　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで

甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第10号議案　専決処分の承認について

乙第11号議案　専決処分の承認について

日程第８　国立沖縄青少年交流の家存続に関する意見書

日程第９　直轄国道３事業の凍結解除を求める意見書

日程第10　陳情第51号、第74号の５、第75号、第77号から第79号まで、第82号、第93号、第96号、第101号及び

第102号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君
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○議長（髙嶺善伸君）　ただいまより平成21年第４回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　この際、御紹介いたします。

　前事務局長長嶺伸明君が去る３月31日付で退職し、

その後任に遊佐信雄君が就任いたしました。（拍手）

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程に入ります前に報告いた

します。

　本日、知事から、お手元に配付いたしました議案15

件並びに平成20年度繰越計算書、平成21年５月末現在

の平成21年度一般会計予算執行状況報告書及び同一般

会計繰越予算執行状況報告書の提出がありました。

　次に、本日、玉城義和君外９人から、議員提出議案

第１号「議会100年に関する決議」、赤嶺昇君外12人

から、議員提出議案第２号「国立沖縄青少年交流の家

存続に関する意見書」及び當山眞市君外11人から、議

員提出議案第３号「直轄国道３事業の凍結解除を求め

る意見書」の提出がありました。

　次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情35件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　議席の変更を行い

ます。

　議員の所属会派の異動に伴い、会議規則第４条第３

項の規定により議席の一部をお手元に配付の変更議席

表のとおりそれぞれ変更いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔変更議席表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前９時47分休憩

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　黒　島　師　範　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん
委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　幸　喜　銅　子　さん委　　員　　長

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会　　　　　　　　　仲　吉　朝　信　君委　　員　　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

参 事 兼 政 務
　　　　　　　　　新　城　　　博　君調　査　課　長

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　間　　　司　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君 48　番　　大　城　一　馬　君



－ 16 －

　　　午前９時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第２　会議録署名議員の指名を行います。

　今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により

　　　13番　當　山　眞　市　君　及び

　　　18番　仲宗根　　　悟　君

を指名いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　特別委員の変更の

件を議題といたします。

　議員の所属会派の異動に伴い、特別委員を変更する

必要があります。

　お諮りいたします。

　委員会条例第４条第２項の規定により観光振興・新

石垣空港建設促進特別委員の赤嶺昇君を新垣安弘君に

変更いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　特別委員辞任の件

を議題といたします。

　６月５日、當間盛夫君から、都合により沖縄振興・

那覇空港整備促進特別委員を辞任したい旨の願い出が

ありました。

　お諮りいたします。

　當間盛夫君の特別委員の辞任を許可することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、當間盛夫君の特別委員の辞任を許可するこ

とに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま當間盛夫君の沖縄振興・那覇空港整備促進

特別委員の辞任が許可されたことに伴い、その補欠委

員を選任する必要があります。

　この際、特別委員選任の件を日程に追加し、議題と

いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、この際、特別委員選任の件を日程に追加

し、議題とすることに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　特別委員選任の件を議題とい

たします。

　お諮りいたします。

　沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員の選任につい

ては、委員会条例第５条第１項の規定により赤嶺昇君

を指名いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員に赤

嶺昇君を選任することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　会期の決定を議題

といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から７月９日までの24日

間といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、会期は、本日から７月９日までの24日間と

決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　議員提出議案第１

号　議会100年に関する決議を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　玉城義和君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第１号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　ただいま議題となりました議員提出

議案第１号について、提出者を代表いたしまして提案

理由を御説明申し上げます。

　本年は、明治42年に県議会制度の芽生えとなる沖縄

県会が発足してから100年の節目の年に当たります。

　本県議会においては、各派代表者会のもとに「議会

100年記念取組検討小委員会」を設置して、議会100年

にふさわしい記念行事等を検討し、その検討結果に基

づき各派代表者会で記念行事等を決定いたしました。

　その一環として、議会100年を迎えるに当たって、

県議会としての決意を県内外に発信するため本議案を

提出した次第であります。

　決議文を朗読いたします。

　　　〔議会100年に関する決議朗読〕
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　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いを申し上

げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第１号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第１号

「議会100年に関する決議」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま本県議会にとりまし

て記念すべき決議が全会一致をもって原案可決されま

した。

　この際、議長として一言ごあいさつを申し上げま

す。

　明治42年、1909年の沖縄県会発足は、我が郷土・沖

縄県にとりまして自治制度の基礎をなすものであり、

まことに意義深いものと確信する次第であります。

　決議にもうたわれておりますとおり、ここに参集す

る私ども県議会議員はこの100年の歴史を忘れること

なく、また、100年の歴史を営々と築かれてこられた

諸先輩方の御努力、並びに県民の厳粛なる負託に思い

をいたし、今後とも民主主義の発展及び県民福祉の向

上のため、県民の心を心としてともどもに英知を結集

し、最善の努力を傾注することを誓うものでありま

す。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　甲第１号議案から

甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案

までを議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　提出いたしております議案の説明に先立ちまして、

一言ごあいさつを申し述べます。

　県議会制度の出発点となりました沖縄県会の発足か

らことしで100年という大きな節目を迎えられ、心か

らお祝いを申し上げます。

　また、この間、関係者の皆様方にはさまざまな苦難

を乗り越えられ、県勢発展に御尽力いただきましたこ

とに対し深く敬意を表する次第でございます。

　今後とも県議会が県民の負託にこたえ、県民福祉の

向上に寄与されますことを御期待申し上げます。

　それでは、提出いたしました議案につきまして、そ

の概要及び提案の理由を御説明申し上げます。

　今回提出いたしました議案は、予算議案４件、条例

議案６件、議決議案１件、同意議案２件、承認議案２

件の合計15件でございます。

　まず、甲第１号議案から甲第４号議案までの予算議

案につきまして御説明申し上げます。

　甲第１号議案「平成21年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）」は、現下の社会経済情勢を踏まえ、国の

「経済危機対策」に対応し、雇用対策の拡充強化や観

光誘客対策などの経費につきまして349億7010万3000

円を計上いたしており、これを既決予算額5925億1900

万円に加えました改予算額は、6274億8910万3000円と

なります。

　歳出の主な項目につきまして御説明申し上げます

と、投資的経費は223億7823万4000円で、そのうち、

普通建設補助事業が道路、港湾などの公共事業関連費

や沖縄県食肉センター整備事業など経済対策に係る経

費で221億8797万7000円となっております。

　その他の経費は125億7279万8000円となっており、

そのうち、観光客誘致緊急対策プロモーション事業な

どにより物件費が40億4115万2000円、緊急雇用創出事

業臨時特例基金活用事業などにより補助費等が16億

7030万2000円、障害者自立支援対策臨時特例基金等へ

の積み増しにより積立金が68億1500万円などとなって

おります。
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　なお、今回の補正予算の財源は、

　　国庫支出金　　295億4094万5000円

　　繰　入　金　　 30億4958万1000円

　　繰　越　金　　　　 6607万7000円

　　県　　　債　　 23億1350万円

となっております。

　甲第２号議案「平成21年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第１号）」は、那覇浄化センター管理棟

の中央監視設備増設等について所要の補正を行うもの

であります。

　甲第３号議案「平成21年度沖縄県病院事業会計補正

予算（第１号）」は、地域活性化・経済危機対策臨時

交付金を活用しました医療機器整備等について所要の

補正を行うものであります。

　甲第４号議案「平成21年度沖縄県水道事業会計補正

予算（第１号）」は、新石川浄水場関連施設の整備に

ついて所要の補正を行うものであります。

　次に、乙第１号議案から乙第６号議案までの条例議

案について御説明申し上げます。

　乙第１号議案「沖縄県使用料及び手数料条例の一部

を改正する条例」は、長期優良住宅の普及の促進に関

する法律が施行されたことに伴い、長期優良住宅建築

等計画の認定の申請に係る手数料等の徴収根拠を定め

るため条例を改正するものであります。

　乙第２号議案「沖縄県介護支援専門員資格登録申請

等手数料条例の一部を改正する条例」は、介護サービ

ス情報の調査事務及び公表事務に係る手数料の額を改

めるため条例を改正するものでございます。

　乙第３号議案「食品衛生法施行条例の一部を改正す

る条例」は、食中毒や食品による薬物中毒の発生を防

止し、また、食中毒等が発生した場合の被害の拡大防

止を図るため、食品等事業者が講ずべき措置に関し必

要な基準を定めるほか、食品等事業者が公衆衛生上講

ずべき措置に関し必要な基準を改めるため条例を改正

するものであります。

　乙第４号議案「沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例」は、当該施

設の管理を指定管理者に行わせるための規定を整備す

るため条例を改正するものであります。

　乙第５号議案「沖縄県自動車駐車場管理条例の一部

を改正する条例」は、県民広場地下駐車場に利用料金

制度を導入するとともに普通自動車の料金を見直し、

二輪車などの利用について規定を整備するため条例を

改正するものであります。

　乙第６号議案「沖縄県警察の組織に関する条例の一

部を改正する条例」は、警察本部警務部の所掌事務と

して、被疑者の取り調べの適正を確保するための監督

の措置に関することを定めるため条例を改正するもの

であります。

　次に、乙第７号議案の議決議案について御説明申し

上げます。

　乙第７号議案「沖縄県土地開発公社定款の一部変更

について」は、関係法令等の改正に伴い定款を変更す

るため議決を求めるものであります。

　次に、乙第８号議案及び乙第９号議案の同意議案に

ついて御説明申し上げます。

　乙第８号議案「沖縄県公安委員会委員の任命につい

て」は、公安委員会委員１人が任期満了することに伴

い、その後任を任命するため議会の同意を求めるもの

であります。

　乙第９号議案「沖縄県収用委員会委員の任命につい

て」は、収用委員会委員２人が任期満了することに伴

い、その後任を任命するため議会の同意を求めるもの

であります。

　最後に、乙第10号議案及び乙第11号議案の承認議案

について御説明申し上げます。

　乙第10号議案「専決処分の承認について」は、地方

税法等が改正され、平成21年４月１日から施行される

ことに伴い、沖縄県税条例の改正を専決処分により

行ったことから議会の承認を求めるものであります。

　乙第11号議案「専決処分の承認について」は、「過

疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免除

又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定め

る省令」が改正され、平成21年４月１日から施行され

ることに伴い、「県税の課税免除等の特例に関する条

例」の改正を専決処分により行ったことから議会の承

認を求めるものであります。

　以上、今回提出いたしました議案につきまして、そ

の概要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事の提案理由の説明は終わ

りました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　議員提出議案第２

号　国立沖縄青少年交流の家存続に関する意見書を議

題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第２号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　ただいま議題となりました議員提出

議案第２号については、６月８日に開催した文教厚生

委員会の委員等により協議した結果、議員提出議案と

して提出することに意見の一致を見ましたので、提出

者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、国立沖縄青少年交流の家の存続につい

て関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第２号を朗読いたします。

〔国立沖縄青少年交流の家存続に関する意見書

朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第２号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第２号

「国立沖縄青少年交流の家存続に関する意見書」を採

決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第２号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　議員提出議案第３

号　直轄国道３事業の凍結解除を求める意見書を議題

といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當山眞市君登壇〕

○當山　眞市君　おはようございます。

　傍聴席においでいただきました御先輩の皆さん、よ

うこそおいでいただきました。議会100年、ともにお

喜びを申し上げるものでございます。

　それでは、ただいまより意見書を御提案申し上げま

す。

　ただいま議題となりました議員提出議案第３号につ

きましては、６月８日に開催した土木委員会の委員等

により協議した結果、議員提出議案として提出するこ

とに意見の一致を見ましたので、提出者を代表して提

案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、直轄国道３事業の凍結解除について関

係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

〔直轄国道３事業の凍結解除を求める意見書朗

読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、本議案につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するために議員を派遣する必要があるとの意見

の一致を見ておりますので、議長におかれましてはし

かるべく取り計らっていただきますようお願い申し上

げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「直轄国道３事業の凍結解除を求める意見書」を採決
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いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第３号については、提案理由説明の際提出者

から、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣

してもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第３号の趣旨を関係要路に要請するた

め議員５人を派遣することとし、その期間及び人選に

ついては議長に一任することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　陳情第51号、第74

号の５、第75号、第77号から第79号まで、第82号、第

93号、第96号、第101号及び第102号の付託の件を議

題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情11件のうち、陳情第51号、第77号か

ら第79号まで、第82号、第93号、第96号、第101号及

び第102号の９件については米軍基地関係特別委員会

に、陳情第75号については観光振興・新石垣空港建設

促進特別委員会に、陳情第74号の５については沖縄振

興・那覇空港整備促進特別委員会にそれぞれ付託の

上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　議案研究のため、明６月17日から23日までの７日間

休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明６月17日から23日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、６月24日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前10時26分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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平成21年６月24日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ２ 号）
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議　　事　　日　　程　第２号

平成21年６月24日（水曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 2 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年６月 24日（ 水曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の開議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた公安委員会委員長幸喜德

子さんは、別用務のため本日及び29日から７月１日ま

での会議に出席できない旨の届け出がありましたの

で、その代理として本日及び７月１日の会議に公安委

員会委員翁長良盛君、29日及び30日の会議に同委員会

委員安里昌利君の出席を求めました。

　また、人事委員会委員長仲吉朝信君は、所用のため

本日から26日まで及び29日から７月１日までの会議に

出席できない旨の届け出がありましたので、その代理

として人事委員会事務局長伊礼幸進君の出席を求めま

した。

　また、労働委員会会長比嘉正幸君は、所用のため本

日から26日まで及び29日から７月１日までの会議に出

席できない旨の届け出がありましたので、その代理と

して本日の会議に労働委員会会長代理大城光代さん、

25日の会議に同委員会公益委員宮里節子さん、26日及

び29日の会議に同委員会事務局長比嘉久晶君、30日の

会議に同委員会公益委員矢野昌浩君、７月１日の会議

に同委員会公益委員宮城和博君の出席を求めました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、念のため申し上げま

す。

　本日から26日まで及び29日から７月１日までの６日

間にわたって行われます代表質問並びに一般質問及び

議案に対する質疑につきましては、議会運営委員会に

おいて決定されました質問要綱に従って行うことにい

たします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　皆さん、おはようございます。

　代表質問トップバッターでございます。

　自民党会派を代表して質問をする前に、所見を少し

ばかり述べさせていただきたいと思います。

　今定例会冒頭、県議会設置100周年記念行事が開催

されました。明治42年７月の県会創設から今日まで、

多くの先輩方が沖縄県の発展、県民福祉の向上のため

に御尽力くださいましたことに、改めまして敬意を表

するものでございます。

　明治、大正、昭和、平成とまさに沖縄県にとって激

動の一世紀を先輩方は、郷土沖縄を思う心を議会人と

しての高貴な使命感を持って幾多の苦難を乗り越え

て、今日の沖縄の姿があると思います。現代に生きる

者の一人として感謝をするとともに、議会人として責

任の重さを痛感しております。

　また、昨日は麻生太郎内閣総理大臣を初め多くの来

賓者が御臨席する中、平成21年沖縄全戦没者追悼式典

が挙行されました。64年前の悲劇を二度と再び繰り返

すことがないよう世界の恒久平和を願うものであり、

また同時に不幸にも犠牲になられたすべての方々に対

して、自民党会派を代表して心より御冥福をお祈りい

たします。

　それでは質問を行います。

　普天間飛行場移設建設について。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　黒　島　師　範　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　翁　長　良　盛　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　大　城　光　代　さん
会　長　代　理

人 事 委 員 会　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　さん
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　在沖米海兵隊のグアム移転協定が正式に発効いたし

ました。日米両政府の普天間飛行場の移設に向けた作

業が本格化してまいりました。日米合意である2014年

までに代替施設の建設が完了すれば、本県が求め続け

た普天間飛行場の返還が現実のものとなり、さらに海

兵隊員8000人、その家族9000人の移転や嘉手納飛行場

以南５基地の全面返還などが実現すれば、本県の基地

負担が大きく軽減することになるのであります。しか

しながら、衆議院議員選挙を間近に控え普天間の移設

問題は、各党の思惑も絡み、国内だけではなく対米交

渉においても複雑な様相を呈してまいりました。次の

政権をねらう民主党は、普天間飛行場の県内移設に反

対し、県外移設を求めるとしておりますが、県外とは

どこを示しているのか、国外か国内なのか、あるいは

国内のどこを示しているのか言及は避けております。

政権をとってから、在沖米軍再編について改めて米側

と協議するということであれば、普天間飛行場の移設

先や海兵隊のグアム移転、嘉手納以南の大規模基地の

返還などについては、すべて白紙に戻ることになりか

ねないのであります。

　普天間飛行場の移設問題については、沖縄に関する

特別行動委員会いわゆるＳＡＣＯの平成８年12月の最

終報告による日米合意から既に12年、平成18年５月の

在日米軍再編に伴う日米合意から早くも３年が経過す

るなど長い年月を要しております。協議、交渉をやり

直すということは、これまでの経緯が示すように、簡

単ではなく相当の年月を要することは明らかでありま

す。これは事実上、普天間飛行場の現状固定化につな

がってしまうのではないかということで我々は懸念す

るものであります。

　普天間飛行場の移設問題の原点は、市街地の中心部

にあり、周辺住民の生活に日常的に支障を来している

ことから、同飛行場の危険性の除去が急がれているこ

とにあります。このためには、2014年までの代替施設

の建設を完成し、現普天間飛行場の返還を実現するこ

とが普天間の危険性の除去を図る最良の方策であると

考えるのであります。県外に移設できればベストであ

ります。しかし、復帰後歴代県政が県外移設を求め続

けてきながら普天間問題は全く動かなかったのが現実

であります。そこに沖縄の基地問題の難しさがあるの

であります。

　今回の米軍再編に伴う県内移設は、普天間問題を解

決する最後で最も可能性のある現実的な選択であると

考えます。普天間飛行場の危険性をこれ以上放置して

はならず、一刻も早い返還が必要であります。

　そこでお伺いいたします。

　ア、在沖米海兵隊のグアム移転協定が成立発効した

が、海兵隊員8000人とその家族9000人の移転の具体化

について日米の調整の現状についてお伺いいたしま

す。

　イ、普天間飛行場の県内移設を白紙に戻し、県外移

設を米側と協議するとの主張について、普天間飛行場

の早期返還、危険性の除去を図る観点から知事の見解

をお伺いいたします。

　ウ、県外移設という場合、国外・国内を含め受け入

れ先や米側との再協議など、現実的に実現可能な方策

となり得るか知事の見解をお伺いいたします。

　芋、環境影響評価について。

　ア、環境影響評価準備書の送付を受け、県環境影響

評価審査会の審査を含め県の対応をお伺いいたしま

す。

　イ、方法書に対する知事意見の、可能な限り沖合へ

の移動、名護市の求める沖合への移動・予測・評価な

どについて、準備書は十分こたえた内容となっている

のかお伺いいたします。

　ウ、６つのケースについて、自然環境に及ぼす影響

が相対的にかなり大きいとする３つのケースと事業計

画案に対して検討項目ごとに影響の変化、程度及び優

劣のばらつきが生じるとする３つのケースを示してい

る。県が求める沖合への移動に合致するケースがある

か、お伺いいたします。

　エ、準備書で示された航空機の飛行経路と埋め立て

に要する海砂の調達について、周辺への騒音と環境へ

の影響を県はどのように考えているのかお伺いいたし

ます。

　２、不発弾処理問題について。

　防衛省の発表によりますと、2008年度自衛隊による

不発弾発見件数は、全国では1416件で、発見された不

発弾の重量は42.1トンでいずれも前年度よりふえてお

ります。そのうち、本県における不発弾発見件数は、

前年度に比べ53件増の825件、重量は0.5トン増の23.7

トンとなっており、全国の半分以上を本県が占めてお

ります。

　戦後64年が経過していながら、いまだ不発弾の発見

が続いている状況にあり、県内には2300トンの不発弾

がまだ地中に埋まっていると言われ、すべて処理する

には今後80年以上かかると推定されております。

　去る１月には、糸満市で不発弾爆発事故が発生し、

工事作業中の男性が大けがを負うという痛ましい事故

も起きております。国の責任による民間工事を含めた

不発弾探査事業の拡大が求められております。政府の

対応は、東京大空襲や原爆などを戦争被害補償してい
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ないということから、本県における不発弾事故補償に

ついても否定的であり、現在のところ沖縄特別振興対

策調整費を活用した県不発弾等対策安全基金での対応

となっており、本県の要求にはほど遠い状況にありま

す。

　本県が求めているのは、戦後処理としての国の責任

による被害補償制度の確立であり、公共、民間工事の

区別なく全額国の負担による探査の実施であります。

　そこでお伺いいたします。

　茨、政府が検討している不発弾爆発事故被害救済制

度について、その内容と補償の基準についてお伺いい

たします。

　芋、議員立法を含めた国の不発弾処理、被害補償制

度の確立について、県の要請行動と政府の対応につい

てお伺いいたします。

　３、土木建築関係について。

　本県は、県内企業の約90％以上を中小零細企業が占

めるという脆弱な産業構造となっていることから、昨

年来の経済の停滞や景気の悪化により企業経営は大き

な影響を受けております。特に、県内建設業は、年々

公共事業費の削減が続き、工事受注件数が減少する傾

向にあり、さらに改正建築基準法の施行による住宅着

工の減少など、経営環境は危機的状況にあります。ま

た、業者間の過当競争が激しくなり、赤字覚悟で低入

札をせざるを得ない状況に陥っているのであります。

　県内建設業は、現在約７万人を雇用していると言わ

れ、本県雇用の重要な受け皿となっており、県内建設

業の倒産や休業が相次げば、県内雇用環境に深刻な影

響を与えかねないのであります。

　このような県内建設業を取り巻く環境が厳しい中

で、我が会派や沖縄県建設業協会は、県発注の公共工

事入札における最低制限価格の引き上げを求めてまい

りました。県は、国の改定に準じ最低制限価格を70か

ら90％に引き上げ、さらに実質90％の引き上げについ

ても実施を明らかにしており、評価するものでありま

す。

　県においては、全国一律の算定方式ではなく県独自

の方式を採用し、県内建設業の経営安定に向け最大限

の取り組みを願うものであります。

　そこでお尋ね申し上げます。

　ア、県内の公共事業はピーク時に比べ大幅な落ち込

みで、企業の倒産・負債増についても建設業が最も多

い状況に対する県の対策をお伺いいたします。

　イ、県は、最低制限価格を90％に引き上げるとして

いるが、県発注全事業で実質90％引き上げ時期を伺い

たい。

　ウ、経済危機対策を有効に活用するため、入札期間

の短縮などを含め、公共事業の大幅な前倒し執行が必

要と考えるが、県の対応を伺いたい。

　芋、国等発注公共工事について。

　国土交通省の調査によりますと、同省が2007年度発

注した国直轄公共事業約２兆円のうち、地方の地元企

業が発注できたのは51％、１兆円余りにとどまってい

るようであります。本県においては、県内の国直轄事

業498億円のうち、県内企業の受注額は54.2％、270億

円にとどまっており、この数字は、国の中小建設業者

の受注機会が確保されるよう可能な限り分離発注を行

うとの通達の趣旨からも問題であると考えます。

　我が会派は、従来から国の公共事業の受注機会の拡

大や入札参加要件の緩和などを求めており、沖縄総合

事務局や沖縄防衛局も昨年末から一般競争入札の参加

資格条件を緩和するなど一定の前進はありましたが、

決定的な地元企業の受注向上にはつながっていないの

が現状であります。

　本県における建設業は、国直轄事業を初めとする公

共事業に依存する割合が高く、近年の公共事業の減少

傾向は、県内建設業にとって深刻であります。

　そこでお尋ね申し上げます。

　ア、国直轄事業の地元受注の過去３年間の割合と県

の地元企業受注拡大に向けた取り組みについてお伺い

いたします。

　イ、沖縄総合事務局と沖縄防衛局において、県内企

業の入札参加要件が緩和され参加できる業者は増加し

たが、実際に入札に参加した業者は少ないようだが、

その理由はなぜなのか御説明お願い申し上げます。

　ウ、米軍発注の建設工事について、県内建設業の優

先受注や建設資材などの県産品使用を米軍に要請すべ

きと考えるが、県のこれまでの要請行動と実現に向け

ての課題や問題点をお伺いいたします。

　エ、国直轄公共事業に要する費用を地元自治体が一

部負担する直轄事業負担金制度について、全国知事会

としての対応と県の方針を伺いたい。

　４、観光振興について。

　昨年からの世界的同時不況に伴い、景気の悪化は国

内旅行需要の冷え込みにつながり、その影響により本

県観光は、観光客の大幅減少という厳しい状況に陥っ

たのであります。しかも、その改善が見られない中、

ことしに入りメキシコで発生した新型インフルエンザ

の世界的な広がりや国内での感染者の拡大により、本

県への修学旅行の取りやめが相次ぎました。観光は、

本県産業の牽引役であるだけではなく経済の柱であ

り、観光の低迷が長期化すれば本県経済や雇用環境に
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与える影響は甚大であります。

　近年の本県観光が好調に推移している要因は、リ

ピーターの大幅な増加がありますが、特に本県が修学

旅行のメッカとして定着したことが大きく、このよう

な修学旅行のキャンセルや中止は、本県観光にとって

深刻な影響を及ぼしかねません。幸い、新型インフル

エンザの影響もおさまり、修学旅行や観光客も回復傾

向の兆しが見えてきたことは明るい材料であります。

　県においては、関係機関との連携や協力を緊密に

し、安心して沖縄観光ができるような十分な体制づく

りと県内外への観光発信を願うものであります。

　そこでお伺いいたします。

　ア、秋ごろから新型インフルエンザの再発が懸念さ

れているが、今後の修学旅行など観光客秋季対策をど

う構築していくかお伺いいたします。

　イ、本県観光がこれまで好調に推移してきたのは、

リピーターや修学旅行、企業の報奨旅行などの増加が

あるが、今回の落ち込みを防ぐための県の対策はどの

ようになされたかお伺いいたします。

　ウ、本県観光の持続発展を図る上で、県が計画する

新たな観光資源やメニューの開発についてお伺いいた

します。

　エ、政府が展開している2010年までに訪日外国人旅

行者1000万人を目標とする「ビジット・ジャパン・

キャンペーン」を本県の海外観光客誘致にどのように

生かしていくのか御説明をお願いいたします。

　オ、中国や韓国などからの誘客を図る上での課題と

航空路線の増開設、運賃の低減など対策の取り組み状

況についてお伺いいたします。

　カ、本県へ海外からの観光客の誘致を図るには、観

光・リゾート地沖縄の知名度アップが必要でありま

す。フランス・ミシュランの観光地を格付して紹介す

るミシュラン・グリーンガイドの活用を考えるべきと

思いますが、御見解をお伺いします。

　キ、本県における国際クルーズ船寄港の推移と受け

入れ体制の取り組み状況、今後の計画についてお伺い

いたします。

　５、離島・過疎地域の振興について。

　本県は、本土から遠く離れた島嶼県であり、さらに

広大な海域に多くの離島が点在していることから、地

域の活性化を図る上で多くの制約を抱えております。

特に本県の離島は、四方を海に囲まれている上、個々

の島の面積の狭小性、あるいは台風襲来の多さなど、

生活環境においても厳しい状況に置かれております。

このため、３次にわたる沖縄振興開発計画や沖縄県離

島振興計画により、各種社会資本の整備が行われ、離

島経済は着実に発展してきておりますが、若者の島外

への流出に歯どめがきかず、それに伴い人口の高齢化

が進むなどの構造的問題など、いまだ多くの問題点や

課題が山積しているのが現状であります。一方で、本

県の離島は、亜熱帯・海洋性気候で年間を通して温暖

であり、サンゴ礁に囲まれた美しい海岸線を有してい

るほか、貴重な自然や動植物が生息し、独特の歴史・

文化が受け継がれております。

　このため、今後の離島振興は、これまでの離島に対

する画一的な施策の展開から、それぞれの離島の地域

特性を生かし島の魅力を引き出す施策への転換が必要

であると考えます。

　そこでお伺いいたします。

　茨、離島における若者の定住促進や交流人口の増加

対策はどうなっているのか。

　芋、南北大東島の地上デジタル放送開始に向けた予

算措置を含め、取り組み状況と放送開始時期、そして

維持管理費、運営費はどのようになっているのか御説

明お願い申し上げます。

　鰯、台風被害対策として、宮古・八重山地域への電

線地中化について、取り組みの進瀧状況についてお伺

いいたします。

　允、平成22年で切れる過疎地域自立促進特別措置法

への対応と過疎市町村との連携についてお伺いいたし

ます。

　６、県内産業の振興について。

　沖縄県産業振興公社が発表した2009年１月から３月

期の中小企業景況調査によりますと、県内中小企業の

景況感は過去最悪の状態にあり、特に、景気の後退で

製造業や小売業が大幅に悪化しているようでありま

す。

　このような未曾有の経済危機、景気の停滞が県民生

活に深刻な影響を与えていることから、県において

は、「沖縄県緊急総合経済対策」を打ち出し、中小企

業に対する金融支援、資金繰り対策など、経済活動の

安心・安定を図るための施策を展開して進めておりま

す。このような施策の効果もあり、県経済は明るい兆

しが見え出してきておりますが、本県においては、中

小企業が99％余りを占めるなど、ほとんどが中小零細

企業であることから、産業の振興や経済の回復を図る

には中小企業に対する一層の支援策が必要不可欠であ

ります。このため、現下の景気悪化に伴う対策も重要

ではありますが、本県中小企業が抱える構造的問題や

課題の解決も同時に進めることが必要であり、県や国

による思い切った支援策が必要であります。

　そこでお伺いいたします。
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　ア、中小企業の資金繰りで金融機関による貸し渋り

や貸しはがしなどが問題となっているが、本県の状況

はどうか。

　イ、県は、経済対策として中小企業に対する金融支

援や雇用対策を実施しているが、その経済効果と雇用

の創出をどのように見込んでいるのかお伺いいたしま

す。

　ウ、ＩＴ津梁パーク中核機能支援施設の整備状況と

入居企業誘致に向けた取り組みの進展状況はどうなっ

ているのかお伺いいたします。

　７、福祉関係について。

　発達障害及び発達障害が疑われるいわゆる「気にな

る」子供の早期発見・早期支援について、その子供た

ちの保護者から県や県議会に対し強い要望が出されて

おります。

　我が会派は、発達障害者の心理的機能の適正な発達

及び円滑な社会生活の促進を図るため、発達障害の早

期発見と早期の支援を行うことが特に重要であり、国

を初め県や市町村の役割の認識と学校教育における発

達障害教育の拡充が必要であると考えております。

　発達障害の子供を持つ保護者は、「気になる」子供

の早期発見・早期支援体制の整備は、本県においては

おくれていることに危機感を持っており、また、早期

発見・早期支援が行われなかった子供たちが二次障

害・三次障害を引き起こすおそれがあることに苦悩し

ております。そのため、「気になる」段階からの早期

発見の責務を県・市町村が協力して果たしてほしいと

訴えております。

　発達障害にかかわらず、障害を持つ子供や家族の願

いは、どの市町村においてもいつでも適切な支援や対

応が行われるような環境づくりであります。

　障害者支援には行政のかかわりが不可欠でありま

す。県の指導力のもと、市町村が実施主体となり、障

害を持つ子供や家族が安心して暮らせるような支援体

制の構築を強く望むものであります。

　そこでお伺いいたします。

　ア、障害児教育・特別支援教育に特化した専門職の

採用について、今年度の状況と今後の計画についてお

伺いいたします。

　イ、「こころの診療科」の適切な運営を図る上で、

県立病院が抱える課題と関係機関などとの連携・協力

体制の構築をどのように図っていくのかお伺いいたし

ます。

　ウ、発達障害児（者）に対する支援の一環として、

発達障害児と保護者や家族同士が交流できる活動拠点

の整備などが必要であるが、県の計画をお伺いいたし

ます。

　エ、県教育庁は、身体障害者または知的障害者に関

し、法令に規定する雇用率２％を達成していないとし

て、厚生労働大臣から勧告を受けているが、勧告を受

けるに至った理由と教職、一般職別の達成状況、今後

の計画についてお伺いいたします。

　オ、身体障害者福祉法の規定に基づき、県や市町村

の公共施設内に身体障害者から、新聞、書籍、たば

こ、事務用品などの物品販売の売店設置申請に対する

対応方針と現在の設置状況についてお伺いいたしま

す。

　８、教育・文化の振興について。

　茨、指導カルテ問題についてお伺いいたします。

　「子ども理解のための指導・支援カルテ」につい

て、今、県内の学校関係者や保護者の間に思わぬ波紋

を投げかけております。事の発端は、西原町におい

て、指導カルテ記載事項の開示要求について、指導カ

ルテの作成が同町の個人情報保護条例の手続に反する

と判断されたことであります。以後、この問題は県内

の小・中・高校に波紋が広がり、多くの市町村で見直

しに向け検討する方針が示されております。

　指導カルテは、2003年７月、北谷町で起きた少年の

集団暴行死亡事件を契機に、児童生徒への理解を深

め、教育機関や地域社会が相互に連携して生徒指導に

取り組むとして、県教育委員会が市町村教育委員会に

指導を要する児童生徒のカルテ作成を依頼したことが

端緒であります。当初はそれなりに理由はあったと思

いますが、その後、教育環境、個人情報保護条例の制

定など社会情勢も大きく変化しており、時代に合った

対応が求められると考えます。

　県教育委員会も改善に向けた取り組みを進めている

ようでありますが、何よりも児童生徒の人権・人格に

配慮することは無論、学校現場でのチェック機能の確

立を忘れてはならないと考えます。

　そこでお伺いいたします。

　ア、「子ども理解のための指導・支援カルテ」導入

の目的と教育上の効果、個人情報保護条例との関連に

ついてお伺いいたします。

　イ、今回の指導カルテ問題は、カルテの存在自体が

問われているのか、運用のあり方が問題になっている

のか、お伺いいたします。

　ウ、指導カルテの今後のあり方について、県教育委

員会の基本的な考え方を御説明お願い申し上げます。

　芋、文化振興計画について。

　本県は、古くから中国や東南アジア諸国などとの交

易を通じて多くの文化を吸収し、独自の文化を形成し
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てまいりました。その中でも、染物や織物、陶器や漆

器などは伝統美術工芸品として、国内外から高く評価

され、多くの愛好者から支持を受けております。ま

た、琉球舞踊や沖縄芝居は、沖縄の歴史的、気候的特

性を生かした本県独自の伝統芸能であり、格調高くす

ぐれた芸術性は世界に誇れるものであります。

　県においては、沖縄文化振興計画に基づき、個々の

施策を展開し伝統文化の振興に努めておりますが、県

と国・市町村など行政と民間との役割分担、育てる分

野と自立の分野の明確な線引きなど課題も多く見られ

ます。

　文化の振興を図るには、県民がいつでも、どこでも

鑑賞できる機会を提供し、さらに沖縄独自の伝統文化

の保存・継承を図り、多くの県民が文化創造活動が行

える基盤整備とこれらの文化活動が産業につながるよ

うな仕組みづくりが最も重要であると考えます。

　そこでお伺いいたします。

　ア、本県の伝統文化を国内外に発信するため、県立

芸術大学はどのような役割を果たしているのか。具体

的な事例を例示し説明願いたい。

　イ、県立郷土劇揚の閉鎖に伴い、舞踊や沖縄芝居な

ど関係者からは、沖縄独特の文化・伝統芸能を発信す

る県立の拠点劇場の建設を望む声が多いが、県の考え

方をお伺いいたします。

　ウ、那覇市壺屋の国指定重要文化財「東ヌ窯」の崩

壊について、崩壊に至った経緯と国・県、そして那覇

市の三者による保存・修理計画、さらに今後の管理体

制についてお伺いいたします。

　最後に９番、カジノ・エンターテインメントについ

てお伺いいたします。

　去る３月12日、県のカジノ・エンターテイメント検

討委員会は、本県におけるカジノ・エンターテインメ

ントのあり方として、「沖縄統合リゾートモデル」調

査結果をまとめたということであります。

　施設の開業時期は2015年と設定し、その内容は、ホ

テルやカジノ、コンベンション施設、ビーチ、リゾー

トウエディング施設などを併設するもので、敷地面積

は60ヘクタールに及ぶ大規模なものとなっておりま

す。さらに、施設の導入による直接雇用や観光客の増

加などによる経済波及効果ははかり知れないと推定し

ております。

　しかしながら、カジノ・エンターテインメント導入

によるメリットとデメリットの両面を示していないと

の指摘もあり、県は、検討委員会の検討結果を踏ま

え、県の考え方などについて、県民に対する説明会等

を県内各地で開くなど慎重な対応が必要であると考え

ます。

　そこでお伺いいたします。

　茨、県におけるこれまでの検討委員会の検討内容

と、今後検討結果をどのように生かしていくのかお伺

いいたします。

　芋、検討委員会の「沖縄統合リゾートモデル」の概

要と経済効果の試算の内容について示してもらいたい

と思います。

　鰯、カジノ・エンターテインメント導入に伴うギャ

ンブル依存症や治安悪化による犯罪対策などに対する

先進諸国の現状についてお伺いいたします。

　最後に、本県を訪れる観光客は、青い海、青い空、

伝統文化などに魅力を感じているが、カジノ・エン

ターテインメント導入により本県観光に対するイメー

ジへの影響などの懸念に対する県の考え方をお伺いい

たします。

　以上、答弁によりまして再質問を行いたいと思いま

すが、新しい部長の皆様方の誠心誠意ある答弁をよろ

しくお願いいたします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　佐喜真議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、普天間飛行場移設に係る御質問の中

で、１の茨のイと１の茨のウ、すなわち県外移設につ

いて早期返還、危険性の除去を図る観点からの見解及

びその実現可能性についてという御趣旨の御質問、２

つ関連しておりますので、恐縮ですが一括して答弁さ

せていただきます。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、住民生

活に深刻な影響を与えており、早期に危険性を除去

し、騒音の軽減を図るなど、周辺住民の不安を解消す

ることが緊急の課題であると考えております。

　普天間飛行場移設問題につきましては、県外移設が

ベストだとは思いますが、米軍再編協議の経緯などか

ら一日も早い危険性の除去のためには、県内移設もや

むを得ないものと考えております。

　次に、同じく普天間飛行場移設に係る御質問の中

で、準備書での沖合移動への対応状況いかんという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　事業者であります沖縄防衛局は、調査結果の概要や

環境影響評価の結果、環境保全措置の内容等を記載し

ました準備書を作成し、平成21年４月１日に県へ送付

いたしております。

　事業者は、方法書に対する知事意見を勘案して事業
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実施に伴う周辺環境への影響の変化及びその傾向を把

握するため、事業計画案と異なる位置における６案を

設定をし、調査の結果をもとに比較・検討を行った結

果、施工性等の実行可能性を含め、総合的に勘案して

事業計画案により準備書を作成しております。

　県としましては、事業計画案に係る環境影響評価の

結果が示された準備書について、名護市長及び宜野座

村長の意見を勘案し、住民等意見に配意するととも

に、環境影響評価審査会からの答申を踏まえ、環境の

保全の見地から意見を述べてまいりたいと考えており

ます。

　次に、土木建築関係の御質問の中で、最低制限価格

の引き上げ時期についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　最低制限価格の見直しにつきましては、国から平成

21年５月15日に地域の実情に応じた最低制限価格の引

き上げを適切に実施するよう要請がありました。

　沖縄県としましては、地域の基幹産業であります建

設産業が非常に厳しい経営環境にあることから、緊急

的経済対策の一環といたしまして、当分の間、最低制

限価格を実質的に90％程度になるよう運用することと

いたしました。

　最低制限価格の引き上げの時期につきましては、６

月22日の指名通知及び入札公告をいたしました工事か

ら適用をしているところでございます。

　次に、離島・過疎に係る御質問の中で、南北大東島

の地上デジタル放送に関する御質問にお答えいたしま

す。

　県では、南北大東地区の地上デジタル放送につきま

して、今回の経済危機対策等を活用し、平成21及び22

年度事業として実施することといたしております。

　本年度は、海洋調査・設計、機器製作などを実施

し、この結果を踏まえ、平成22年度は海底光ケーブル

敷設等を実施し、デジタル放送に移行する平成23年７

月には、現行の維持管理費、そして運営費約9000万円

の範囲内でデジタルの県域放送が開始できるよう取り

組んでいきたいと考えております。

　次に、同じく離島・過疎地域に係る御質問の中で、

宮古・八重山地域の電線地中化の取り組みに関する御

質問にお答えいたします。

　宮古・八重山地域におきましては、近年、大型台風

の直撃により電柱の倒壊があり、緊急輸送道路の確保

や電力の安定供給の観点から電線類地中化が強く求め

られております。これまで宮古地域では平良城辺線な

ど３路線で約7.5キロメートル、八重山地域では国道

390号など３路線で約2.8キロメートル、合計で約10.3

キロメートルを実施いたしております。

　今回の緊急経済対策補正予算案におきましても12億

円を計上し、約2.4キロメートルを整備する予定でご

ざいます。また、平成21年度からスタートいたします

新たな無電柱化計画におきましても、宮古・八重山地

域の電線類地中化を推進していきたいと考えていると

ころでございます。

　同じく離島・過疎地域に係る御質問の中で、過疎法

への対応と市町村との連携についての御質問にお答え

させていただきます。

　沖縄県の過疎地域におきましては、過疎地域自立促

進特別措置法などに基づく各種事業の実施によりまし

て、道路やごみ処理施設などの生活基盤の整備につき

まして一定の成果を上げてまいりました。

　しかしながら、沖縄県の過疎地域は、学校・教育施

設の整備のおくれ、医師不足など、今後とも解決すべ

き多くの課題が残されております。このため、引き続

き新たな法律に基づく国の支援が不可欠であります。

県としましては、新たな法制定に向けた取り組みを過

疎地域市町村と連携を図りながら進めてまいります。

　昨年11月18日とことしの５月12日には、沖縄県過疎

地域振興協議会と共同で新たな法律の制定につきまし

て総務省や内閣府に対し要請を行ったところであり、

今後も引き続き過疎地域市町村と連携をして取り組ん

でまいる所存でございます。

　次に、県内産業の振興に係る御質問の中で、ＩＴ津

梁パークの整備状況と企業誘致の進瀧状況に係る御質

問にお答えいたします。

　沖縄ＩＴ津梁パーク中核機能支援施設の整備状況に

つきましては、Ａ棟２階建て、2800平方メートルが平

成21年６月より供用を開始いたしております。Ｂ棟６

階建て、5200平方メートルも今年度上半期には発注を

し、平成22年８月ごろに完成の予定でございます。

　Ａ棟につきましては、平成21年４月に入居企業の公

募を行い、ソフトウエア開発の共同受注・開発を行う

企業など４社の入居が決定し、公募したすべてのオ

フィススペースが活用されております。Ｂ棟につきま

しては、ことし９月ごろをめどに入居企業の公募を開

始する予定であります。

　Ａ棟及びＢ棟を合わせますと、中核機能支援施設で

約500人の雇用が見込まれているところでございま

す。

　次に、カジノ・エンターテインメントに係る御質問

の中で、検討委員会の検討結果と今後の生かし方につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　検討委員会におきましては、これまで海外事例の研
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究、自民党基本方針の提示、沖縄型カジノ・エンター

テインメントモデル及びコンセプトの作成、経済効果

の試算及び懸念事項などにつきまして調査検討を行っ

てまいりました。

　この調査検討結果につきましては、今年度県内各地

区における地域報告会や県広報媒体などを通じまして

広く県民に提供をし議論を促してまいりたいと考えて

おります。また、法律の制定に向けましては、引き続

き国等関係機関へ働きかけてまいりたいと考えている

ところでございます。

　同じくカジノ・エンターテインメントに係る御質問

の中で、沖縄観光のイメージとの兼ね合いはどうかと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成20年度の検討委員会で議論していただきました

「沖縄統合リゾートモデル」のコンセプトには、第１

に、沖縄の海を生かした「遊び」や「癒し」を提供す

る海洋性リゾートの形成、第２に、国際交流の場とし

て多様なエンターテインメントなどを導入するビジネ

スからファミリーまでを顧客層とする複合型リゾート

の形成、第３に、沖縄の気候、風土に根差し、自然環

境や社会文化に調和したリゾート空間の形成の３つを

挙げてございます。

　このようなコンセプトに基づき、「沖縄統合リゾー

トモデル」は、コンベンション、シアター、そしてア

ミューズメントなどのさまざまな機能を兼ね備えた複

合型リゾートを考えております。国際観光地としての

地位の確立に貢献するものと認識をいたしているとこ

ろでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　このたび知事公室長を

拝命いたしました。

　基地問題を初め危機管理への対応など、課題は山積

しておりますけれども、全力で取り組んでまいりま

す。引き続き議員各位の御指導、御鞭撻をお願い申し

上げます。

　それでは、佐喜真議員の御質問で、普天間飛行場移

設建設についての御質問で、グアム移転の具体的な調

整状況についてお答えいたします。

　「再編実施のための日米のロードマップ」における

2014年までの在沖米海兵隊のグアム移転完了を実現す

るため、防衛省においては、在沖米海兵隊のグアム関

連経費として、平成21年度予算に総額約353億円を計

上しております。

　また、移転の開始時期についてはまだ政府から明ら

かにされておりませんが、平成20年４月に示された米

国国防総省の「グアム統合軍事マスタープラン素案の

概要」によりますと、2010年初頭に環境影響評価決定

書が署名され、その後、在沖海兵隊のグアム移転を含

めたグアムの基地全体において今後必要となる施設や

インフラの詳細な計画が確定する予定とのことであり

ます。

　同じく普天間飛行場移設建設についての御質問で、

県が求める沖合移動に合致するケースについてお答え

いたします。

　県としては、日米両政府が合意した案を基本にしな

がらも、地元の意向や環境に十分配慮する観点から、

可能な限り沖合などへ寄せてほしいということを政府

に求めているところです。

　今後、環境影響評価手続が進められていく中で、専

門家で構成される環境影響評価審査会等の意見を踏ま

え、生活環境や自然環境に十分配慮する観点から知事

意見を述べることになっており、代替施設の具体的な

位置については、普天間飛行場移設措置協議会におい

て協議されるものと考えております。

　次に、不発弾処理問題についての御質問で、不発弾

爆発事故被害救済制度についてお答えいたします。

　今般制定されました不発弾爆発事故に関する被害救

済の仕組みの内容としましては、１、被害者に対し、

死亡時最高1000万円、負傷時最高750万円の見舞金、

２に、福祉施設等の公共施設及び民間施設等で被害を

受けた家財等生活支援金、３番目に、被害住宅の復旧

支援金であります。

　その補償の基準といたしましては、自然災害による

災害復旧制度・弔慰金制度を基本としつつ、沖縄県の

特殊事情や見舞金の支給を行った唯一の事例でありま

す昭和49年の那覇市小禄での事故の際の見舞金の金額

が参考となっております。

　同じく不発弾処理問題に関しまして、不発弾処理・

被害補償制度の確立についてお答えいたします。

　不発弾処理・被害補償制度について、平成21年１

月、知事は麻生総理大臣や関係大臣に対して要請を行

い、３月に国の支援を受けて「沖縄県不発弾等対策安

全基金」を創設したところであります。

　その後、被害者への見舞金支給額や施設等への支援

金の対象範囲について、国・県・糸満市の三者間で協

議し決定したところであります。

　糸満市では、被害者への見舞金については平成21年

５月に支給、施設等への支援金については６月に支給

の予定としております。
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　県としましては、今回の国の速やかな対応により、

新たに不発弾爆発事故に関する被害救済の仕組みが創

設され、被害者への見舞金や施設等への支援金の対象

範囲について適切に措置されたことに対し高く評価し

たいと考えております。

　なお、今後とも不発弾等処理及び磁気探査の全額国

庫負担等については、引き続き市町村等と連携を図り

ながら国に要請してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　普天間飛行場移設建

設についての御質問で、準備書についての県の対応に

ついてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

の手続は、平成21年４月１日に環境影響評価準備書が

県へ送付され、公告・縦覧、説明会の開催、住民等の

意見聴取といった手続を経て、去る６月15日に住民等

の意見概要及び事業者見解が県へ送付されてきたこと

から、県は、本年10月13日までに準備書について知事

意見を述べることになります。

　知事意見を述べるに当たっては、名護市長及び宜野

座村長の意見を勘案し、住民等意見に配意するととも

に、環境影響評価審査会からの答申を踏まえ、環境の

保全の見地から意見を述べてまいりたいと考えており

ます。

　次に、航空機騒音と海砂の採取による影響について

お答えいたします。

　事業者である沖縄防衛局は、住宅地上空の飛行を回

避するため、滑走路をＶ字型にして海上に設定した飛

行経路で、航空機騒音による影響について予測・評価

しております。

　埋立土砂については、事業者は1700万立方メートル

を購入するとしており、その際、土砂の採取による環

境への影響に配慮されていることを確認するなど、埋

立土砂の調達に伴う環境への著しい影響がないよう慎

重に判断していくとしております。

　なお、辺野古ダム周辺の土砂発生区域において事業

者みずからが行う土砂採取については、関連工事とし

て環境影響評価が実施されております。

　次に、教育・文化の振興についての関連で、伝統文

化の国内外発信への芸大の役割についてお答えいたし

ます。

　県立芸術大学は、沖縄の豊かな伝統文化を継承し発

展させるため、舞踊と組踊を専門的に学び、あわせて

国内外の他の芸能との比較研究、太平洋文化圏との交

流事業などを行っております。

　県立芸術大学は、本県の芸術文化の振興に大きく寄

与しており、その果たす役割は極めて重要であると考

えております。

　次に、同じく教育・文化の振興についての御質問

で、県立の拠点劇場の建設についてお答えいたしま

す。

　沖縄の文化・伝統芸能の振興を図る上で劇場の重要

性は認識しており、その整備は将来的な検討課題とし

てとらえております。

　県としましては、国立劇場おきなわと連携をして伝

統芸能活動の支援等を行っていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　おはようございま

す。

　去る４月１日に土木建築部長を拝命いたしました仲

田文昭でございます。

　道路、港湾、河川、住宅等の社会資本の整備に取り

組んでまいりたいと考えております。また、安全・安

心な県土づくりと県民福祉の向上に努めてまいりたい

とも考えておりますので、議員皆様方の御指導、御鞭

撻をよろしくお願いいたします。

　それでは、土木建築関係について、建設業の倒産、

負債増に対する県の対応についてお答えいたします。

　沖縄県においては、建設業資金調達の円滑化を図る

ため、既存の「下請セーフティネット債務保証事業」

とあわせて、平成20年12月に「地域建設業経営強化融

資制度」が活用できるよう関係要領を整備したところ

であります。

　本制度は、建設業者が有する公共事業請負代金債権

を流動化し、未完成部分を含めた工事出来高を超えた

部分に対しても融資が受けられるようにする制度であ

ります。本年３月末までの本制度利用状況は７件で、

約２億5000万円となっております。

　また、その他の対策としましては、最低制限価格の

見直し、入札手続の改善、工事前払い金・中間払い金

の迅速な支払い、公共事業の大幅な前倒し発注、「ちゅ

らしま建設業相談窓口」の設置等を行い、建設業の経

営安定に資することとしております。

　次に、同じく土木建築関係についての、公共事業の

大幅な前倒し執行についての御質問にお答えいたしま

す。

　平成21年度の公共事業予算については、県内景気の
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後退を下支えするため、上半期の執行目標率を前年度

より5.5ポイント高い80％とし、公共事業の大幅な前

倒し執行に取り組んでいきたいと考えております。

　公共工事の発注に当たっては、平成21年度から特別

簡易型総合評価方式の導入と土木事務所等の予算執行

の権限を5000万円から１億5000万円に引き上げたこと

により入札手続期間の短縮化が図られております。

　今後とも入札手続期間の短縮化や執行体制の強化に

努め、上半期の目標達成に向けて鋭意取り組んでまい

ります。

　同じく土木建築関係につきまして、国直轄事業にお

ける地元企業の受注状況と県の取り組みについてお答

えいたします。

　国直轄事業の地元企業への過去３年間の発注実績の

割合は、沖縄総合事務局では、平成18年度は金額で

48.8％、件数で81.0％、平成19年度は金額で54.6％、

件数で80.1％、平成20年度は金額で48.6％、件数で

80.9％となっております。また、沖縄防衛局では、平

成18年度は金額で62.9％、件数で90.5％、平成19年度

は金額で45.0％、件数で75.4％、平成20年度は金額で

69.2％、件数で83.8％となっております。

　県の地元企業の受注拡大の取り組みにつきまして

は、昨年度は知事、副知事が国の関係機関等へ要請を

行っており、今年度も引き続き分離・分割発注による

地元企業への受注機会の拡大や県産資材の優先使用に

ついて要請を行っていきたいと考えております。

　次に、国への入札参加業者が少ない理由についてに

お答えいたします。

　昨年度、知事が沖縄総合事務局と沖縄防衛局に対し

県内建設業への優先発注等の要請を行ったところ、入

札要件を緩和する等の措置が図られてきております。

　入札に参加した企業が少なかったことについて沖縄

総合事務局に照会したところ、ＷＴＯ案件で入札手続

がふなれなこと、専任技術者等の確保ができなかった

こと等の理由を挙げております。

　続きまして、米軍発注工事の課題と問題点について

にお答えいたします。

　米軍に対しては、ことしの２月13日に米軍が発注す

る建設工事の分離・分割発注による県内建設業者の受

注拡大や建設資材等県産品の優先使用について要請を

行ったところであります。

　米軍発注工事への県内企業の入札参加に当たって

は、入札参加申請書類等がすべて英文のため翻訳の必

要があることや、10万ドル以上の請負契約に100％の

履行ボンドが義務づけられていること等の課題がある

と聞いております。

　続きまして、直轄事業負担金制度に係る県の方針に

ついての御質問にお答えいたします。

　全国知事会は、直轄事業負担金について、負担金の

算定基準や内訳明細の速やかな情報開示、現行制度の

早急な改善、維持管理負担金の早急な廃止、国と地方

の役割分担を明確化した上で、最終的には地方負担金

の廃止を国に求めております。

　沖縄県としましても、全国知事会と連携して今後さ

らなる情報開示等を国に求めていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　皆様、こんにちは。

　観光商工部長の勝目といいます。

　我が部は、観光の振興を初めあらゆる産業の振興、

それから労働雇用問題等課題が山積しておりますが、

何とか頑張っていきたいと思います。よろしくお願い

します。

　では、御質問にお答えしたいと思います。

　観光振興について、観光客秋季対策についてお答え

します。

　沖縄県では、新型インフルエンザ対策として観光関

連団体からの情報収集に努め、県のホームページで迅

速な情報の提供等を行います。

　修学旅行については、県外での修学旅行説明会など

で本県の危機管理の取り組み等を発信してまいりま

す。

　また、団体旅行の誘致対策として、秋以降、新規に

団体旅行を行う主催者に対し経費の一部を助成するこ

ととしております。

　次に、同じく観光振興の、観光客数の落ち込みを防

ぐための県の対策についてお答えします。

　沖縄県では、昨今の不況に伴う観光客の減少を防ぐ

対策として、沖縄観光特別対策事業を実施しておりま

す。

　主な内容としては、観光情報サイト「真南風プラ

ス」を活用したキャンペーンや、首都圏を中心とする

観光ＰＲイベントの実施、新聞・ラジオ・テレビなど

メディアを活用したＰＲを実施するとともに、新規団

体旅行客への支援制度を発足させたところでありま

す。

　また、海外においては、特に中国からの誘客を図る

ため、富裕層向け会員制クラブを活用した観光セミ

ナーを実施したところであります。

　今後も引き続き航空会社、旅行社、市町村などと連
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携して、観光客の増加に向けた効果的な誘客プロモー

ションを実施してまいりたいと考えております。

　次に、同じく新たな観光資源やメニューの開発につ

いてという御質問にお答えします。

　沖縄県では、観光客の滞在日数や観光消費額の増加

を図るため、新たな観光資源や質の高い体験滞在型観

光メニューの開発に取り組んでおります。

　平成21年度におきましてはエイサーやハーリー、沖

縄音楽など地域の文化イベントを新たな観光資源とし

て拡充していくため市町村などに助成するほか、旅行

商品化やプロモーション活動を支援してまいります。

また、ロケ地ガイドマップの作成配布や沖縄観光情報

サイト「真南風プラス」による情報発信により、県内

で撮影された映画やドラマなどのロケ地をめぐる

「フィルムツーリズム」を推進してまいります。

　これらの取り組み強化により、新たな客層の誘致や

シニア層を中心とするリピーターの長期滞在及び体験

型観光を促進するなど、沖縄観光の持続的な発展を

図ってまいりたいと考えております。

　同じく「ビジット・ジャパン・キャンペーン」をど

のように生かしていくかということの御質問について

お答えします。

　沖縄県では、外国人観光客の誘客を促進するため、

国と連携して「ビジット・ジャパン・キャンペーン」

を推進しています。

　具体的には、中国や韓国など東アジア及び欧米諸国

における国際旅行博への出展や海外メディア及び旅行

社の招聘を行っております。

　今後とも、「ビジット・ジャパン・キャンペーン」

との連携を図りながら、外国人観光客の誘客につなげ

ていきたいと考えております。

　同じく中国や韓国などからの誘客を図る上での課題

についてという御質問にお答えします。

　外国人観光客誘致の課題としては、海外における知

名度の向上、魅力ある旅行商品の開発、航空路線の拡

充、クルーズ船の誘致などが挙げられます。このた

め、メディアを活用した広報宣伝やウエブサイト「真

南風プラス」による多言語での情報発信、商品造成を

目的とした海外旅行社の招聘、航空チャーター便やク

ルーズ船の誘致促進などに取り組んでまいります。

　次に、ミシュラン・グリーンガイドの活用について

の御質問にお答えします。

　日本に関する旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガ

イド・ジャポン」フランス語版がことし３月に発行さ

れ、沖縄県からは石垣市の川平湾が三つ星に評価され

ております。また、二つ星には沖縄美ら海水族館ほか

８カ所、一つ星には首里城ほか18カ所が選ばれていま

す。

　これらの世界に誇れる観光資源については、海外で

の旅行博やホームページでの情報発信等を積極的に行

い、外国人観光客の誘致などに活用してまいりたいと

思っております。

　次に、国際クルーズ船寄港の推移、受け入れ体制の

取り組み状況、今後の計画等についての御質問にお答

えいたします。

　沖縄県における国際クルーズ船の寄港回数は、平成

17年89回、平成18年19回、平成19年61回となっており

ます。

　受け入れ体制の取り組みとしては、旅客船バースを

整備するとともに、港での歓迎式典や船内イベントを

実施しています。また、出入国手続の簡素化及び迅速

化等について、国関係機関への協力要請を行っており

ます。

　今後は、大型船を有する欧米諸国のクルーズ会社に

対しトップセールスを行うほか、商談会などへの参加

を通じて誘致活動を展開してまいります。

　県内産業の振興についてという御質問の中で、貸し

渋り、貸しはがしの状況についてという御質問につい

てお答えいたします。

　県内商工団体等の相談窓口等において貸し渋りなど

の苦情相談も見受けられますが、沖縄県が貸し渋り、

貸しはがしの実態を直接把握することは、金融機関の

監督官庁が金融庁となっていることや金融機関と個々

の企業との個別取引関係への介入になることから困難

であります。

　貸し渋り、貸しはがし対策については、金融庁にお

いて、金融機関に対し「中小・零細企業に対する金融

の円滑化の要請」や「金融円滑化のための集中検査」

などを実施しており、沖縄県としても資金繰りの円滑

化について県内金融機関に対し要請を行ったところで

あります。

　次に、経済対策について、金融支援の効果及び雇用

創出についてとの御質問にお答えします。

　中小企業に対する金融支援については、県単融資制

度「原油・原材料高騰対策支援資金」の平成20年度融

資実績が件数で116件、融資額で約29億2200万円、

「中小企業セーフティネット資金」が113件、約12億

7300万円となっております。また、県信用保証協会の

緊急保証制度については、制度がスタートした平成20

年10月から平成21年３月末までの保証承諾件数は3140

件、金額は663億3300万円となっております。

　その効果については、個々の企業ごとに資金使途等



－ 35 －

融資を受ける事情が異なることから、全体としての経

済効果を定量的に把握することは困難でありますが、

倒産企業が低水準で推移していること、また商工団体

等から県融資制度による緊急支援により資金繰りがよ

くなったとの評価もあり、経済効果は大きなものがあ

ると考えております。

　雇用対策については、今回の経済対策で緊急雇用創

出事業臨時特例基金への40億円の積み増しなどによる

基金事業の拡充で、新たに延べ3500名の雇用創出を見

込んでおり、昨年度の経済対策分と合わせて21年度か

らの３年間で合計約7000名の雇用創出を見込んでおり

ます。

　次に、カジノ・エンターテインメントについて、

「沖縄統合リゾートモデル」の概要及び経済効果の試

算についてという御質問にお答えします。

　「沖縄統合リゾートモデル」は、敷地面積約60ヘク

タール、そこに5000室のホテル、１万7000人収容のイ

ベントアリーナのほか、シアターやショッピングモー

ル、マリン・ミュージアムなどで構成しており、その

中でカジノ機能は、施設全体の延べ床面積の約３％程

度となっております。

　統合リゾート全体の経済効果の試算においては、生

産誘発効果が約8900億円、税収効果が約760億円余り

となっており、また、雇用効果については、統合リ

ゾートにおける直接雇用が約１万3000人、雇用誘発効

果が約７万7000人と試算しております。

　カジノ事業については、県と市町村が施行者である

場合の収益が合わせて約270億円と試算しておりま

す。

　同じくカジノを導入している先進諸国の現状につい

てという御質問についてお答えします。

　アメリカ、カナダなどの先進諸国の事例によると、

州政府などの公的機関による厳格な規制、監視及び管

理下においてカジノが実施されれば、懸念事項と考え

られている暴力団等組織悪の介入、青少年への影響、

地域環境への影響などについては発生を抑制すること

が可能とされており、実際には大きな社会問題とは

なっておりません。

　ギャンブル依存症については、プレーヤー人口の約

１％から２％が陥るとの調査結果もあり、先進諸国に

おいては、ＡＴＭ設置数の縮減などの予防策やカジノ

からの収益を活用した依存症回復支援施設への支援な

どの対策がとられております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　おはようございます。

　去る４月１日に企画部長を拝命をいたしました川上

でございます。

　沖縄振興のために一生懸命努める所存でありますの

で、議員各位の御指導、御鞭撻をよろしくお願いいた

します。

　それでは、答弁をさせていただきます。

　観光振興についての御質問の中の、国際航空路線の

増開設、運賃低減等の取り組み状況についてお答えい

たします。

　ことし７月、中国の北京、上海、広州３市における

訪日個人観光ビザ創設により観光客の増加が期待され

ることから、県は、中国の航空会社に対し那覇―北京

路線の開設や、広州市に近接する那覇―香港路線の増

便を要請するとともに、国に対し着陸料等の軽減要請

を知事が直接行うなど、外国人観光客の誘客に取り組

んでいるところでございます。

　次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

の、離島における若者の定住促進や交流人口の増加対

策についてお答えいたします。

　県は、離島振興を県政の重要課題と位置づけ、生活

環境基盤の整備や医療サービスの向上などの諸施策を

推進するとともに、地場産業の育成により魅力ある就

業の場の確保を図るなど、若者の定住促進に努めてい

るところであります。

　また、島々の歴史や特色など資源を生かしつつ、

「体験滞在交流促進事業」や「自然・伝統文化を活か

した交流促進事業」及び離島フェア等の地域間交流の

促進を図る各種事業を推進することにより交流人口の

増加を図り、離島地域の活性化に努めているところで

あります。

　県としては、引き続き離島地域の活性化を図るた

め、若者の定住促進や交流人口の増加のための諸施策

を推進してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　おはようございます。

　教育長を拝命いたしました金武でございます。

　沖縄県の教育の充実・振興に全力で取り組んでまい

りたいと思います。議員各位の御指導、そして御鞭撻

をよろしくお願いいたします。

　それでは、福祉関係についての御質問で、特別支援

教育等に特化した専門職の採用についてお答えをいた

します。

　学校教育法においては、障害児教育・特別支援教育
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に特化した臨床心理士等の常勤専門職の設置に係る明

確な規定はありませんが、特別支援学校において理学

療法士等の外部専門家を活用した研修会を実施するな

ど、自立活動等の授業改善に取り組んでおります。

　また、各学校においては、医療、福祉、労働などの

関連機関との連携を図る特別支援教育コーディネー

ターが指名されております。教育的支援の充実に取り

組んでいるところでございます。

　県教育委員会としましては、今後とも特別な教育的

支援を必要とする児童生徒一人一人のニーズに応じた

特別支援教育の推進に努めてまいります。

　次に、障害者雇用についてお答えいたします。

　県教育委員会は、平成18年から平成20年を計画期間

とする障害者採用計画が適正に実施されていないとし

て、厚生労働大臣から勧告を受けたところでありま

す。

　県教育委員会における実雇用率は、平成20年６月１

日現在で1.27％となっており、職種別では教育職員が

1.18％、教育職員以外は2.01％で、職員構成の約９割

を占める教員において雇用率が低い状況にあります。

　県教育委員会では、障害者雇用の改善に向けて、

「沖縄県教育委員会障害者雇用推進委員会」を庁内に

設置し、今後の取り組み方針を策定したところであり

ます。

　具体的には、教員候補者選考試験における「特別選

考試験」の実施、沖縄県職員採用選考試験における学

校事務職員の障害者採用枠の拡大、教職課程を設置し

ている県内大学との連携による障害者の教員免許状取

得の促進などに加え、沖縄労働局と連携を密にし、障

害者雇用の取り組みを一層強化してまいりたいと考え

ております。

　次に、教育・文化の振興についての御質問で、「子

ども理解のための指導・支援カルテ」の導入等につい

てお答えいたします。

　「指導・支援カルテ」は、平成15年の北谷町での中

学生傷害致死事件を教訓として、不登校児童生徒の実

態把握と児童生徒理解を図る観点から作成を依頼した

ものであります。

　当カルテの作成活用によって児童生徒理解が深ま

り、個に応じたきめ細かな指導・支援がなされ、不登

校やいじめ等の問題行動の未然防止や早期発見・早期

対応に寄与してきたものと考えております。

　しかしながら、当カルテは児童生徒の個人情報を収

集・作成することから、個人情報保護条例との整合性

や保護者への周知と理解を得ることなどが課題になっ

ているものと考えております。

　次に、「指導・支援カルテ」のあり方についてお答

えをいたします。

　当カルテについて、今回、問題の発端となった西原

町では、町長への届け出など個人情報保護条例に基づ

いた手続がなされていないという個人情報保護審査会

の答申がありました。

　現在、多くの市町村で同様な手続上の問題が指摘さ

れております。また、当カルテの作成や内容・活用等

について、本人や保護者への説明や理解を得ることな

どが十分でなかったことから、カルテのあり方につい

ても問われているものと理解をしております。

　次に、「指導・支援カルテ」の今後のあり方につい

てお答えをいたします。

　「指導・支援カルテ」については、個人情報保護条

例との整合性、保護者への周知方法等に課題があると

の指摘等を踏まえ、学校、家庭、地域を含む社会全体

で児童生徒を育てるとの視点に立ち、もう一度原点に

立ち戻り検討する必要があると考えております。

　県教育委員会としましては、外部有識者を交えた検

討委員会を設置し、当カルテの意義や必要性、活用の

あり方、条例との整合性等について総合的に検討して

いただき、その提言を受け対応してまいりたいと考え

ております。

　各市町村においては、それぞれの個人情報保護条例

との整合性などについて慎重な判断や検討がなされて

いるものと理解しておりますが、今後、市町村の求め

に応じて県の検討委員会の提言を参考に適切に対応し

ていきたいと考えております。

　次に、「東ヌ窯」の保存・修理等についてお答えい

たします。

　新垣家住宅は、伝統的な壺屋陶工の住宅形式を知る

上で貴重なものとして、平成14年に国の重要文化財に

指定されました。当初から保存・修理の必要性が指摘

されていましたが、修理にかかる負担額や所有者が多

数いることなどから同意が得られない状況でありまし

た。これまで所有者、那覇市、県が協議を続けていま

したが、この３月の長雨と経年による腐食で倒壊しま

した。

　登り窯の解体格納調査事業は、９月から事業に着手

できるよう文化庁及び那覇市と協議を進めておりま

す。全体の保存・修理については、母屋が老朽化で非

常に危険な状況にあることからこれを先行し、作業

場、離れ、登り窯、敷地内環境整備の順に行う計画で

約５年間を見込んでおります。

　今後の管理については、文化庁の指導も仰ぎつつ所

有者の意向を踏まえながら、那覇市及び県で調整をし
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ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　福祉関係についての

御質問の中の「こころの診療科」の適切な運営につい

てにお答えします。

　南部医療センター・こども医療センターの「こころ

の診療科」については、担当医師の退職に伴い、去る

４月から休診しております。

　現在、早期の診療再開に向けて、人的ネットワーク

やホームページ等を活用して後任の医師確保に努めて

いるところであります。

　県立病院における「こころの診療科」の運営におい

ては、保健・福祉行政や地域との幅広い連携の重要性

が指摘されております。

　現在、福祉保健部が策定中の「沖縄県発達障害者支

援体制整備計画」を踏まえ、県立病院としても適切に

対応していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　おはようございま

す。

　４月１日付で福祉保健部長を拝命いたしました奥村

啓子でございます。

　微力ではございますが、本県の福祉・保健・医療の

充実に向けて誠心誠意取り組んでまいりますので、御

指導、御鞭撻よろしくお願いいたします。

　また、昨日の沖縄全戦没者追悼式におきましては、

沖縄県議会議長を初め議員の皆様の御参列をいただ

き、深く感謝申し上げます。おかげをもちまして式典

は滞りなく行われました。本当にありがとうございま

した。

　それでは、佐喜真議員の福祉関係についての、発達

障害児や家族同士が交流できる活動拠点の整備につい

てお答えいたします。

　発達障害児の支援において、当事者及びその家族が

社会的及び心理的に孤立しないように、身近な地域に

おいて支援体制を構築していくことは極めて重要であ

ると考えております。特に、乳幼児健診後、就学前ま

での早期支援の必要性については関係者の認識が広

がっており、市町村においては、その一環として親子

教室や親子通園事業を実施しているところでありま

す。

　県においては、これらの市町村事業も含め、総合的

な支援体制を構築していく観点から、市町村及び当事

者団体等からの意見聴取を踏まえ、おのおのの役割分

担を明確にした「発達障害児（者）支援体制整備計

画」県案を策定し、現在パブリックコメントを募集し

ているところであります。

　今後は、同計画に基づき、市町村や当事者等と連携

し、支援体制を整備してまいります。

　続きまして、売店設置申請に対する対応方針と設置

状況についてお答えいたします。

　身体障害者福祉法第22条には、公共的施設の管理者

は、身体障害者から申請があれば売店を設置すること

を許すように努めなければならないと規定されており

ます。この規定に基づき、県においては、平和祈念資

料館内や八重山合同庁舎に売店等の設置を認めており

ます。

　また、自動販売機については、県の庁舎等に予定も

含め８台設置するとともに、県関係施設の施設管理者

に対して障害者からの設置申請に対する対応について

理解と協力を求めたところであります。

　市町村における身体障害者の売店設置状況は把握し

ておりませんが、市町村については、同法において売

店設置の可能な場所等について身体障害者に知らせな

ければならないことから、適法に実施されているもの

と考えております。

　県としましては、引き続き県及び市町村の施設管理

者等に対して理解と協力を求めてまいります。

　以上でございます。

○佐喜真　淳君　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時38分休憩

　　　午前11時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　再質問を行いたいと思います。

　要望も含めてですが、不発弾処理問題について、昨

日は麻生内閣総理大臣が引き続きこの問題については

推進していきたいというお話もございましたし、当然

救済制度については評価もしますが、引き続き知事を

先頭に、そのあたりは今がチャンスといいますか、あ

のような発言の後ですからしっかりと具体的に県の方

から、不発弾処理については明確な要請をしていただ

きたいと思いますので、この件につきましてもし知事

が答弁をいただければお願いいたします。

　あと、教育委員会なんですが、指導カルテ検討委員

会をつくったというお話ですが、結論から言うといつ
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ごろ市町村とかあるいは県の委員会として結論を出し

ていくのか、そのあたりの具体的な期間、時期という

のはいつごろを目安にしているのかわかりましたら答

弁をお願いしたいと思います。

　あと、離島・過疎地域の振興についてですが、これ

は要望させていただきたいと思います。

　南北大東島の地上デジタル放送、現行の9000万円

――管理運営費を含めてですね――これ以上島民に対

して負担のないように継続的にぜひこれを維持してい

ただきたいと思います。絶対に負担が増にならないよ

うお願いいたしたいと思います。

　あと、国発注公共工事の件なんですが、引き続き見

ていると金額のパーセンテージまだまだ低い感がいた

します。県経済大変厳しい状況でございます。建設業

界も厳しいですから、研究・分析しながら、いかに県

内の業者が取れるように、受注ができるように研究し

ていただきたいと思いますので、これは引き続きぜひ

担当部局並びに知事が先頭を切ってやっていただきた

いと思いますが、決意のほどをお伺いして私の代表質

問を終わりたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時41分休憩

　　　午前11時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　佐喜真議員の再質問に答弁

させていただきます。

　まず第１の不発弾処理ですが、まさに議員おっしゃっ

たような方向で、議員のお力も得てしっかりと政府に

前へ進むように強く要請してまいりたいと思っており

ます。

　それから離島振興の中で、地デジの関係で大東の住

民の皆さんへ負担増にならんようにせよという点は、

そのようにやってまいりたいと考えております。

　そして先ほどの、建設産業が大変苦しんでいるから

もっともっと受注の増大、国の仕事についてもしっか

りやれという点は重々承って、議員ともどもしっかり

受注できるように頑張ってまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　佐喜真議員のカルテにつ

いての再質問についてお答えをいたします。

　当カルテにつきましては、学校、家庭、地域社会全

体で生徒を育てるとの視点から検討する必要があると

考えております。

　現在、事務局では検討委員会の構成員としまして、

弁護士、学識経験者、教職員、保護者代表等を検討し

ているところでございます。

　今後開催される外部有識者を交えた検討委員会にお

いて審議していただく予定でございますけれども、そ

の提言を早目に受けまして、ことしじゅうまたはでき

るだけ早目に、10月をめどに今後の方向性を示したい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午後１時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き代表質問を行います。

　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　皆さん、こんにちは。

　県議会100年の節目を迎えた定例会において、代表

質問の機会を得られ大変光栄に思います。

　それでは、自由民主党を代表しまして代表質問を行

います。

　まず、県経済の活性化についてであります。

　茨、経済危機対策について。

　100年に一度と言われる世界的経済危機の影響で日

本経済はかつてない不況の波を受け、国内景気の悪化

は予想を超えたものとなっております。

　本県においては、中小零細企業の占める割合が高く

企業体力が脆弱なことから、企業の倒産、休業が増加

している状況にあり、特に昨年末から続いている観光

客数の減少傾向は本県経済に大きな影響を与えており

ます。

　このような未曾有の経済危機に対処するため、我が

党は、まず政局より景気対策を第一とし、景気後退と

金融危機が実体経済に影響を及ぼしている中、国民生

活と日本経済を守るため、当面は景気対策、中期的に

は財政再建、中長期的には改革による経済対策の３段

階で経済財政政策を進め、３年以内の景気回復を目指

し、さらに状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力

的に取り組んでいるところであります。

　具体的には、総額約75兆円規模の最大規模の経済対

策、さらに財政支出約15兆円、事業規模総額約57兆円

規模の追加経済対策により、中小企業の資金繰りや雇

用の維持、さらに生活者支援、地方への交付金の増額
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などにより景気の回復を図っているところでありま

す。

　最近は、政府の中小企業資金繰り対策である緊急保

証制度などにより企業に対する支援効果も出てきてお

り、ここに来て政府の経済対策の効果が出てきたこと

は間違いないと考えます。

　県においても、県単独予算や国の緊急経済対策を受

けた県内経済対策を積極的に進めており、さらに、今

回国の経済危機対策に対応し雇用対策の拡充強化等を

行うため、過去３番目に多い大型補正予算を措置する

など総合経済対策を進めており、評価するものであり

ます。

　そこで伺います。

　ア、100年に一度と言われる危機的な世界的経済金

融情勢の中、国民生活と日本経済を守るため実施して

いる財政支出約15兆円、事業規模で総額約57兆円に達

する追加対策について、本県に対する配分と県経済に

与える効果を知事はどのように評価しているか伺いま

す。

　イ、政府の雇用調整助成金の概要と本県における利

用状況について、また、雇用維持にどのような効果を

及ぼしているか伺います。

　ウ、政府の中小・小規模企業等の資金繰り対策に伴

う県内における金融機関の融資や信用保証協会の緊急

保証の実施状況とその効果について伺います。

　エ、政府は、生活者支援として、地域における医療

体制への支援、安心して子供が産めるように支援を実

施しているが、本県においてはどのような事業を実施

しているか。

　オ、定額給付金交付の実施について、本県における

交付総額と効果、県民の評価について伺います。

　カ、政府の経済対策として、地方に対し、地方の活

力のための交付金や雇用創出のための地方交付税等を

増額しているが、本県に対する支援はどのようになっ

ているか伺います。

　キ、政府の経済危機対策を受け、今回実施する経済

対策の主な事業と予算額及び県経済への波及効果等に

ついて伺います。

　ク、経済危機対策による地域活性化臨時交付金につ

いて、その概要と主な事業について伺います。

　ケ、地域活性化・公共投資臨時交付金について、そ

の概要と主な事業について伺います。

　コ、子育て応援特別手当について、その概要と支給

対象について伺いたい。

　２、農林水産業の振興について。

　本県農林水産業は、県民への安全かつ安定的な農林

水産物の供給を通して、健康で豊かな長寿県沖縄の食

生活の向上に大きく貢献するとともに、地域経済の発

展にも大きな役割を果たしております。

　しかしながら、近年、従事者の高齢化や後継者不足

が慢性化し、今後の経営維持に強い危機感を抱いてお

ります。

　我が国は、食料自給率の向上が大きな課題となって

おり、そのためには農業や漁業の後継者の育成確保は

絶対条件であります。

　特に本県は、耕地面積の狭小性、農繁期における台

風の襲来、小規模農家の圧倒的多さなど、多くの不利

性を抱えております。

　また、本県は、農地を持ちながら農業に全く従事し

ない土地持ち非農家の所有する面積は、県内耕作放棄

農地の61％に達し全国一高いと言われております。

　県においては、本県農業や漁業の活性化を図るた

め、おきなわブランドの確立に向けさまざまな施策を

展開しておりますが、今後とも持続的に発展させるた

めには、農水産業で生活ができ、農業や漁業をやりた

いという若者を育て、従事しやすい環境づくりが何よ

りも重要であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、おきなわブランドを確立し知名度アップと周知

徹底を図るため、商標登録の重要性について県の基本

認識と現状について伺います。

　芋、さとうきびの新価格制度について、特例措置が

切れる2010年度以降の本県農家に対する県の対策を伺

いたい。

　鰯、本県農家の経営安定を図るためには、個人で１

ヘクタール以上の経営規模要件を緩和し、小規模農家

の実態を考慮した見直しが必要と考えるが、県の見解

を伺いたい。

　允、耕作放棄地で原野化が進み、実質的に復元が困

難で現状では耕作に使えない農地が拡大しているが、

本県の状況を伺いたい。

　印、つくり育てる漁業を推進するため、漁港漁場や

漁港関連道の整備をどのように図っていくか。

　咽、県内水産物の産地流通拠点の整備と流通体制の

整備を図る上での課題と問題点について伺いたい。

　３、米軍基地問題について。

　普天間飛行場や嘉手納飛行場における騒音被害は、

近年ますますふえている傾向にあり、特に外来機の飛

来がふえ、訓練の増加とともに夜間の騒音が激化し、

周辺住民の我慢も限界に達していると言われておりま

す。本日も嘉手納町議会から要請・陳情が県知事に

参っております。本当に大変だと思っております。
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　このように、米軍基地問題は県政の最重要課題であ

り、これまで歴代県政は基地問題の解決を日米両政府

に対し機会あるごとに求めてまいりましたが、本県単

独での要請の限界を感じるのであります。

　本県における米軍基地問題の根本的解決を図るに

は、日米地位協定の抜本的見直しが不可欠であると思

うのであります。そのためには、これまでの経緯から

本県単独での行動では限界があり、米軍基地を抱える

14都道府県で構成する渉外知事会が問題意識を共有す

ることが必要であります。

　仲井眞知事も、再度の訪米要請は本県単独ではなく

渉外知事会として行動することが重要であると述べて

おり、現在、その方向で検討・調整が進んでいるよう

であります。

　そこで伺います。

　茨、日米地位協定の見直しについて。

　ア、県がこれまで日米両政府に対し要請してきた日

米地位協定の見直しの具体的項目のうち、改善された

項目と今後改善が期待できる項目について伺いたい。

　イ、知事は、今後の訪米について渉外知事会と調整

を進めているようだが、渉外知事会として訪米する場

合、要請項目について具体的検討はなされているか伺

いたい。

　芋、基地から派生する問題について。

　ア、本県における米軍人による事件について、過去

３年間の件数を伺いたい。

　イ、米軍嘉手納基地へのＦ22戦闘機の一時配備が繰

り返され、地元は騒音被害や常駐化を懸念している

が、県の対応を伺いたい。

　ウ、宜野湾市のキャンプ瑞慶覧内から排出された廃

棄物にアスベストが含まれていた問題について、県が

実施した調査結果と今後の対応について伺いたい。

　４、北部振興策の推進について。

　北部振興事業は、普天間飛行場代替施設の移設受け

入れに伴い、平成11年12月28日の閣議決定において、

北部地域の振興に係る特別の予算として10年間で1000

億円措置することが決定されたものであります。

　これにより平成12年度から事業が開始され、これま

で年度ごとに100億円の予算措置がなされ、北部12市

町村の計画する振興事業を実施してきております。

　もとよりこの事業は、米軍基地を受け入れた見返り

に北部の振興策として実施されてきたものであり、本

来の沖縄振興計画に基づく振興策の一環としてなされ

るものではありません。

　12市町村で構成される北部地域は、人口の減少と高

齢化の進行が悩みとなっており、特に若者の雇用の受

け皿となる企業立地のおくれから、若者の都市部への

流出に歯どめがかからず危機感を持っております。普

天間飛行場の代替施設の受け入れを決断したのも、ま

さに北部が抱えるこのような課題の解決を図るためで

あります。

　しかし、10年期限つきの北部振興事業は、ことし

2009年度で期限切れとなるのであります。代替施設は

現在建設に向け作業が進められ、2014年には完成する

予定となっており、そうなると2010年度以降の北部振

興事業はどうなるのか、北部12市町村にとって最も気

になるところであります。

　そこで伺います。

　茨、北部振興事業は2009年度で期限切れとなるが、

北部に対する新たな振興策のあり方についてどのよう

に考えているのか伺います。

　芋、政府が設置する国・県・名護市、久辺３区で構

成する四者協議会の位置づけと今後の振興策の形はど

うなるのか伺います。

　鰯、名護市の金融特区における企業立地の現状と今

後の課題について伺います。

　允、名護市の金融特区が今後国際的な金融市場を形

成するためには何が必要であるか。また、金融人材の

育成について、行政、企業、研究機関等との連携・協

力体制はどのようになっているのか伺います。

　５、大学院大学施設整備について伺います。

　沖縄科学技術大学院大学学園法案が、一部修正によ

り衆院で可決いたしました。

　大学院大学については、関係閣僚による申し合わせ

で、平成24年度までの開学を目指すとしており、その

ためには今国会での法案成立が不可欠であります。た

だいま参院で審議中でありますが、まだ予断を許せる

ような状況ではありません。

　大学院大学の設置位置づけは、国立大学ではなく特

別な学校法人となっておりますが、大学経営で最も大

切な国による財政支援については、法案の修正により

10年後をめどに見直しを行うが、運営費の２分の１を

超えて補助することが明記されました。

　このことは、開学11年以降も国の継続的な財政支援

を受けながら、内外の競争的研究資金、企業からの研

究受託収入等、自主的経営の努力を大学に求めたもの

と考えます。

　その上で、大学院大学の本来の目的・理念を維持

し、自主性・柔軟性を確保した大学経営のため、さら

に、本県の自立的発展の核として位置づけるためにも

国の確固とした支援が必要であります。

　そこで伺います。
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　茨、沖縄科学技術大学院大学学園の設置主体は国立

大学ではなく特別な学校法人としているが、法律によ

り特別な補助金交付という国の財政支援との関連で学

園の所管省庁について伺います。

　芋、大学院大学に対する開学から10年以降の運営費

の補助について、財政的に自立した大学経営の確立と

の関連で国の財政支援はどうなるか伺います。

　鰯、学園法案の目的に、世界の科学技術の発展に寄

与すること、沖縄の自立的発展に寄与することがうた

われております。学園に対する財政的支援と沖縄振興

予算との関連性について伺います。

　允、県が進める周辺整備事業で、門前町など地域の

まちづくりについて、現在の進瀧状況と今後の計画を

伺います。

　６、地域医療のあり方について。

　茨、県立病院のあり方について。

　全国的に自治体病院が経営危機に陥り経営形態や医

療提供機能の見直しが進められておりますが、総務省

の調査によれば、地方自治体の837公立病院におい

て、経営改善に向け近隣病院との統廃合を含む「再編

ネットワーク化」を計画しているのが全体の２割に当

たる195病院に達しているようであります。

　このように、地方における公立病院の多くが赤字に

苦しんでおり、中には規模縮小や民間譲渡、廃止を余

儀なくされるケースもあり、経営状態の厳しさを物

語っております。

　本県は島嶼県で、同時に多くの離島を抱えており、

離島を含めた地域医療の維持・存続は本県における大

きな課題であり、県立病院が戦後一貫して地域医療を

担ってきております。

　しかしながら、県立６病院の経営は財政的に綻迫し

ており、毎年多額の赤字を出し、累積赤字は216億

5500万円余に達するなど、県立６病院も存続の危機に

直面しております。

　このように、県立病院経営の健全化は喫緊の課題で

あり、県においては県医療審議会の答申を尊重すると

ともに、県議会の決議、各県立病院長の意見等を踏ま

え、「県立病院のあり方に関する基本構想」をまとめ

ております。これにより、今後は病院事業局の経営再

建計画に沿った改革の取り組みが重要となってまいり

ますが、県立病院の健全化を図るには所管部と病院事

業局が問題意識を共有し、十分な連携のもと県立病院

の経営安定・健全運営に向けた一体的取り組みが必要

であると考えます。

　同時に、県立病院が危機的状況にある今日、市町村

の役割を含めた本県における地域医療のあり方につい

ての根本的な議論が必要ではないでしょうか。

　そこで伺います。

　ア、県立病院の経営形態のあり方について、独立法

人への移行準備と病院事業局の経営健全化への取り組

みが同時に進められている。県の基本方針ではどちら

に比重が置かれているか伺いたい。

　イ、知事は、３年間の経営健全化の取り組みの結

果、全適での健全な経営が見込める場合には現行経営

形態での存続を検討するとしている。その経営健全化

の取り組みの結果は、経営形態のあり方を判断する上

ですべてに優先されるか伺います。

　ウ、地域住民がいつでも安心して医療が受けられる

地域医療のあり方について、市町村との連携が必要と

思われますが、県の基本的な考え方を伺います。

　エ、総務省の調査によれば、全国の自治体で公立病

院の統廃合計画が進められているようだが、その状況

と主な要因について伺います。

　オ、産婦人科等県内における医師不足は、県立病院

だけでなく民間病院においても深刻であります。県や

民間が個々ばらばらに行動するのではなく、県が主導

し民間病院を含め県全体の医師確保計画のもとで具体

的行動を展開するべきと考えますが、県の考えを伺い

ます。

　カ、政府の追加経済対策で、地域における医療体制

の強化として、医師確保への支援が追加されました

が、本県における活用計画について伺います。

　芋、ドクターヘリ導入について。

　資金難のため昨年７月から運航を休止していたＮＰ

Ｏ法入「ＭＥＳＨサポート」が運営する救急ヘリが去

る６月15日、運航が再開されました。

　６月13日の再開セレモニーにおいて、ヘリの運航費

は会員の年会費や民間の寄附金、行政の助成金など

8590万円がめどがついたとの報告がありました。しか

しながら、ヘリの運航には安定的な資金が必要であ

り、今回の寄附による運航が一過性に終わるのではな

いかと懸念されるものであります。関係者もいつまで

継続できるかと大変心配している状況であり、やはり

国や県の支援が必要であると考えるのであります。

　そこで伺います。

　ア、県が導入したドクターヘリの現在までの運航状

況と離島などからの要請・搬送の状況をお伺いしま

す。

　イ、政府は、本県から２機目のドクターヘリ導入の

要望があれば優先配慮の意向のようであるが、県の考

えを伺います。

　ウ、北部の民間救急ヘリ再開との関連で、ドクター
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ヘリ導入に向け北部における救命救急センターの指定

と行政の支援について県の考えを伺います。

　７、陸上交通基盤の整備について。

　本県は、陸上交通を代表する電車がないことから、

陸上交通のほとんどを道路に依存しており、県民の足

である公共交通はバス、タクシーが主体であります。

　このため、道路交通の現状は自動車保有台数や観光

客数増に伴うレンタカーの急激な増加、さらに中南部

都市圏への人口集中による慢性的な交通渋滞で路線バ

スは定時運行ができず、県民のバス離れが広がり、こ

れがさらに自動車への依存度を高めるという悪循環を

招いております。

　平成15年には沖縄都市モノレールが開業し、那覇市

内で新たな交通手段として順調に運行しております

が、路線が１本という事情もあり、市内における渋滞

解消には至っていないのが現状であります。

　このように、本県においては、ふえる自動車に道路

事情が追いつかない状況にあり、交通渋滞による損失

時間は、道路１キロ当たり年間約４万1000人時間と言

われております。これは３大都市圏等に次いで全国６

番目に大きく深刻であります。

　本来、公共交通の主軸は軌道系交通であります。都

市モノレールの中南部圏域への延伸の必要性は論をま

たないのでありますが、将来的、最終的には定時・定

速性、輸送性にすぐれた公共交通の切り札と言える鉄

道の導入が必要不可欠であると考えるのであります。

　そこで伺います。

　茨、本県は、道路に依存した陸上交通となってお

り、都市部の交通渋滞緩和や中南部と北部を結ぶ交通

アクセスの道路等、陸上交通体系の整備に向けた基本

構想についてお伺いします。

　芋、「第３次沖縄県社会資本整備計画」において、

「陸上交通基盤の整備」として、「国際性・拠点性を

育む交通体系、新たな活力と地域の魅力を支える交通

体系、環境負荷が少なく快適で安全に暮らせる交通体

系を確立する。」とあるが、その際の中軸となる交通

手段は何を想定しているか。鉄軌道も含まれるか伺い

ます。

　鰯、国際通り等都市部の交通渋滞の緩和を図るた

め、次世代路面電車（ＬＲＴ）の導入について県の考

えを伺いたい。

　允、本県において陸上交通システムの構築を図る上

で自動車依存度の高さ、公共交通の定時・定速性と輸

送性の確保等が課題であるが、鉄軌道導入について県

の基本的考え方を伺いたい。

　印、陸上交通体系の整備の一環として、名護市許田

が終点となっている高速道路をさらに北への延長が必

要と考えるが、県の計画を伺います。

　８、商店街・中心市街地の活性化について。

　名護市や沖縄市においては大型商業施設が近隣市町

村に次々と立地されたことに伴い、中心市街地は空洞

化を呈し、小売業の売り上げの減少、売り場面積や従

業員も大幅に減少し、商店街は空き店舗がふえ、いわ

ゆるシャッター通りと化している状況にあります。

　これら市町村においては衰退の状況をただ静観して

いるわけではなく、地元行政や商店街組合等によるさ

まざまな努力が続けられているのではありますが、一

度衰退した町を再び活気づけるのは容易ではありませ

ん。このことからも、県や国の積極的な支援がなけれ

ば活性化は難しいと考えます。そのため、市街地の活

性化の促進を目的とする改正中心市街地活性化法の積

極的な活用を図り、地域に根差した魅力あるまちづく

りのため、地元、県、国が一体となった取り組みを進

めるよう願うものであります。

　そこで伺います。

　茨、本県における商店街や中心市街地の衰退の要因

をどのように分析しているか。また、商店街や中心市

街地の活性化に向けた地域の取り組みとその成果につ

いて伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　吉元義彦議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、県経済の活性化に係る御質問の中で、

国の経済対策の沖縄県への配分と経済効果についてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　今回の６月補正予算案では、国からの配分等が明ら

かとなった内閣府一括計上事業などを中心に国庫ベー

スで総額約312億円を計上いたしております。さらに

今後、県計上、市町村計上、そして国直轄事業等を含

めて総額でおおむね1000億円程度配分されるものと推

計をいたしているところでございます。

　沖縄県予算に限っても、平成20年度11月補正予算で

の約22億円、平成20年度２月補正予算での約206億

円、平成21年度当初予算での約101億円に、今回講じ

る過去最大規模の経済危機対策を加えますと約700億

円の財政出動が行われることになっております。この

対策に官民が連携をし全力で取り組むことによりまし

て、現下の厳しい経済状況の改善はもとより、自立型

経済の構築に向けた産業の振興と雇用の創出・確保な

ど大きな成果が得られるものと考えているところでご
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ざいます。

　次に、農林水産業に係る御質問の中で、耕作放棄地

の現状等に係る御質問にお答えいたします。

　平成20年度の耕作放棄地全体調査の結果によります

と、沖縄県の耕作放棄地面積は2950ヘクタールで、全

耕地面積の約7.5％となっております。

　沖縄県としましては、平成23年度をめどに350ヘク

タール程度の耕作放棄地の再生利用を進めているとこ

ろでございます。

　具体的には、市町村の地域耕作放棄地対策協議会を

窓口としまして、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金

によりまして、第１に、雑木等の除去、土壌改良、生

産資材の支援、第２に、農業用機械、ハウス等の農業

用施設、用排水施設等の整備などを行うことといたし

ております。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、Ｆ22戦闘

機の嘉手納基地への一時配備に係る御質問にお答えい

たします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては、前回の一時配備から１カ月余りで再

度配備されたことなどから、依然として目に見える形

での負担軽減があらわれているとは言えないと考えて

おります。

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわらず

米軍の訓練等により県民に被害や不安を与えることが

あってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初めとし

た周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及び日米

両政府に対し強く要求したところでございます。

　次に、北部振興策に係る御質問の中で、北部振興策

の考え方という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　北部振興事業は、北部地域の活性化のみならず県土

の均衡ある発展を図る観点から実施されてまいりまし

た。北部地域の振興は、沖縄県の一体的な発展を図る

上でその果たすべき役割は今後も重要であります。

　県といたしましては、今後とも北部振興策が継続さ

れるよう、地元との連携のもと積極的に取り組んでま

いりたいと考えております。

　同じく北部振興策に係る御質問の中で、金融特区の

現状の御質問にお答えいたします。

　金融特区は、金融業務の集積を図るため平成14年に

指定されております。平成21年１月１日現在、金融関

連企業10社が進出をし、607名の雇用を創出いたして

おります。

　この内訳は、オンライントレード証券会社のほか、

外国為替保証金取引事業者、金融系のコールセンター

やデータセンターなどとなっております。

　今後さらに企業立地を促進し金融業務の集積を図る

ためには、レンタルオフィスや通信環境の整備、人材

育成などが課題となっておりますが、地元名護市と連

携をして解決に努めてまいる所存でございます。

　次に、大学院大学施設整備に係る御質問の中で、所

管省庁はいかがかという趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄科学技術大学院大学につきましては、沖縄振興

を担当する内閣府と、大学教育を担当する文部科学省

が連携をして所管することとなっております。

　内閣府は、大学院大学が沖縄振興特別措置法や沖縄

振興計画に基づく沖縄振興施策の柱の一つであるとし

て設置されるものであることから、事業計画の認可や

財政支援などの業務を所管いたします。

　一方、文部科学省は、大学院大学が学校教育法上の

「私立学校」であることから、学校設立の認可や寄附

行為の変更など、教育面を含む大学運営に関する一般

的な事項について所管することとなります。

　次に、地域医療のあり方に係る御質問の中で、６の

茨のアと、６の茨のイについては一括して答弁させて

いただきます。

　病院事業の経営形態及び経営形態のあり方の判断に

ついてという御趣旨の御質問に答弁させていただきま

す。

　基本構想において示しましたとおり、平成24年度以

降の病院事業の経営形態につきましては、現時点では

結論を保留いたしているところであります。

　経営形態については、１、医療提供体制の持続的な

確保、２、県立病院の医療機能の水準向上、３、病院

現場の勤務環境の改善という改革の目的を達成するた

めには、病院経営が健全であることが必要でありま

す。このためには、どのような形態が望ましいのかと

いう観点から検討を行う必要があると考えておりま

す。

　また、経営の健全化のための取り組みは、経営形態

のいかんにかかわらず当然進めていくべきものであ

り、経営形態のあり方については、その成果も踏まえ

検討することといたしておりますので、この成果は重

要な判断材料になると考えているところでございま

す。

　次に、陸上交通基盤についての御質問の中で、基本

構想についての御質問にお答えいたします。

　県は、総合交通体系のビジョンを示しました「沖縄

県総合交通体系基本計画」を平成14年３月に策定いた

しております。
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　この計画において、陸上交通につきましては、交通

の円滑化を促進する幹線道路網の整備や公共交通機関

への転換を促進する取り組みなどを推進するととも

に、中南部から北部へのアクセス性の向上を図る規格

の高い幹線道路網を形成することとしております。

　この計画は、現在策定中の21世紀ビジョンを踏まえ

見直すことといたしており、その中で次世代路面電車

や鉄軌道の導入につきましても検討してまいる所存で

ございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県経済の活性化につ

いて、雇用調整助成金などの概要と利用状況等につい

ての御質問にお答えいたします。

　雇用調整助成金などは、事業活動の縮小を余儀なく

された中小企業事業主が、その雇用する労働者を一時

的に休業、出向させた場合に賃金等の一部を助成する

ものであります。

　本県における利用状況につきましては、沖縄労働局

によると平成21年５月末現在で88件の休業等の実施計

画届け出が受理されており、うち23件について支給申

請が行われたとのことであります。

　昨今の厳しい企業経営環境の中、利用企業において

は、当該助成金の活用により人員削減の回避及び経営

の安定が図られており、雇用の維持につながっており

ます。

　次に、金融機関の融資や緊急保証の実施状況とその

効果についての御質問にお答えいたします。

　沖縄振興開発金融公庫のセーフティネット貸付の平

成20年度融資実績は、件数で271件、融資額で96億

9670万円となっており、平成19年度に比べて175件、

64億5000万円の増加となっております。

　県信用保証協会の緊急保証制度については、制度が

スタートした平成20年10月から平成21年３月末までの

保証承諾件数で3140件、金額は663億3300万円となっ

ております。

　これらの資金繰り対策の効果については定量的に把

握することは困難ですが、日銀那覇支店や民間信用調

査機関などによると、倒産企業が低水準で推移するな

どの効果があったとの分析がなされており、沖縄県と

しては県内中小企業の資金繰りに大きな効果があった

ものと考えております。

　北部振興策の推進について、金融特区に何が必要か

についてとの御質問にお答えいたします。

　金融特区については、昨年実施した「沖縄金融セン

ター可能性調査」によれば、外資系金融機関のバック

オフィス、オペレーションセンターや国内外証券会社

の誘致を進めるとともに、国際通信回線の整備拡充、

優遇税制の拡充などが挙げられており、今後、引き続

き金融特区の具体的な展開に向けて検討を進めてまい

ります。

　また、金融人材の育成については、これまでも学生

や社会人向けに金融業界を取り巻く経済状況、業界の

動向等をテーマに金融教養講座を実施してきました

が、今年度からは、金融特区進出企業と県内大学が連

携し、金融の基礎知識を習得後、雇用に結びつける雇

用直結型金融人材育成講座を開催しております。

　次に、商店街中心市街地の活性化について、中心市

街地の衰退の要因と活性化に向けた取り組み、成果に

ついてとの御質問にお答えいたします。

　中心市街地の衰退の要因としては、消費者ニーズが

多様化する中で、商店街の魅力が低下する一方、郊外

型の大規模集客施設の立地が進んだことなどが考えら

れます。

　このような状況を打開するために、各商店街や市町

村では、商店主などを対象としたセミナーの開催、空

き店舗を活用した創業支援や交流広場の設置、トラン

ジットモールやイベントの開催などに取り組んでおり

ます。その成果を空き店舗率で見た場合、改善してい

る地域もありますが、沖縄県全体ではほぼ横ばいの状

況で推移しております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　県経済の活性化に

ついての質問の中で、経済危機対策としての地域にお

ける医療体制支援及び安心して子供が産める支援につ

いてお答えいたします。

　経済危機対策における医療体制支援については、女

性医師の就労支援として、女性医師バンク事業を実施

することにしております。また、災害発生に即座に対

応できるように災害現場への携帯医療機器の整備、久

米島病院の電子カルテ等の整備事業を実施することに

しております。

　安心して子供が産める支援として、県では平成21年

３月に沖縄県妊婦健康診査支援基金を設置し、平成21

年４月から全市町村において公費による妊婦健診を５

回から14回に拡大し、健診内容を充実させて実施して

おります。

　続きまして、子育て応援特別手当についてお答えし
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ます。

　子育て応援特別手当は、厳しい社会経済情勢が続く

中、幼児教育期の負担に配慮する観点から、平成21年

３月末において３歳から５歳の子供を対象に１人当た

り３万6000円を支給するものであります。県内におけ

る支給対象児童数は、推計でおよそ５万6000人、支給

額は約20億円となる見込みであります。支給方法につ

いては、所在地の市町村長が申請に基づき支給するこ

ととなっております。

　地域医療のあり方の中で、市町村との連携について

の質問にお答えします。

　医療法第１条の３の規定により、県及び市町村は地

域医療の確保に関して同等の責任を有しているほか、

住民に身近な行政は基本的に市町村の役割と位置づけ

る地方自治法の趣旨を勘案するとプライマリーケアの

ような１次医療は基本的に市町村が担うべきではない

かと考えます。このため、地域医療を安定的かつ効果

的に提供していくには、県及び市町村がそれぞれの役

割を果たしつつ、連携を図りながらその確保に努める

べきだと考えます。

　続きまして、公立病院の統廃合計画についてお答え

します。

　平成19年12月に総務省が示した「公立病院改革ガイ

ドライン」では、病床利用率がおおむね過去３年間連

続して70％未満となっている病院は、病床数の削減や

診療所化の抜本的な見直しを行うことが適当としてお

ります。

　本年４月に総務省が公表した公立病院改革プラン策

定状況等によると、公立病院の統廃合となる民間譲渡

予定病院数は12病院、診療所化予定病院数は18病院と

なっているほか、公的病院等の再編・ネットワーク化

を通じて病院の統合や診療科目の再編成等の取り組み

が行われております。見直しの要因には、医療スタッ

フの確保、病院の経営状況、病床利用率の状況など、

各病院の置かれた状況や医療環境も異なることから、

さまざまなものがあると思慮しております。

　続きまして、県全体として医師確保対策を展開する

ことについてお答えします。

　沖縄県においては、平成18年度に「沖縄県医師確保

対策検討委員会」を設置し、組織的・体系的な医師確

保対策のあり方を検討いたしました。

　同検討委員会の提言を踏まえ、平成19年度から「医

師修学資金等貸与事業」及び「離島・へき地ドクター

バンク等支援事業」等を実施し、必要な専門医の確保

に努めているところであります。また、県内の医学臨

床研修事業は、県立病院群、琉球大学附属病院を中心

とするＲｙｕＭＩＣグループ、民間病院で構成する群

星沖縄の３グループで実施されており、多くの研修医

が集まってきております。

　今後は、３グループ間の連携を図り、引き続き魅力

ある医学臨床研修事業を実施し、専門医等を養成する

ことにより、医師の確保と県内定着に努めていきたい

と考えております。

　続きまして、追加経済対策における医師確保につい

てお答えします。

　 国は、経済危機対策において、地域の医療課題の

解決に向けた都道府県の取り組みについて支援するこ

ととしております。

　その支援方法としましては、県において地域医療の

課題解決のための施策を定める地域医療再生計画を策

定し、国の承認を得た後、地域医療再生臨時特例交付

金を受けて地域医療再生基金を造成することになりま

す。

　沖縄県におきましては、基金を財源として、医療機

能の強化、医師確保の取り組み等地域の医療課題の解

決に向けた施策を実施していくこととしております。

　なお、地域医療再生計画の策定に当たっては、県医

師会や臨床研修病院の代表者等関係団体の意見も踏ま

えながら策定することとしております。

　続きまして、ドクターヘリの運航状況についてお答

えします。

　沖縄県のドクターヘリは、平成20年12月１日から沖

縄本島中部の読谷村のヘリ基地を中心に、沖縄本島全

域及び本島周辺離島を運航範囲としております。

　運航開始から平成21年６月16日までの運航実績は、

要請件 数176件、搬送件数153件（同時搬送１件あ

り）、未搬送22件となっております。未搬送22件の内

訳はキャンセルが６件、日没間近が２件、要請の重複

が６件、救急搬送変更等２件、天候不良１件、機体不

良が５件となっております。また、離島からの要請は

147件で、全体の83.5％となっています。その中には

鹿児島県域からの搬送26件が含まれております。

　次に、ドクターヘリの２機目の導入についてお答え

します。

　本県におけるドクターヘリは、沖縄本島全域と本島

周辺離島を運航範囲としており、県内人口の92％をカ

バーしております。

　ドクターヘリの複数配置については、平成20年８月

末に取りまとめられた厚生労働省「ドクターヘリ導入

促進検討会」の報告書において、運航実績等を評価し

た上で、段階的に効率性等を十分に分析の上、中長期

的な配備計画の中で検討を行うことが適当であるとさ
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れております。

　本県のドクターヘリも運航を開始したばかりであ

り、１機目の運航状況等を踏まえて今後研究させてい

ただきたいと考えております。

　続きまして、北部圏域の救命救急センター指定につ

いてお答えします。

　平成20年４月に改定しました沖縄県保健医療計画に

は北部圏域における救命救急センターは位置づけられ

ておりません。

　救命救急センターの設置に当たっては、厚生労働省

の承認が必要であり、専従の救急科専門医を５名配置

するなど機能的にも高いレベルが求められることか

ら、北部圏域の医療機関を救命救急センターに指定す

ることは困難であります。

　なお、北部圏域の救急医療体制については、北部の

救急告示病院間や他圏域の救命救急センターとの連携

を図りながら、その体制整備に努めているところであ

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県経済の活性化について

に関する御質問の中で、定額給付金の交付総額、効果

等についてお答えいたします。

　県内における定額給付金の給付総額は、約214億円

が見込まれております。

　定額給付金の給付は、住民への生活支援とともに、

個人消費の増加等により景気浮揚に資するものと考え

ております。県内では、本年４月から本格的に給付が

始まったところですが、６月18日現在で、給付対象世

帯のうち約８割の世帯が給付金を受け取っており、定

額給付金に対する県民の関心は高いものと考えており

ます。

　次に、経済危機対策臨時交付金及び公共投資臨時交

付金の概要と主な事業について一括してお答えいたし

ます。

　地域活性化・経済危機対策臨時交付金は、地方公共

団体において、将来に向け、地域の実情に応じたきめ

細かな事業を積極的に実施できるよう創設されたもの

です。総額は約１兆円で、地方単独事業、国庫補助事

業の地方負担分に充当することが可能となっておりま

す。

　今回の沖縄県への配分額は約73億円となっており、

主な事業として沖縄県緊急ジョブトレーニング事業、

観光客誘致緊急対策プロモーション事業などに充当し

ております。

　地域活性化・公共投資臨時交付金は、経済危機対策

における公共事業等の追加に伴う地方負担の軽減を図

り、地域における公共投資を円滑に実施することがで

きるものとされております。総額は約１兆4000億円

で、地方単独事業、国庫補助事業の建設地方債対象事

業に充当できるものです。

　今回の沖縄県への最終的な配分額は今後決定される

予定ですが、主な事業として電線類地中化事業、交通

管制システム高度化事業などに充当する予定としてお

ります。

　次に、経済対策の主な事業と予算額及び波及効果等

についてお答えいたします。

　今回の経済危機対策に係る６月補正予算案では、企

業会計等を含めて総額約372億円を計上しておりま

す。

　主な事業として、地上デジタル放送推進事業費約30

億円、製糖設備緊急整備対策事業約19億円、緊急雇用

創出事業臨時特例基金の積み増し約40億円、観光客誘

致緊急対策プロモーション事業約８億円を計上してお

ります。

　経済波及効果を沖縄県産業連関表を用いて推計を

行ったところ、執行が次回補正以降となる基金への積

み増し分を除いた関連施策の支出総額約307億円に対

し、経済波及効果は約484億円、経済成長率を約0.7ポ

イント引き上げる効果があると試算しております。ま

た、雇用効果については１年で約3700人の創出があ

り、完全失業率を約0.6ポイント引き下げる効果をも

つと試算しております。

　次に、大学院大学施設整備についてに関連する質問

の中で、開学から10年以降の国の財政支援についてお

答えいたします。

　沖縄科学技術大学院大学は、沖縄振興特別措置法や

沖縄振興計画に基づき、沖縄振興策の柱の一つとして

設置されるものであることから、国が十分な財政支援

を行う必要があると考えております。こうしたことか

ら、開学10年以降の運営費についても、大学院大学の

経営状況等を勘案し、国の財政支援のあり方等を含め

必要な措置が講じられるものと承知しております。

　次に、学園に対する財政的支援と沖縄振興予算との

関連についてお答えいたします。

　沖縄科学技術大学院大学は、沖縄における人材育

成、科学技術振興の基盤として、沖縄振興特別措置法

や沖縄振興計画にも位置づけられた重要なプロジェク

トで、産業振興や雇用の促進、社会資本整備等と相

まって沖縄の自立型経済の構築と持続的発展に大きく

寄与するものであります。
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　今回提案されている学園法案は、沖縄の自立的発展

及び世界の科学技術の発展に寄与することを法律の目

的としたもので沖縄振興とも深いかかわりを持つこと

から、内閣府において沖縄振興費が活用されているも

のと理解しております。

　次に、周辺整備の進瀧状況と今後の計画についてお

答えします。

　沖縄県では、世界じゅうから集まる研究者やその家

族が快適に暮らせる環境を整備するためのガイドライ

ンとして平成19年度に周辺整備基本計画を策定してお

ります。

　周辺整備の実施に当たっては、道路や海岸、下水道

整備などの公共事業とあわせ、住宅、教育、医療や商

業施設など民間の活力を活用しなければならない事業

が多く含まれております。現在、11月に設置された周

辺整備推進協議会の中に、民間メンバーを含めた専門

部会を設置し、その実施に向けた方策について検討を

行っております。

　沖縄県としては、今後、これら専門部会での検討結

果をもとに、大学院大学メーンゲート周辺のまちづく

り整備や石川インター周辺の交通結節機能の整備、周

辺住宅の確保など、それぞれが役割を果たしつつ、一

体的に整備が進められるよう支援を行ってまいりたい

と考えております。

　次に、陸上交通基盤の整備についての質問の中の、

次世代路面電車及び鉄軌道の導入についてお答えいた

します。一括してお答えいたします。

　県では、沖縄県の体系的な交通ネットワークの構築

や、都市部の交通渋滞緩和を図る観点から、次世代路

面電車や鉄軌道の導入についても検討していきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　皆さん、こんにちは。

　４月１日付で総務部長を拝命しました兼島でござい

ます。

　県の財政状況は依然として厳しいものがあります。

財政の健全化に努めますとともに、厳しい中ですが県

の施策・事業がスムーズに展開できるよう一生懸命頑

張ってまいります。

　議員の皆様には御指導、御鞭撻をよろしくお願い申

し上げます。

　それでは県経済の活性化についての質問の中で、雇

用創出のための地方交付税の増額につきましてお答え

いたします。

　平成21年度の地方交付税において、生活防衛のため

の緊急対策として、地方公共団体が雇用創出を図るこ

とができるよう、総額5000億円の地域雇用創出推進費

が加算されたところであります。

　地域雇用創出推進費は、人口を基礎として１人当た

り県民所得や有効求人倍率等を加味して算定されるこ

とから、雇用情勢の厳しい本県に配慮された内容と

なっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　皆さん、こんにち

は。

　このたび、農林水産部長を拝命いたしました比嘉で

ございます。

　農林水産業の振興に一生懸命取り組んでいきたいと

思いますので、議員各位の御指導、御鞭撻をよろしく

お願いいたします。

　それでは農林水産業の振興で、商標登録の必要性に

ついてお答えいたします。

　県産農畜産物の商標登録については、品質を維持保

証し、その信用力が増すとともに、他県産との差別化

により、おきなわブランドを確立する上で重要である

と考えております。現在、県産農畜産物においては、

「長命草」、「あぐー」、「おきなわ和牛」、「石垣

牛」、ドラゴンフルーツの「ちゅらみやらび」等が商

標登録されております。

　県としましては、関係機関・団体等と連携し商標登

録を促進してまいります。

　同じく農林水産業の振興で、さとうきび経営安定対

策について一括してお答えいたします。

　さとうきび経営安定対策の支援対象は、認定農業者

を初め、基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加

する者に加え、平成21年産までの特例として生産組織

に参加する小規模農家などとなっております。基幹作

業のうち、収穫については平成20年産より見直しが行

われ、刈り倒し、または搬出のみを委託した場合も支

援対象となったところであります。この見直しによ

り、本則要件を充足する生産農家割合は、現状の４割

から５割程度に拡大することが見込まれております。

　県としましては、すべての生産農家が経営安定対策

の支援対象となるよう、引き続き関係団体等と連携

し、条件整備を進めるとともに、対象要件の緩和、見

直し等について、国に対し強力に要請してまいりま

す。

　同じく農林水産業の振興で、漁港漁場や漁港関連道
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の整備についてお答えいたします。

　県では、つくり育てる漁業及び資源管理型漁業を推

進するため、漁港の整備として、防波堤、波除堤、浮

き桟橋及び防暑施設等の整備を行っております。ま

た、漁場整備としては、魚のすみかとなる沈設魚礁や

中層型浮き魚礁等のパヤオの設置を行っております。

　漁港関連道については、地域の道路状況やニーズに

応じて整備を進めてまいります。

　同じく農林水産業の振興で、水産物流通の課題につ

いてお答えいたします。

　現在、県内の水産物流通の拠点になっている泊魚市

場は、狭隘で老朽化しているため衛生面などの課題が

あり、取扱量の増大が見込まれない状況にあります。

このため、県では、糸満漁港を水産物の流通加工拠点

として位置づけており、泊魚市場の糸満漁港への移転

促進を図っているところであります。また、各漁港に

おける荷さばき施設、冷蔵施設などの流通関連施設に

ついても、地元の要望を踏まえ、水産業構造改善事業

により整備を進めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　米軍基地問題について

の御質問で、日米地位協定の見直しについてお答えい

たします。

　県におきましては、日米両政府に対し11項目にわた

る日米地位協定の抜本的見直しを要請しているところ

であります。しかしながら、日米地位協定について

は、その時々の問題について運用の改善により機敏に

対応していくことが合理的であるとの政府の姿勢を変

えるには至っておりません。

　一方、周辺住民等の生命、健康に重大な影響を与え

る可能性のある環境問題や、駐留軍用地の跡地利用を

円滑に進めるための返還前の文化財や自然環境等の基

地立入調査は重要な課題であると考えており、今後、

強く要請していきたいと考えております。

　県としましては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を

図るためには、米側に裁量をゆだねる形となる日米地

位協定の運用改善だけでは不十分であり、日米地位協

定を抜本的に見直す必要があると考えており、引き続

き渉外知事会等と連携しながら粘り強く取り組んでま

いります。

　同じく米軍基地問題についての御質問で、渉外知事

会訪米の要請項目についてお答えいたします。

　渉外知事会としての訪米は、現在、会長県でありま

す神奈川県と日程等について調整を行っているところ

であります。

　訪米に際しては、沖縄県がこれまで要望してきた日

米地位協定の見直しの中でも、特に環境問題等を中心

に米国政府や連邦議会等の関係機関に対し、過大な基

地負担を担っている地元の声を伝え、理解と協力を求

めたいと考えております。

　次に、北部振興策の推進についての御質問で、四者

協議会についてお答えいたします。

　沖縄防衛局、沖縄県、名護市及び地元区で構成する

いわゆる四者協議会の設置については、現在関係者間

で調整を行っているところであります。

　県としましては、米軍再編に伴い新たな負担を受け

入れることとなる地域に対して、政府がその負担を緩

和するために地域の振興などの措置を実施することは

必要なことと考えており、今後とも関係者と意見交換

をしていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　皆さん、こんにちは。

　３月31日付で警察本部長を命ぜられました黒木慶英

でございます。

　県民の皆様の平穏な日常生活を守るために、誠心誠

意努力してまいる所存であります。議員の皆様には、

御指導、御鞭撻を賜りますようよろしくお願い申し上

げます。

　それでは過去３年間の米軍人による刑法犯の検挙件

数についてお答えいたします。

　昨年、平成20年中は52件、平成19年中は48件、平成

18年中は34件となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　米軍基地問題との関

連で、キャンプ瑞慶覧のアスベスト問題についてお答

えいたします。

　キャンプ瑞慶覧から排出されたアスベスト廃棄物に

ついては、キャンプ瑞慶覧内に戻し適正に保管させる

とともに、４月24日及び５月15日に米軍基地内への立

入調査を実施し、廃棄物が適正に保管されている状況

を確認しております。また、請負業者に処理計画書の

提出を求め、許可を取得した業者により運搬・処分を

行うことを確認しております。

　なお、４月15日にキャンプ瑞慶覧周辺の県道81号線

沿い３地点において、大気中のアスベスト濃度調査を

実施したところ、一般環境大気の結果と同程度であ
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り、特に問題となる数値ではありませんでした。

　県としましては、関係機関に対し、基地内で発生し

たアスベスト廃棄物を適正に処理するよう要請してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　陸上交通基盤の整備

の第３次沖縄県社会資本整備計画の中軸となる交通手

段についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は鉄道網がなく、陸上交通のほとんどを道路

に依存していることから、広域道路ネットワークの確

立やはしご道路の構築など、道路整備を主体とした陸

上交通基盤整備を推進しているところであります。し

かしながら、道路整備だけでは都市部の交通渋滞緩和

への対応が困難であることから、沖縄都市モノレール

の延長やソフト施策などの連携など総合的な交通円滑

化を推進していきたいと考えております。

　次に、高速道路の北への延長計画についてにお答え

いたします。

　高速道路の名護市許田から北への延長につきまして

は、北部振興の観点から重要な課題であると認識して

おります。

　現在、国において沖縄自動車道許田インターチェン

ジ付近から名護市大北に至る延長約８キロメートルの

地域高規格道路名護東道路の整備が進められていると

ころであります。

　名護東道路以北の延長につきましては、今後の北部

地域の交通動向や土地利用の状況等を踏まえ、国と連

携し可能性を検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　時間がありませんから、ぜひ知事に

御要望だけさせていただきたいなと思っております。

　知事、ＭＥＳＨサポートのドクターヘリの件です

ね、ぜひ知事に要望させていただきたいなと思いま

す。

　実は、６月13日に再開の運航式がありました。この

ときに、県の医師会の会長も激励に見えておりまし

た。ぜひ再開に向けて頑張っていただきたいという激

励もやっていたんですが、先ほど福祉保健部長の方か

ら５名の医師の確保についてのハードルが高いという

問題もありましたが、これについては後でまたクリア

できるような御助言もお願いしたいなと思います。

　ぜひこの問題については、なぜ北部でやらなければ

いかんのかというのは重複事案があると、重なった場

合の問題があるということと、それからあと１点は15

分で初期治療が不可能であると、ヤンバルでやらなけ

ればいけないのは15分でやらなければいけないという

ことがあって、この２点があるということを訴えてお

られます。

　それとあと１点はですね、知事、知事が1000万人の

観光客の入域をやるために、ぜひこの問題はヤンバル

に1000万人の観光客をやるためには、このドクターヘ

リをヤンバルでやらなければいけないということもあ

ると思いますので、ぜひ御検討をお願いして私の代表

質問を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　昨日６月23日は、全島が祈りに包ま

れる日でありました。

　私も摩文仁の全戦没者追悼慰霊式に参加しました。

　昨日もみずからの思いを語られた河野洋平衆議院議

長、ことしは議長として最後のそのあいさつの中で、

率直に申し上げ、私自身沖縄の負担軽減のために胸を

張れるような実績を残すことができなかった、このこ

とを県民に謝罪をしております。沖縄の現状を憂う気

持ちであり、このような政治家が今後多くなることを

願うものであります。

　今度の本会議は、県立芸大の学生の皆さんによる格

調高い沖縄の三線演奏で開会しました。くしくも100

年の節目に県議会議員としてかかわれることは、私の

人生にとりましても大変意義深いものでございます。

　沖縄県議会は100年を迎え、県民の負託にこたえて

県勢の発展と県民福祉の向上に一層邁進しなければな

らないと気持ちを新たにした次第でございます。しか

し、県議会は100年を迎え、なお続く侵略と抑圧の歴

史に解決ができないふがいなさを感ずるものでありま

す。

　我が琉球王国は、武器を持たない、礼節を重んじ、

海外交易を大事にする国は1609年の薩摩の侵攻によっ

て重圧に苦しみ、明治維新の廃藩置県による琉球処分

は王府を決定的に崩壊させました。明治42年６月、他

県より30年おくれて沖縄県会が設立された。さらに、

去る大戦の後、サンフランシスコ平和条約で沖縄は切

り離され、異民族支配という長い屈辱的な歴史を背負

わされたのであります。米国民政府のキャラウェイ高

等弁務官は、沖縄住民には自治政治は神話であると沖

縄住民を抑圧したのであります。

　このような米国政府の抑圧的な政治や土地の買い上

げ、軍用地料の一括払い、永久使用などのプライス勧
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告は島ぐるみ闘争となって祖国復帰運動につながった

ものであります。

　1971年６月、沖縄返還協定が調印され、同年11月に

批准されます。日本国憲法下の法体系への移行準備が

進められた。その根幹となったものが復帰対策要綱で

あります。沖縄住民の願いとはほど遠く、総点検の結

果、作成されたのが沖縄の復帰に関する建議書であり

ます。しかし、屋良主席が羽田空港に到着したときに

は既に復帰関連法案が可決されていた。県議会100年

には、そのような抑圧と苦難の歴史がなお続いている

のであります。

　そこで質問します。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、グアム移転協定について。

　アは取り消します。

　イ、グアム移転経費について、アメリカの海兵隊総

司令官は移転経費は足りないとして日本政府と話し合

う必要があるとしております。国民の理解が得られる

と認識するのか。それに対しケビン・メア総領事は変

更の必要はないとして関係者間で食い違いが出ている

ことについて、知事はどう思うか。

　ウ、米軍の海外経費負担は憲法違反との指摘もあり

ます。政権交代によってグアム移転のパッケージが崩

れることも予想されます。パッケージは普天間返還の

最悪のシナリオにならないか問います。

　エ、民主党の岡田幹事長は普天間基地の代替地につ

いて、県外の具体的な候補地も視野に入れ、オバマ大

統領と話し合う考えを示しました。知事の所見を問い

ます。

　芋、不発弾処理について伺います。

　不発弾対策について市町村負担の軽減は一歩前進で

ありますが、根本的な解決に至っていないのが残念で

あります。そもそも不発弾は、国が戦争を起こしたた

めに存在するものであり、国の責任において一日も早

く撤去されなければならないというふうに思います。

それがなされていないために県民は不発弾による多く

の被害をこうむっておるのであります。戦後、不発弾

による負傷者は1281人、死亡者は710人に上ると報告

されております。

　そこで質問します。

　ア、基金による不発弾対策は国の第一義的責任はな

いものとするのか。

　イ、被害を受けた方への見舞金支給額は余りにも少

な過ぎます。何が算定根拠か、なぜ見舞金か、弔慰金

なのか、問います。

　ウ、見舞金ではなく国の災害補償でなされるべきで

はないでしょうか。

　エ、さきの県議会で、民間工事の磁気探査を全額国

庫負担で処理できるよう要望すると答弁したが、その

後の経過はどうなっているか問います。

　鰯の15兆円の大型補正予算については取り消しま

す。

　ア、イも取り消します。

　允、一連のケビン・メア在沖米総領事発言について

問います。

　ア、普天間飛行場は危ないとは思わない、知事の３

年以内閉鎖状態実現を全面否定、宜野湾市は米軍施設

の近くに住宅建設を許可していると危険への接近は宜

野湾市長が悪いと発言、４月の石垣民港への掃海艦を

市民の反対を押し切って入港させ、入港反対の横断幕

の取り外しで市民とトラブルを起こすなど、県民感情

を逆なでするメア総領事の発言、態様に知事はどのよ

うな印象を持ち、どう対応したのか問います。

　大きな２、米軍基地問題。

　普天間飛行場は最も危険な基地であることから、そ

の返還が約束された。しかしながら、それが実現しな

い。県民の70％が反対する県内移設に問題がありま

す。さらに、何が何でも沖縄に普天間基地を押し込も

うとすることが遅々として進まない状況をつくってい

ると思います。アセスで影響はないとすることが問題

であります。

　茨、普天間飛行場の代替施設のアセス問題について

問います。

　ア、沖縄防衛局の環境影響評価準備書は膨大なペー

ジを割いたが、一方、必要なものが追加・後出しで、

これでは十分な審査ができないとの指摘があります。

なぜか。

　イ、これまでに追加された項目は何項目か問いま

す。

　ウ、大量の埋立土砂をアセスの対象外とする論拠は

何か。

　エ、具体的にそれぞれの採取現場でアセスは可能な

のか。

　オ、1700万立方メートルの砂利は、年間採取量の12

年分に相当すると言われております。浅海域の微生物

や魚介類の産卵への影響はなしと言えるのか。

　カ、参議院外交防衛委員会で政務官及び水産庁の増

殖推進部長は、大量採取は水産資源に影響する可能性

があると答弁し、アセスは知事が判断すると述べてお

ります。どう認識するか。

　芋、海兵隊のパラシュート訓練について。

　６月11日、津堅島訓練水域での訓練はなぜ通報しな
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かったか。また、６月18日に行うと通報した訓練の中

止の理由は何か。パラシュート訓練及び通報体制のあ

り方についてどう対応したか問います。

　大きな３、雇用失業対策について伺います。

　茨、失業率改善をどう図るかについてであります

が、全国並みの失業率に改善することは知事の選挙公

約であります。公約実現ができなければ選挙に勝つた

めのうたい文句であったとのそしりは免れない。知事

の任期はあと１年余りです。

　そこで伺います。

　ア、2008年度の完全失業率7.6％、有効求人倍率は

0.3倍と改善の兆しが見えない。理由は何か、どう対

策を講じたか。

　イ、知事は、失業率を全国並みの４％台に改善する

と公約したが、７％台の失業率をどう改善するか明確

に示されたい。

　ウ、これまでのアメリカなどへの外需依存の経済政

策の破綻、内需拡大の必要性が指摘されております。

失業率改善の内需拡大は何が有効と考えるかお示しく

ださい。

　エ、不発弾事業費の拡大は、不発弾の早期撤去と失

業率改善に効果があると考えるが、大型補正予算でど

う反映されるか。

　芋、職業能力開発校における訓練機能の拡大につい

て。

　雇用失業情勢が厳しい折、職能訓練を行う職業能力

開発校の機能強化と拡大は重要であります。しかしな

がら、職員団体から出された陳情書について、陳情者

の参考人招致と現場の学校視察をしましたが、幾つか

の改善点があるというふうに思います。

　お聞きします。

　ア、浦添並びに具志川職業能力開発校における職業

訓練は、応募者が多いにもかかわらず定員の拡大がで

きない理由は何か。

　イ、自動車整備科やＯＡ事務科などは３倍ないし４

倍の応募状況になっているが、その改善はなされたの

か。

　鰯、職業能力開発校における指導体制強化について

問います。

　ア、訓練指導員の数が両校とも非常勤が多く占めて

いる理由は何か。正職員で充てるべきではないか。

　イ、訓練指導員を特別職非常勤に位置づけ、賃金職

員のように１ないし３年で切りかえようとしている

が、職能訓練の指導体制はとれると考えているのか問

います。

　ウ、これまで採用した指導員も特別職非常勤職員と

して切りかえていく考えなのか問います。

　允、公契約条例について伺います。

　ＩＬＯ94号条約は、公的機関による請負契約におい

て労働者の健康、安全、福祉に関する公平でかつ合理

的な条件を確保するために定められているが、残念な

がら日本は批准されておりません。しかし、厳しい財

政状況の中で、公共工事などにおいて低価格、低単価

による契約、発注などにより受注企業の経営悪化や労

働者の賃金や労働条件の低下を招く問題が生じており

ます。そのため、自治体においては独自の条例の制定

が進められております。

　そこでお聞きします。

　ア、公共事業などの執行に当たって人件費の圧縮に

つながる傾向にあることから、ＩＬＯにおいては公契

約条例の制定が進められております。地方自治体にお

ける条例制定の動向はどうか。

　イ、本県の公契約条例制定をどう進めるか。

　大きな４、産業政策。

　茨、産業構造の改善について問います。

　ア、景気は60％以上が内需によって支えられると言

われます。外需頼みの経済、産業構造が指摘されてお

ります。内需拡大ができる産業構造をどう改善すべき

だと考えるか。

　芋、農業問題について。

　ア、ＷＴＯ農業交渉における我が国は、各国の多様

な農業の共存を堅持するとした基本方針で臨んでおり

ますが、ラミー事務局長のあっせん提案とはほど遠

く、再任されたラミー提案で押し切られた場合、本県

農業は崩壊することが指摘されております。どう対策

を講じているか。

　イ、ＷＴＯ閣僚会議は、世界的な景気回復を図るた

めには多角的な貿易の推進を図る必要があるとして、

ＷＴＯ交渉の加速化が予想されるが、砂糖は４％の重

要品目に入れるか。

　ウ、本県の食料自給率はさとうきびを除けばたった

の６％、これは極めて憂慮する問題である。年次的に

食料自給率をどう改善していくか。

　鰯、さとうきびの新価格制度について問います。

　ア、現行の価格制度で実施されると６割の農家が

――先ほど部長は５割と答弁していました――交付金

支払いの対象外になる。これまでの対策がなぜ生かさ

れないのか。

　イ、制度の見直しが必要と考えるが、どう進める

か。

　国道３事業については取り消しをいたします。

　それから、教育のところで、県立美術館の運営につ
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いても取り消しをいたします。

　芋の沖縄科学技術大学院大学についても取り消しを

いたします。

　鰯、児童生徒の薬物対策について。

　ア、公立中学校の大麻など薬物アンケートで、使用

を誘った相手が友人・先輩が24％、家族が5.3％、近

所の人が2.3％、合わせて30％以上が実に身近な人た

ちであります。この質問通告後に２人の英語教師が大

麻取締法違反で逮捕されております。まさしく児童生

徒の最も身近なところで起きているのであります。今

後徹底した対策が必要であるが、どういう対策を講じ

ていくか問います。

　イ、薬物使用について、他人に迷惑をかけていない

ので個人の自由だと肯定しているのが５％もいること

は大変な問題であります。どう指導していくか。

　７、環境対策について。

　茨、京都議定書後の県におけるＣＯ２削減計画と実

績について。

　ア、数値目標と実績を問います。

　イ、何を進めてきたか問います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の県外移設に係る御質問にお答えいたします。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、住民生

活に深刻な影響を与えており、早期に危険性を除去し

騒音の軽減を図るなど、周辺住民の不安を解消するこ

とが緊急の課題であると考えております。

　普天間飛行場移設問題につきましては、県外移設が

ベストだとは思いますが、米軍再編協議の経緯等から

県外移設は困難であり、一日も早い危険性の除去のた

めには県内移設もやむを得ないものと考えておりま

す。

　次に、同じく政治姿勢の中で不発弾に係る御質問

で、基金による不発弾対策の国の第一義的責任につい

てどう考えるかという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　不発弾等に関する対策につきましては、麻生総理大

臣も国会答弁において、戦後処理の一環として国が責

任を持つ旨の答弁をされております。

　今回の基金の設置に当たりましては、実質全額国の

支援により措置されたものでございます。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、メア総領事の

発言に係る知事の所感という御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　報道で伝えられる総領事の発言は、沖縄の基地形成

の歴史的経緯や、今なお沖縄県に存在する広大な米軍

基地に対する県民感情に配慮を欠いている面があるの

ではないかと考えております。

　次に、雇用失業対策の中で、御質問の３の茨のアと

３の茨のイが関連しておりますので、恐縮ですが雇用

情勢が改善されない理由と対策、７％台の失業率の改

善についてという御趣旨の御質問に一括して答弁させ

ていただきます。

　昨年度の県内の雇用情勢は、雇用の場の不足や求人

と求職のミスマッチなどの要因のほか、国内経済及び

世界経済の悪化を受けてこれまで以上に厳しい状況と

なりました。このため、「雇用再生特別事業基金」及

び「緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用して、雇

用創出効果の高い事業を県及び市町村で実施しますと

ともに、職業訓練や就職支援を拡充するなどさまざま

な事業を実施し、沖縄県の厳しい雇用失業情勢の改善

に努めているところでございます。

　また、失業率の改善に向けては引き続き全部局が連

携をしました産業・雇用の拡大を図りつつ、「みんな

でグッジョブ運動」のさらなる展開について、関係機

関はもとより県民一人一人に呼びかけ、一丸となって

取り組んでまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢の御質

問で、グアム移転費の費用負担についてお答えいたし

ます。

　「再編実施のための日米のロードマップ」では、第

３海兵機動展開部隊のグアムへの移転のための施設及

びインフラの整備費算定額102.7億ドルのうち、日本

が60.9億ドルを提供することなどが示されておりま

す。

　また、日本側負担の具体的な額については個々の事

業の進展とともに明確になり、国会において審議され

るとのことであります。

　なお、中曽根外務大臣は去る６月９日の記者会見に

おいて、海兵隊司令官の発言の意図はよくわからない

が、日米両国では、米軍再編についてはロードマップ

にのっとって実施していくということで合意してお

り、その方針に変わりはないと発言しております。

　同じくパッケージ論と普天間飛行場の返還について
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お答えいたします。

　2005年に発表された米軍再編の中間報告の中では、

「これらの具体案は、統一的なパッケージの要素とな

るものであり、パッケージ全体について合意され次

第、実施が開始されるものである。」としておりま

す。

　これについて当時の額賀防衛庁長官は、一つでも欠

けたらこの考え方が着手されないとの発想ではない。

負担の軽減と同時に抑止力の維持というバランスを失

することがないようにしておくということであるとの

発言をしており、負担軽減と抑止力のバランスを図っ

て米軍再編を進めることを示したものと理解しており

ます。

　県としましては、合意された米軍再編のうち、実施

可能なものから先に進展していくものであると考えて

おります。

　次に、知事の政治姿勢で不発弾関係ですが、見舞金

支給額の算定根拠についてお答えいたします。

　不発弾爆発事故により被害を受けた方への支援金に

ついては、自然災害に対する災害復旧制度・弔慰金制

度を基本としつつ、沖縄県の特殊事情や見舞金の支給

を行った唯一の事例である昭和49年の那覇市小禄での

事故の際の見舞金の金額を参考に定めております。

　被害を受けた方への支援については、労災制度にお

ける一時金や年金の給付も見込まれることから、全体

として考えていただく必要があると考えております。

　同じく見舞金ではなく国の災害補償でなされるべき

ではないかとの御質問にお答えいたします。

　県としては、不発弾処理は戦後処理の一環として国

が責任を持って取り組むべきと考えております。

　国によると、不発弾爆発事故に対する国による補償

については、他の戦争被害の補償問題との兼ね合い、

均衡などから極めて難しい問題であり、かつその解決

のためかなりの時間を要することなどから、今般、不

発弾爆発事故に関する被害救済の仕組みの創設につな

がっております。

　同じく不発弾関係で、民間工事の磁気探査の全額国

庫負担についてお答えいたします。

　国は、民間工事の磁気探査への直接補助について、

その適正さの検証ができないことなどから困難と考え

ております。

　その代替策として、民間工事予定地を含めた開発地

域の調査を行い、これらの地域においても国庫補助に

よる磁気探査を実施していきたいと考えております。

　次に、米軍基地問題の御質問で、米軍のパラシュー

ト降下訓練についてお答えいたします。

　米軍によると、６月11日の津堅島訓練場水域におけ

るパラシュート降下訓練において、提供水域外に降下

した理由は、突風にあおられた結果とのことでありま

す。

　米軍の演習については、昭和47年５月の日米合同委

員会合意に基づき、米軍は７日前までに沖縄防衛局に

通告することとされており、同局は県、関係市町村及

び漁業権者等に通告内容を通知しております。

　同日の訓練については、６月２日に沖縄防衛局から

一般演習を行う旨の通知がありました。また、米軍に

よりますと、６月18日に予定されていたパラシュート

降下訓練の中止理由は、天候不良に加えキャンプ・

シュワブ周辺の各地区で平和祈願祭が予定されていた

ことに配慮したとのことであります。

　雇用失業対策で、不発弾事業費の拡大と大型補正に

ついてお答えいたします。

　不発弾等処理事業については、平成21年度当初予算

で４億9659万円を措置しております。今回の補正にお

きまして１億952万円が計上されており、探査面積で

当初計画より30％増となっております。これにより磁

気探査の加速化が図られるものと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　米軍基地問題との関

連で、事業内容が追加・後出しされたことについてお

答えをいたします。

　環境影響評価制度は、環境影響評価の結果を事業計

画や環境保全対策に反映させることにより、環境保全

の観点からよりよい事業計画をつくり上げていくこと

をねらいとしており、手続の過程で事業内容が修正さ

れることを前提とした制度であります。

　そのため、事業者においては方法書についての知事

意見を勘案したり、みずからの必要性などにより事業

計画を追加・修正したものと理解しております。

　なお、事業者は、方法書段階から追加・修正された

事業内容をもとに環境影響評価を実施しており、その

結果を準備書に記載しておりますので、県としまして

は、名護市長及び宜野座村長の意見を勘案し、住民等

意見に配意するとともに、環境影響評価審査会からの

答申を踏まえ、環境の保全の見地から意見を述べてま

いりたいと考えております。

　次に、準備書で追加された事業内容についてお答え

をいたします。

　方法書段階の事業内容から追加された主なものは、

ヘリパッド４カ所、洗機場の排水処理施設、汚水処理
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浄化槽などであり、その他の変更として、作業ヤード

の大浦湾西岸海域の取りやめや海上ヤードの位置の変

更、大型護岸の係船機能つき護岸への変更などがあり

ます。

　次に、埋立土砂の採取がアセス対象外となる論拠及

び採取現場でのアセスについて一括してお答えをいた

します。

　事業者は、埋立土砂約2100万立米のうち、約1700万

立方メートルの土砂について購入するとしておりま

す。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取は、その目的と

事業者が異なるため、環境影響評価法で定める事業の

定義から判断して、本事業の環境影響評価に含まれる

ものではありません。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取による環境影響

については、当該業者が各種関連法令に基づき必要に

応じ適切に措置すべきものであります。

　なお、事業者は、辺野古ダム周辺区域において事業

者みずからが行う土砂採取については、関連工事とし

て環境影響評価を実施しております。

　次に、海砂の採取による環境影響と、参議院外交防

衛委員会での答弁について一括してお答えいたしま

す。

　沖縄県環境影響評価条例で対象事業としている「土

石又は砂利の採取の事業」は、陸域部分で行われる採

取に限定していることから、海砂の採取は同条例の対

象とはなりません。

　しかし、海砂を大量に採取した場合には魚介類の産

卵場や生息環境に影響が及ぶ可能性があると考えてお

ります。そのため、土砂等の販売業者が海砂を採取す

る場合には、当該業者が各種関連法令に基づき必要に

応じ適切な措置を講じて環境の保全に配慮する必要が

あると考えております。

　次に、環境対策の御質問で、ＣＯ２削減計画の数値

目標と実績についてお答えをいたします。

　沖縄県では、平成15年８月に「沖縄県地球温暖化対

策地域推進計画」を策定し、県内の温室効果ガス排出

量を2010年度までに2000年度レベルから８％削減する

ことを目標に取り組みを進めてきたところでありま

す。

　本県の2006年度の排出量は、基準年から14％増加し

ており、目標達成は厳しい状況にあります。

　なお、本県の排出量の経年変化については、計画策

定前の2000年度から2003年度までの３年間では年間平

均約４％ペースで増加しておりますが、県計画策定後

の2004年度からは年間平均約0.4％の微増傾向となっ

ております。

　次に、県のＣＯ２削減計画についてお答えいたしま

す。

　沖縄県では、「沖縄県地球温暖化対策地域推進計

画」に基づき、県民、事業者団体、行政等129団体で

構成する「おきなわアジェンダ21県民会議」等と連携

し、エコライフ、エコオフィス活動の実践を促すた

め、「県民環境フェア」等の普及啓発を実施しており

ます。

　また、県みずからが率先して対策を実施するため、

｢沖縄県環境保全率先実行計画｣を策定し、環境マネジ

メントシステムや県有施設へのＥＳＣＯ事業の導入等

に取り組んでおります。

　さらに、事業者に対しては、環境マネジメントシス

テム「エコアクション21」の導入促進事業を実施する

など、取り組みの強化を促しているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　雇用失業対策につい

て、失業率を改善するための内需拡大についての御質

問にお答えしたいと思います。

　内需を拡大し失業率を改善していくためには、産業

振興及び企業誘致などを一層拡充強化していく必要が

あります。そのため、観光・リゾート産業について

は、将来の観光客数1000万人を目指し、観光基盤の整

備とあわせて戦略的な誘客活動を推進しております。

　製造業については、産学官連携による新商品開発や

品質向上、おきなわブランドの確立、県産品の販路拡

大等を支援しております。

　企業誘致については、沖縄ＩＴ津梁パークを引き続

き整備促進するとともに、サポーティング産業誘致型

賃貸工場を整備して誘致環境をさらに整えていきま

す。

　沖縄県としては、これらの施策を着実に実行してい

くとともに、６月補正予算案で計上している経済危機

対策についても即効性があり、内需拡大につながるも

のと考えております。

　次に、県立職業能力開発校の訓練定員の拡大ができ

ない理由とその改善について一括してお答えいたしま

す。

　県立職業能力開発校においては、施設内での訓練の

ほか、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施

しております。

　施設内訓練の拡充については、新たな設備の導入や
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人員の確保が必要となるため、今年度中に策定予定の

職業能力開発校の再編整備計画の中で検討してまいり

ます。

　一方、民間への委託訓練につきましては、厳しい雇

用情勢の中、離職者の早期就職支援のため約１億3000

万円の委託訓練経費を補正予算案に盛り込んだところ

であります。これにより、当初予算に比べ20コース、

定員425名が増加し、ＯＡ事務科を含め職業訓練機会

の提供の充実に努めているところであります。

　次に、県立職業能力開発校の職員体制についての御

質問にお答えします。

　職業能力開発校の職員につきましては、訓練科目へ

の社会ニーズや現在の職員体制等を総合的に勘案し

て、必要な人材を確保しております。

　職業訓練指導員を正職員のみの体制とすると、訓練

科目の硬直化を招き時代のニーズに合った訓練が行え

なくなることが危惧されることから、正規職員が全般

的な責任を有する体制のもと、非正規職員と連携して

指導を行っております。

　一方、状況に応じて正規の職業訓練指導員の採用を

行っており、具体的な動向としましては、平成20年度

に任期つき職員を５名、平成21年度には正職員を１名

採用し、今後さらに正職員１名を追加して採用の予定

であります。

　次に、県立職業能力開発校の指導体制の維持及び非

常勤講師の採用についての御質問にお答えします。

　沖縄県の嘱託員の任用は、嘱託員の委嘱期間は１年

以内とし、２回に限り更新することができるとする県

の方針のもと、統一的に取り扱っており、他の嘱託員

との公平性からも職業能力開発校の非常勤講師のみ異

なる取り扱いをすることは困難であると考えておりま

す。

　しかしながら、職業能力開発校の訓練指導員につい

ては、職業訓練の質の向上と指導体制の維持を図るた

め、適切な人材の確保に努める必要があります。この

ため、非常勤講師の採用に際しては広く一般公募を行

いますが、現在勤務している方も任期満了後、再度応

募し、公平に選考の対象とすることとしたところであ

ります。

　次に、地方自治体における公契約条例制定の動向に

ついての御質問にお答えします。

　公契約条例の制定に関して、全国の都道府県や市町

村議会で、国に対する公契約法の制定や自治体に対す

る公契約条例の制定を求める意見書の採択が行われて

おります。

　全国建設労働組合総連合の調査集計によると、平成

21年１月時点で722の地方議会で730件の意見書が採択

されております。

　なお、公契約条例を制定した自治体の情報は現在得

ておりません。

　次に、公契約条例制定をどう進めるかについてお答

えします。

　本県における公契約条例の制定につきましては、国

における公契約法の制定の動向を見守りつつ適切に対

応していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　産業政策との関連で、内

需拡大ができる産業構造についてお答えいたします。

　我が国の経済は、高い技術力を背景に自動車や電

気・精密機械などの輸出型産業によって支えられてき

たことは御案内のとおりでございます。

　しかしながら、昨年発生をした100年に一度と言わ

れる未曾有の世界同時不況により、我が国経済は輸出

型産業を中心に大きな打撃を受けるなど、景気の大幅

な収縮と大量の派遣切りなどに見られるように失業率

も大きく悪化してきております。本県においても、観

光客の大幅な減少など観光産業を中心に大きな影響を

受けております。

　我が国において、今後内需拡大に寄与することが期

待される産業分野としては、農業、介護・医療分野、

環境関連産業分野、情報通信関連分野などが考えられ

ますが、これらの産業分野は島嶼県である本県の強み

が生かされる分野でもあり、持続的発展を図る上でも

重要な産業分野と考えております。

　我が国の産業経済のあり方としては、これらの内需

型産業を振興するとともに、引き続き高い技術力を生

かして世界をリードし、技術移転等の役割を担ってい

く必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　産業政策で、ＷＴＯ

農業交渉に関する県の対応について一括してお答えし

ます。

　国は、ＷＴＯ農業交渉に当たって多様な農業の共存

を基本方針に、国内農業への影響を十分踏まえ適切に

対処することとしております。

　県としても、国に対しＷＴＯ農業交渉においては、

我が国の基本的立場を堅持して交渉に当たるととも

に、本県の重要作物であるさとうきびの関税に係る現
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行制度が維持されるよう、農業団体等と連携し強く要

請を行っているところであります。

　今後とも、ＷＴＯの動向や国の対応を踏まえつつ、

関係団体等と連携し適切に対応してまいります。

　同じく産業政策で、食料自給率向上についてお答え

します。

　本県の食料自給率は、平成19年度の概算値で33％と

なっており、平成23年度の食料自給率目標を40％に設

定しております。

　県としては、食料自給率の向上を図るため、農林水

産業振興計画に基づき拠点産地の形成による生産供給

体制の強化や地産地消の推進、農林水産業の基盤整備

など各種施策・事業を総合的に推進しております。ま

た、平成20年９月に策定した「沖縄県地産地消推進計

画」に基づき、１、市町村地産地消推進計画の策定支

援、２、学校給食、観光関連施設等における県産食材

の利用促進、３、直売所及び量販店等における販売促

進、４、「おきなわ食材の店」登録の推進など、地産

地消推進運動を計画的に展開しているところでありま

す。

　同じく産業政策で、さとうきび経営安定対策につい

て一括してお答えします。

　さとうきび経営安定対策の支援対象は、認定農業者

を初め基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加す

る者に加え、平成21年産までの特例として生産組織に

参加する小規模農家などとなっております。

　基幹作業のうち、収穫については平成20年産より見

直しが行われ、刈り倒し、または搬出のみを委託した

場合も支援対象となったところであります。この見直

しにより、本則要件を充足する生産農家割合は、現状

の４割から５割程度に拡大することが見込まれており

ます。

　県としては、すべての生産農家が経営安定対策の支

援対象となるよう、引き続き関係機関・団体等と連携

し、条件整備を進めるとともに、機械化のおくれなど

地域の実態を踏まえた対象要件の緩和・見直し等につ

いて国に対し強力に要請してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育の御質問

で、児童生徒の薬物乱用防止策についてお答えをいた

します。

　本県の中学生を対象にアンケート調査を実施したと

ころ、薬物に対する認識の不足や規範意識の低さ、身

近な人から誘われる等の実態が明らかとなり、憂慮す

べき事態であると重く受けとめております。

　去る６月５日に生徒代表、ＰＴＡ、県警等関係９団

体が一堂に会し、薬物の乱用防止に向けて各関係機

関・団体がそれぞれの役割と取り組み内容を明確にす

るとともに、「薬物乱用防止共同アピール」を宣言い

たしました。

　その内容は、「健やかで夢に満ちた沖縄を築くため

に、」、「子供として」は「未来に誇れる自分」を、

「保護者として」は「帰りたくなる家庭」を、「地域

の大人として」は「住みたくなる街」を、「教育者と

して」は「行きたくなる学校」をつくっていくことと

しております。

　県教育委員会としましては、県民総ぐるみで薬物乱

用防止運動を展開し、青少年の健全育成を推進してま

いります。

　次に、児童生徒の指導についてお答えいたします。

　他人に迷惑をかけなければ何をしてもいいという考

え方は、薬物に対する認識以前の問題であり、規範意

識の低さによるものと考えられます。「悪いことは悪

い」ということを大人がしっかりと伝えていくこと

と、子供たち相互の人間関係づくりを通して互いに規

範意識を高めていく必要があります。

　県教育委員会としましては、学校教育活動全体を通

してみずからの健康を害する行為をしないという毅然

とした態度と、薬物乱用は自分ばかりではなく社会に

も悪影響を与え、所持するだけでも犯罪、一度でも乱

用になるという規範意識、また自分の一生を大切にで

きる自己肯定感を高めるなど、指導の充実に努めてま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　再質問をしますが、農林水産部長、

私の質問に答えてない。観光商工部長も答えてない、

はぐらかし答弁。これは次にまた９月議会あたりで徹

底してやりますので。

　それから知事、今上げたきょうの新聞ですね、読売

新聞の６月24日付の新聞です。「普天間移設拒否の条

項」ということで、大きな見出しが出ていまして、

2010会計年度国防予算権限法案が可決されたと。これ

は、日米両政府が合意の実現を困難にする条項が含ま

れているということです。

　これはなぜかというと、やっぱりアメリカの国防省

が滑走路が短いとか、近くに学校（国立沖縄高専）が

ある。それから飛行経路に電柱などの障害物がある

と。こういうことでこれではだめなんだと。これはア
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メリカの方で可決しているんですよ。したがって、新

たに移設場所を探すべきだとの立場までアバクロン

ビー下院議員は表明したと、こういうことなんです。

ぜひお答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の再質問にお

答えいたします。

　確かに６月24日、きょうの読売新聞だと思います。

　今の御質問に対しては、国防予算権限法案の当該修

正条項が現在の普天間飛行場代替施設建設計画及び県

が求めております沖合移動などにどのような影響を与

えるかにつきましては、現時点では明らかではありま

せん。今後の推移を注視する必要があります。情報収

集に努めたいと考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　これは知事、知事もそうですし、公

室長もさっきから全くこういうことはありませんとい

うことで、中曽根外務大臣の対応を引き出したり、こ

うやっていますが、現実の問題を余りにも知らなさ過

ぎるんですよ。私たちは、こういうことではだめで

しょうと。今の普天間基地というのは、キャンプ・

シュワブではだめでしょうということでずっと言い続

けている。これが今、ようやくアメリカから明確に示

されたということです。これをひとつそういうこと

で、今後十分な検討をしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時26分休憩

　　　午後３時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き代表質問を行います。

　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　それでは本日の最後ですので、よ

ろしくお願いします。

　今月の初旬、文教厚生委員会で北部市町村を訪ね、

所管の施設、県機関等の現状と課題を伺ってまいりま

した。広い地域ですので、今回は県立高校の視察が中

心となりましたが、どこも定員割れが深刻で各校とも

非常に頭を悩ませておりました。

　特進クラスを設ける、村営の学習塾を設けるなど進

学を支援する取り組みや、ゴルフ部など特化した部活

動でほかの地域からの生徒の獲得にも力を入れるな

ど、さまざまな形で学校、保護者、地域がまさに試行

錯誤、必死の取り組みを展開しております。

　そんな中、ひときわ印象に残ったのが辺土名高校で

した。ノグチゲラ、ヤンバルクイナもすむ貴重な森林

を有する自然環境を生かした専門科・環境科のクラス

です。この学科に魅力を感じて、県外６県から７名が

在籍し、寮生活をしながら生き生きと学んでおりま

す。寮が休みになる土・日には、地域の農家さんに

ホームステイの協力をお願いし、家庭的な環境を提供

しながら安心した高校生活を送れるよう、地域と連携

して支える体制をとっておられました。

　しかし一方で、辺土名高校では廃校になってしまう

のではないかという危機感を非常に強く持っていまし

た。３年続けて２クラスを割ると統廃合の対象になる

と、県教育委員会から一定の基準が示されているよう

であります。

　地域から人材が流出し若者がいなくなるというの

は、何も学校のせいではないでしょう。むしろ社会構

造、産業構造、医療や福祉などのセーフティネットの

問題であり、採算に合わないから学校もなくなってい

くというのでは地域の衰退をさらに加速させることに

なると思えてなりません。

　さて、昨日「骨太の方針2009」が決定したようであ

ります。社会保障費の機械的な抑制による歳出削減を

進めてきたいわゆる小泉路線からの転換ということ

で、与党内でもめにもめて決着したようであります。

来る衆院選は、この間ずたずたになった雇用、社会保

障、医療、地方の立て直しに向けたビジョンが大きな

争点として問われることになるということになりま

しょうか。

　以上、所感といたしまして、社民・護憲ネットを代

表し、引き続き質問に入ります。

　今回ちょうどこの６月定例会に間に合わせるかのご

とく、県の「県立病院のあり方に関する基本構想」が

６月16日に公表されました。

　３月の答申を受け、４月の段階で示された経営形態

に関する基本方針案は、３年後の平成24年の独法化を

目指し、本年度からその取り組みを開始する、現行形

態ではもはや限界に達していると結論づけたものでし

たが、その論拠が飛躍しており、現在病院事業局が進

めている県営再建計画との整合性も問われ、結論先に

ありきだとの批判が、強く県民、関係者から上がりま

した。

　残念ながら、今日までの経過の中で仲井眞知事は独

法化ありきだとの懸念が全県に広がっております。そ

して、ありきの議論では地域医療の崩壊にもつながり

かねないとの危機感から、離島医療を守れという陳情

が上がり、北部地域では北部病院を失ってはならない
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とする圏域住民のシンポジウムがあり、中部でも中部

地区医師会が主催して1000人を超える人々が結集し、

中部病院の存続を訴える集会などが開かれてきまし

た。また、県議会も去る２月定例会で、今の全適の成

果の検証結果を踏まえるものとし、拙速な判断を行わ

ないこととの県民意思を示す決議を全会一致で可決し

たところです。

　このような各地、各方面での動きを踏まえるなら

ば、知事は一たん独法化の方針を撤回した方がいいと

さえ私は思っています。

　ただ、今回まとまった基本構想を見る限り、知事御

自身もそういった県民の声、議会の声をもはや無視で

きないとの状況にあると判断したものと受けとめま

す。独法化するにせよ、全適で行くにせよ、いずれに

しても現在の一時借入金の解消、不良債務の解消はや

らなければならないから、順番がどうでも同じことだ

という姿勢が全面ににじみ出ていた４月の段階の方針

案と、今回まとまった基本構想との違いは、これら県

民の声、議会の決議の趣旨を踏まえて経営形態ありき

ではない、現行形態の存続も当然選択肢の第１番目に

あるのだというところに落ちついたことだと思ってい

ます。ここにまとまるに至った経過は、単なる文章の

入れかえではないと思っていますが、知事いかがで

しょうか。

　そこでお尋ねをいたします。

　ア、今回まとまった基本構想の骨子を示してくださ

い。

　イ、今回の構想は、県議会の決議についても踏まえ

たものになっていますか。

　ウ、今申し上げましたように、経営改善、事業局と

現場のみならず、知事の責任において進むものと考え

ています。経営再建計画の進瀧と見通し、その達成に

向けた仲井眞知事の決意を伺います。

　エ、構想に盛り込まれた「県が提供する政策医療の

内容・範囲、それに係る財政負担の基本方針」の策定

は、政策責任を明確にする上で必要不可欠です。いつ

までに策定しますか。

　オ、議会決議の中でも求めましたが、７対１看護体

制に向けた検討の進瀧、導入の見通しはどうなってい

ますか伺います。

　芋、新型インフルエンザ対策について、体制の現状

と課題を伺います。

　次に、介護保険制度改定、その影響について伺いま

す。

　介護保険制度は、2009年度改定で介護判定の新しい

基準を導入しましたが、要介護度を低くすることで給

付の抑制をもくろんでいるのではないかと疑われる変

更となったため、新しい基準で介護度が下がった人は

これまでの介護度を選んでもいい、重いランクの方を

とってもいいという展開に追い込まれました。

　例えば、従来はベッドから足をおろして10分間座っ

ていられるかどうかを一つの介護判定基準にしていま

したが、今回の改定では、それが１分に短縮され、１

分間座っていればコンピューターによって自立と判定

される。あるいは重度の寝たきりの方については、従

来移動に要する介護の手間を全介助として、最も助け

を必要とするケースと判定されていたものが、新しい

基準では、寝たきりの人は移動の機会がないから介助

なしで自立となり、同じく髪の毛がない方も切る必要

がないから介助なしで自立となる。こんなことで、恐

らく利用者の半分以上がこれまでの要介護ランクを下

げられる。体の状態は変わらないのに２ランクも下が

る、こういう不安の声が上がっています。

　一方、今回は介護報酬が制度始まって以来のプラス

改定、３％アップとなりました。

　労働環境を少しでも改善しようと、報酬の引き上げ

に踏み切った動機はわかりますが、これはすべての事

業者に無条件に適用されるものではなく、あくまで基

準以上の体制の充実を図ったところに認められる加算

が中心であり、その加算がとれる事業所は限られてい

ます。

　しかも、報酬改定はしたのに受けられるサービスの

限度額は据え置きのままとなったのが一番おかしいと

ころで、これまでと同じサービスを利用しても、それ

ぞれの単価が上がったために限度額を超えてしまう。

その超えた分は全額自己負担となるため、サービスを

受ける方の負担が上がるという事態を招いています。

もっと言えば、利用者負担の増加でサービス利用の抑

制を招くおそれがあるため、あえて加算を取得しな

い、こういう事業者の声も聞かれるほどです。

　このように介護報酬にすべてを連動させていくと、

従事者の給与を上げようとすれば、利用者の１割負

担、限度額を超えた分の全額自己負担にどんどんのし

かかってくるという仕組みにならざるを得ないわけ

で、これでは事業者、利用者、双方持ちこたえられな

いのではないかと思えてなりません。

　そこで伺います。

　ア、2009年度改定のポイント、施行後すぐに改定の

改定をせざるを得なかった理由、内容についてお示し

ください。

　イ、認定の見直し、調査項目の変更・削減により、

介護度（認定ランク）が軽くなる傾向があるとの懸念
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の声があるが、実態はいかがでしょうか。

　ウ、介護報酬は初のプラス改定となりました。事業

所、利用者それぞれにどのような影響がありますか。

利用限度額が据え置かれたままで、実際に加算がとれ

た事業所の割合はどれほどか。ねらいどおり労働環境

の改善、従事者の収入増につながるのか伺います。

　芋、本県の介護従事者の平均月収、継続年数、離職

率を示されたい。

　鰯、介護療養型医療施設は平成23年度末で全廃とな

ることが決まっていますが、受け皿の整備はどうなっ

ていますか。行き場を失う「介護難民」の発生が危惧

されますが、現在の病床数と需要、入所待機者の数、

今後の転換の見通しをお示しください。

　次３番、嘉手納の騒音被害について伺います。

　嘉手納町が独自にこのような聞き取り調査を平成19

年に行っています。これは、６つの行政区300世帯に

直接伺って日常的に騒音をどう感じているか詳しく聞

き取るという面接調査であります。

　その中で少しだけ紹介をいたしますと、心休まる自

宅がどこよりも一番うるさい。子供たちはこんな環境

で生活ができないと町から出て行ってしまった。安定

剤を飲んでいるが一度起きると眠れなくなるので困

る。せめて夜だけでも静かにして約束事は守ってほし

い。そういった非常に生活破壊、健康がむしばまれて

いる様子が手にとるように伝わってきます。

　こういったことの改善に向けて、米軍再編、負担軽

減という名のもとにＦ15の訓練移転を行ったはずで

す。

　それについてお尋ねをいたします。

　ア、負担軽減の名目による平成19年からの訓練移転

で嘉手納基地の騒音は減りましたか。外来機の飛来、

常駐化、夜間・未明の離発着により被害はむしろ激化

しているが、実態をどのように認識されていますか。

　イ、低空飛行、急上昇、急旋回、編隊飛行、駐機場

からの断続的な低音響騒音で地域住民の生活、健康は

日常的に侵されています。疲労、聴力異常、ストレ

ス、慢性的な睡眠障害、排ガスの悪臭、鼻、のど、

目、吐き気など健康被害の訴えがあります。関連を調

査する必要があると考えるがいかがでしょうか。

　ウ、県立嘉手納高校の授業中断の実態について把握

されていますか。空調が使用できないとされている季

節の防音対策をどのように考えているか伺います。

　芋、嘉手納基地を抱える自治体は再編交付金の対象

外です。訓練移転による負担軽減が理由ですが、運用

の実態に照らして交付金算定の配点は妥当と言えます

か。

　鰯、改正県生活環境保全条例――これは10月１日施

行でありますが――この中で、県は市町村と連携して

米軍基地の管理責任者に対し、米軍基地に起因する航

空機騒音等環境問題の軽減のための協定の締結を申し

入れることができると規定をしました。この施行に向

けた取り組みを伺います。既に独自の協定案を作成し

た自治体もありますが、連携、協議はどのように進め

られますか。

　４番、指導カルテについて。

　茨、個人情報保護条例との関係について伺います。

　ア、カルテの個人情報は、条例により適正に管理さ

れていると考えていますか。

　イ、現在運用されているカルテの管理者はだれにな

りますか。

　ウ、カルテの保存期間は何年ですか。定めがあるの

か伺います。

　エ、指導上の必要によって、教員以外の者に情報が

提供される場合の取り扱いの定めはありますか。

　芋、課題と今後の方向について。

　ア、教育委員会における議題、カルテをめぐる現状

と課題についてどのようにとらえているのか伺いま

す。

　イ、「外部有識者を含む検討委員会」の設置、保護

者や児童生徒、現場との認識の共有について伺いま

す。

　５番、沖縄学生会館の再建について。

　千葉県習志野市在の学生会館は去る３月、老朽化に

より廃止をされましたが、その意義、必要性はなお高

く、再建を求める声があります。建設すべきではない

か伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲村議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、県立病院のあり方、医療提供体制に係

る御質問の中で、１の茨のアと茨のイが関連しており

ますので、恐縮ですが一括して答弁させていただきま

す。内容は、基本構想の骨子及び県議会決議との関連

についてという御趣旨の御質問です。

　「県立病院のあり方に関する基本構想」は、県立病

院の医療機能及び運営体制の見直し並びに公立病院等

の再編・ネットワーク化に関する県の基本方針を定め

てございます。

　この概要を申し上げますと、県立病院の改革は地域

において必要とされる医療の持続的な提供、県立病院

の医療水準の向上及び病院現場の勤務環境の改善を目
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的に行うことといたしております。

　医療機能の見直しでは、北部病院、宮古病院及び八

重山病院は、所在する保健医療圏において極めて重要

な役割を果たしていることから、これらの病院が提供

している救急医療、小児医療、周産期医療など地域に

おいて必要とされる医療機能については、県が政策的

に確保しなければならない医療として位置づけ、今後

とも維持していくこと、また、南部医療センター・こ

ども医療センターの母子総合医療機能以外の機能につ

きましては、所要の見直しを検討することといたして

おります。

　運営体制の見直しにおきましては、経営形態に関す

る基本方針を定めたほか、意思決定の仕組みの見直し

など、経営形態以外の運営体制の見直しについて取り

組むべき課題を整理いたしております。

　県といたしましては、この基本構想で示しました改

革に取り組み、県立病院の果たすべき役割であります

離島医療、救急医療、小児・周産期医療など、地域に

おいて必要とされる医療を今後とも堅持していく考え

であります。

　また、経営形態に関する基本方針については、持続

的な経営の健全化が達成される見込みがある場合に

は、現行の経営形態での存続について検討することと

いたしておりますので、県議会決議の趣旨も踏まえた

ものであると考えているところでございます。

　次に、同じく県立病院のあり方に係る御質問の中

で、新型インフルエンザ対策の体制の現状と課題につ

いてという御質問にお答えいたします。

　新型インフルエンザの医療提供体制につきまして

は、発生早期には、発熱外来の設置や感染症指定医療

機関であります県立病院への勧告入院を行い、感染拡

大期には、協力医療機関や民間医療機関でも対応でき

るように調整してまいります。

　しかし、今般の新型インフルエンザにつきまして

は、病原性が想定したものより弱く、国内各地で既に

感染が広がっていることから、原則としてすべての医

療機関で外来患者に対応し、軽症者は自宅療養するな

どの方針に変更されました。

　今後は、重症化しやすい妊婦やぜんそく等の基礎疾

患を有する患者を治療する体制と、集団発生の抑制等

の予防活動の強化が課題となりますので、県医師会等

の関係機関と調整してまいりたいと考えております。

　次に、嘉手納基地の騒音被害に係る御質問の中で、

嘉手納飛行場の騒音に係る御質問にお答えいたしま

す。

　県が行っております嘉手納飛行場周辺の騒音測定で

は、砂辺地区と屋良地区におきまして平成20年度の訓

練移転時とその前後の騒音の発生状況を見ますと、騒

音回数の減少は見られません。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されておりますが、大規模な合同

即応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘

機については前回の一時配備から１カ月余りで再度配

備されたことなどから、依然として目に見える形での

負担軽減があらわれているとは言えないと考えており

ます。

　県としましては、外来機、常駐機にかかわらず、米

軍の訓練等により県民に被害や不安を与えることが

あってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初めとし

ました周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及び

日米両政府に対し強く要請したところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院のあり方、

医療提供体制についての御質問の中の、経営再建計画

の進瀧の見通しと決意についてにお答えします。

　経営再建計画は、平成23年度までを経営再建期間と

位置づけ、不良債務及び資金不足の解消並びに経常収

支の黒字化という３つの目標を掲げ、国の制度の活用

や一般会計の支援を得ながら経営再建に取り組むもの

であります。

　不良債務の解消については、公立病院特例債の活用

により、平成20年度において達成しております。

　約100億円の資金不足の解消及び経常収支の黒字化

の達成に向けては、一般会計繰入金の増額が図られた

ほか、給料の調整数を廃止したところであり、現在、

診療材料費、薬品費の経費縮減プログラム等の経営効

率化に取り組んでいるところであります。

　また、病院長の執行権限の強化を図るなど、病院事

業局と病院現場が一体となって不退転の決意で経営再

建に取り組んでいるところであります。

　続きまして、７対１看護体制に向けた検討の進瀧状

況、導入の見通しについてお答えします。

　７対１看護体制については、急性期病院としての医

療機能の向上はもとより、看護職員の業務緩和の面か

らも早期に実施する必要があると考えております。こ

のため、去る５月に看護体制検討チームを設置し、看

護師確保の問題、病床規模の見直し、給与体系の検

討、定数条例との関係など、経営再建と両立しながら

７対１看護体制を実現するための諸課題の検討に着手
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したところであります。

　病院事業局としては、これらの課題の検討とあわせ

て、試験的に先行実施することも含めて早期の実施に

向けて取り組んでまいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　県立病院のあり

方、医療提供体制の中の、政策医療の内容・範囲及び

財政負担の基本方針の策定時期についてお答えいたし

ます。

　県が提供する政策医療の内容・範囲及びそれに係る

財政負担の基本方針の策定については、今後、基本的

な考え方を整理し、病院現場等関係機関との調整を

行った上で、22年度末までには策定したいと考えてお

ります。

　続きまして、改定介護保険制度、介護報酬改定につ

いての質問の中の、要介護認定の改定のポイント、経

過措置についてお答えいたします。

　今回の介護認定の改定については、要介護認定によ

り正確に介護の手間を反映し、認定結果のばらつきを

減らすために、認定調査項目の変更など要介護認定方

法の見直しが行われたものであります。

　また、これまでよりも軽度に判定されてしまうとの

批判もあり、改正後に行われた経過措置として安定的

な介護サービスの利用を確保する観点から、厚生労働

省が今回の見直しに関する検証を行っている期間中に

更新申請された方で、更新前の要介護度とする御希望

があれば、更新の前後で要介護度が異なる場合、更新

前の要介護度のままとすることを可能とする措置が行

われております。

　要介護認定見直し後の実態についてお答えします。

　新しい要介護認定方法については、厚生労働省が

行った市町村のモデル事業や研究などさまざまな検証

の結果によると、一概に要介護度が低く判定されるも

のではないと聞いております。

　沖縄県としては、見直し後の実態についてはスター

トしたばかりであり、まだ把握しておりません。

　厚生労働省では、４月以降の要介護認定の実施状況

を把握し、結果を検証した上で、必要に応じて迅速に

見直しを行うこととしていることから、その検証を見

守っていきたいと考えております。

　続きまして、介護報酬改定の影響についてお答えい

たします。

　今回の３％の介護報酬の引き上げは、介護サービス

の利用者にとっては平均すると３％の自己負担額の増

加となります。また、利用限度額が据え置かれており

ますので、介護サービスを限度額まで利用されている

方には何らかの影響があるものと認識しております。

　次に、事業者への影響については、現在、把握して

おりませんが、国において平成21年10月に介護従事者

処遇状況調査が行われる予定であります。また、今

回、加算の申請を行った事業所は、平成21年４月現在

で596事業所で事業所総数の38.7％となっておりま

す。

　なお、県内の介護老人福祉施設と介護老人保健施設

を対象にアンケート調査を行ったところ、介護報酬改

定を受けて、現在までに38％の施設が介護職員の処遇

改善を行っております。

　続きまして、本県の介護従事者の雇用状況について

お答えいたします。

　介護労働安定センターの平成19年度調査によります

と、沖縄県の介護職員の毎月決まって支給される所定

内賃金は、月額20万7337円であり、介護職員の離職率

は28.9％であります。

　なお、勤続年数については都道府県別に公表されて

おりませんが、全国平均は3.1年であります。

　続きまして、介護療養型医療施設の受け皿について

お答えいたします。

　介護療養型医療施設は、介護報酬を適用し、長期療

養患者であってカテーテルなど常時医学的管理が必要

な要介護者のための医療施設であり、平成21年５月末

現在、22施設719床で、利用率は94％になります。

　なお、入所待機者数については、把握しておりませ

ん。

　介護療養型医療施設については、医療資源の効率的

な活用を推進するため、平成23年度末までには老人保

健施設などへ転換するか医療型療養病床に変更するこ

とになっており、施設そのものがなくなるものではあ

りません。

　沖縄県としては、利用者の状況に応じて適切な介護

サービスが提供されるよう、基盤整備を図る考えであ

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　嘉手納基地の騒音被

害との関連で、航空機騒音による健康被害調査につい

てお答えいたします。

　県は、嘉手納・普天間飛行場周辺住民の健康に及ぼ

す影響を調査研究するため、平成７年度から４年間に

わたり調査を実施し、「航空機騒音による健康への影
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響に関する調査報告書」として取りまとめておりま

す。

　県は、これまで県民の健康を保護し、生活環境の保

全を図るため、嘉手納・普天間飛行場周辺における航

空機騒音の測定を継続して実施し、米軍等に対して、

県民生活に大きな影響を与えないよう航空機騒音軽減

のための要請を行ってきたところであります。

　米軍航空機騒音による健康被害に関する調査につき

ましては、専門家の意見等も参考にしながら考えてい

きたいと思います。

　次に、生活環境保全条例の施行に向けた取り組みに

ついてお答えいたします。

　県生活環境保全条例につきましては、平成20年12月

26日に公布し、現在、10月１日の条例施行に向け、施

行規則の制定及び環境負荷低減のための行動指針の策

定に取り組んでいるところでございます。

　協定につきましては、条例施行後、日米合同委員会

合意を踏まえ、関係部局とも調整の上、関係自治体の

対応や要望にも配意しつつ検討していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、嘉手納基地の

騒音被害についての御質問で、嘉手納高校の防音対策

等についてお答えいたします。

　学校の防音事業については、防衛省所管の防衛施設

周辺防音事業補助金を活用して実施しており、同事業

の補助対象となる期間が５月から11月までとなってお

ります。

　嘉手納高校の現状について状況を確認したところ、

航空機騒音等により授業が中断することもあると聞い

ております。

　このようなことから、補助対象期間外であっても騒

音や室内気温等の学習環境によって授業に支障がある

場合には、空調設備を稼働してもよいのではないかと

考えます。

　今後、学校側とも調整しながら、授業に支障のない

よう対応を検討していきたいと考えております。

　次に、指導カルテについての御質問で、カルテの管

理についてお答えいたします。

　個人情報保護条例によると、保有個人情報は正確か

つ最新の状態に保つよう努めるとともに、情報の漏え

いの防止等適切な管理を行い、保有期間終了後は速や

かに廃棄または消去しなければならないと規定されて

おります。

　学校においては、指導要録等と同様に金庫に保管す

る等、情報の漏えいが起こらないよう厳重に取り扱っ

ていると聞いております。

　次に、カルテの管理者及びカルテの保存期間等につ

いて一括してお答えいたします。

　「指導・支援カルテ」の管理者は、指導要録や出席

簿などと同様、学校長であります。

　保存期間についての定めは特にありませんが、児童

生徒の在学期間である小学校の６年間、中学校の３年

間は保管し、卒業後は速やかに処分することとしてお

ります。

　次に、ケース会議等での取り扱いについてお答えい

たします。

　「指導・支援カルテ」は、基本的には学校内での教

育活動で活用されてきました。例外的に、保護者や民

生委員等の複数がかかわり、教育的支援が必要な児童

生徒に関しては、ケース会議等で共通理解を図るた

め、当カルテを活用しております。

　なお、その際に活用した資料は、個人情報保護条例

に沿って情報漏えい防止を図るため、会議終了後に回

収するなどその取り扱いに特段の注意を払っていると

聞いております。

　次に、教育委員会におけるカルテをめぐる現状と課

題についてお答えいたします。

　生徒理解・支援カルテについては、６月17日の県教

育委員協議会において、事務局からその導入の経緯、

意義や必要性、これまでの運用等について報告し、協

議いたしました。

　同協議会においては、県立高等学校における当カル

テの活用について、生徒指導上の有効性や教育的意義

を評価する意見がある一方で、県個人情報保護条例等

との整合性や保護者への説明責任、周知方法などにつ

いて課題があるとの指摘がありました。その上で、問

題点を整理し、外部有識者を交えた検討委員会を設置

して今後のあり方について検討することが確認されま

した。

　次に、検討委員会の設置等についてお答えいたしま

す。

　県立高等学校における生徒理解・支援カルテにつき

ましては、生徒のよさの伸長、生徒理解の一助として

活用されてまいりましたが、個人情報保護条例との整

合性、保護者への周知方法等に課題があるとの指摘が

あり、現在運用を見合わせているところであります。

　当カルテにつきましては、学校、家庭、地域を含む

社会全体で生徒を育てるとの視点に立ち、もう一度原

点に立ち戻り、検討する必要があると考えておりま
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す。

　県教育委員会としましては、外部有識者を交えた検

討委員会を設置し、生徒理解・支援カルテの意義や必

要性、活用のあり方、条例との整合性等について総合

的に検討していただき、その提言を受けて対応してま

いりたいと考えております。

　次に、沖縄学生会館の再建についてお答えいたしま

す。

　沖縄学生会館は、千葉県周辺の大学等で学ぶ本県出

身の学生に住居を提供し、勉学に専念できる環境を整

えることにより、これまで多くの有為な人材を育成し

てきました。しかしながら、老朽化により入寮生の安

全が確保できなくなったため、やむなく閉寮したとこ

ろであります。

　沖縄学生会館の今後のあり方につきましては、庁内

に設置した「沖縄県県外学生寮検討委員会」において

慎重に検討しているところであり、年内を目途に結論

を出していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　嘉手納基地の騒音被害

についての御質問で、再編交付金の算定についてお答

えをいたします。

　再編交付金は、米軍再編に伴う負担の増加と減少に

ついて、防衛施設の面積の変化、施設整備の内容、航

空機等の数の変化、人員数の変化等の項目ごとに点数

づけをし、加点と減点の合計で市町村ごとの負担の点

数を計算するものとされております。

　国によりますと、嘉手納飛行場については、ＰＡＣ

３の配備及び航空自衛隊の共同使用のプラス分より訓

練移転のマイナス分が大きいため、再編交付金の対象

市町村とはなり得ないとのことであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　それでは、確認です。

　７対１看護体制に向けた先行的実施ということです

が、これは条例改正も伴うはずですので、いつごろの

先行実施で、いつごろの条例改正を目指しているのか

お尋ねをいたします。

　それから、嘉手納基地の騒音被害。

　嘉手納高校、先日、我々伺ってまいりました。Ｆ

22、１日に過去最多、５年間で最多272回の騒音発生

回数を記録した。ああいう状況の中で、１時間の授業

の中で７回も８回も中断があったと。にもかかわら

ず、クーラーの期間ではないということで認められな

い。こういうことをこれまで見逃してきたのかと思う

と、本当に驚きでした。ぜひ早急な対応を、教育長、

先ほどの答弁、ぜひ対応をお願いいたします。

　それから知事、先ほど再編交付金、負担の軽減の実

態があって、マイナスで査定されないということであ

れば、これ当然ですよ。ただ、これは実際には負担軽

減がないわけですね。それどころか、むしろ本当に通

常、例年の３倍ほどの騒音発生回数を記録している状

況がある。これは、――もう時間ですが――実際には

54機あると言われる今の駐機、この状況の中から訓練

移転期間中にはどんなに行っても12機しか行きませ

ん。けれども、残っているその54機、これがまた加

わって同じように通常の訓練をしているというのがウ

オッチャーの目撃の把握です。ぜひ県としてもこの実

態を早急に把握されて、負担軽減の実態がないのであ

れば、徹底的に抗議をするという踏み込んだ対応が必

要だと思いますので、ぜひ知事の姿勢について御答弁

お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時34分休憩

　　　午後４時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　今の仲村未央議員の再質問

にお答えしたいと思うんですが、確かに嘉手納の基地

に係る騒音などなどの被害というのは、先ほども町議

会からのお話を中川県議の導きで伺ったりしまして、

私の方でもおっしゃる感じを実は持っています。どう

もこれは減ってないのではないかという実感がござい

ます。ですから、実態の把握を今やっているところで

すが、もう少しきちっと把握をして、必要な調整を防

衛省とちゃんとやっていきたいと考えております。ま

た、議員のお力添えもよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　それでは、７対１看

護体制の試験実施はいつから始めるのかという再質問

についてお答えします。

　７対１看護体制を本格的に実施するには、定数条例

についての検討や給与体系の見直しなどを検討する必

要があります。これらの議論は経営への影響が大き

く、また、早期に結論を出すことが難しいために、７

対１看護体制実施の影響を具体的に検証するため、遅

くとも22年の４月から――来年の４月からですね――
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できればもっと早く行いたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　仲村未央議員の再質問に

答弁いたします。

　嘉手納高校の現状については、状況を確認したとこ

ろ、やはり航空機騒音等により授業が中断するという

ことも聞いております。

　今後、学校側と調整しながら、授業に支障のないよ

う対応を検討していきたいと考えております。よろし

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明25日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後４時39分散会
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議　　事　　日　　程　第３号

平成21年６月25日（木曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件
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　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 3 号）　　　　　　第 ４ 回
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１　代表質問を行います。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　おはようございます。

　日本共産党を代表して質問を行います。

　医療費の窓口負担が通院・入院とも３割という国は

主要な資本主義国には存在しません。ヨーロッパの多

くは窓口負担が無料です。後期高齢者医療制度のよう

に高齢者を年齢で区分けし、差別医療を強いる制度も

日本だけです。国民健康保険税が払えない世帯から保

険証を取り上げる国もヨーロッパには見当たりませ

ん。障害者自立支援の名で、障害者福祉にまで応益負

担とし、障害が重い人ほど負担が重いという制度をつ

くったのも日本だけです。アメリカの金融危機に始

まった世界の経済危機で、労働者を首切りして路頭に

放り出し、首都の真ん中に派遣村ができたのは日本だ

けです。

　財界やアメリカ言いなりの自民・公明政権が負担は

能力に応じて、給付は平等にという社会保障の原則を

投げ捨て、受益に応じた負担の名で社会保障費を削り

ました。構造改革路線によって貧困と格差が広がり、

国民生活を守る防波堤が壊された日本で経済危機の影

響が最も深刻にあらわれています。

　沖縄県では、過去10年間、自殺者は毎年300人を超

え、その８割が経済、生活問題、病気苦など貧困が原

因です。所得は全国の７割、最低賃金は全国最低の

627円、非正規雇用が15年間で40.7％に倍増し、青年

の２人に１人が非正規雇用、年収200万円に満たない

ワーキングプアが全世帯の36％、失業率も全国平均の

２倍です。失業者の85％は失業手当がありません。

　知事は、県民の苦難を取り除くために暮らしを支え

る緊急対策かつ将来を見据えた社会保障の拡充を図る

べきではありませんか。新基地建設や米軍への思いや

り予算などの軍事費、無駄な大型公共工事を削り、大

企業に応分の負担をさせれば安定した雇用、医療、介

護、年金などの社会保障の財源を消費税の増税なしで

確保することができます。

　それでは質問いたします。

　１、知事の政治姿勢について。

　核兵器廃絶は人類共通の願い、北朝鮮の核実験に厳

しく抗議をするものです。オバマ米大統領の核兵器廃

絶を国家目標とするプラハ演説に対し、日本共産党の

志位委員長が書簡を送り、感謝の返書が届きました。

沖縄県は平成７年に「非核・平和沖縄県宣言」を行っ

ていますが、知事は宣言をどのように生かしていくの

ですか。唯一、悲惨な地上戦を体験した沖縄県の知事

として、「核兵器のない世界を」署名に賛同署名を行

い、来年５月の核不拡散条約ＮＰＴ再検討会議に向け

て、オバマ大統領に核兵器廃絶に賛同するメッセージ

を送ってはどうでしょうか、知事の所見を伺います。

　２、貧困と格差の広がりから県民生活を守るため

に。

　日本には、人間らしい労働のルールがありません。

ヨーロッパでは既に当たり前になっている雇用は正社

員が当たり前、同じ労働には同じ賃金と休暇が保障さ

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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　　　　　　　　　黒　島　師　範　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　幸　喜　銅　子　さん委　　員　　長

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　宮　里　節　子　さん公　益　委　員

人 事 委 員 会　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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れる均等待遇、過労死を生む残業時間の規制、最低賃

金の引き上げで働く貧困層をなくす、雇用失業保険を

拡充して失業しても次の職を安心して探せるようにす

るなどのだれもが人間らしく働ける労働のルールをつ

くることは急務です。そして県の緊急対策も急がれま

す。

　以下、質問します。

　茨、緊急失業・雇用対策について。

　ア、沖縄県独自の緊急失業・雇用対策事業につい

て、雇用再生特別基金事業や緊急雇用創出事業の県と

市町村の雇用人数、失業者の実態に見合うように雇用

を拡充することについて。

　イ、県の臨時職員など非正規職員の時給の引き上げ

と雇用保険加入などの労働条件の改善及び市町村への

指導、過労死を生むような長時間労働をなくすために

必要な職員数を正規職員で確保すること。

　ウ、学校、公営住宅、介護・福祉施設、病院などの

改築や修繕、耐震化対策などの雇用効果の高い福祉生

活密着型公共工事をふやし、地元建設業の仕事確保や

緊急雇用対策として積極的に進めること。

　芋、生活福祉資金貸付制度について。

　生活福祉資金は、３億8000万円のうち１億4000万円

しか貸し付けられておりません。連帯保証人をなくす

など制度を抜本的に改善して福祉資金としての貸付制

度に改善すべきです。

　それではお尋ねします。

　ア、生活費支援、一時的な資金や生活の立て直しな

どに使えるように抜本的な見直しを国に求めること、

イ、連帯保証人の廃止及び無利息にする抜本改善を国

に求めること、ウ、生活福祉資金貸付制度要綱第13を

完全に適用して、修学資金などに家族が連帯借受人に

なれば連帯保証人は要らないようにすること、エ、緊

急小口貸付10万円を県が独自に上乗せして30万円に増

額することについてお尋ねします。

　鰯、後期高齢者医療制度は75歳の年齢で区切って差

別医療を強いるもので廃止する以外ありません。国に

対して制度の廃止を求めるべきです。所得の一番低い

沖縄県で保険料の負担が重く、普通徴収者の約20％が

滞納しています。老人保健法で資格証明書の発行が禁

じられていたように、短期証や資格証明書を発行させ

ないようにすべきです。

　允、母子寡婦福祉資金を失業していても借りられる

ように改善すること、また連帯保証人を廃止すること

についてお尋ねします。

　印、生活保護の拡充について。

　生活保護を受ける必要のある生活水準の人が実際に

保護を受けている割合は、ヨーロッパでは７割から９

割、日本では１割から２割にすぎません。市役所の窓

口で帰す水際作戦をやめさせ、だれもが安心して受け

られる制度にすべきです。

　ではお尋ねします。

　ア、我が党が一貫して取り上げた派遣切りなどの失

業で住居がなくなった人の緊急保護、宿泊施設の確

保、就労支援の現状と拡充について。

　イ、全国10万500世帯の母子加算が４月に全廃され

ました。廃止された老齢加算と母子加算について、そ

れぞれの世帯数と子供の人数、廃止総額及び母子加

算、老齢加算をもとに戻すように国に働きかけるこ

と。

　ウ、保護の申請書の交付を窓口で拒否される実態が

あるが、直ちに改善すべきです。

　エ、通院費の扶助の支給はどうなっていますか。ひ

とり住まい３万800円の住宅扶助費の基準額は実情に

合わなくなっているが、改善について伺います。

 　咽、本県は社会福祉法第２条９項に基づく生計困

窮者のために行う無料・低額診療を行っていますか。

県立病院などで実施することについてお尋ねします。

　員、医療費を中学卒業まで無料にして窓口払いをな

くすことについて。

　因、県立高校・看護学校・県立大学の授業料の引き

下げについて伺います。

　３、国保制度について。

　国民健康保険は、失業者などの無収入や低所得者が

加入する制度です。貧困と格差の広がりで滞納世帯は

453万世帯、沖縄県は４万9528人に上っています。国

保証がなく、重症になっても医者にかかれず手おくれ

で命を落とす事件が後を絶たず、滞納者には保険証の

取り上げ、差し押さえという冷酷な行政がまかり通っ

ています。高過ぎる国保税を引き下げて、安心して医

者にかかれるようにすることが急がれます。

　質問いたします。

　茨、平成20年度の国保会計が赤字になった市町村は

どこですか。赤字の原因は何ですか。

　芋、国保税の負担軽減のために国庫負担の増額を求

めると同時に、市町村の国保に県が補助をすること。

　鰯、改正国民健康保険法では、国保税滞納世帯で

あっても中学生以下の子供に６カ月の短期保険証を一

律に交付することになりました。未交付の実態があり

ます。市町村の対象者への交付の実態と早急に改善す

ることについて。

　允、国保法44条の医療費の減免の数年間の利用状

況、利用されていない原因は何ですか。拡充すること
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について伺います。

　４、介護保険について。

　家族介護の負担は今も重く、１年間に14万人が家族

介護のため仕事をやめています。少ない年金の高齢者

が介護が必要になると利用料が重くのしかかり、生活

を壊される事態が広がっています。介護を苦にした痛

ましい事件も続き、京都地方裁判所の介護殺人を裁く

法廷で裁判官が、裁かれるべきは介護や福祉の制度と

強く指摘したほどです。介護が必要な人を非該当とし

て介護を受けられなくする新認定制度が４月から始

まっています。保険あって介護なしをただして介護保

険法に掲げる高齢者の尊厳の保持の実現を目指した介

護制度に改善すべきです。

　それではお尋ねします。

　茨、介護給付費削減のための新介護認定を白紙に戻

して見直しを行うこと及び認定制度そのものの廃止を

国に求めること、芋、介護保険料の普通徴収が06年度

に過去最低の76.2％になっています。全国で２番目に

高い沖縄県の保険料を減免して、経済的理由で介護を

受けられない人をなくすこと、鰯、介護報酬の大幅な

底上げのため、国庫負担割合の引き上げを国に求め、

介護職員処遇改善事業なども活用して介護従事者が安

心して働けるように介護報酬を引き上げることについ

て伺います。

　５、学童クラブについて。

　茨、国は来年度から71人以上の学童クラブに対して

補助金を廃止しようとしているが、国の施設費や補正

予算における「安心こども基金」の施設整備補助を十

分に活用して分離の必要なすべての学童クラブを分離

すべきです。

　芋、長時間開設加算を国基準に引き上げること、厚

労省の学童クラブ補助事業には施設整備費、運営費補

助があるが、少なくとも国基準並みに引き上げるべき

です。本県が実施している補助事業の具体的な内容に

ついてお尋ねします。

　６、保育行政について。

　厚労省は、保育所をふやすためには認可制には問題

があり、指定事業者制にすべきだと保育制度を改変し

ようとしていますが、保育所がふえない最大の原因

は、国の保育所運営費を半減したのが原因です。今、

求められるのは保育予算の拡充です。

　以下伺います。

　茨、待機児童解消は緊急の課題です。具体的な県の

保育所増設計画について。

　芋、待機児童の保育を実質的に担っている認可外保

育園の保育水準の向上のための県の施策について、補

助を大幅にふやすべきです。

　鰯、厚労省の指定事業者制は、市町村の保育の実施

義務をなくして保育制度の崩壊につながるものです。

県は反対すべきではありませんか。

　７、新型インフルエンザへの対策について。

　新型インフルエンザは、秋から冬にかけた対策が重

要となってきます。米軍関係者への対策など県内感染

に対応する県の取り組みについて伺います。

　８、県立病院の地方独立行政法人化は、県の公的責

任を放棄するものです。県立病院の公的責任を明確に

すべきです。

　９、浦添臨港道路建設のための環境影響評価で、国

の天然記念物オカヤドカリや絶滅危惧種のホソエガサ

の保全が行われていず、準絶滅危惧種のレモンカノコ

ガイは調査されていません。県は、環境影響評価をや

り直して埋立工事を中止すべきではありませんか。

　10、米軍再編問題について。

　茨、米軍再編は沖縄県民の負担軽減を口実にしてい

ますが、爆音被害、演習による山火事、原潜寄港、事

件・事故の増加など負担は激化しています。それでも

知事は負担軽減になっているというのですか。知事の

見解を伺います。

　芋、Ｆ22の再配備に知事は明確に反対すべきです。

　鰯、辺野古沿岸域への新基地建設と環境アセス問題

について。

　ア、5400ページの膨大な環境影響評価準備書、住民

説明会は２時間の３カ所だけ。にもかかわらず、防衛

局の予想の10倍、5317の住民意見書が提出されたのは

新基地建設ありきの環境アセスに反対する県民の明確

な意思表示です。環境影響評価審査会でも準備書の作

成手法や、周辺環境に及ぼす影響は総じて少ないとし

た調査結果に委員の疑問が噴出しています。世論調査

でも辺野古沿岸域への新基地建設に68％が反対、80％

が環境アセスは信用できないとなっています。知事の

所見を伺います。

　イ、政府の09年版環境白書は、サンゴ礁が観光など

で与える恵みを年2500億円と試算し、生物多様性を保

全する重要性を指摘しています。新基地建設は最大の

環境破壊です。サンゴ礁を壊し、絶滅に瀕したジュゴ

ンなどが生息する多様で貴重な生態系の海域を埋め立

てる巨大な新基地の建設はやめるべきではありません

か。

　以上、お尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。
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　西銘議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず知事の政治姿勢という中で、核兵器廃絶につい

ての御質問にお答えいたします。

　 沖縄県は、これまで核廃絶に向けて「非核・平和

沖縄県宣言」を行っております。あらゆる国による核

兵器の実験に対してその都度抗議を行うとともに、マ

スコミを通じて訴えております。

　私は、世界で唯一の原子爆弾の惨禍を受けた被爆国

の国民として、また、悲惨な地上戦を経験した県民と

して、地球上から核兵器がなくなることを願っており

ます。また、オバマ米国大統領の「核兵器のない世

界」に関する演説が、その他の核兵器保有国も参加し

た世界的軍縮の機運を盛り上げることを強く期待いた

しております。

　次に、新型インフルエンザに係る御質問で、県の取

り組みいかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、４月28日に新型インフルエンザの

フェーズ４が宣言されて以降、私を本部長とする対策

本部会議を６回開催いたしました。全庁的な体制で新

型インフルエンザ対策を行い、その内容を県民に公表

し、冷静な対応をお願いいたしてまいりました。ま

た、米軍関係者につきましては、在沖米海軍病院と情

報交換を行い、米軍からの依頼に基づき県衛生環境研

究所で検査を実施するなど感染が拡大しないような対

応をとることとなっています。

　今後は、秋から冬の流行拡大に備えて、重症化しや

すい妊婦や、ぜんそく等の基礎疾患を有する患者に対

する適切な医療の提供及び集団発生の抑制等の予防活

動ができるよう県医師会等の関係機関と調整をしてま

いります。また、米軍関係者に対しましても県内と同

様の対応を行うよう調整してまいる所存でございま

す。

　次に、県立病院に係る御質問の中で、県立病院の公

的責任という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県立病院の地方独立行政法人化は、県の公的責任を

放棄するものでは全くありません。

　病院事業の経営形態につきましては、第１に、医療

提供体制の持続的な確保、第２に、県立病院の医療機

能の水準向上、第３に、病院現場の勤務環境の改善と

いう改革の目的を達成するためには、病院経営が健全

であることが必要であります。そのためにはどのよう

な形態が望ましいのかという観点から検討を行う必要

があると考えております。

　医療は、県民の生命及び健康を守り、生活の安心を

支える重要な機能であります。地域において必要とさ

れる医療提供体制を確保することは県の責務であると

認識いたしております。したがいまして、県立病院の

果たすべき役割であります離島医療、救急医療、小

児・周産期医療など地域において必要とされる医療

は、仮に、病院事業の経営形態が地方独立行政法人に

移行した場合にあっても県が担うべき政策医療として

位置づけ、堅持していきたいと考えているところでご

ざいます。

　次に、米軍再編問題に係る御質問の中で、Ｆ22戦闘

機の再配備についての御質問にお答えいたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

については前回の一時配備から１カ月余りで再度配備

されたことなどから、依然として目に見える形での負

担軽減があらわれているとは言えないと考えておりま

す。　

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわりま

せず、米軍の訓練等により県民に被害や不安を与える

ことがあってはならない。あらゆる策を講じ、騒音を

初めとしました周辺住民の負担軽減が図られるよう、

米軍及び日米両政府に対し強く要請したところでござ

います。

　米軍再編問題につきまして、その中で普天間代替施

設建設に関する県民世論調査結果の所見いかんという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、騒音な

ど住民生活に深刻な影響を与えております。同飛行場

の危険性の除去及び早期返還は、県民の強い願いであ

ると考えております。

　県といたしましては、その願いを早期に実現するた

めには、名護市のキャンプ・シュワブへ移設すること

が現実的な選択肢であると考えており、県民の理解は

得られるものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　おはようございま

す。

　貧困と格差の広がりから県民生活を守るために、基

金事業における雇用人数と今後の取り組みについての

御質問にお答えいたします。

　平成21年度から平成23年度までの３年間で雇用再生

特別事業基金で延べ2000名、緊急雇用創出事業臨時特

例基金で延べ5000名、合計約7000名の雇用を見込んで

おり、その内訳は県の実施事業で4200名、市町村実施
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事業で約2800名となっております。

　なお、雇用再生特別事業基金は、地域における継続

的な雇用機会の創出が趣旨であることから、おおむね

３年間均等に執行し、本年度はおよそ700名の雇用を

目指しております。

　また、緊急雇用創出事業臨時特例基金は、早期に沖

縄県の厳しい雇用情勢の改善を図るため、今年度に県

配分額の半分を活用することとしており、およそ2500

名の雇用を目指しております。

　事業の執行に当たっては、今後も、庁内の雇用対策

チーム会議等を通して、各部局に対し事業の早期執行

を確認していくとともに、市町村についても個別に基

金概要の説明や意見交換を行う場を設け、事業の創出

を促進し、雇用の拡充に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　貧困と格差の広がりから

県民生活を守るためにの質問のうち、県の非正規職員

の労働条件の改善及び正規職員の確保についての趣旨

の御質問につきましてお答えします。

　県の非正規職員の時給につきましては、正規職員と

の権衡等を考慮して適正に定めており、雇用保険につ

いても適正に加入しております。

　正規職員につきましては、行政みずからが担うべき

役割を重点化するなど事務事業を見直し、定員の適正

化に努めるとともに、毎年度各職場の勤務環境にも配

慮して必要な職員数の確保を図っているところであり

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　貧困と格差の広がりから

県民生活を守るためにの御質問の中の、市町村におけ

る非正規職員の労働条件の改善についてお答えいたし

ます。

　市町村における非正規職員の給与については、各団

体の条例等により、常勤職員との権衡を考慮して決定

されることから、業務の対価として適切な給与が支払

われているものと考えております。また、雇用保険加

入等の労働条件につきましても、法令等に沿って適正

に処理されているものと認識しております。

　県としましては、今後とも法令等に沿って市町村の

非正規職員の適正な任用及び労務管理を行うよう助言

してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは貧困と格差の広

がりから県民生活を守るためにの御質問で、学校の改

築等による雇用対策についてお答えいたします。

　県教育委員会では、安全で快適な学習環境を整備す

るため、当初予算や国の経済危機対策等の補正予算を

活用し、老朽化した校舎や屋内運動場等を改築により

耐震化を図っているところであります。また、教育

ニーズに対応した校舎等の改装・改修を行うととも

に、建物の長寿命化を図るための外壁補修や屋根防水

補修も行っており、雇用対策にも寄与しているものと

考えております。

　なお、工事発注においては、地元業者への優先発注

やより多くの業者へ発注するため分離・分割発注に努

めているところであります。

　次に、県立高校の授業料の引き下げについてお答え

いたします。

　高等学校授業料は、学校施設の使用料として、受益

と負担の公平性を確保しつつ、教育環境の維持確保を

図るために必要な財源であります。授業料の額につい

ては、地方財政計画に準じて定められており、各県と

もほぼ同額であります。

　県教育委員会としましては、経済的理由により授業

料の納付が著しく困難な生徒に対しては、授業料の減

免措置を行うことにより、適切に対応していきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　おはようございま

す。

　貧困と格差の広がりから県民生活を守るためにの御

質問の、公営住宅の改築等工事についてにお答えいた

します。

　沖縄県では、老朽化した県営住宅の建てかえや既存

団地の維持修繕等を計画的に推進するとともに、市町

村営住宅についても、「沖縄県地域住宅計画」に基づ

き建てかえ工事等を促進することにより、住宅・建築

物の安全・安心の確保に努めているところでありま

す。

　これらの事業の執行に当たっては、地元業者への優

先発注と分離・分割発注による受注機会の拡大に取り

組んでいるところであります。

　次に、浦添臨港道路の環境影響評価についてお答え

いたします。
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　臨港道路浦添線の埋め立ては、事業主体である浦添

市土地開発公社が可能な限り動植物の生息・生育環境

への影響を低減する環境保全措置を行っているとのこ

とであります。

　オカヤドカリの保全については、埋立高を低くし既

存の植生を可能な限り残すことや、オカヤドカリが海

域へ移動できるような排水構造を検討する。ホソエガ

サについては、生息域に土砂の堆積等の影響がないよ

う、工事中は濁度計による監視を実施する。レモンカ

ノコガイについては、環境影響調査の事後調査により

生息が確認されたことから、生息状況等の調査を行

い、良好な生息環境の保全を検討していくと聞いてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　貧困と格差の広が

りから県民生活を守るためにの御質問の中の、介護・

福祉施設の改築等による雇用対策についてお答えいた

します。

　沖縄県では、現在、介護・福祉施設について、県単

独事業のほか、国庫補助や交付金などを活用したさま

ざまな施設整備事業を実施しているところでありま

す。平成21年度は、新たに国の補正予算に係る社会福

祉施設等耐震化等臨時特例交付金及び介護基盤緊急整

備等臨時特例交付金を活用した耐震化等の施設整備を

予定しております。

　沖縄県としましては、今後とも地域及び関係機関等

のニーズを踏まえ、国や市町村と連携を図りながら、

介護・福祉施設整備の実施に努めてまいります。これ

らの整備を進めることにより、地元建設業の仕事の確

保や緊急の雇用対策に寄与していくものと期待してい

るところであります。

　続きまして、生活福祉資金貸付制度の見直しについ

て、及び連帯保証人の廃止と利息の改善について、並

びに修学資金などの連帯保証人について、関連いたし

ますので一括してお答えいたします。

　現在、国においてセーフティネット施策の一つであ

る生活福祉資金貸付事業がさらに活用しやすく、低所

得者等に対して効果的な支援を実施できるよう抜本的

な見直しを行っているところであります。

　具体的には、失業や減収等により生活に困窮してい

る者について、就労支援や家計指導等といった継続的

な相談支援とあわせて、生活費及び一時的な資金の貸

し付けを行うことにより、生活の立て直しを支援する

ための新たな資金が創設される予定であります。

　生活福祉資金の貸付要件の緩和については、平成21

年３月31日付厚生労働事務次官通知により要綱の一部

が改正され、「連帯借受人がいるときは、原則として

連帯保証人を必要としない」ことが明示され、修学資

金、技能習得費及び支度金の貸し付けにおいては連帯

保証人は原則不要となっております。また、貸付利息

についても今回の制度見直しにより、利息の軽減措置

が検討されているところであります。　

　沖縄県としましても、この新たな見直しに対応し、

沖縄県社会福祉協議会と連携して当貸付制度がより借

りやすい制度となるよう運用していきたいと考えてお

ります。

　続きまして、緊急小口資金を県が増額することにつ

いてお答えいたします。

　県としましては、緊急小口資金貸付を増額すること

は検討しておりませんが、現在、国において公的給付

等の支援を受けるまでの間、当面の生活に要する費用

を貸し付ける「臨時特例つなぎ資金貸付事業」の創設

が予定されているところであります。

　当該資金を活用することにより、生活福祉資金貸付

制度がさらに利用しやすくなるとともに、これまで以

上に利用者の生活の安心の確保が図られるものと考え

ております。

　続きまして、後期高齢者医療制度の廃止を国に求め

ることについてお答えいたします。

　後期高齢者医療制度いわゆる長寿医療制度について

は、高齢者の医療給付に必要な財源の安定的な確保の

ため、すべての医療保険者が支援することとして、長

年の議論のもとに創設されたものであります。

　同制度については、国民の方々や都道府県等の意見

を踏まえ、徴収方法や保険料の軽減措置など、手厚い

改善が図られてきております。

　長寿医療制度は、皆保険制度を堅持し、高齢者に対

し適切な医療を提供していくため、重要な制度である

と認識しております。

　続きまして、長寿医療制度における短期証や資格証

の発行について。

　長寿医療制度における短期保険証の発行は、市町村

窓口での納付相談をふやすことを目的としておりま

す。

　県としましては、今後とも、市町村に対し、資格証

明書の発行に至らないよう、被保険者それぞれの状況

に応じたきめ細やかな納付相談を行うよう助言してま

いります。

　続きまして、母子寡婦福祉資金の貸付条件の緩和に

ついてお答えします。
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　国の「経済危機対策」を受けて、平成21年６月５日

に施行された母子及び寡婦福祉法施行令の一部改正に

より、当該資金については貸付利率の引き下げや一部

を除き、連帯保証人を立てないことができるなどの条

件緩和がなされたところであります。

　県としましては、これを踏まえて貸付審査基準等の

見直しを行うこととしております。

　なお、当該貸し付けは、償還金等をもって運営され

ている制度であることから、貸し付けに当たっては償

還計画を審査の上、貸し付けることとしております。

　続きまして、住居がなくなった人の緊急保護等につ

いてお答えします。

　ホームレス等を支援する３団体から聞き取りをした

ところ、当該団体が平成20年度にホームレス等へ宿泊

施設を提供した人数は約75名、宿泊施設のあっせんを

行った人数は２名、就労指導を行った人数は23名と

なっております。

　国においては、平成21年度補正予算で「経済危機対

策」として、旅館・社員寮や簡易宿泊所等既存建築物

を借り上げて、解雇や派遣労働者の雇いどめ等により

住居を失った人へ宿泊所を提供する「緊急一時宿泊事

業」を実施することとしており、沖縄県も関係市町村

と連携し、同事業を推進してまいりたいと考えており

ます。

　続きまして、老齢加算及び母子加算の廃止及び国に

働きかけることについてお答えいたします。

　沖縄県の生活保護世帯のうち、平成21年３月末現在

の母子加算の受給世帯は881世帯、子供の人数は1692

人となっており、母子加算の廃止総額は約602万7000

円となっております。

　なお、平成18年度に廃止された老齢加算について

は、現在、福祉事務所等にデータが残っていないため

お答えできません。

　生活保護基準額は、生活保護法第８条の規定によ

り、厚生労働大臣が定めるものであり、県として国に

要望するかについては他県の動向を見ながら検討して

いきたいと考えております。

　申請書の交付を拒否される実態を改善すべきことに

ついてにお答えします。

　平成20年度の福祉事務所等での生活保護相談件数は

8691件、うち生活保護申請書を交付した件数は3630

件、さらにそのうち申請書を受理した件数は3484件と

なっております。

　福祉事務所等に生活保護相談のために来所された方

の中には、他の施策を活用することによって、保護の

適用に至らない方も多いことから、まず窓口において

相談者の相談内容に応じて適切な助言指導を行ってお

ります。

　相談を受ける場合、生活保護の制度の趣旨を説明

し、生活保護の申請の意思がある方に対しては、申請

書を交付することとなっています。

　福祉事務所等の窓口における対応につきましては、

生活保護の申請権を侵害することのないよう文書で改

めて注意喚起するとともに、面接相談員研修や生活保

護指導監査等を通して助言指導しているところであり

ます。

　今後、なお一層懇切丁寧な対応をするよう指導して

まいります。

　続きまして、通院費の支給及び住宅扶助の改善につ

いてお答えいたします。

　平成20年度の通院移送費は157世帯に支給され、支

給総額は約630万9000円となっております。

　通院移送費については、平成20年６月10日付厚生労

働省社会・援護局保護課長通知でその取り扱いが示さ

れたところであり、県としては、この通知を踏まえて

福祉事務所等において適切な審査の上で給付決定を行

い、受給者の個別事情にも配慮しながら、必要な医療

が受けられるよう必要な通院移送費を支給すべきであ

ると考えております。

　住宅扶助については、住宅扶助の限度額内での賃貸

住宅、間借り等の有無は地域によって異なることか

ら、福祉事務所等は管内の住宅事情を慎重に調査の

上、特別基準の適用を検討していくものと考えており

ます。

　続きまして、無料低額診療事業の実施についてお答

えいたします。

　無料低額診療事業は、生活困窮者に対する診療の提

供の確保を図るという観点から診療費の減免を認める

という制度で、減免した診療費については実施事業者

が負担することとなります。

　社会福祉法人等が同事業を実施する場合は税制上の

減免措置がございますが、県立病院において同事業を

実施するメリットは少ないものと考えます。また、現

在、沖縄県において無料低額診療事業を行っている事

業者はございません。

　続きまして、乳幼児医療費助成事業の拡充について

お答えをいたします。

　乳幼児医療費助成事業は、子育て支援の観点からも

必要な事業であると認識しておりますが、対象年齢の

拡大及び現物給付方式の導入には大きな財政負担を伴

うことから、現状では制度拡充は難しいと考えており

ます。
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　続きまして、看護学校等の授業料の引き下げについ

てお答えをいたします。

　沖縄県立看護大学の授業料は、他県の公立大学と同

様に国立大学等の授業料標準額と同額となっておりま

す。また、沖縄県立浦添看護学校の授業料は、他県の

状況や県内の民間看護師養成所の状況等を踏まえて設

定しておりますが、民間の看護師養成所より低くなっ

ております。

　県としましては、経済的に授業料の納付が困難な学

生について、授業料の減免や修学資金の貸与により修

学を支援しております。

　続きまして、国保制度の質問の中の、国保会計の赤

字市町村及び要因についてお答えいたします。

　平成20年度の市町村国保の決算は、市町村からの報

告によりますと、20市町村で赤字となっております。

　赤字の要因につきましては、生活習慣病等による入

院費用の増等医療費の増加に保険料等の十分な確保が

できていないことなどが考えられます。

　今後、市町村からの報告等により把握に努めてまい

ります。

　続きまして、国保税への国庫負担の増額及び県が補

助をすることについてお答えいたします。

　国民健康保険制度は、制度に基づく国・県等の公費

負担及び保険料等により保険者である市町村の責任に

より運営されるものであります。

　県では、市町村国保財政を支援するため、平成21年

度当初予算において133億8139万8000円を計上してお

ります。このうち、低所得者に対する保険料軽減措置

等に対し48億5423万7000円を計上し、負担の軽減を図

ることとしております。

　なお、国に対しては、全国知事会で国民健康保険制

度の充実強化を要望しているところであります。

　続きまして、中学生以下の子供への６カ月の短期被

保険者証の未交付の実態及びその改善についてお答え

いたします。

　国民健康保険法の改正により、ことし４月１日から

資格証交付世帯の中学生以下の子供については、６カ

月の短期被保険者証を交付することとなりました。県

内市町村においては、該当する世帯の中学生以下の子

供への未交付はないとの報告を受けております。

　なお、短期被保険者証交付世帯における中学生以下

の子供については、同一の世帯に属するすべての被保

険者について同一の有効期間を定めることとなってい

ることから、市町村の運用として６カ月に満たない短

期被保険者証の交付がなされている実態があります。

　続きまして、医療費の減免の利用状況と利用されて

いない要因及び拡充についてお答えします。

　国民健康保険法第44条に基づく医療費の一部負担金

の減免実績は、平成16年度は14件、100万4302円、平

成17年度は16件、94万271円、平成18年度は４件、18

万6000円、平成19年度は15件、139万6701円となって

おります。

　実績の低い状況については、特別の理由により支払

いが困難であると認められることが要件となっている

点及び一部負担金を保険者である市町村が負担した際

の財源補てんがないことによる国保財政への懸念等が

考えられます。

　一部負担金の減免につきましては、生活者保護の観

点等も含め、保険者である市町村が判断することと考

えます。

　続きまして、介護保険についての御質問の中で、新

要介護認定についてお答えいたします。

　要介護認定については、ことしの４月から新しい方

法により認定を実施しており、現段階で廃止といった

大きな方針の変更を行うことは、要介護認定の実施自

体に相当程度のおくれを生じさせてしまうこととな

り、かえって利用者に御迷惑をおかけし現場に混乱を

引き起こすこととなると考えます。

　厚生労働省では、４月以降の要介護認定の実施状況

を把握し結果を検証した上で、必要に応じて迅速に見

直しを行うこととしていることから、その検証を見

守っていきたいと考えております。

　介護保険料の減免についてお答えします。

　低所得者等に対する介護保険料の減免については、

第１号保険料を財源に市町村が独自に取り組んでお

り、14保険者のうち８保険者が実施しております。

　平成19年度の減免額は726万7163円、対象者が433人

となっております。また、利用料については１割負担

が原則ですが、低所得者等に対する利用者負担につい

ては、社会福祉法人等による減免や離島地域における

利用者負担額軽減などさまざまな軽減策が用意されて

おります。

　県としては、これらの軽減策が市町村や社会福祉法

人において円滑に実施されるよう支援してまいりま

す。

　続きまして、介護報酬の引き上げについてお答えし

ます。

　県としては、介護現場の人材の安定的確保のために

は介護報酬等の適切な水準の確保等に関する施策の充

実強化が図られることが必要と考えております。ま

た、今後、高齢化の進展や現在の保険料を踏まえる

と、介護報酬等を適切な水準に設定するだけでなく、
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これにより高齢者が負担する介護保険料等の引き上げ

にならないよう、国において十分な財源措置を講じる

ことも含めて要望していく考えであります。

　続きまして、学童クラブについての御質問の中の、

71人以上の学童クラブの分離についてお答えいたしま

す。

　国は、71人以上の大規模放課後児童クラブを適正な

人数規模へ移行させるため、平成23年度から補助を廃

止することとしております。このため、県としても大

規模放課後児童クラブを70人以下へ移行させるため

に、県教育委員会及び市町村と連携し分割促進を図る

必要があると認識しております。

　平成21年度において３市から８カ所の分割の申請が

あり、対応することとしております。

　続きまして、長時間開設加算等の引き上げ及び県が

実施している補助事業についてお答えします。

　平成21年度の放課後児童クラブの予算額について

は、厳しい財政状況の中で障害児受入推進事業費を国

基準並みに引き上げました。しかしながら、長時間開

設加算及び運営費補助につきましては、平成20年度と

同様となっております。

　放課後児童クラブに係る平成21年度予算額は、運営

費 補助が３億6944万5000円、環境整 備費805万8000

円、障害児を受け入れるための指導員の配置に7199万

8000円、指導員の健康診断に要する経費135万8000

円、児童クラブ職員等研修に係る委託料が47万5000円

となっております。

　なお、放課後児童クラブの箇所数は前年度より10カ

所ふえる予定で、23市町村で189カ所となっておりま

す。

　続きまして、保育行政についての質問の中で、待機

児童解消のための保育所増設計画についてお答えいた

します。

　待機児童解消を目的として、平成20年度に「保育所

入所待機児童対策特別事業基金」及び「安心こども基

金」が設立されております。これらの基金を活用して

市町村が実施する保育所の整備等へ助成することとし

ております。

　「保育所入所待機児童対策特別事業基金」では、平

成21年度に４施設270人、平成22年度５施設345人、平

成23年度４施設270人で、全体で13施設の認可化によ

り885人の定員増を図る予定としております。

　また、「安心こども基金」では、平成21年度は創設

１カ所、分園１カ所、増改築12カ所、平成22年度は創

設１カ所、分園３カ所、増改築８カ所、全体で26施設

の整備により865人の定員増を図る予定としておりま

す。

　県におきましては、各市町村に対し、これら基金を

活用した保育所の創設等を働きかけ、待機児童の解消

に努めてまいります。

　続きまして、認可外保育施設への補助拡充について

お答えいたします。

　認可外保育施設入所児童の処遇向上につきまして

は、平成12年度から「新すこやか保育事業」を実施

し、児童の健康診断費、調理員の検便費、児童の牛乳

代及び米代に対して助成しているところであり、これ

まで段階的に助成の拡充を図ってまいりました。

　このうち、牛乳代の助成につきましては、平成19年

度から月10日分を20日分に拡充しております。また、

平成20年度から新たに児童１人当たり１日11円の米代

を助成しており、平成21年度も引き続き助成すること

としておりますが、現下の厳しい財政状況では給食費

の増額は困難であると考えております。

　続きまして、指定事業者制についての質問にお答え

いたします。

　国においては、現在、社会保障審議会少子化対策特

別部会において「新たな保育の仕組み」に係る議論が

なされております。その中で、参入の仕組みとして、

市町村が保育の費用の支払い義務を負う対象となる保

育所は、最低基準による指定制を基本としつつ検討す

ることとなっており、その動向を注視してまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　貧困と格差の広がり

から県民生活を守るためにの御質問の中の、県立病院

の改築工事等についてにお答えします。

　県立病院の改築工事等については、平成21年度に八

重山病院耐震改修工事を、また、平成22年度末には宮

古病院の改築工事に着手する予定で準備等を進めてい

るところであります。

　これらの施設整備を実施することにより、地域の活

性化に寄与するものと期待しております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　貧困と格差の広がり

から県民生活を守るためにとの関連で、県立芸術大学

の授業料の引き下げについてお答えいたします。

　県立芸術大学の授業料は、大学の管理運営経費や教

育研究費に充てるため、受益者負担の観点から徴収し
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ております。

　授業料の額につきましては、国立大学等の授業料標

準額と同額で、他県の公立大学もほぼ同額となってお

ります。

　また、経済的な理由によって授業料の納付が困難な

学生については、減免制度の活用等により適切に対応

していきたいと考えております。

　次に、米軍再編問題についての御質問との関連で、

県民の80％が環境アセスは信用できないとのことにつ

いての御質問にお答えいたします。

　平成21年４月１日に県へ送付されてきた準備書にお

いては、事業者である沖縄防衛局が実施した調査結果

の概要や、予測・評価の結果、環境保全措置の内容等

が示されております。

　県としましては、事業者が実施した環境影響評価の

結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分に審

査する考えであります。そのため、準備書について知

事意見を述べるに当たっては、名護市長及び宜野座村

長の意見を勘案し住民等意見に配意するとともに、環

境影響評価審査会からの答申を踏まえ、環境の保全の

見地から意見を述べてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　米軍再編問題について

の御質問で、米軍再編による負担軽減についてお答え

いたします。

　米軍再編については、日本全体の抑止力の維持と沖

縄を含む地元の基地負担の軽減を目的に協議が進めら

れてきたところであり、全体として兵力や訓練の移

転、施設の返還・整理・統合が盛り込まれるなど、米

軍基地の整理縮小に向けた具体的な方策が示されてお

ります。これが実現されれば、基本的には基地負担の

軽減が図られるものと理解しております。

　県としましては、国際社会における安全保障、地主

や駐留軍従業員の生活、跡地利用計画などを総合的に

勘案して、米軍基地のさらなる整理縮小を求め、県民

の過重な基地負担の軽減に取り組んでまいります。

　同じく普天間飛行場代替施設建設と環境保全につい

てお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、現在の普天間飛行

場の危険性の除去であり、一日も早い危険性除去のた

めにはキャンプ・シュワブに移設することが現実的な

選択肢であると考えております。

　今後、環境影響評価手続が進められていく中で、専

門家で構成される環境影響評価審査会等の意見を踏ま

え、生活環境や自然環境に十分配慮する観点から知事

意見を述べることとなっており、これらの手続を経る

ことにより環境保全の視点が可能な限り取り入れられ

たものになると考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　お答えいただきましたが、再質問

を行います。

　まず、核兵器廃絶の問題です。

　知事も地球上から核兵器がなくなることを願ってい

ると言われました。私、先日、「核兵器のない世界

を」という世界署名、これをお届けしましたけれど

も、（資料を掲示）　知事のおっしゃったことと同じ

内容です。ですから署名をぜひやっていただきたい。

答弁をいただきます。

　爆音問題です。

　県民が犠牲者を追悼して非戦を誓った慰霊の日に、

嘉手納基地での騒音が過去最多267回に上ったと言わ

れています。知事は抗議すべきではありませんか。

　生活保護について伺います。

　病気の母子世帯の方、去年から病気になって３回生

活保護を申請したいと言ったけれども、仕事を探して

から来なさい、こう言って帰されています。また、北

部の方では自営業を行っていた夫婦が、もう生活が成

り立たない、子供の給食費も払えない、生活保護の申

請に行きました。でも、仕事を変わってから生活保護

の申請に来なさい、このように帰されています。

　役所の窓口で帰される水際作戦というものが県内で

も多い。これは相談件数8000件を超えているけれど

も、実際に先ほどの答弁でも、受理をした件数が半分

にも満たない。これが実態です。

　申請用紙、生活保護、まず申請の意思があれば用紙

を渡さなければなりません。申請用紙というのはどの

ようなものでしょうか、お尋ねします。

　次は、介護保険です。

　与那国町は、一番介護の保険料が高いところです。

でも、介護を受けるためには介護の認定を受けます。

認定を受けているが利用率が一番低いのが与那国町で

す。これは本当に保険あって介護なしという、全くそ

の制度の不備を指摘しているものではありませんか。

知事に所見を伺います。

　生活福祉資金ですけれども、国が制度を変えていく

ということですが、まずことし４月に県は、修学資金

について連帯借受人でいいということにしました。こ

れは、連帯借受人で受け付けをするという具体的な資
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金の内容について伺います。そして、新たな制度が変

えられたらいつから沖縄県はこの変わった生活福祉資

金、連帯保証人がいなければそれでもできるというも

のをいつから実施するのか。

　国保について。

　滞納世帯は１カ月の短期証で、３カ月の短期証で

やっていると言われました。でも、この法の改正は、

中学生以下は６カ月短期証ということを明記している

わけですよ。ですから６カ月の短期証、これを出して

いないのではないか、これについてお尋ねします。お

答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時９分休憩

　　　午前11時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　西銘議員の再質問が６つば

かりございますが、初めの２つにつき私の方で答弁さ

せていただきます。

　まず、核兵器廃絶について署名をやったらどうかと

いうことでございますが、核廃絶につきましては国民

総意の願いであります。核廃絶に向けて国民的運動が

盛り上がっていくことは大変重要なことであると考え

ております。

　なお、議員おっしゃった署名につきましては、これ

は中身をよくチェックさせていただきたいと考えてお

ります。

　それから２番目の、慰霊の日にもかかわらず嘉手納

で騒音がひどかったという御趣旨の点で抗議すべきで

はないかというお話ですが、状況をちょっと把握した

いと思っております。新聞報道で我々も無論知ってお

りますが、きちっと状況を把握させてください。無論

これは県民生活にひどく大きな影響を与えますし、慰

霊の日という我々が何年にもわたってやってきた重要

な日にもかかわらずこういうことがあったとすれば強

く抗議したいと考えておりますが、ちょっと状況を把

握させていただきたいと思います。

　その他の再質問につきましては、ちょっと実務的に

チェックの必要がありますので、もうしばらくお待ち

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時16分休憩

　　　午前11時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　西銘議員の再質問

にお答えいたします。

　生活保護に関してですけれども、窓口の相談に対し

て申請が少ないという御意見と、それから生活保護の

申請の用紙とはどういうものかということで、手続等

の問題かというふうに理解しております。

　生活保護の申請につきましては、福祉事務所におき

まして申請書の様式としては、申請書とそれから同意

書、資産申告書、収入申告書等を添付して受け付けを

受理しております。

　なお、書類に不備があっても、それは一応受理し

て、後ほど整えるというふうな状態に、手続として

とっております。

　先ほども申し上げましたが、福祉事務所に相談にい

らっしゃる方には、やはり他法活用、それから制度の

趣旨等を説明した上で、その適用に至らない方もある

というふうに理解しております。

　福祉事務所に対しましては、生活保護の申請権を侵

害することのないように、これまで注意しております

が、今後とも親切丁寧な対応をするよう指導してまい

りたいと考えております。

　続きまして、与那国町において保険料が最も高いが

利用率が低いという実態についての御質問にお答えし

ます。

　与那国町においては、島内に特別養護老人ホームが

あるため、介護保険料が高いという状況になっており

ます。

　なお、介護保険の利用率が低いことにつきまして

は、デイサービス等の介護事業所が少ないためである

というふうに理解しております。

　続きまして、生活福祉資金の新たな制度の実施につ

いてお答えいたします。

　新たな制度の見通し、施行につきましては、本年10

月を目途として準備を進めているところでございま

す。

　続きまして、国保制度において中学生以下の子供へ

の６カ月の短期保険証の交付がなされてない実態があ

るのではないかという質問でございますが、先ほども

お答えいたしましたが、国民健康保険法の改正により

まして、中学生以下の子供については、資格証交付世

帯の中学生以下の子供について６カ月の被保険者証を

交付することになっております。ですから、短期証の

交付世帯につきましては、その世帯単位でこの期間と

いうのが定められておりますので、６カ月に満たない

保険証交付、短期証を交付している世帯もあるという



－ 79 －

実態を申し上げたところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　爆音問題です。

　嘉手納は状況を調査してからと言われましたけれど

も、新聞であれだけ報道されました。そして、直接嘉

手納の方、測定をしているところに聞けばすぐわかる

ことです。抗議をするといっても、数日後にやって本

当に抗議の意味があるんでしょうか。この慰霊の日、

去年は49回しか騒音はなかったと。ましてや267回、

これはもう異常じゃありませんか。すぐに抗議をすべ

きであります。

　あと生活保護についてですけれども、生活保護、申

請の意思があれば生活保護を申請しますと、口頭でも

それは受け付けなければならない。これは当然のこと

ですよね。そして、４種類の申請書があればと言いま

したけれども、私はほかの事務所で出している４つの

生活保護申請書以外に誓約書が３つぐらいあります。

模合はやってはいけないとか、あと扶養関係図という

のがあって、姻族、血族、相当な何親等までですか

ね、あるんですよ。こういう書類が準備できなければ

生活保護を申請できないんじゃないか。一般的には用

紙をもらっても出せないという状況もあります。申請

の意思にきちんとこたえるように、皆さん、福祉事務

所をきちんと指導すべきだと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時24分休憩

　　　午前11時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　西銘議員の再々質問にお答

えいたしたいと思います。

　平成８年３月の日米合同委員会の合意事項に、確か

に慰霊の日のような特別な日である場合については、

訓練飛行を最小限にするよう配慮するという旨の合意

がございます。

　議員おっしゃったように、確かに今度の23日は余り

にも多かったというのは私どもも認識いたしておりま

して、なるべく早く強く抗議をしたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　生活保護の申請に

関しての再々質問にお答えいたします。

　生活保護の申請につきましては、福祉事務所等の窓

口の対応において、生活保護の申請権を侵害すること

のないよう、改めて注意喚起したところでございま

す。

　今後とも、なお一層懇切丁寧な対応をするよう、福

祉事務所等に指導してまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　おはようございます。

　公明党・県民会議を代表して、質問をさせていただ

きます。

　極力重複した質問については割愛をしながら進めて

まいりたいと思いますので、よろしくお願いをいたし

ます。

　政府は、平成20年度１次補正、２次補正、21年度当

初予算、21年度１次補正と、世界的経済危機を克服す

べく連続的な総合経済対策を実施してまいりました。

事業規模でトータル130兆円を超える空前の経済対策

であります。

　生活者支援、雇用対策、教育・福祉、環境対策、中

小企業支援、農林漁業支援、地方活性化等々大胆な経

済対策を切れ目なく展開してきました。野党やマスコ

ミの集中批判を浴びた定額給付金もいざ実施してみる

と、全国各地で発行されたプレミア商品券が短期間の

うちに売り切れるなど、多くの国民の皆さんに歓迎さ

れ、生活支援、消費刺激に大いに貢献しております。

エコポイント制度も大きな反響を呼んでおります。

　マスコミは、各種景気動向調査結果を報道しており

ます。

　朝日新聞は、「街角景気、雲間に光がさしてきた」

との見出し。日経新聞は、景気判断の「悪化」という

表現を削除し、「事実上の底打ち宣言」。政府の切れ

目のない、連続的な経済対策の効果がじわりあらわれ

てきたと言ってもいいでしょう。

　この間国政において、民主党を初めとする野党の皆

さんは、この100年に一度とも言われる経済危機に何

の努力をすることもなく、ばらまきというワンフレー

ズのイメージ戦略だけを繰り返し、与党批判に終始し

たのであります。

　今、問われるべきは、未曾有の景気・経済危機に政

党・政治家はどう動いたか、これこそが最も大事なこ

とであります。ただし、まだまだ続いている低調な消

費活動や沖縄の主要産業である観光業が景気低迷のあ

おりを受けて厳しい状況にあることも認識しなければ

なりません。
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　したがって、県においては、総合経済対策の各種基

金や臨時交付金などを効果的に執行し、最大限の知恵

を絞って仕事に当たっていただくよう要望し、質問に

入ってまいります。

　１、知事の政治姿勢。

　茨、政府の総合経済対策について。

　ア、平成20年度１次補正から新年度の１次補正に至

る事業規模130兆円に及ぶ総合経済対策に対する知事

の認識と評価を伺います。

　イ、今回の372億円の県１次補正予算の経済波及効

果、雇用効果はどのように見込んでおりますか。

　芋、知事公約「国際アジア音楽祭」について。

　仲井眞知事の公約でもある「国際アジア音楽祭」が

来年３月いよいよ開催されることになりました。知事

の公約には、「沖縄民謡やインディーズミュージック

の新しい音楽を含め、沖縄の音楽が人々に感動を与え

る芸能文化産業として育ち、沖縄の知的財産として世

界へはばたけるよう支援します。」、「若いミュージ

シャンを発掘・育成して音楽産業を振興し、街の活性

化に寄与する「ミュージックタウン」づくりを支援し

ます。」とあります。

　今回のイベントは、知事公約を実現するような企

画・内容にしなければなりません。

　そこで伺います。

　ア、イベントの理念、目的をどのように位置づけて

おりますか。また、「国際アジア平和音楽祭」とし

て、タイトルに「平和」を入れてはどうかと提案しま

したが、どのように検討されたでしょうか。

　イ、今回のイベントによる誘客目標、経済効果、雇

用効果をどのように見込んでおりますか。

　ウ、音楽産業育成に向けた視点はどうか。

　エ、今後、継続的に展開していくべきだと思います

が、知事の決意を伺います。

　鰯、21世紀ビジョンと基地返還跡地利用計画につい

て。

　普天間飛行場等、返還予定の基地跡地の利用計画に

ついて、新都心やハンビー跡地等とは違う大胆な発想

での構想、計画が求められておりますが、進瀧状況や

今後の議論の展開について御説明をお願いします。

　允は取り下げます。

　印、那覇空港の滑走路増設について。

　ア、那覇空港滑走路増設に向けて進瀧状況はどう

か。

　イ、嘉手納飛行場の進入経路との関係で沖合1310

メートル案での同時離発着、いわゆるオープンパラレ

ル方式が運用できないとの話がありますが県の対応を

伺います。

　咽、ＡＮＡが進める那覇空港物流拠点整備構想につ

いて、沖縄振興特別措置法や租税特別措置法等によっ

て、国内旅客便に適用されている軽減措置を貨物便や

国際線にも広げるため税制改正を国に求めたようです

が、国の反応、見通しについて伺います。

　２、企画部関連。

　茨、沖縄振興計画の期間満了まで３年を切りまし

た。基地返還跡地の問題や突出した失業率の問題など

大きな課題はまだ残っております。沖縄振興計画終了

後の新たな対応について、県の方針を伺います。

　芋、取り下げます。

　３の知事公室関連の茨、芋取り下げます。

　鰯、嘉手納基地周辺における公平補償問題としての

太陽光発電システム設置の本格事業化について、その

後の取り組みと進瀧状況について御説明をお願いしま

す。

　４、福祉保健部関連について。

　茨、県高齢者福祉計画について。

　本県の医療費適正化計画を推進するに当たり、病床

等医療資源の効率的活用を推進するため、療養病床と

介護施設の適正化計画が進められております。

　以下質問します。

　ア、療養病床の適正化に向けて、医療療養病床と介

護療養病床、特別養護老人ホーム等、施設整備の数値

目標を示してください。

　イ、介護職員の処遇について改善計画が進められて

おります。今後の見通しについて御説明ください。

　ウ、国民皆保険を維持するために開始した後期高齢

者医療制度、長寿医療制度について当初さまざまな課

題があり、見直し等も積極的に進めてまいりました。

今日の実施状況や国民の評価について御説明くださ

い。

　芋、女性の健康支援対策について。

　女性と男性とでかかりやすさ、病状の進行速度が異

なるといった性別による差異を考慮する重要性が明ら

かになってきたことを背景に、女性の健康づくりを推

進する事業が注目されております。女性の健康支援対

策事業もそうであります。また、がん検診の受診率を

向上させることで予防対策を強化するという取り組み

もあります。

　ア、女性の健康支援対策事業を推進するに当たっ

て、市町村との連携はどうか。

　イ、子宮がんや乳がん等、女性特有のがん受診率向

上と予防対策を進めるために、受診無料クーポン券を

活用する女性特有のがん検診推進事業の進め方と、次
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年度以降の取り組みについて御説明をお願いします。

　ウ、検診機関の整っていない地域での対応につい

て、県のかかわりはどうか。

　エ、乳がん検診の受診率向上の取り組みとして、

「ピンクリボン沖縄2008」が昨年実施され大変好評

だったようであります。今年度の事業計画について御

説明お願いします。

　鰯、女性医師バンク事業について。

　ア、医師不足解消のため、また、女性医師の復職支

援や働きやすい環境整備は重要であります。今後の取

り組みについて御説明をお願いします。

　允、保育行政について。

　待機児童解消や保育環境改善のために「安心こども

基金」や「待機児童対策特別事業基金」が設置されて

おります。しかし、両基金の執行状況は目標にはほど

遠い実態であります。市町村の意向も踏まえ、いかに

して実効あらしめるかが問われる事業であります。

　ア、「安心こども基金」を活用した保育所整備の数

値目標と待機児童解消に向けての進瀧状況を御説明く

ださい。

　イ、「待機児童対策特別事業基金」による認可化計

画の数値目標と進瀧状況について御説明ください。

　ウ、「安心こども基金」、「待機児童対策特別事業

基金」の執行時における課題は何か、また、その打開

策はどのように検討されているか。

　エ、認可外児童に対する支援、給食費助成等拡充に

ついて御説明ください。

　印、小児救急電話相談事業（＃8000）の設置につい

て伺います。

　保育園に通う子供の保護者アンケートによります

と、76.4％が電話相談体制を望んでいるという報道が

あります。全国47都道府県のうち45都道府県が実施さ

れており、富山県と沖縄県だけがいまだ実施されてお

りません。沖縄県においても速やかに実施すべきだと

考えますがいかがでしょうか。

　咽、かつて脳膜炎とも呼ばれた「小児細菌性髄膜

炎」を引き起こすインフルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）

は、せきやくしゃみなどの飛沫を介して血液や肺の中

に入り込み、脳や脊髄を冒す恐ろしい細菌でありま

す。全国で年間600人以上の発症数があると言われて

おります。沖縄における感染状況と対策について御説

明をお願いします。

　員、発達障害児施策について。

　ア、発達障害児の早期発見、早期治療支援体制構築

に向けての県の取り組みを御説明ください。

　イ、早期発見のための各担当者、医師、保育士、保

健師等の皆さん方の研修計画はどうなっております

か。

　ウ、県と市町村の連携はどうなっておりますか。

　員は取り下げます。

　５、農林水産部関係。

　茨、農商工等連携事業の取り組みについて。

　昨年７月21日、農商工等連携促進法が施行されまし

た。同法は、農林水産業と商業・工業等の産業間連携

を強化し、地域経済を活性化するための法的な枠組み

を整備し、業種の壁を越え、中小企業者と農林漁業者

が共同で申請した計画を認定した場合には、農林水産

省と経済産業省の両省が共同で支援するものでありま

す。

　ア、県内における農商工等連携事業計画の認定件数

はどうか。

　イ、具体的な成功事例はどうか。

　ウ、今後の取り組みはどうか。

　芋、モズク養殖が生産調整をせざるを得ない厳しい

状況にあります。県産モズクは、全国の90％以上の生

産力を誇っております。がんの抑制効果や化粧品とし

ての活用など多様な効能が評価されているモズクです

が、養殖業者が苦戦しております。消費拡大、販路の

開拓、調理メニューの開発、広報宣伝等々、県の支援

が欠かせません。取り組みについて伺います。

　鰯、耕作放棄地対策について。

　去る６月17日、改正農地法が成立いたしました。39

年ぶりの大規模改正であり、農地を耕作者が所有する

という考え方から、一般企業なども含めた効率的な利

用を促す方向に改められております。耕作者による所

有が果たしてきている重要な役割も踏まえ、さらに一

般企業の農業参入に門戸を開く一方、企業による農地

支配に一定の歯どめをかける内容となったようであり

ます。

　以下、質問します。

　ア、県は、本年度60ヘクタール、３年間で350ヘク

タールの耕作放棄地を解消する計画を立てておりま

す。具体的取り組みを御説明ください。

　イ、新規就農者の育成や企業参入をどう進めていく

か。

　ウ、農地を効率的に利用できるようにするために、

農地利用集積円滑化事業が創設される予定ですが、県

の取り組みを御説明ください。

　允、米軍提供水域内での漁業補償にソデイカが新た

に対象になったようであります。補償金額がどのよう

に算定されるのか御説明ください。

　６、観光商工部関連。
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　茨のアは取り下げます。

　イ、失業保険の給付を受けられない人に、職業訓練

中の生活保障として月10万円から12万円を支給する

「緊急人材育成・就職支援基金」を創設、７月から実

施予定と聞いております。県としての取り組みを伺い

ます。

　ウは取り下げます。

　芋、中小企業支援の「緊急保証制度」の県内融資実

績について御説明していただくと同時に、全国との比

較についてお願いします。

　鰯、ＩＴ津梁パーク構想の進瀧状況と雇用効果8000

人目標達成への取り組みについて御説明をお願いしま

す。

　允、低炭素社会への取り組みとして、国の施策と呼

応する県の太陽光発電システム補助制度が好評であり

ます。政府は、本年度補正予算の中にも追加措置をし

ております。県の補助制度の活用実績と今後の追加措

置対策について伺います。

　７、文化環境部。

　茨、環境省の「地域グリーンニューディール基金」

の創設との関連で伺います。

　ア、県の基金は幾ら見込んでおりますか。

　イ、平成20年６月の地球温暖化対策推進法の改正に

より、都道府県のＣＯ２削減実行計画が義務づけられ

ております。県として基金を活用して低炭素社会を目

指すべきですが、実行計画策定の進瀧状況はどうで

しょうか。

　ウ、外国からの漂流漂着ごみ回収、処理事業や発生

源対策も盛り込まれておりますが、予算規模や事業計

画について御説明をお願いします。

　８、土木建築部関連。

　茨は取り下げます。

　芋、国の緊急経済対策に係る公共工事の前倒し発注

の数値目標と見通しはどうでしょうか。

　９、教育委員会関連で、茨は取り下げます。

　芋、「スクール・ニューディール構想」の推進につ

いて。

　ア、県立高校や特別支援学校等の耐震化、エコ化、

ＩＣＴ環境整備についての事業計画はどうでしょう

か。

　イ、県内小中学校への太陽光発電システムの導入計

画はどうでしょうか。

　鰯、中高校生に対し、麻薬等違法薬物が大人の知ら

ぬ間にじわり忍び寄っている調査結果が示されており

ます。県立高校生が大麻所持で逮捕されたのは氷山の

一角なのか、極めて深刻な事態であります。ネット販

売も横行する昨今、予防教育は喫緊の重要テーマであ

ります。今後の対策と取り組みについて御説明をお願

いします。

　允、高校生に対する授業料減免・奨学金事業に対す

る緊急支援の取り組みについて御説明をお願いいたし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時44分休憩

　　　午前11時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、総合経済対策

に対する認識と評価についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　国におきましては、昨年夏以降、急速に悪化しまし

た経済情勢に迅速かつ的確に対応し、「安心実現のた

めの緊急総合対策」、そして「生活対策」、「生活防

衛のための緊急対策」、そして「経済危機対策」の４

つの経済対策を取りまとめてきたところでございま

す。

　これらの経済対策の実施によりまして、既に一部で

は回復の兆しが見られ、あるいは下げどまったとの報

道もなされているところでございます。

　今後はさらに、国内景気は回復をし、国民に安心と

活力がもたらされるものと期待をいたしているところ

でございます。

　沖縄県におきましても、経済対策に官民が連携をし

全力で取り組むことにより、現下の厳しい経済状況の

改善はもとより、自立型経済の構築に向けた産業の振

興と雇用の創出・確保など大きな成果が得られるもの

と考えているところでございます。

　同じく政治姿勢の中で、音楽祭の理念、目的などに

関する御質問にお答えいたします。

　県では、アジア各国との交流によります文化の振

興、音楽を活用した観光の推進、沖縄産音楽の発信を

目的に、平成22年３月に「沖縄国際アジア音楽祭」を

開催することにいたしております。

　沖縄県としましては、この音楽祭がさまざまな産業

に波及をし、地域の活性化、県経済の発展につながる

よう取り組んでまいりたいと考えております。

　また、この音楽祭の取り組みの中で、歴史と風土の

中で培われました平和を大切にする沖縄の心を、音楽

を通した文化交流等で世界に発信していきたいと考え
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ております。

　同じく政治姿勢の中で、１の芋のウと１の芋のエ、

すなわち音楽産業育成に向けた視点及び音楽祭の今後

の継続についての御質問に、恐縮ですが関連いたして

おりますので一括して答弁させていただきます。

　この音楽祭におきまして、沖縄産音楽の発信を契機

としまして、今後いかに音楽ビジネスを展開していく

かなどを音楽関係者間で話し合う、音楽産業関連カン

ファレンスの開催を計画いたしております。

　このカンファレンスのテーマとしましては、音楽産

業におけるアジアとのビジネス相互連携、さらに音楽

著作物関連の権利関係などなどの課題を考えておりま

す。

　この音楽祭をきっかけに、沖縄の音楽を人々に感動

を与える芸能文化産業として育て、沖縄産音楽を世界

じゅうに発信することで音楽産業の振興を図っていき

たいと考えているところでございます。

　この音楽祭が「音楽の島・沖縄」を世界にＰＲする

一大イベントとして定着するよう、今後とも取り組ん

でまいる所存でございます。

　次に、同じく政治姿勢の中で、航空機燃料税、着陸

料等の軽減要請についての御質問にお答えいたしま

す。

　国内貨物便の航空機燃料税や国際線の着陸料等の軽

減につきましては、私が先日２度にわたり、与党国会

議員や政府関係者に対し要請をしたところでございま

す。

　国におきましては、航空機燃料税等の軽減につい

て、沖縄振興計画全体の見直しの中で検討すべきとの

意見も一部にはありましたが、おおむね好意的反応を

いただいたと思っております。

　県としましては、国際航空物流拠点の形成を円滑に

推進するため、軽減措置の早期実現に向けて粘り強く

取り組んでまいる所存でございます。

　次に、農林水産部関係の御質問の中で、モズク養殖

業振興に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、モズク養殖業振興のため、種苗供給施

設の整備、養殖技術の改良、モズクの日における量販

店での販売促進などに取り組んでいるところでござい

ます。さらに、平成21年度には、第１にモズクメ

ニューの開発・普及、第２にモズクの機能成分に関す

る講演会の開催などを実施しております。

　また、６月補正予算におきましては3970万6000円を

計上し、消費拡大普及員の配置、新商品の開発、全国

ＰＲなどを行い、モズクの消費拡大を図ってまいりた

いと考えております。

　次に、ＩＴ津梁パーク構想の進瀧状況、雇用効果等

に関する御質問にお答えいたします。

　沖縄ＩＴ津梁パークは、中城湾港新港地区の約10ヘ

クタールの用地に、延べ床面積７万平方メートルの施

設を整備し、8000人の新規雇用を実現することを目標

にいたしております。

　沖縄県では、現在、沖縄ＩＴ津梁パーク中核機能支

援施設の整備を進めております。Ａ棟２階建て、2800

平方メートルが平成21年６月より供用を開始いたしま

した。またＢ棟６階建て、5200平方メートルも今年度

上半期には発注をし、平成22年８月ごろに完成予定で

ございます。Ａ棟及びＢ棟をあわせました中核機能支

援施設では、約500人の雇用が見込まれております。

　また、8000人の雇用を達成するためには、民間を活

用しましたオフィス機能の整備を進め、今後、市場拡

大が見込まれるＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウト

ソーシング）など、多様なＩＴ分野の集積を促進して

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中ではありますが、

金城勉君の質問に対する残りの答弁は、時間の都合も

ありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時56分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の金城勉君の質問に対する答弁を続行いたしま

す。

　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢との関連

で、補正予算案の経済波及効果、雇用効果についてお

答えいたします。

　今回の「経済危機対策」に係る６月補正予算案で

は、企業会計等を含めて総額約372億円を計上してお

ります。

　経済波及効果を沖縄県産業連関表を用いて推計を

行ったところ、執行が次回補正以降となる基金への積

み増し分を除いた関連施策の支出総額約307億円に対

し、経済波及効果は約484億円、経済成長率を約0.7ポ

イント引き上げる効果を持つものと試算しておりま

す。また、雇用効果については１年で約3700人の創出

があり、完全失業率を約0.6ポイント引き下げる効果

を持つものと試算しております。

　次に、21世紀ビジョンと基地返還跡地利用計画につ
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いてお答えいたします。

　嘉手納飛行場より南の返還跡地については、本県の

自立的発展に寄与する貴重な空間として活用し、県土

構造の再編も視野に入れた計画的な都市づくりや、新

しい経済活動の拠点として整備していく必要があると

考えております。このため、平成19年度から、大規模

跡地を中心に、基地跡地ごとの産業振興や都市機能の

あり方について調査を実施しているところでありま

す。

　今後は、県民の意見も踏まえた上で、調査の成果を

「沖縄21世紀ビジョン」に反映させると同時に、関係

市町村の跡地利用計画と歩調を合わせ、目指すべき中

南部圏域の形成に努めていきたいと考えております。

　次に、那覇空港滑走路増設の進瀧状況についてお答

えします。

　那覇空港の拡張整備については、ことし３月に増設

滑走路のおおむねの位置や規模を選定する構想段階か

ら、具体的な施設配置等を検討する施設計画段階に移

行しております。現在、施設計画に関して県民等から

意見を募集するパブリックコメントを去る６月22日か

ら１カ月間の予定で実施しているところであります。

　次に、オープンパラレル方式運用への対応について

お答えします。

　那覇空港の滑走路増設後の空港能力は、現状を踏ま

えた飛行経路でも将来（2030年）の需要に十分対応で

きるものであります。

　離島県である沖縄においては、50年、100年先を展

望した空港整備が必要であり、滑走路間隔1310メート

ルは、最適の条件下で２本の滑走路の独立運用が可能

となるため、大きな能力向上が見込まれることから、

県を初め地元を挙げての強い要望により実現したもの

であります。

　次に、企画部関連の質問の中で、沖縄振興計画終了

後の新たな対応についてお答えします。

　県では、現在、「沖縄21世紀ビジョン」の策定と並

行して、沖縄振興計画等の総点検を実施しているとこ

ろであります。総点検では、離島の振興、駐留軍用地

跡地の利用対策など、さらに国の責務により推進すべ

き重点課題の整理や、各種の税制及び税外の特例措置

等の検証を行っております。

　沖縄振興計画終了後の新たな対応については、総点

検結果を踏まえつつ、残された課題の解決策やビジョ

ンの実現方策、今後の沖縄振興に必要な枠組み等につ

いて総合的に検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢との

関連で、音楽祭の誘客目標、経済効果等についてお答

えいたします。

　本音楽祭の開催月間となる2010年３月の１カ月間の

合計で、延べ７万から８万人の観客を見込んでおり、

そのうちメーン期間となる３月26日から28日の間で延

べ３万から４万人、県外客を延べ4000人で見込んでお

ります。

　また、経済効果につきましては、平成19年度観光客

１人当たりの県内消費額から、直接的効果を約３億

2700万円で見込んでおりますが、その他音楽祭関連

グッズ、ＣＤ販売等などの間接的効果も予想されま

す。

　一方、緊急雇用創出事業を活用した「ミュージック

スサポーター雇用創出事業」におきまして、音楽祭会

場周辺地域の美化清掃等クリーンアップを行うととも

に、地域住民に対するイベントへの協力依頼、イベン

ト開催のプロモーション活動等を行う計画となってお

り、３カ月間で32人の雇用効果を見込んでおります。

　次に、文化環境部の関連の質問で、「地域グリーン

ニューディール基金」についての御質問の中で、県の

基金の額及び予算規模、事業計画について一括してお

答えいたします。

　環境省の｢地域グリーンニューディール基金の創設｣

事業では、地球温暖化対策に係る地方公共団体実行計

画関係事業、都道府県廃棄物処理計画及び一般廃棄物

処理計画関係事業などで各県の補助要望上限額が12億

円、漂着ごみの回収処理事業等については、全国ベー

スで50億円となっております。

　本県の事業計画につきましては、地球温暖化対策、

漂着ごみ対策等が効果的に推進できるよう、現在、市

町村との連携を図りながら作成しているところであ

り、基金の額、事業内容、事業額につきましては、７

月下旬の申請後、８月中旬ごろに環境省の補助金交付

額の内示により確定される予定であります。

　次に、温暖化対策の実行計画の策定状況についてお

答えいたします。

　県では、地球温暖化対策推進法の改正など対策の強

化が求められていることから、新たな「沖縄県地球温

暖化対策実行計画」（仮称）の平成22年度策定に向

け、今年度から作業を進めているところであります。

　なお、当該計画には太陽光発電、高断熱性塗装など

を複合的に導入する公共施設省エネ・グリーン化事業

を盛り込むなど、基金を活用した効果的な温暖化防止

対策を推進したいと考えております。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　公平補償についての御

質問にお答えいたします。

　国は、太陽光発電システム助成に係るモニタリング

事業について、平成19年度からは、設置世帯のデータ

の整理・分析等を行っており、太陽光発電システムの

技術的問題点や費用対効果等を総合的に検討した上

で、システム設置助成の可否について判断することと

しております。

　県は、軍転協を通じ、平成20年９月に太陽光発電シ

ステムの設置助成を含めた空調機器の維持管理費補助

の拡大などについて、内閣総理大臣、内閣官房長官及

び防衛大臣等に対し要請しております。

　県としては、引き続きあらゆる機会を通じて太陽光

発電システムの設置助成などの防音対策の事業化が促

進されるよう、国に強く求めていきたいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部関連の

質問に対して、療養病床の転換と介護保険施設の数値

目標についてお答えいたします。

　療養病床の再編については、医療の必要度の高い者

が活用する病床を医療療養病床として残し、医療の必

要度が低い者が活用する病床については、介護保険施

設等への転換を図るものであります。

　沖縄県では、平成21年３月に策定した高齢者保健福

祉計画において、平成23年度までに、療養病床のうち

1228床を老人保健施設などへ転換する数値目標を掲げ

ており、円滑な転換を推進してまいります。また、新

たに、特別養護老人ホームを301床、認知症対応型グ

ループホームを315床整備するなど、介護サービスの

充実に努めてまいります。

　次に、介護職員の処遇改善計画についてお答えしま

す。

　国においては、介護職員の処遇改善に取り組む事業

者への資金の交付を行うことにより、介護職員の処遇

改善をさらに進めることとしております。

　具体的には、介護事業者からの申請に基づき、介護

職員処遇改善交付金を介護報酬とは別に、各サービス

ごとの介護職員人件費比率に応じた交付率で交付する

こととしております。その交付方法は、都道府県が基

金を設置して実施し、財源は全額国費であります。

　また、交付対象となる事業者は、各事業所における

介護職員１人当たりの交付金額を上回る賃金改善等の

処遇改善計画を作成し、職員に周知する必要がありま

す。交付額は、常勤の介護職員１人当たり月額１万

5000円の賃上げに相当する額で、沖縄県の事業規模

は、平成21年10月から平成24年３月までの２年半で約

40億円と推計されており、９月議会で補正予算を計上

する予定であります。

　次に、後期高齢者医療制度の今日の実施状況と、国

民の評価についてお答えします。

　後期高齢者医療制度いわゆる長寿医療制度について

は、保険料の低所得者に対する軽減や、保険料の徴収

方法を選択制にするなど改善が進められているところ

であります。

　特に、保険料については、低所得者に対し均等割部

分の９割軽減が実施されるなど、国民健康保険に比べ

て手厚い軽減策が図られております。

　日本医療政策機構が平成21年１月に実施した世論調

査では、国民の約半数が現行制度の維持または制度の

骨格の維持を支持しており、年代別では70代以上で支

持が最も高いという結果が出ております。

　次に、「女性の健康支援対策事業」における市町村

との連携についてお答えします。

　「女性の健康支援対策事業」は、国が平成21年度に

創設した新規事業であります。

　事業内容としては、「女性のための健康づくり」と

「女性特有のがん検診受診率の向上」を目的とした事

業です。

　県においては、北部地区及び南部地区において健康

づくりのためのアンケート調査及びがん検診受診率向

上のための普及啓発活動を予定しているところです。

　検診受診率向上のための啓発活動については、市町

村との連携は不可欠であり、市町村の要望も取り入

れ、事業が効果的に実施できるよう連携を深めていき

たいと考えております。

　次に、「女性特有のがん検診推進事業」の進め方

と、次年度の取り組みについてお答えいたします。

　「女性特有のがん検診推進事業」も、国の平成21年

度新規事業として行うものであります。

　健康増進事業に基づき市町村が実施する子宮がん検

診と乳がん検診について、検診手帳と無料クーポン券

を配布し、がん検診への理解を深めてもらうと同時に

無料で受診できる制度です。

　対象年齢は、子宮がん検診については20から40歳の

間の５歳置き、また乳がん検診については40から60歳

までの間の５歳置きとなっております。
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　県としては、事業の円滑な実施のため、市町村を支

援してまいります。

　次年度以降の取り組みについて、国においては今年

度の効果を評価しながら検討していくとの方向性が示

されており、国の動向を注視したいと考えておりま

す。

　次に、検診機関の整っていない地域での対応と県の

かかわりについてお答えします。

　今回の無料クーポン券の利用により、今年度の受診

者数が従来より増加することが想定されるため、県と

しては、検診機関等との実施に向けた調整を行うこと

にしております。

　また、乳がん検診については、視触診とマンモグラ

フィー検査が補助の対象となりますが、検診車の移送

が困難であるなどの理由で居住地で検診が受けられな

い地域があります。

　県としても、事業の円滑な運営・推進のため、当該

地域と本島内の検診機関等との調整を図っていきたい

と考えております。

　次に、「ピンクリボン沖縄」の今年度の事業計画に

ついてお答えします。

　昨年度実施された「ピンクリボン沖縄2008」は、県

内の医療機関、関係機関及び罹患経験者等による主催

で開催されました。乳がんに関する講演会や無料検診

など多彩なイベントが行われ、多くの県民の参加によ

り乳がん検診についての啓発活動が推進されました。

　今年度の計画について実施団体へ照会したところ、

実施予定であると伺っております。

　県としては、今後とも関係団体と連携しながら、が

ん対策に関する普及啓発を実施していきたいと考えて

おります。

　次に、女性医師の復職支援についてお答えします。

　沖縄県における平成18年度の女性医師の割合は、全

体では16％でありますが、40歳未満では30％、30歳未

満では37％を占めるなど年々増加傾向にあります。し

かしながら、女性医師は出産・育児等の事情により、

臨床現場を離れる医師も少なくありません。

　そこで、県においては、国の雇用再生特別事業を活

用し、沖縄県医師会に女性医師専門の相談窓口を設置

し、女性医師からの就業相談等に対し、必要な情報の

提供や関係機関との調整等の就労支援を行いたいと考

えております。

　あわせて、女性医師が必要としている支援策を把握

するためのアンケートの実施やフォーラムの開催等を

予定しております。

　次に、「安心こども基金」を活用した保育所整備等

についてお答えします。

　平成20年11月に実施した待機児童実態調査では、保

育所定員を平成20年４月時点より5400人程度ふやすこ

とができれば、待機児童の解消が見込まれるという調

査結果を得ております。

　「安心こども基金」においては、平成22年度までに

保育所の創設等を促進し、1800人の定員増を予定して

おります。

　今後の計画としましては、平成21年度に創設１カ

所、分園１カ所、増改築12カ所、平成22年度は創設１

カ所、分園３カ所、増改築８カ所、全体で26施設の整

備により865人の定員増を予定しております。

　現時点においては目標に達していないことから、今

後、市町村に対し「安心こども基金」を活用した保育

所の創設や増改築、分園の設置を働きかけ、待機児童

の解消に努めてまいります。

　次に、「待機児童対策特別事業基金」による認可化

計画の数値目標等についてお答えします。

　保育所入所待機児童対策特別事業基金は、市町村が

認可化することとした認可外保育施設への運営費や施

設整備費を助成し、認可化を促進するものでありま

す。

　当該事業においては、認可外保育施設の認可化を促

進することによって、平成23年度までに3600人の定員

増を予定しております。

　今後の計画としましては、平成21年度に４施設270

人、平成22年度５施設345人、平成23年度４施設270人

で、全体で13施設の認可化により885人の定員増を予

定しております。

　現時点においては目標に達していないことから、今

後、認可外保育施設実態調査結果をもとに、市町村に

対し認可化に向けての積極的な対応を働きかけてまい

ります。

　次に、「安心こども基金」、「待機児童対策特別事

業基金」の課題及びその打開策についてお答えしま

す。

　保育所の整備における課題としましては、後年度の

運営費の負担増が懸念されることから、実施主体であ

る市町村においてその整備に慎重になっていることが

考えられます。しかしながら、地方公共団体が支弁す

る保育所運営費については、入所児童数に応じて地方

交付税で措置されていることから、負担増についても

対応できるものと考えております。

　県としましては、市町村に対し、地方交付税措置へ

の理解を求め、待機児童解消に向けた積極的な対応を

働きかけていきたいと考えております。
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　次に、認可外児童に対する給食費助成の拡充につい

てお答えします。

　認可外保育施設入所児童の処遇向上につきまして

は、平成12年度から「新すこやか保育事業」を実施

し、児童の健康診断費、調理員の検便費、児童の牛乳

代及び米代に対して助成しているところであり、これ

まで段階的に助成の拡充を図ってまいりました。

　このうち、牛乳代の助成につきましては、平成19年

度から月10日分を20日分に拡充しております。また、

平成20年度から新たに児童１人当たり１日11円の米代

を助成しており、平成21年度も引き続き助成すること

としておりますが、現下の厳しい財政状況では給食費

の増額は困難と考えております。

　次に、小児救急電話相談事業の早期設置についてお

答えいたします。

　沖縄県は、小児を含む救急患者に対応するため、５

つの救急医療圏すべてに救急告示病院を整備しており

ます。また、平成21年度は小児救急医療啓発事業を実

施し、救急医療の正しいかかり方や「かかりつけ医」

の推進について普及啓発を図ることにしております。

　小児救急電話相談事業の実施については、小児救急

医療啓発事業の成果等について検証しながら、今後検

討していきたいと考えております。

　次に、インフルエンザ菌ｂ型の感染状況と対策につ

いてお答えします。

　インフルエンザ菌ｂ型は、細菌性髄膜炎を引き起こ

す菌として知られています。平成20年の県内における

細菌性髄膜炎の報告数は、年間で30例となっており、

一般的にその約６割がインフルエンザ菌ｂ型の感染に

よるものと言われています。

　インフルエンザ菌ｂ型を予防するためのワクチン

（ヒブワクチン）は、平成19年に国内で承認され、平

成20年12月より接種が開始されました。なお、接種方

式は任意接種となっております。

　次に、発達障害児施策についてお答えします。

　発達障害児の支援については、市町村及び当事者団

体等からの意見を踏まえ、県・市町村等の役割を明確

にした「発達障害児（者）支援体制整備計画」や計画

的な人材確保を図るため「発達障害児（者）支援に関

する人材育成計画」の策定を進めているところであり

ます。

　今後は、これらの計画に基づき、市町村と連携して

早期の支援に取り組むとともに、専門的に支援する人

材を確保するための研修など、支援施策を推進してま

いります。また、県の推進体制として、関係課・所で

構成する「発達障害児（者）支援機関連絡会議」（仮

称）を近日中に設置することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産部関連で、

農商工等連携事業の取り組みについて一括してお答え

いたします。

　本県における農商工等連携事業計画の認定件数は、

読谷漁港とれたて新鮮魚類を活用した「読谷かまぼこ

のブランド化計画」、糸満市喜屋武産ニンジンと八重

瀬町産ピーマンを活用した総菜・加工品の開発、モズ

クペーストを用いた機能性調味料の開発・販売など10

件となっております。また、県産農林水産物を活用し

て県外で認定された件数は２件となっております。

　現在商品化し販売されている事例として、沖縄在来

種ハイビスカスを活用した清涼飲料水があります。

　今後とも、国及び関係団体等と連携し、商品開発や

販路の拡大等、農商工連携の推進に取り組んでまいり

ます。

　同じく農林水産部関連で、耕作放棄地の対策につい

てお答えいたします。

　県としては、市町村の地域耕作放棄地対策協議会を

窓口として、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金によ

り、平成23年度を目途に350ヘクタールの耕作放棄地

の再生利用を図ることとしております。

　具体的には、雑木等の除去、土壌改良、生産資材の

支援、農業用機械、ハウス等の農業用施設、用排水施

設の整備などを行うこととしております。

　現在19市町村で地域協議会を設置しており、未設置

市町村に対しても事業説明会等を開催し、新たに７市

町村で地域協議会の設置を予定しております。

　同じく農林水産部関連で、新規就農者の育成や企業

参入についてお答えいたします。

　県としては、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金な

どを活用して耕作放棄地の再生利用を進めるととも

に、再生した農地を新規就農者にあっせんするよう取

り組んでまいります。

　農業への企業参入については、農業経営基盤強化促

進法により市町村が策定する基本構想の中に、県知事

の同意を得て参入区域を設定し、農地の貸借ができる

ものとなっております。

　現在、与那原町において１社の企業参入がありま

す。また、去る６月17日に成立した改正農地法では、

貸借に限り、役員１人以上の農業従事の義務など一定

の制限を設けるものの、参入区域を設けないこととし

ており、農業への企業参入が促進されるものと考えて
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おります。

　同じく農林水産部関連で、農地利用集積円滑化事業

の取り組みについてお答えします。

　農地利用集積円滑化事業は、耕作放棄地対策とし

て、去る６月17日に成立した農業経営基盤強化促進法

の一部改正により創設された制度であります。

　内容としては、これまで農地保有合理化事業による

一時保有後、貸し付けしていたものを、地域において

所有者と利用者を直接結びつける仕組みとなっており

ます。このため、地域の関係者で農地の利用調整が可

能となり、手続が簡素化・迅速化されることになりま

す。

　また、国においては、「経済危機対策」として、農

地の所有者である出し手に交付金を交付する予算が確

保されております。

　県としては、当該制度及び事業について市町村及び

農家等へ周知を図り、農地の効率的利用に向けて取り

組む考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光商工部関連、

「緊急人材育成・就職支援基金」についての御質問に

お答えします。

　国は「緊急人材育成・就職支援基金」において、

「訓練・生活支援給付金」を創設しております。

　同給付金は、雇用保険を受給できない方がハロー

ワークのあっせんにより職業訓練を受講する場合、訓

練期間中の生活保障として、単身者には月10万円、扶

養家族を有する方には月12万円の支給を行うものであ

ります。

　沖縄県としては、この事業は職業訓練と生活支援を

兼ね備えた有効な施策であると考えており、同制度の

活用を促進するため沖縄労働局と連携するとともに、

県が実施するメディアコンプレックス型助成金活用促

進事業などにより、制度の周知に努めてまいりたいと

考えております。

　同じく観光商工部関連、緊急保証制度の県内融資実

績と全国比較についてとの御質問にお答えします。

　緊急保証制度がスタートした平成20年10月末から平

成21年３月までの保証承諾実績は、全国で件数が19万

4424件、金額で４兆6625億円であります。沖縄県信用

保証協会では件数が3140件、金額が663億3300万円と

なっております。全国52の信用保証協会の中で、沖縄

県は件数で20位、金額で18位の実績となっており、緊

急保証制度がよく利用されております。

　次に、県の太陽光発電システム補助制度の実績と今

後の対策についてとの御質問にお答えします。

　沖縄県の補助制度は、一般家庭を対象に１件当たり

２万円を助成するものであります。４月から募集を開

始し、300件の募集に対して６月22日現在で194件の申

請件数となっております。

　今後の追加対策等については、申請状況や国の支援

策の動向を見きわめつつ検討してまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築部関連の、

公共工事の前倒し発注の数値目標と見通しについての

御質問にお答えいたします。

　国の「経済危機対策」を受け、土木建築部において

も平成21年度の公共事業予算については、上半期の執

行目標率を80％としております。平成21年５月末にお

ける公共工事の執行状況は32.2％で、平成20年度の同

時期より8.2ポイント増加しております。

　公共工事の前倒し発注に当たっては、入札手続期間

の短縮化や執行体制の強化に努め、上半期の目標達成

に向けて鋭意取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育委員会関連

の御質問で、県立高校等の耐震化、エコ化及びＩＣＴ

環境整備についてお答えいたします。

　県教育委員会においては、国の「経済危機対策」と

して示された学校施設の耐震化、エコ改修及びＩＣＴ

環境整備を内容とする「スクール・ニューディール構

想」の具体策について取り組んでいるところでありま

す。

　学校施設の耐震化等については、県立学校について

は当初予算で措置して整備しており、今回は小中学校

で整備を推進するために内閣府一括計上補正予算とし

て25億円が措置されたところです。

　また、県立学校施設のエコ改修事業として、照明設

備の省エネ化を推進しているところであります。

　さらに、ＩＣＴ環境整備として、全県立学校の地上

デジタル放送への対応を進めるとともに、「第３次沖

縄県教育情報化推進計画」に基づき、すべての教員１

人１台のコンピューター整備について取り組んでいる

ところであります。

　次に、小中学校への太陽光発電の導入についてお答
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えいたします。

　公立小中学校の太陽光発電パネル設置については、

「スクール・ニューディール構想」により、国の平成

21年度補正予算において、国庫補助事業として予算措

置されております。県内公立小中学校においては、そ

の国庫補助を活用して10市町村27校で太陽光発電パネ

ルの設置を検討しているところであります。

　県教育委員会としましては、環境への負荷の低減や

自然との共生を考慮した学校施設の整備に努めている

ところであり、今後とも、市町村教育委員会と連携し

さらに環境を考慮した学校づくりを推進していきたい

と考えております。

　次に、中・高校生の薬物被害と対策についてお答え

いたします。

　中・高校生の麻薬等違法薬物に係る補導人数は、県

警の資料によりますと、平成18年はシンナーで１人、

平成19年もシンナーで１人、平成20年は大麻で１人と

なっております。

　薬物被害対策としましては、「少年を守る日」の夜

間街頭指導をＰＴＡ、県警等関係団体とともに実施

し、繁華街やゲームセンター等を巡回指導するなど、

有害環境の予防・改善に努めております。

　去る６月５日に生徒代表、ＰＴＡ、県警等関係９団

体が一堂に会し、薬物の乱用防止に向けて各関係機

関・団体がそれぞれの役割と取り組み内容を明確にす

るとともに、「薬物乱用防止共同アピール」を宣言い

たしました。

　県教育委員会としましては、県民総ぐるみで薬物乱

用防止運動を展開し、青少年の健全育成を推進してま

いります。

　次に、奨学金事業への緊急支援についてお答えいた

します。

　昨今の経済・雇用情勢の悪化に伴う緊急支援とし

て、国においては、学業の継続が困難な高校生に対す

る奨学金事業を拡充する施策が講じられることになり

ました。

　県においては、今後、事業の概要把握に努めるとと

もに、沖縄県国際交流・人材育成財団及び関係部局と

調整を図りながら、適切に対応していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育委員会関連で、高校

生に対する授業料減免の緊急支援についてお答えしま

す。

　国の「経済危機対策」の一環として、高等学校授業

料減免事業等への緊急支援のため、都道府県が創設す

る「高校生就学支援基金」に対し臨時特例交付金が交

付されることになっております。

　高等学校授業料減免事業につきましては、私立の高

等学校が対象となっていることから、当該基金の創設

に向け、補助要件等について検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　では、再質問をさせていただきま

す。

　その前に、一言おわびを申し上げます。私の手違い

で、通告してない質問もやってしまったようで、大変

失礼をいたしました。おわびを申し上げます。

　それと、再質問ですけれども、保育行政について、

この待機児童解消の事業、「安心こども基金」、それ

から「待機児童対策特別事業基金」等々について、予

算はしっかり確保されていながら、その数値目標に対

する実際の各市町村との連携による数字が極めて少な

い。そういうことではやはり県内の子供たちへの対応

が非常に厳しい状況にあると思います。

　この予算があるにもかかわらず具体的な事業の推進

がなかなかはかどらないという、この辺のところを

しっかり市町村との連携のもとに検討協議をして、こ

の予算が有効に活用されて、そして具体的に待機児童

が解消され、そして子供たちの保育環境が整備され

る、こういうことをぜひ県と市町村、もっともっと認

識を深めていただいて、ぜひやっていただきたい。こ

れは、要望を申し上げたいと思います。

　それからもう一つは、小児救急の電話相談事業であ

りますけれども、今、沖縄においては全国一の出生率

を誇りながら、しかし、こういうことがまだ実施され

てない。全国的には45都道府県が既に実施をされてい

ながら、この富山県と沖縄県だけが残っている。それ

も今の答弁だと、啓発事業を実施する中で検討してい

きたいと、こういう答弁でありますけれども、今核家

族化でコンビニ受診がふえる中で、病院現場も大変な

苦労をされている。少々のことは電話でお母さん方が

問い合わせをして、細かな措置がおうちでできる。そ

ういう支援のためのサポートの事業でありますから、

これについては福祉保健部長、ぜひ前向きな答弁をい

ま一度お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ただいまの再質問
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の小児救急電話相談事業の設置についてお答えいたし

ます。

　今年度予定しております啓発事業の成果、それから

他県の状況等を踏まえながら関係機関と協議して、今

後検討していきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　皆さん、こんにちは。

　社大・結を代表いたしまして、質問を行います。

　さて、ことしも去る23日に沖縄全戦没者追悼式がと

り行われました。私はこれまでに５回参加をいたして

おりますが、最も心を打たれたのは、やはり児童生徒

の「平和の詩」であります。

　ここで一つ提案させていただきたいと思いますが、

これまでに朗読された詩を何らかの形で平和発信に使

えないかということです。何度読み返しても心を打つ

沖縄の児童生徒の詩は、県民の平和への思いを的確に

表現していると思います。もっと前面に出して沖縄県

のメッセージとして世界に発信していくことを提案し

たいと思います。

　では、通告に従い質問を行います。

　まず１番目に、知事の政治姿勢について伺います。

　茨、沖縄の施政権が返還されて去る５月15日で満37

年を迎えました。沖縄返還密約について知事の認識を

伺い、また政府の密約体質についても知事の見解を求

めます。

　芋番目に、ケビン・メア在沖米総領事の石垣市にお

ける言動やＦ22の嘉手納基地への再配備において、日

本の防衛に貢献しているので感謝すべきだなどに見ら

れる在任中の言動について知事の見解を求めます。

　鰯、八重山圏域（石垣市、竹富町、与那国町）の３

市町長と台湾の花蓮市は「国際交流推進共同宣言」に

調印し、直行ルートの定期化等を目指しています。国

は、離島国境への自衛隊配備を打ち出しております

が、民間交流の推進と自衛隊配備は相反すると思う

が、知事の見解を伺います。

　２番目に、基地問題について。

　茨、嘉手納基地はことしに入り米本国からＦ22が３

回飛来しています。地元では負担軽減に逆行し、常駐

化を懸念する声が上がっています。県の見解と知事の

対応について伺います。

　芋、普天間飛行場は、米海兵隊の2009年米会計年度

航空機配備計画によると、次期主力輸送機の垂直離着

陸機ＭＶ22オスプレイが2012年から配備され、さらに

16年にはＦ35Ｂ統合打撃戦闘機16機の配備も明らかに

なっています。日本政府は、オスプレイ配備を米側に

明記しないよう求めるなどあいまいにしています。こ

のような政府の対応とこれ以上の騒音被害を許してい

いのか姿勢を伺います。

　鰯番目に、辺野古の新基地建設について伺います。

　ア、沖縄の民意はこれまでに名護市民投票を初め

数々のメディア調査、さらに直近の沖縄タイムス・朝

日新聞の調査でも県民は一度たりとも辺野古に新基地

建設を認めておりません。知事は、県民の声に耳をか

さず民意に反して事業を推し進めていくおつもりなの

か伺います。

　イ、環境アセスメントの目的は、環境への影響を最

小にするための調査予測と住民と事業者の合意形成に

あります。今回の環境アセスは方法書の後出しを初

め、準備書の内容、編集、説明会の仕方すべてにおい

て、事業者が住民との合意形成を図ろうとしているの

か誠意が全く感じられません。県は民意をどのように

今後反映させていくおつもりなのか、見解を求めま

す。

　允番目に、昨年10月に名護市真喜屋で起きた米軍セ

スナ機墜落事故の際、散布された消化剤による土壌汚

染調査費を沖縄防衛局が支払ったことが明らかになっ

ています。問題を起こした側が負担することは当然で

あります。さらに事故が公務外であるのにもかかわら

ず我々の税金で支払われたことについて全く納得がで

きません。見解を伺います。

　印番目に、知事は、久米島・鳥島両射爆撃場を視察

され、予想以上に無残な光景だとコメントをされたと

メディアで報道されています。返還に向けて日米両政

府に交渉する知事の決意について伺います。

　咽番目に、基地経済について伺います。

　この質問の趣旨は、政治家を初め識者の中にも、沖

縄は基地で潤っているのではないかなどの考え方や、

県民の間でも基地がなくなると沖縄の経済はどうなる

のかといった議論があります。そこで、正当な議論を

するために基地あるがゆえのプラスとマイナスの両方

の情報を県として提示していくことが私は求められて

いると思います。

　そういう観点から次の質問をいたします。

　ア、県のＧＤＰに占める基地収入の割合は幾らか。

また、基地が撤去された場合のＧＤＰへの寄与は現行

基地収入と比較するとどうなるか。

　イ、これまでに返還された基地からの雇用と収入は

幾らか。返還前はどうだったか。

　ウ、基地から生ずる経済的不利益は年間幾らに相当

するのか。

　３番目に、教育行政について伺います。
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　茨、教職員の平成20年度における病気休暇の実態と

実効ある対策について伺います。

　芋番目に、「子ども理解のための指導・支援カル

テ」は、さまざまな観点から問題視されています。提

案者の説明責任を求めます。

　鰯番目に、本年度の県立高校入試で合否の確認ミス

から不合格としていたことについて、2007年の教員採

用試験のミスと同様に複数のチェック機能が働いてい

ないことのあらわれと考えます。体制の問題と責任感

の希薄さを感じるんですが、認識について伺います。

　允番目に、食育は知育・徳育・体育の基礎と位置づ

けをしておりますが、遅々として栄養教諭の任用が進

展しないのはなぜか。学力向上の入り口で児童生徒の

生活の見直しが第一ではありませんか。栄養教諭の役

割と今後の任用計画について伺います。特に、私は財

政担当の方に再質問で伺いたいと思います。

　印番目に、特別支援教育の位置づけ、実態把握と施

策について伺います。また、過密化している大平特別

支援学校の解消策について伺います。

　咽番目に、県立博物館・美術館で一部の美術品を非

展示としたことについての説明を求めます。

　員番目、経済的理由で授業料が納められない高校生

が急増しています。我々が高校視察を文厚委員会で

やった際に、非常にふえているとどの高校でも訴えて

おられました。今年度の授業料全額、半額免除申請状

況と判定結果について伺います。

　因番目に、県立芸術大学の築41年と築49年の老朽校

舎は、平成11年度の耐久度調査で危険建物と認定され

ています。移転を含めた改築計画について伺います。

　４番目に、観光・経済・雇用行政について伺いま

す。

　茨、観光と雇用を組み合わせた施策について問いま

す。

　芋番目に、補正予算におけるハード事業とソフト事

業の割合はどうなっているのか伺います。

　鰯番目に、観光客誘致のための予算及び施策によっ

て見込まれる観光客数について伺います。

　允番目に、キャリアアップを図り就職につなげるた

め、職業能力訓練校は中核となっていますが、学ぶ環

境、指導者の育成確保等はどうなっていますか。　

　印番目に、平成19年からスタートしている「みんな

でグッジョブ運動」の評価について伺います。

　５番目に、医療・福祉行政について。

　茨、新型インフルエンザ対策について。

　これから秋・冬に向けて患者数の大幅な増加と重症

者の増加が予測されていることから、次の質問をいた

します。

　ア、医療相談担当者、相談時間の24時間対応、発熱

相談センター体制の強化、情報の徹底が求められてお

りますが、人員は十分ですか。

　イ、発熱外来などの医療体制の強化と連携、指定医

療機関への薬品、資材等の確保は十分ですか。

　ウ、通常の診療に支障なく対応できる人員と病棟の

確保はできているのか伺います。

　芋番目に、県立病院の問題について。

　ア、県立病院の経営のあり方について、病院事業の

経営再建にかかっているということで３年間の再建計

画が出されています。３年後において経営の再建がど

の時点でなされたと評価されるのか、そういう評価の

経営再建とみなされる状態とはどういう状態なのか伺

います。

　イ、看護師不足による病棟閉鎖がされていますが、

実態はどうなんですか。看護師が辞職しないでよい就

労環境をどのように構築するか早急な対策が求められ

ています。伺います。

　鰯番目に、浦添看護学校の県立堅持について伺いま

す。

　これまでに議会におきましても２度たしか議決をさ

れていると思いますが、ア、今年度スタートした第二

学科の志願者状況について伺う。

　イ、県内看護学校の入学金・授業料と比較して、経

済的に困難な状況にある学生が進学できる唯一の看護

学校であると考えています。県民の立場から県立とし

て存続させるべきであると考えますがどうですか。

　ウ、在学生の立場からは、県立で入学し、学年途中

で民間に転校するということをどのように受け入れた

らいいのか伺います。

　允番目に、保育所待機児童問題について伺います。

　ア、県保育所入所待機児童対策特別事業基金の進瀧

状況について伺います。

　イ、国の「経済危機対策」の一環である待機児童解

消に向けて、「安心こども基金」の活用は検討されて

いるか伺います。

　印番目に、中央・コザ両児童相談所における夜間・

休日の緊急通報業務対応はどのように皆さんは把握さ

れているのか。また、改善策としてはどういうことを

考えておられるのか伺います。

　これは通告しておりませんけれども、当局にきのう

お話ししてありますが、去る20日に石垣市で起きまし

た３歳児虐待の問題で、先日の文厚委員会で初動に問

題があったのではないかという見解が示されました。

なぜ初歩的な判断が誤られたのか、その背景、体制の
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見直し等について今後の対策を伺います。

　咽番目に、県庁職員のメンタル病休・休職の実態と

原因は分析されているのか伺います。

　６番目に、農業行政について伺います。

　茨、さとうきびの新価格制度が来年度から導入され

ると、本県の農業に与える影響はどうなるんでしょう

か。また、制度開始延長ではなく、国のさとうきび政

策を根本から国に問い直していくことが必要だと思い

ますがどうでしょうか。

　以上です。

　再質問をさせていただきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、総領事の発言

についてどうかという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　報道で伝えられる総領事の発言は、沖縄の基地形成

の歴史的経緯や、今なお沖縄県に存在する広大な米軍

基地に対する県民感情に配慮を欠いている面があるの

ではないかと感じております。

　次に、基地問題にかかわる御質問の中で、Ｆ22戦闘

機の飛来についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては前回の一時配備から１カ月余りで再度

配備されたことから、依然として目に見える形での負

担軽減があらわれているとは言えないと考えておりま

す。

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわら

ず、米軍の訓練等により県民に被害や不安を与えるこ

とがあってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初め

周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及び日米両

政府に対し、強く要請をしているところでございま

す。

　同じく基地問題の中で、辺野古移設の民意について

の御質問にお答えいたします。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、騒音な

ど住民生活に深刻な影響を与えており、同飛行場の危

険性の除去及び早期返還は県民の強い願いであると考

えております。

　県といたしましては、その願いを早期に実現するた

めには、名護市のキャンプ・シュワブへ移設すること

が現実的な選択肢であると考えており、県民の理解は

得られるものと考えております。

　同じく基地問題の中で、アセス手続での県における

民意の反映についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　事業者であります沖縄防衛局から去る６月15日に住

民等の意見概要及び事業者見解が県へ送付されてきた

ことから、県は本年10月13日までに準備書について意

見を述べることになります。

　意見を述べるに当たりましては、名護市長及び宜野

座村長の意見を勘案し、住民等意見に配意いたします

とともに、環境影響評価審査会からの答申を踏まえ、

環境の保全の見地から意見を述べてまいりたいと考え

ております。

　同じく基地問題の中で、鳥島射爆撃場に関する御質

問にお答えいたします。

　私は、去る６月３日に鳥島射爆撃場周辺海域を視察

し、船上で久米島町長や県漁業協同組合長会会長か

ら、鳥島射爆撃場の状況やパヤオなどの漁場と漁業操

業における影響等につきまして直接説明を受けたとこ

ろでございます。

　県といたしましては、引き続きあらゆる機会を通

じ、日米両政府に対し、鳥島射爆撃場や久米島射爆撃

場の返還について、軍転協、久米島町、漁業関係団体

とも連携をしながら求めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、観光・経済・雇用行政に係る御質問の中で、

みんなでグッジョブ運動の評価いかんという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　グッジョブ運動は、産業界、教育界、労働組合、そ

して医療福祉関係、そしてＰＴＡ、婦人会、マスコ

ミ、行政等、さまざまな団体がそれぞれの役割のもと

で相互に連携・協力をして雇用問題の解決に取り組ん

できたところであります。徐々に県民にこの課題の解

決、この運動の趣旨、その効果につきましては浸透し

てきているものと認識をいたしております。

　県内の雇用情勢は、世界的な大不況及び国内景気の

悪化に伴いこれまで以上に厳しい状況となっておりま

すが、みんなでグッジョブ運動の取り組みにより、い

ち早く各業界が連携をして対策のとれる環境も醸成で

きたと考えております。

　今後とも、みんなでグッジョブ運動をエンジンとし

て広く県民運動を展開し、そしてこれを継続すること

により雇用の改善が図られていくものと確信いたして

いるところであります。

　次に、医療・福祉行政に係る御質問の中で、経営再

建とはどのような状態なのかという御趣旨の御質問に
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お答えいたします。

　経営再建とは、経営改善が実現をし、持続的な経営

の健全化が達成される場合を指すものと考えておりま

すが、県立病院改革の目的であります地域において必

要とされる医療提供体制を将来にわたって確保し、医

療水準の向上を図り、病院現場の勤務環境の改善を図

ることを踏まえる必要があります。

　具体的には、適切な繰り入れを行った上で、救急医

療、離島医療、小児・周産期医療など地域において必

要とされる医療を安定的に提供していくため、必要な

人的・物的な投資を適切に行い、かつ長期借入金等を

返済できる程度の経常利益を持続的に確保することが

できる状態を指すものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、沖縄返還密約についてお答えいたしま

す。

　沖縄返還をめぐる日米密約について、政府は平成19

年５月、鈴木宗男衆議院議員の質問主意書に対し「沖

縄返還に際する支払いに関する日米間の合意は、第67

回国会における琉球諸島及び大東諸島に関する日本国

とアメリカ合衆国との間の協定についての審議が行わ

れた当時から歴代の外務大臣等が一貫して繰り返し説

明しているとおり、沖縄返還協定がすべてである。」

と答弁しております。

　県は、密約の有無については承知しておりません。

　同じく知事の政治姿勢で、自衛隊の配備と国際交流

についてお答えいたします。

　防衛力のあり方等について、北村防衛副大臣が去る

５月26日の参議院外交防衛委員会において、多様な観

点から論議を積み重ねており、先島諸島を含む南西諸

島の防衛のあり方もその大切な一環として検討を進め

ている旨の答弁をしており、民間交流の推進とは別の

観点から議論が行われるものと考えております。

　次に、基地問題についての御質問で、普天間飛行場

へのオスプレイの配備についてお答えいたします。

　去る４月23日の参議院外交防衛委員会において、中

曽根外務大臣は「沖縄へのオスプレイの配備について

は、累次米側に照会をしているが、現時点では具体的

には決まっていないと説明を受けている」との趣旨の

答弁をしています。

　県としては、今後とも米軍の動向を注視しつつ、情

報収集に努めてまいりたいと考えています。

　同じく基地問題で、セスナ機墜落事故の土壌汚染調

査費についてお答えいたします。

　沖縄防衛局によると、本件調査費は、合衆国軍隊等

の行為等による被害者等に対する賠償金の支給等に関

する省令第３条の規定に基づき支出したとのことであ

ります。この件に関して、政府は、去る５月22日に照

屋寛徳衆議院議員の質問主意書に対して、「省令第３

条に基づく調査は、合衆国軍隊等の行為等による事故

の発生を知ったすべてのものに対して行っており、我

が国政府が日米地位協定第18条の規定に基づく請求を

処理する上で必要なものであることから、我が国政府

がこれに要する経費を支出するものであり、不適切な

支出に当たらないものと考えている。」と答弁してお

り、県としても被害に対する速やかな対応が行われた

ものと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　基地問題についての御質

問の中で、基地収入の割合、返還された基地からの雇

用と収入及び基地から生ずる経済的不利益について一

括してお答えします。

　軍雇用者所得及び軍用地料については、ＧＤＰの構

成要素ではなく、県民総所得の構成要素となっている

ことから、県民総所得に占める基地関連収入の割合と

して御説明をしたいと思います。

　基地関連収入が県民総所得に占める割合は、復帰直

後の15.5％から平成18年度には5.4％となり、その比

重は徐々に低下しております。また、これまで返還さ

れたすべての基地跡地からの雇用と収入に関する全体

の数値は、把握をしておりませんが、既に返還をされ

開発供用された那覇新都心地区、小禄金城地区、北谷

の桑江・北前地区の３地区については、平成18年度に

調査を行っております。

　調査の概要としては、平成14年における返還後の雇

用者数が３地区合計で１万8394人、また直接経済効果

は1994億円となっており、それぞれ返還前年度の616

人、88億円を上回っております。

　基地から生ずる経済的不利益については、調査対象

をどのように規定するか等の問題もあり、定量的に把

握することは困難であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、教職員の病気休暇の実態等についてお
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答えいたします。

　平成20年度において１カ月以上病気休暇を取得した

教職員数は、身体的疾患による休暇が503名、精神的

疾患による休暇が150名、計653名となっております。

　教職員の健康管理につきましては、人間ドック受診

の推奨、産業医やスクールカウンセラーの配置、管理

職を対象としたメンタルヘルス研修会を実施するとと

もに、医師による健康相談、教職員の悩み相談事業等

を行っているところであります。また、教職員の職場

環境の充実を図るため、学校においては衛生委員会を

設置するなど、労働安全衛生体制の確立を図るととも

に、本年度４月からは長時間勤務による健康障害防止

対策に係る規程を新たに整備し、医師による面接指導

体制を整えたところです。

　県教育委員会としましては、今後とも教職員の健康

の保持・増進を図り、信頼関係に満ちた明るい職場環

境づくりを目指し、個々の実情に応じた職場支援体制

の充実に努めてまいります。

　次に、「指導・支援カルテ」についてお答えをいた

します。

　「指導・支援カルテ」は、個人情報保護条例との整

合性、保護者への周知方法等に課題があるとの指摘等

を踏まえ、学校、家庭、地域を含む社会全体で児童生

徒を育てるとの視点に立ち、もう一度原点に立ち戻り

検討する必要があると考えております。

　県教育委員会としましては、外部有識者を交えた検

討委員会を設置し、当カルテの意義や必要性、活用の

あり方、条例との整合性等について総合的に検討して

いただき、その提言を受け対応してまいりたいと考え

ております。

　各市町村においては、それぞれの個人情報保護条例

との整合性などについて、慎重な判断や検討がなされ

ているものと理解しておりますが、今後、市町村の求

めに応じて、県の検討委員会の提言を参考に、適切に

対応していきたいと考えております。

　次に、県立高校入試における合格者の決定ミスにつ

いてお答えいたします。

　平成21年度の県立高等学校入学者選抜における合格

者の決定ミスにつきましては、その生徒や御家族、関

係者の皆様、そして県民の皆様に対し、多大な御迷惑

をおかけしたことに深くおわび申し上げます。

　今回の事案につきましては、当該校において入試原

簿への押印ミスとその後の確認作業を怠ったことが原

因であります。

　今回の事案を受け、県教育委員会では、全県立高等

学校長に対し入試原簿の総点検を指示するとともに、

入試業務を行う際の「点検作業要領」を新たに作成す

ることといたしました。また、各学校においても、実

態に合わせた点検作業マニュアルを策定することや情

報開示方法についても改めて受験生や保護者に対し周

知することといたしました。

　県教育委員会としましては、今後このようなミスが

二度と起こらないよう指導を強化し、各学校における

入試業務の徹底したチェック体制の確立を図ってまい

ります。

　次に、栄養教諭の役割と任用計画についてお答えい

たします。

　本県では、県民の肥満や生活習慣病等の増加が喫緊

の課題となっており、子供のときから望ましい食習慣

を身につけさせることは、極めて大切なことであると

認識しております。

　そのことから、児童生徒の肥満や偏食等の個別指

導、給食の時間や関連教科等における食に関する授業

などを担当する栄養教諭の役割は重要であると考えて

おります。

　平成19年度から３カ年間を検証期間として、現在、

14名の栄養教諭を公立小中学校等に配置し、食に関す

る指導を実践しているところであります。

　県教育委員会としましては、平成21年５月に「栄養

教諭配置における検証委員会」を設置し、同委員会の

検証結果や全国の動向等を踏まえながら、任用計画の

策定に取り組んでいきたいと考えております。

　次に、特別支援教育の位置づけ等と大平特別支援学

校の過密化の解消についてお答えいたします。

　特別支援教育は、障害のある幼児・児童生徒の自立

や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援するとい

う視点に立ち、特殊教育の対象の障害だけでなく、特

別な支援を必要とする幼児・児童生徒が在籍するすべ

ての学校において実施されるものであります。現在、

すべての学校において、特別支援教育に係る校内委員

会の設置や特別支援教育コーディネーターが指名され

ており、その資質向上やスーパーバイザーの養成、管

理職への研修を「特別支援教育理解推進事業」により

実施しているところであります。また、平成20年１月

の全公立小中学校を対象とした県独自の調査では、通

常学級に在籍する「特別な教育的支援を必要とする児

童生徒」の割合が3.4％となっております。

　なお、県立大平特別支援学校については、平成21年

12月を目途に校舎の増築が行われ、教室数の改善が図

られる予定です。また、過密化の解消に向け、通学区

域の見直しも検討してまいります。

　県教育委員会としましては、今後とも各市町村、関
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係機関と連携し、特別支援教育の一層の充実を図って

まいります。

　次に、県立博物館・美術館での一部美術品の非展示

についてお答えいたします。

　沖縄県立博物館・美術館の設置及び管理に関する条

例では、博物館法に基づき、歴史、芸術、民俗、産

業、自然科学等に関する資料を収集し、保管し、展示

して教育的配慮のもとに一般公衆の利用に供すると設

置の目的が示されております。このたびの美術館での

展示は、県が主催する企画展であり、美術館の責任で

展示作品を選定したものであります。

　選定に当たっては、教育委員会が所管します公的な

教育機関において、学習指導要領等に基づき、児童生

徒の心身の発達段階や特性等を考慮するという観点か

ら、子供たちが鑑賞・学習するには教育的配慮が必要

であるとの判断に至ったものであります。

　次に、授業料の減免についてお答えいたします。

　平成21年度６月末の一括申請時点の状況ですが、授

業料減免の申請者数は6354人で、そのうち減免者数は

4485人、減免率は9.70％となっており、減免額は４億

4056万8000円となっております。また、減免者数のう

ち、全額免除は3163人、半額免除は1322人となってお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　教育行政との関連

で、県立芸術大学の老朽校舎の改築についてお答えい

たします。

　県立芸術大学美術工芸学部のデザイン・彫刻棟は築

41年、染織棟及び陶芸棟は築49年が経過し、老朽化が

著しいことから、その危険性が懸念されている状況で

あります。しかしながら、これらの現キャンパス内に

おける改築は、都市計画法、建築基準法、那覇市都市

景観条例等による建築上の制約や狭隘な敷地等により

極めて困難な状況にあります。

　県としましては、安全性の確保に向け、老朽校舎対

策を早急に行う必要があることから、大学の将来構想

等も含め関係機関と調整をしているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光・経済・雇用行

政について、観光と雇用を組み合わせた施策について

の御質問にお答えします。

　沖縄県では、「みんなでグッジョブ運動」の一環と

して、観光・リゾート産業における求人・求職のミス

マッチの解消を図るため、求職者向けのフォーラムや

合同企業説明会の開催などにより、観光・リゾート産

業への理解促進に努めております。また、今年度から

は、観光・リゾート産業における魅力ある職場づくり

を支援するため、経営者層を対象とした人づくりセミ

ナーを実施するほか、先進地の海外ホテルスクールな

どへの留学制度を新設することとしております。

　次に、補正予算のハード事業とソフト事業の割合に

ついてとの御質問にお答えします。

　観光商工部の補正予算は総額約87億2400万円となっ

ております。このうち、ハード事業にはサポーティン

グ産業誘致型賃貸工場整備事業など約10億3500万円、

約12％に当たる額を計上しております。ソフト事業で

は、観光客誘致緊急対策プロモーション事業や沖縄Ｂ

ＰＯ事業拠点集積促進事業など約76億8900万円、約

88％に当たる額を計上しております。

　次に、観光客誘致のための予算及びそれに見込まれ

る観光客数についてとの御質問にお答えいたします。

　平成21年度の観光客誘致のための当初予算は、沖縄

観光特別対策事業の３億円を含む約８億7000万円と

なっております。主な施策としましては、県外におけ

る沖縄観光プロモーションイベントの実施、海外観光

客の拡大に向けた誘客活動、国際会議など各種コンベ

ンションの誘致、リゾートウエディングやニューツー

リズムの推進などに取り組んでいるところです。

　平成21年度ビジットおきなわ計画では、入域観光客

数630万人を目標にしており、不況の折厳しい状況で

はありますが、新たに観光客誘致緊急対策のための予

算を投入し、目標達成に向けて努力してまいります。

　次に、同じく観光・経済・雇用行政について、県立

職業能力開発校の訓練環境、指導員の育成確保等につ

いての御質問にお答えします。

　県においては、県立職業能力開発校の訓練内容の向

上、訓練環境の整備保全を図るため、計画的な施設及

び訓練器具の整備に努めており、今６月議会の補正予

算においても約１億円の職業能力開発校整備費を追加

提案したところであります。また、訓練指導員の育成

とスキルアップを図るため、県外での指導員研修への

派遣を行っております。さらに、職業訓練指導員の確

保については、訓練科目の社会的なニーズ、現在の職

員体制等を総合的に判断して必要な人材を採用してお

ります。あわせて、必要な人材の確保を容易にするた

め、職業訓練指導員免許に関する周知や、職業訓練指

導員試験の実施などにより、免許保持者をふやしてい
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きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療・福祉行政に

ついての項目の中で、新型インフルエンザに関する相

談体制についてお答えします。

　県では、ＷＨＯがフェーズ４を宣言して以降、県内

６保健所に発熱相談センターを設置し、感染が疑われ

る方や医療機関等からの相談に対応しました。また、

県庁内には保健所の発熱相談センターを補完する役割

として、休日・夜間にも24時間対応できるよう２名の

職員を常駐体制で対応しました。４月27日から６月23

日までの相談件数は、合計3738件となっております。

　現在の相談体制につきましては、６月19日に改定さ

れた国の運用指針により発熱相談センターの役割が縮

小されたことから、休日・夜間を休止とすることとい

たしました。

　次に、新型インフルエンザ対策に係る資機材の確保

状況についてお答えいたします。

　県では、昨年度までに新型インフルエンザの発生に

備えて、これまで治療薬であるタミフルを22万人分備

蓄するとともに、発熱外来で従事する医療スタッフが

使用する個人防護具を8160人分備蓄しました。また、

感染症指定医療機関である県立病院に対しては、人工

呼吸器を１台ずつ配備し、個人防護具を計1650人分配

備済みです。

　これらのほか、本議会に提出されている補正予算案

に感染拡大期等に入院治療に対応する民間医療機関に

対して、約4000人分の個人防護具を購入するための予

算を計上しております。

　次に、新型インフルエンザへの対応と通常診療業務

についてお答えします。

　新型インフルエンザが流行してウイルスが高病原性

である場合は、多数の患者が医療機関を受診し入院す

ることが想定されるため、病棟や人員が不足すること

が予想されます。これを緩和するためには、通常業務

を縮小して新型インフルエンザの患者に対応すること

が必要となります。

　各医療機関においては、蔓延期に備えて業務継続計

画を策定することが求められており、県では、県医師

会や県立病院と連携して業務継続計画の策定を支援

し、蔓延期の医療体制確保に努めていきます。

　次に、浦添看護学校第二学科の志願状況についてお

答えします。

　平成21年度の浦添看護学校第二学科の志願状況は、

入学定員80名のところ、志願者数は397名で志願倍率

は約５倍となっております。これを県内の民間看護師

養成校３年課程の平均約４倍と比較すると高い倍率と

なっております。

　浦添看護学校の存続についてお答えします。

　県は、民間の看護師養成所が整備されてきたことか

ら、県と民間の役割分担を踏まえ、浦添看護学校を民

間に移譲することとしております。

　経済的に困難な状況にある学生については、修学資

金を貸与するなどにより修学を支援していく考えであ

ります。

　次に、浦添看護学校の在学生の転校についてお答え

します。

　県は、浦添看護学校を平成24年４月に民間に移譲す

ることとしており、その時点で在学する学生は転校の

対象となります。

　次年度の３年課程の学生募集は転校の対象となるた

め、学校を民間へ移譲することや卒業まで授業料等を

据え置くことなどを募集要項に明記し受験生に周知す

る予定であります。

　なお、転校生につきましては、卒業まで入学時のカ

リキュラムを継続することとなっております。

　次に、保育所入所待機児童対策特別事業基金の進瀧

状況についてお答えします。

　平成20年11月に実施した待機児童実態調査では、保

育所定員を平成20年４月時点より5400人程度ふやすこ

とができれば待機児童の解消が見込まれるという調査

結果を得ております。

　保育所入所待機児童対策特別事業基金においては、

認可外保育施設の認可化を促進することによって、平

成23年度までに3600人の定員増を予定しております。

　今後の計画としましては、平成21年度に４施設270

人、平成22年度５施設345人、平成23年度４施設270人

で、全体で13施設の認可化により885人の定員増を予

定しております。

　現時点においては目標に達していないことから、今

後、認可外保育施設実態調査結果をもとに市町村に対

し、認可化に向けての積極的な対応を働きかけてまい

ります。

　次に、「安心こども基金」の活用についてお答えし

ます。

　「安心こども基金」においては、平成22年度までに

保育所の創設等を促進し、1800人の定員増を予定して

おります。

　今後の計画としましては、平成21年度に創設１カ

所、分園１カ所、増改築12カ所、平成22年度は創設１
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カ所、分園３カ所、増改築８カ所、全体で26施設の整

備により865人の定員増を予定しております。

　現時点においては目標に達していないことから、今

後、市町村に対し「安心こども基金」を活用した保育

所の創設や増改築、分園の設置を働きかけ、待機児童

の解消に努めてまいります。

　続きまして、児童相談所における夜間・休日の緊急

通報業務対応についてお答えします。

　夜間や休日における児童虐待通告などは「子ども虐

待ホットライン」が受け付けており、通告の内容に

よっては所管の児童相談所の所長、班長、主幹へ引き

継いでおります。

　所長等は交代で携帯電話を所持して通告等に対応し

ており、また、緊急に安全確認や一時保護を行う必要

があると判断した場合は所属の児童福祉司を呼び出

し、所長等とともに対応しております。

　現在、電話対応や安全確認等の業務に携わった時間

については時間外勤務の対象としておりますが、いわ

ゆる待機時間についても一定の緊張を強いられる状況

にあることから、負担軽減を図るための改善策につい

て、児童相談所や関係部署と調整の上、検討を行って

まいりたいと考えております。

　最後に、本件につきましては質問通告後に生じた重

要案件ということで、昨日、議員の方から改めて質問

の通告がありましたのでお答えいたします。

　石垣市における３歳男児を被害者とする傷害事件に

ついてお答えいたします。

　今回の事案は、本年５月７日に石垣市において３歳

の児童が迷子として保護され、けがをしているなど虐

待が疑われる情報が警察署員から提供されたものの、

その時点で児童の現認を行わず、６月19日に当該児童

が脳挫傷等で病院に搬送され、児童の父親が傷害の疑

いで逮捕されたものであります。

　児童相談所分室においては、虐待の疑いで情報を収

集したものの、母親が当該児童の発達の相談を希望し

ていたことなどから、一時保護の判断に至らなかった

ようであります。

　本件については、今後、検証を行ってまいります

が、子供の安全確保を最優先とする点において初期対

応に不適切な部分があったと認識しており、大変遺憾

に感じております。

　県としましては、本事案を深刻に受けとめており、

今後、再発防止のための対策を検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　医療・福祉行政につ

いての御質問の中の、看護師不足による病棟閉鎖等に

ついてにお答えします。

　平成21年６月１日現在、看護師不足によって休床し

ている病床は、南部医療センター・こども医療セン

ターで59床、中部病院で52床となっております。

　看護師の離職防止については、看護師の業務の軽減

を図るための病棟クラークの配置や嘱託看護補助員の

採用を進めるほか、育休明けや家族の介護を要する看

護師に対して勤務時間の配慮を行っております。

　また、病棟閉鎖及び看護師不足を解消するために、

正職員採用において受験年齢制限を撤廃するととも

に、県内外の看護師養成校訪問や「ナースＪＯＢフェ

スタ2009」等の就職説明会を行っております。

　さらに、今年度からは採用試験を２回実施すること

にしております。

　また、局内に７対１看護に係る看護体制検討チーム

を設置し、看護体制の見直しを行っているところであ

ります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　医療・福祉行政の質問の

中で、県庁職員のメンタル性疾患による病休・休職の

実態と原因についてお答えします。

　知事部局における精神性疾患による休職者は、平成

16年度の30人から平成20年度は36人と増加傾向にあ

り、精神性疾患による長期病気休暇の取得者は、平成

16年度の16人から平成20年度は37人とこれも増加傾向

にあります。

　精神性疾患により休職等に至った原因につきまして

は、仕事上、人間関係、家庭内の悩みや健康上の問題

などさまざまな要因が複合的に影響を及ぼしているも

のと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業行政で、さとう

きび経営安定対策についてお答えします。

　平成19年度から実施されているさとうきび政策は、

ＷＴＯ等国際規律の強化に対応するため、施策の対象

となる担い手を明確にした上で経営の安定を図ること

をねらいとしております。特に、さとうきびは代替作

物に乏しい自然条件下にある本県の基幹作物であり、

地域経済においても重要な地位を占めていることか

ら、品目別経営安定対策として講じられております。
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　政策の内容としては、農家の所得確保や製糖企業の

経営安定を図るため、砂糖の取引価格と経営安定対策

による政策支援を行っております。

　現行の経営安定対策の支援対象は、認定農業者を初

め基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加する者

に加え、平成21年産までの特例として、生産組織に参

加する小規模農家などとなっております。

　基幹作業のうち収穫については、平成20年産より見

直しが行われ、刈り倒しまたは搬出のみを委託した場

合も支援対象となったところであります。

　この見直しにより、本則要件を充足する生産農家割

合は、現状の４割から５割程度に拡大することが見込

まれます。

　県としては、22年産以降においてもすべての生産農

家が経営安定対策の支援対象となるよう、引き続き関

係団体等と連携し、機械化のおくれなど地域の実態を

踏まえた対象要件の緩和・見直し等について、国に対

し強く要請してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　では、再質問をいたします。

　最初に基地経済についてですが、基地依存度が、先

ほどのお話によりますと、昭和47年から15.6％から

5.4％と３分の１になったと。依存度は減ったという

認識でよろしいかどうかお伺いします。

　それから、基地撤去後の跡利用については、先ほど

は新都心、美浜、小禄金城の３つの合計をおっしゃっ

ておられました。

　2007年６月の県の駐留軍用地跡利用に伴う経済波及

効果調査というのを見てみますと、これは基地の収入

が基地返還後数十倍、雇用がかなり幅がありますけれ

ども、小禄の場合はもう1000倍以上ですが、その他の

ところでは200数十倍と。そういうような状況が生ま

れている。これは戦後64年、そして復帰後37年、毎年

均等とは言いがたいですが、今後これはふえていくと

いう可能性を持っているわけですから、私たちはそう

いうような状況で毎年損失をしてきたと。そういうこ

とに私はなると思いますが、認識を伺います。

　それから３番目に、不利益について大変複雑な私は

計算が確かに必要だろうと思うんですが、今、定量的

な掌握ができるのは、困難であるというお話がありま

した。あえて私は、概算でもやっていく必要があるの

ではないかと考えるものですが、皆さんにその算出を

していく意思がおありかどうかお聞きいたします。

　次に、県立芸大の老朽校舎についてお聞きしますけ

れども、私たちは委員会で見てきまして、これは非常

に深刻な状況であるというふうに認識をいたしており

ます。私はもう少し踏み込んだ見解が欲しいと思いま

すが、今、現状においての改築が不可能に近い状況の

お話がありましたが、これをいわゆる皆さんから提案

のある農業試験場跡への移転計画も含めた長期的な計

画がなされているのか、話し合いがあるのかどうか伺

います。

　それからインフルエンザ対策について伺います。

　これはもう観光行政とも非常に大きな意味がありま

す。安全性ということが今後の秋から冬にかけての大

きなポイントになると思います。

　私はもう１点だけお聞きしたいことは、今、県庁内

の人員、保健所、それから病院現場がほとんど通常の

業務と兼ねてやりなさいという体制になっているとこ

ろに、非常にこれで果たして本当に十分なことができ

るのかどうかということを懸念をいたしているところ

です。その点をもう一度お願いします。

　それから看護学校については、私はこれはもう今

回、社会人の８人に対して122人という15倍以上の

ニーズがあったというようなことを考えますと、拙速

な民間移譲を私はぜひ見直していくことを要望いたし

たいと思います。

　それから最後に県立病院の問題について、今、平成

24年までの繰入額について大体考えられているようで

すが、それ以降について皆さんがどういうような見解

を持っておられるのか伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時12分休憩

　　　午後３時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　比嘉京子議員の再質問に

お答えいたします。

　基地問題に対する質問の中で、３点ほどございまし

た。

　１つは、基地依存度は小さくなったかという質問で

ございますが、これは昭和47年の15.5％から平成18年

の5.4％、間違いなく縮小してきているというふうに

認識をしております。

　２点目は、復帰後37年間、このような形で損失が

あったというふうに考えていいかというふうな御質問

がございました。

　これは、答弁にありました那覇新都心等３地区――
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都市部でございますけれども――そういう場所とか条

件によっては、これは損失があったというふうに考え

ることができるというふうに思います。

　３点目に、この不利益を概算していく意思があるか

というふうな御質問でございますけれども、これにつ

きましては、沖縄県におきましては、その広大な米軍

基地が存在するというふうなことで騒音問題とか環境

問題、それから都市形成上の問題、交通問題等さまざ

まな形の不利益はあるわけです。

　そういうふうなものを定量化できるかというのはも

う少し工夫が必要かと思いますけれども、今後、研究

をしてまいりたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　県立芸大の老朽校舎

の対策についての再質問にお答えいたします。

　老朽校舎の対策につきましては、現在調整を行って

いる分につきましては、緊急対策としての仮設校舎の

建設が必要であります。今現在、仮設校舎についての

調整を行っているところでありまして、将来的には全

学部移転による統一キャンパスも視野に入れた校地の

選定として、農業試験場跡地も候補地の一つとして整

備計画等を調整しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　インフルエンザ対

策についての再質問にお答えいたします。

　国の新型インフルエンザ対策行動計画では、新型イ

ンフルエンザの大流行時には、職員の約４割が欠勤と

いうことを想定しております。このような状況下でも

インフルエンザ対策に係る業務については、全庁的対

応をすることから、通常業務への職員配置を制限する

ことになっております。

　社会機能維持にかかわるものと優先的に継続すべき

業務を選定し、当該業務を継続する体制の確保が必要

になっております。そのために、先ほど答弁いたしま

したが、業務継続計画を策定することになっており、

県においては本庁の全課、保健所等、病院等において

も策定済みという報告を受けております。

　今後とも、その策定状況について確認し支援して、

蔓延期の医療体制確保に努めていきたいと考えており

ます。

　それから、県立病院の24年度以降の繰り入れ等につ

いてという再質問にお答えいたします。

　県が提供する政策医療の内容及び範囲に基づき合理

的に算定された金額を繰り入れることとしておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　大変前向きな答弁ありがとうござ

います。

　県の基地対策課のホームページを見てみますと、

「復帰後は、県民総支出に占める基地収入の割合は、

県経済規模拡大を背景に年を逐って低下し、平成14年

度には5.2％と約３分の１程度に減少しています。し

かし、基地収入の絶対額は、復帰時の780億円から平

成14年度には1931億円と約2.5倍になっており、依然

として県経済を支える大きな収入源であることに変わ

りがなく、県の経済活動の中で重要な要素の一つと

なっています。」と書いてありますので、どうか訂正

をよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き代表質問を行います。　

　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　改革の会の當間盛夫です。

　改革の会、初めて代表質問ということでございます

が、我々会派、来る者拒まず去る者追わずでございま

すので、そういった意味からは島袋大議員、中川京貴

議員は居室が近うございますので、我々の会派室のド

アはあけてお待ちしておりますので、一緒に沖縄をぜ

ひ変えていければなというふうにも思っておりますの

で、どうぞまたこれからもよろしくお願いをしたいと

思います。

　それでは、ことしは薩摩侵攻から400年、差別や同

化政策でも私たち琉球の文化は衰退することなく脈々

と継承され、元気であります。独自の文化がこれほど

大切かと改めて先代の皆さんに感謝するものでござい

ます。

　そして戦後64年、慰霊の日での比屋根君の「平和の

いのり」、「こんな青い空に　こんなおだやかな沖縄

に　戦争は似合わない　祖母のくしゃくしゃな涙も　

似合わない」と、毎年子供たちに改めて平和のありが

たさを教えてもらうものがあります。

　しかし、北朝鮮の緊張で沖縄の基地はミサイル攻撃

の対象でもあり、中国の軍事脅威など決して沖縄周辺
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も平和と言える状況でないことも現実であります。

　復帰37年、それを言い続けている以上、沖縄はよく

ならないのではないでしょうか。お上に頼るよりみず

から何ができるのか、そして行動する。東京ではなく

アジア全体に視野を広げ、仲井眞知事が言う「～世界

に誇れる美ら島おきなわをつくろう～」、それです。

沖縄がアジアに貢献できることが間違いなくある、そ

れは琉球が日本でもあり中国でもあった、そしてアメ

リカでもあった。それが強みではないでしょうか。そ

れが沖縄ではないでしょうか。

　３年前、県民は仲井眞知事に期待をした。結果、

137万の県政を仲井眞知事は担われた。県民との約束

は果たされていますか。「おきなわ力」は発揮されて

いますか。見る限り、失業率の全国平均化、普天間基

地の３年閉鎖、1000万人の観光客、どれも約束が

ちょっと守れそうにありません。一期４年ではやっぱ

りちょっと無理なんでしょうか。もう一期なされるお

つもりがあるのか、これは答弁は要りません。

　それでは、知事の政治姿勢について。

　茨、解散選挙間近の衆議院議員選挙での知事の対応

と政権交代に対する見解を伺う。

　芋、失業率全国平均化、1000万人の観光客、普天間

基地３年閉鎖など公約の目玉は未達成でありますが、

残り１年でめどはあるのかを伺います。

　鰯、北朝鮮情勢は近年で最も緊迫状況にあります

が、知事の見解を伺います。

　允、小泉構造改革の象徴、郵政民営化の見直しにつ

いての見解と、島嶼県沖縄の郵便局のあり方をお伺い

します。また、総務大臣を沖縄担当大臣が兼務するこ

とへの見解もお伺いいたします。

　印、医療制度は崩壊寸前であります。後期高齢者医

療制度の廃止について見解を伺います。

　咽、社会保障への対応で増税議論がありますが、税

金の無駄遣いをなくすことが先であります。消費税引

き上げについての見解を伺います。

　員、市町村の平成大合併、今後の対応と道州制への

見解を伺います。

　因、タクシー規制緩和の見直しについての見解と、

レンタカー規制を含めた観光客の交通手段について伺

います。

　姻、低炭素社会革命の構築は、糸満から本部までの

新型路面電車の導入であります。取り組みと課題を伺

います。

　引、那覇空港拡張整備事業の現状と課題について伺

います。

　飲、大学院大学周辺整備事業の進瀧状況と課題を伺

います。

　淫、特別自由貿易地域の企業誘致の取り組みと課題

を伺う。

　胤、モノレール旭橋駅周辺の再開発事業、Ａ街区バ

スターミナルの進瀧状況について伺います。

　続きまして、日本経済の100年に一度の危機は決し

てアメリカのサブプライムローン破綻だけが原因では

なく、小泉構造改革や政権のたらい回し、原油高騰で

の対策の後手など、すべては政府の政策失敗が底辺に

あるということを忘れてはいけません。骨太方針09も

骨抜きと言われております。社会保障2200億円の抑制

を削除したのであれば、「後期高齢者医療制度」も廃

止すべきであります。政局より経済優先ということ

で、ばらまきの選挙対策でしかないのではないでしょ

うか。

　日本の借金は平成21年度末で816兆円、家族負担

1517万円、国民１人当たり負担額620万円、危機的な

財政状況でこれだけの多額の予算をつぎ込むのですか

ら、日本経済が上向き、元気を取り戻す意義のあるも

のにしなければなりません。

　２、経済、雇用危機対策について。

　茨、平成20年度の補正予算と今回の補正予算で大き

な財源がある。経済・雇用戦略の着実な実施が必要で

あるが、効果と見通しを伺う。

　芋、従来型公共工事から環境自然復元型公共工事へ

の転換で、県内企業が受注できる公共工事改革が必要

と考えるが見解を伺う。

　鰯、温室ガス排出15％削減の県の対応、産業・雇用

創出を視野に入れた新エネルギービジョンの早期作

成、温暖化防止環境モデル立県としての構築について

伺う。

　允、農業再生、畜産、漁業の多角化に対する支援体

制と課題を伺う。

　印、観光産業に対する支援強化について取り組みと

課題を伺う。

　咽、県信用保証協会の保証状況と課題を伺う。

　員、県内労働者の労働環境・条件問題について県や

市町村の具体的対応策と課題を伺う。

　因、職業能力開発校、専修学校を活用した職業訓練

など雇用、生活保障セーフティネットの構築について

取り組みと課題を伺う。

　姻、県立病院を起点とした公的医療の安心サービス

の整備、医療・介護分野の人材育成の支援について取

り組みと課題を伺う。

　引、幼児教育、子育て支援サービス（保育所、学

童）の充実について取り組みと課題を伺う。
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　飲、人材育成からも給付型奨学金制度の導入など高

等教育の私的負担軽減、税額控除等の取り組みについ

て対応策と課題、そして私立学校への助成金の拡大に

ついて取り組みと課題を伺う。

　淫、障害のある子供たちに、多様な教育支援体制の

整備について取り組みと課題を伺う。

　基地問題については取り下げます。

　不発弾も用地問題もすべて国の責任であります。被

害者に見舞金で済まされる問題ではなく補償すべきで

あります。用地問題は、戦時中、国に土地を盗まれた

のも同然であります。特別枠で補償するのは当然であ

ります。県は、県民の痛みを自分のものとすべきであ

ります。

　４、戦後処理問題について。

　茨、不発弾処理に関する取り組みと課題を伺う。

　芋、旧軍飛行場用地問題の進瀧状況と課題を伺う。

　鰯、フィリピン残留日本人問題の名簿作成について

県の対応を伺う。

　次に、沖縄県土地開発公社は県の100％出資の外郭

団体であり、平成19年度の包括外部監査では、議会や

第三者機関での毎年の監査、黒字は県民に還元すべき

であるとの指摘をしています。企業誘致としての選定

後の相互の信頼、協議など公としての役割が事業には

あります。単なる土地の切り売りではないはずです。

　そこで伺います。

　５、豊崎プロジェクトの進瀧状況と課題、公社が契

約保証金を返還しなかった事例がこの豊崎事業である

ようだが、件数と解除理由、金額、会計処理を伺う。

その他の事業でも同様なものがあるのかを伺う。

　昨年の９月議会で質問をしました「海ブドウ産地偽

装」110トンの調査はどうなりましたか、海ブドウの

定義はできましたか、県産品の売れ行きはそれ以降順

調ですか、事件はどのようになったのですか、２社の

業者はどうなったのですか、マスコミもあれだけ騒ぎ

ながらその後の報道をしない。

　そこで伺います。

　６、昨年８月の「海ブドウ産地偽装事件」につい

て、その後の経過説明と対応を担当部局、県警に伺い

ます。

　７、消費者生活相談の窓口対応の強化が指摘されて

いますが、県・市町村の取り組み状況と課題を伺いま

す。

　最後に、県行財政改革は、県の元三役、元部長等管

理職の天下りをなくすことが先であります。その皆さ

んがどれだけの給与、ボーナス、退職金があるのか公

表すべきでもあります。

　そこで伺います。

　８、県行財政改革の取り組み状況と課題を伺いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、衆議院選挙で

の知事の対応等々に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄の諸問題の解決に御尽力をいただいております

与党の自由民主党及び公明党の皆さんと引き続き連携

をとって仕事をしてまいる所存でございますし、ま

た、沖縄の抱える諸問題の解決には、各政党にこれま

で同様積極的に力を注いでいただきたいと考えている

ところでございます。

　次に、同じく政治姿勢の中で、３年めどの閉鎖状態

の実現いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　普天間飛行場の閉鎖状態の実現につきましては、去

る４月８日に開かれました第９回移設措置協議会にお

きまして河村官房長官から、危険性の除去、騒音の軽

減等についてさらに検討を加速させたい旨の発言があ

りました。

　県としましては、今後とも協議会やワーキングチー

ムにおいて、率直な意見交換を重ね、３年めどの閉鎖

状態の実現に努めてまいりたいと考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、北朝鮮情勢に係る御

質問にお答えいたします。

　北朝鮮情勢に係る諸般の問題につきましては、国連

安全保障理事会の緊急会合において核実験を非難する

決議が採択されたところであり、我が国を初めとする

米国、韓国などの国々が外交努力を重ね、解決に向け

て取り組んでいるところと理解いたしております。平

和的解決が図られ、朝鮮半島の緊張緩和が一日でも早

く実現することを強く望んでいるところでございま

す。

　同じく政治姿勢の中で、総務大臣を沖縄担当大臣が

兼ねることについての知事の所感という御趣旨の御質

問にお答えしますが、これは政府の事情で大臣が兼務

されていることであって、私がコメントする立場にあ

るとは思えませんので、答弁を控えさせていただきま

す。

　次に、那覇空港拡張整備事業の現状と課題の御質問

にお答えいたします。

　那覇空港の拡張整備につきましては、ことし３月に
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増設滑走路のおおむねの位置や規模を選定する構想段

階から、具体的な施設配置を検討する施設計画段階に

移行いたしております。

　現在、施設計画に関して県民等から意見を募集する

パブリックコメントを去る６月22日から１カ月の予定

で実施いたしているところであります。

　那覇空港の拡張整備につきましては、その手続を着

実に進めてきており、引き続き国と連携をして早期実

現に取り組んでまいる所存でございます。

　次に、経済、雇用危機対策についてでございます

が、観光産業に対する支援と課題についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、世界的な不況による観光客減少を防ぐ

対策としまして、各種誘客プロモーションを国内外で

展開いたしております。

　具体的には、観光情報サイト「真南風プラス」を活

用したキャンペーンや首都圏を中心としました観光Ｐ

Ｒイベントの実施のほか、海外におきましては特に中

国からの誘客を図るため、富裕層向け会員制クラブを

活用した観光セミナーを実施したところでございま

す。

　一方、県内におきましては、沖縄県ホテル旅館生活

衛生同業組合と連携をして、県民一泊運動の推進によ

ります県内業界支援に取り組んでいるところでありま

す。

　課題としましては、国内につきましては、不況の影

響を受けやすいビジネス・団体の誘客の確保、海外に

つきましては、定期航空路線の拡充やクルーズ船の就

航促進及び東アジアからの誘客拡大等であると考えて

おります。

　次に、戦後処理問題の中で、不発弾処理の取り組み

と課題についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　昭和49年の那覇市小禄の爆発事故を契機に、昭和50

年度から埋没不発弾等の処理事業を開始し、平成20年

度までに134トンの不発弾等を発掘・処理いたしてお

ります。

　今後は、民間工事予定地における探査を促進すると

ともに、民間工事等で発見された不発弾等の処理費用

の全額国庫負担等につきまして、引き続き国へ要請を

していきたいと考えているところでございます。

　次に、県の行財政改革の取り組み状況と課題につい

てという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、これまで５度にわたる行財

政改革に取り組んできたところであります。

　平成18年度から実施いたしております現行の行財政

改革プラン期間中の財政効果は、当初の目標318億円

を上回る451億円が見込まれるなどおおむね計画どお

りに進瀧いたしております。

　しかしながら、この間、県の行財政を取り巻く環境

は変化いたしており、加えて、財政の中期見通しでは

約1260億円の収支不足が見込まれ、県財政の硬直化に

より県民へのサービスの提供に支障を来すことが懸念

されております。

　このため、現行プランの目標達成に全力を尽くしま

すとともに、新たな飛躍に向け、基礎となる行財政基

盤の確立を目指す新たなプランを策定をし、さらなる

行財政改革に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いて、失業率全国平均化、観光客1000万人誘致のめど

についての御質問にお答えします。

　世界的不況のもと、県内雇用情勢も厳しい環境に置

かれていることから、完全失業率の全国平均化につい

ては厳しい状況にあります。

　沖縄県といたしましては、雇用再生特別事業基金な

どを活用するとともに、継続してみんなでグッジョブ

運動を推進し、一丸となって失業率の改善に取り組ん

でまいります。

　一方、入域観光客数についてはこれまで堅調に推移

しており、平成20年度は593万人で過去最高を記録し

ましたが、最近は、景気低迷や新型インフルエンザな

どの影響で沖縄観光を取り巻く状況は大変厳しいもの

となっております。

　沖縄県といたしましては、緊急総合経済対策による

誘客キャンペーンを実施し、観光業界との連携を深め

ながら、戦略的かつ効果的な誘客施策を展開し、将来

の観光客1000万人の達成に向けて引き続き努力してま

いります。

　次に、観光客の交通手段についての御質問にお答え

します。

　沖縄県が実施した平成19年度観光統計実態調査によ

りますと、観光客が利用する交通手段として最も多い

のがレンタカーで、以下タクシー、観光バス、モノ

レールの順になっております。

　レンタカーについては、道路運送法上の一定の基準

を満たせば営業許可がおりることから、県において規

制を行うことは困難であります。
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　近年、観光客が県内を移動する場合において、交通

手段へのニーズが多様化しているため、県としては、

レンタカーを含め多様な交通手段を提供することが観

光客の利便性向上につながるものと考えております。

　次に、特別自由貿易地域の企業誘致の取り組みと課

題についての御質問にお答えします。

　現在、企業誘致については、東京や名古屋などで知

事みずからプレゼンテーションを行う企業誘致セミ

ナーを開催し、投資環境のＰＲに努めるとともに、県

外事務所などによる個別企業訪問を行い、積極的な企

業誘致活動に取り組んでおります。

　沖縄県としては、分譲価格が高いこと、本土市場か

ら遠隔で物流コストの負担が大きいことなどの課題を

踏まえ、分譲価格の減額制度、物流支援事業など、さ

まざまな取り組みを行ってまいりました。

　今後とも、企業ニーズに沿った投資環境の整備に努

めるとともに、国内外での企業誘致活動に全力で取り

組んでまいりたいと考えております。

　次に、経済、雇用危機対策についてという御質問

の、エネルギービジョンの作成についてという御質問

にお答えいたします。

　沖縄県エネルギービジョン（仮称）については、昨

年度、調査検討委員会を設置し、エネルギーの現状や

今後の需要見通しに関する調査を取りまとめたところ

であります。

　今後は、当該調査結果や国の施策の動向を踏まえ、

県民の意見等を聴取した上で年度内をめどに、沖縄県

の産業振興につながるビジョンとして策定したいと考

えております。

　同じく、県信用保証協会の保証状況と課題について

との御質問にお答えします。

　国の「緊急保証制度」については、制度がスタート

した平成20年10月末から平成21年３月までの保証承諾

件数が3140件、金額は約663億3300万円となっており

ます。

　保証申し込みが急増したことから保証承諾までにか

かる時間が長くなり、その解消が課題となっておりま

した。

　沖縄県信用保証協会は、平成20年度中に特別班を編

成し、平成21年４月からは審査担当職員を10名から15

名へ増員するなど審査体制の強化により対応しており

ます。その結果、保証承諾までの所要時間の短縮が図

られております。

　次に、県内労働者の労働環境・条件問題についての

具体的対応と課題についてお答えします。

　県内労働者の労働環境や労働条件につきましては、

県では、毎年「労働条件等実態調査」を実施してその

実態把握に努めております。

　労働条件などの改善に当たっては、基本的な労働条

件の枠組みの定着と適正な労務管理体制を確立させ、

法令遵守意識を高めていくことが重要な課題であると

考えております。

　そのため、県としては労働関係法令の趣旨や制度等

について「労働おきなわ」などの広報誌や講演会の開

催などにより、事業主や労働者の方々に周知・啓発を

行っております。

　また、労政・女性就業センターにおいて、電話や来

所者などを応対する労働相談や宮古・八重山を含む県

内５カ所での巡回労働相談を行っております。

　次に、雇用と生活保障のセーフティネットについて

の御質問にお答えします。

　国においては、雇用保険を受給できない方がハロー

ワークのあっせんにより公共職業訓練や専門学校等が

行う認定訓練を受講する場合、訓練期間中の生活保障

として、単身者には月10万円、扶養家族を有する方に

は月12万円を支給する事業をことし７月から開始する

こととしております。

　また、沖縄県の独自事業として、雇いどめなどで失

業した求職者と雇用保険の給付を受けていない30歳以

上44歳未満の者に対して、協力事業所での職業訓練を

支援する緊急ジョブトレーニング事業を今年度から実

施しております。本事業においても、訓練期間中の生

活費として１日につき6000円の訓練手当が支給される

ものとなっております。

　両事業については、今年度から実施するということ

もあり、周知徹底等が課題であるため、関係機関と連

携してその周知に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、郵政民営化の見直しについての見解

と、島嶼県の郵便局のあり方についてお答えします。

　郵政民営化委員会において、郵政民営化の進瀧状況

について総合的な検証が行われ、ことし３月に郵政民

営化推進本部に対し、意見が提出されております。そ

の中で、郵便、銀行、保険の各サービスが郵便局で一

元的に提供されることや、これまで提供されてきた

サービス水準が維持されること、また、日本郵政公社

以前から培ってきた地域社会との連携を大切にするこ

と等が指摘され、日本郵政グループ各社に対し、その
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ための取り組みを進めていくことを求めています。

　県としては、郵便局において現状のサービスが維持

されることが重要と考えており、この意見に沿った対

応がなされるものと考えています。

　また、県が委員となっている「地域貢献業務計画等

に関する沖縄会議」の中で、ユニバーサルサービスが

維持されるよう、適切に対応していく考えでありま

す。

　次に、市町村合併の今後の対応と道州制への見解に

ついてお答えします。

　県内の市町村合併は、平成18年３月までに５地域17

市町村について実現し、市町村の数は53から41に減少

しましたが、現在のところ、合併の動きはありませ

ん。

　なお、政府の第29次地方制度調査会は、麻生総理大

臣に対し、平成の大合併については、合併新法の期限

である来年３月末で一区切りとするのが適当と答申し

ております。

　しかしながら、本県においては小規模町村が多く、

財政基盤も脆弱であることから、今後とも市町村合併

を含めた行政体制整備が必要と考えております。

　また、道州制は、国、道州、市町村の役割分担と税

財源の移譲など多くの課題があり、国民生活にも大き

な影響を及ぼすことから、道州制の導入の是非や理

念・目的等について、国民的な議論が重要であると考

えております。

　次に、タクシー規制緩和の見直しについてお答えし

ます。

　今国会において、国土交通大臣によるタクシーの供

給過剰地域の特定地域指定、地域参入抑制や、タク

シー増車の届け出制から認可制への変更などを盛り込

んだ特定地域タクシー適正化・活性化特別措置法が可

決成立したところであります。

　県としましては、法施行に向けて今後制定される特

定地域の指定基準等の政省令を踏まえ、タクシー事業

者が安定的な経営を図れるよう、指導監督権限を有す

る沖縄総合事務局や関係機関と連携し、取り組んでま

いりたいと考えております。

　次に、新型路面電車導入の取り組みと課題について

お答えします。

　新型路面電車の導入については、膨大な事業コスト

や維持コストが必要であること等の課題や、沖縄県の

体系的な交通ネットワークの構築、環境負荷軽減の観

点などを踏まえ総合的に検討していきたいと考えてお

ります。

　次に、大学院大学周辺整備事業の進瀧状況と課題に

ついてお答えします。

　沖縄県では、世界じゅうから集まる研究者やその家

族が快適に暮らせる環境を整備するためのガイドライ

ンとして、平成19年度に周辺整備基本計画を策定して

おります。

　周辺整備の実施に当たっては、道路や海岸、下水道

整備などの公共事業とあわせ、住宅、教育、医療や商

業施設など民間の活力を活用しなければならない事業

が多く含まれております。

　現在、昨年11月に設置された周辺整備推進協議会の

中に、民間メンバーを含めた専門部会を設置し、その

実施に向けた方策について検討を行っております。

　沖縄県としては、今後、これら専門部会での検討結

果をもとに、大学院大学メーンゲート周辺のまちづく

り整備や石川インター周辺の交通結節機能の整備、周

辺住宅の確保など、それぞれが役割を果たしつつ、一

体的に整備が進められるよう支援を行ってまいりたい

と考えております。

　次に、モノレール旭橋周辺地区市街地再開発事業Ａ

街区の進瀧状況についてお答えします。

　Ａ街区の再開発につきましては、新たなバスターミ

ナルのあり方について、関係者の合意形成が必要であ

ります。

　関係者間の協議につきましては、昨年の７月、那覇

バスターミナル株式会社の全株式が新たな不動産会社

に譲渡されて以降、しばらく行われていませんでし

た。

　ことしの２月、今後の進め方についての協議を再開

し、現在は、引き続きバス会社の運行責任者を含めた

新バスターミナル計画の検討会を行っていると聞いて

おります。

　次に、経済、雇用危機対策についての御質問の中

の、平成20年度補正予算と今回の補正予算の効果と見

通しについてお答えします。

　沖縄県では、緊急総合経済対策として、平成20年度

11月補正予算で約22億円、平成20年度２月補正予算で

約206億円、平成21年度当初予算で約101億円を計上し

てきたところあります。現在は、その迅速かつ効果的

な執行に全力で取り組んでいるところであり、成果は

出てきつつあると考えております。

　今回の「経済危機対策」に係る６月補正予算案で

は、企業会計等を含めて総額約372億円を計上してお

ります。

　経済波及効果を沖縄県産業連関表を用いて推計を

行ったところ、執行が次回補正以降となる基金への積

み増し分を除いた関連施策の支出総額約307億円に対
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し、経済波及効果は約484億円、経済成長率を約0.7ポ

イント引き上げる効果があると試算しております。

　また、雇用効果については１年で約3700人の創出が

あり、完全失業率を約0.6ポイント引き下げる効果が

あると試算しております。

　次に、豊崎プロジェクトについての御質問の中の、

豊崎プロジェクトの進瀧状況と課題についてお答えし

ます。

　豊見城市地先開発事業の工事の進瀧状況について

は、平成21年５月末現在、埋立工、護岸工、附帯工の

すべてが完了しております。

　また、土地の処分状況につきましては、現在、住宅

用地、都市開発関連用地及び臨空港産業用地等の分譲

が行われており、公募している土地面積に対する処分

済みの面積の割合は80.2％となっております。

　今後の課題としましては、住宅用地の分譲済みが

48.8％となっていることから、住宅用地分譲への積極

的な取り組みを行い、また、最近、臨空港産業用地に

おいて契約の解約があったことから、当該用地につい

て再公募し、適切な企業の選定に向けて取り組む必要

があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての御質問の中の、後期高齢者医療制度に対する

見解についてお答えいたします。

　後期高齢者医療制度いわゆる長寿医療制度について

は、高齢者の医療給付に必要な財源の安定的な確保の

ため、すべての医療保険者が支援することとして、長

年の議論のもとに創設されたものであります。

　同制度については、国民の方々や都道府県等の意見

を踏まえ、徴収方法や保険料の軽減措置など、手厚い

改善が図られてきております。

　長寿医療制度は、皆保険制度を堅持し、高齢者に対

し適切な医療を提供していくため、重要な制度である

と認識しております。

　続きまして、経済、雇用危機対策の御質問の中の、

公的医療の安心サービスの整備及び医療・介護の人材

育成についてお答えいたします。

　県においては、経済、雇用対策における公的医療の

整備として、県立中部病院と南部医療センター・こど

も医療センターのＤＭＡＴ整備等を行う予定であり、

また、病院事業局においては、八重山病院の耐震改修

整備を予定しております。さらに、久米島病院の電子

カルテ等の整備事業を実施することにしております。

人材確保については、女性医師バンク事業の実施や、

地域医療再生計画に基づく施策を展開していくことに

しております。

　一方、介護分野の人材育成については、平成21年度

より国の補助を受けて、介護福祉士等養成校の学生に

対する修学資金の貸し付け、職場体験事業、潜在的有

資格者等養成支援事業等を実施することとしており、

福祉・介護人材の緊急確保、人材育成に努めていくこ

ととしております。

　介護職員については、賃金が低いことや仕事がきつ

いなどを理由に転職する者が多いと言われており、県

内でも人材の確保が課題になっております。

　そのため、九州各県と連携して、介護人材の安定的

確保のため、介護報酬等の適切な水準の確保等に関す

る施策の充実強化を国へ要望したところであります。

　続きまして、子育て支援サービス（保育所、学童）

の取り組みと課題についてお答えします。

　本県における保育施策の課題としましては、待機児

童が全国に比較して非常に多いことであり、また、放

課後児童クラブの課題としましては、大規模クラブの

分割などがあります。

　県におきましては、国の経済対策の一環として、平

成20年度に「安心こども基金」を設置したところであ

り、当該基金を活用して、待機児童解消のための保育

所整備や放課後児童クラブの整備などを市町村に働き

かけてまいりたいと考えております。

　次に、戦後処理問題についての御質問の中で、フィ

リピン残留日本人問題の名簿作成についてお答えいた

します。

　フィリピンに戦後の混乱で取り残されたとされる残

留日本人の国籍・就籍問題については、一義的に国の

所管する業務であると認識しております。

　そのため、フィリピン残留邦人につきましては、県

として具体的な情報を持ち合わせておりません。今

後、国の対応を注視していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢の質問の

中で、消費税率の引き上げについてにお答えします。

　消費税につきましては、少子・高齢化がますます進

展する中で、世代間の公平の確保や社会保障を初めと

する公的サービスの費用を賄うための安定的な歳入構

造の確保の観点から導入されたものであり、その役割

は重要なものであると考えております。

　今後の消費税の税率につきましては、社会保障費を
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含めた受益と負担の関係や行政改革の推進などさまざ

まな観点から国において議論されているところであ

り、県といたしましては、今後の動向を見守っていき

たいと考えております。

　次に、経済、雇用危機対策の質問の中で、私立学校

の助成金の拡大についてにお答えします。

　沖縄県では、私立学校を設置する学校法人等に対し

運営費助成等の支援を行っており、平成21年度は24億

9787万6000円を計上しております。

　県内の私立学校を取り巻く環境は、少子化の進行な

ど厳しい状況にあり、学校経営の健全性を高めるとと

もに、保護者の修学上の経済的負担の軽減を図ること

が課題となっております。

　県としましては、今後とも厳しい財政状況の中、私

学教育の果たす重要な役割を踏まえ、所要の予算の確

保に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　それでは、経済、雇

用危機対策についての、環境自然復元型公共工事への

転換についてにお答えいたします。

　自然復元型公共工事の取り組みとしては、海岸にお

いて美しい海や砂浜等の景観・環境に配慮し、緩傾斜

護岸、養浜及び人工リーフ等の組み合わせによる面的

防護方式で海岸施設の整備を進めております。また、

河川においては、多自然川づくりや水辺に親しむ川づ

くりに鋭意取り組んでいるところであります。

　今後とも、景観や環境等に配慮した工法による工事

を推進し、県内企業が受注できるよう取り組んでいき

たいと考えております。

　続きまして、豊崎プロジェクトについての、契約保

証金の返還の事例についてお答えいたします。

　豊見城市地先の豊崎タウンにおける沖縄県土地開発

公社の分譲用地の売買契約において、契約解除した

後、契約保証金を契約相手方に返還しなかった事例

は、これまで住宅用地で３件、臨空港産業用地で１

件、計４件あります。

　住宅用地については、資金計画が困難となったこと

による契約相手方からの申し入れに基づく契約解除

で、契約保証金の合計金額は729万4000円となってお

ります。

　また、臨空港産業用地については、企業の経営不振

により土地売買代金の支払いがなかったことから、公

社から契約解除したものであり、契約保証金は３億

183万1000円となっております。契約解除後の公社の

会計処理については、事業外収益の雑収益となってお

ります。

　なお、その他の埋立造成事業について、契約保証金

に係る土地売買契約の解除事例はございません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　経済、雇用危機対策

との関連で、温室効果ガス削減の対応及び環境モデル

立県についての御質問に一括してお答えをいたしま

す。

　国においては、ことし６月に地球温暖化対策におけ

る我が国の2020年の温室効果ガスの削減量、いわゆる

中期目標として、2005年比15％削減を発表しておりま

す。

　沖縄県では、今年度から現行計画を見直し、新たに

「沖縄県地球温暖化対策実行計画（仮称）」を平成22

年度に策定することにしております。

　新たな計画の策定に当たりましては、環境省から６

月中旬に示された計画策定マニュアルに沿って削減目

標を設定するとともに、エネルギー政策などの関連施

策との連携を図りつつ、本県の地域特性に配慮した対

策の充実強化を図っていきたいと考えております。

　次に、消費生活相談窓口の取り組み状況と課題につ

いてお答えをいたします。

　県では、ことし３月に消費者安全の確保に関する相

談機能の強化、活性化を図るため、沖縄県消費者行政

活性化基金を創設し、同基金事業を平成21年度から23

年度まで行うこととしております。

　県としましては、当該基金を活用し、課題となって

おります市町村の消費生活相談窓口の設置促進や、県

民生活センターの相談機能の充実強化に取り組んでい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　経済、雇用危機対策

についてで、農林水産業の多角化についてお答えいた

します。

　農水産物の高付加価値化を図るためには、生産から

加工、流通、販売まで一貫した対策を講じる必要があ

ります。特に、生産の安定確保や品質の向上、低コス

ト化が課題となっております。このため、県として

は、拠点産地の形成による生産供給体制の強化、

ファーマーズマーケット等、農産物直売所の整備、モ

ズク、紅芋、ゴーヤーなどの集出荷施設及び加工施設
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の整備、耕作放棄地の再生利用による生産拡大と雇用

の創出、県内外での販売促進キャンペーンの実施な

ど、各種事業を実施しているところであります。

　生産から加工、販売まで行っている事例としては、

ゴーヤー、シークヮーサー、紅芋、子牛生産から肥育

まで行っている石垣牛などがあります。地域の活性化

に寄与しております。

　今後とも、地域特性を生かした農水産物の生産振興

及び高付加価値化を図るため、関係機関と連携した取

り組みを推進してまいります。

　次に、昨年８月の「海ブドウ産地偽装」について

で、「海ブドウ産地偽装」の経過と対応についてお答

えいたします。

　平成20年８月の海ブドウの産地偽装については、対

象事業者にその原因の究明と再発防止策を講じるよう

指示し、講じた措置について報告をするよう求めまし

た。その後、平成20年９月10日に対象事業者から、

「塩水入り塩蔵海ぶどう」製品を自主回収し、ＪＡＳ

法遵守に努める旨の報告がありました。

　県としては、今後とも国などと連携した巡回指導、

講習会などを各地で開催し、食品用表示の普及啓発を

図り、再発防止に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、経済、雇用危

機対策についての御質問で、幼児教育の取り組みと課

題についてお答えいたします。

　幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培うとと

もに、義務教育及びその後の教育の基礎を培う重要な

教育と認識しております。

　本県では、国の施策や平成15年度に策定された「沖

縄県幼児教育振興プログラム」に基づき、幼稚園教員

等の資質向上に係る研修会の開催や、２年保育・３年

保育の拡充等の環境整備の促進を図ってきたところで

す。しかし、２年保育・３年保育の実施率については

全国平均に達しておらず、課題となっております。

　県教育委員会としましては、幼児教育の重要性にか

んがみ、３年保育の促進と幼児教育の充実を図るた

め、現在「沖縄県幼児教育振興アクションプログラ

ム」の策定に向けて作業を進めているところです。策

定後は、市町村教育委員会を初め関係行政機関と連携

を図り、子育て支援等の教育施策等を促進し、幼児教

育の充実・振興に向けて努めていきたいと考えており

ます。

　次に、教育費の私的負担軽減についてお答えいたし

ます。

　本県では、就学意欲がありながら経済的理由等によ

り就学が困難な高校生に対して、授業料の減免制度に

よる教育費の負担軽減や、奨学金制度の活用による就

学支援等に取り組んでいるところであります。

　給付型奨学金制度の導入につきましては、財源の確

保や導入後における奨学金制度の継続等について課題

があると考えております。

　県教育委員会としましては、授業料の減免制度の適

切な運用や、奨学金貸与制度の一層の充実を図ること

などにより、本県の有為な人材の育成に努めてまいり

たいと考えております。

　次に、障害のある子供たちの教育支援体制の整備に

ついてお答えいたします。

　障害のある子供たちへの教育支援体制を整備するこ

とは、特別支援教育を推進する上で重要な課題である

と考えております。障害のある子供たちへの教育支援

としては、特別支援学校、特別支援学級、通級指導教

室を設置し体制の整備を図ってまいりました。

　また、すべての学校において特別支援教育にかかわ

る校内委員会が設置され、コーディネーターが指名さ

れております。さらに、「特別支援教育理解推進事

業」等により、コーディネーターの資質向上やスー

パーバイザーの養成、管理職への研修等を実施してい

るところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも幼・小・中・

高等学校における校内支援体制を整備するとともに、

教職員の専門性の向上を図り、特別支援教育の一層の

充実に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　戦後処理問題について

の御質問で、旧軍飛行場用地問題の進瀧状況と課題に

ついてお答えいたします。

　旧軍飛行場用地問題につきましては、その解決に向

けて、県・市町村連絡調整会議で確認された取り組み

方針及び解決指針を踏まえ、関係市町村及び国との調

整を進めてきたところであります。

　その結果、平成21年度から特別調整費を活用した特

定地域特別振興事業を実施していくものとし、平成21

年度は、那覇市の鏡水自治会及び宮古島市の七原、富

名腰、腰原３自治会のコミュニティーセンター等の整

備事業が両市において実施されているところでありま

す。

　平成22年度事業については、伊江村からカーフェ
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リー建造の事業案、読谷村からビニールハウス等の農

業関係施設整備の事業案が出されており、現在、両村

と事業化に向けた調整を行っているところでありま

す。

　なお、課題となっている事業提案に至っていない地

主会については、沖縄振興計画期間内での事業実施に

向けて、県と市町村との連携を密にしながら取り組ん

でいきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　「海ブドウ産地偽装事

件」の捜査結果についてお答えいたします。

　本件「海ブドウ産地偽装事件」につきましては、所

要の捜査を遂げ、本年１月22日、不正競争防止法（第

２条第１項第13号）違反として、法人会社２社及び両

社の代表者等３名を那覇地方検察庁に書類送致したと

ころでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　まず、旧軍用地問題からなんです

が、那覇地主会、面積が大きい地主会が未解決である

んですよね。その地主会は、事業計画を那覇市へ提出

されたということなんですが、県の対応をお伺いいた

します。

　そして、22年度の事業計画で読谷村が挙がっている

というお話でしたが、それは全地主会の総意なのか。

一部地主会との合意というような言われ方もしている

んですが、それでもその事業を進めていくのかという

ことですね、読谷村の方は。この２つをお尋ねいたし

ます。

　豊崎の方で、解除した事例が４例あったということ

で、３例は住宅地、これが交通事故に遭っての方と、

そして契約者が病気になられたということの解除、そ

して住宅金融公庫からの借り入れができなかったとい

うこの３件なんですよね。公社の売買契約の解除がま

ずこの３件と事業者１件ということで回答されている

んですけれども、内容を見るとやむを得ない事情であ

り、契約者の責めに帰するべきではないというふうに

思うんですよ。これは保証金は契約者に返すべきでは

ないかと思うんですよね。

　契約法の契約者当事者間についての法原則「信義誠

実の原則」。これは民法第１条２項にうたわれていま

す、「信義に従い誠実に行わなければならない。」

と。この原則から派生するものが事情変更の原則であ

るんであれば、契約時の社会的事情や契約の基礎と

なった事情にその後著しい変化があり、契約の内容を

維持し強制することが不当となった場合は、それに応

じて変更されなければならないという事情変更原則の

適応を、私はこの３例はやらないといけなかったんで

す。どうしてそれをやらないというのか。公社はイ

コール県であるはずです。一般不動産の売買とは違う

ようなことをどうしてするのか。返還されない保証金

は、公社の資料によれば、言われたように事業外収

益、雑収入に挙がる。この雑収入は弱者から正当な理

由なくして全部取ってしまった。これを県財政の一部

として使うことは、私は県民の世論は納得しないと思

うんですが、この辺をお伺いをいたします。

　そして海ブドウ、これはことしの４月18日、日本経

済新聞、那覇地検は17日までに、フィリピン産海ブド

ウを沖縄産と表示した販売、不正競争防止法違反の疑

いで送検された２社を、起訴猶予処分とした。もう事

件にならなかったということなんですよね、部長。

　今、その問題を言うんですけれども、じゃ、私がさ

きに執行部で述べたもの、35グラム４パック、これだ

けで事件性があるのかということを言っています。前

回117トンあったと、そのうちの７トンだったと。

じゃ、110トンどうなったのか調査してくださいと。

じゃ、調査しますと言った。じゃ、その117トンそれ

がどうなったのか。そして、海ブドウの定義はあるの

かと聞いたら、定義はないとおっしゃった。じゃ、そ

の海ブドウの定義があるんであればお答えください。

そして、117トンがどうなったんだということの調査

が済んでいるんであれば、そのこともぜひお聞かせく

ださい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時50分休憩

　　　午後４時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　旧軍用地問題に関する

再質問にお答えいたします。

　２つあったと思います。大嶺地主会の提案について

県はどう対応するか。それから、読谷の地主会は合意

しているか、この２つのお尋ねだったと思います。

　まず、大嶺地主会につきましては、特別調整費とは

別枠で事業を実施するよう要望していることは承知し

ておりますが、これらの事業につきましては、事業規

模が極めて大きく、さらに事業主体が明らかでなく責

任が明確になっていないこと、そして要望する事業と
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当該地域の活性化との関連が明らかでないことなどか

ら、関係市町村としても国や県への説明が困難である

としており、県としてもこの案では国へ要望できる事

業案ではないというふうに考えております。

　また、読谷村の事業につきましては、現在村と調整

しているところであり、地主会も了解しているものと

理解しております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　再質問の住宅用地の

ケースでも契約保証金を取るのかという御質問にお答

えいたします。

　契約保証金は、契約書に契約を履行させるための契

約履行の担保であります。特段の定めのない限り、契

約が履行できない場合は、公平性の観点から契約に

従って対応していただくことになります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質問にお答えいた

します。

　海ブドウの定義についてでございますが、海ブドウ

の定義は、主に「クビレズタ」など、ブドウのような

形状をした「イワズタ」属の緑藻に対する商標でござ

います。

　次に、輸入物のうち110トンの調査はどうなってい

るかということでお答えいたします。

　偽装問題を受けまして継続して調査した結果、平成

21年２月に産地偽装の業務改善指示がございました。

その後、産地偽装はございませんで、ほぼ調査を終わ

りまして、ほかに産地偽装の問題はありませんでし

た。

　以上でございます。

○當間　盛夫君　全然答弁になってないじゃない。

110トンの海ブドウはどうなったのかと聞いたんだ。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　お答えいたします。

　110トンの調査を行った結果、一部産地偽装がござ

いましたが、そのほかについては産地偽装はございま

せんでした。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　それじゃ土地開発の方は、これは公

がやる仕事じゃない。それは事情変更の原則があるわ

けですから、そのことでしっかりと公の仕事をやれば

いいわけですよ。そのことをお願いしたいと思いま

す。

　農林水産、しっかりと海ブドウの定義は、皆さん前

回ないと言ったんです。その調査をちゃんとやってく

ださい。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明26日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後４時56分散会
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髙　 嶺　 善　 伸

當 山 眞 市

仲 宗 根　 　 　 悟

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成21年６月26日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ４ 号）
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議　　事　　日　　程　第４号

平成21年６月26日（金曜日）

午前10時開議

第１　さとうきび農業基本政策確立等に関する意見書

玉城 ノ ブ子 さん　中 川　 京 貴君

座喜 味 一幸 君　　辻 野ヒ ロ 子さん

具志　 孝助 君　　仲 宗根　 悟君

当銘　 勝雄 君　　渡 久地　 修君　　 提出　議員提出議案第４号

前島　 明男 君　　瑞 慶覧　 功君

玉城　　 満 君　　上 里　 直 司君

奥平　 一夫 君　　租 田　 勝 廣君

第２　一般質問

第３　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　さとうきび農業基本政策確立等に関する意見書

日程第２　一般質問

日程第３　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで

甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第10号議案　専決処分の承認について

乙第11号議案　専決処分の承認について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 4 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年６月 26日（ 金曜日）午前 10時２分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま す。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室
　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　黒　島　師　範　君
財 政 統 括 監

教育委員会委員　　中　野　吉三郎　君

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　幸　喜　銅　子　さん委　　員　　長

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　比　嘉　久　晶　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

選挙管理委員会
委　　員　　長　　佐和田　　　清　君
職 務 代 理 者

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

参 事 兼 政 務　　　　　　　　　新　城　　　博　君
調　査　課　長

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君
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　日程に入ります前に報告いたします。

　６月24日、玉城ノブ子さん外13人から、議員提出議

案第４号「さとうきび農業基本政策確立等に関する意

見書」の提出がありました。

　次に、説明員として出席を求めた教育委員会委員長

比嘉梨香さんは、別用務のため本日、29日及び７月１

日の会議に出席できない旨の届け出がありましたの

で、その代理として本日及び７月１日の会議に教育委

員会委員中野吉三郎君、29日の会議に同委員会委員長

職務代理者鎌田佐多子さんの出席を求めました。

　また、説明員として出席を求めた選挙管理委員会委

員長阿波連本伸君は、所用のため本日の会議に出席で

きない旨の届け出がありましたので、その代理として

選挙管理委員会委員長職務代理者佐和田清君の出席を

求めました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　議員提出議案第４

号　さとうきび農業基本政策確立等に関する意見書を

議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第４号につ

きましては、経済労働委員会の委員等により協議した

結果、議員提出議案として提出することに意見の一致

を見ましたので、提出者を代表して提案理由を御説明

申し上げます。

　提案理由は、さとうきび農業基本政策確立等につい

て関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

〔さとうきび農業基本政策確立等に関する意見

書朗読〕

　以上で提案理由の説明を終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第４号

「さとうきび農業基本政策確立等に関する意見書」を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２及び日程第３を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議

案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　おはようございます。

　まず知事の政治姿勢についてであります。

　茨、次回総選挙における与野党逆転による政権交代

の可能性はかなり高いものと見られております。野党

政権を担う各党は、普天間移設問題についてはいずれ

も辺野古に反対であり、大きな流れは県外・国外とい

うことでございます。知事はもとより基地の移設は県

外がいいと、ベストだということをおっしゃってきた

立場からすれば、これは政権交代による新政権は歓迎

すべき立場にあるというふうに思いますが、いかがで

ありましょうか。

　２番、辺野古新基地建設に関して。

　茨、４月８日に行われた「移設協」においては、一

体何を協議し、何が決まったのか。
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　芋、環境アセスメント準備書について。

　ア、アセス法施行令第９条はただし書きで、「環境

影響が相当な程度を超えて増加するおそれがある」も

のは、法に言う軽微な変更ではないとしております。

すなわちこれらについては環境アセスの方法書の手続

に戻るべきものとしておるのであります。今回の準備

書では、新たにヘリパッド４カ所、係船機能つきの護

岸、汚水浄化槽等が追加をされております。また、昨

年11月の追加資料の提出でも飛行機の種類の追加、

920メートルと430メートルの誘導灯の追加、３カ所の

洗機場、県内外の莫大な海砂の採取等がつけ加えられ

ております。これだけ多くの追加事業が出たわけであ

りますから、当然これは法に従って方法書に戻るとこ

ういうことが当然であります。県の見解を伺います。

　イ、防衛省は、2007年６月から2008年３月までの間

に、自衛隊の掃海母艦まで動員をして環境現況調査と

いう事前調査を行いました。アセス法の趣旨は、事業

の実施中の環境への影響はもとよりでありますが、事

前の調査による環境への影響も当然に含むものとされ

ております。このように方法書の洗礼を抜きにした大

がかりな事前調査は明らかにアセス法違反でありま

す。また、それによって得られた結果を準備書に使用

することも手続上許されないものと私は考えます。県

の見解はいかがでありましょうか。

　ウ、施設の位置について６つのパターンの検討の結

果、方法書と変更がありません。すなわち知事の主張

する沖合移動は拒否をされているわけでありますが、

知事はいかようにお考えか。

　エ、それとの関連で、現建設計画での滑走路の位置

は正確にはどこなのか。東経何度何分で、北緯何度何

分なのかを示され、県の認識を示されたいと思いま

す。

　オ、オスプレイの配備についてはメディアの関係

等々で2014年と言われております。ＳＡＣＯ最終報告

にも記載されていたことも明らかになっております

が、環境アセスの一連の手続で全く触れられていな

い、このことについて県はどのような見解をお持ち

か。

　３、補正予算案についてであります。

　茨、国の予算15兆4000億円のうち県関係額は企画部

の試算で総額1008億円となっております。うち県が

451億円、市町村179億円、国直轄378億円、市町村、

国直轄などの予算の内容及びこれらを貫く全体事業の

目玉は何か。

　芋、県関連予算451億円のうち今回の補正は350億

円、100億円はそれ以降の９月以降ということになる

と思いますが、知事のおっしゃる景気対策として大胆

に使い切らないと景気浮揚にならないという立場はこ

れでは実現しないのではないかというふうに思います

が、知事はどういうお考えでありましょうか。

　鰯番、県の経済対策補正予算の「目玉事業」は何

か。

　允、「障害者自立支援対策臨時特例基金」や「緊急

雇用創出事業臨時特例基金」など、基金積み立てにお

いて66億円、今回の補正予算での事業化は約30億円と

積立金の半分にも満たない事業規模になっておりま

す。その理由と事業化予算の内容について説明をして

ください。

　印、喫緊の課題である「雇用対策事業約45億円」、

「観光客誘致関連事業約40億円」は重要と考えます。

その内容はどうなのか。これまでの事業との違い、ま

た新たに工夫はあるのか。この予算の執行によって具

体的にどのような雇用改善がなされるかを示された

し。

　咽番、福祉保健部関連予算を見ると、「特定不妊治

療費助成事業」は約3500万円、「がん検診等管理事業

費」80万円、「女性医師バンク事業」520万円、「母

子家庭等自立促進事業費」530万円、何ともお寒い限

りであります。緊急課題である「医師確保関連予算」

はどうなっているのか。また、今回の補正予算は県民

の命と暮らし、また安心・安全という最も重要な課題

にこたえていないのではないか。どのような考え方で

編成されたか見解を示されたし。

　員、土木と農林の予算を合計すると約176億円で全

体の半分は相変わらず従前型の公共事業、縦割り行政

の中から予算化した内容であると思います。農林及び

土木関係予算で新たな発想で内需拡大や緊急経済対策

と呼ぶにふさわしい景気対策に実効性のある事業は何

か、説明をされたし。

　因番、「国直轄事業負担金」、これは全国的に議論

になっておりますが、県の対応はどうなっているの

か。また負担金について事業ごとにその状況を説明さ

れたし。

　姻、県の「財政の中期見通し」では、平成20年度か

ら23年度まで４年間で収支不足は1260億円、財源対策

を図ってもなお880億円程度の収支不足が残るとして

おりますが、今回の経済対策を受けて県債残高はどう

か。また本県財政の見通しはどうか、具体的に説明を

されたし。

　４、県立病院のあり方についてであります。

　茨、経営形態の見直しについて。

　アは削除をいたします。
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　イ、「独法」下と「全適」下で病院経営の相違点は

何か。また地方独立行政法人のメリット・デメリット

について説明をしてください。

　ウ、基本方針に言う「経営改善が実現し持続的な経

営の健全化が達成される見込み」とはどのような状態

のことか、数値で具体的に示していただきたいと思い

ます。

　エ、再建計画の未達成の場合に備えて独法化に向け

た取り組みとされておりますが、具体的にいつ、何を

進めるか説明されたし。

　オ、平成21年度で再建計画の目標が実現した場合、

その取り組みはどうなるか。

　芋、経営の効率化についてであります。

　ア、経営再建計画の要点は何か。３年間の目標を病

院事業局長、具体的に示していただきたいと思いま

す。実現の見通しはどうか、決意も含めて伺います。

　イ、県立病院の経営悪化の原因の一つに政策医療が

あると思いますが、どう認識するか。また、中長期的

にはどのような対応をするか。

　ウ、一般会計からこれまでの繰り入れについてはど

のような認識か。

　エ、一定の期間――３年間ということでありますが

――定額の繰入金が確保されますが、その後はどうな

るのか。

　鰯、県立北部病院の産婦人科診療体制についてであ

ります。

　ア、現在の体制はどうなっておりますか。

　イ、安定的医師確保のために組織的、長期的な対応

が必要と思うがどう対応するかということでありま

す。知事の所見を賜ります。

　５番、自殺防止のための施策であります。

　茨、直近５年間の自殺者の推移とその主な理由につ

いて。

　それから芋、県はこれらに対してどのような施策を

とってきたか。その成果はどうか。

　鰯、「沖縄いのちの電話」等民間のボランティア団

体への助成についてであります。

　ア、「沖縄いのちの電話」は、2008年の１年間で延

べ1839人の相談員で１万件以上の電話を受け、そのう

ち自殺志向者は654件に達しております。まさに自殺

予防の最前線で頑張っているボランティア団体であり

ます。このような団体に対して、場所の確保や備品等

県としてもできるだけの対応をしてもらいたいと思い

ます。今回の補正予算で――これは国ですが――地域

自殺対策緊急強化基金として100億円が初めて組み込

まれております。恐らく沖縄県の配分が１億円ぐらい

にはなるんでしょう。それを有効に活用してぜひとも

具体的な対応をしていただきたいと思います。県の対

応をお伺いいたします。

　イ、担当部長にはぜひこれらのボランティアとの交

流や現場視察をして、現状の把握に努めていただきた

いというふうに思っております。

　６番、フィリピン残留日系人（県系人）問題につい

てであります。

　私はこれは17年前からずっとやっておりますが、な

かなか前に進みません。

　茨、残留日系人の数は１万人とも言われ、日系人が

一番多いダバオを中心にその大半は県系人だと言われ

ております。県の実態把握、きのうも質問が出ており

ましたが、実態を把握しているのかどうか教えていた

だきたい。

　芋、ＮＰＯ法人フィリピン日系人リーガルサポート

センターなどの尽力で、日系二世に日本の国籍を与え

る取り組みが行われております。このたび糸満市出身

の中村さん、仲村渠さん３兄弟が新たに就籍を決定

し、このたび16名の日系人が帰国をいたします。その

うち７名が県系人で来月の９日に沖縄にいらして、そ

れぞれの親類にお会いするか、あるいは父親の情報を

求める、こういう活動をする予定になっております。

県としても積極的に関与をしていただきたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　玉城義和議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の県外移設に係る御質問についてお答えいたします。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、住民生

活に深刻な影響を与えており、早期に危険性を除去

し、騒音の軽減を図るなど、周辺住民の不安を解消す

ることが緊急の課題であると考えております。

　普天間飛行場の移設問題につきましては、県外移設

がベストだとは思いますが、米軍再編協議の経緯など

から県外移設は困難であり、一日も早い危険性の除去

のためには、県内移設もやむを得ないものと考えてお

ります。

　次に、補正予算の中で、市町村、国直轄などの予算

の内容、主要事業についてという御質問にお答えいた

します。

　今回の「経済危機対策」では、沖縄県内に県計上、

市町村計上、国直轄事業等を含めて総額でおおむね

1000億円程度配分されるものと推計いたしておりま
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す。

　「経済危機対策」は、経済の底割れのリスクという

短期的な危機、そして世界経済の大調整という構造的

な危機への対策を基本といたしており、これに基づい

て具体的施策が構成されております。

　主な事業を挙げますと、底割れの回避といたしまし

ては、国や県による緊急雇用創出事業や中小企業の資

金繰り支援などが挙げられております。「成長戦略－

未来への投資」としましては、国直轄の大学院大学の

整備や市町村による子育て支援事業などが挙げられて

おります。さらに「安心と活力の実現」としては、道

路、港湾などの社会基盤の耐震化などが挙げられてお

ります。

　これらの事業を迅速かつ着実に実施することによ

り、経済の底割れのリスクを回避し、成長軌道に乗

せ、安心と活力ある社会を実現すべく力を注いでまい

りたいと考えております。

　次に、補正予算に係る御質問の中で、直轄事業負担

金に関する県の対応いかんという御趣旨の御質問にお

答えをいたします。

　全国知事会は、直轄事業負担金につきまして負担金

の算定基準や内訳明細の速やかな情報開示、そして現

行制度の早急な改善などを国に求めております。これ

を受け、国からは負担金の内訳明細が示されておりま

すが、地方負担の対象範囲や基準が不明瞭であること

から、県といたしましては今後さらなる情報開示と説

明を全国知事会と連携をして国に求めていきたいと考

えているところでございます。

　次に、県立病院のあり方に係る御質問の中で、独法

と全適の病院運営の相違点についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　地方独立行政法人制度の基本理念として、業務の公

共性、透明性及び自主性が定められておりますが、こ

のような基本理念を実現するため、地方独立行政法人

制度には、自己責任、ディスクロージャー、業績給与

制の導入など地方公営企業法では法定されていない仕

組みが取り入れられております。したがいまして、地

方独立行政法人と地方公営企業とでは、病院の運営に

おいて次のような相違があると考えております。　

　まず、中期目標、中期計画及び年度計画に基づく業

務の運営とこれに対応した評価委員会による評価、勧

告制度が法定されていること、２つ目には、地方公共

団体から独立した法人格を有するため、意思決定に際

して地方公共団体内部の関係組織との調整等が不要と

なること、第３に、地方公共団体の財務、組織、人事

制度等を定める地方自治法及び地方公務員法などの適

用を受けないため、法人みずからが構築した制度のも

とでの業務の運営が可能となること。

　次に、病院事業を地方独立行政法人化した場合のメ

リットの主なものとして、次のようなことがあると考

えております。

　まず第１に、地方自治法が適用されないことから、

薬品及び診療材料等の物品購入に関しても長期継続契

約が可能となります。この結果、より低廉な価格で材

料の調達を行うことが可能となり、より効率的な経営

が可能になると考えております。

　第２に、地方公務員法が適用されないことから、独

自の非正規職員制度を構築することが可能となりま

す。この結果、医事業務等に係る委託職員を直接雇用

にかえることにより、経費の縮減が図られる等効率的

な経営が可能になると考えております。

　３つ目に、地方自治法及び地方公務員法が適用され

ないことから、知事の事務部局との均衡を考慮するこ

となく、独自の給与制度を構築することが可能となり

ます。この結果、人材の確保、職員のモチベーション

及び法人の業績なども考慮しました独自の給与制度の

構築が可能になると考えております。

　４つ目には、県庁内部の関係機関との調整が不要と

なるため、迅速な意思決定を行うことができるほか、

法人独自の判断で職員の定数を決定し、採用すること

が可能となります。この結果、経営環境の変化に対し

ても適切な対応を行うことが可能になると考えており

ます。

　５つ目には、病院長を法人の理事に任命することに

より、法人の意思決定に際して病院現場の考えを的確

に反映させることができるものと考えております。

　第６に、本県の病院事業の場合、承継する負債の額

が資産の額を大幅に超過すると見込まれることから、

法人を設立する際、県から法人に対し約60億円から

160億円の出資を行うことが義務づけられます。この

結果、病院事業の財務基盤は格段に強化されるものと

考えております。

　最後に、地方独立行政法人化した場合のデメリット

としましては、評価委員会に関する事務、会計監査人

の監査に要する経費、新たな事務及び経費が発生する

ことだと考えております。

　次に、同じく県立病院に係る御質問の中で、21年度

で目標が実現した場合の取り組みについての御質問に

お答えいたします。

　経営再建計画は、第１に、約100億円の資金不足の

解消、第２に、各病院の経常損益での黒字化を平成23

年度に達成することを目標として設定いたしておりま
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す。これを平成21年度末までにすべて達成することが

できるのか疑問なしとしませんが、仮にこの目標が平

成21年度ですべて達成された場合でも計画期間である

平成23年度までの各年度の決算や給与制度の見直しな

ど課題解決に向けた取り組みの状況について検証を

し、平成24年度以降も持続的な経営の健全化が達成で

きるのか検討する必要があると考えております。

　したがいまして、その間は地方独立行政法人への移

行に向けた取り組み作業を進めることになると考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　辺野古新基地建設に関

しての御質問で、４月８日に開催された移設措置協議

会についてお答えいたします。

　４月８日の第９回協議会では、環境影響評価準備書

などについて、関係大臣、関係市町村長からそれぞれ

発言がありました。知事からは、複数案の比較検討結

果を見ると、準備書の事業計画案よりも他の案が生活

環境や自然環境への影響が少ない項目もあることか

ら、可能な限り沖合などへ寄せることは可能であると

考えている旨申し上げました。防衛大臣からは、今後

出される準備書に対する知事意見等も勘案し適切に対

応したいとの発言がありました。また、知事からは、

普天間飛行場については、移設までの間であれ、ヘリ

等の運用を極力低減することにより、危険性を除去

し、騒音の軽減を図るなど、３年めどの閉鎖状態の実

現につなげる必要がある旨申し上げました。官房長官

からは、危険性の除去、騒音の軽減等についてさらに

検討を加速させるとの発言がありました。

　同じく辺野古新基地建設に関しての御質問で、準備

書における６つの検討ケースについてお答えいたしま

す。

　今回提出された準備書において、方法書に対する知

事意見を受けて、代替施設の位置に係る複数案が検討

されたことについては評価いたしますが、検討の結

果、準備書において対象となる事業計画案は方法書と

同様であり、建設位置の沖合などへの移動がなされて

いないことについては残念であります。

　６つの検討ケースの比較検討結果を見ると、準備書

の事業計画案よりも他のケースが生活環境や自然環境

への影響が少ない項目もあることから、今後さらに検

討を重ね、地元の意向や環境に十分配慮しつつ、沖合

などへ寄せることは可能であると考えております。

　同じく滑走路の位置についてお答えいたします。

　沖縄防衛局に照会したところ、滑走路の位置につい

ては、環境影響評価準備書２の５ページに示された図

のとおりであるとのことであり、正確な経度・緯度に

ついては示されておりません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　辺野古新基地建設に

関して、ヘリパッド等が追加されたことによる手続の

再実施についてお答えいたします。

　アセス法及び条例で定める「軽微な修正」につきま

しては、事業諸元と一定の数値的要件が規定されてお

り、埋立事業に係る事業諸元は「埋立区域の位置」

で、飛行場事業に係る事業諸元は「滑走路の長さ」と

「飛行場区域の位置」であります。

　準備書において追加・修正されたヘリパッドや汚水

処理浄化槽などは、これらの事業諸元ではないことか

ら、手続の再実施は必要となりません。

　次に、事前調査の法的取り扱いについてお答えをい

たします。

　環境影響評価とは、環境影響評価法第２条で定義さ

れているとおり、事業の実施が環境に及ぼす影響につ

いて調査、予測及び評価を行って環境保全措置を検討

し、環境保全措置が講じられた場合における環境影響

を総合的に評価することをいいます。そのため、調査

そのものの実施による環境影響は含まれません。ま

た、環境影響評価は、予測の精度を上げるため、専門

家や地域住民等から幅広く有益な環境情報を収集する

ために住民等からの意見聴取手続を定めており、そう

した趣旨からも環境影響評価のための調査手法として

文献調査は認められております。

　次に、準備書にオスプレイの記載がないことについ

てお答えいたします。

　平成21年６月15日付で、事業者から県へ準備書につ

いての住民等の意見概要及びそれに対する事業者見解

が送付されてきたところですが、事業者は、オスプレ

イの沖縄への配備について、これまで外交ルートによ

り累次にわたり米側に確認しているところ、従来より

具体的に決まっていないとの回答を得ていることか

ら、オスプレイについて環境影響評価の対象としてい

ないとの見解を示しております。

　県としましては、提出された準備書について科学

的、客観的に適切なものであるか十分に審査し、環境

の保全の見地から意見を述べてまいりたいと考えてお

ります。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　補正予算案についての御

質問の中で、景気浮揚を実現することについてお答え

いたします。

　今回の補正予算案は、世界的な景気失速の影響を受

け、厳しい状況にある本県経済の下支えを早急に図る

ため、特に緊急に実施する必要がある雇用対策や観光

推進対策などを中心に、過去最大規模の「経済危機対

策」に対応し、国庫ベースで総額312億円を計上して

います。さらに今後、多年度を視野に入れた包括的な

対策を切れ目なく実施するため、９月補正におきまし

ても、基金造成事業等を中心に追加して「経済危機対

策」を加速してまいりたいと考えております。

　次に、今回の補正予算の主要事業についてお答えし

ます。

　今回の「経済危機対策」に係る６月補正予算案で

は、現下の経済情勢を踏まえて、雇用対策、観光推進

対策を初め健康・長寿、インフラ整備等の対策を実施

することとしております。

　主要事業としては、沖縄県緊急ジョブトレーニング

事業、観光客誘致緊急対策プロモーション事業、沖縄

県食肉センター整備事業などが挙げられます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　おはようございま

す。

　補正予算案についての項目の中の、障害者自立支援

特別対策事業の内容等についてお答えいたします。

　国は、「経済危機対策」として、各都道府県に設置

されている障害者自立支援対策臨時特例基金に積み増

すため、障害者自立支援対策臨時特例交付金を交付す

ることとしております。

　県としては、当該交付金を受け入れ、障害者自立支

援対策臨時特例基金に25億6500万円を積み立てるため

の積立金として補正予算を提出しているところであり

ます。

　国から交付される当該交付金は、福祉・介護人材の

処遇改善及び事業所の新体系移行の促進のための新た

な事業に充てることとされており、当該事業に係る国

の交付金交付要綱が明らかになり次第、事業を実施す

るために予算化することとしております。また、既存

の基金を活用した事業については、事業者の新体系移

行の促進を図るための施設の改修及び増築等に必要な

補助金として１億6000万円を補正予算に計上している

ところであります。

　同じく補正予算案についての御質問の中の、医師確

保関連予算と福祉保健部予算編成の考え方についてお

答えいたします。

　福祉保健部の６月補正予算案については、国の「経

済危機対策」に伴い実施される健康・長寿、子育て支

援や、安全・安心確保のための各種施策のうち、国や

関係機関との調整が整い予算化が可能なものについて

計上したところであります。このため、介護職員の処

遇改善や老人福祉施設等の介護基盤の整備、地域医療

の確保等に係る予算については、国や関係機関との調

整を経て、今後改めて予算案を提案することとしてお

ります。

　なお、医師確保関連予算については、地域の医療課

題の解決に向けた地域医療再生計画の策定後、今年度

中に地域医療再生基金を造成することとしており、当

該基金を財源として同計画に基づく医療機能の強化、

医師確保等になお一層取り組んでいきたいと考えてお

ります。

　続きまして、県立病院のあり方の御質問の中の、経

営改善が実現した状態についての質問にお答えいたし

ます。

　経営改善が実現し持続的な経営の健全化が達成され

る見込みとは、適切な繰り入れを行った上で救急医

療、離島医療、小児・周産期医療等地域において必要

とされる医療を安定的に提供していくため、必要な人

的・物的投資を適切に行い、かつ長期借入金等を返済

できる程度の経常利益を持続的に確保することができ

る状態を指すものと考えております。

　なお、具体的な数値については、評価委員会（仮

称）において定めることとしております。

　同じく独法化に向けた取り組みについてお答えいた

します。

　平成24年４月を目途として、地方独立行政法人に移

行する場合、次のような取り組みを行う必要があると

考えております。

　まず、平成21年度からは定款、中期目標及び業務方

法書等の作成作業を始める必要があります。

　次に、平成22年度からは地方独立行政法人評価委員

会の設立準備（条例制定・委員の選任）、財務規程等

各種規程の制定作業及び情報システムの整備作業を始

める必要があります。

　最後に、平成23年度からは総務大臣の認可を得るた

めの手続、法人の登記手続、関係条例の制定作業、法

人役員の任命、法人が承継する資産及び負債の評価に
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関する事務を始める必要があると考えております。

　次に、自殺防止のための施策についての御質問の中

の、直近５年間の自殺者の推移とその主たる理由につ

いての質問にお答えいたします。

　本県の過去５年間の自殺者数は、警察統計による

と、平成16年341人、平成17年359人、平成18年400人、

平成19年347人、平成20年337人となっております。

　主な理由としましては健康問題が最も高く、次が経

済生活問題、家庭問題の順となっており、数年この傾

向が続いております。

　次に、自殺対策の施策と成果についてお答えしま

す。

　県では、平成20年３月に策定した「沖縄県自殺総合

対策行動計画」に基づき自殺対策に取り組んでいると

ころであります。

　現在までにうつ病や自殺に対する正しい知識の普及

啓発、かかりつけ医うつ病対応力研修事業等の人材育

成や多重債務と心の健康相談の同時開催等による関係

機関との連携などにより自殺対策を進めてまいりまし

た。

　また、圏域別自殺対策協議会を設置し、身近な地域

における早期発見体制を強化したところであります。

その結果、県民の自殺予防意識の普及が図られてきた

ものと考えております。

　次に、ボランティア団体への助成と意見交換等につ

いて一括してお答えいたします。

　沖縄県においては、総合的な自殺対策を推進する観

点から、「いのちの電話」など民間ボランティア団体

を含む関係団体で構成する「沖縄県自殺対策連絡協議

会」を設置し、自殺に関する課題を共有するととも

に、その対策について意見交換を行っているところで

あります。

　「いのちの電話」の活動につきましては、自殺予防

に大きな役割を果たしており、特に、現下の経済情勢

においては極めて重要な相談窓口として機能している

ものと認識しております。

　今回、国の経済緊急対策の一環として「自殺対策緊

急強化事業」が予定されていることから、これらの対

策の中で、民間団体に対する支援等についても検討し

ていきたいと考えております。

　次に、フィリピン残留日系人問題についての御質問

で、フィリピン残留日系人の実態と県が積極的に関与

することについて一括してお答えいたします。

　フィリピンに戦後の混乱で取り残されたとされる残

留日系人に係る国籍就籍問題については、一義的に国

の所管する業務であると認識しております。そのた

め、フィリピン残留日系人、県系人の実態につきまし

ては、県としては把握しておりません。

　現在、県では、援護法や各種弔慰金支給法、戦没者

の遺骨収集事業等の業務を行っておりますが、フィリ

ピン残留日系人の問題につきましては、国の方針や動

向を注視してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　おはようございま

す。

　補正予算案について、観光商工部関連の基金事業に

ついての御質問にお答えいたします。

　今回の経済対策において、沖縄県では国から追加交

付予定の交付金40億円を緊急雇用創出事業臨時特例基

金に積み増すこととしております。

　基金の積み増し分につきましては、平成21年度から

23年度までの３年間で各種の雇用創出事業に充当する

こととしておりますが、沖縄県の厳しい雇用情勢の改

善を早期に図るため、今年度に半分の20億円を活用す

ることとしておりまして、その内訳は県事業分12億

円、市町村事業分８億円となっております。

　次に、同じく雇用対策事業と観光客誘致事業の内容

等についての御質問にお答えします。

　補正予算に係る雇用対策事業としては、雇用のミス

マッチを解消する総合雇用対策事業、雇いどめなどの

失業者を対象とした緊急ジョブトレーニング事業、緊

急雇用創出事業臨時特例基金の積み増しを行う事業な

どがあります。

　これらの事業では、民間職業紹介所を活用するなど

これまで以上にきめ細かなマッチングの実施、雇いど

めなどによる失業者に対して職場訓練を実施するな

ど、現下の厳しい雇用情勢の改善に取り組むこととし

ております。また、観光客誘致事業としては、秋以降

の沖縄観光の需要喚起を目的として、「観光客誘致緊

急対策プロモーション事業」を計上しております。

　具体的には、現在実施しているキャンペーンを継続

するとともに、新たに国内外の旅行会社やマスコミ関

係者などの沖縄招聘や、団体の誘客を図るため企業イ

ンセンティブセミナーを開催いたします。

　なお、雇用改善の見込みにつきましては、緊急雇用

創出事業臨時特例基金40億円を活用して雇用創出効果

の高い事業を実施することにより約3500名程度の改善

につながるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。
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　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　おはようございま

す。

　補正予算案の中で、農林水産部における「経済危機

対策」についてお答えいたします。

　農林水産部の「経済危機対策」に係る補正予算は、

総額94億4973万7000円を計上しております。

　その主な事業としては、ＢＳＥやＨＡＣＣＰに対応

し、安全で衛生的な食肉供給体制を確立するための沖

縄県食肉センター整備事業で57億1786万4000円、製糖

工場の製造コスト低減、砂糖の品質向上などのための

製糖設備緊急整備対策事業で19億2179万円、さとうき

び経営安定対策の要件整備に向けた支援体制強化のた

めのさとうきび経営安定化支援事業で9449万9000円、

農産物、水産物の販売促進や加工品開発などを行う

シークヮーサー緊急消費拡大対策事業及び県産水産物

販売促進緊急対策事業で5492万8000円などとなってお

ります。

　これらの事業で85名の新規雇用創出が図られるな

ど、地域産業の活性化に寄与するものと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　補正予算案について

の土木関係予算で、景気対策に実効性のある事業につ

いての御質問にお答えいたします。

　土木建築部関係の補正予算案は、総額84億5224万円

を計上しております。

　主なものとしては、地域活性化臨時交付金を活用し

た電線共同溝整備事業費12億1384万円を先島地区で実

施するほか、久志海岸等の海岸施設費など72億1800万

円を計上しております。

　また、雇用対策関係として、観光アクセス道路の修

景美化事業2040万円を計上しております。これらの事

業を早急に実施することにより、地域経済への波及効

果があるものと考えております。

　同じく補正予算案についての、事業ごとの直轄事業

負担金の状況についての御質問にお答えいたします。

　土木建築部の平成21年度当初予算では、道路、ダ

ム、港湾、空港の４直轄事業に係る負担金を計上して

おります。

　平成21年度６月補正予算案に計上している直轄事業

負担金については、緊急経済対策として実施する道路

と空港の２事業の整備等に係る負担金であり、その内

訳は、国道58号、国道331号等の１億8300万円、那覇

空港の9400万円であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　補正予算案についての質

問の中で、経済対策を受けて県債残高及び県財政の見

通しについてお答えいたします。

　６月補正予算で県債は23億1350万円を計上してお

り、これを含めた県債残高は、21年度末で6647億円に

なる見込みであります。

　計上している県債はすべて国の「経済危機対策」に

対応するものであり、その元利償還金は後年度、地方

交付税により措置されることとなっております。しか

しながら、本県財政は毎年度多額の収支不足が生じて

いることが見込まれるなど厳しい状況が続いておりま

す。

　こうした財政状況を改善していくため、現行の行財

政改革プランに基づく財政健全化策を引き続き進めて

いくとともに、今年度、新たなプランを策定し、安定

的な財政基盤の確立に向けてさらなる行財政改革に取

り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院のあり方に

ついての御質問の中の、経営再建計画の要点と実現見

通し及び決意についてお答えします。

　経営再建計画の要点は、平成23年度までに不良債務

及び資金不足を解消し経常収支の黒字化を図るという

３つの目標を、国の制度の活用や一般会計の支援など

具体的な財源の裏づけのもとに立案したところにあり

ます。

　不良債務の解消については、公立病院特例債の活用

により平成20年度において達成しております。

　約100億円の資金不足の解消及び経常収支の黒字化

の達成に向けては、一般会計繰入金の増額が図られた

ほか、給料の調整額を廃止したところであり、現在、

診療材料費、薬品費の経費縮減プロジェクト等の経営

効率化に取り組んでいるところであります。

　また、新たに病院長の執行権限の強化を図るなど、

病院事業局と病院現場が一体となって不退転の決意で

経営再建に取り組んでいるところであります。

　続きまして、県立病院の経営と政策医療についてお

答えします。

　県立病院の経営悪化の要因は、診療報酬の低率改

定、民間医療機関が充実してきたこと等による患者数
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の減少傾向、減価償却費の増嵩、給与費における離島

経費の増嵩等複合的な要因が挙げられます。

　政策医療の実施に当たっては、総務省の通知に基づ

いて一般会計から繰り入れが行われていることから、

政策医療の実施が経営悪化の要因とは一概に言えない

ものと考えております。

　今後は、経営再建計画の実行によって安定的な経営

基盤を構築してまいりたいと考えております。

　続きまして、これまでの一般会計繰入金についてに

お答えします。

　一般会計繰入金の算定に当たっては、総務省の通知

に基づく対象経費についてはおおむね適正に繰り入れ

が行われてきました。一方、総務省の通知に基づかな

い離島増嵩経費や本庁経費等については予算措置がな

されておりませんでした。

　これらの経費は病院事業を運営していく上で必要な

経費であることから、予算措置の必要性について関係

部局と協議してきたところであります。

　続きまして、経営再建期間後の繰入金についてお答

えします。

　平成21年度から平成23年度までの経営再建計画中に

おいては、一般会計繰入金が定額措置されることに

なっております。その後については、「県立病院のあ

り方に関する基本構想」において、「県が提供する政

策医療の内容・範囲及びそれに係る財政負担の基本方

針を定める」とされており、一般会計繰入金の基本的

な方針についてもその中で検討されるものと考えてお

ります。

　続きまして、県立北部病院の産婦人科診療体制につ

いてお答えします。

　北部病院の産婦人科については、平成21年５月にこ

れまでの４人体制から３人体制になったことから、夜

間・休日の救急診療を制限しております。

　そのため、病院事業局としては、従来の方法に加

え、産科婦人科学会等へのホームページに医師募集の

案内を掲載するなど、あらゆる手段を活用して医師確

保に努め、産婦人科医師４人体制の再開を早期に実現

してまいりたいと考えております。

　続きまして、医師確保についてお答えします。

　病院事業局においては、医師の確保を最も重要な課

題と位置づけており、大学との連携強化、臨床研修の

実施、産婦人科医等の専門医派遣事業の実施、ドク

ターバンク等支援事業との連携などあらゆる手段を活

用して医師の確保に取り組んでいるところでありま

す。

　今後は、新たに福祉保健部が策定する地域医療再生

計画も踏まえ、医師の確保に取り組んでまいりたいと

考えております。

　以上であります。

○玉城　義和君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時６分休憩

　　　午前11時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　国民の非常に強い関心のある次期衆

議院選挙で野党連立政権ができた場合に、恐らく普天

間については見直しになるということが各政党の政策

であります。それについて知事の意見と合うのではな

いかと、どう思うかと聞いているわけであります。こ

れお答えください。

　それからフィリピンの残留日本人（県系人）の件で

すが、県は私の以前の質問に対しても、消息調査を実

施していくという答弁をしているわけですね。だか

ら、ぜひ国に任せないで県系人がたくさんいるわけで

すよ、ダバオを中心にね。これはぜひやっていただき

たいということを申し上げているんで、改めて知事な

り部長の答弁を求めます。

　それから９月に来県する残留県系の方々、これは７

名参りますので、知事、ぜひ面会をしていただいて激

励と実情をお聞きをしていただきたいと思いますの

で、ぜひ時間をとっていただきたいと思っておりま

す。よろしくお願いします。

　それから自殺の防止についてでありますが、過去５

年間の自殺者数は、これは1780名、これは伊是名村の

人口1788名に匹敵するんですよね。５年間で伊是名村

の人口が全部なくなっているぐらいの大変な事態なん

ですよ、これ。私は、そういう意味では県に私は危機

感が足りないというふうに思っております。ことしに

入って既に155人が亡くなっているんで、これはもう

大変なことですよ。

　人は好きこのんで自死を選ぶわけではないんで、追

い詰められて追い詰められてどうしようもない、そう

いうことでありますので、ここはひとつそこに至るま

での苦悩を考えると、まさに私は思い余るものがあり

ます。少しでもこれは共有しなければいけないと思い

ます。県は危機感を持って、もっときちっと効果の上

がる対応をしていただきたいと思いますので、答弁を

求めます。

　それから「いのちの電話」についてですが、これは

県の有効な対策を出せない中に、これから手首を切り
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ますよというそういう非常に修羅場の電話対応をして

いるんですね。その団体が５坪か６坪ぐらいのところ

で電話を何台も置いて、事務所も置いてやっているん

ですよ。そこにもう少し援助の手を差し伸べてほしい

と、こういうふうに申し上げているんで、別にこれは

ぜいたくな話をしているわけじゃありませんので、ぜ

ひその辺の対応は知事、これは知事から温かい気持ち

のお答えをいただきたいと思います。

　それから県立病院のあり方についてでありますが、

私はこれは形態と効率化というのは一体のもので本来

あるべきだろうと。これを病院事業局と福祉保健部に

分けたところがどうも私は納得がいかないので、これ

は二重構造になってしまっているわけですね。これは

県はどういうふうに認識しているかということであり

ます。

　それから、23年度までに独法化に向けて諸作業を進

めると部長は言っておりますが、これは幾らぐらい予

算がかかるものか明らかにしてもらいたいと思いま

す。

　それから、先ほどの答弁で部長の方は、現行で経営

するための条件として、必要な人的・物的な投資を適

切に行い、かつ長期的借入金等を返済できる程度の経

常利益を持続的に確保することができる状態と、こう

言っていました。

　一方、病院事業局長は、１つ、不良債務を解消す

る、２、約100億円の資金不足を解消する、３番、23

年度までに各病院の黒字化を達成すると。２つの基準

が出ているわけですね。これはダブルスタンダードな

のか、あるいは同床異夢なのかよくわからない。

　そこで事業局長、事業局の３つの目標の達成は可能

であると考えるか。同時に、知事部局の言う、今言っ

た条件はそれによって実現可能と考えるか、そこのと

ころをはっきりお示しいただきたいと思います。

　同時に知事、事業局のこの３つの目標が達成できた

場合に、現行のその制度で全適のままで存続するとい

うことで理解してよろしいかどうか。これは両方から

お答えをいただきたいと思います。

　北部病院は、金・土・日・祭日など産婦人科がまだ

休診になっております。院長の個人的な努力等々では

もう限界なんですね。組織的に長期的に、やっぱり政

策的にこれは対応を打たないとまた同じことが起こる

んですよ。そこのところはひとつ性根を入れてやって

いただかないと、これはもう北部振興どころの話じゃ

なくなりますので、ひとつ御答弁ください。

　それから滑走路の位置、アセスメントですが、位置

が確定してないと。私はびっくりしましたね、これは

場所が決まってないということですね。これは大変な

問題で、決定されてなくてアセスが可能なんですか、

これは。見解を賜ります。

　それから、知事のおっしゃる沖合移動については、

この前の方法書、準備書ではいろいろ検討したが、ど

うも違いはないと、こういうことです。中曽根さんも

浜田さんも政府案が一番正しいと言っているわけです

ね。それで知事、このアセスをやり直さずに知事の方

策が実現する可能性があるのかどうか、これもひとつ

教えていただきたいと思います。

　それから部長、軽微な変更と考えているというその

ことですね、県は。だから変更はないと。この根拠を

示してください。法令９条に言うのは、こういう軽微

なものでないときは、この軽微に当たらないものは、

これはやり直さにゃならぬと、こうわざわざ書いてい

るわけであって、あなたの答弁は答弁になっておりま

せん。

　補正予算については、これは山ほど聞きたいことが

ありますが、時間がありませんので聞けませんが、ぜ

ひもう少し各部局を超えた私は政策立案をしないとい

けませんね。

　雇用についてだけ聞きます。どの分野でいつまで

に、どれぐらいの雇用が確保できるか、もうちょっと

具体的にお教えをいただきたいと思います。

○中川　京貴君　議長、ちょっと休憩お願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時15分休憩

　　　午前11時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城議員の再質問に答弁さ

せていただきますが、私の勘定で十三、四あるもので

すから、そのうち私の方で３つ、４つだけ答弁させて

いただいて、あとは部局長等に任せたいと思います。

　まず第１に、政権がかわったときに、再編について

意見が政党によって違いがあるけれども、普天間の移

設については私はこれまで県外がベストだけれども、

現実問題やむなしという趣旨の言い方をしてきました

が、どうもこれでは御満足でないというふうに実は再

質問でも受けまして、あえて申し上げますと、県外が

ベストだということはいつも申し上げてきておりま

す。しかしながら現実に、これまで長い経緯があっ

て、しかも普天間の基地があのままでは周りが全部学

校であるとか、住宅にぎっしりとこう囲まれている中
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でこのまま放置しておくわけにはいかんでしょうと。

ですから、危険性を早期に除去するためには、名護市

やその地域の人たちが受け入れていただけるというと

きに移すのが最も現実的だと私は申し上げてきている

わけでして、これが政権が仮にもしかわって、もし新

聞報道等で伝えられているようなことになったときに

はどうなるかというのを私に聞かれても、私は今申し

上げた私の考えはまだ危険の除去という点では、当然

主張すべき考えだと自分でも確信いたしております。

　それからフィリピンのダバオの関係で７人の方に面

会せよと。これは喜んで議員の御紹介もいただきなが

ら、面会したいと思います。ぜひ打ち合わせしたいと

思います。これが３つ目ですね。

　それから、この「沖縄いのちの電話」に対する手を

少し差し伸べたらどうかという点で、ちょっとこれは

実務的な面もございます。気持ちとしては、これもぜ

ひもう少しお話を聞かせていただいて検討させてくだ

さい。

　それから県立病院の、病院事業局それから福祉保健

部でいろんな意見の交換をやってまいりました。それ

は違う部分もあったでしょうが、今は完全に１つに

なっておりますけれども、こういう事態の発生は局が

部が２つに分かれているからではないかという御趣旨

の御質問だったと思いますが、これは私考えてもみな

かったものですから、いずれまた時間をいただいて、

ぜひ議員のお話を聞かせてください。

　それからもう一つ、この病院事業局が言う３つの目

標を達成したらそのまま今のままで継続するかと。

　これは何度も申し上げましたように、要するに今の

ままでこういう経理的に100億オーダーの累積赤字、

それから運転資金が欠落してくるというこういう状態

というのは、普通はこれは破産に近い状態ですよ。こ

れをもう一回我々はお金を投入して――これは議会の

御承認が要りますが――まず経理的な面では荷を軽く

しましょう。そして、これは基本方針の中でるる書い

てございます。その中でやっぱり職員の意識の改革で

あるとか、経営人材の育成であるとか、給与体制の見

直しであるとか、人事管理の見直しであるとか、さら

に県立病院の機能をまず見直さんといかぬだろうとか

いろんなことをやらんといけません。そうでないと、

そりゃお金を投入すれば経理的な面では形はよくなり

ますよ。ですが、これだけだと、高い評価を受けてい

る地域医療の中で、しかし仕組み、やり方についてや

はり親方日の丸とは言いませんが、やっぱりきちっと

したその改良・改革をしっかりやらないと、このまま

もちますかという意見はあの審議会のメンバーの皆さ

ん――いろんな方入っておられますよ――金武町長も

沖縄市長も入っておられて、そういう行政の部門、そ

れから医術の部門、研究の部門、お医者さんの部門、

いろんな方が入って出た意見の中で、やっぱりこれは

独法化を目指すべきではないかというのはもういろん

なことを研究した上でのことです。

　ですから、ぜひともこれはよく見ていただいて、お

金を投入してもう一回経理的にきれいにしていく以

上、我々が提供しているこの地域医療が確実に継続し

ていけるためには、どんな内容の改良・改革をし、新

しい皮袋とまでは言いません、形を整えるかという点

を全くネグる、研究しないというのはやっぱりおかし

いと思うんです。

　ですから、これは今の継続も検討しますという方針

になっているわけでして、だからと言って独法化を排

除するというわけにはいかないと僕は思っておりま

す。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。

　フィリピン残留日系人の以前質問した件で、消息調

査を実施していきたいというふうに答弁したという件

に関しての質問にお答えいたします。

　その後、県としまして厚生労働省へ確認いたしまし

たところ、フィリピン残留邦人の問題を扱う部署とい

うのが特定、設置されていないという状況でありまし

て、国からの情報提供等がないため、県においては調

査を行うことが困難でありました。そのため、消息調

査については実施しておりません。

　今後、国の動向を注視しているところであります。

　続きまして、県立病院の独法化作業の予算は幾らか

という質問にお答えいたします。

　承継する資産及び負債の評価に関する費用及び電算

システムの改修経費等が必要になりますが、現時点で

は把握しておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　再質問にお答えした

いと思います。

　全適下での病院運営に係る病院事業局の考え方につ

いて述べたいと思います。

　先ほど申し上げましたように、病院事業局において
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は、平成23年度までを経営再建期間と位置づけ、それ

に向けて鋭意取り組んでいるところであります。

　また、新たに病院長の執行権限の強化を図るととも

に、４月に開催した第１回経営改革会議において経営

再建計画実行宣言を行い、病院事業局と病院現場が一

体となって不退転の決意で経営再建に取り組んでいる

ところであります。

　したがいまして、経営改善が実現した状態とは経営

再建計画の３つの目標を達成することにより、県民に

適切な医療を持続的に提供できる安定的な経営基盤を

構築することにあると認識しております。

　続きまして、北部病院の医師確保についてお答えし

ます。

　病院事業局においては、医師の確保を最も重要な課

題と位置づけており、大学との連携強化、臨床研修の

実施、産婦人科医等の専門医派遣事業の実施、ドク

ターバンク等支援事業との連携等、あらゆる手段を活

用して医師の確保に取り組んでいるところでありま

す。

　繰り返しになりますが、今後新たに福祉保健部が策

定する地域医療再生計画も踏まえ、医師の確保に取り

組んでまいりたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問にお答えいた

します。

　まず、軽微な修正に関する根拠についてお答えをい

たします。

　準備書において、ヘリパッド４カ所や汚水処理浄化

槽などが追加され、護岸が係船機能つきに修正された

りしておりますが、これら軽微な修正に係る事業諸元

ではなく、政令第９条第２項第２号で規定する軽微な

修正に係る事業諸元以外の修正に該当するものであり

ます。

　施行令第９条第１項で規定する軽微な修正につきま

しては、括弧書きで相当な程度を超えて環境影響が増

加するおそれについて規定されておりますが、同条第

２項第２号で規定する軽微な修正に係る事業諸元以外

の修正につきましては、軽微な修正で規定されている

相当な程度を超えて環境影響が増加するおそれについ

ては規定されておりません。そのため、ヘリパッドや

護岸等の追加修正は手続の再実施の要件に該当しない

ことになります。

　次に、滑走路の位置が緯度・経度で正確に示されな

くてもアセスはできるのかという御趣旨の御質問にお

答えをいたします。

　環境影響評価制度は、環境影響評価の結果を事業計

画や環境保全対策に反映させることにより、環境保全

の観点からよりよい事業計画をつくり上げていくこと

をねらいとしており、手続の過程で事業内容が修正さ

れることを前提とした制度であります。そのため、環

境影響評価を行う段階での事業諸元は、適切な調査、

予測、評価が行われる程度の熟度でよく、滑走路の位

置についても確定した緯度・経度まで求められるもの

ではありません。

　なお、免許等の申請の際には緯度・経度まで確定し

た熟度の事業計画が求められるものと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　普天間飛行場移設に関

する再質問で、アセスをやり直さなくて知事の沖合移

動の実現は可能かのお尋ねでございました。

　県が求めているのは、日米両政府が合意した案を基

本にしながらも、地元の意向や環境に十分配慮する観

点から可能な限り沖合などへ寄せてほしいということ

であります。

　今後、環境影響評価審査会等の意見を踏まえ、生活

環境あるいは自然環境に十分に配慮する観点から知事

意見を述べることになっておりまして、その具体的な

位置については、普天間飛行場移設措置協議会におい

て協議されるものと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　分野ごとの雇用効果につ

いてお答えをしたいと思います。

　現在、昨年秋以降からの世界的なこの金融危機に

よって、輸出事業・企業を中心としまして国内景気や

国内経済が急速に悪化したことは御承知のとおりだと

思います。

　沖縄県につきましては、輸出産業がない、それから

円高の影響による景気の悪化が本土より若干おくれて

くるというふうに見ております。

　また沖縄県は、２次産業に占める割合が全国の半分

というふうなこともございまして、他県でよく見られ

るような業績不振による大量解雇というふうな状況は

顕著にはあらわれない構造にはなっているわけですけ

れども、しかしながらここに来まして国内の景気悪化

の心理的な影響もありまして、徐々にその観光客の減
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少等全体的な波及が出てきているというふうに見てお

ります。

　このような状況の中で、現在昨年からその経済対策

関連予算の迅速かつ効果的な執行ということで、各部

局で全力で取り組んでいるところであるわけですけれ

ども、現在取り組んでいる事業としてこれまで約700

億円投下をすることになります。公共部門では、昨年

平成20年当初予算で1421億円ほど計上しているわけで

すが、それを約200億円程度上回る金額をこれまで補

正を含めて計上しております。さらに、21年度上半期

の執行率は80％と過去最大の執行率ということで取り

組んでおります。

　それからまた、今般、最低制限価格を実質的に90％

引き上げるというふうなことで、公共部門については

徐々に効果が出てくるだろうというふうに見ておりま

す。

　さらに、20年度末に県外で倒産等で失業した方々を

対象に緊急的に各自治体で賃金職員として採用した

方々が約570人、それから今般の当初予算、それから

６月補正で雇用再生特別事業基金、それから緊急雇用

創出事業臨時特例基金で約1289人ほど雇用を見込んで

おります。

　それから落ち込みが厳しい観光部門ですけれども、

これについては２月補正・当初予算それぞれ計上した

予算をただいま執行しているところでございますけれ

ども、この予算関係につきましては、観光宣伝誘致強

化費として平成20年の３億8000万円に対して昨年11月

以降から今回６月補正まで約18億円計上しておりま

す。おおむね4.76倍、こういうふうな効果が徐々に出

てくるだろうというふうに想定をしています。

　分野ごとの雇用効果というふうなものは、今試算を

していないわけですけれども、６月補正予算に関する

試算の中では、おおむね６月予算の計上分のうち実際

に支出をする金額307億円の効果として、経済波及効

果は約484億円、それから経済成長率を約0.7ポイント

引き上げる効果、雇用効果として年間で約3713人ふえ

るだろうというふうに見ております。結果として、完

全失業率を約0.6ポイント引き下げる効果を持つとい

うふうに試算をしているところであります。

　官民一体となって経済対策のこの効果を速やかに発

揮できるように努めてまいりたいというふうに考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時43分休憩

　　　午前11時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　こんにちは。

　質問に入ります前に、私、知事にまずお礼を述べさ

せていただきたいと思います。

　来る６月30日、宮森小学校のジェット機墜落事故か

ら50年目を迎えます。ことしは、節目の年に当たると

いうことで、50年間のこの苦しみ、悲しみ、関係者が

絞るようなこの苦しみ、悲しみを証言してくれる遺族

の皆さんがいらっしゃるということもあります。二度

と起こしてはならぬ惨劇を将来にわたって語り継がな

ければならないと毎年平和集会が開催されますが、特

にことしの節目に当たりまして、知事の出席を私、昨

年の議会で要請いたしました。ことしは本会議の開催

中ということで参加が望めないのではと思っておりま

したが、昨日、参加の決定の報告を受けました。

　これに対しまして、これまで慰霊祭・集会に知事が

出席したということは、恐らく残っている資料の中で

は見当たらなく、初めての出席だということになるか

と思います。そういった意味で、特段の配慮をしてい

ただきまして、本当にありがとうございます。

　どうか、その30日、犠牲になった子供たち、遺族、

関係者に心よりの哀悼の意と子供たちの前で平和のと

うとさを訴えていただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。

　それでは一般質問を行います。

　知事の政治姿勢について伺います。

　今回の大型補正予算、政府・与党は、これまでの補

正予算を含め景気の上向き、暗雲の中から光が差し込

んできたと述べておりますが、果たして国民の感覚と

して経済の上昇を実感としているとはとても言えない

のではないでしょうか。

　その内訳は独立行政法人、公益法人などの天下り先

に約３兆円もの予算が投入され、天下っている約900

人の役人を温存する予算になっています。また、46基

金に約４兆3000億という予算、公共事業に１兆9000

億、施設整備費、漫画館などの箱物に約３兆円という

内容になっております。

　これだけ厳しい経済状況、一方では母子加算の廃

止、派遣切りにおける失業者の増大、非正規雇用者が

厳しい環境、生活に悲鳴を上げている、今まさに助け

を求めている国民に意味のある形でその支援が届かな

い。その分配さえもできない政府は、もはや末期症状

だと言わざるを得ません。一刻も早く大政奉還を望む

ところであります。
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　そこでお尋ねいたします。

　茨点目の約14兆円の補正予算、県経済、県民への経

済効果につきましてはこれまでの質疑の中で細かい答

弁がありましたので、そのポイントといつごろまで

か、そのめどについてお聞かせください。

　また、今後の県財政に及ぼす影響につきましても、

先ほど総務部長の方からありました。行革の立場から

の影響についてだけをもう少し具体的にお聞かせくだ

さい。

　さて、総選挙が近づいてまいりました。どんなに遅

くても９月末、10月までに新政権が誕生している確率

が高くなりました。特に沖縄の基地問題、負担軽減の

実現に県民の多くが期待を寄せていることを実感とし

ています。

　民主党は、辺野古への普天間移設が基地の固定化に

なること、沖縄の負担強化になること、白紙に戻し、

しっかりとオバマ政権と議論をしていく用意をしてい

ます。くしくも、米下院軍事委員会にて普天間移設拒

否の条項が盛り込まれた法案が可決されたことは、今

後大きな波が確かなうねりとなってくる兆しではない

でしょうか。

　芋点目の米軍再編問題ですが、普天間アセスについ

ても県民から多くの意見が述べられている中、10月の

知事意見、知事の決断の日が迫ってまいりました。

　さて、政権交代が実現した場合、普天間移設は県外

という案に対して、知事の見解をお聞かせくださいと

いうことですが、先ほどありましたが、仮定ではあっ

ても現実性を帯びてきた現在、次の政策転換をしっか

りと検証し準備をしていくことが知事の責務ではない

でしょうか。

　次に、基地問題についてです。

　今回はアスベスト問題です。

　茨点目に、４月に宜野湾市のキャンプ瑞慶覧から排

出された廃棄物から石綿（アスベスト）が検出され、

その搬出については、政府、地元宜野湾市にも連絡が

なかったようですが、その内容、経緯についてお聞か

せください。

　芋点目に、駐留軍労働者のアスベスト被害の実態調

査について伺います。

　アスベスト業務に従事していた人は、将来肺がんや

中皮腫などの健康被害が生じるおそれがあると言われ

ています。しかし、潜伏期間が長くアスベストに起因

する疾病だという特定が大変に難しいとされていま

す。また、既に退職者がその対象になる例が多く、そ

の実態をしっかりと把握し、早期対応が求められてい

ます。

　国会での糸数慶子議員への政府答弁が報道でありま

したが、私が調査した数字と若干違いがありますの

で、改めてお尋ねをいたします。

　ア、労災申請者の件数について。

　イ、認定件数について。

　ウ、申請後の死亡者件数について。

　エ、相談件数について。

　鰯点目に、在沖米軍施設・区域から搬出される廃棄

物、一般廃棄物・産業廃棄物の処理量をお聞かせくだ

さい。

　３、地球温暖化対策について伺います。

　2020年までに日本の温室効果ガス排出の中期目標を

15％とする方針が示されました。しかし、世界各国か

らは90年比８％の減に対する日本への厳しい批判が出

ております。深刻な地球温暖化にもかかわらず、経済

産業界のあつれきに配慮した消極的な政府は、オバマ

政権のグリーンニューディール政策に追従する世界と

の国際競争に立ち向かっていけるのか危惧するところ

であります。

　世界の中でおくれている対策のさらに本県は、全国

よりおくれているというゆゆしき問題を抱えておりま

す。

　本日の朝刊の論壇に、沖縄から始まる新エネ時代、

「沖縄が真の日本モデルに」という積極的な県の取り

組みを期待する記事が掲載されておりました。

　温暖化対策、正念場を迎えてきました。

　５点伺います。

　茨点目、本県のＣＯ２削減目標の見直しが計画され

ているようですが、その理由、背景をお聞かせくださ

い。

　芋点目に、地球温暖化防止実行計画の県内自治体の

策定、自治体が８市町という報道がありました。対策

の指針となる計画が策定されないその状況を危惧して

いるところです。具体的な状況を伺います。

　鰯点目に、新エネルギービジョンの策定が進められ

ております。目標期限が近づきました。現在の状況を

伺います。

　允点目に、沖縄振興計画の総点検、見直しが行われ

る中で、エネルギー政策はどう点検されているのか、

また21世紀ビジョンにどのように反映されていくの

か、概略をお聞かせください。

　印点目に、今補正予算にもありますスクールニュー

ディール、調べてみますと、高い補助率で太陽光発電

の整備ができるようですが、その導入計画を伺いま

す。

　４点目に、公安行政について伺います。
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　県警は、ことし４月性犯罪対策強化のため、生活安

全部内に声かけ事案や公然わいせつの対策に当たる

「子ども・女性安全対策係」を新設したと発表があり

ました。その「子ども・女性安全対策係」について伺

います。

　茨、この「子ども・女性安全対策係」が新設された

背景と理由をお聞かせください。

　芋点目の、体制はどうなっているのか。また、現在

までの活動実績はどうか伺います。

　鰯点目に、学校や関係機関との連携も重要だと思い

ますが、どのように行えるのか伺います。

　次に、飲酒運転根絶条例について伺います。

　飲酒絡みの事故はさらに罰則が強化されました。県

内の飲酒絡みの事故は、取り組みの強化にもかかわら

ず全国ワーストワンが続いております。

　県議会では、議員発議で条例の制定を進めていると

ころですが、一日も早くという意見も多い中、より実

効性の高い条例制定に向け慎重に幅広い議論が交わさ

れております。

　茨点目に、これまで以上の県の強固な取り組みが不

可欠だと認識をしております。県の見解をお聞かせく

ださい。

　芋点目に、防止策として飲酒疑似体験ゴーグルを活

用した交通安全教育と飲酒運転防止インストラクター

が効果的だと伺いました。その実態についてお聞かせ

ください。

　６点目に、選挙についてです。

　全国的にどの選挙でも投票率の低下の傾向にあり、

政治離れ、選挙離れと民主主義の根幹が揺らぐ危機に

陥る事態です。特に、若者の投票率の低下は心配で

す。昨年の那覇市長選挙、その投票率が50.566％のう

ち、20歳から29歳の投票率がわずか28％という結果が

出ております。政治への参加意識が自治の確立につな

がる社会をつくっていくという観点から伺います。

　茨点目に、本県の直近の選挙の投票率の傾向を伺い

ます。

　芋点目に、投票率のアップに向けての対策がどのよ

うになっているのか伺います。

　７、教育行政について伺います。

　特別支援教育制度が19年度より完全実施となりまし

た。違いを認めて、頑張りを認めて、しっかりと連携

をし支援をしていく体制づくりが重要ですが、関係者

からはまだまだ支援体制の確立が十分ではないとして

おります。現状を伺います。

　茨、特別支援学級の設置を望む児童生徒の実態を障

害種別にお聞かせください。

　芋点目に、通級指導は障害の区分、程度に応じた指

導を行う上で大切だと思います。通級指導のための現

在の状況を伺います。

　鰯点目に、高校生の発達障害についてもその状況が

あらわれてきて問題です。社会に出る前の大事な時期

です。高等学校における特別支援教育体制を伺いま

す。

　以上よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの山内末子さんの質

問及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますの

で午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時56分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の山内末子さんの質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に知事の政治姿勢の中で、補正予算の経済

効果、経済に及ぼす影響についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　今回の６月補正予算案では、国からの配分等が明ら

かとなりました内閣府一括計上事業などを中心に国庫

ベースで総額約312億円を計上いたしております。さ

らに今後、県計上、市町村計上、国直轄事業等を含め

て総額でおおむね1000億円程度配分されるものと推計

いたしております。

　沖縄県予算に限っても、平成20年度11月補正予算で

の約22億円、そして平成20年度２月補正予算での約

206億円、平成21年度当初予算での約101億円に、今回

講じます過去最大規模の「経済危機対策」を加えます

と約700億円の財政出動が行われることに相なりま

す。

　この対策に官民が連携をして全力で取り組むことに

よりまして、現下の厳しい経済状況の改善はもとよ

り、自立型経済の構築に向けた産業の振興と雇用の創

出・確保など大きな成果が得られるものと考えている

ところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の県外

移設についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　市街地の中心部における普天間飛行場は、住民生活

に深刻な影響を与えております。早期に危険性を除去
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をし、騒音の軽減を図るなど、周辺住民の不安を解消

することが緊急の課題であると考えます。

　普天間飛行場移設問題につきましては、県外移設が

ベストだとは思いますが、米軍再編協議の経緯などか

ら県外移設は困難であり、一日も早い危険性の除去の

ためには県内移設もやむを得ないものと考えておりま

す。

　次に、飲酒運転根絶条例に係る御質問で、飲酒運転

根絶対策の取り組み状況に係る御質問にお答えいたし

ます。

　県は、交通安全運動を総合的に推進するため、112

の関係機関・団体で構成いたします「沖縄県交通安全

推進協議会」を設置し、飲酒運転の根絶を重点事項に

掲げ、その対策に取り組んでいるところでございま

す。

　具体的には、「沖縄県交通安全推進協議会」に「飲

酒運転根絶対策部会」を設置するとともに、飲酒運転

根絶対策事業として県民を対象とした講演会の開催、

企業や団体等による「飲酒運転根絶宣言」を実施する

など積極的に取り組んでいるところでございます。

　飲酒運転根絶には、県民一人一人の意識を根本から

変えていくことが肝要であります。また、県、県民及

び事業者が一体となって飲酒運転根絶の活動を推進す

ることが重要であることから、今後とも施策の強化に

努めていきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢について

の質問のうち、補正予算が今後の県財政に及ぼす影響

についてお答えします。

　県は、国の「経済危機対策」と歩調を合わせ、緊急

課題に迅速かつ的確に対応するために必要な予算を措

置したところであります。補正予算の財源としまして

は、公共事業等の実施のための各種補助金のほか、新

たに創設された臨時交付金が措置されるなど、極めて

厳しい地方財政に配慮されたものとなっております。

　また、公共事業等の実施のために充当する県債の元

利償還金につきましては、後年度、地方交付税により

措置されることとなっております。しかしながら、県

財政は毎年度、多額の収支不足が生ずることが見込ま

れるなど、厳しい状況が続いております。

　県としましては、今後の地方財政の動向を注視しつ

つ、現行の行財政改革プランに基づく財政健全化策を

引き続き進めていくとともに、今年度新たなプランを

策定し、安定的な財政基盤の確立に向けてさらなる行

財政改革に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　基地問題についての

御質問で、石綿が検出された経緯等についてお答えい

たします。

　キャンプ瑞慶覧の住宅空調ダクト撤去工事に伴い、

４月上旬に読谷村及びうるま市の事業所に搬入された

廃棄物について県及び沖縄労働局が調査したところ、

石綿が検出したことから、これらの廃棄物をキャンプ

瑞慶覧内に戻し適正に保管させるとともに、４月24日

及び５月15日に米軍基地への立入調査を実施し、廃棄

物が適正に保管されている状況を確認しております。

また、請負業者に処理計画書の提出を求め、許可を取

得した業者により運搬、処分を行うことを確認してお

ります。

　次に、基地内から排出される廃棄物の処理量につい

てお答えをいたします。

　基地内から排出される廃棄物のうち、一般廃棄物の

処理は県内の一般廃棄物処理業者に委託されておりま

す。その処理業者に照会したところ、平成20年度は２

万7600トンを受け入れ処理したとのことであります。

　産業廃棄物につきましては、十分な把握ができない

状況にあることから、現在、牧港補給地区内の財産処

理販売事務所に対し情報提供の依頼を行っているとこ

ろでございます。

　次に、地球温暖化対策についての御質問で、ＣＯ２

削減目標の見直しについてお答えをいたします。

　県では、地球温暖化対策推進法の改正など対策の強

化が求められていることから、新たな「沖縄県地球温

暖化対策実行計画（仮称）」の平成22年度策定に向

け、今年度から作業を進めているところでございま

す。

　新たな計画の策定に当たっては、環境省から６月中

旬に示された計画策定マニュアルに沿って、削減目標

を検討することとしております。

　次に、地球温暖化防止計画の策定状況についてお答

えをいたします。

　地球温暖化対策推進法では、地方公共団体は、率先

してみずからの事務及び事業に関する温室効果ガスの

排出を抑制するため、「地球温暖化防止実行計画」を

策定することとなっております。県内では、沖縄県、

那覇市、糸満市など９団体において当該計画が策定さ

れており、市町村の策定率は約19.5％となっておりま
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す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　基地問題について、

駐留軍労働者の石綿被害の実態調査についてお答えし

ます。

　財団法人沖縄駐留軍離職者対策センターのアスベス

ト関係相談事業実績によると、事業を開始した平成17

年12月から平成21年３月までの労災申請者が19名、労

災認定者が12名、労災申請後の死亡者が１名及びアス

ベスト関係相談が延べ748件となっております。

　次に、地球温暖化対策について、エネルギービジョ

ンの策定状況についてとの御質問にお答えします。

　沖縄県エネルギービジョン（仮称）については、昨

年度、調査検討委員会を設置し、エネルギーの現状や

今後の需要見通しに関する調査を取りまとめたところ

であります。

　今後は、当該調査結果や国の施策の動向を踏まえ、

県民の意見等を聴取した上で、年度内をめどに沖縄県

の産業振興につながるビジョンとして策定したいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　地球温暖化対策について

の御質問の中の、エネルギー政策の総点検とビジョン

への反映についてお答えします。

　沖縄振興計画では、「新エネルギーの導入等を促進

するとともに、自然エネルギー供給モデル地区の形成

を図る。」としており、総点検の中では、太陽光発電

が平成12年末の1500キロワットから平成21年２月末時

点で１万7000キロワットに、風力発電が同9500キロ

ワットから１万9000キロワットの導入状況となってお

ります。

　新エネルギーの課題としては、導入コストが高いこ

とや出力が不安定なことなどが挙げられております。

　環境とエネルギーの問題については、沖縄21世紀ビ

ジョンにおける重要な柱の一つとして認識しており、

現在、沖縄県振興審議会総合部会において検討を進め

ているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは地球温暖化対策

についての御質問で、スクールニューディールの導入

についてお答えいたします。

　県教育委員会においては、国の「経済危機対策」と

して示された学校施設の耐震化、エコ改修及びＩＣＴ

環境整備を内容とする「スクール・ニューディール構

想」の具体策について取り組んでいるところでありま

す。

　学校施設の耐震化等については、県立学校について

は当初予算で措置して整備しており、今回は、小中学

校で整備を推進するために内閣府一括計上補正予算と

して25億円が措置されたところです。その中で、太陽

光発電設備についても整備する計画となっておりま

す。

　また、県立学校施設のエコ改修事業として、照明設

備の省エネ化を推進しているところであります。

　さらに、ＩＣＴ環境整備として、全県立学校の地上

デジタル放送への対応を進めるとともに、「第３次沖

縄県教育情報化推進計画」に基づき、すべての教員１

人１台のコンピューターの整備について取り組んでい

るところであります。

　次に、教育行政についての御質問で、特別支援学級

についてお答えいたします。

　平成21年度における特別支援学級について、市町村

教育委員会より申請のありました学級数は489学級、

児童生徒数は1404人で、そのうち設置した学級は427

学級で1304人を受け入れております。

　当該校で受け入れることができなかった児童生徒数

は、障害種別に知的障害で35人、難聴４人、肢体不自

由１人、言語障害４人、自閉症・情緒障害51人、病

弱・身体虚弱５人、計100人となっております。

　それらの児童生徒につきましては、市町村教育委員

会と連携し、その学校に既に設置されている特別支援

学級の活用及び近隣校との連携、拠点校への通学、特

別支援教育支援員の活用等、当該児童生徒に適切な指

導がなされるように努めております。その結果、100

人のうち76人が近隣校や拠点校の特別支援学級等に通

学し、最終的には1380人を受け入れ、残りの24人は支

援員の活用等により対応しているところであります。

　次に、通級指導の状況についてお答えをいたしま

す。

　通級による指導は、通常の学級に在籍している言語

障害や学習障害、注意欠陥多動性障害など特別な支援

を必要とする児童生徒を対象に通級指導教室を設置

し、自立活動に関する指導やコミュニケーション指

導、教科の補充指導などを行っております。

　なお、実施状況につきましては、平成21年５月１日

現在、県内に19教室設置されております。自校での通
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級が190名、他校への通級が87名、計277名を対象に通

級指導が行われているところであります。

　次に、高等学校における特別支援教育の体制につい

てお答えいたします。

　特別支援教育につきましては、特別な支援を必要と

する幼児・児童生徒が在籍するすべての学校において

実施されることになっており、高等学校におきまして

も体制の整備が進められているところであります。現

在、県内すべての高等学校において、特別支援教育に

かかわる校内委員会が設置され、コーディネーターが

指名されております。また、特別支援教育理解推進事

業等により、コーディネーターの資質向上やスーパー

バイザーの養成、管理職への研修等を実施していると

ころであります。

　県教育委員会としましては、今後とも高等学校にお

ける校内支援体制を整備するとともに、教職員の専門

性の向上を図り、特別支援教育の一層の充実に努めて

まいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　「子ども・女性安全対

策係」設置の背景についてお答えいたします。

　県警察におきましては、本年４月１日、警察本部生

活安全部安全なまちづくり推進課に「子ども・女性安

全対策係」を設置いたしました。

　近年、全国的に子供や女性が被害者となる殺人・強

姦などの凶悪事件や無差別殺傷事件など、国民に不安

を与える重大事件が依然として発生しております。ま

た、本県においても、過去５年間に声かけ事案が232

件、強制わいせつ事件が330件、強姦事件が108件、公

然わいせつ事件107件が発生するなど厳しい状況にあ

ります。

　子供や女性を対象とする性犯罪等は、被害者の平穏

な日常生活を突如として破壊し、地域住民に著しい不

安を生じさせるものであることから、その未然防止は

喫緊の課題であります。

　この種犯罪については、事件発生の前段階で、いわ

ゆる声かけ、つきまとい、公然わいせつ等のいわゆる

前兆事案が発生していることが少なくありませんし、

また、声かけ等の事案は回数を重ねるにつれて犯行の

態様や程度がエスカレートしていく傾向にあります。

　このような前兆事案が発生した場合は、被疑者の検

挙はもとより、検挙に至らない場合であっても、行為

者を特定し、あるいは再発のおそれのある場所周辺で

の警戒活動を行うなどして、重大事案に至る前の兆し

の段階で指導・警告等の措置を講ずるいわゆる先制

的・予防的活動を行わなければなりません。このよう

な活動を専門的かつ継続的に行うために専従の係を設

置したものであります。

　次に、対策係の体制と活動実績についてお答えいた

します。

　「子ども・女性安全対策係」の体制は、担当補佐

――警部でございますが――以下14名で、うち女性警

察官を３名配置しております。

　本年４月１日の発足以後、現在までの活動実績は、

声かけ事案、盗撮未遂事案の指導・警告９件、迷惑防

止条例――これは卑わいな行為の禁止でありますが

――この迷惑防止条例違反等の検挙が３件のほか、現

在捜査継続中の事案が数件あります。

　一方、予防的活動として防犯意識の高揚を図るた

め、犯罪情報等を携帯電話やパソコンに配信する「安

心ゆいメール」や「県警ホームページ」を活用して、

声かけ事案等の発生、検挙状況についての情報発信、

学校等関係機関との情報交換などを実施しているとこ

ろであります。

　次に、学校や関係機関との連携についてお答えいた

します。

　子供や女性を犯罪から守るためには、警察、学校、

家庭等が協働して地域社会一体となった取り組みを進

めることが重要であります。

　県警察におきましては、平成21年の活動重点の一つ

として、「子どもと女性を犯罪から守るための諸対策

の推進」を掲げ、通学路周辺における登下校時間帯を

中心とした街頭活動の強化であるとか、保護者、学

校、地域住民、防犯ボランティア団体等が行う防犯パ

トロールの支援、声かけ事案等不審者情報の迅速かつ

正確な把握と情報の共有化、ＤＶ・ストーカーへの適

切な対応のための関係機関との連携などの対策を推進

しているところであります。

　今後とも引き続き子供と女性の安全を確保し、県民

の不安感を払拭するために新設された同係を中心に、

学校・関係機関等と一層緊密に連携しながら諸対策を

推進してまいる所存であります。

　次に、飲酒疑似体験ゴーグルを活用した交通安全教

育と、飲酒運転防止インストラクターの実態について

お答えいたします。

　飲酒疑似体験ゴーグルは、飲酒の状態での視覚的な

ゆがみ、反応時間のおくれを体験できる交通安全教材

として、本県では平成16年から導入し交通安全教育に

活用しているものであります。

　現在、警察本部、警察署及び沖縄県交通安全協会連
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合会に66個備えつけ、企業、事業所、地域、学校、イ

ベント会場等において子供から大人までを対象に、同

ゴーグルを活用した交通安全教育を実施しておりま

す。昨年は218回、延べ１万1517人、本年は５月末現

在で85回、延べ4233人を対象に実施しております。

　同教材を体験した方々から、言葉や想像だけでな

く、飲酒時の状態を体感することで飲酒運転がどれだ

け危険なものなのかを知ることができた等々好評であ

り、今後も交通安全教育で積極的に活用していきたい

と考えております。

　次に、飲酒運転防止インストラクターの実態につい

てであります。

　同インストラクターは、特定非営利活動法人「ＡＳ

Ｋ」、正式名称は「アルコール薬物問題全国市民協

会」でございますが、日本損害保険協会の助成を受

け、平成20年度から３年間の限定で日本全国で1000人

をめどに養成しているものであります。

　当県では、昨年５人の方が飲酒運転防止インストラ

クターとして認定され、現在、職場や地域等において

アルコールの基礎知識、運転を前提にした正しいお酒

の飲み方、アルコール依存症の早期の発見・治療の方

法を広く指導する活動をしており、本年は43人の方が

同講習を受講していると聞いております。

　県警察といたしましては、引き続き飲酒疑似体験

ゴーグルを活用した参加体験型の交通安全教育を推進

するとともに、飲酒運転防止インストラクターと連携

を図りながら、飲酒運転による交通事故の加害者とな

る人を１人でも出さないよう、各種対策を推進してま

いる所存であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　選挙管理委員会委員長職務代

理者。

〔選挙管理委員会委員長職務代理者　佐和田　

清君登壇〕

○選挙管理委員会委員長職務代理者（佐和田　清君）

　山内議員の御質問にお答えいたしますが、その前

に、本日は、委員長が別用務のため本会議に出席でき

ませんので、甚だ僣越ではございますけれども、かわ

りに委員長職務代理者の私、佐和田からお答えをいた

します。

　それでは御質問の、最近の投票率の傾向及び投票率

の向上に向けた対策についてお答えをいたします。一

括してお答えいたします。

　沖縄県選挙管理委員会の管理する選挙の近年の投票

率につきましては、60％から50％台で推移をしており

ます。全国と全く同様の傾向にあります。

　その対策としまして、当委員会におきましては、常

時啓発と選挙時啓発を実施しております。

　まず、常時啓発といたしましては、県及び市町村の

明るい選挙推進協議会との共催により、一般県民を対

象とした各種研修会を県下全域において毎年開催して

地域のリーダーを養成するとともに、児童生徒を対象

とした選挙啓発ポスターの募集事業、市町村の明るい

選挙推進協議会の設置促進など各種の事業を展開し、

選挙及び政治に関する県民意識の高揚に努めていると

ころであります。

　次に、選挙時啓発といたしましては、テレビやラジ

オによるスポットコマーシャルの放送、新聞広告の掲

載、チラシ及びポスターなどの印刷物の配布や掲示、

広報車による放送、街頭における啓発物資の配布など

さまざまな媒体を活用して投票の呼びかけを行ってい

るところであります。

　当委員会としましては、今後ともあらゆる機会を通

してより効果的な啓発事業を展開し、投票率の向上に

努めてまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　それでは再質問をいたします。

　まず、知事の政治姿勢の件ですけれども、政権交代

をした場合の知事の見解について、知事はあくまでも

仮定の話にはお答えできないという姿勢のように受け

とめました。私は、先を見据えてあらゆる政策の準備

をすることが政治の役目だと考え、再質問をいたして

おります。

　民主党がオバマ政権と米軍再編について交渉する

際、地元も国も県外移設を求めれば、現在の普天間の

移設の閉鎖状態の解決につながっていくのではないか

と考えております。

　そこで、あえてお尋ねをいたします。

　政権交代が実現の際には、これまでの知事の発言を

修正すること、そういうことは想定できないのか伺い

ます。

　２点目に、政策展開を考えていけるのか伺います。

もう一度お願いいたします。

　昨日、大阪の橋下知事あるいは横浜市長たち、地方

から国に物申す首長グループが結成されました。税金

を有効に使う、国の言いなりにはならない、地方への

負担ははっきりとノーと言う首長グループの誕生とい

うことで、これは今まさにこれからの日本が大きく変

わっていく、そういう地殻変動の始まりではないかと

期待をしているところでございます。
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　知事、沖縄こそこれまでの基地問題、地位協定の問

題、財政問題、本当に声の届かない政府でした。その

政府のしがらみから解き放される大きなチャンスが今

訪れているのではないかと、私はそういう気概を持っ

て大きな決断、覚悟を決める、そういう時期に来てい

るのではないかと、県民も知事に対して期待を大きく

しているものだと思います。その点について知事のも

う一度の御答弁をお願いいたしたいと思います。

　それからアスベストの問題につきまして、この問

題、相談件数が748件、それに比べまして労災の請求

件数が19件と少ない。さらに、認定件数が12件とさら

に少なくなっております。そういう現象がなぜ起きる

のか。それは、アスベストに関する専門的な医師が沖

縄には大変少ないというふうに聞いております。そう

いう観点、それからアスベストがどういう被害をもた

らすのかということの啓蒙活動、周知が徹底されてい

ないこと。それともう一つ、相談窓口が少ないという

こと、そういうことがあると思いますが、そういうこ

とについての対応策について、県として今後どのよう

に推進していくのか、もう一度お願いをいたしたいと

思います。

　それから地球温暖化対策についてです。

　この問題、本当に今大事な問題だと思っておりま

す。この温暖化対策については、省エネルギーでまず

ＣＯ２の削減、それから新エネルギーの二本柱だと言

われておりますが、県全体としてその実態をとらえ、

それを把握しながら有効な項目をしっかりと整理をし

ていく、体制を整理していく、総合的にできる形がま

だつくり上げられてないのではないかと、そういうふ

うに私は受けとめております。

　そういった意味で、県民をその気にさせるには、ま

ず市町村がリーダーシップをとっていく。そのリー

ダーシップをとっていくための指針である実行計画、

これがまだ県内では19.5％の策定率ということになり

ますと、本当にそのリーダーシップが市民に対しまし

てとれるのかと考えていきます。それで、市民・県民

をしっかりとリードしていく市町村で策定をしっかり

していく。それをリードしていくのがやっぱり県知事

の役目でございます。県知事がしっかりとそこを策定

に向けて大きなリーダーシップ、指導性を発揮してい

かなければならないと思います。

　人が足りない、予算が足りないのでありましたら、

今回の低炭素革命の予算など検討する余地が大いにあ

るのではないかと思いますが、その辺をもう一度策定

に向けてそういう予算が使えるのかどうか、もう一度

お願いいたしたいと思います。

　それから安全行政につきましては、県警本部長、新

しく本部長になられました。体格も大変よくて、大変

頼もしく思っておりますが、沖縄の風土や慣習、文

化、それだけに犯罪も特徴的だと思います。そういっ

た意味で、安全対策については独特なことも構築せね

ばならないかと思いますので、ぜひ今後の取り組みに

ついて、その意気込みをお聞かせください。お願いい

たします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内議員の再質問に答弁さ

せていただきます。

　４点ありましたが、初めの２点について。

　まず、県外移設に係る再質問ですが、この点は先ほ

どから答弁させていただいておりますが、ベストは県

外だとは思いますけれども、県内移設やむなしという

基本の考え方は、やはり私の確信でもありますので、

ひとつ御理解をいただきたいと思います。

　それからもう一つは、地位協定の改定など、声の届

く政府になりますようにと。

　そうあってほしいと願っているところでございま

す。

　その他の御質問は、部局長等から答弁させていただ

きます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　アスベスト関係の再

質問についてお答えいたしたいと思います。

　県では、「財団法人沖縄駐留軍離職者対策セン

ター」と連携してアスベスト関係の相談に対応してい

るところです。こちらが沖縄県の総合的なアスベスト

の相談窓口と認識しております。

　相談件数につきましては、事業が始まって、平成17

年から始まっておりますけれども、17年が112件、18

年度が139件、19年度が151件、20年度が346件と、相

談件数は一応増加しております。

　そのほか医師の問題、御指摘のとおり専門の医師が

おりませんので、例えば基地を抱える横田あたりの、

東京から専門の医師に来ていただいて相談等を対応し

ております。

　今後、やはりアスベスト問題というのはなかなか難

しいということもありまして、今後ともこちらを総合

窓口として啓蒙活動も含めて対応していきたいと思っ

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。
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　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　地球温暖化対策につ

いての再質問で、市町村計画の策定促進についてお答

えをいたします。

　県としましては、市町村の策定率向上に向けて引き

続き担当課長会議等におきまして計画の策定を促すと

ともに、策定途中の市町村に対しましては、温室効果

ガス排出量の算定方法に関する情報提供を行うなど、

計画策定の支援を強化していきたいと考えておりま

す。

　なお、今回創設されます「地域グリーンニュー

ディール基金」が活用できるかどうか、基金事業の内

容等を詳細に掌握して対応していきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　それでは意気込みにつ

いてお答えいたします。

　既に御案内のとおりでありますが、本県は飲酒運転

の検挙数が実数で全国でも非常に高い水準で推移して

おります。極めて憂慮すべき状況にあります。

　また、刑法犯認知件数は平成15年から６年連続で減

少しまして、数値を見る限り、いわゆる「指数治安」

という言葉が適切かと思いますけれども、その陰では

大変改善・回復しつつあるのもまた現実であります

が、他方で凶悪事件の発生など、県民が安全・安心を

実感するまでに至らない状況にあるということもまた

現実であると考えております。

　また、いわゆる島嶼県と申しましょうか、警察力の

いろんな配分を考える意味で非常に難しい問題を醸し

出す側面があることや、あるいは全国の米軍基地の約

70％が沖縄に集中しているという他県にない事情が存

在しているところであります。

　着任して２カ月余りが経過しましたが、県民の期待

と信頼にこたえられる警察であり続けるよう、県警察

職員2800人とともに汗を流して取り組んでまいりたい

と思っております。今後とも県民、議員各位の警察へ

の御理解と御協力をお願いいたします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　来るべき総選挙、必ず民主党は政

権をとる覚悟でございます。

　そのときは、沖縄の基地問題、県民世論をしっかり

と受けとめます。ですから知事、その際は歩み寄り、

協力の姿勢で一緒に頑張ってまいりましょう。要望し

て終わりたいと思います。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時５分休憩

　　　午後２時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　こんにちは。

　日本共産党の玉城ノブ子でございます。

　一般質問を行います。

　まず最初に、糸満市小波蔵の不発弾爆発事故につい

て質問いたします。

　６月23日、沖縄戦終えんの地糸満市摩文仁で慰霊祭

が行われました。再び沖縄戦の悲劇を繰り返させては

ならない、譲ることのできない県民の平和への願いで

あります。しかし、沖縄戦が終結して64年たった今日

においても県内においては不発弾による犠牲者が後を

絶たず、県民の命と安全を脅かし続けています。

　糸満市小波蔵で起きた不発弾爆発事故で、国は「県

不発弾等対策安全基金」から見舞金750万円を支払う

ことを決めました。しかし、国の法的責任が不透明な

まま処理されようとしています。

　沖縄戦が旧日本軍による戦争目的遂行のためになさ

れたものであり、爆発事故への補償は当然のこと、不

発弾の磁気探査処理については、公共工事、民間工事

についても、国が戦後処理の一環として責任を持って

実施すべきであります。知事は、国の責任を明確にす

るよう強く訴えていくべきではありませんか、知事の

決意を伺います。

　２、米軍犯罪と女性の人権について。

　先日、オーストラリア出身のジェーンさんが著書

「自由の扉」贈呈のため沖縄県を訪れ、安里副知事と

懇談しました。

　ジェーンさんは2002年４月、神奈川県で米空母「キ

ティーホーク」所属の米兵にレイプされ、さらに被害

を訴えた神奈川県の警察にセカンドレイプに遭い、深

刻なＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）に陥りまし

た。その後、性犯罪被害者の支援を行う組織を設立し

て活動を続けています。2008年に開催された米兵によ

るあらゆる事件・事故に抗議する県民集会に参加し、

ジェーンさんは多くの県民の前で訴えました。

　「皆さんは、「由美子ちゃん事件」を覚えています

か。６歳の少女が強姦され殺されました。もし今日彼

女が生きていたらほぼ60歳です。米兵は彼女の生きる
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権利を奪ったのです。私も、生きる権利がありま

す。」、「被害者として米兵による犯罪はもう我慢で

きない、と訴えます。戦争は終わっていません。戦争

はここにあります。」、「私の事件のあとも何度も他

の被害者が出ました。横須賀では女性が殺されまし

た。」、「もう私は、米兵による性犯罪被害者とし

て、黙っていられません。だから今回沖縄に来まし

た。」、「私はここに皆さんと立ってとても幸せで

す。」、「これからも前向きに平和のためにいっしょ

に手をつないでいきましょう。」。ジェーンさんは、

「沖縄人たちがそうであったように。私はついに自由

の扉を開いたのです。私の思いは、沖縄のひとたちと

いっしょにあり続けます。他の被害者のひとたちとと

もに。私たちの心はひとつ」ですと「自由の扉」で書

き綴っています。

　茨、基地があるゆえに起きる米軍犯罪、基地のない

平和な社会の実現こそが求められています。米軍犯罪

の被害者ジェーンさんの書いた「自由の扉」をお読み

になった安里副知事の御感想をお聞かせください。

　芋、被害者は、日本社会でどこに相談してだれに助

けを求めていいかわからない、人権侵害とも言うべき

事態に直面しています。国に24時間体制のレイプ緊急

支援センターの設置を要請するとともに、沖縄県に支

援センターの設置が必要であります。県の所見を伺い

ます。

　鰯、どんな犯罪であろうと助けと支援を求める被害

者の立場に立った警察の対応が必要です。警察では被

害者への対応について教育と訓練が必要不可欠です。

対策について伺います。

　允、米軍人による犯罪で、裁判の結果、有罪が確定

したのに米国に逃げ帰った人は何名ですか。

　印、日本政府が肩がわりした賠償金額、本人が責任

を持って支払った金額は幾らですか。

　咽、犯罪者が米国に逃げ帰ったときに、どう責任を

とらせるのか、とても重要なことであります。政府が

外交権を行使して犯罪者に責任をとらせるべきであ

り、政府に強く要求していくべきであります。

　３、辺野古新基地建設と環境問題について。

　茨、海砂採取について。

　ア、沖縄県の海砂採取の登録業者数と、実際に砂利

採取を行っている業者数、採取量を陸、海の区域ごと

に５年間の推移について伺います。

　イ、海砂採取の総量規制を行っている都道府県と、

規制している量について伺います。

　ウ、辺野古の新基地建設は、飛行場だけでも160ヘ

クタールの埋め立てになります。埋立本数は海砂建設

残渣、その他県外からの調達となっています。沖縄県

における2006年度の海砂採取量の12.4年分に担当する

膨大な量であります。環境省は、瀬戸内海環境保全特

別措置法に基づいて、瀬戸内海環境保全計画を策定し

ています。保全計画では瀬戸内海で海砂採取に当たっ

ての環境への配慮が義務づけられています。県も、こ

れらの大量の海砂の採取について環境に配慮して調査

を行うべきではないですか。

　エ、海砂採取は、県外からも調達するとしています

が、九州各県は総量規制を行っております。四国、中

国の瀬戸内海沿岸では海砂の採取を全面的に禁止して

います。県外の採取可能地域を明らかにしてくださ

い。

　オ、準備書では、大量、急速な埋立工事を行う必要

があるとして、事業実施区域の近傍にあり一般の交通

にできるだけ影響を与えない場所から採取するとして

いますが、その場所は陸上ですか。事業実施区域の近

傍とはどこを指していますか。

　カ、長崎県の壱岐市では、海砂を毎年300万立方

メートル採取していますが、それによって唐津市漁協

のアジなどの漁獲量が激減し、ことしは出漁さえでき

ないとの水産被害が起こっています。沖縄近海で採取

しようとしているのは1700万立方メートルでありま

す。海砂採取の水産環境に与える影響について、どの

ように認識されていますか。

　キ、海砂採取は、都道府県知事が採取計画の認可を

行うとのことでありますが、これだけの膨大な海砂を

採取することにより、沖縄近海の環境は大きく改変す

ることになることは明らかであります。漁業や観光業

にもはかり知れないほどの打撃を与えます。知事の御

所見を伺います。

　ク、沖縄県の豊かな海岸線を守るために、海砂採取

の総量規制を行うことについて知事の御所見を伺いま

す。

　芋、サンゴ、海草藻場について。

　県内のサンゴ、海草藻場の破壊が進み、生態系にも

大きな影響を与えています。サンゴ、海草藻場消滅の

実態と影響、その改善策について伺います。

　４、国保制度について。

　茨、資格証明書、短期保険証の発行件数について伺

います。

　芋、国民皆保険制度は、保険証一枚でいつでもどこ

でも必要な医療を受けることができるのが大原則で

す。受診抑制、受療権の侵害につながる資格証明書、

短期保険証の発行は中止すべきであります。

　鰯、納付相談に来られていない県民に対し国保証を
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市町村が窓口にとめ置きにしている実態について伺い

ます。直ちに改善し、国保証を交付するように措置す

ることについて伺います。

　允、政府は、医者にかかりたいのに医療費の一時支

払いが困難な揚合、世帯主が市町村窓口でその旨を申

し出れば、短期保険証を交付することができるとの見

解を示しています。しかし、実際には保険料滞納を理

由にした機械的な取り上げが起きております。県の見

解を伺います。

　印、失業給付金は非課税措置されているが、国保料

の減免時に失業給付金を収入算定している那覇市など

の市町村の実態と改善について。また、保険料算定時

に収入認定している事例はないか、収入除外の是正を

すべきであります。

　咽、ペナルティーを受けている市町村について、そ

れぞれの内訳と普通調整交付金の削減額、国に対して

ペナルティー制度の廃止を求めることについて伺いま

す。

　５、中小企業の支援策について。

　茨、国・県のセーフティーネット、原油高騰対策支

援資金の融資実績と、法人事業所、個人事業所ごとの

実績について伺います。

　芋、資金繰りに困っている中小業者が制度を十分に

活用することができない実態になっていますが、県の

具体的な対策を伺います。

　鰯、金融機関の貸し渋り、貸しはがしについての訴

えが相次いでいます。例えば金融機関の内部規定に

よって、設備資金融資分が拘束される事態がありま

す。「県制度金融研究会」、「沖縄地域融資動向に関

する情報交換会」等でどのような指導、改善策が話し

合われているのか、今後の対策について伺います。

　允、県の原油高騰対策支援資金・セーフティネット

資金・県単の制度資金の融資条件を緩和し、中小業者

が借りやすい制度に改善することについて伺います。

　印、中小業者の仕事支援のために、県独自の「小規

模・工事契約希望者登録制度」を実施することについ

て伺います。

　咽、住宅リフォーム制度の全国の実施状況と沖縄県

独自の制度実施について伺います。

　６、さとうきびの認定農業者制度について。

　さとうきびの経営安定化対策の支払い対象は、認定

農業者と一定面積以上の耕作者が対象とされ、それ以

外は３年に限り生産組合への加入を条件に認められて

いますが、ことしで終了します。しかし、特例農家の

組織化は進んでおりません。沖縄農業の実態を無視し

た政府の経営安定対策は、完全に破綻しています。日

本共産党の政府要請の中でも、何割もの人がどっとや

めるような改正はしないと答弁しています。沖縄農業

を破綻させ窮地に追い込むさとうきび認定農業者制度

は廃止し、生産者価格補償方式に戻すよう政府に要求

すべきであります。その間、さとうきび生産者の所得

補償を政府の責任で行うことについて知事の御所見を

伺います。

　７、環境問題について。

　地球温暖化対策は急務になっています。二酸化炭素

（ＣＯ２）は地球温暖化の原因とされ、その削減を急

がなければなりません。そこで注目されているのが、

太陽光発電です。政府は太陽光発電を普及するために

今年度から一般設備者用の一部を助成する制度を復活

させました。地球に負担をかけない太陽光や風力発電

など自然エネルギーの普及を進めています。国は、

2020年に太陽光発電導入を現状の10倍、2030年に40倍

にすることを目標にしています。県独自の助成制度を

実施し、積極的に対応すべきであると考えますが、知

事の御所見を伺います。

　８、県水産海洋研究センターの移転改築について質

問いたします。

　養殖業の生産額は、平成14年から18年で66億から95

億円で、本県漁業生産額でも重要な位置を占めていま

す。しかし、研究の基礎となる施設の老朽化や排水条

件の悪化により、研究環境は著しく悪化しており、新

たな施設の整備が急務となっております。

　茨、早期移転改築を進めるべきであると考えます

が、県の御所見を伺います。

　芋、現在の取り組みと今後の計画について伺いま

す。

　鰯、市民は、喜屋武地域への移転改築を強く要望し

ております。御所見を伺います。

　９、真壁南地区、真栄平南地区の湛水被害につい

て。

　真栄平南地区、真壁南地区における水害について、

これまで２回にわたって政府要請も行ってきました

が、農家が納得のいくような原因究明と対策がなされ

ておりません。農家の皆さんは、いつ湛水被害が起き

るかと不安を抱えています。早急に徹底的な原因究明

と抜本的な対策としての基幹排水の設備、被災農家へ

の補償と救済を実施することについて御所見を伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城ノブ子議員の御質問に

お答えいたします。
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　まず第１に、糸満市の不発弾対策における国の責任

に係る御質問について答弁させていただきます。

　今般、国の速やかな対応により、新たに不発弾爆発

事故に関する被害救済の仕組みが創設され、被害者へ

の見舞金や施設等への支援金の対象範囲について適切

に措置されたことに対し、高く評価いたしているとこ

ろでございます。

　沖縄県としましては、不発弾処理は戦後処理の一環

として国が責任を持って取り組むべきと考えておりま

す。

　今後とも磁気探査及び不発弾等処理の全額国庫負担

等について、引き続き、市町村等の関係機関と連携を

図りながら国に要求してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、中小企業の支援策に係る御質問の中で、県単

融資制度の条件緩和により中小企業者が借りやすくす

ることについての御質問にお答えいたします。

　県単融資制度の条件緩和につきましては、経済対策

の一つであります「原油・原材料高騰対策支援資金」

におきまして沖縄県が補助を行うことにより、保証料

をゼロにいたしております。また、「中小企業セーフ

ティネット資金」におきましては、対象要件として利

益率の減少を追加いたしますとともに、対象業種を

760業種から781業種に拡大するなど融資条件を緩和

し、より多くの中小企業者が活用できるよう努めてい

るところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　安里副知事。

　　　〔副知事　安里カツ子さん登壇〕

○副知事（安里カツ子さん）　それでは玉城ノブ子議

員の米軍犯罪と女性の人権についての御質問の中の、

「自由の扉」を読んだ感想についてということでお答

えしたいと思います。

　性犯罪は、女性の人権をじゅうりんする重大な犯罪

であり、決して許されるものではありません。

　性犯罪被害をなくし、被害者の人権と尊厳が守られ

る社会を築くためには、関係機関及び地域社会が被害

者の状況に十分に配慮し、連携・協力していくことが

大変重要であると思います。

　ジェーンさんが長い苦しみの中から立ち上がり行動

しましたことは、被害に遭い、深く傷ついた方々へ生

きる勇気を与えることと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　米軍犯罪と女性の人

権についての御質問で、性犯罪の緊急支援センターに

ついてお答えいたします。

　性犯罪被害者に対しては、県を初めとする関係機関

においてさまざまな支援を行っているところでござい

ます。

　沖縄県におきましては、沖縄県犯罪被害者等支援総

合窓口を設置し、適切な支援策の情報提供や関係機関

を案内するとともに、広く県民に対し相談窓口の周知

に努めております。また、「社団法人沖縄被害者支援

ゆいセンター」や「強姦救援センター沖縄」において

は、性被害に遭った女性からの電話相談、カウンセリ

ング、警察や病院等関係機関との連絡調整や付き添い

などの相談支援を行っております。

　沖縄県としましては、今後とも被害者相談や支援策

の情報提供に努めるとともに、県警察等関係機関や民

間団体等と連携・協力し、被害者の状況に十分配慮し

た支援等に努めてまいります。

　次に、辺野古新基地建設と環境問題についての御質

問で、海砂の採取に係る調査についてお答えをいたし

ます。

　事業者は、埋立土砂のうち約1700万立方メートルの

土砂については購入するとしております。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取は、その目的と

事業者が異なるため、環境影響評価法で定める「事

業」の定義から判断して、本事業の環境影響評価に含

まれるものではありません。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取による環境影響

については、当該業者が各種関連法令に基づき必要に

応じ適切に措置されるものと考えております。

　次に、海砂の県外の採取可能地域についてお答えい

たします。

　事業者は、準備書において沖縄県内の砂材等の購入

のほか、県内における砂材の年間採取量や採取場所等

を調査し、また、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや、県外からの調達等も含め、具体的に検討を行

うこととしており、採取場所については示しておりま

せん。

　次に、準備書で示された土砂採取区域の位置につい

てお答えをいたします。

　事業者は、準備書において、埋立土砂のうち、おお

むね200万立方メートルについて辺野古ダム周辺の埋

立土砂発生区域から調達する計画としていますと記述

しており、その理由として、事業実施区域の近傍にあ

り、一般の交通にできるだけ影響を与えない場所から

採取するとしたところですと記述しております。
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　準備書には、辺野古ダム周辺における埋立土砂発生

区域の位置と規模が示されており、土砂の採取面積は

約30ヘクタールであると記述されております。

　次に、サンゴ、海草藻場についてお答えいたしま

す。

　サンゴ礁や藻場は、重要な自然資源であり、多様な

海の生き物の産卵・生息場所となっております。

　近年、埋め立てなどの大規模な開発行為、世界的な

白化現象、オニヒトデの食害、陸域からの環境負荷な

どにより、サンゴ、藻場などの自然環境への影響が懸

念されております。このため、県では、事業者みずか

らが自然環境に配慮して事業活動を行う「自然環境の

保全に関する指針」の策定、陸域からの環境負荷を低

減する「沖縄県赤土等流出防止条例」を制定するとと

もに、オニヒトデ駆除事業など、サンゴ礁保全への取

り組みを推進してきたところであります。また、今年

度から県全域におけるサンゴ礁資源情報整備事業を実

施し、サンゴ礁生態系の保全と持続可能な利用の推進

に取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　犯罪被害者への対応と

教育訓練及び対策についてお答えいたします。

　県警察では、殺人、傷害、強姦等の犯罪による被害

が発生し、専門的な被害者支援が必要な場合には、捜

査員とは別に被害者支援要員を指定しまして、被害者

や家族に対しまして、事案の概要、捜査状況の説明、

被害者の要望等の把握、病院の手配や受診時の付き添

い等の支援活動を行っております。

　現在、被害者支援要員として警察本部及び警察署に

は計323人を指定しており、指定された者には県警察

学校で研修を行い、警察本部の被害者支援担当者が支

援活動の要領を指導するとともに、いわゆるロールプ

レイング形式の演習を行うほか、裁判官、検察官、弁

護士、精神科医といった部外の専門家による講義を受

けるなど、専門的な教養・訓練を施しております。

　また、こうした被害者支援要員以外にも、性犯罪指

定捜査員として女性警察官63人を指定し、捜査による

いわゆる二次被害防止に努めるほか、被害者や家族に

精神科医または臨床心理士のカウンセリングを実施す

る「被害者等カウンセラー制度」により医療機関との

連携を図るなど、被害者支援対策に万全を期している

ところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　米軍犯罪と女性の人権

についての御質問で、米軍人等が日本で犯罪を犯した

後、米国に帰国した者の数についてお答えいたしま

す。

　外務省に確認したところ、米軍人等による犯罪にお

いてその被疑者などが米国に帰国した件数については

把握してないとのことであります。

　同じく米軍人の公務外の事件・事故に対する見舞金

の支給実績についてお答えいたします。

　米軍人等による公務外の事件・事故に関する被害者

補償については、原則として加害者が損害を賠償する

こととなりますが、加害者に弁済能力がない場合など

については、日米地位協定第18条第６項に基づき、米

国政府が慰謝料を支払うことになります。しかしなが

ら、米国政府が不法行為を認めないなどにより同項の

慰謝料が支払われない場合や裁判による確定判決額が

米側の慰謝料提示額を上回る場合の差額分など、日本

政府が必要に応じて被害者に対し見舞金を支給する制

度があります。その額は昭和47年度から平成20年度ま

でで約３億8200万円となっております。また、沖縄防

衛局によると、米軍人等の公務外の事件・事故に関

し、加害者本人が賠償した額については、承知してい

ないとのことであります。

　同じく帰国した米軍人に対する損害賠償についてお

答えいたします。

　県は、日米地位協定の抜本的見直しに当たって米軍

人等の損害賠償については、日本国の裁判所の命令が

ある場合、米国の当局は、米軍の構成員または軍属に

支払うべき給料等を差し押さえて、日本国の当局に引

き渡すよう、軍転協や渉外知事会とも連携して日米両

政府に求めているところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　辺野古新基地建設と

環境問題についての中の、海砂利採取の登録業者数、

採取業者数及び５年間の採取量の推移についての御質

問にお答えいたします。

　沖縄県における砂利採取の登録業者は、平成20年１

月末現在で230業者で、海砂利採取を行っている者は

１砂利組合と１事業者であります。

　海砂利の採取量につきましては、平成16年度約147

万立方メートル、平成17年度約140万立方メートル、

平成18年度約137万立方メートル、平成19年度約121万

立方メートル、平成20年度約144万立方メートルで、
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陸砂利は採取業者から経済産業省等に提出された砂利

採取業務状況報告書の集計表によりますと、平成15年

度約２万立方メートル、平成16年度約１万5000立方

メートル、平成17年度約7000立方メートル、平成18年

度約１万6000立方メートル、平成19年度約２万6000立

方メートルとなっております。

　続きまして、同じく辺野古新基地建設と環境問題に

ついての、海砂利採取の総量規制についてお答えいた

します。

　九州各県における海砂利採取の総量規制の状況につ

いては、福岡県が年間400万立方メートル以内、佐賀

県が年間130万立方メートル以内、長崎県が年間300万

立方メートル以内、熊本県が年間20万5000立方メート

ル以内、鹿児島県が年間136万立方メートル以内の総

量規制を行っていると聞いております。

　続きまして、同じく膨大な海砂利の採取が漁業や観

光業に与える影響についてお答えいたします。

　沖縄県では、砂利採取業の健全な発展と建設用骨材

の安定供給に資することを目的に砂利採取法等関係法

令に基づき、採取計画の認可を行っております。

　砂利採取法においては、「他の産業の利益を損じな

いこと」も認可基準に含まれているため、採取計画の

認可に際しては、関係漁業協同組合等の同意を得るこ

ととしております。「普天間飛行場代替施設建設事業

に係る環境影響評価準備書」においては、埋立土砂の

調達方法等について具体的に示されておりません。　

　県としましては、その内容が具体的に示された段階

で関係法令に基づき適切に対処してまいりたいと考え

ております。

　続きまして、海砂利採取の総量規制についてにお答

えいたします。

　沖縄県において、海砂利は建設用骨材などとして必

要不可欠なものであります。

　総量規制の必要性については、県内における将来の

建設用骨材の安定供給と関係機関等の意向も踏まえ、

慎重に対応してまいりたいと考えております。

　続きまして、中小企業の支援策についての住宅リ

フォーム制度の実施状況についてにお答えいたしま

す。

　国土交通省が都道府県を対象に行った調査による

と、平成19年度時点の住宅リフォームに係る取り組み

で、都道府県独自の助成制度を設けているのは１都８

県でありますが、沖縄県では実施しておりません。

　なお、住宅リフォームに関する支援は地域住民と密

着した市町村で実施することが効果的であると考えて

おり、県としましては、全国の事例を市町村へ周知す

るとともに、県民への普及啓発を通じて住宅リフォー

ムの促進を図ってまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　辺野古新基地建設と

環境問題の中で、大量の海砂の採取が水産環境に与え

る影響についてお答えいたします。

　海砂を大量に採取した場合には、魚介類の産卵場や

生息環境に影響が及ぶ可能性があると考えておりま

す。

　次に、さとうきびの認定農業者制度の中で、さとう

きび経営安定対策についてお答えいたします。

　平成19年度から実施されているさとうきび政策は、

ＷＴＯ等国際規律の強化に対応するため、施策の対象

となる担い手を明確にした上で、経営の安定を図るこ

とをねらいとしております。特に、さとうきびは、代

替作物に乏しい自然条件にある本県の基幹作物であ

り、地域経済においても重要な地位を占めていること

から、品目別経営安定対策として講じられておりま

す。現行の経営安定対策の支援対象は、認定農業者を

初め基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加する

者に加え、平成21年産までの特例として、生産組織に

参加する小規模農家などとなっております。基幹作業

のうち、収穫については平成20年産より見直しが行わ

れ、刈り倒し、または搬出のみを委託した場合も支援

対象となったところであります。この見直しにより、

本則要件を充足する生産農家割合は、現状の４割から

５割程度に拡大することが見込まれます。

　県としては、すべての生産農家が経営安定対策の支

援対象となるよう、引き続き関係団体と連携し、機械

化のおくれなど地域の実態を踏まえた対象要件の緩

和・見直し等について国に対し強く要請してまいりま

す。

　次に、真壁南地区、真栄平南地区の湛水被害につい

ての中で、真壁南地区、真栄平南地区における湛水被

害対策等の状況についてお答えいたします。

　平成19年に発生した糸満市真壁南地区、真栄平南地

区の湛水被害は、日雨量１時間最大雨量とも記録的な

豪雨であったことや、排水の処理を行うドリーネや沈

砂池等に土砂の堆積や雑物等の流入があり、排水能力

を流入水が上回ったことによるものだと考えられま

す。そのため、真壁南地区、真栄平南地区の湛水被害

は不可抗力であり、補償は困難であります。

　県としては、湛水被害の解消を図るため、糸満市等

と連携を図り、平成19年度から20年度にかけて浸透池
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や沈砂池に堆積した土砂や雑物等の除去を実施したと

ころであります。平成21年度では、上流側に位置する

新垣地域において浸透池や沈砂池及び排水路等の整備

を行う水質保全対策事業を採用しております。また、

隣接する真栄平地域においても同事業を平成22年度採

択に向けて取り組んでいるところであります。

　今後とも、糸満市南部湛水地域対策検討委員会など

の関係機関と連携し、排水路や沈砂池等の増設も含め

た抜本的対策を行うため、地元の合意形成に取り組ん

でまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国保制度について

の御質問の中の、資格証明書、短期保険証の発行件数

についてお答えいたします。

　平成20年６月１日時点における被保険者資格証明書

の交付は332件、短期被保険者証は２万6608件となっ

ております。

　次に、資格証明書、短期保険証の発行の中止につい

てお答えいたします。

　すべての医療保険制度は、保険料を主な財源として

運営されており、被保険者が応分な負担を行うことで

制度が維持されております。このようなことから、保

険料を滞納している世帯につきましては、短期被保険

者証の交付や被保険者資格証明書の交付が義務づけら

れております。しかしながら、子供への人道上の配慮

から被保険者資格証明書の交付世帯においても中学生

以下の子供への６カ月間の短期証の交付が義務づけら

れたところであります。

　県としましても、短期被保険者証や被保険者資格証

明書の交付に際しては、十分な説明、滞納実態及び家

族状況等を踏まえた慎重な判断を行うよう市町村に周

知を図っております。 

　次に、国民健康保険、被保険者証の窓口とめ置きの

実態及び改善措置についてお答えします。

　平成20年12月１日現在の国民健康保険被保険者証の

窓口での未交付は8609件で、国保世帯数に占める割合

は3.4％となっております。市町村では、滞納世帯の

世帯主に対し、被保険者証の窓口交付を行う際に納付

相談を実施し徴収の確保を図っております。また、納

付が困難なケースにおいては、減免・徴収猶予や福祉

施策への紹介など総合的な相談を行っております。

　次に、医療費の一時支払いが困難な場合の短期保険

証の交付に関する県の見解についてお答えします。

　資格証につきましては、事業の休・廃止や病気など

保険料を納付することができない特別な事情がないに

もかかわらず、長期にわたり保険料を滞納している方

について交付されるものであります。

　国においては、保険料を納付することができない特

別な事情に準ずる状況にあるのかを把握し判断するよ

う示しており、県では市町村にその旨周知しておりま

す。

　なお、平成20年６月１日時点の本県の資格証の交付

件数は332件で、加入世帯に占める割合は0.13％で全

国の1.6％に比べ極めて低い率となっております。

　次に、失業保険金を国保税減免時に収入算定してい

る実態等についてお答えします。

　国保税の減免につきましては、市町村は条例の定め

るところにより、特別の理由がある者に対し行うこと

ができることとなっております。

　減免の基準については、法令上の規定がなく市町村

の裁量で設けることとなっております。減免の際の所

得算定において失業給付金を対象としているのは13市

町村となっております。このうち、一部市町村におい

ては、失業給付金を減免の際の所得算定の対象外とす

ることを検討しております。

　県としましては、失業給付金が国保税の賦課算定時

の所得となっていないことや、雇用保険法で非課税扱

いとなっていること等も踏まえ、市町村において減免

基準について検討がなされるものと考えております。

　次に、普通調整交付金のペナルティーを受けている

市町村、削減額、国に制度の廃止を求めることについ

てお答えいたします。

　国の普通調整交付金の減額は、平成20年度は14市町

村で５億2256万8000円となっております。普通調整交

付金の減額措置は、保険料・保険税の徴収について努

力した市町村とそうでない市町村に対して、同率の調

整交付金を交付することは公平を失するという考え方

から設けられたもので、徴収努力を促す意味ではやむ

を得ないものと考えます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　中小企業の支援策に

ついて、国・県のセーフティーネット、原油高騰対策

支援資金の融資実績と法人・個人事業所別の実績につ

いてとの御質問にお答えします。

　沖縄振興開発金融公庫のセーフティネット貸付の平

成20年度融資実績は、件数で271件、融資額で96億

9670万円となっております。

　県の中小企業セーフティネット資金は113件、融資
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額約12億7300万円、原油・原材料高騰対策支援資金は

116件、融資額約29億2200万円となっております。

　なお、法人事業所、個人事業所別の融資実績につい

ては、取り扱い金融機関からの報告に含まれていない

ため把握しておりません。

　次に、資金繰りに困っている中小企業者への県の対

策についてとの御質問にお答えします。

　県単融資制度は、これまで中小企業者が利用しやす

くするために融資利率の低減、融資限度額の増額、融

資期間・据置期間の延長、保証料の見直し、原則第三

者保証人を徴求しないことなどの改正を随時行ってき

ております。

　最近では、経済対策として原油・原材料高騰対策支

援資金で保証料を県が補助することにより事業者負担

分の保証料をゼロにしたり、中小企業セーフティネッ

ト資金の対象業種を国のセーフティネット保証制度と

連動させて、新型インフルエンザ影響関連業種の追加

拡大を行っております。

　今後とも中小企業者を対象とした県融資制度アン

ケート調査や県制度金融研究会での意見交換等を踏ま

え実態を適切に把握し、中小企業者の資金繰りの円滑

化を図ってまいります。

　次に、金融機関の貸し渋り、貸しはがしの今後の対

策についてとの御質問にお答えします。

　貸し渋り問題解決のために関係機関で意見交換を行

う「沖縄地域融資動向に関する情報交換会」等では、

各商工団体等から審査に時間を要するなどの苦情相談

の報告があり、貸し渋り解消策等についての意見交換

がありました。また、国・県からは金融機関等に対

し、中小企業者の資金繰り円滑化に関する要望を行っ

ております。

　貸し渋り、貸しはがし対策については、金融機関の

監督官庁である金融庁が金融機関に対し「中小・零細

企業に対する金融円滑化の要請」や「金融円滑化のた

めの集中検査」などを実施しております。

　沖縄県としても「沖縄地域融資動向に関する情報交

換会」を通して中小企業者の実情に応じた円滑な融資

が図られるよう要望してまいります。

　同じく中小企業支援策について、小規模・工事契約

希望者登録制度の実施についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県は、中小企業者の受注確保について、国が定

める「中小企業者に関する国等の契約の方針」に従い

その増大に努めており、市町村にも同様に要請してい

るところであります。いわゆる「小規模・工事契約希

望者登録制度」が県内の５つの市町において実施され

ていることについては聞いておりますが、この制度を

実施するかどうかは、各自治体の主体的判断によるも

のと考えております。

　環境問題について、県の太陽光発電システム補助制

度についてお答えします。

　太陽光発電などの自然エネルギーは、地球温暖化対

策や化石燃料にかわるエネルギーとして有効であると

考えることから、県では、住宅用太陽光発電システム

の設置者に対し、１件当たり２万円を補助する制度を

４月から実施しております。

　今後とも積極的に自然エネルギーの普及等を促進し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県水産海洋研究センター

の移転改築についての御質問の中の、早期移転の必要

性、移転整備の取り組み及び場所について一括してお

答えします。

　水産海洋研究センターは、昭和49年に糸満市西崎に

移転して以来35年が経過し、施設の老朽化に加え周辺

地域の都市化による研究用海水の水質低下など、研究

環境は著しく悪化している状況にあります。

　このことから、新たな研究ニーズや先進的な研究開

発に対応するためにも、現在地からの移転整備が必要

であると認識しております。

　沖縄県としましては、平成21年３月に策定をした

「水産海洋研究センター試験研究推進構想」に基づ

き、試験研究に必要な海水の確保、調査船の係留及び

用地取得の容易さなどの条件を整理し、第三者で構成

する検討会議において移転先の選定等を行いたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　再質問を行います。

　まず、海砂採取についてでありますけれども、環境

省が策定した「瀬戸内海環境保全基本計画」では、海

砂採取については「あらかじめ当該海域の海砂利の資

源量や採取による当該及び周辺海域の環境等への影響

を調査」して、「最小限の採取量並びに影響を及ぼす

ことの少ない位置、面積、期間及び方法等とするよう

努めるものとする。また、採取後の状況についてモニ

タリングを行うよう努めるものとする。」等の海砂採

取についての厳密な規制があります。

　1700万立方メートル海砂を採取するのに、何ら環境
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への配慮が行われないということはどういうことで

しょうか。事業者に環境調査を実施するよう要求する

と同時に、県独自の調査が必要だと考えますがいかが

でしょうか。

　沖縄県海岸線保全環境基本計画を策定して、沖縄県

の豊かな自然と県民の貴重な漁業資源の宝庫を守り、

次の世代に継承すべきものであると考えますが、知事

の御所見を伺います。

　国保制度についてでありますけれども、保険料を滞

納して資格証明書が発行されている世帯で、医療機関

に行きたいのに医療費の一時払いが困難だと申し出れ

ば、短期保険証を交付することができると政府は閣議

決定をしております。医療費の一時払いが困難だと申

し出る状況は、保険証を取り上げることのできない特

別な事情に準ずるとの政府見解であります。ところ

が、実際には窓口に申し出ても滞納分の保険料を納め

ないと短期保険証を交付しないとの機械的な対応をし

ている実態があります。県として、政府の閣議決定に

基づいた保険証交付を実施するよう指導すべきではあ

りませんか。

　答弁願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時58分休憩

　　　午後３時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　海砂の採取について

の再質問にお答えいたします。

　埋立土砂の調達につきましては、県内の砂材等の購

入のほか、県外からの調達等も含めて具体的な検討を

行う旨、準備書に記載されております。

　土砂等の供給業者が行う採取等に係る環境の影響に

つきましては、当該業者が各種関連法令に基づき、必

要に応じ適切に措置すべきものと認識しております。

　事業者におきましても、埋立土砂の購入に当たりま

しては、供給元における土砂の採取が各種法令に適合

していること、また環境への影響に配慮されているこ

と等を確認するなど、埋立土砂の調達により環境への

著しい影響がないように配慮されていくべきものと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国保制度について

の再質問にお答えいたします。

　医療費の一時支払いが困難な場合の短期保険証の交

付に関する件についてです。

　被保険者資格証明書に係る政府答弁書において、世

帯主が市町村の窓口において医療を受ける必要が生

じ、かつ医療機関に医療費の一時支払いが困難である

旨の申し出を行った場合は、当該世帯主は保険料を納

付することができない特別な事情に準ずる状況にある

と考えられることから、市町村の判断により短期被保

険者証を交付することができるとの見解を示してお

り、支払いが困難な実態にあるかを把握した上で市町

村においては判断をしているものと考えております。

　県としましては、国の通知に沿った取り扱いをする

よう、今後とも市町村へ周知を図ってまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　知事、沖縄県は生物多様性に富

んだ本当に自然豊かな海と、すぐれた景観に富んだ海

岸線に囲まれ、県民は長きにわたってこの豊かな海の

恵みを受け、自然を守ることで私たちの暮らしも守ら

れてきました。しかし、近年、この多様な環境が埋め

立てや赤土の流出等によって破壊が進み、豊かな資源

が減少し続けています。

　自然豊かな海を守り、海岸線を保全し、後世に引き

継いでいくのは私たち県民の責務であると考えます。

いま一度沖縄県の海岸線保全環境基本計画を策定し

て、豊かな生物多様性に富んだこの沖縄の海を守って

いくということが必要ではないかというふうに考える

が、知事の見解を再度伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　今の玉城議員の再々質問に

お答えしたいと思うんですが、確かに沖縄の自然環

境、海を含む海岸線を含む環境が劣化し始めていると

いう実感というのはあります。そして無論これは防災

上の観点からの海岸の保全であるとか、それからまた

生物多様性といいますか、自然環境保護という保護・

維持・強化というような面からの指針であるとかいろ

んなものがありますし、いろんな国立国定公園系の保

護・強化の方法もあります。そういう中で私たちは次

に沖縄県の将来のビジョンを作成し、また今後の沖縄

の振興開発計画の総点検、次への展開というのをやっ

ております。

　ですから、そういう中ででももう一度基本に戻って

自然環境、特に海を含む生物多様性という視点からも

もっと保護といいますか、どういうふうに保護をし維

持し強化していくかについては、しっかりと調査研究
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をして展開できるように努めてまいりたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　通告に従い一般質問を行います。

　知事の政治姿勢について、県議会の100年決議に関

して伺います。

　茨、県議会の100年決議についての知事の所見と、

県政にどのように生かしていくのかお伺いします。

　芋、戦争の実相を後世に伝えていくためにどのよう

に取り組んでいるか。

　鰯つ目に、第32軍壕の調査、保存、文化財指定、公

開について。

　ア、県の保存計画の内容はどのようなものですか。

その保存計画そのものも公開すべきであります。

　イ、壕の全容の調査を行うことについて伺います。

　ウ、戦後65周年の来年に向けて可能な公開方法を検

討すべきではないでしょうか。例えば、壕の入り口の

公開、壕の一部の側面に観察トンネルを掘り強化ガラ

スなど設置し、側面から壕内部が観察できるようにす

ること。また、守礼門前の広場での壕の図面や写真等

の公開など、その気になれば方法は幾らでもあると思

います。

　允、戦争で焼失した県民の貴重な文化遺産の復元計

画について。特に、御茶屋御殿、中城御殿、円覚寺の

復元は重要であると思いますが、県のこれまでと今後

の取り組みについて伺います。

　２、県指定文化財について伺います。

　茨、県指定文化財がその位置づけに照らしてきちん

と保全・保存されているか。その実態についてお伺い

します。

　芋、首里当蔵町にある国学・孔子廟石垣が荒れ放題

に放置されています。原因は何か。直ちに保全措置を

とることが必要ではないでしょうか。

　鰯、同孔子廟石垣の公開遊歩道の設置及び松崎馬場

を復元することについて伺います。

　３、米軍基地問題について伺います。

　茨、訓練水域と鳥島射爆撃場返還を求めることにつ

いて。

　県も県議会もそろって返還を求めています。去年８

月の我が党に対し、地方自治体等から要請があれば日

米合同委員会に提起していくと防衛省は回答していま

した。しかし、ことしの５月20日の交渉で確認したと

ころ、まだ日米合同委員会に提起していない。まだ事

務レベルで意見交換している段階とのことがありまし

た。沖縄の声を真剣に受けとめていないことがはっき

りしました。知事ももっと厳しく怒りを持って抗議し

返還を求めるべきと思いますが見解を伺います。

　芋、九州や全国の米軍基地や自衛隊基地などでは、

沖縄からの米軍機の移駐、訓練で爆音や基地被害がふ

えている実態があります。そこでは「沖縄の負担軽減

のため」というのが理由にされています。しかし、沖

縄では嘉手納基地に見られるように、Ｆ22戦闘機の事

実上の配備や岩国や外国からのＦ15やＦ18の飛来など

で爆音、負担はふえているのが実態です。知事は、こ

のことをどのように認識しているのか。全国知事会、

渉外知事会などでも沖縄の負担は減るどころか増大し

ていることを共通認識にするように努め、全国的な基

地の強化をやめるよう政府に求めるべきではないで

しょうか。

　鰯つ目、那覇市上空の米軍機の爆音が早朝から増大

していることについて伺います。

　那覇市上空の米軍機の飛行ルートと飛行している米

軍機の機種、飛行回数、爆音等についての実態を明ら

かにしてください。

　騒音測定器は設置しているのか。していなければ早

急に設置すべきであります。

　早朝からの爆音で不安に思う県民も多くいます。県

に爆音110番を設置して実態を把握すべきでありま

す。

　允つ目、思いやり予算、水光熱費について伺いま

す。

　２月議会で沖縄の米軍基地の水光熱費について思い

やり予算で幾ら支出しているかを質問しましたが、県

は答弁を避けました。全国の米軍基地の水光熱費のう

ち思いやり予算から支出している割合は、平成18年度

で71.7％となっています。直近の沖縄の米軍基地の電

気、水道、下水道料金等は幾らか。そのうち、思いや

り予算から支出されているのは幾らになるか、再度質

問します。明確にお答えください。

　４、６月補正予算の県の経済対策について。

　国の経済対策を受けての県の経済対策の予算となっ

ていますが、車の買いかえ、備品費など、本来当初予

算や通常の補正予算で行うべきものではないか。現下

の不況を克服する対策というより、これまでの各部局

の事業の積み残しや、予算が確保できないでいたもの

を充てたということが否めない感じがしますが見解を

伺います。

　５、県の非常勤職員の賃金を物件費として扱ってい

ることについて伺います。

　茨、県の21年度予算の中で人件費扱いの「人の

数」、物件費扱いの「人の数」と金額を明らかにして
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いただきたい。

　芋、６月補正予算中の物件費40億4000万円余に占め

る雇用に係る人数と額は幾らか。

　鰯、正職員は「人件費」、非常勤職員は「物件費」

扱い。物扱いでいいのか。

　允、物件費として扱うことによって常用雇用の仕事

でありながら非常勤職員に代替させている実態を覆い

隠すものになっているのではないか伺います。

　印、予算、決算の統計上の区分としても改善が必要

ではないか。県としての改善ができるのか。そうでな

ければ政府に改善を求めるべきではないか伺います。

　６、那覇市の生活保護の相談員、ケースワーカーが

国の基準より不足している実態について、県としての

対応を伺います。

　７、雇用問題について。

　茨、沖縄県内と本土の県事務所での相談窓口の設

置、相談員の配置、増員、緊急宿泊所の設置などをこ

れまで求めてきましたが、この間の取り組みと今後の

対策の強化について伺います。

　芋、派遣切りなどで住居を失った方々への緊急宿泊

所の確保、生活相談、雇用相談など自治体が実施する

事業に国はやっと緊急経済対策で財政支援を行うこと

になりました。県は早急にこの事業も活用して対策を

強化すべきです。

　伺います。

　８、最後に、我が党の代表質問の中の、後期高齢者

医療制度との関連で質問します。

　70年代には高齢者の医療費の自己負担は無料でし

た。その後、自己負担がどんどんふえてきましたが、

その経緯と、現在の沖縄県での75歳以上の高齢者の数

と自己負担額の合計は幾らになるか明らかにしていた

だきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの渡久地修君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時19分休憩

　　　午後３時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の渡久地修君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地修議員の御質問に答

弁させていただきます。

　知事の政治姿勢の中で、沖縄県議会100年決議に係

る御質問にお答えいたします。

　沖縄県の民主政治の根幹であり、地方自治のかなめ

である県議会が沖縄県民とともに幾多の苦難を乗り越

え、今日の沖縄県を築き100年を迎えたことは感慨深

いものがございます。

　過酷な沖縄戦の体験や、長年にわたる米国統治と過

重な米軍基地の負担などから、私たち沖縄県民は、命

のとうとさと平和の大切さを肌身で感じており、沖縄

から恒久平和の願いを発信し続けることは大変重要で

あります。

　県議会とさらなる連携を図りながら、県民福祉の向

上と郷土の発展を目指し、世界に誇れる平和な沖縄を

つくってまいりたいと考えております。

　同じく、政治姿勢の中で、平和行政の取り組みに係

る御質問にお答えいたします。

　悲惨な沖縄戦の歴史を正しく継承していくため、沖

縄県では、沖縄全戦没者追悼式の開催及び平和宣言、

平和の礎への刻銘、戦争体験者の証言映像の収録、平

和学習等を実施いたしております。

　今後も、沖縄戦の実相を正しく後世に伝えるよう努

めてまいりたいと考えております。

　次に、米軍基地問題に関連して、鳥島射爆撃場に係

る御質問にお答えいたします。

　私は、去る６月３日に鳥島射爆撃場周辺海域を視察

いたしました。船上で久米島町長や県漁業協同組合長

会会長から、鳥島射爆撃場の状況やパヤオなどの漁場

と漁業操業における影響等につきまして、直接、説明

を受けたところでございます。

　県としましては、引き続きあらゆる機会を通じ、日

米両政府に対し、ホテル・ホテル訓練区域の一部解除

並びに鳥島及び久米島射爆撃場の返還について、軍転

協、久米島町、漁業関係団体とも連携をしながら求め

てまいりたいと考えているところでございます。

　次に、米軍基地問題の中で、嘉手納飛行場の騒音に

係る御質問にお答えいたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては前回の一時配備から１カ月余りで再度

配備されたことなどから、依然として目に見える形で

の負担軽減があらわれているとは言えないと考えてお

ります。先日も地元嘉手納町議会からの要請がござい

ました。

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわら

ず、米軍の訓練等により、県民に被害や不安を与える

ことがあってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初
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めとしました周辺住民の負担軽減が図られるよう、米

軍及び日米両政府に対し、強く要請をしたところでご

ざいます。

　また、渉外知事会など関係機関と連携を図りなが

ら、引き続き、基地負担の軽減につきまして、日米両

政府に対し粘り強く働きかけてまいりたいと考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢との

関連で、第32軍司令部壕の保存計画についての御質問

にお答えいたします。

　第32軍司令部壕は、沖縄戦を指揮監督した軍事的中

枢施設であることから、県では当該壕を重要な戦跡と

して位置づけ、平成９年度に「第32軍司令部壕保存・

公開基本計画」を策定し、これまで県民の申し出に応

じ公開してきました。

　今後も要望があれば公開し、また、沖縄県行政情報

センターの活用等、その公開の方法について検討して

いきたいと考えております。

　次に、壕の全容調査についてお答えをいたします。

　第32軍司令部壕の全容を明らかにするためには、磁

気探査、測量、試掘調査、ボーリング調査等を行う必

要があります。

　沖縄県は、平成５年度から２カ年にわたり「旧第32

軍司令部壕試掘調査業務」を実施し、第２坑道、第３

坑道及び第５坑道で計約290メートルの試掘を行いま

したが、司令部壕中央部付近の地山の痛みがひどく、

司令部への到達を目前にして坑道埋没に遭遇し、途中

で調査を断念した経緯があります。

　当該壕は、予想以上に土質がもろく、また、南部撤

退時に爆破され、戦後長期にわたり放置されてきたた

め、風化が進み、非常に不安定な状況にあります。さ

らに、当該壕は、首里城公園内、重要文化財保護地

区、住宅地区内にあります。

　これらの全容調査には多大な経費がかかる上に、工

事ヤードが必要なため、地上部に影響をもたらすこと

となり、調査に着手できない状況にあります。そのた

め、当面は岩塊の落下や亀裂の進行などを定期的に点

検し、また、危険箇所には安全対策及び補修を行い、

維持管理に万全を期していくとともに、32軍壕に関す

る証言や資料の整理・収集などを通して壕の把握に努

めたいと考えております。

　次に、32軍壕の公開についてお答えをいたします。

　第32軍司令部壕を公開していくためには、坑道ごと

に関係機関や地権者が異なり、また、安全確保上等の

条件も異なることから、それぞれの関係機関や地権者

と調整を図り、条件に応じて検討していく必要があり

ます。

　さらに、当該壕は予想以上に土質がもろく、公開に

は安全対策上多くの制約があり、多大な経費を要する

ため、当面は、壕の定期的な点検や危険箇所の補修を

行い、維持管理に万全を期していきたいと考えており

ます。

　次に、米軍基地問題との関係で、騒音測定器の設置

についてお答えをいたします。

　県では、那覇空港周辺地域において、那覇市西、那

覇市具志、豊見城市与根、糸満市糸満の４地点で年間

を通して航空機騒音の監視測定を行っております。

　平成19年度の測定結果で与根局が環境基準を超過し

ており、県においては、平成20年９月に国土交通省大

阪航空局長及び航空自衛隊那覇基地指令に対し、航空

機騒音の軽減措置をとるよう、要請を行ったところで

あります。 

　今後とも、航空機騒音の監視測定を継続するととも

に、航空機騒音の軽減を関係機関に対し働きかけてい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、知事の政治姿

勢について、議会100年決議に関して問うの御質問

で、御茶屋御殿、中城御殿、円覚寺の復元についてお

答えをいたします。

　首里城周辺の戦争で焼失した文化遺産の復元につい

ては、首里城の復元整備の進瀧に伴い検討されてきま

した。国指定史跡の円覚寺については、平成９年度か

ら５年間実施しました発掘調査の結果をもとに、平成

14年度から年次的に復元整備を進めているところであ

ります。

　中城御殿につきましては、埋蔵文化財センターが発

掘調査を実施しているところであります。復元につき

ましては、土木建築部で検討委員会を設置し、その跡

地利用も含めて発掘調査の成果も踏まえ検討していく

と聞いております。

　また、御茶屋御殿につきましては、平成12年度から

平成17年度まで発掘調査を実施し、一部に石垣等が確

認できましたが、首里教会の敷地内であり、全体的な

状況を把握するまでには至っていません。

　現在、那覇市、沖縄県、沖縄総合事務局のそれぞれ
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の企画部局、文化財部局、都市公園部局の担当者で構

成するワーキングチームにおいて、復元に向けての事

業化が可能かどうか意見交換を行っているところであ

ります。

　次に、国学・孔子廟の保全措置についてお答えいた

します。

　国学・孔子廟石垣は県立芸術大学と龍潭に挟まれ、

円鑑池側からも見えにくく、文化財の適切な管理がで

きてない状況でありました。

　県教育委員会としましては、７月上旬には除草等を

実施し、文化財の適切な維持管理に努めていきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　県指定文化財につい

て、松崎馬場の跡地整備及び遊歩道の設置についての

御質問にお答えいたします。

　首里城公園区域内にある松崎馬場の跡地について

は、昭和62年度に策定した首里城公園基本設計におい

て、「サービスエリアと博物館エリアを結ぶ管理機能

を持った歴史の道として整備を図る」と位置づけられ

ております。

　しかしながら、博物館エリアは県立博物館が移転し

たことから、跡地利用を新たに検討することとしてお

り、松崎馬場の整備についてもあわせて検討していき

たいと考えております。

　また、遊歩道の設置については、松崎馬場の跡地整

備に時間を要することから、教育委員会と調整し、暫

定的な整備も含めて検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　米軍基地問題の御質問

で、那覇上空の米軍機飛行の実態についての御質問に

お答えいたします。

　沖縄防衛局に照会したところ、米軍機の具体的な飛

行ルート、機種、飛行回数等については承知していな

いとのことであります。

　同じく騒音の実態把握についてお答えいたします。

　県としましては、基地を提供している国の責任にお

いて、実態を把握できるような仕組みをつくるべきで

あると考えており、渉外知事会を通じ、米軍航空機の

飛行に関する事前情報や騒音に関するデータを公表す

ること、航空機騒音に関する苦情処理制度の充実など

を国に対し求めているところであります。

　同じく米軍基地問題で、在沖米軍基地の光熱水料等

についてお答えいたします。

　県が把握している直近の在沖米軍基地における光熱

水費等の１年間の額については、平成19年度の電気料

金米軍関係売上高が約106億円、平成20年度の上水道

料金が約26億6000万円、平成20年度の下水道料金が約

５億4000万円となっております。

　光熱水料等についての在日米軍駐留経費負担、いわ

ゆる思いやり予算による負担については、沖縄関係の

経費が区分されていないため明らかではありません

が、議員から説明のありました思いやり予算負担割合

71.7％を用いて試算しますと、電気料金が約76億円、

上水道料金が約19億1000万円、下水道料金が約３億

9000万円となります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　６月補正予算の県の経済

対策についての中の、６月補正予算における備品等の

計上についてお答えいたします。

　今回の「経済危機対策」では、地球温暖化対策など

中長期的な観点を持つ施策も含まれております。

　公用車を環境対応車へ切りかえることは、このよう

な施策として位置づけております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県の非常勤職員の賃金を

物件費としていることについての質問のうち、平成21

年度当初予算における人件費等についてお答えしま

す。

　平成21年度当初予算における人件費につきまして

は、審議会委員及び嘱託員等を含む特別職が5059人で

約38億4000万円、一般職が２万3526人で約1908億9000

万円となっております。

　また、物件費に含まれております非常勤職員につき

ましては、平成21年６月１日現在で841人となってお

り、当初予算で約９億4000万円を計上しております。

　同じく、県の非常勤職員の賃金を物件費としている

ことの質問のうち、物件費としている理由と改善が必

要ではないかという趣旨の質問につきまして一括して

お答えいたします。

　非常勤職員の賃金を本県の予算上、物件費に区分し

ていますのは、総務省において実施される地方財政状

況調査――決算統計でございますけれども――の作成

要領により物件費に区分されていることによります。
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　要領では、物件費に区分しているのは、非常勤職員

は地方公共団体ごとに職務の内容、勤務形態の実情が

さまざまであることから、全地方公共団体を統一的基

準によって継続的に調査するという決算統計の趣旨に

よるものと伺っております。

　したがいまして、本県のみで区分を改めることは困

難であり、必要に応じ総務省において検討がなされる

べきものと考えております。

　同じく、県の非常勤職員の賃金を物件費としている

ことに関する質問のうち、常勤職員の仕事を非常勤職

員に代替させているのではないかという点についてお

答えいたします。

　常勤職員の業務は、許認可事務や調整、企画・立案

業務などであり、非常勤職員の業務は、文書受け付け

や資料整理などの補助的・定型的業務であります。

　これらの業務は、業務の難易度、複雑さにより責任

や勤務時間などに違いがあり、非常勤職員が常勤職員

の業務をかわって行えるものではありません。

　県行政を円滑に推進するためには、常勤職員と非常

勤職員がそれぞれの役割を分担しながら業務を推進し

ていく必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県の非常勤職員の賃

金を物件費として扱っていることについての中で、補

正予算に占める雇用者数と額についての御質問にお答

えします。

　今回の補正予算の物件費40億4000万円のうち、雇用

に係る事業の主なものは、雇用再生特別事業基金、緊

急雇用創出事業臨時特例基金を活用した事業であり、

その額は約21億円となっております。そのうち、人件

費区分に相当する額は約13億7000万円で、雇用計画人

数は約1400名となっております。

　次に、雇用問題について。

　県内外の県事務所における相談窓口の設置などと今

後の対策についてとの御質問にお答えします。

　県としては、昨年12月に東京・大阪・名古屋・福岡

の各事務所及び労政・女性就業センターに緊急労働相

談窓口を設置し、相談員５名を配置したところであり

ます。

　県外事務所においては、相談内容に応じてハロー

ワークへの同行、簡易宿泊施設などへの入居手続、福

祉事務所の紹介などの支援を行っております。

　県外における宿泊所等については、４月以降の相談

は２件にとどまっており、現地で対応できる状況と聞

いております。また、離職により沖縄県へ戻ってきた

方の県営住宅への優先入居を行ったところであり、６

月18日現在24世帯が入居しております。

　緊急労働相談件数については、２月の38件をピーク

に、５月は５件と落ちついた状況にあります。

　今後は、相談状況を踏まえ、労働関係機関等と連

携・協力して適切な対応に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　那覇市の生活保護

の相談員、ケースワーカーが国の基準より不足してい

る実態についてお答えいたします。

　那覇市福祉事務所の生活保護のケースワーカーの数

については、厚生労働省及び沖縄県の生活保護法施行

事務指導監査において、社会福祉法に規定する標準数

に足りないことを文書で指摘し、那覇市に所要の改善

を求めたところであります。その結果、平成21年度は

ケースワーカー８名の増員が図られたところでありま

す。

　しかしながら、生活保護世帯の増加等により、依然

として社会福祉法に規定する標準数を充足していない

ため、今後とも引き続き那覇市には監査等を通じて指

導助言していきたいと考えております。

　続きまして、雇用問題の中の、派遣切りなどで住居

を失った方々への緊急宿泊所の確保、生活相談等の強

化対策についてお答えいたします。

　国においては、平成21年度補正予算で経済危機対策

として、旅館・社員寮や簡易宿泊所等既存建築物を借

り上げて、解雇や派遣労働者の雇いどめ等により住居

を失った人へ、宿泊所を提供する「緊急一時宿泊事

業」を実施することとしております。

　さらに、「緊急一時宿泊事業」の実施に伴い、利用

者に対し個々の状況に応じた生活相談や就労支援等を

行う「ホームレス総合相談推進事業」を拡充すること

としており、沖縄県も関係市町村と連携し、これらの

事業を推進してまいりたいと考えております。

　次に、我が党の代表質問との関連の中で、高齢者の

医療費の自己負担の経緯と現在の75歳以上の高齢者の

人数、自己負担額の合計についてお答えします。

　我が国における高齢者の医療費の自己負担について

は、昭和48年に70歳以上の高齢者を対象として無料化

が図られましたが、その後の経済成長の鈍化や、人口

の高齢化等による医療費の急増に対応するため、昭和

58年に老人保健法が制定され、定額の負担が導入され

ました。その後、平成13年に月額上限つき定率１割負
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担の導入、現役並み所得の方については、平成14年に

２割負担、18年に３割負担への変更等、逐次見直しが

図られました。

　平成20年度からの75歳以上高齢者を対象とする長寿

医療制度では、それまでと同様に現役並み所得者は３

割負担、それ以外は１割負担となっております。

　長寿医療制度の対象となる本県の75歳以上の高齢者

人口は、平成20年10月現在でおよそ11万3000人であり

ます。また、現在公表されている直近の平成18年度の

老人医療費における自己負担額の合計額は約84億1636

万円となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　大変失礼いたしました。

　答弁に１つ漏れがございます。よろしくお願いいた

します。

　県指定文化財についての御質問で、県指定文化財の

保全についてお答えいたします。

　県教育委員会では、各地域に所在する国・県指定文

化財の現状を把握するため、文化財保護指導委員30名

を委嘱し、毎月１回の巡視とその結果の報告を受け、

当該市町村教育委員会と連携を図りながら、適切な保

全に努めているところでございます。

　以上でございます。

○渡久地　修君　議長、ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時12分休憩

　　　午後４時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　それでは、再質問させていただきま

す。

　知事及び部長、６点再質問させていただきます。

　まず、第32軍壕について。

　県の策定したこの保存・公開計画、コピーしかもら

いませんでしたけれども、読ませていただきました。

大変勉強になりました。

　この中で、皆さん方はこの保存・公開の意義、そし

て保存・公開の基本方針というのが策定されています

けれども、先ほどの説明はもうほんの１行ぐらいだっ

たので、この公開の意義と公開の基本方針の詳細につ

いて再度質問します。

　そして、この計画自体、情報公開とか何とか言って

いましたけれども、私はインターネットでぜひ公開し

てほしいと思いますので、インターネットでの公開を

やってください。

　そして３つ目に、先ほど公開について落盤の危険が

あるとかいろいろ言っていました。私は中に入れなさ

いとは言ってないんですよ。そういうことは一切言っ

ていません。そして地権者の話もしていましたけれど

も、昨日ですね知事、私、那覇市の教育長、文化財課

長に連絡しました。城西小学校の校長とも連絡とりま

した。那覇市もぜひ公開してほしいと。校長先生も、

ぜひこれは平和の学習の場として公開してほしいと。

その際には自分たちは協力すると、大いにぜひ公開し

てほしいんだと、全面的に公開すると言っているんで

すよ。

　私は、中に入れなさいとは言っていません。公開の

方法は幾らでもあるはずだと。入り口を公開する、写

真も張る、いろんな方法あるはずだと。その部分公開

でもいいからやってくださいということを言っている

んです。先ほどの消極姿勢は、知事が一番最初に答弁

した100年決議、平和行政を進めていくというのと相

反する答弁です。再度答弁してください。

　御茶屋御殿、中城御殿、円覚寺の復元、これは県民

の願いです。ぜひ、全力で取り組んでいただきたい。

　中城御殿、今ですね、旧博物館がもう撤去されて更

地になっています。県民の関心もあります。ぜひ私は

ここを復元して、尚家から那覇市に寄贈された国宝が

ありますね、今パレットくもじの歴史博物館に展示さ

れていますけれども、ぜひこれは首里の中城御殿で展

示していただきたいというのが多くの皆さんの願いで

すので、ぜひこれについての見解を伺います。

　知事、鳥島射爆撃場について。

　私たち経済労働委員会、10月29日に視察しました。

知事は６月３日視察されたと。で、あれから半年以上

たっていますね。で、同行した新聞記者などから話を

聞きました。新聞記者なども、半年前と地形が変わっ

ていると。山がもう低くなっているんじゃないかとい

う感想を持ったというんです。これについては、町長

も漁協の組合長も知事に、町長なども、もう地形が半

年前までと変わっていると、説明していたという話を

聞いたんですけれども、知事、その話聞かれたと思い

ますけれども、あの島の形状、そして本当に今も爆撃

されて地形が日々変わっている。このままではなく

なってしまうんじゃないかと。このまま放置していい

んですかということをお聞きしたいと思います。

　私たちが５月20日防衛省に行きましたら、まだ日米

合同委員会に提起していないんですよ。国は全然本気

じゃないんです。知事、一体どうするつもりなのか、
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もっと本気でやらないとだめだと思いますので、ぜひ

これはもう全会一致の決議もありますので、本気で動

いていただきたいと。

　那覇市上空の米軍機の爆音について伺います。

　那覇空港については、私は米軍機と言ったんです

よ、米軍機。あれは民間機の話でしょう、自衛隊機。

米軍機についてはですね、私は首里に住んでいます、

儀保町。きょうも７時45分飛んでいました。夜中に飛

ぶこともあります。皆さん、本当にこの爆音の実態を

つかむ必要があると思います。公室長の答弁も国任

せ、これではどうしようもないと思うんです。

　皆さん、那覇市に爆音があると思いますか。これは

質問するつもりなかったけれども、先ほどの答弁を聞

いて質問しますけれども、那覇市の、普天間飛行場に

係る防音工事をやっている学校の名前、全部言ってく

ださい。本当に那覇市に爆音がないのか、それを見た

らわかります。

　だから、私は本当に知事公室の役割というのは、た

だ国とか防衛省に言うことだけじゃなくて、県民の爆

音の負担、これをどう軽減するかという点で前向きに

動いてほしいと思います。そういう意味では、私は測

定器つけてもらいたい。そして爆音があったときの連

絡窓口、これは110番というか何というかはいいです

よ。とにかく電話番号、窓口つけて24時間、留守番電

話でもいいですよ。夜中に爆音があったら、県民が電

話かけて爆音がありましたということを言えるように

やっていただきたい。

　５点目、思いやり予算。

　知事に伺います。

　沖縄の米軍基地、電気料金76億円、水道料金19億

1000万円、下水道料金３億9000万円、合計99億円思い

やり予算から出ているという試算でしたね。本当に私

許せないと思います。その一方で、お年寄りの医療費

70年代無料だったのが、自己負担どんどんふえている

と、84億円自己負担。70年代は無料だったんですよ。

この99億円削ればお年寄りの医療費無料にできるんで

すよ。私は思いやる相手が違うというふうに思うんで

すけれども、知事の感想をお聞かせください。

　それから知事、物件費について知事の感想を聞かせ

ていただきたいと思います。

　知事、これは「蟹工船」という本、（資料を掲示）

　「おい地獄さ行ぐんだで！」という今若者たちに読

まれているということですけれども、東京新聞の社説

に、「「貧困」という言葉が二十一世紀のいまになっ

て、頻繁に目につくようになりました。政治は国民の

生活を守る責務がある。あらためて思い起こすべきと

きです。　「あれから八十年近く。いまさらどうした

ことか」　小説「蟹工船」が再びブームと聞いて、作

者の小林多喜二は草場の陰で驚いているでしょう。　

不安定な雇用関係、屈辱的な取り扱い、働いても食え

ない若者らが、昭和初期に発表されたプロレタリア文

学の傑作をわが事と受けとってるようです。」という

ことで、屈辱的な扱い、物扱いされていることに対し

てですね、今社会の批判が集まっています。

　物件費という言葉、先ほどは総務省のいろんな説明

ありました。私、広辞苑引いてみました、物件費とは

何かと。広辞苑で引いたら、こうありました。「物件

の購入のためにあてる費用。」と書いてあります。こ

れの対極にあるのが人件費になっているんですよ。だ

から、これは幾ら統計と言っても、県の予算、決算で

同じ職場で働いている人たちを物件費扱いしていいん

ですかということなんですよ。

　ですから、これは改善をぜひ国に進言してもらいた

いというふうに思います。知事の所見を伺いたいと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地議員の再質問に答弁

いたしたいと思うんですが、５つ６つありました御質

問の中で、この３番目の久米島射爆撃場についての御

質問にお答えしたいと思います。

　議員おっしゃったように、私は６月に半年以上おく

れて行ってまいりましたが、おっしゃるように地形の

変形は著しいというようなお話も伺ってまいりまし

た。砲弾が地面に突き刺さっているような状態とかい

ろいろ見せていただきました。

　確かにあのままでは海中に没する危険も否定できな

いという実感を持っておりますし、あそこまでに至る

モズクの養殖場であるとか、久米島にとっては海産物

産業の場所でもあるという点で、ぜひあれは早目に返

還を要求したいというようなお話を重々と承ってまい

りました。

　この点は、前に要請を受けたときに我々も横田であ

るとか、政府、防衛、官邸、外務、いろいろ回ってま

いりましたけれども、いい反応はいただいておりませ

ん。むしろ、実際に使っている米軍の方が、あれはあ

のままでは機能も使えなくなるのではないかというよ

うな趣旨の反応があったのが極めて印象的でした。
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　おっしゃるように、こういうものについては、「ホ

テル・ホテル」の海域であるとか、こういう海域につ

いての返還についてはもっともっと実効性のあるやり

方というのを我々も工夫をし、そしてできれば議会の

お力も得てこれを現実に返還させたいというふうに考

えておりますので、御指導のほどよろしくお願いいた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　第32軍司令部壕関係

で、基本計画に示されている意義と基本方針について

お答えいたします。

　この基本計画の中で、「第32軍司令部壕保存・公開

の意義」としましては、「第32軍壕は沖縄戦の実相を

後世に正しく継承する「歴史の語りべ」として重要な

戦跡であり、今日までの沖縄の運命を決定づけたとも

いえる歴史的価値のある遺産である。」という意義づ

けをしてございます。

　基本方針としましては、「保存・公開に当たって

は、平和を求めてやまない「沖縄のこころ」を基本

に、国際平和の創造に寄与することを目指し、「平和

教育・学習の場」及び「平和の発信地沖縄」の拠点施

設として整備する。」という方針が示されてございま

す。

　それから次に、保存計画をインターネット等で公開

すべきではないかという御質問に対してお答えいたし

ます。

　公開の方法につきましては、先ほども御答弁いたし

ました沖縄県情報センター等、あるいはホームページ

等への掲載方法等も含めて検討していきたいと考えて

おります。

　それから、部分公開についての御質問にお答えいた

します。

　部分的な公開につきましては、関係機関いわゆる地

権者との調整、安全対策、あるいは財政的問題等解決

すべき課題がさまざまありますので、検討事項として

とらえさせていただきたいと思います。

　それから、首里地域での米軍機の騒音増加の認識と

いう御趣旨の再質問にお答えいたします。

　那覇市に確認しましたところ、首里地域上空におけ

る米軍機飛行につきましては、客観的なデータ等はな

いが実態としては認識しているとのことであります。

　首里地域の航空機騒音につきましては、今後、那覇

市と情報交換を図りながら、騒音発生状況等の把握に

努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　渡久地議員の再質問に

お答えいたします。

　那覇での米軍機の上空飛行についてでございますけ

れども、県としましては、市街地等における航空機の

飛行制限などを日米間の合意事項として明記すること

を渉外知事会等を通じ日米両政府に求めてきたところ

であります。引き続き関係機関と連携を図りながら、

航空機騒音の軽減について粘り強く働きかけていきた

いと考えております。

　２つ目に、思いやり予算を削減し福祉予算をふやす

べきではないかとのお尋ねでした。

　いわゆる思いやり予算につきましては、我が国の安

全保障の一翼を担っている在日米軍の駐留を円滑かつ

安全に行うとの観点から我が国が負担しているもので

あると理解しております。

　両者のあり方につきましては、米軍基地の負担のあ

り方等とあわせて、今後も国政の場で十分に議論を深

めていただきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　中城御殿の復元につ

いての再質問にお答えいたします。

　県立博物館跡地――これは中城御殿跡でもあります

が――それにつきましては、昭和63年３月に策定され

ました首里城公園基本設計におきましては、博物館を

残し庭園や駐車場等の整備を行う計画となっておりま

す。しかしながら、その後に博物館の移転がございま

して、それから民間駐車場の増設及びモノレールの開

業など、社会状況の変化がございます。

　県におきましては、これらの社会状況の変化と、平

成19年度から22年度にかけてやります文化財発掘調査

の結果を踏まえまして、博物館跡地の望ましい利用に

ついて検討委員会を設置することにしておりまして、

今後その中城御殿の復元可能性等も含めまして検討を

行う考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　非常勤職員の賃金の決算

統計での区分を改めることに関する再質問にお答えし

ます。

　総務省と決算統計に関する意見交換の場があれば、

しっかりと意見交換を行いたいと思います。
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　以上です。

○渡久地　修君　議長、答弁漏れ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時36分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　渡久地議員の再質問にお

答えいたします。

　現在、那覇市内で防音工事を行っている学校は、県

立学校では那覇国際高校、小学校では６校、中学校で

は４校、幼稚園では６校、幼・小・中では16校となっ

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　それでは再々質問させていただきた

いと思います。

　文化環境部長、客観的なデータがないと言っていま

したね、首里など那覇のこの米軍機の騒音について

の。だから僕は測定器つけてほしいと言っているんで

すよ。だから、爆音110番やってくれないかと言って

いるんですよ。もうこれだったら、永遠とこんな客観

的なデータがない、ないの議論が続く。だから、つけ

てくださいと言っているんです。だから、つけてくだ

さい。もう１回質問します。

　皆さん、これ何か御存じでしょうか。（資料を掲

示）　これは、クチャ。これは、知事、ニービ、石で

す。これはただの石です。

　私、６月３日に旧32軍壕調査してまいりました。こ

れ第５坑道、第３坑道、第２坑道を調査して中に入っ

てまいりました。首里城の真下にこのような戦争遺跡

があることを知らない人も多くいると思います。ヘル

メット、つるはし、スコップ、水筒なども残り、つる

はしで掘った跡も残っていました。この石は、その第

２坑道から持ってきた石です。

　この石は学徒動員された学生、あるいは動員された

住民の皆さんが掘った石の残りだと思います。これ

は、学生の姿、悲惨な沖縄戦も見たことだと思いま

す。でも、この石は何時間見詰めていても何も語って

くれません。でも、この石が64年前こうだったという

ことを語ることによって、これは平和の役割を果たす

ことができると思います。

　32軍壕もこのままほうっておいたら、ただの構築物

になってしまうかもしれない。しかし、皆さん方が言

うように、本当に貴重なものとしてきちんと保存・公

開していただきたいということを私言っています。

　仲里副知事は、あの悲惨な沖縄戦を体験された、こ

の県庁の中ではもう唯一の人になっています。多分、

最後の職員だと思います。ですから、そういう意味で

は県の行政に本当に平和行政を、この息吹を平和行政

の魂を吹き込んでいく役割を私はぜひ担ってほしいと

思います。その意味では、平和行政を推進していく、

来年65周年になりますので、ぜひ先ほどの消極的なあ

の32軍壕の答弁ではなくて、ぜひ公開していく、その

ために何ができるかを積極的に先頭に立ってやってい

くという思いと決意をお聞かせ願えればありがたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲里副知事。

　　　〔副知事　仲里全輝君登壇〕

○副知事（仲里全輝君）　戦争を小学２年のころ体験

いたしました。しかし、そういう体験者が県庁にも私

一人になったことを大変寂しく思っております。

　渡久地議員の質問にお答えいたしますが、第32軍司

令部壕というのは、旧日本軍が沖縄戦を指揮した中枢

施設であります。当時どのような過酷な状況のもとで

戦争が行われたのか。その結果、どういう悲惨な結果

を生んだのか。これを後世に伝えるために大変重要な

戦跡であると、渡久地議員同様の理解をいたしており

ます。

　県におきましても、こういうような理解のもとに平

成９年、先ほど説明申し上げました保存・公開基本計

画を策定いたしております。しかし、これは部長から

説明申し上げましたように、幾多の困難な、不可能に

近いような問題もございまして、全体の復元・保存・

公開をすることは、遅々として具体化されてない状況

にございます。これは渡久地議員も御理解いただいて

いることと思います。

　部分公開については、可能性はあると思います。た

だしかし、今部分公開できる場所はというと、先ほど

渡久地議員がおっしゃっておられたように、城西小学

校の第２坑道、第３坑道に通ずるように、立坑がつく

られております。通常は、これはふたをかぶせてかぎ

をして、安全管理上そのような管理をさせていただい

ているわけですが、そこか、あるいは渡久地議員も御

案内のとおり第５坑口なんですね。そのほかに第１、

第２、第３、第４、第５坑口まであったようですが、

これは爆破されたり崩落したのか、どこだったのかわ

からない状況にございます。

　したがいまして、その部分公開といってもその２カ

所に限られてしまうわけでございますけれども、そこ
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らあたりは、また、渡久地議員も御案内のとおり、第

５坑口は地権者が、私有地になっておりますね。そこ

は傾斜地になっておりますから、そこに誘導路をどう

やってつくればいいか。人間がとまって見学できるよ

うにするにはどういう広さが必要なのか、地権者との

調整等の問題、それから場合によっては駐車場の整備

も必要になるかもしれませんが、そこらあたりは大変

難しい問題もございます。

　それから、城西小学校の校地の中にある立坑、これ

は第２、第３の坑道につなぐために設けてあるところ

でございますが、そこはまた城西小学校の校地内に

なっておりますね。そういうことで、先ほど部長から

答弁申し上げましたように十分な調整、それから安全

管理なり、そういうようなもの等を考えていかなく

ちゃいけない課題・問題があるわけであります。

　一番方法として考えられますことは、これは大田知

事のころも御提言申し上げたことでありますけれど

も、パネル展示等で、あるいは写真を撮れる場所も限

られておりますけれども、試掘調査をやられているの

が290メートル程度ですから、あとは崩落の危険が

あって進めないと。したがって、その範囲内の写真と

いうのは限られてしまう。これは第１、第２、第３坑

道の周辺に重要な中枢的な施設はあったわけですが、

そこには至れない状況にあるわけですね。

　したがって、今の得られている情報なり状況の中で

パネル展示をして、それに図面で表示するにしまして

も限られた情報で、要するに正確な坑道の全体の把

握、重要施設の分布の把握ができないわけですから、

おおよその図面表示しかできないわけですけれども、

そういうようなものは非常に簡単にやろうと思えば可

能性があると、こう思いますね。

　ただ、それをどこに設置するのか、そこはまた議論

のあるところだと思いますね。平和祈念公園の資料館

に展示すべきか、守礼門の近くでいいのか、それとも

首里城の公園の中に設置した方がいいか、そこらあた

りは議論の余地があると、こう思うんですが、可能性

としてはそういうような形で重要な戦跡として後世に

伝えていくと。そして、戦争が二度と起こらないよう

な教訓にしていく。世界の恒久平和を願うような県民

の気持ちを表示していくと、こういうことは可能かと

思いますので、そこらあたりの検討をさせてみたい

と、こう思います。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　首里地域への測定機

器の設置に係る再々質問についてお答えいたします。

　首里地域の航空機騒音につきましては、今後那覇市

と情報交換を図り、騒音発生状況等の把握に努めてい

く中で、測定器の設置の必要性等についても那覇市を

含め関係機関と調整を行ってまいりたいと思っており

ます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　通告に基づき質問します。

　１、初めは、米軍基地問題についてです。

　辺野古への新基地建設問題は2014年までに完成させ

るとの日米合意の期限が迫っているために、最近の防

衛局のアセスに関する手法は、なりふり構わず強引に

進めるというような異常な事態が続発しています。そ

れだけに、これ以上の基地負担は許さないという毅然

たる態度が知事には求められています。

　そこで質問します。

　ア、防衛局の公共用財産使用について、その目的、

内容について説明してください。それに同意をする

と、防衛局の違法でずさんなアセスに加担したことに

はなりませんか。

　イ、辺野古・環境影響評価準備書には方法書に記載

されてなかった事項が新たに記載されているのがあり

ますが、その具体的な内容を説明してください。

　ウ、環境影響評価準備書は専門家から、日本史上最

悪の独善アセスと批判されていますが、その内容を

知っていますか。それに対する知事の見解を伺いま

す。

　エ、普天間基地にはない施設で辺野古に新たに設置

する予定の施設はどうなっていますか。それは移設で

はなく、機能が強化された新基地建設ではありません

か。

　オ、アセスは、事業実施区域周辺に及ぼす影響は総

じて少ないものと判断していますが、なぜそう判断し

たのか科学的な根拠が示されていません。知事の見解

を伺います。

　カ、それは専門家（アドバイザー）の助言による

が、その助言の内容を公表させてください。

　キ、県民に責任を持つ知事として、専門家の氏名の

公表を求めるべきです。氏名を公表しないで建設あり

きの結論を押しつけることは詐欺的手法だと考えま

す。知事の所見を伺います。

　ク、県民の意見は欠陥アセスのやり直しを求めてい

ます。知事として県民意見を尊重してやり直しを求め

るべきです。当然に知事意見の提出は拒否すべきで

す。決意を伺います。
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　芋、戦闘訓練による爆音被害についてです。

　米軍再編による訓練移転によって、知事は県民の負

担軽減になると主張してきましたが、具体的に軽減に

なったと思っていますか。特に、嘉手納基地周辺にお

ける訓練による爆音は耐えがたい状況になっていま

す。その実態はどうなっていますか。

　鰯、普天間基地の危険性の除去について質問しま

す。

　ア、防衛局は、普天間基地の危険性除去で、日米両

政府が07年に合意した施策について、すべてを実施し

危険性の除去は終了したと発表しました。知事の見解

を伺います。

　イ、危険性の除去というのであれば、米軍に対して

普天間基地にアメリカの安全基準を適用するように要

求すべきではありませんか。

　ウ、知事公約との関係で、改めて危険性の除去につ

いてどのような取り組みをするのか明らかにしてくだ

さい。

　允、伊芸区の銃弾被弾について。

　ア、米軍は、米軍の演習によるものではないと最終

報告書を出していますがどう思いますか。

　イ、伊芸区は演習場の撤去を決議しましたが、その

内容と所感を伺います。

　ウ、米軍演習によるものでないというのであれば、

演習場に立ち入りして調査をすべきです。米軍は県議

会の立入調査を拒否していますが、知事はどう対応し

ていますか。

　印、日米密約について。

　ア、米兵犯罪に関する日米密約や、核持ち込みに関

する日米密約等の存在が次々に明らかになってきてい

ます。政府にすべての密約の公表を求めるべきです。

決意を伺います。

　イ、米兵の公務中の犯罪は第一次裁判権が米軍にあ

り、通勤やホテルの出入りもお酒を飲んでも公務中に

なっています。裁判権が日本にある場合に、日本政府

は密約によって裁判権を放棄しています。その実態は

どうなっているか、県民に明らかにしてください。

　ウ、沖縄において米兵の交通違反検挙数は復帰後何

件ですか。そのうち公務証明書が発行され警察が捜査

できなかった件数は幾らか。そのうち飲酒運転は何件

ですか。

　第２の質問は、ヤンバルの林道工事による自然破壊

についてです。

　共産党県議団は、これまで北部の林道工事を数回に

わたって視察し調査してきました。そして、問題点に

ついて繰り返し指摘してきました。林業のためと称す

る林道工事は、林業の振興ではなく、林業土木が目的

ではないかと疑わざるを得ない実態になっています。

そのためにヤンバルの貴重な自然が破壊され、生態系

が破壊され、すみかを奪われたヤンバルクイナが輪禍

に遭って死ぬという悲劇が繰り返されています。その

ような事態は何としても解決しなければなりません。

　そこで質問します。

　茨、ヤンバルの自然を破壊している林道工事は今後

中止し、事業計画の見直しを行うべきであります。

　芋、辺野喜楚洲線道路事業の中止理由と、村が再開

した理由について明らかにしてください。

　鰯、林道建設に関する環境省と文化環境部の意見の

内容はどのようなものですか。それを尊重してきまし

たか。

　允、県民意見の概要はどのような内容ですか。なぜ

県民に公表をしなかったのですか。

　印、林道における今回の雨による崩落は何カ所で、

復旧工事に幾らの予算が必要か調査していますか。

　咽、知事の責務は、ヤンバルの森を世界自然遺産に

登録を求めることではありませんか、決意を伺いま

す。

　第３の質問は、泡瀬干潟の埋立問題についてです。

　那覇地裁は明確に、この事業は経済的合理性に欠け

ると判決を下しました。これは全国で無駄な公共工事

の中止を訴えて頑張っている運動を励ますものになっ

ています。そして多くの世論が歓迎しています。とこ

ろが、県と沖縄市は、明確な根拠も示さずに控訴をし

ています。しかも、沖縄市の中心市街地の活性化事業

と大宣伝したミュージックタウンも企業誘致が成功せ

ずゲームセンターが入居し、教育関係者から抗議され

る事態があり、さらにコリンザも企業の撤退で存亡の

危機に直面しています。

　そういう状況の中で、バブル期に策定した事業計画

を推進するというのは納得できません。

　そこで質問します。

　茨、控訴理由を県民に明らかにしてください。沖縄

市のバブル期に策定した事業計画を推進するという立

場では経済的合理性はない。その方針は既に破綻して

いるのではありませんか。

　芋、去る６月15日の我が党の「東部海浜地区開発計

画の廃止を求める」申し入れに対して沖縄市長は、行

き詰まっている事業計画に「市だけの事業ではだめ

だ」と国に強く申し入れている。干潟の調査や生物を

調査研究する「国の施設」を持ってきていただきたい

と話をしています。これは、従来の事業計画の明確な

破綻を認めたものであります。県は、沖縄市の事業計



－ 153 －

画にどのようにかかわっているか明らかにしてくださ

い。

　鰯、沖縄市の事業計画が破綻している以上、県の控

訴理由は成り立たないのではありませんか。県民の納

得できる説明を求めます。

　允、埋立免許に生き物たちの保全が条件になってい

ますが、現在進められている工事はすべて生き物たち

を生き埋めにしています。保全策はどうなっています

か。問題はありませんか。

　第４の質問は、泡瀬ゴルフ場用地について、広大な

商業施設の建設計画が進められている件についてで

す。

　現在、県はどうかかわっていますか。

　施設の規模・内容・事業主体について明らかにして

ください。

　この施設ができると、既存商店街に壊滅的な打撃を

与えることになると、既存の商店街は心配していま

す。対策はありますか。

　第５の質問は、県営住宅の管理についてです。

　沖縄の住宅事情は深刻で、県営住宅に入居を申し込

みながらなかなか当たらないという多くの苦情が寄せ

られています。そういう中で、高額所得者が生活困窮

者を押しのけて入居しているという実態が明らかにな

り、一方、生活困窮者が当然減免措置すべきであるの

に、それがなされずに強制的に追い出されるという事

態があります。もっと公営住宅の設置目的に合った管

理が求められています。

　そこで質問します。

　茨、県営住宅使用料の減免措置の実態はどうなって

いますか。

　芋、県営住宅使用料の滞納について、契約解除した

件数は何件ですか。その中に生活困窮者で、当然減免

の対象にすべき人は含まれていませんか。

　鰯、基準を上回る高額所得者の入居者の実態はどう

なっていますか。解決の道筋はありますか、説明を求

めます。これは、県営住宅の管理について生活困窮者

を救済する観点の欠如のあらわれではありませんか。

　第６の質問は、公共工事についてです。

　茨、県発注の公共工事で、元請業者が倒産をした事

例はありますか。その際、下請業者の救済はどうして

いるか。完成保証人との関係はどうなっていますか。

　芋、これは、公共工事参加資格を厳密にすれば防止

できる問題です。県の責任は重大だと考えますが、ど

うですか。

　第７の質問は、海軍病院の移設問題についてです。

　宜野湾市の重要な埋蔵文化財が確認されている地域

に、海軍病院の建設計画が推進されている重要な事態

が発生しています。これは宜野湾市民の宝というだけ

ではなく県民の宝です。その保全のために力を尽くす

べきです。

　そこで質問します。

　茨、海軍病院の移設予定地はどのようなところです

か。関係者の同意は得られていますか。

　芋、移設予定地は全域で埋蔵文化財が確認されてい

ます。県は、埋蔵文化財の保全のために全力を挙げて

取り組むべきです。決意を伺います。

　鰯、予定地の変更を政府やアメリカに求めるべきで

すが、決意を伺います。

　８、次の質問は、教育問題についてです。

　県の教育行政が全力を挙げて学力向上を取り組んで

いますが、幾ら取り組んでも達成度テストの成績は上

がらず、全国学力テストが２年連続全国最下位とな

り、それと比例するかのように青少年の非行はふえ続

け、犯罪少年は全国平均の数倍という驚くべき実態に

なっています。教育行政が頑張れば頑張るほど、教育

の荒廃が深刻になるということは、どこに問題がある

のか根本から総括が求められていると思います。

　そこで質問します。

　茨、「学力向上推進運動」の取り組みの現状につい

て、問題点は何か明らかにしてください。

　芋、今年度の全国学力テストの結果はどうですか。

　鰯、「教職員の勤務実態や意識に関する調査」を見

ると、いかに学校現場が疲弊しているかを痛感しま

す。その原因は分析していますか。多忙化解消の具体

的な取り組みはどうなっていますか、具体的に説明し

てください。

　允、秋田県の学力向上や、多忙化解消に向けての取

り組みの教訓は何か。学ぶ点はあるか。

　印、「指導・支援カルテ」について、個人情報保護

条例に違反していると考えますが、所見を伺います。

　咽、現在の「指導・支援カルテ」の活用状況はどう

なっていますか。

　員、子供たちと向き合う時間の確保のためにもこれ

は廃止すべきだと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、米軍基地問題に関連する御質問の中

で、手続の再実施、これは知事として県民意見を尊重

してやり直しを求めるべきだという御趣旨の、手続の

再実施と知事意見提出についての御質問にお答えいた



－ 154 －

します。

　事業者であります沖縄防衛局から提出されました普

天間飛行場代替施設建設事業に係る準備書は、環境影

響評価の手続の再実施は必要ないものと考えておりま

す。

　県としましては、名護市長及び宜野座村長の意見を

勘案し、住民等意見に配意いたしますとともに、環境

影響評価審査会からの答申を踏まえて、環境の保全の

見地から意見を述べてまいりたいと考えております。

　次に、米軍基地問題の中で、嘉手納飛行場の騒音に

係る御質問にお答えいたします。

　県が行っております嘉手納飛行場周辺の騒音測定で

は、砂辺地区と屋良地区におきまして、平成20年度の

訓練移転時とその前後の騒音の発生状況を見ますと、

騒音回数の減少は見られません。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては、前回の一時配備から１カ月余りで再

度配備されたことなどから、依然として目に見える形

での負担軽減があらわれているとは言えないと考えて

おります。

　県としましては、外来機、常駐機にかかわらず、米

軍の訓練等により県民に被害や不安を与えることが

あってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初めとし

た周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及び日米

両政府に対し強く要求しているところでございます。

　次に、ヤンバルの林道工事に係る御質問で、ヤンバ

ルの林道事業の中止と、事業計画の見直しに係る御質

問にお答えいたします。

　森林は、林産物の供給を初め国土の保全、水源の涵

養、自然環境の保全、保健休養、地球温暖化の防止な

どの多面的機能を有しております。

　このため、沖縄県では、森林を「水土保全林」、そ

して「森林と人との共生林」及び「資源の循環利用

林」に区分をし、それぞれの機能に応じて森林の整備

保全及び利活用を図ることといたしております。

　林道の整備につきましては、森林の適切な管理や造

林・保育・収穫等の森林施業の効率化、木材搬出等の

ために必要と考えており、地元の要望を踏まえ、自然

環境に配慮しながら進めていきたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　米軍基地問題につい

ての、平成21年５月に同意した公共用財産使用につい

てにお答えいたします。

　沖縄防衛局の公共用財産使用の目的は、名護市字嘉

陽から字久志に至る間の地先海域におけるサンゴ類調

査及び海生哺乳類等海生動物の調査のため、県が管理

している国土交通省所管の公共用財産を使用するもの

であります。

　内容は、調査機器を設置するため海底を使用するも

ので、使用箇所は79カ所、使用面積は2796平方メート

ル、使用期間は平成21年５月28日から平成22年３月31

日までとなっております。

　本調査は、沖縄防衛局の判断で実施する自主調査で

あり、環境影響評価法に基づく調査ではないと考えて

おります。

　続きまして、ヤンバルの林道工事による自然破壊に

ついての、国頭村道辺野喜楚洲線道路事業の中止理由

と、村が再開した理由についてお答えいたします。

　辺野喜楚洲線は、国頭村辺野喜集落を起点とし、楚

洲集落を終点とする全長約13キロメートルの村道であ

り、そのうち、楚洲集落側の未改良区間約1.8キロ

メートルについて２車線道路として村にかわり県が整

備する予定でありました。しかしながら、採択条件で

ある費用便益比が１を下回ることが判明したことか

ら、平成16年12月の沖縄県公共事業評価監視委員会の

審議を経て、県代行事業の中止を決定しました。その

後、楚洲区長から国頭村長に対し、緊急践回路及び生

活道路としての強い整備要請があり、村では現道を利

用しての１車線改良と待避所を組み合わせることによ

りコスト縮減を図り、平成19年度より整備を進めてい

るところであると聞いております。

　次に、泡瀬干潟問題について、控訴理由及び経済的

合理性についての質問にお答えいたします。

　県の控訴理由の要旨は、土地利用計画を検証するこ

とは行政の裁量の範囲内の行為であり、さらには、市

長表明がなされたからといって直ちに中城湾港港湾計

画や埋立免許等に変更を生じるものではなく、現時点

においてもその効力を有しており、沖縄県による本件

埋立事業の経済的合理性が失われるわけではないとい

うものであります。

　昨年11月の第１審判決において、平成12年の埋立免

許時点の土地利用計画は経済的合理性を欠くとまでい

うことはできないとなっております。

　また、現在、沖縄市において平成12年の計画を検証

するとともに、社会経済情勢の変化に対応し、より経

済的合理性を高めるため土地利用計画見直し作業を
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行っております。

　同じく泡瀬干潟問題についての、沖縄市の事業計画

への県のかかわりについてお答えいたします。

　沖縄市は、東部海浜開発土地利用計画作成の進め

方、計画の有効性、妥当性に対して指導助言を得るこ

とを目的に、学識経験者、市内団体代表及び行政で構

成される「東部海浜開発土地利用計画検討調査委員

会」を設置しており、県からは土木建築部長が委員と

なっております。

　また、国・県・市で構成する連絡調整会議が設置さ

れており、県としましては、同委員会や連絡調整会議

において、より経済的合理性を高めた土地利用計画と

なるよう、国と連携を図りながら市の見直し作業に積

極的に協力していきたいと考えております。

　次に、県の控訴理由は成り立たないのではないかに

ついてお答えいたします。

　県としましては、現在、沖縄市において進められて

いる土地利用計画見直し作業は、平成12年の計画を検

証するとともに社会経済情勢の変化に対応し、より経

済的合理性を高めるために行われるものと認識してお

り、その作業をもって直ちに県の控訴理由が成り立た

ないとは考えておりません。

　次に、生物に対する保全についてにお答えいたしま

す。

　泡瀬地区埋立事業の実施に当たっては、埋立区域内

に生育する高被度の海草藻場の移植及びオサガニヤド

リガイやニライカナイゴウナの移動等の保全措置を講

じるとともに、埋立予定区域及びその周辺に生育・生

息するクビレミドロやトカゲハゼの保全に向けた調査

研究を行っているところであります。

　また、環境影響評価書におけるサンゴ類の保全措置

については、相対的に高被度である生息被度10％から

40％未満の区域の埋め立てを回避することにより、全

体としてサンゴ類への影響の低減を図っております。

　さらに、第Ⅰ区域内のサンゴについては、環境影響

評価書では移植等の保全措置を講じることにはなって

ないものの、サンゴの有効活用や保全の観点から沖縄

市やＮＰＯ法人が主体となってその一部を移植してお

り、県も国とともに協力したところであります。

　県としましては、今後とも専門家等で構成する「環

境監視委員会」等の指導助言を踏まえ、工事の実施に

よる環境への影響を可能な限り低減するよう、環境保

全に十分配慮していく考えであります。

　次に、県営住宅の管理について、県営住宅使用料の

減免措置の実態についてお答えいたします。

　県営住宅の家賃につきましては、公営住宅法に基づ

き収入に応じて決定される応能応益制度であり、病気

や失業などの理由により収入が著しく減少した場合

に、一定期間減免措置を行っております。

　平成21年５月末現在の減免措置数は48件で、うち新

規が17件、更新が31件となっております。

　同じく県営住宅管理についての、県営住宅使用料滞

納による契約解除件数と減免の対処についてお答えい

たします。

　平成21年度において県営住宅使用料の滞納により契

約解除を行った件数は、６月現在で18件となっており

ます。

　県営住宅使用料の減免措置は、病気や失業等の不測

の事由により収入が著しく減少した場合において、当

該入居者より申請があったときに適用されるものであ

ります。

　なお、減免措置の実績としましては、平成18年度25

件、平成19年度19件、平成20年度64件となっておりま

す。

　同じく県営住宅の管理についての、高額所得者の実

態と県営住宅の管理についてお答えいたします。

　高額所得者の認定基準は、「公営住宅法」、「沖縄

県営住宅の設置及び管理に関する条例」に基づき、県

営住宅に引き続き５年以上入居している場合におい

て、直近２年間の月収が31万3000円を超える者とされ

ております。

　県営住宅入居者で高額所得者と認定した者は、平成

21年４月１日現在18世帯であり、その後、自主退去等

により６世帯が対象外となったため、６月19日現在の

高額所得者は12世帯となっております。

　高額所得者世帯については、法令の規定に基づき近

傍同種の家賃を課すとともに、明け渡し請求を行って

いるところであり、県営住宅の適正な管理に努めてい

るところであります。

　続きまして、公共工事について、元請が倒産した事

例や下請業者の救済等についてお答えいたします。

　沖縄県発注の公共工事における元請業者の倒産件数

は、平成19年度に３件、20年度に６件発生しておりま

す。

　下請業者の救済につきましては、元請と下請の関係

が当事者間の私的契約であるため、発注者が積極的に

関与するには限界があります。

　完成保証人との関係につきましては、平成８年11月

に国から「地方公共団体の公共工事に係る入札・契約

手続及びその運用の改善の推進について」の通知を受

け、平成９年４月から公共工事の履行保証を金銭的保

証を中心とする新たな履行保証体系へ移行し、それに
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伴い完成保証人制度は廃止しております。

　次に、公共工事参加資格を厳密にすることについて

お答えいたします。

　公共工事を発注するに当たっては、「沖縄県発注の

建設工事に係る一般競争入札実施要領」等に基づき適

正に選定しております。

　一般競争入札においては、会社更生法及び民事再生

法に基づく申し立てがないもの、指名停止を受けてい

ないもの、経営審査事項審査を受けたもの。指名競争

入札においては、経営及び信用の状況、当該工事の施

工について技術的適正、手持ち工事の状況、不誠実な

行為の有無等について検討し適格業者の選定を行って

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　米軍基地問題につい

ての関連で、準備書で追記された事業内容についてお

答えをいたします。

　方法書段階の事業内容から追加された主なものは、

ヘリパッド４カ所、洗機場の排水処理施設、汚水処理

浄化槽などであり、その他の変更として、作業ヤード

の大浦湾西岸海域の取りやめや海上ヤードの位置の変

更、大型護岸の係船機能つき護岸への変更などがあり

ます。

　次に、準備書に対する専門家の批判についての御質

問にお答えをいたします。

　本事業に係る準備書について、元環境アセス学会長

が批判していることは承知しております。

　県としましては、名護市長及び宜野座村長の意見を

勘案し、住民等意見に配意するとともに、環境影響評

価審査会からの答申を踏まえ、環境保全の見地から意

見を述べてまいりたいと考えております。

　次に、事業者が環境影響は総じて少ないものと判断

していることについてお答えをいたします。

　県としましては、事業者が実施した環境影響評価の

結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分に審

査をし、環境の保全の見地から意見を述べてまいりた

いと考えております。

　次に、事業者への専門家の助言内容及び氏名の公表

について一括してお答えをいたします。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例では、

基本的事項及び技術指針において、専門家等の助言を

受けたときは、その内容と当該専門家等の専門分野を

明らかにすることを定めております。しかし、氏名ま

で明らかにすることは求めておりません。

　事業者は、予測・評価に当たって専門家等の助言を

受けておりますが、その助言内容は準備書において示

されております。

　次に、ヤンバルの林道工事による自然破壊との関連

で、ヤンバルの森の世界遺産登録についてお答えいた

します。

　ヤンバル地域は、世界自然遺産の国内候補地となっ

ている「琉球諸島」の重要な地域の一つであり、世界

自然遺産に登録されることは、自然保護や地域振興の

面から望ましいことと考えております。そのため、県

においては環境省が実施しているヤンバルクイナなど

の保護増殖事業やヤンバル地域の国立公園化等に向け

た取り組みに協力するとともに、マングースなどの外

来種対策や県民向けパンフレットの作成、シンポジウ

ムの開催等の普及啓発活動に取り組んでいるところで

ございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　普天間基地移設に関連

いたしまして、新たに設置する施設及び新基地建設に

ついてお答えいたします。

　去る６月15日の第１回沖縄県環境影響評価審査会に

おける沖縄防衛局の説明によると、現在の普天間飛行

場にはない施設で代替施設に建設する施設は、係船機

能つきの護岸、燃料桟橋、弾薬搭載エリアの３つであ

り、基本的には普天間飛行場の機能を維持するために

整備するものであるとのことであります。

　県としては、キャンプ・シュワブに建設されるのは

普天間飛行場のかわりの施設であり、普天間飛行場と

は別に全く新しい基地を建設するものではないと考え

ております。

　同じく平成19年８月に合意された諸施策に対する知

事の見解についてお答えいたします。

　平成19年８月の報告書に記載された諸施策について

は、危険性の除去につながる一つの方策であると認識

しておりますが、県としては、これらの諸施策の実施

が完了した後も３年めどの閉鎖状態の実現に向け、さ

らなる抜本的な改善措置が必要であると考えておりま

す。

　同じく米国の安全基準の適用についてお答えいたし

ます。

　米国防総省は、航空機の運用と整合性のとれた土地

利用を推進することなどにより、航空施設と周辺地域

社会との整合性・両立性を達成することを目的に、

「航空施設周辺地域の土地利用に関する指針」いわゆ
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るＡＩＣＵＺを作成しておりますが、ＡＩＣＵＺは原

則米国外においては適用されないと認識しておりま

す。

　県としては、駐留部隊の一時的移駐や訓練の分散移

転などヘリ等の運用を極力低減することにより、３年

めどの閉鎖状態の実現を求めていきたいと考えており

ます。

　同じく危険性除去の取り組みについてお答えいたし

ます。

　県としては、普天間飛行場の危険性を放置すること

はできないことから、同飛行場のヘリ等の運用を極力

低減し、３年をめどに危険性の除去、騒音の軽減を図

ることを機会あるごとに政府に対し求めているところ

であります。

　防衛省においては、平成19年８月の報告書に記載さ

れた諸施策を去る５月21日までにすべて実施し、今年

度は航跡観測装置等を購入・設置した後、普天間飛行

場の継続的な飛行航跡調査を実施するとのことであり

ます。

　県としては、訓練の分散移転などさらなる抜本的な

改善措置が必要であると考えております。

　米軍基地問題に関連して、伊芸区の演習場撤去決議

についてお答えいたします。

　伊芸区においては、去る３月１日に区民総決起大会

が開催され、実弾訓練の即時廃止、被弾事件の全容の

早期解明及び実弾演習場の即時撤去が決議されており

ます。

　今回の事案については、伊芸区では過去に実弾射撃

訓練に伴う施設外への被弾がたびたび発生しており、

地域住民に大きな不安を与えていることから、区民の

皆様が米軍や演習のあり方に対し、不信感を抱くこと

は当然であります。

　キャンプ・ハンセンにおいては、演習等に伴う騒音

や事故のほか、特に最近は原野火災がたびたび発生す

るなどしており、この地域における過重な基地負担の

軽減がなされなければならないと考えております。

　同じく基地への立入調査についてお答えいたしま

す。

　銃弾事案の原因究明に当たって、県警は、米軍に基

地内への立入調査を要請しているとのことであり、県

としては、米軍に対し、県警の捜査に協力するよう申

し入れているところであります。

　次に、日米密約の公表についてお答えいたします。

　政府は、平成19年12月、照屋寛徳衆議院議員の質問

主意書に対し「合衆国軍隊構成員等による犯罪につい

て、平成13年から平成18年までの間において、わが国

が有する裁判権を行使する第一次の権利を放棄したこ

とはない。」と答弁しております。また、４人の外務

事務次官経験者が核持ち込みに関する密約の内実を証

言したとの報道について、藪中外務事務次官は去る６

月１日の記者会見において、そのような密約は存在し

ないし、これは歴代の総理、外務大臣も繰り返し説明

をしている旨発言しております。

　同じく裁判権放棄等の密約についてお答えいたしま

す。

　裁判権放棄等の密約については承知しておりません

が、県は、従来から日米地位協定の見直しの中で、日

米合同委員会の合意事項について速やかに公表する旨

を明記するよう求めているところであります。

　次に、海軍病院の移設問題についての御質問で、海

軍病院の移設についてお答えいたします。

　平成８年のＳＡＣＯ最終報告において、現在、キャ

ンプ桑江にある海軍病院をキャンプ瑞慶覧に移設する

ことなどを条件に平成19年度をめどにキャンプ桑江の

大部分約99ヘクタールの返還が合意されております。

　同病院の移設については、平成12年７月に移設先の

宜野湾市がキャンプ瑞慶覧内の普天間地区への受け入

れを表明しており、平成17年１月には日米合同委員会

において同地区に海軍病院及び関連施設を移設・整備

することが合意されたところであります。

　同じく海軍病院に関連いたしまして、海軍病院の移

設先の変更についてお答えいたします。

　県としては、戦後64年にわたり本県が負担している

過重な米軍基地の整理縮小については、ＳＡＣＯの合

意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理縮小を図

ることがより現実的で実現可能な方法であると認識し

ており、現時点では同病院の移設先の変更を求める考

えはありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　米軍の最終報告書につ

いてどう思うかについてお答えいたします。

　本件報告書では、県警察が特定した事案の日時と米

軍の実弾演習が実施された期間と一致しないこと、弾

道解析結果から跳弾としての流出する確率が極めて低

いこと等を根拠とし、昨年12月13日に発見された弾芯

は、演習場で行われた実弾訓練との関係がない旨の結

論となっておりますが、県警察としては発見された弾

芯が米軍が使用しているものと同種であること、発見

現場が米軍演習場の近くであることなどから、米軍当

局と連携しつつ捜査を行ってきているところであり、
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今後も引き続き事案解明のための努力を継続していか

なければならないと思っているところであります。

　県警察は、現在米軍側が結論の根拠としている事項

について、米軍側との間において協議等を重ねている

ところであります。

　次に、復帰後の米兵の交通違反検挙数、そのうち公

務証明書が発行され捜査されなかった件数、うち飲酒

運転の件数についてお答えいたします。

　県警察では、米兵のみを特定した統計はとっており

ませんので、米軍人・軍属及びその家族を含めた交通

違反検挙統計でお答えいたします。

　昭和47年の復帰から平成20年までの37年間における

交通違反の検挙件数は、359万4577件で、そのうち米

軍人・軍属及びその家族の検挙件数は８万7264件、全

体の約2.4％となっております。本年は、５月末現在

で交通違反の検挙件数は２万4638件で、そのうち米軍

人・軍属及びその家族の検挙件数は728件、全体の約

3.0％となっております。

　また、復帰後37年間における飲酒運転の検挙件数

は、全体で30万3435件で、そのうち米軍人・軍属及び

その家族の検挙件数は3108件、約1.0％となっており

ます。

　なお、本年５月末現在、飲酒運転の検挙件数は全体

で762件で、そのうち米軍人・軍属及びその家族の検

挙件数は28件、約3.7％となっております。

　公務証明書につきましては、米側から検察当局に対

して提出されることとされており、警察としてはその

提出の有無等についてはお答えする立場にはございま

せん。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ヤンバルの林道工事

による自然破壊の中で、林道建設に関する環境省と文

化環境部の意見の内容と対応についてお答えいたしま

す。

　林道建設に関する環境省の意見としては、１、保全

措置については効果が確立されていないこと、２、既

存の林道の環境調査を行い、その評価を踏まえた上で

今回建設予定の林道について影響を評価することなど

となっております。

　また、県の文化環境部の意見としては、１、自主ア

セスの実施や自主的な事業説明会を検討し、専門家や

地域住民の意見を反映されるよう配慮すること、２、

赤土流出防止対策について、沈砂池等の最終処理対策

を検討すること、３、計画中止を含めて検討すること

などの意見がありました。

　林道建設については、環境省、県文化環境部を初め

林道建設環境調査検討委員会の意見、県民の意見、林

業関係者等との調整を踏まえ、５路線の中から、人工

林が多く収穫時期などとなっている、環境への負荷の

少ない、伊江原支線、伊江Ⅰ号支線の２路線につい

て、環境保全に配慮しながら、平成21年度から実施す

ることを平成21年２月に方針として定めたところであ

ります。

　同じく林道環境調査に対する県民意見の概要と公表

についてお答えいたします。

　林道環境調査の結果に対する県民意見については、

平成20年12月10日から平成21年１月９日までの１カ月

間、意見を募ったところ、県内外から96名の意見があ

りました。この意見を集約すると、これ以上の林道建

設は必要ない、ヤンバルは世界遺産の候補地だから保

全すべき、楚洲仲尾線を中止せよ、林業は地域経済の

重要な産業であり、産業基盤としての林道は必要不可

欠であることなどとなっております。

　なお、林道の建設方針については、県民からの意見

も踏まえ決定したところであります。

　県民の意見については、ホームページに掲載する予

定でありましたが、林道建設方針の作成準備や関係機

関との調整、また年度末等であったことなどから公表

しておりませんでしたが、早急に公表することとして

おります。公表がおくれたことについては、対応が十

分ではなかったことから、今後このようなことがない

よう適切な対応に努めていく所存でございます。

　同じく今回の林道災害の箇所数と復旧経費について

お答えいたします。

　去る６月の豪雨による県営林道の施設災害は、嘉陽

線、伊地線の２路線で発生し、556万5000円の復旧費

用を見込んでおります。また、小規模なのり面崩壊が

５路線、７カ所で発生し、183万円の復旧費用を見込

んでおります。

　なお、応急措置については、すべての路線で完了し

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　泡瀬ゴルフ場用地の

跡地利用について、泡瀬ゴルフ場跡地への商業施設の

建設計画についてという御質問にお答えします。

　北中城村は、「アワセゴルフ場跡地利用基本計画」

を平成19年３月に策定し、その中で複合型商業交流施

設ゾーンを設定しており、イオンモールと琉球ジャス
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コ、アワセゴルフ場地権者会の三者が出店に関する協

定書を締結しております。

　泡瀬ゴルフ場跡地は、返還後、整備手法、整備主

体、都市計画等に関する県との協議などのほか、大規

模店舗については、開店日などの詳細が決まった段階

で大規模小売店舗立地法に基づく県への届け出が必要

となってきます。

　泡瀬ゴルフ場は、現在のところまだ返還されていな

いため、跡地で予定されている大規模集客施設につい

ては、法的に県との調整を要する段階でないことか

ら、その規模や内容等の詳細については把握しており

ません。

　次に、同じく商店街の対策についてお答えいたしま

す。

　大規模集客施設等の郊外への立地や商店街の魅力の

低下などによる中心市街地の衰退が全国的な課題と

なっております。このため、国においては、中心市街

地活性化法の改正などまちづくり三法による新たな仕

組みを整備したところであります。

　市町村が中心市街地活性化法に基づく基本計画を作

成して国の認定を受けた場合、その計画による市街地

の整備改善や商業活性化のための事業を集中的に実施

することができます。現在、沖縄市が基本計画を作成

中であり、県としましては、同計画に基づく取り組み

を支援してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは海軍病院の移設

問題の御質問で、海軍病院移設予定地の埋蔵文化財の

保全についてお答えいたします。

　埋蔵文化財包蔵地として周知されている場所におい

て何らかの開発行為を行う場合には、事前に埋蔵文化

財の記録を作成するための発掘調査を実施することが

文化財保護法に明記されています。それに基づき、平

成20年度から病院建物が建設される場所を中心に、記

録保存のための発掘調査を実施しているところです。

　県教育委員会としましては、引き続き文化財保護法

に基づき適切に対応していきたいと考えております。

　次に、教育問題についての御質問で、学力向上推進

運動の問題点についてお答えいたします。

　本県は昭和63年から、「知・徳・体の調和のとれた

人間の育成を目指し、幼児児童生徒一人一人の学力を

伸ばす」という目標を掲げ、学校、家庭、地域が一体

となった学力向上対策を推進してまいりました。しか

しながら、諸調査の分析結果から、規則正しい生活リ

ズムや朝食の摂取などの基本的な生活習慣の確立、児

童生徒一人一人が学びを楽しみ、高める「わかる授

業」の構築などに課題があるものととらえておりま

す。

　次に、全国学力・学習状況調査の結果についてお答

えいたします。

　平成21年度全国学力・学習状況調査の結果について

は、現在、文部科学省において集計作業中でありま

す。本調査の実施に関するスケジュールによります

と、９月に調査結果が提供される予定となっておりま

す。

　次に、教員の多忙化の原因と解消策についてお答え

をいたします。

　「教職員の勤務実態調査」に係る分析検討委員会か

らの報告によりますと、教職員の時間外勤務が常態化

し、業務に負担感を持っていることがわかりました。

　その原因の分析としましては、子供の状況の変化や

保護者、社会からの要請が多様化・高度化しているこ

と、教職員の業務が日々の授業や生徒指導を初め学級

経営、各種会議、事務処理、部活指導、家庭との連絡

など、これまで以上に複雑、多岐にわたっていること

などが挙げられております。

　県教育委員会としましては、定時退校日、ノー部活

動日の設定、会議の精選、報告書の簡素化等の推進に

努めているところであります。また、働きやすい職場

づくりを目指して「負担軽減検討委員会」等を設置

し、各学校の実情に合った取り組みを検討するよう通

知したところであります。　

　次に、秋田県から学ぶ点についてお答えいたしま

す。

　秋田県の学力向上対策については、「わかる授業」

の構築のための単元評価問題や学習状況調査等を活用

した取り組み、少人数による指導方法、学校と家庭と

の連携・協力による家庭学習の取り組みなどが挙げら

れますが、多忙化解消に向けた取り組みについては把

握しておりません。

　県教育委員会としましては、秋田県の効果的な取り

組みを参考に、本県の学力向上対策に生かしていきた

いと考えております。

　次に、「指導・支援カルテ」への所見についてお答

えいたします。

　「指導・支援カルテ」は、多くの市町村において、

個人情報保護条例に基づく届け出がなされていないな

ど手続上の不備があったと理解をしております。

　次に、活用実態についてお答えいたします。

　「指導・支援カルテ」は、平成15年の北谷町での中
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学生傷害致死事件を教訓として、不登校児童生徒の実

態把握と児童生徒理解を図る観点から作成を依頼した

ものであります。

　当カルテの作成活用によって児童生徒理解が深ま

り、個に応じたきめ細かな指導・支援がなされ、不登

校やいじめ等の問題行動の未然防止や早期発見・早期

対応に効果があったものと考えております。しかしな

がら、当カルテは、児童生徒の個人情報を収集・作成

することから、個人情報保護条例との整合性や保護者

への周知と理解を得ることなどが課題になっていると

考えております。

　次に、カルテの廃止についてお答えいたします。

　「指導・支援カルテ」は、個人情報保護条例との整

合性、保護者への周知方法等に課題があるとの指摘等

を踏まえ、学校、家庭、地域を含む社会全体で児童生

徒を育てるとの視点に立ち、もう一度原点に立ち戻り

検討する必要があると考えております。

　県教育委員会としましては、外部有識者を交えた検

討委員会を設置し、当カルテの意義や必要性、活用の

あり方、条例との整合性等について総合的に検討して

いただき、その提言を受け対応してまいりたいと考え

ております。

　各市町村においては、それぞれの個人情報保護条例

との整合性などについて慎重な判断や検討がなされて

いるものと理解しておりますが、今後、市町村の求め

に応じて県の検討委員会の提言を参考に、適切に対応

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　今、知事にこれをお見せしました。

（資料を掲示）　アドバイザーリスト、全部黒塗りで

す。

　再質問します。

　基地問題について。

　私は、環境影響評価にかかわるアドバイザーの氏名

を公表するように防衛局に求めましたが、拒否されて

います。

　知事、これを見てください。（資料を掲示）　すべ

て黒塗りされています。この人たちが、軍事基地を建

設しても事業実施区域周辺に及ぼす影響は総じて少な

いものと判断しているから問題はないという態度を防

衛局はとっています。知事はどう考えますか。

　２、防衛局は専門家というのであれば、影響は総じ

て少ないと判断した科学的な根拠を明確にすべきで

す。県民の疑問にこたえるべきです。えたいが知れな

い名簿を提出して県民に説明するというのは、県民を

侮辱しています。知事として氏名の公表と科学的な根

拠を防衛局に要求すべきですが、決意を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時48分休憩

　　　午後５時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　助言を受けた専門家

の氏名等についての再質問にお答えをいたします。

　準備書では、資料編において専門家等の専門分野と

助言内容が示されております。

　環境アセス法及び環境影響評価条例との関係で言い

ますと、法では基本的事項において、条例では沖縄県

環境影響評価技術指針において、専門家等から助言を

受けた場合には当該助言の内容及び当該専門家等の専

門分野を明らかにすることを定めております。しか

し、所属や氏名まで明らかにすることまでは求めてい

ません。これは専門家等から助言を受けるに当たり、

中立性・公平性を保つためであると理解しており、本

事案におきましても所属、氏名まで明らかにする必要

はないと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　再々質問します。

　専門家の名前を黒塗りして県民をだまして事業を進

めるというのは、これまでもよく使われた手法です。

　私は、ここに昭和59年度一般会計特別決算の議事録

を持ってきました。（資料を掲示）　その一部を紹介

します。

　新石垣空港の建設問題ですけれども、そのときも同

じ手法が行われました。当初計画は白保の海を埋め立

てて建設する計画でした。自然保護団体が貴重なアオ

サンゴが生息していると指摘をすると、当時の県政は

専門家によるアセスを行っており、貴重なサンゴは生

息していないから問題はないという態度でした。それ

で私は、白保の海を調査してきました。すると、すば

らしいアオサンゴ群落が広がっていました。昭和60年

10月の決算特別委員会の議事録に詳しくありますの

で、ぜひ御一読を。

　その一部を紹介しますと、環境調査で専門家である

かどうかというのは、その報告書の内容が信憑性があ

るかどうかということを見きわめる上で決定的に重要

でありますが、その専門家の氏名を言えますかと聞く
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と、当局は公表する考えはありませんと専門家の氏名

公表を拒否しました。それで結局私がその現場を調査

しましたら、サンゴの専門家ということで調査した新

日気という会社の専門家は、写真で面割りをしました

ら琉球大学の海洋生物学のアルバイト学生で、全くサ

ンゴについて知らない人、この人を専門家だからと

いって詭弁を弄して、この白保の海に新石垣空港をつ

くろうとしていました。それで私が、新日気という会

社のサンゴの専門家と言われる人とも話をしました。

あなたの調査報告書は、貴重なサンゴが生息している

のに貴重なサンゴは生息していないというのはなぜそ

ういう報告書を出したんだと。県は氏名を言えと言っ

ても言わないけれども、私は調べてあんたの名前を突

きとめた、どうしてかと。いや、嘉陽先生、私は海草

の専門家ではあるけれども、サンゴは知りませんとい

う答弁でありました。結局は、専門家、専門家でいろ

いろ法律を盾にとって公表しないけれども、とにかく

答えありき、事業ありきで、そのためにだまして事業

を進めるというやり方が現在の手法ですよ。だから、

氏名を公表しないということは全くその報告書がでた

らめだということを示すものです。全然責任持てな

い、県民に責任を持てない、そういうものだというこ

とははっきりしています。

　私が先ほど知事に見せたのはこの写真、泡瀬干潟の

問題でありますけれども、（資料を掲示）　この同じ

日付でたくさんありますから１つだけ紹介しますと、

2006年の通信基地、さきの干潟は非常に海草も豊かで

すけれども、こうなっている、何にもない。（資料を

掲示）　こういうのはすべて同じようなものです。だ

から、とにかく工事をするためにこの政府のやり方、

内閣府のやり方は、今も工事による影響はありません

と言っているんですよ。こういう莫大な生態系が破壊

されているにもかかわらず、影響ありませんという詭

弁を県民に押しつけるというのは許されない。

　そういう面では知事、こういう黒塗りをしたもので

今度は意見書を求めてくると思いますけれども、ぜひ

それは県民の良心にかけて拒否してください。

　それからこういう手法に基づいて、でたらめ、イン

チキな調査結果で環境アセスされていますけれども、

これに基づいて埋立免許を与えるということになる

と、これは大変な事態ですよ。そういう面ではこの専

門家の名前を最後まで明らかにするように、そして専

門家と言えばどこからどういうぐあいに聞かれても、

その調査結果報告が自信を持てるのであれば、県民に

堂々と説明すればいいですよ。公開の場で議論すれば

いいですよ。それもできない、こそこそして名前を言

わない。これはどこの馬の骨がつくったかわからない

ようなものでしょう。これを県民に押しつけるという

のはとんでもない話ですよ。

　それで知事が改めてこういう実態を許さないために

も、ぜひ政府に強く物を言って公表させてください、

ということで終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時59分休憩

　　　午後６時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽議員の再々質問にお答

えしたいんですが、確かに議員のおっしゃる主張はか

なり説得力あるという印象は受けます。

　ただし、今、文化環境部長がお答えしましたよう

に、氏名の公表はいろんな理由から要求は別にするこ

とにはなっていません。そしていろんなコメントと

か、この専門家の意見は、今度は我々がお願いしてい

る審査会の専門家がこれをチェックしてまた審査会の

氏名も公表されている専門の先生方がこれをチェック

しますから、その意見といいますか結論をまってみた

いと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時０分休憩

　　　午後６時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　こんばんは。

　社民・護憲ネット、照屋大河です。

　通告に従い、一般質問を行います。

　まず１点目、知事の政治姿勢について。

　茨、沖縄タイムス社と朝日新聞社が５月９日、10日

に実施した世論調査によると、県民の68％が辺野古新

基地建設に反対し、賛成はわずか18％にとどまってお

ります。

　そこで、以下伺います。

　ア、調査結果は、新基地建設を進めることではな

く、世界一危険と言われる普天間飛行場の即時閉鎖・

撤去を県民が強く望んでいるあらわれではないか。知

事の見解を伺う。

　イ、辺野古新基地建設について、地元名護市を含む

北部地域で反対が76％と地域別で最も高く、その理由
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として自然破壊を危惧する意見が最多であります。地

元からの反対が根強いことを知事はどう受けとめてい

るのか伺います。

　ウ、県民の８割が防衛省のアセス説明を不信に思っ

ている一方で、知事が主張する滑走路の沖合移動につ

いても「評価しない」との意見が強い。新基地建設に

伴う自然環境破壊について、知事はわずか数十メート

ルの沖合移動だけで県民、地域住民への説明責任が果

たせると考えるのか伺います。

　大きい２番目、うるま市における米国籍男児死亡事

件について伺います。

　茨、2007年４月、米国籍の男児がうるま市内の自宅

で義父に虐待を受けて死亡したとされる事件で、那覇

地検は当時、証拠不十分で不起訴処分にしておりま

す。その義父がことし２月、米本国で殺人罪と暴行罪

で起訴されています。

　そのことについて、以下伺います。

　ア、米本国での起訴を受けて改めて当時の捜査状況

を振り返った場合、県警の捜査に不備はなかったのか

見解を伺います。

　イ、米側から県警に捜査資料提供の依頼はあったの

か。捜査資料の提供の有無とあわせて伺います。

　芋、事件発生当時、死亡した米国籍の男児がその事

件発生の約５カ月前にうるま市の路上で迷子として保

護されていたことが社会問題となり、ここ県議会でも

取り上げられています。

　そこで伺います。

　ア、通常の迷子として措置をした当時のコザ児童相

談所の判断、対応に関する県当局の検証結果、その後

の対応について伺います。

　2007年の６月29日、第２回定例会において福祉保健

部長の答弁でありますが、「下着姿との情報を得なが

ら、なぜ要保護児童と認識しなかったのか、もっと積

極的な情報収集を行うべきではなかったのか、児童相

談所の職員が現場に行って確認すべきではなかったの

かなど、課題や問題点の整理を行っております。今

後、その内容を外部専門家に示し、意見を聴取して対

応策をまとめてまいりたいと考えております。」とい

う答弁があります。その後の検証結果、対応策につい

て伺います。

　イ、過去に児童相談所や市町村担当課など関係機関

において虐待が疑われる基地外居住米兵の子弟に関す

る相談を受けた、あるいは実際に保護した事例はある

のか。処理件数と対応状況について伺います。

　ウ、米軍基地内の児童虐待対応機関と県や市町村、

県警等との連絡・連携体制の構築状況について伺いま

す。

　これも2007年６月29日の福祉保健部長の答弁であり

ますが、「基地内の関係機関とのネットワークがない

ため、今後、連絡会議を開催するなど、連携を図って

まいりたいと考えております。」との答弁がありま

す。その連携体制構築状況について伺います。

　鰯、コザ児童相談所への一時保護所設置の実現見込

みについて伺います。

　大きい３番、海上自衛官による強姦未遂事件につい

て。

　逮捕された容疑者は、海自佐世保基地所属の３等軍

曹であり、海自の護衛艦「あさゆき」で洋上訓練を目

的に10日にホワイト・ビーチに入港したようでありま

す。10日に沖縄に来てホワイト・ビーチに入港し、沖

縄に来たから飲みに行こうかということで、その晩そ

のまま飲みに行ったんでしょう。12時を過ぎて、シン

デレラタイムを過ぎて､彼は４時ごろの逮捕になりま

すので、結局洋上訓練をすることはなかったというこ

とでありますが、このホワイト・ビーチについては、

昨年来、米原潜寄港回数が過去最多である。あるいは

米軍の原子力潜水艦に自衛艦が２人搭乗していたとい

う、昨年そういう事実があります。そして、海上自衛

隊の自衛官についても、米軍施設、米軍関係の軍港を

除く民間空港への入港について、最近非常に問題に

なっています。この事件の後の去る６月21日にも竹富

町西表島の上原港に海上自衛隊のミサイル搭載護衛艦

が入港したばかりであります。

　こういう状況に対して、海自の状況に対して県は

しっかりと把握、監督・監視するべきだと考えます

が、まず今回は、茨番、過去３年における海上自衛隊

艦船のホワイト・ビーチへの年間寄港回数と寄港目的

の内訳について伺います。

　大きい４番、津堅島訓練場におけるパラシュート降

下訓練について。

　茨、去る６月11日、津堅島沖において無通知で実施

された海兵隊のパラシュート降下訓練について、県が

把握している事実関係と事後の対応について伺いま

す。

　大きい５番、中城湾港新港地区について。

　茨、西埠頭の稼働状況（取扱貨物量、種類、搬入

先、搬出先）及び収支決算について伺う。

　芋、特別自由貿易地域の工業団地の分譲が一向に進

まない原因は何か。また、隣接する新港地区工業団地

に進出した企業には不満もあるようだが、港湾整備の

完成年度はいつと説明してきたのか伺います。

　鰯、新港地区に立地する企業（中城湾新港地区協議
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会）から港（西埠頭・東埠頭）の整備についてどのよ

うな要請があるのか。東埠頭の早期整備要求はされて

いるのか伺います。

　允、新港地区東埠頭整備事業は、国は多目的ターミ

ナル整備事業と呼んでいるが、この事業の経過、目的

について伺います。

　印、６月11日、中核施設の開所式が行われたＩＴ津

梁パークについて、民間ＩＴ施設入居に関して県の負

担を抑える仕組みに企業が二の足を踏む状況があり、

県の誘致担当からは家賃補助など新たな優遇策が必要

という声もあるようですが、企業誘致、あるいは8000

人の雇用創出達成の見通しについて伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、辺野古基地建

設に関する世論調査結果の所見についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　市街地の中心部にあります普天間飛行場は、騒音な

ど住民生活に深刻な影響を与えており、この飛行場の

危険性の除去及び早期返還は県民の強い願いであると

考えております。

　県といたしましては、この願いを早期に実現するた

めには、名護市のキャンプ・シュワブへ移設すること

が現実的な選択肢であると考えており、県民の理解は

得られるものと考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、辺野古基地建設に関

する地元意見の受けとめ方いかんという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　普天間飛行場の移設問題につきましては、これまで

日米両政府・県・地元市町村の多くの関係者の皆様が

検討と協議を積み重ねた結果、やむを得ない現実的な

選択肢としてキャンプ・シュワブへの代替施設建設計

画が進められているところであります。

　今後、環境影響評価手続が進められていく中で、専

門家で構成される環境影響評価審査会等の意見を踏ま

えまして、生活環境や自然環境に十分配慮する観点か

ら知事意見を述べることになっており、これらの手続

を経ることにより環境保全の視点が可能な限り取り入

れられたものとなると考えております。

　次に、中城湾港新港地区の御質問の中で、ＩＴ津梁

パークへの企業誘致及び雇用創出の見通しについてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄ＩＴ津梁パークの民間ＩＴ施設は、民間事業者

が整備します施設を沖縄県が15年間借り上げることで

低廉な賃料の設定をしておりますが、昨今の経済危機

によりＩＴ企業の積極的な事業展開が抑えられたこと

から、いまだ整備に至っていない状況にあります。

　しかしながら、６月11日の沖縄ＩＴ津梁パーク中核

機能支援施設開所式を契機に進出を検討する県内外企

業の視察が増加するなど、ＩＴ津梁パークに対する期

待は高まってきております。また、企業の進出意欲を

さらに高めるため、沖縄県では沖縄ＢＰＯ事業拠点集

積促進事業など、本土から仕事や企業を誘致するため

の取り組みを進めているところです。これらの事業と

連動させることで民間ＩＴ施設の整備を促進し、沖縄

ＩＴ津梁パークへの企業誘致と8000人の雇用創出に努

めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、沖合移動についてお答えいたします。

　県としては、日米両政府が合意した案を基本にしな

がらも、地元の意向や環境に十分配慮する観点から、

可能な限り沖合などへ寄せてほしいということを政府

に求めているところであります。

　代替施設の具体的な位置については、普天間飛行場

移設措置協議会において協議されるものと考えてお

り、県としては、今後とも地元の意向や環境などに十

分に配慮しつつ、移設を早期かつ円滑に進めるため政

府と協議していきたいと考えております。

　次に、海上自衛官による強姦未遂事件についての御

質問で、海上自衛隊の艦艇の寄港回数等についてお答

えいたします。

　海上自衛隊沖縄基地隊によると、ホワイト・ビーチ

地区への海上自衛隊の艦艇の寄港については、平成18

年度は92隻、平成19年度は78隻、平成20年度は49隻、

平成21年度は６月末現在で19隻とのことであります。

　なお、寄港目的については、艦艇の行動に関するこ

となので回答できないとのことであります。

　次に、津堅島訓練場におけるパラシュート降下訓練

についての御質問にお答えいたします。

　沖縄防衛局によれば、６月11日、津堅島訓練場水域

において行われた米軍によるパラシュート降下訓練に

おいて、米兵１名が提供水域外に降下したとのことで

あります。

　県は６月16日に本件について沖縄防衛局から連絡を

受け、直ちに情報収集に当たるとともに、沖縄防衛局
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及び米軍に対し、パラシュート降下訓練はＳＡＣＯ最

終報告の趣旨に沿って伊江島補助飛行場で実施される

べきであり、今後このようなことがないよう配慮する

こと、また、連絡が事故発生の５日後であったことか

ら、迅速に連絡をすることを申し入れたところであり

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　うるま市における米国

籍男児死亡事件についてお答えいたします。

　初めに、県警察の捜査に不備はなかったのかについ

てでありますが、本件は、平成19年４月11日、事件当

時８歳の男児がうるま市内の自宅で米軍人の家族であ

る米国籍の義父から腹部等を殴打されて死亡したとい

う事案であります。

　所轄うるま署では、事件が発覚した直後から児童虐

待という重大事案であるとの認識のもとに、必要な捜

査体制をとり、米軍捜査機関とも連携しながら綿密な

現場見分、検視、家族、近辺の方、病院関係者などか

らの事情聴取、関係先の捜索や証拠品の押収など必要

な捜査を尽くして被疑者を通常逮捕し、身柄つきで検

察庁へ事件送致したものであります。やるべき事項に

ついて捜査を尽くしたという認識でございます。

　次に、米側から起訴に当たりまして県警に捜査資料

提供依頼はあったのか、あるいは捜査資料は提供した

のかについてでありますが、いずれも県警察に対して

はございませんでした。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　うるま市における

米国籍男児死亡事件についての御質問の中の、当時の

コザ児童相談所の判断・対応に関する検証結果及び対

応策についてお答えいたします。

　当該事件の検証においては、下着姿の子供がいると

いう情報に対して要保護児童という認識を持たず、積

極的な情報収集をしなかったこと、また、子供の安全

確認を児童相談所職員が直接行わなかったことを問題

点として整理するとともに、米軍基地内の関係機関と

の連携の必要性を課題として挙げております。

　これらの問題点に対する対応策としては、すべての

養護相談に虐待の視点を取り入れるなどの電話相談受

け付けの見直し、緊急受理会議の参加構成人員の見直

し、子供の安全確認の徹底、警察等関係機関との連

携、米軍基地内の関係機関との連携、職員教育の徹底

という６点の対応策を挙げております。

　県としましては、これらの対応策に取り組んでいた

ところでありますが、このたび、石垣市において発生

した３歳の児童が虐待と思われる傷害により重体と

なっている事案につきましては、初期対応に不適切な

部分があったと認識しており、大変遺憾に感じており

ます。

　過去の事件の検証が十分に徹底されていなかったこ

とを深刻に受けとめ、同様な事件が繰り返されること

がないようにさらなる対策を検討していく必要がある

と考えております。

　次に、基地の外に居住する米兵の子弟に関する相談

及び保護の処理件数と対応状況についてお答えしま

す。

　県児童相談所では、米兵の子弟に関する平成12年度

以降の虐待相談件数が23件となっており、うち２件に

ついては一時保護を行っております。また、市町村で

は、平成17年度以降の虐待相談件数は２件となってお

り、一時保護の事例はありません。

　一時保護以外の対応状況については、児童の状況を

確認した上で在宅支援を行ったケースが大半でありま

すが、基地内の事案として米軍関係機関等が対応した

ケースも４件あります。

　次に、米軍基地の児童虐待対応機関と県・市町村、

県警等との連絡・連携体制の構築状況についてお答え

します。

　米軍基地内の相談機関と県との連携につきまして

は、当該事件を受け、米軍基地内の４軍の相談機関と

県との連絡調整会議を設け、相互の連絡体制や支援体

制について説明及び調整を行うとともに、基地内の緊

急連絡先リストの提供を受けております。

　現在、基地内相談機関へ児童の指導依頼を行うなど

ケースに応じた連携を図っておりますが、個人情報に

係る情報提供や通訳の正確性の確保などの課題もある

ことから、引き続き調整を行うこととしております。

　なお、基地内相談機関と市町村、県警との連携体制

については、現時点で未構築であることから、県とし

ましても、今後の調整を行う中で検討を行う必要があ

ると考えております。

　次に、コザ児童相談所への一時保護所設置の実現見

込みについてお答えします。

　コザ児童相談所管内の一時保護を要する児童につい

ては、中央児童相談所一時保護所との調整を行いなが

ら、同保護所への入所、児童養護施設や里親への委託

などにより対応しているところであります。

　今後も児童養護施設や里親への委託の推進など、一
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時保護委託先の拡充を図りながら適切に対応してまい

りたいと考えております。

　コザ児童相談所への一時保護所の設置につきまして

は、これらの取り組みを行いながら、児童相談を取り

巻く状況の変化を勘案して対応を検討してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　中城湾港新港地区の

西埠頭の稼働状況及び収支決算についてにお答えいた

します。

　中城湾港新港地区西埠頭の平成20年の港湾取扱貨物

量は約93万トンであり、計画貨物量110万トンの約

85％となっております。

　その主な取り扱い貨物は、砂利・砂等の鉱産品が65

万3000トン、金属くず等の特殊品が14万3000トン、化

学肥料等の化学工業品が５万7000トン等となっており

ます。このうち、海外との輸出入は８万8000トンで取

扱貨物量の9.4％となっております。

　また、収支決算については、平成17年度から平成20

年度の４年間の合計は、岸壁使用料等の収入が約１億

500万円、光熱水費等の支出が約１億800万円であり、

約300万円の支出増となっております。しかしなが

ら、使用料収入は増加傾向にあり、平成20年度で見ま

すと収入は約3100万円、支出は約2600万円で、収入が

支出を約500万円上回っております。

　同じく中城湾港新港地区についての、新港地区に立

地する企業からの要請についての御質問にお答えいた

します。

　新港地区に立地する企業で構成する中城湾新港地区

協議会から、平成20年度に西埠頭の港湾整備の充実、

供用開始時の東埠頭の港湾活用計画の明確化、西埠頭

と東埠頭の港湾内道路の開設等の要請がありました。

また、東埠頭の早期整備については、同協議会から平

成19年度に要請がございました。

　次に、東埠頭の多目的ターミナル整備事業の目的と

経過についてお答えいたします。

　中城湾港新港地区は、沖縄経済の自律的発展を図る

ための拠点として、流通機能及び生産機能をあわせ

持った流通加工港湾として整備しております。

　東埠頭の中で国直轄で実施している区域について

は、新港地区立地企業の物流効率化を図り、さらに企

業進出促進を図る観点から多目的国際ターミナルとし

て整備しております。

　工事の進瀧については、平成４年度から着手し、こ

れまでに水深11メートル岸壁の整備や泊地しゅんせつ

等を実施しており、平成20年代前半に供用する予定で

あると聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　中城湾港新港地区に

ついて、特別自由貿易地域の分譲が進まない原因と港

湾整備完成年度の説明についての質問にお答えしま

す。

　特別自由貿易地域の分譲用地には、平成21年５月末

現在で分譲済みは2.1％、買い取り条件つき賃貸を含

めた分譲率は6.9％となっております。

　分譲が進まない原因としては、分譲価格が高い、本

土市場から遠隔で物流コストの負担が大きいことなど

が考えられることから、沖縄県としては、分譲価格の

減額制度、物流支援事業に加え企業立地サポートセン

ターによる日常的な操業支援など、さまざまな取り組

みを行っているところであります。

　また、港湾の整備については、西埠頭は平成３年か

ら平成６年にかけて供用しており、東埠頭につきまし

ては、平成22年度に一部供用開始する予定であると進

出企業に対し説明してきております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時51分休憩

　　　午後６時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　2007年のうるま市における米国籍男

児死亡事件についてであります。

　先ほど県警からは、米側から捜査資料の提供はな

かった、捜査資料の提供もしてないということです。

新たに沖縄で捜査があったとは考えにくいわけです。

しかし米本国では起訴された、ちょっと不思議な気持

ちになりますね。知事の言葉で言えば、ちょっと胸に

すとんと落ちてきません。

　実は、去る５月14日ですが、米軍人の刑法犯におけ

る起訴あるいは不起訴の統計というのが法務省から発

表されています。この事件があった2007年、不起訴率

は実に約86％、翌年の2008年は90％を超える不起訴率

であります。

　先ほど国会答弁から、一次裁判権の放棄はなかった

ということですが、日本人の刑法犯の起訴率は約50％

ということです。90％や80％、40％や30％も開きがあ
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るこの実態に、基地が集中する沖縄においてたくさん

の米軍との関係があります。この事件もそうですが、

やっぱりこの数字をもって改めて地検や国に対してこ

の刑法犯に対する検証、そしてこの事件についても改

めて知事は県民の権利とか安全を守る立場からしっか

り警察や国、地検、当局にこの検証を強く求めていく

べきじゃないかということで再質問を伺います。

　それから、福祉保健部長に伺います。

　八重山の事件について、質問をしませんでしたが答

弁いただきました。この通告をしたときに、やっぱり

二度と同じような事件が起きないようにと議論をした

かったんです。しかし、通告の後、先ほど部長が答弁

したように、八重山石垣で本当に悲しい事件が起きて

しまいました。この検証が生かされたのかどうか、非

常にこの八重山の事件とうるま市の事件は似ているん

です。

　数カ月前に迷子として保護された、しっかりと一般

の人に保護されています。しかし、児相として対応が

とれなかった。救えた命が、本当に助けられたんじゃ

ないか。あるいは石垣の方では、傷つけられなくても

済んだんじゃないかという気持ちでいっぱいです。同

じような年ごろの子供を育てる親の立場としても、と

てもこれは悔しい思いをしています。

　きのう、初期対応に、初動体制についての部長コメ

ントがありましたが、2005年に１歳半の児童が虐待死

してしまう。その後、いろいろ提言を受けたりして対

策が練られたようです。そのわずか後にうるま市の事

故です。そして今回の八重山の事件です。

　先ほどコザ児相での一時保護施設の件もありました

が、しっかりと担当部として施設整備、そういうもの

ができているのか。あるいは今回の八重山の分室にお

いては、職員は兼務の職員が４人、全体で６人という

数が報道されていますが、その人員の体制も含めて

整っているのか。この両方の事件においても一時保護

した一般の人たち、あるいはその判断を下してしまっ

た児童相談所の人たちにとっても本当に苦しい思いを

していると思います。これも県がそういう体制をとり

切れなかったばかりに苦しい思いを、責任を負うとい

うような形を負わせてしまっていないかというふうな

ことで、改めてコザ児童相談所の一時保護施設の設置

も強く要求しますが、八重山の事件に対して職員の体

制、あるいは今回は分室について、養護施設というこ

とで、仮にそこに一時保護をしているということであ

りましたと報道で聞いていますので、その辺、福祉保

健部長の答弁をいただきたいと思います。

　それから、津堅島沖のパラシュート訓練ですが、

きょう、うるま市の市議会最終本会議で抗議の決議が

なされたようです。県が出している「沖縄の米軍基

地」、うるま市の津堅島水域については、うるま市の

市議会も指摘しておりますが、５・15メモによって

「訓練場」とだけの記述になっており、水域は水陸両

用訓練に使用するとあり、パラシュートの降下訓練に

は触れられていないと。あるいは「訓練中であっても

使用を妨げない限り、漁業または船舶の航行に制限は

ない。」というふうにされているんです、５・15メモ

で。実際、そこは漁業がされたり船が行き来する地域

であります。今回通告がなかったという点を言ったわ

けですが、その点についてもあるいは訓練の通告につ

いてもその後の報道からは好意的なものだと、津堅島

の水域については。そういうふうな報道もありますの

で、その点について、うるま市議会、強く抗議して改

善を求める決意があります。足並みをそろえて県もそ

ういう立場にあるのか伺います。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時０分休憩

　　　午後７時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　再質問、２問お答えい

たします。

　まず、米軍人等の刑法犯のうち不起訴率が県民と比

べて高いんではないかという御指摘だったと思います

けれども、米軍人等の不起訴に関する報道については

承知しておりますけれども、那覇地方検察庁によりま

すと、米軍構成員等による事件について、我が国が有

する第一次裁判権の運用においては、これまで警察官

において法と証拠に基づき厳正公平な捜査・処理を

行ってきたところであり、当然のことながら日本人に

よる事件と米軍構成員等による事件とで起訴すべきか

否かの判断に差はないということであります。

　次に、津堅島訓練場水域におけるパラシュートの降

下訓練についてでございますけれども、米軍の演習に

ついては、昭和47年５月の日米合同委員会合意に基づ

き、米軍は７日前までに沖縄防衛局に通告することと

されており、同局は県・関係市町村及び漁業、警察等

に通告内容を通知しております。

　同日の訓練につきましては、６月２日に沖縄防衛局

から一般演習を行う旨の通知がありました。また、パ

ラシュート降下訓練ということじゃなくて、一般演習

の中に降下訓練が入っているということであります。
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　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。

　先ほども申し上げましたが、うるま市における男児

死亡事件と今回の石垣市の事件につきましては、やは

り最初に子供の安全確認、現認がなされてなかったこ

と、それと虐待という意識に至らなかったという初期

対応にやはり不適切な部分があったということで、過

去の経験が生かされなかったということで非常に遺憾

に感じて大変申しわけなく思っております。

　今後は、これらの事件の検証を、石垣市におきまし

ての事件の検証を今後またやっていくことになります

が、その中で職員体制等も含めて今後どういうことが

もっと対策を徹底していかなきゃいけないのかという

ことを検証しながら、もう二度とそういうことが繰り

返されないように努めていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　福祉保健部長、この通告をきっかけ

に2005年の件、2007年の件、今回の事件も22日に行わ

れた委員会を傍聴しました。同じような答弁が繰り返

されているんですよね。本当に残念。そういう意味で

は危機的な状況、一刻を争う状況に対応できる体制づ

くりをしっかりとつくっていただきたい。

　それから、事件以来、まだ子供は意識が戻らず重体

の状況であるようです、きょうもちょっと確認しまし

たが。ぜひ早い回復を求めるような言葉がいただけれ

ばと思います。

　それから知事、公平な捜査を行っている、判断をし

ているというそういう発言のようですが、実際数字が

違うんですよ、僕が申し上げたように。その数字を

もって改めて検証すべきと強く申し入れるべきじゃな

いかと言っているんです。先ほどのうるま市の事件も

含めて、こちらで不起訴になったものが本国で起訴さ

れているわけですから、不審に思うのは当たり前だと

思いますので、その数字をもって改めての検証を強く

求めていくべきじゃないかということですのでよろし

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員の御質問は、確か

に我々も何でこういう不起訴率の差が出てくるかとい

う疑問をきちっと検証せよとこういうお話で、我々も

そうだなという感は持っておりますので、もう一度こ

れはよく検証といいますか、調べてみたいと思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再々質問にお答え

いたします。

　今後、石垣の事件等につきましても改めて検証させ

ていただきますが、被害に遭った児童については一日

も早い回復を願っております。

　それと、分室の体制につきましても、中央児童相談

所本所からの支援を含めた方策の検討を行っていきた

いと考えております。

　また、コザ児童相談所への一時保護所につきまして

も、今回の事件を受けて、また外部専門家による検証

も行っていきますので、その提言も踏まえて改めて検

討させていただきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕

○瑞慶覧　功君　皆さん、こんばんは。

　最後ですのでよろしくお願いします。

　社大・結の会、瑞慶覧功です。

　月日がたつのは早いもので、県議会議員となって

ちょうど１年になりました。振り返って少し感想を述

べたいと思います。

　議員経験もない、そして性格的にもちょっと人見知

りをするということで、最初のころは不安も感じまし

たが、会派の皆さんや委員会の皆さんとの交流や研修

活動で、少しずつ雰囲気にもなれて有意義な活動をす

ることができました。心より感謝申し上げます。

　本会議の感想としましては、議員の皆さんお一人一

人が本当によく勉強なさっているなと感心させられま

す。知事や執行部に対するその的を射た鋭い突っ込

み、中には皮肉にしかとれないような場面もあるわけ

ですけれども、私も早く原稿を見ないで的を射た突っ

込みや、中身のある皮肉を言えるようになりたいと思

います。

　それから知事を拝見しておりますと、何でこんなに

突っ込まれたり皮肉られたりしながらも、大変な思い

をして不思議に思うんですよね。まだ電力にいらした

方がよかったのではないかなと同情します。しかし、

みずから選ばれた道ですので、来年の12月までは体に

健康に留意されて頑張っていただきたいと思います。

　では、質問に入ります。

　初めに、基地問題について。

　茨、知事は６月の定例記者会見で、嘉手納基地への
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Ｆ22戦闘機の再配備について負担軽減に向けた具体的

な対応策を政府に求めるとしているが、具体的にどの

ような対応をされるのか見解を伺う。

　芋、去る２月27日、新嘉手納基地爆音訴訟の判決が

出されたが、判決について知事の見解を伺う。

　鰯、在沖米軍関係者４万416人のうち、基地外居住

者が１万1810人で30％近くに上る。市町村の実態を把

握しているか。そして月20万から30万とも言われる家

賃はだれが支払っているのか。

　允、基地外居住の米軍関係者は、住民登録をし、車

庫証明の手続をする必要があるのではないか、見解と

実態を問う。

　印、基地内住宅の実態と入居率を問う。

　咽、米軍関係者の危険なペット犬の管理について、

県は市町村と連携を図って対応すべきではないか。

　員、北谷町の砂辺地域は基地外基地化して問題に

なっていますが、知事は視察されたことがあるか。あ

れば所見を伺います。

　因、新型インフルエンザ対策について。

　ア、米軍基地から直接入る軍人・軍属の実数を把握

しているか。

　イの対策については割愛します。

　姻、国会で糸数慶子参議院議員の基地内のアスベス

ト使用についての質問主意書に対する政府答弁書で、

政府は「具体的な施設名は明らかにできない」として

いるがなぜか。安全上、県は求めていくべきではない

か。

　２、労働行政について。

　経済労働委員会では、６月８日に「沖縄県立職業能

力開発校の非常勤講師の雇用安定と均等待遇に基づく

処遇改善を求める陳情」に関連して、陳情者を参考人

招致し意見交換を行い、開発校の現場を視察しまし

た。ほとんどの委員は、開発校の雇用対策機関として

果たす役割の大きさを実感したと思います。同時に、

指導体制、人事のあり方に疑問を持っております。

　伺います。

　茨、沖縄県立職業能力開発校の非常勤講師の雇いど

めの問題について。

　ア、県立職業能力開発校の果たしてきた役割を知事

はどう評価されているか、見解を伺う。長くて３年の

雇用条件で、資格を満たす指導員が集まるか疑問で

す。

　イ、来年の３月いっぱいで非常勤講師を10人解雇

し、欠員をどのように補充するつもりか。補充できな

い場合はどうなさるのか。

　３、農林水産業の振興について。

　茨、耕作放棄地の対策について。

　ア、県内地域ごと（南部・中部・北部・宮古・八重

山）の耕作放棄地の実態は。

　イは割愛します。

　ウ、地域協議会末設置市町村の対策は。

　芋、北中城村のアーサ養殖について。

　ア、例年と比較して、ことしの県内の生産高と北中

城村の生産高は。

　２月の定例会において、アーサ不作と泡瀬地区埋立

工事の因果関係について、今後、北中城村側の環境調

査について国と調整をして検討をしていきたいとの答

弁でした。

　伺います。

　イ、埋立事業の影響がないことを立証するための環

境調査はなされたのか。

　４、国際交流について。

　私たち社大・結の会派は、３月下旬に３泊４日で石

垣市、竹富町、与那国町の八重山圏域と宮古圏域を視

察し、八重山圏域では行政サイドとの意見交換を行い

ました。

　与那国町は日本最西端の町です。台湾からわずか

111キロしか離れていません。かつて台湾の貿易で栄

え１万2000人もいた人口が、現在は約1600人、８分の

１に減っています。町は、国境交流に活路を見出そう

と頑張っております。

　2007年４月には、全国の自治体で初めて台湾に事務

所を設置、昨年の７月には町の国境交流事業が国の

「地方の元気再生事業」に選ばれ、5000万の事業費で

２月から姉妹都市の花蓮市と空路で３往復し、国境交

流を成功させています。

　茨、八重山圏域と台湾花蓮市の交流について。

　ア、八重山圏域と台湾の花蓮市が４月15日、「国境

交流推進共同宣言」に調印した。知事の所見を伺う。

　イ、航空路践回改善の要請に対し、知事は積極的に

取り組むべきと思うが、所見を伺う。

　ウ、八重山圏域中学生の修学旅行、海外も補助対象

への要請に対する見解は。

　芋、８月14日から16日開催予定の「2009沖縄伝統空

手道世界大会」の進瀧状況と、当初3500万円の予算が

2000万円になった理由は。

　鰯、沖縄国際映画祭について。

　去る３月19日から22日の４日間北谷町において開催

され、おかげさまで大成功をおさめることができまし

た。２月議会では、県内外から約1000名、県内を含め

４日間での総観客数は約７万5000人を見込んでいると

の答弁でしたが、ア、県外からの来沖者数と観客動員
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数は幾らか。

　イ、2010年の開催予定は。

　５、社会問題について。

　この自殺対策につきましては割愛します。玉城議員

の答弁にありましたので割愛をします。

　６、地域の課題について。

　茨、河川改修工事について。

　白比川の上流は、１本は沖縄市、もう１本は北中

城、中城村となっており、大雨になると北谷町域では

川がたびたびはんらんし、農作物を洗い流し、住宅浸

水や川沿いの道路の決壊も起きています。

　ア、北谷町を流れる県の二級河川・白比川改修事業

のおくれの原因は。

　イ、たび重なる洪水被害への対策は。

　７、福祉行政について。

　茨、県の保育所認可がペースダウンした原因と待機

児童解消の目標は。

　８、我が会派の代表質問との関連について。

　茨、ケビン・メア在沖米国総領事のたび重なる県民

を軽視した言動に対し、知事は県民を代表して抗議す

るべきではないか、見解を伺う。

　芋、沖縄返還密約について。

　ア、佐藤栄作元首相は、県民、国民、世界じゅうの

人々を欺きノーベル平和賞を受賞したことになり、賞

に値しないと思われるが、知事の見解を問う。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　瑞慶覧議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、基地問題の中で、Ｆ22戦闘機再配備へ

の対応についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては前回の一時配備から１カ月余りで再度

配備されたことなどから、依然として目に見える形で

の負担軽減があらわれているとは言えないと考えてお

ります。

　県といたしましては、今後とも引き続き日米両政府

に対し、航空機騒音規制措置の厳格な運用など、嘉手

納飛行場周辺住民に著しい影響を及ぼさないよう求め

てまいりたいと考えております。

　次に、同じく基地問題の中で、砂辺地域の視察につ

いてという御質問にお答えいたします。

　現地視察につきましては、私は、これまで嘉手納飛

行場及び普天間飛行場を含む各米軍施設を視察をし、

基地から派生するさまざまな問題の実情の把握に努め

てきたところでございます。

　北谷町砂辺地区につきましては、基地外居住者の増

加に伴う問題が起きていると聞いており、私も状況を

把握していきたいと考えているところでございます。

　農林水産業に係る御質問の中で、耕作放棄地の対策

について答弁させていただきます。

　耕作放棄地の対策につきましては、19市町村で地域

耕作放棄地対策協議会を設置をし、雑木等の除去、土

壌改良、ハウスの整備や農地の利用調整などを行って

おります。

　平成20年度におきましては18.3ヘクタールが再生整

備され、さとうきび、パイナップル、シマナー、ソバ

などが作付されております。また、地域協議会未設置

の市町村につきましては、事業説明会等を開催し、７

市町村で設立を予定いたしております。

　沖縄県としましては、関係機関と連携をし、平成23

年度を目途に350ヘクタール程度の耕作放棄地の再生

利用を進めてまいる所存でございます。

　次に、八重山圏域と台湾との交流推進に係る御質問

にお答えいたします。

　ことし４月15日に船舶や航空機の定期便の開設や相

互往来による生活圏構築などを目指す「台湾東部・沖

縄八重山諸島観光経済圏国境交流推進共同宣言」が発

表されました。

　これは、これまでの与那国町と花蓮市、そして宜蘭

県蘇澳鎮と石垣市という姉妹関係が台湾東部と八重山

圏域という圏域的な観光経済圏へと発展する基礎がつ

くられたものと理解をいたしております。

　県といたしましては、今後とも台湾との人的・経済

的交流の促進を図りたいと考えているところでござい

ます。

　次に、国際交流に係る御質問の中で、沖縄国際映画

祭の来沖者数、観客動員数などなどの御質問にお答え

いたします。

　この御質問は、４の鰯のアとイが関連いたしており

ますので一括して答弁させてください。

　第１回の沖縄国際映画祭は、国内外から500人を超

える映画監督、俳優、マスコミの方々のほか、多くの

観客が来沖いたしました。また、４日間の開催期間中

の観客動員数は11万人を数え、大きな盛り上がりとな

りました。

　第２回の沖縄国際映画祭は、来年３月中旬から下旬

にかけまして開催され、期間の拡大を初め、海外の映

画祭との連携を図るなどさらなる内容の充実が予定さ
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れております。

　次に、メア総領事の言動に係る御質問にお答えいた

します。

　報道で伝えられる総領事の発言は、沖縄の基地形成

の歴史的経緯や、今なお沖縄県に存在する広大な米軍

基地に対する県民感情に配慮を欠いている面があるの

ではないかと考えているところでございます。

　次に、佐藤栄作元首相に関する御質問にお答えいた

します。

　佐藤栄作元総理は、非核三原則や東アジアにおける

平和の増大への貢献を理由としてノーベル平和賞を受

賞されたと言われております。

　佐藤元総理のこのような御功績がノーベル委員会に

よって評価されたものと理解をいたしているところで

ございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　基地問題についての御

質問で、新嘉手納基地爆音訴訟の判決についてお答え

いたします。

　県としても、今回の訴訟を大きな関心を持って見

守ってまいりましたが、損害賠償請求の範囲がＷ値

（うるささ指数）75以上となるなど、原告の皆様の主

張の一部が認められた判決になっております。日米両

政府は、この判決を踏まえ、嘉手納飛行場の騒音の軽

減等に努めるべきであると考えております。

　県としては、今後とも引き続き日米両政府に対し、

嘉手納飛行場における航空機騒音の軽減を粘り強く働

きかけていきたいと考えております。

　同じく基地問題で、基地外居住者の実態等について

お答えいたします。

　県内における米軍人等の施設・区域外居住者の人数

については、防衛省から市町村別の居住者数が公表さ

れております。また、米軍によると、基地外居住者に

対しては、米国政府予算により住居手当が支給されて

いるとのことであります。

　同じく基地問題で、米軍人等の住民登録についてお

答えいたします。

　日本国籍を有しない者については、住民基本台帳法

第39条により、同法に規定する住民基本台帳への記録

等、同法を適用しないこととなっております。

　また、外務省によると、米軍関係者が外国人登録を

していないことについては、日米地位協定第９条第２

項の「合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家

族は、外国人の登録及び管理に関する日本国の法令の

適用から除外される。」との規定により、外国人登録

法の適用から除外されるとのことであります。

　同じく基地問題で、基地内住宅の実態と入居率につ

いてお答えいたします。

　政府は、平成20年３月、照屋寛徳衆議院議員の質問

主意書に対し、「米側から、平成20年１月31日の時点

で、沖縄県に所在する施設及び区域については、米国

政府が建設した住宅も含め、8139戸の住宅があり、そ

のうち6484戸に米軍の構成員等が入居しており、その

入居率は約８割であるとの説明を受けている。」と答

弁しております。 

　同じく、米軍基地から出入りする軍人等の実数につ

いてお答えいたします。

　県は、防衛省及び在沖米軍から、年１回、軍人・軍

属・家族の人数等について情報提供を受けております

が、県外の基地等から直接県内の米軍基地に入る人数

については公表されておりません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　基地外居住の米軍関係

者の車庫証明手続についてお答えいたします。

　基地外に居住する米軍人・軍属などの車庫証明手続

につきましては、平成16年の日米合同委員会の合意に

より、同年９月１日以降は車両の保管場所が米軍の施

設・区域外にある場合には、我が国の車庫法に従って

車庫証明書を取得することとなっております。

　車庫証明については、申請された保管場所が適正に

確保されているかを調査、証明するものでありますか

ら、法律上に定められています車庫証明の申請時に提

出される書類の様式には申請者の氏名、保管場所の位

置、車両の規格が必要項目として記入されております

が、職業は記載事項となっていませんことから、申請

者が米軍人・軍属なのかは把握できません。

　また、車両の登録ナンバーにつきましては、車庫証

明取得後に陸運事務所において登録されますことか

ら、その実態については把握できません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　基地問題について

の質問の中の、米軍関係者が飼っている闘犬種等の管

理への対応についてお答えいたします。

　米軍関係者が飼っている闘犬種を含め放し飼い等、

管理が不適切な犬について、日ごろから沖縄県動物愛
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護管理センターが市町村や県警と連携して捕獲を実施

しております。あわせて飼い主に対する指導も行って

おり、平成21年５月に沖縄市でピットブルが逸走した

案件を受け、県では、同年６月に在日米軍沖縄調整事

務所長あて闘犬種を含む犬の適正な飼い方について指

導を徹底するよう文書で依頼したところであります。

　続きまして、福祉行政の御質問の中の、保育所認可

がペースダウンした原因と待機児童解消の目標につい

てお答えいたします。

　私立保育所の認可につきましては、平成18年度に17

カ所、平成19年度に11カ所、平成20年度に８カ所と

なっております。

　認可数が減少している要因としては、保育の実施主

体である市町村財政が厳しい状況下にあることが考え

られます。

　平成20年11月に実施した待機児童実態調査では、保

育所定員を平成20年４月時点より5400人程度ふやすこ

とができれば、待機児童の解消が見込まれるという調

査結果を得ております。

　待機児童の解消については、平成20年度に保育所入

所待機児童対策特別事業基金及び「安心こども基金」

が設立されており、各市町村に対し、これら基金を活

用した保育所の創設等を働きかけ、待機児童の解消に

努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　基地問題との関連

で、アスベストが使用されている施設名についての御

質問にお答えいたします。

　本件に関する糸数参議院議員の質問において、国

は、提供施設整備によりキャンプ・コートニー、嘉手

納飛行場及びキャンプ瑞慶覧に建設された通信所等４

棟の天井等に、建設当時、石綿含有率が５％以下の吹

きつけロックウールが使用されていたと答弁しており

ます。

　さらに、具体的な施設名について沖縄防衛局に問い

合わせたところ、米軍の施設の機能に関することでこ

れ以上は公表できないとのことでありました。

　県としましては、アスベストに係る工事等が行われ

る際には、国内法令に準拠した通知を行うよう、関係

機関へ申し入れを行っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　労働行政について、

職業能力開発校の役割等についての御質問にお答えし

ます。

　県立職業能力開発校においては、施設内での訓練の

ほか、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施

しております。

　平成19年度においては、597名の入校者に対し、職

業に必要な技能・知識を習得させることにより、就職

率が84％になるなど雇用情勢の改善に重要な役割を果

たしていると考えております。

　次に、同じく非常勤講師の補充についての御質問に

お答えします。

　来年３月末で任期満了となる非常勤講師は10名おり

ますが、その後任の確保については、早期に公募を行

うとともに、関係機関へ周知を行っていきたいと考え

ております。

　また、欠員が生じないよう、人材の確保を容易にす

るため、職業訓練指導員免許に関する周知や、職業訓

練指導員試験の実施などにより、免許保持者をふやし

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、耕作放棄地の地域別の実態についてお答えしま

す。

　平成20年度の耕作放棄地全体調査の結果によります

と、沖縄県の耕作放棄地は2950ヘクタールで全耕地面

積の7.5％となっております。

　地域別では、北部地域が992ヘクタールで、全耕作

放棄地面積の33.6％、中部地域が589ヘクタールで

20％、南部地域が543ヘクタールで18.4％、宮古地域

が476ヘクタールで16.1％、八重山地域が350ヘクター

ルで11.9％となっております。

　次に、同じく北中城村のアーサの生産状況について

お答えいたします。

　平成21年のアーサの生産量は、漁協からの聞き取り

調査によりますと、県全体で80トン、北中城村では20

トンとなっております。これは、過去５年間の平均生

産量に対し、県全体では81％、北中城村では40％と

なっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　農林水産業の振興に

ついて、養殖アーサに係る環境調査の実施についてお

答えいたします。
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　泡瀬地区埋立工事に当たっては、濁りの流出を防止

するため、汚濁防止膜を二重に展張しております。ま

た、工事による影響を監視するため、汚濁防止膜の内

側と外側及び埋立地周辺において水質調査を定期的に

実施しております。

　調査結果によると、工事現場からの濁りの流出は確

認されていないことから、北中城村の養殖アーサ不作

と工事の因果関係はないものと考えておりますが、こ

れまで実施していない北中城村側における調査の必要

性について、現在、検討しているところであります。

　次に、国際交流について、航空路践回改善の要請に

ついてお答えいたします。

　航空機の航空路は、国際民間航空機関の基準により

定められており、国の専権事項となっております。

　県としても、要請のある新たな航空路が設定される

ことにより、台湾東部と八重山圏域の人的交流が促進

され、観光産業を中心とした両地域の発展が期待され

るものと考えております。そのため、関係部局と連携

し、どのような形で支援できるのか検討していきたい

と考えております。

　次に、地域の課題について、白比川改修事業につい

てお答えいたします。

　白比川は、国道58号から上流大村橋までの整備区間

約１キロメートルについて、平成13年度に事業着手

し、平成20年度までに米軍施設用地を含め用地買収は

完了しております。

　県は、平成19年３月に米軍施設用地の返還申請を

行っておりますが、米軍施設内にある建物の移転交渉

について協議が難航しており、工事は未着手でありま

す。

　今後とも、地元北谷町の協力を得ながら、早期に整

備ができるよう米軍や関係機関と協議を図っていく考

えであります。

　同じく、洪水被害への対策についてお答えいたしま

す。

　現在、米軍施設内にある建物の移転交渉が難航して

いることから、当面の措置としては、現河道の護岸の

かさ上げや河床掘削など、出水時に対処するための暫

定的な工法を検討しているところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、国際交流につ

いての御質問で、修学旅行の補助対象についてお答え

いたします。

　県内の中学校で実施される修学旅行の見学地につき

ましては、「公立小学校・中学校の修学旅行実施基

準」に基づき、九州の範囲内で実施することとなって

おりますが、所管の教育委員会において、特別な事情

があると認めた場合には見学地の見直しができること

となっております。

　修学旅行は、特別活動の「旅行・集団宿泊的行事」

として学習指導要領に位置づけられており、そのねら

いを達成するために、生徒の心身の発達に応じた日程

や健康安全を確保するとともに、保護者の経済的な負

担等を考慮する必要もあります。

　そのため、今回の要請につきましては、当該市町村

教育委員会の意見を十分に聞くなど、調整してまいり

たいと考えております。

　次に、空手道世界大会の進瀧等についてお答えいた

します。

　「2009沖縄伝統空手道世界大会」には、世界43カ国

から842名、県外からは166名の参加申し込みがあり、

県内参加者を含めると6000名を超える盛大な大会が開

催される見込みであります。

　これまで沖縄県代表選手選考会や大会50日前イベン

ト等を開催するなど、大会本番に向けて機運の醸成を

図っております。

　実行委員会予算については、当初、3500万円を見込

んでおりましたが、その後の見直しにより2800万円と

なり、このうち2000万円が県補助金となっておりま

す。

　今後、大会実施本部の設置及び総合リハーサルを計

画するなど、大会の成功に向けて万全を期してまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕

○瑞慶覧　功君　再質問を行います。

　基地問題についてですけれども、米軍関係者の30％

近くが民間地域に住んでいて、そして、その家賃は先

ほど米政府から出ているというふうにおっしゃってい

ましたけれども、どう考えても今アメリカは軍事費の

削減を図っているわけですから、あんなに基地の中は

20％近くも空いている状況でそれだけのお金を出すと

は思えない。また日米両政府、得意の密約というのが

あるのかなと思っています。

　伺います。

　去年の質問の中でもあったんですけれども、基地外

居住許可は、基地内住宅の居住率が95％に達しない限

りは許されないと国会答弁されています。

　伺います。
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　許されないというのであればチェックする機関があ

るはずですが、どこの管轄になっているか。この問題

はとても追及しづらい問題です。なぜなら、ローンや

生活のために米軍関係者に家を貸している町民もいる

からです。しかし、最近では町外や本土の人間が投資

目的で米軍関係の住宅を建てていると。新しくて大き

い。そして家賃は、だれかがほとんど出してくれる。

ということで、古い住宅から新しいところへ引っ越す

という現象も起きているわけです。

　基地外住宅は宣撫工作の一環だと思うんですけれど

も、でもどうせやるのなら、日ごろ迷惑をかけている

地元の人間を対象にすべきだと思います。しかし、基

本的には今の基地内住宅を空き家にしたやり方は、税

金の無駄遣いにほかなりません。先ほどもありまし

た、１年前の答弁でもありましたけれども、8139戸の

住宅のうちの８割、6484戸が入っていて、空き家が

1655戸もあると。これは平均家賃25万で計算しますと

５億円近く――１年ですね――無駄にしている計算に

なるわけです。

　基地外住宅についてですが、民間地域に住むのであ

れば、当然、日本の法律に準じた手続を踏むべきでは

ないでしょうか。米軍関係の大きな事件・事故絡みで

日米地位協定がクローズアップされますけれども、日

常の基本的なルールさえ守られてない現実が問題だと

思います。

　伺います。

　米軍関係の基地外居住者のいる市町村との意見交換

と、その対策はどうなっているか。そして知事、先ほ

ど、まだごらんになってないと思うんですけれども、

知事にはぜひ砂辺の基地外基地の状況を視察していた

だきたいと思います。

　基地問題が改善されない原因は、やはり日米地位協

定にあると思います。沖縄の負担軽減を言うなら、日

米地位協定の抜本的見直しが不可欠です。働きかけや

交渉を繰り返すばかりではなく、よく粘り強く交渉す

ると、あるいは働きかけていくということの答弁が多

いんですけれども、やっぱり効果が見られないでは同

じことを繰り返してもポーズに受け取られてしまうん

ではないかと。やっぱり両政府を突き動かすために具

体的な県民運動を取り組んでいく必要があるんではな

いでしょうか。知事の見解を伺います。

　北中城村のアーサ養殖についてですけれども、生産

高が例年の半分以下、20トンまで落ち込んでいると。

価格にすると1000万以上のマイナスになると思いま

す。

　６月３日の新聞によると、内閣府は環境調査で水質

汚濁は確認されてない、地元の漁民も原因がわからな

いとしており、工事の影響ではないと考えているとの

見解を示したとあります。

　先ほどの答弁を聞いていますと、県も同じ認識のよ

うですけれども、私が前回の議会で強く求めたのは、

従来やっているそういう監視的な調査のことを言って

いるわけじゃないんですね。潮の流れの変化とか、あ

るいは養殖網に付着した泥の成分を分析するとか、そ

ういうことを影響がないとするならば、それを立証す

べきだということを言ったわけです。

　やはりそれはぜひ、今から検討するというような話

で何の前進もしてないので、これはおかしいんじゃな

いでしょうか。

　もう時間がないので、最後に、ケビン・メア総領事

の言動には多くの県民が怒っています。知事に更迭運

動の先頭に立ってほしいとは申しませんけれども、沖

縄の尊厳にかかわる問題は党派を超えて一丸となって

目的を果たすまで主張し続けなければならないと思い

ます。

　日米地位協定、教科書問題、不発弾問題に対する政

府の対応には誠意が見られません。沖縄問題をうやむ

やにさせないために、今こそ沖縄の尊厳をかけて県民

は立ち上がるべきではないでしょうか。これは意見と

して終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時57分休憩

　　　午後７時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　瑞慶覧議員の再質問に答弁

させていただきます。

　この砂辺地域を視察せよという御下命ですが、これ

はぜひ視察したいと考えております。

　それから次の地位協定、その他についても、日米両

政府にただ粘り強く要請する、要求するというだけで

はなかなか実効が出ないではないかというような、確

かにおっしゃるとおりでして、これはある意味で文字

どおり実効性ある措置というのをいろいろ考えて取り

組んでまいりたいと思いますが、いずれにしましても

県議会の先生方と手を組んで、実効性ある措置という

のをやっぱり編み出していく必要があるなと、つくづ

く考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　在日米軍が基地外に居
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住するときの基準は何かというお尋ねでございまし

た。

　それぞれに空軍・海軍・陸軍それから海兵隊等々基

準がございまして、例えば空軍ですと、兵長から３等

兵までの単身者であって配属が３年に満たない者、及

び特定重要配置に配属される者を除くすべての軍人と

いうふうにそれぞれの軍ごとに基準があるようでござ

います。

　それから基地外居住者について、今の問題含めてな

んですけれども、市町村と意見交換を行う必要がない

かというお尋ねでございました。

　米軍基地から派生する問題の解決に向けては、県と

米軍基地を抱える市町村で構成する軍転協で協議して

いるところであり、基地外居住者の問題につきまして

も意見交換を行っているところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　北中城村における調

査についての再質問にお答えいたします。

　北中城村側における環境調査については、現在検討

中であります。いま少し時間をいただきたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、29日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時２分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

當 山 眞 市

仲 宗 根　 　 　 悟

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成21年６月29日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ５ 号）
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議　　事　　日　　程　第５号

平成21年６月29日（月曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで

甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第10号議案　専決処分の承認について

乙第11号議案　専決処分の承認について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 5 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年６月 29日（ 月曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　諸般の報告につきましては、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議

案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　一般質問を行います。

　日米両政府の密約がアメリカの公文書で明らかにな

り、日本政府のかつての関係者も真実を述べていま

す。核持ち込みについては、４名の外務省事務次官経

験者がその存在を認め、外務官僚が信頼する橋本、小

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　黒　島　師　範　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
委　　員　　長　　鎌　田　佐多子　さん
職 務 代 理 者

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　比　嘉　久　晶　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

３　番　　中　川　京　貴　君
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渕等の首相、外相には報告したと述べています。

　また、沖縄返還に際する密約も2006年に返還交渉の

当事者であった当時の北米局長が密約の存在をマスコ

ミで証言しました。しかし、日本政府はいまだに密約

の存在を否定し続けています。そのため、東京地裁裁

判長から国側に対し、密約がないのであれば米国側の

文書はどう理解するのかと厳しく質問されています。

日本政府は、密約を開示すべきだと思います。

　伊芸被弾事件については、租田議員が２月定例会

で、「弾は米軍のものだが、だれが撃ったのかいまだ

に不明という。アンヤレー、ウレー恩納連山に潜む

「キジムナー」がはげ山にされたこれまでの恨みを晴

らすために弾を撃って警告をしたんだろうか。」と述

べ、「沖縄の伝統文化に基づいてユタさんに犯人捜し

をお願いする以外にはないのではないか。」とまで述

べています。

　６月16日金武町議会は、キャンプ・ハンセン内レン

ジ７を含む伊芸地域の基地を全面撤去すること等の要

請決議をしています。警察、政治、行政が力を結集

し、解決したいものです。

　嘉手納基地の騒音、爆音も負担軽減どころか、外来

機がふえて以前よりひどくなっていると地元の中川議

員から聞いております。中川議員には、米軍になめら

れてはいかん。騒音の激しい嘉手納、北谷両町で大規

模な抗議集会をしたらどうかと私の方から闘うことを

提案しています。

　環境影響評価は、アセス逃れを画策し、後出しに次

ぐ後出しを続け、オスプレイ隠しや県知事意見の複数

年調査も意図的に無視しています。県は厳しい姿勢で

臨むべきです。

　農林水産部は、県営林道開設費に関する県民意見を

６カ月以上も公表しませんでした。とりわけ２月定例

会前に公表しなかったのは、議会の追及逃れと予算を

通すためのこそくな手段ではないかと思います。

　そこで質問します。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、名護市真喜屋区の米軍セスナ機墜落事故で散布

された消火剤による土壌汚染の調査費約45万円を日本

政府が負担したことについて知事の所見を伺いたい。

　芋、今年度の知事訪米について、渉外知事会での訪

米及び単独訪米の時期と要請内容を伺いたい。

　鰯、允は取り下げます。

　印、米国において日米両政府の密約文書が開示さ

れ、当時の外務省の責任ある高級官僚たちが密約の存

在を認めているにもかかわらず、日本政府は否定し続

けている。その中には沖縄返還にかかわる密約もあ

る。日本政府の対応について知事の所見を伺いたい。

　２、基地問題について。

　茨、伊芸被弾事件について。

　ア、米軍側は事件発生日は12月11日とし、３月に発

表した最終報告書で米軍と被弾事件は無関係としてい

た。警察庁の西村審議官は衆院外務委員会で、「県警

が12月10日と説明し米軍側の理解を得たと承知してい

る」と答弁したが、米軍側は伊芸被弾事件について米

軍演習によるものと認めているのか。

　イ、事件発生日を12月10日と確認できたことを受け

て後、県警は基地内立入調査を実施したか。

　ウ、県は、演習の中止を含む訓練内容の見直しを求

めているか。

　芋、嘉手納町が屋良で測定している08年度の騒音発

生回数は、この５年間で最多を記録しているとのこと

である。県は、負担軽減が実現していると考えている

か所見を伺いたい。

　鰯、嘉手納町が要求している基地使用協定につい

て、日本政府は米側と交渉していないとのことであ

る。政府の姿勢について県の所見を伺いたい。

　允、環境影響評価について。

　ア、オスプレイ配備は、米軍ではＳＡＣＯ以来公然

の事実である。オスプレイ隠しのアセスについて県の

所見を伺いたい。

　イ、1700万立方メートルの海砂使用について、採取

区域及びその周囲の概況等を明確にしアセスを行うべ

きではないか、県の所見を伺いたい。

　ウ、ジュゴンについて複数年調査を求めるべきでは

ないか、県の所見を伺いたい。

　エ、辺野古沿岸域のジュゴンの個体、個体群の維持

及び沖縄県全体のジュゴン個体群の維持についての予

測・評価はされているか。県は、ジュゴン個体群の維

持についての予測・評価を求めるか所見を伺いたい。

　オ、昨年３月10日の予算特別委員会で私の方法書や

り直しについての質問に対し、「新たに埋立区域とな

る部分の面積が修正前の埋立区域の面積の20％以上で

あることが要件」と答えました。去る４月18日の新聞

報道によると、県は町村信孝官房長官（当時）との水

面下交渉で55メートルの２段階修正で110メートルの

移動を求めたとのことですが、事実か伺いたい。ま

た、55メートルの２段階は環境影響評価の範囲内修正

（面積20％以内）が理由か伺いたい。

　カ、最新の世論調査によると普天間飛行場代替施設

建設に伴う環境影響評価について、防衛省の「環境に

及ぼす影響は総じて少ない」との説明に対し、「納得

できない」80％、「納得できる」７％となっている。
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圧倒的多数の県民が「納得できない」と回答している

事実について県の所見を伺いたい。

　３、観光振興について。

　茨、世界同時不況と新型インフルエンザで沖縄観光

が厳しい状況にある。今年度予算の沖縄観光特別対策

事業費の３億500万円を有効な施策に充てることが求

められている。３億500万円の主な使途について伺い

たい。

　芋、海外富裕層の誘客について。

　ア、中国の沿岸地域及び内陸部の富裕層への宣伝誘

客活動について伺いたい。

　イ、ロシアの富裕層への宣伝誘客活動も今後重要に

なると思う。ロシア富裕層への誘客活動について伺い

たい。

　鰯、県内では、英語、中国語、ハングル語、スペイ

ン語の語学研修が長年実施されており、アメリカ、イ

ギリス、中国、韓国、スペインで語学を学んだ人材も

豊富である。しかし、ロシア語の人材は皆無に近い。

ロシア語人材の育成も必要と思う。県の所見を伺いた

い。

　４、林道建設について。

　茨、県営林道開設費に関し、県民意見（パブリック

コメント）の内訳や件数を長期間公表しなかった理由

を伺いたい。また、県民意見の内容、内訳、件数につ

いて伺いたい。

　芋、森林緑地課が県文化環境部や環境省に意見照会

を求めたことに対する回答（意見）の要旨を伺いた

い。

　鰯、林道建設実施の県方針は、県民意見及び県文化

環境部や環境省の意見を踏まえた上での判断か説明を

求める。

　５、我が会派の代表質問との関連について質問しま

す。

　当銘議員の農業問題との関連、食料自給率改善の見

通しと地産地消、とりわけホテルにおける県産農産物

の利用状況を伺いたい。

　仲村議員の沖縄学生会館再建との関連、教育委員会

は学生会館の果たした役割を高く評価しているとのこ

とです。当然のことながら、建設に前向きな姿勢で検

討委員会を設置し対応していると思います。教育長の

所見を伺いたい。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新里議員の御質問に答弁させていただきます。

　基地問題の中で、嘉手納飛行場の騒音に係る御質問

にお答えいたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては前回の一時配備から１カ月余りで再度

配備されたことなどから、依然として目に見える形で

の負担軽減があらわれているとは言えないと考えてお

ります。

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわら

ず、米軍の訓練等により県民に被害や不安を与えるこ

とがあってはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初め

とした周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及び

日米両政府に対し強く要請したところであります。

　同じく基地問題の中で、代替施設の移動距離に係る

御質問にお答えいたします。

　県としましては、日米両政府が合意した案を基本に

しながらも、地元の意向や環境に十分配慮する観点か

ら、可能な限り沖合などへ寄せてほしいということを

政府に求めているところであり、110メートルの移動

を求めたことはありません。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、セスナ機墜落事故の土壌汚染調査費に

ついてお答えいたします。

　沖縄防衛局によると、本件調査費は、「合衆国軍隊

等の行為等による被害者等に対する賠償金の支給等に

関する省令」第３条の規定に基づき支出したとのこと

であります。

　この件に関して、政府は、去る５月22日に照屋寛徳

衆議院議員の質問主意書に対して、「省令第３条に基

づく調査は、合衆国軍隊等の行為等による事故の発生

を知ったすべてのものに対して行っており、我が国政

府が日米地位協定第18条の規定に基づく請求を処理す

る上で必要なものであることから、我が国政府がこれ

に要する経費を支出するものであり、不適切な支出に

当たらないものと考えている。」と答弁しており、県

としても被害に対する速やかな対応が行われたものと

考えております。

　同じく知事の政治姿勢で、知事訪米の時期等につい

てお答えいたします。

　渉外知事会としての訪米は、現在会長県であります

神奈川県と日程等について調整を行っているところで

あります。
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　訪米に際しては、沖縄県がこれまで要望してきた日

米地位協定の見直しの中でも、特に環境問題等を中心

に米国政府や連邦議会等の関係機関に対し過大な基地

負担を担っている地元の声を伝え、理解と協力を求め

たいと考えております。

　また、県単独の知事訪米については、現時点におい

て具体的な検討を行っておりません。

　同じく知事の政治姿勢で、日米密約についてお答え

いたします。

　４人の外務事務次官経験者が核持ち込みに関する密

約の内実を証言したとの報道について、藪中外務事務

次官は、去る６月１日の記者会見において、そのよう

な密約は存在しないし、これは歴代の総理、外務大臣

も繰り返し説明をしている旨発言しております。

　県としては、日米間の密約について承知しておりま

せん。

　次に、基地問題についての御質問で、キャンプ・ハ

ンセンにおける演習中止等についてお答えいたしま

す。

　金武町伊芸区における銃弾事案について、県警は引

き続き捜査中とのことでありますが、今後このような

事故の再発防止を図るためには、原因の徹底究明が不

可欠であり、米軍は県警の捜査に協力すべきでありま

す。

　県としては、銃弾が米軍の演習によるものであった

場合には、演習の中止を含め、訓練内容の見直しを求

めていくべきものと考えております。

　同じく基地使用協定についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場から派生する諸問題の解決を図るため

には、同飛行場の周辺地域の住民や自治体の理解と協

力を得ることが不可欠であり、政府は、地元の要望等

を受けて、日米間で協議し、その実現に努めるべきで

あると考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　伊芸における流弾事案

についてお答えいたします。

　初めに、米軍側は米軍演習によるものと認めている

かについてでありますが、本年４月１日米軍側が示し

た報告書では本事件は米軍の訓練との関係がないとし

ておりますが、その結論は現在も変わっていないもの

と承知しております。

　県警察は、現在米軍側が結論の根拠としている事項

について米軍側と協議等を行っているところでありま

す。

　次に、県警は基地内立入調査を実施したかについて

でありますが、本年５月中旬から石川署長名の文書で

在沖米海兵隊訓練担当責任者に対し現場調査を要請し

ており、現在米軍側とその協議を行っているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　基地問題との関連

で、準備書にオスプレイの記載がないことについてお

答えをいたします。

　平成21年６月15日付で、事業者から県へ準備書につ

いての住民等の意見概要及びそれに対する事業者見解

が送付されてきたところですが、事業者は、オスプレ

イの沖縄への配備について、これまで外交ルートによ

り累次にわたり米側に確認しているところ、従来より

具体的に決まっていないとの回答を得ていることか

ら、オスプレイについて環境影響評価の対象としてい

ないとの見解を示しております。

　県としましては、環境影響評価の結果が示された準

備書について、科学的・客観的に適切なものであるか

十分に審査し、必要な意見を述べてまいりたいと考え

ております。

　次に、海砂採取に係るアセスの実施についてお答え

をいたします。

　事業者は、埋立土砂約2100万立方メートルのうち約

1700万立方メートルの土砂について購入するとしてお

ります。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取は、その目的と

事業者が異なるため、環境影響評価法で定める「事

業」の定義から判断して本事業の環境影響評価に含ま

れるものではありません。

　土砂等の販売業者が行う土砂の採取による環境影響

については、当該業者が各種関連法令に基づき必要に

応じ適切に措置されるものと考えております。

　なお、事業者は、辺野古ダム周辺区域において事業

者みずからが行う土砂採取については、関連工事とし

て環境影響評価を実施しております。

　次に、ジュゴンの複数年調査と個体群維持について

の予測評価について一括してお答えをいたします。

　県は、方法書に対する知事意見において、ジュゴン

の生活史等に関する調査を複数年実施するよう求めた

ところであります。

　事業者は、既往の調査結果や文献等の資料を勘案す

ることによって、可能な限り生活史の把握に努めたと

して既存文献等と現地調査結果を用いて予測・評価を
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行っており、ジュゴンの個体及び個体群維持に対する

影響はほとんどないと予測しております。

　県としましては、ジュゴンについての環境影響評価

の結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分に

審査をし、必要な意見を述べてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、県民の80％が環境アセスは納得できないとの

世論調査についてお答えをいたします。

　平成21年４月１日に県へ送付されてきた準備書にお

いては、事業者である沖縄防衛局が実施した調査結果

の概要や、予測・評価の結果、環境保全措置の内容等

が示されております。

　県としましては、事業者が実施した環境影響評価の

結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分に審

査する考えであります。そのため、準備書について知

事意見を述べるに当たっては、名護市長及び宜野座村

長の意見を勘案し、住民等意見に配意するとともに、

環境影響評価審査会からの答申を踏まえ、環境の保全

の見地から意見を述べてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興について、

沖縄観光特別対策事業の主な使途についての御質問に

お答えします。

　沖縄県では、昨今の不況に伴う観光客の減少を防ぐ

対策として沖縄観光特別対策事業を実施しておりま

す。

　主な内容としては、観光情報サイト「真南風プラ

ス」を活用したキャンペーンや、首都圏を中心とする

観光ＰＲイベントの実施、新聞・ラジオ・テレビ等メ

ディアを活用したＰＲを実施するとともに、新規団体

旅行客への支援制度を発足させたところであります。

また、海外においては、特に中国からの誘客を図るた

め、富裕層会員制クラブを活用した観光セミナーなど

を実施いたしました。夏までにはインターネットを活

用した沖縄観光情報発信を強化するとともに、沖縄旅

行関係雑誌記者や映像関係者招聘などに取り組んでま

いります。

　次に、中国の富裕層への誘客宣伝活動についての御

質問にお答えします。

　中国では、ことし７月から個人観光ビザ発給が開始

されることになっております。

　沖縄県では、中国の富裕層誘客を図るため、県内の

旅行社等と連携し、北京市の富裕層向け会員制クラブ

で沖縄観光セミナーを開催したところであります。今

後、上海市でも同様の取り組みを実施してまいりま

す。また、経済発展の著しい内陸部では西安市でセミ

ナーを開催したほか、秋ごろには成都市においても沖

縄観光物産展を開催し、沖縄の魅力を発信してまいり

ます。

　次に、ロシア富裕層への誘客活動についてとの御質

問にお答えします。

　近年、多くのロシア人観光客が東南アジアのリゾー

ト地を訪れており、海洋性リゾート地である沖縄への

関心も徐々に高まっていると聞いております。現在、

ロシア語の観光パンフレットの作成等に取り組んでい

るところであり、今後は、日本政府観光局と連携を図

りながら、ロシア人富裕層などの誘客に努めてまいり

たいと考えております。

　同じくロシア語人材の育成についてとの御質問にお

答えします。

　県内においては、ロシア語に対応できる人材につき

ましては、民間通訳５名のほか、沖縄県国際交流・人

材育成財団のボランティア登録者が１名、県内大学の

ロシア人留学生が１名などと非常に少ないのが現状で

あります。

　これらの人材の育成確保につきましては、今後のロ

シア人観光客の動向を見きわめながら対応してまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　林道建設の中で、県

民意見の公表と内容、件数についてお答えいたしま

す。

　林道環境調査の結果に対する県民意見については、

平成20年12月10日から平成21年１月９日までの１カ月

間県民に対し意見を募ったところ、県内外から96件の

意見がありました。

　件数の内訳では、北部５名、中南部85名、八重山１

名、県外５名となっております。

　意見の内容は、これ以上の林道建設は必要ない、ヤ

ンバルは世界遺産の候補地だから保全すべき、楚洲仲

尾線を中止せよ、林業は地域経済の重要な産業であ

り、産業基盤としての林道は必要不可欠であるなどと

なっております。このうち建設の中止が87名、環境調

査等が十分でないとの意見が７名、林業が必要との意

見が２名でありました。

　県民の意見については、ホームページに掲載する予

定でありましたが、林道建設方針の作成準備や関係機
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関との調整、また年度末等であったことなどから公表

しておりませんでしたが、早急に公表することとして

おります。

　公表がおくれたことについては、対応が十分でな

かったことから、今後このようなことがないよう適切

な対応に努めていく所存であります。

　同じく林道建設についての中で、環境省や文化環境

部からの意見についてお答えします。

　林道環境調査に係る環境省の意見としては、保全措

置については効果が確立されていないこと、既存の林

道の環境調査を行い、その評価を踏まえた上で、今回

建設予定の林道について影響を評価することなどの意

見がありました。また、文化環境部の意見としては、

自主アセスの実施や自主的な事業説明会を検討し、専

門家や地域住民の意見を反映されるよう配慮するこ

と、赤土流出防止対策について沈砂池等の最終処理対

策を検討すること、計画中止を含めて検討することな

どの意見がありました。

　同じく林道建設の中で、林道建設の実施方針につい

てお答えいたします。

　林道建設については、環境省、県文化環境部を初

め、林道建設環境調査検討委員会の意見、県民の意

見、林業関係者等との調整を踏まえ、５路線の中か

ら、人工林が多く収穫時期などとなっている、環境へ

の負荷の少ない、伊江原支線、伊江Ⅰ号支線の２路線

について、環境保全に配慮しながら平成21年度から実

施することを平成21年２月に方針として定めたところ

であります。 

　次に、我が会派の代表質問との関連で、食料自給率

及び地産地消の状況についてお答えします。

　本県の食料自給率は、平成19年度の概算値で、前年

よりも１ポイント増加し33％となっており、平成23年

度の食料自給率目標を40％に設定しております。ホテ

ルにおける県産農林水産物の利用状況は、平成19年度

の重量ベースで28％の利用となっております。

　県としては、食料自給率の向上を図るため、農林水

産業振興計画に基づき、拠点産地の形成による生産供

給体制の強化や農林水産業の基盤整備など、各種施

策・事業を総合的に推進してまいります。特に、県産

農林水産物の県内消費拡大を図るため、沖縄県地産地

消推進計画に基づき、観光関連施設における県産食材

料理フェアの開催や島野菜レシピコンテストの実施、

学校給食等における県産食材の利用促進、直売所及び

量販店等における販売促進、「おきなわ食材の店」登

録の推進など、地産地消推進運動を幅広く展開してい

るところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは我が会派の代表

質問との関連についての御質問で、沖縄県県外学生寮

検討委員会の方向性についてお答えいたします。

　沖縄学生会館については、老朽化によりやむなく閉

寮したところでありますが、今後のあり方については

県外学生寮の意義や必要性について改めて検証すると

ともに、その事業効果や財政的な負担等の観点から慎

重に検討しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　再質問を行います。

　知事の政治姿勢の印、密約についてですが、私の質

問は日本政府の対応について知事の所見を求めていま

す。

　答弁は、外務次官のこの答弁の内容、説明内容を

長々と述べて承知していないと、こういう形で終わっ

ていますが、もうこれだけアメリカでも明らかになっ

て、そのアメリカで開示されることによって日本の外

務省のかかわった皆さんがみんなその事実を認めて述

べているわけですよ。それも裁判になって、裁判官か

らもう国の側は徹底的に追及されている。裁判官が徹

底的に追及するというのはこれはもう珍しいことです

よね。そこまで来ているときに、沖縄県の知事として

それをどう見るのか、しかも沖縄にかかわる密約も

あったわけですから、それを聞いているんで、せめて

例えば第三者機関をつくって全容を解明すべきとかそ

れぐらいの姿勢を持つべきじゃないかと思うんです

が、どうなんですか。

　それから伊芸の被弾事件の件ですが、金武町議会が

レンジ７を含む伊芸の基地全面撤去を求めています。

県にも強い姿勢を持ってほしいという要望がありま

す。もう一歩踏み込んだ姿勢が必要と思いますが、所

見を伺います。

　それから環境影響評価のジュゴンに関することで

す。

　県は、１年以上前の平成20年３月10日の予算特別委

員会で私の質問に対して、複数年調査のことについて

私はこういうことを言ったんです。2014年の施設完成

スケジュール、国はそれに合わせているので複数年調

査をする気がないんじゃないのかと、１年で切り上げ

ようとしているんじゃないのかということを私は言っ

たわけですよ。そのときに私は、それで防衛局とけん
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かしてでも複数年調査をさせろとこういうことを話し

てきたわけですが、県は方法書、準備書、その都度必

要な意見を述べますという答弁をしました。強い姿勢

で臨むと理解していいかと言ったときに、そのように

対応していきたいという答弁をしていたんですが、

きょうのものはちょっとトーンダウンしてきたのかな

という感じを受けました。ここは県の方としては、複

数年調査必要だとずっと言い続けてきたわけですか

ら、国はやろうとしていない。我々が予想したとおり

になってきた。もっと強い姿勢で臨んで、複数年調査

しなければやり直せというぐらいの姿勢を持つべきだ

と思うんですが、いかがですか。

　それからジュゴンの最小個体が三、四年前までは５

頭と言われていましたよね、いろんな調査で５頭。今

回１年限りの調査をして最小個体数３頭と言ってい

る。それからこれまでの環境省などの調査では、ジュ

ゴンと藻場の広域調査という調査がありまして、平成

17年までやって平成18年に報告が出ております。ここ

は専門家の名前もちゃんと出していますよ。どこかの

黒塗りとはちょっと違うんですね、どっちが信頼でき

るかなんですが。この環境省などの調査では、平成17

年３月７日にジュゴンが宜野座沖から辺野古沖へ移動

していることを示すような中身が出ております。です

から、ジュゴンが突然いなくなった。一体何なのか

と。むしろ米軍の演習激化やこの間のいろんな調査活

動で騒々しくなって、ジュゴンは非常にそういうもの

に敏感なようですから、ジュゴンが来られない状況が

つくられてしまったんじゃないのかと、こういうこと

が専門家から言われています。その辺を県はどう認識

しておられますか。

　それから林道ですが、公表しなかった理由に、年末

であったことや調整に時間がかかったと言っていま

す。私はこれは理由にならないと思う。２月定例会ま

でに１カ月以上あったんですよ。１カ月かかっても調

整で手間取ってできませんでしたなんていうのは、こ

れは理由にならない。どうもあのとき、野党がこの林

道予算は認めないでおこうということでお互いに調整

に入ったと。それをわかって、これを公表したらまず

いなと、議会対策上困るなと。これを公表したらこれ

はもう反対されてしまうという皆さんのこそくな手段

でやったんじゃないですか。本音のところをお聞きし

たい。

　それからさらに、この林道問題に関しては先ほど２

路線について環境に配慮しながら建設を進めることを

決めたと言っていますが、私が質問でも言っているよ

うに文化環境部、環境省、県民意見の圧倒的多数、90

何％は反対ですよ。そういうものを皆さん知っていな

がら、それでもなおかつ強引に林道建設を進めようと

した。農林水産部は林業と自然との共生をうたってい

ますよ。現状は自然破壊そのものです。ごらんになれ

ばわかりますよ。

　そういう状況の中で、皆さんがこのように秘密裏に

しながら進めたのは、むしろ県は林道建設ありきの姿

勢であったのではないかと思わざるを得ませんが、ど

うですか。

　最後に、要望を行います。

　観光振興についてですが、私は２年ほど前の３月に

中国の海南島に行きました。海南島には、中国の内陸

部の人たちがたくさん、1000名余りぐらい観光に見え

ていました。そしてロシアの人たちが来ているんで

す。どちらかというとロシア富裕層かなと思われる人

たちが来ておりました。中国の内陸部の人たちは、海

を見に来ていました。海を見たことがない。海を見て

もう大騒ぎしていましたね。それからそのロシアの人

たちは――３月ですが、海南島は非常に暖かいもので

すから――泳ぎに来ていました。

　それを考えると、実はこの海南島で私を案内した人

は、海南島の海は世界で２番目に美しいと言っていま

した。１番はどこかというとカリブ海と言っていまし

た。２番はこっちだと言っている。私が見たところ、

沖縄の方がはるかにきれいなんです、本人にはそう言

いませんでしたが。

　それから考えると、もう中国の内陸部の人たちも一

定の中流階級の皆さんが海を見始めていますから、そ

れをやはり沖縄に引き寄せる。それからロシアの人た

ちももう沖縄に来てもらうということをひとつこれか

ら考えるべきと思いますので、要望してこれは終わり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新里議員の再質問に答弁さ

せていただきますが、６問ございましたが、その１問

目につき答弁させてください。

　この密約に係る御質問ですが、確かにこれは国政上

の重要な外交問題とも言えると思います。したがっ

て、国民に疑問が残ることがないよう、国政の場で

しっかりとこれは議論をしてもらいたいと考えており

ます。
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○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　被弾事故についての再

質問にお答えいたします。

　今回の事案につきましては、伊芸区では過去にも実

弾射撃訓練に伴います施設外への被弾がたびたび発生

しており、地域住民に大きな不安を与えていることか

ら、区民の皆様が米軍や演習のあり方に対し不審を抱

くことは当然だというふうに考えております。原因の

徹底究明が不可欠であり、米軍は県警の捜査に協力す

べきであるというふうに考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問で、ジュゴン

に係る複数年調査の実施及び個体群についての再質問

に一括してお答えさせていただきます。

　事業者は、既往の調査結果や文献等の資料を勘案す

ることによって、また航空機調査等の結果によって

ジュゴンの生活史、あるいは生息状況等を可能な限り

把握したとしておりますので、その結果に基づく予

測・評価が適切なものであれば、実質的に複数年の調

査等を実施したものと同等とみなすことができます。

　県としましては、事業者が行った環境影響評価の結

果が適切なものであるかを十分に審査することとして

おり、環境影響評価の結果が適切なものでないと判断

された場合は、再度複数年の調査等必要な調査の実施

について意見を述べることを検討いたします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質問にお答えしま

す。

　県民意見がおくれた理由についてお答えします。

　県民の意見につきましてはホームページに掲載する

予定でありましたが、林道建設方針の作成準備や関係

機関との調整、また年度末等であったことなどから公

表しておりませんでしたが、早急に公表することとし

ております。

　公表がおくれたことについては、対応が十分でな

かったことから、今後このようなことがないよう適切

な対応に努めていく所存であります。

　次に、県は林道建設ありきではなかったかについて

お答えします。

　林業は、ヤンバル地域において重要な地場産業であ

り、林業は木材の安定供給を図る上から必要な施設で

あると考えております。

　県民意見については、林道建設環境調査の結果を公

開し、環境保全措置について広く県民から意見を募る

ことを目的として実施されたところでありますが、県

民の意見は林道建設に反対でありました。

　林道建設については、環境省、県文化環境部を初め

林道建設環境調査検討委員会の意見、県民の意見、林

業関係者等との調整を踏まえ、これらを総合的に判断

し、５路線のうち環境面積が小さくかつ環境への負荷

が少ないことに加え、人工林が多く収穫適期が到来し

ている伊江原支線、伊江Ⅰ号支線の２路線について21

年度から建設すること、２路線の工事の施工に当たっ

ては、環境モニタリング調査や環境保全措置の実施を

行い、貴重動植物の移動、移植マニュアルを整備する

こと、残りの３路線については、２路線の環境保全措

置の成果を踏まえ、環境保全に配慮しながら建設する

ことを平成21年２月に方針として定めたところでござ

います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　発言通告に従い質問を行いますが、

その前に、質問通告後に報道のありました県人材育成

財団の海外派遣廃止、留学生廃止につきましては、通

告しております教育行政ともあわせて極めて重要な問

題であり、事前に議事課及び当局にも連絡しておりま

すので、質問したいと思います。

　県人材育成財団の海外派遣問題についての経過と対

応について、まずお聞きしたいと思います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、米軍再編と沖縄基地について質問します。

　ア、仲井眞県政になって米軍基地の演習激化、原潜

寄港回数、米軍犯罪など米軍基地関係の派生する問題

で、県民負担の軽減になったものがありますか。

　イ、グアム協定の関係で海兵隊員8000人、家族9000

人の移転とのことであるが、沖縄県の資料では在沖海

兵隊員は１万2402人、家族7598人から見ると海兵隊員

は約4000人、家族はゼロとなるのか、知事の見解を問

う。

　芋、核兵器廃絶問題について。

　ア、オバマ米国大統領の核兵器廃絶への発言は心か

ら歓迎するものです。アメリカに前向きの変化を促し

た根本の力は、被爆者の方々が核兵器のない、核戦争

のない世界をと戦後一貫して訴え続けてきたことを初

めとする、平和を願う世界の諸国民の運動の成果であ

ります。
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　米国の核戦略体系に組み込まれている米軍基地の

島、沖縄県知事として、核兵器緊急廃絶のための知事

の対応を問うものです。

　イ、核兵器緊急廃絶を目指す県庁一周の「核兵器廃

絶・核トマホークくるな昼休みデモ」は、1984年２月

から毎週金曜日の昼休みに行っております。26周年、

1323回を終えておりますが、知事の感想を伺います。

　鰯、日米密約問題について。

　ア、核搭載した米軍艦船などの日本への立ち寄りを

容認した核密約の存在が、これまでの複数の次官経験

者から取材で明らかになったと報道されています。沖

縄は米国の核戦略の重要な基地として強化されていま

す。知事の認識と見解を問うものです。

　イ、米軍犯罪に関する日米地位協定に関する密約に

ついて、知事の見解と対応を問います。

　ウ、沖縄返還協定に伴う日米密約について、知事の

見解を問います。

　允、普天間基地問題について質問します。

　普天間飛行場・普天間基地の３年閉鎖問題に関する

知事公約の破綻は、この間の議論を通じて明白ではな

いでしょうか。この問題について、今後、具体的にど

のように対応をされるのか、知事の見解を問うもので

す。

　２、辺野古新基地建設問題について。

　茨、普天間飛行場の代替施設の環境アセス準備書に

ついて、以下質問します。

　ア、普天間飛行場の代替施設の環境評価準備書に対

する知事の見解と対応を問います。

　イ、世論調査で県民の８割以上が反対している「方

法書」に対する住民意見書は487通に対し、今回の

「準備書」に対する意見書は5317通となっています。

知事の認識と見解を問います。

　ウ、2007年８月に提出された最初の方法書は事業内

容がわずかな抽象的な記載で、どのような基地が建設

されるのか、具体的内容が明記されていない方法書で

した。知事に質問をしても具体的な回答が寄せられま

せんでした。そういう不法不当なものであったと思い

ます。

　方法書への住民意見の提出期限終了後の追加・修正

で初めて、飛行機の種類にジェット機を追加、集落上

空の飛行もあり得ると修正、920メートルと430メート

ルの誘導灯、３カ所の洗機場を追加、飛行機の弾薬庫

を積みおろしする場所を追加、1700万立米の海砂採取

などが判明しました。

　今回の準備書では４カ所のヘリパッド、汚水処理浄

化槽、係船機能つきの護岸、すなわち軍港等が追加さ

れているなど、環境アセス制度の趣旨を侵害する「史

上最悪の独善アセス」と専門家は指摘しております。

環境影響評価法第28条に基づき、方法書からやり直す

べきであると思います。

　エ、環境影響評価に係るアドバイザー専門家氏名を

公表すべきであります。知事も公表を求めるべきでは

ありませんか。

　３、福祉・保健・医療行政について。

　茨、肺炎球菌ワクチンの接種への公的援助を行うべ

きではないか、公的援助の現状と当局の見解と対応を

問うものです。

　芋、細菌性髄膜炎ワクチン（ヒブワクチン）の接種

への公的助成について、現状と当局の見解と対応を問

うものです。

　鰯、安田診療所問題について質問します。

　安田診療所の問題につきましては、この間取り上げ

てまいりました。そういう面で改めて安田診療所の再

開の方向が村営ということで報道されておりますけれ

ども、これまでの当局の対応と見解を問うものです。

　允、公立病院改革ガイドラインについて質問しま

す。

　公立病院改革ガイドラインは、地域医療と自治体病

院の根本にある医療制度の連続改悪・医師養成抑制政

策・地方交付税削減などについて根本的な見直しを行

わないばかりか、安倍政権時代の「骨太の方針2007」

をそのまま引き継ぎ、社会保障・医療費削減政策を推

進しようとするものです。地域の医療崩壊という事態

に対応する医師の確保のための具体策についてなどは

全く触れられておりません。

　主要な経営指標について数値目標を掲げた「経営効

率化」、日赤など公的病院等を含む「再編・ネット

ワーク化」、地方独立行政法人化や指定管理者制度の

導入、民間への事業譲渡や診療所化などを含む「経営

形態の見直し」の３つが述べられています。自治体と

自治体病院にとって最も重要な地域の医療の実態・課

題をどのように把握し、それをどのように改善してい

くかという視点が全く欠落している中身であります。

　ア、自治体の公的な責任の縮小・放棄につながり、

地域医療が一層後退する危険がある公立病院改革ガイ

ドラインについて当局の見解と対応を問うものです。

　４、県立病院行政について。

　茨、県立病院のあり方について質問します。

　ア、「県立病院のあり方に関する基本構想」は、最

終的に「公立病院改革ガイドライン」の公立病院の公

的な責任の縮小・放棄につながる独立法人化を目指す

内容となっているのかお聞きいたします。
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　イ、病院事業局は、現行の公営企業法の全適の病院

経営を継続する立場で取り組んでいるのか、見解と対

応を問うものです。

　芋、定数条例の見直し。

　医師、看護師等の医療スタッフの状況はどうなって

いますか。また、その対応について当局の見解と対応

を問うものです。定数条例を見直して、医療スタッフ

を正職員で採用できるようにする必要があるのではな

いでしょうか。

　鰯、看護体制について。

　看護師の確保のためにも７対１看護体制を早期に実

施することが必要ではありませんか。

　５、浦添看護学校について。

　茨、浦添看護学校の役割と実績、国家試験合格率な

どの現状について。

　芋、浦添看護学校は再々の県議会決議にこたえて、

私は県立看護学校として存続すべきであると思います

が、当局の見解を改めて問うものです。

　６、教育行政について。

　茨、文化財保存行政。

　国指定重要文化財・新垣家住宅の修復保存につい

て、保存の進瀧状況と予算割合について問うもので

す。

　芋、県立博物館・美術館の管理運営について。

　ア、県立博物館・美術館での「アトミックサンシャ

インの中へin沖縄　日本国平和憲法第９条下における

戦後美術」の展示で昭和天皇をモチーフにした作品を

非展示としたことについて、見解を問うものです。

　鰯、高校授業料の減免制度について質問します。

　ア、授業料滞納による出席停止処分の生徒の状況と

対応について問うものです。

　イ、高校授業料の減免の状況について説明してくだ

さい。

　ウ、半額免除の内訳とその判断基準と運用について

説明してください。

　エ、授業料免除の条件について、「生活困難となっ

た者の子弟」が減免の対象となっております。経済的

困窮が要件であります。この本来の趣旨から「減免の

条件に学業成績良好であること」の現規定の内容は削

除すべきではないでしょうか。

　允、高校授業料の国際比較。

　ア、ＯＥＣＤ加盟国の中で、高校授業料を無償とし

ている国々が圧倒的であるが、当局の認識と見解を問

う。

　印、ＩＬＯ・ユネスコについて。

　ア、「ＩＬＯ・ユネスコ教員の地位に関する勧告」

について、当局の認識と見解を問うものです。

　咽、教職員評価制度について。

　ア、評価結果を本人に文書で開示するとともに、内

容の是正を求める苦情処理を制度化することについ

て。

　イ、教職員評価制度について、恣意的・主観的評価

を招く相対評価を行わないこと。学校目標・教職員目

標の中に数値目標を押しつけないこと。

　ウ、評価結果は処遇に反映させないこと。

　以上のことについて、お答えを願います。

　員、「指導不適切教員」認定制度について質問しま

す。

　ア、「指導不適切教員」認定の現状と対応について

問います。

　イ、「指導不適切教員」認定に際しては、判定委員

会における本人の弁明の機会を保証すること。その

際、同僚・弁護士の同席を保証する。また、校長から

の具申内容を本人に開示するとともに、異議申し立て

権を保障すること。当局の見解と対応を問うもので

す。

　答弁によりましては、時間の許す範囲で再質問を行

います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず、知事の政治姿勢に係る御質問の中で、核兵器

廃絶及び昼休みデモについてという御趣旨の御質問な

んですが、１の芋のアとイが関連しておりますので一

括して答弁させていただきます。

　沖縄県は、これまで核廃絶に向けて「非核・平和沖

縄県宣言」を行っており、あらゆる国による核兵器の

実験に対してその都度抗議を行うとともに、マスコミ

を通じて訴えているところでございます。

　核兵器廃絶に向け、国民一人一人がみずからの問題

として取り組むことは大変重要なことであると思いま

す。

　私は、世界で唯一の原子爆弾の惨禍を受けました被

爆国の国民として、また、悲惨な地上戦を経験しまし

た県民として、地球上から核兵器がなくなることを

願っております。

　次に、同じく政治姿勢に係る御質問の中で、３年め

どの閉鎖状態の実現に関する御質問にお答えいたしま

す。

　県としましては、普天間飛行場の危険性を放置する

ことはできないことから、同飛行場のヘリ等の運用を
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極力低減をし、３年をめどに危険性の除去、騒音の軽

減を図ることを機会あるごとに政府に対し求めている

ところでございます。

　普天間飛行場の閉鎖状態の実現につきましては、去

る４月８日に開催されました第９回移設措置協議会に

おきまして河村官房長官から、「危険性の除去、騒音

の軽減等について、さらに検討を加速させたい」旨の

発言がありました。

　県としましては、今後とも協議会やワーキングチー

ムにおきまして率直な意見交換を重ね、３年めどの閉

鎖状態の実現に努めてまいりたいと考えております。

　次に、辺野古基地建設問題に係る御質問の中で、準

備書に対する見解という御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　事業者であります沖縄防衛局は、調査結果の概要や

環境影響評価の結果、環境保全措置の内容等を記載し

ました準備書を作成して、平成21年４月１日に県へ送

付しております。

　県としましては、環境影響評価の結果が示された準

備書につきまして、名護市長及び宜野座村長の意見を

勘案し、住民等意見に配意するとともに、環境影響評

価審査会からの答申を踏まえ、環境の保全の見地から

意見を述べてまいりたいと考えております。

　次に、県立病院に係る御質問の中で、基本構想と公

立病院の責任についてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　地方独立行政法人は、その地域において確実に実施

されることが必要な公共性の高い事業を、効率的かつ

効果的に行わせることを目的とし地方公共団体が設立

する法人であり、公的な責任の縮小、放棄につながる

ものでは全くありません。また、基本構想において示

したとおり、平成24年度以降の病院事業の経営形態に

つきましては、現時点では結論を留保しているところ

であります。

　医療は、県民の生命及び健康を守り生活の安心を支

える重要な機能であり、地域において必要とされる医

療提供体制を確保することは県の責務であると認識い

たしております。

　したがいまして、県立病院の果たすべき役割であり

ます離島医療、救急医療、小児・周産期医療など地域

において必要とされる医療は、仮に病院事業の経営形

態が地方独立行政法人に移行した場合にあっても、県

が担うべき政策医療として位置づけ堅持していきたい

と考えているところであります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、基地問題の負担軽減についてお答えい

たします。

　航空機騒音などの演習の状況、米軍構成員等による

犯罪検挙件数、原子力艦の寄港回数について、平成18

年12月以降、目立った現象はなく、依然として目に見

える形での負担軽減があらわれているとは言えないと

考えております。

　「再編実施のための日米のロードマップ」では、海

兵隊司令部及び約8000人の将校・兵員等が2014年まで

に沖縄からグアムに移転することが示されており、こ

れが実現されれば基本的には基地負担の軽減が図られ

るものと理解しております。

　県としては、国際社会における安全保障、地主や駐

留軍従業員の生活、跡地利用計画などを総合的に勘案

して、米軍基地のさらなる整理縮小を求め、県民の過

重な基地負担の軽減に取り組んでまいります。

　次に、グアム移転後の人数についてお答えいたしま

す。

　去る４月15日の参議院本会議において中曽根外務大

臣は、グアム移転協定に言う海兵隊の数については、

定員数で、その家族の数については要因の定員数を踏

まえたいわば概数であり、グアム移転が実現した後の

在沖海兵隊の定員は約１万人になると説明を受けてい

るとの趣旨の答弁をしております。

　同じく知事の政治姿勢で、日米の核密約についてお

答えいたします。

　４人の外務事務次官経験者が核持ち込みに関する密

約の内実を証言したとの報道について、藪中外務事務

次官は、去る６月１日の記者会見において、そのよう

な密約は存在しないし、これは歴代の総理、外務大臣

も繰り返し説明をしている旨発言しております。

　県としては、日米間の密約について承知しておりま

せん。

　同じく裁判権放棄等の密約についてお答えいたしま

す。

　裁判権放棄等の密約については承知しておりません

が、県は、従来から日米地位協定の見直しの中で、日

米合同委員会の合意事項について速やかに公表する旨

を明記するよう求めているところであります。

　同じく日米の返還密約についてお答えいたします。

　沖縄返還をめぐる日米密約については、政府は、平

成19年５月、鈴木宗男衆議院議員の質問主意書に対し

「沖縄返還に際する支払に関する日米間の合意は、第
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67回国会における琉球諸島及び大東諸島に関する日本

国とアメリカ合衆国との間の協定についての審議が行

われた当時から歴代の外務大臣等が一貫して繰り返し

説明しているとおり、沖縄返還協定がすべてであ

る。」と答弁しております。

　県は、密約の有無については承知しておりません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　辺野古新基地建設問

題との関連で、5317通の住民等の意見書についての御

質問にお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る準備書に対し

5317通もの意見書が提出されたことは、地元住民を初

め県民・国民の関心が非常に高い事業であると認識し

ております。

　県としましては、今後、知事意見を述べるに当た

り、こうした住民等の意見にも十分配意するととも

に、名護市長及び宜野座村長の意見を勘案し、環境影

響評価審査会からの答申を踏まえ、環境の保全の見地

から意見を述べてまいりたいと考えております。

　次に、ヘリパッド等が追加されたことによる手続の

再実施についての御質問にお答えいたします。

　アセス法及び条例で定める「軽微な修正」について

は、事業諸元と一定の数値的要件が規定されており、

埋立事業に係る事業諸元は「埋立区域の位置」で、飛

行場事業に係る事業諸元は「滑走路の長さ」と「飛行

場区域の位置」であります。準備書において追加・修

正されたヘリパッドや汚水処理浄化槽などはこれらの

事業諸元ではないことから、手続の再実施は必要とな

りません。

　次に、事業者に助言した専門家の氏名公表について

お答えいたします。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例では、

基本的事項及び技術指針において、専門家等から助言

を受けたときは、その内容と当該専門家等の専門分野

を明らかにすることを定めておりますが、氏名まで明

らかにすることは求めておりません。

　なお、専門家からの助言内容につきましては、準備

書において示されております。

　県としましては、環境影響評価の結果が示された準

備書について、科学的・客観的に適切なものであるか

十分に審査をし、環境影響評価審査会の答申等も踏ま

え、必要な意見を述べてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉・保健・医療

行政についての御質問の中の、肺炎球菌ワクチン接種

への公的援助の現状と対応についてお答えいたしま

す。

　肺炎球菌ワクチンのうち、主に高齢者の肺炎予防の

ためのワクチンに対する公費助成は、全国で102自治

体が助成を行い、県内では２町で実施されています。

いずれも平成21年度から助成を開始しましたので、県

としましては、両町における接種状況や効果等につい

て他市町村に対しても情報提供していきたいと考えて

おります。

　なお、乳幼児の髄膜炎等の感染を予防するための肺

炎球菌ワクチン（通称七価ワクチン）につきまして

は、国内ではまだ承認されておりません。

　続いて、ヒブワクチン接種に対する公的助成の現状

と見解についての御質問にお答えいたします。

　細菌性髄膜炎は、平成20年の県内の報告数が年間で

30例となっており、一般的にその約６割がインフルエ

ンザ菌ｂ型の感染によるものと言われております。

　インフルエンザ菌ｂ型を予防するためのワクチン

（ヒブワクチン）は、平成19年に国内で承認され、平

成20年12月より接種が開始されました。

　なお、接種方式は任意接種となっていますので、費

用の公費助成については全国の状況を見守りたいと思

います。

　続きまして、安田診療所再開への対応と見解につい

てお答えいたします。

　安田診療所の再開については、県としましては１次

医療の責務を担う国頭村の主体的な対応を見守ってき

たところであります。今回の診療所の再開について

は、同村が住民の要請に対してこたえたものと理解し

ております。

　今後、安田診療所の設置や運営について、国頭村に

対し適切に助言し協力していきたいと考えておりま

す。

　続きまして、「公立病院改革ガイドライン」につい

てお答えいたします。

　総務省が示した「公立病院改革ガイドライン」の基

本的な考え方は、改革を通じ公・民の適切な役割分担

のもと、地域において必要な医療提供体制の確保を図

ることにあると理解しております。

　県においては、今般「県立病院のあり方に関する基

本構想」を策定したところであり、今後は、同基本構

想に基づき、地域において必要とされる医療の持続的
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な提供、県立病院の医療水準の向上及び病院現場の勤

務環境の改善という改革の目的の実現に向けて取り組

んでまいります。

　次に、浦添看護学校について、浦添看護学校の役割

と実績及び国家試験合格率についてお答えいたしま

す。

　浦添看護学校は、県内で唯一、定員40人の２年課程

看護第一学科を設置しており、准看護師が看護師国家

試験受験資格を得るための教育課程を実施しておりま

す。また、看護師不足が見込まれている「看護職員需

給見通し」を勘案し、平成21年度から定員80人の３年

課程看護第二学科を設置し、看護師の養成を図ってい

るところであります。

　浦添看護学校は、昭和52年の開校以来、平成20年度

までの間、2810人の卒業生を輩出しており、本県の看

護職員の人材確保に寄与しております。

　浦添看護学校の国家試験の受験状況については、例

年高い合格率で推移しており、平成20年度の合格率

は、２年課程全日制が100％、定時制が96.2％となっ

ております。

　浦添看護学校の存続についてお答えいたします。

　浦添看護学校の存続につきましては、これまでの県

議会の決議書等を重く受けとめ、庁内での検討を進め

てきた結果、看護職養成の必要性から養成施設として

継続していくことを決定したものであります。

　県内の民間におきましては、４養成所、１大学で看

護職の養成が行われており、民間による看護職の養成

実績、学校運営のノウハウも培われております。

　このような状況を踏まえ、県は、浦添看護学校を看

護師養成所として民間に移譲することとし、平成20年

２月に公募を行い、同年12月に移譲先を決定しまし

た。平成21年４月には移譲予定先と基本協定書を締結

し、現在、移譲に向けた事務を進めているところであ

ります。

　県としましては、今後、県と民間の役割分担を踏ま

え、看護師養成所への運営費補助や看護教員の資質向

上を目的とした講習会の開催、修学資金貸与事業の拡

充などを図っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院行政につい

ての御質問の中の、地方公営企業法の全部適用での病

院経営についての御質問にお答えします。

　現在、病院事業は地方公営企業法の全部適用下で運

営されており、その運営責任を負っている病院事業局

としては、諸課題の解決に取り組む責務があります。

　このため、経営再建計画を策定し、不良債務や資金

不足の解消等を図るとともに、病院長への大幅な権限

移譲、看護師採用試験における受験年齢制限の撤廃、

病院専門職員や経営企画職員の採用試験の実施、７対

１看護体制への移行に向けた具体的な検討、経営アド

バイザリーの活用及び体系的な研修制度の検討など、

これまで指摘されてきた県立病院の諸課題に取り組ん

でいるところであります。

　また、去る４月の第１回経営改革会議において経営

再建計画実行宣言を行い、病院事業に携わるすべての

職員が不退転の決意で経営再建に取り組むことを確認

したところであります。

　続きまして、医療スタッフの状況と定数条例の見直

しについてお答えします。

　県立病院の医療スタッフの状況については、６月１

日現在、医師の欠員数は４人、看護師の欠員数は67人

となっており、そのため、八重山病院の耳鼻咽喉科が

診療休止、北部病院の産婦人科及び宮古病院の眼科で

診療制限をしているほか、中部病院で52床、南部医療

センター・こども医療センターで59床を休床しており

ます。

　病院事業局としては、医療スタッフの確保を最も重

要な課題の一つであると位置づけ、あらゆる手段を活

用して欠員の解消に取り組んでいるところでありま

す。

　なお、看護体制については、局内に看護体制検討

チームを設置し、定数条例の見直しを含めて検討して

いるところであります。

　続きまして、７対１看護体制の早期実施についての

御質問にお答えします。

　７対１看護体制については、急性期病院としての医

療機能の向上はもとより、看護職員の業務緩和の面か

らも早期に実施する必要があると考えております。

　このため、去る５月に「看護体制検討チーム」を設

置し、看護師確保や病床規模の見直し、給与体系の検

討、定数条例との関係など、経営再建と両立する７対

１看護体制を実現するための諸課題の検討に着手した

ところであります。

　７対１看護体制の本格実施に当たっては、定数条例

や給与体系など経営再建への影響が大きい課題があ

り、慎重に検討する必要があります。このことから、

７対１看護体制実施の影響を具体的に検証するため、

遅くとも平成22年４月からは先行的に試験実施を行い

たいと考えております。

　現在、７対１看護体制移行に伴う看護師数や経営改
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善の緊急性などを総合的に勘案して、南部医療セン

ター・こども医療センターでの試験実施を検討してお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育行政につ

いての御質問で、新垣家住宅の保存についてお答えい

たします。

　新垣家住宅は、伝統的な壺屋陶工の住宅形式を知る

上で貴重なものとして、平成14年に国の重要文化財に

指定されました。当初から保存・修理の必要性が指摘

されていましたが、修理にかかる負担額や所有者が多

数いることなどから同意が得られない状況でした。こ

れまで所有者、那覇市、県が協議を続けていました

が、この３月の長雨と経年による腐食で倒壊しまし

た。

　登り窯の解体格納調査事業は、９月から事業に着手

できるよう文化庁及び那覇市と協議を進めておりま

す。

　今後の保存・修理については、母屋が老朽化で非常

に危険な状況にあることからこれを先行し、作業場、

離れ、登り窯、敷地内環境整備の順に行う計画で約５

年間を見込んでいます。

　なお、予算割合については、本年度は国庫補助を

85％まで引き上げられるよう文化庁と調整中です。残

りの額の補助率については、県及び那覇市でおのおの

7.5％としています。

　次に、県立博物館・美術館で作品を非展示としたこ

とについてお答えいたします。

　「沖縄県立博物館・美術館の設置及び管理に関する

条例」では、「博物館法」に基づき、「歴史、芸術、

民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、保管

し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供

し、」と設置の目的が示されています。

　このたびの美術館での展示は、県が主催する企画展

であり、美術館の責任で展示作品を選定したものであ

ります。

　選定に当たっては、教育委員会が所管します公的な

教育機関において、学習指導要領等に基づき児童生徒

の心身の発達段階や特性を考慮するという観点から、

子供たちが鑑賞・学習するには教育的配慮が必要であ

るとの判断に至ったものであります。

　次に、授業料滞納による出席停止処分の状況と対応

についてお答えいたします。

　各県立高等学校においては、授業料を滞納している

生徒について直ちに出席停止をするのではなく、保護

者に電話連絡や文書による通知、家庭訪問の上、納入

方法の相談等さまざまな指導を行っております。

　授業料滞納による出席停止の状況としましては、平

成16年度569人で、１校当たり月平均0.7人、平成17年

度448人で、１校当たり月平均0.6人、平成18年度320

人で、１校当たり月平均0.4人、平成19年度332人で、

１校当たり月平均0.5人となっております。

　なお、平成20年度については、現在調査中でありま

す。

　次に、授業料減免の状況についてお答えいたしま

す。

　県立高等学校の授業料の減免については、経済的理

由により授業料の納付が著しく困難な生徒に対して授

業料の免除または減額を行うことにより、有為な人材

の育成を図るものであります。

　平成21年度の一括申請に係る減免承認者は4485人

で、前年の同時期と比較して347人の増、減免率は

9.7％、0.7ポイントの上昇となっております。

　次に、半額免除の内訳等についてお答えいたしま

す。

　県立高等学校の授業料減免については、「沖縄県立

高等学校等の授業料徴収条例」、「同条例施行規

則」、「県立高等学校の授業料減免取扱要領」に基づ

き承認を行っているところです。

　全額免除については、生活保護の所得基準に準じて

基準を設定しているところであり、半額免除について

は、全額免除の基準のおおむね1.2倍の額となってお

ります。

　授業料の減免に当たっては、このほか、病気療養

者・自宅外通学者の有無、学業成績等も踏まえて審査

を行っているところであります。

　平成21年度の一括申請に係る状況ですが、半額免除

は1322人、前年度同時期と比較して140人の増となっ

ております。

　次に、学業成績に係る条件についてお答えいたしま

す。

　授業料減免を受ける際の条件として、授業料徴収条

例施行規則第３条の２に、学業成績良好であることと

定められております。

　しかしながら、家庭の事情等により成績が減免の基

準以下である場合においても、本人に勉学の意欲が見

られ、改善が期待できる等の校長意見書がある場合に

は、弾力的に対応しているところであります。

　次に、ＯＥＣＤ加盟国の高校授業料についてお答え

いたします。
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　高等学校の授業料の無償化については、各国の事情

や諸条件が異なる中で、おのおのの教育制度等によっ

て定められているものと理解しております。

　我が国においては、受益者負担の観点から、一定の

授業料を負担していただいているものであります。

　次に、「ＩＬＯ・ユネスコ教員の地位に関する勧

告」の見解等についてお答えいたします。

　「ＩＬＯ・ユネスコ教員の地位に関する勧告」は、

1966年にＩＬＯも協力し、ユネスコがパリで開催した

特別政府間会議において採択されたものであると認識

しており、その対応については国において検討される

ものと考えております。

　次に、教職員評価システムに係る開示と苦情処理等

についてお答えをいたします。

　教職員評価システムについては、「学校における信

頼関係の醸成を図るとともに、評価の公正性・公平性

に資する」観点から、評価結果の開示や苦情処理等に

ついて規則等を定めております。

　評価結果については、最終評価者が総合評価を職員

本人に対して口頭で開示することとなっております。

また、職員が文書による開示を求める場合にも、所定

の手続を踏まえて文書で開示をすることとなっており

ます。

　評価内容の是正を求める苦情処理については、苦情

申出書の提出を受けて、苦情審査委員会で適切に対応

しております。

　次に、システムの評価及び数値目標等についてお答

えいたします。

　教職員評価システムの目標設定及び達成状況の評価

については、教職員の自己申告に基づき、管理職との

複数回の面談を通した絶対評価を行っております。

　また、数値目標については、教職員がみずからの業

務課題の達成目標として設定しているものであり、評

価者の適切で客観的な指導助言のもと、教職員の職能

成長につながるものであると考えております。

　県教育委員会としましては、評価者研修会等を実施

し、客観的かつ精度の高い評価がなされるよう努めて

まいります。

　次に、評価結果の処遇への反映についてお答えいた

します。

　教職員評価システムは、「幼児児童生徒の教育保

障」、「教職員の資質向上」、「学校の活性化・説明

責任の明確化」の３点を目的として実施しておりま

す。

　教職員評価システムにおける評価結果の処遇面への

反映については、国や他都道府県等の動向を総合的に

勘案しながら慎重に検討していきたいと考えておりま

す。

　次に、指導が不適切な教員の認定等についてお答え

いたします。

　平成20年４月の教育公務員特例法の一部を改正する

法律の施行に伴い、本県においても「指導が不適切な

教員の認定の手続き等に関する規則」等を策定しまし

た。

　指導が不適切な教員の認定に当たっては、同規則等

に基づき、校長が当該教員に通告するとともに、指導

及び観察を実施し、教育委員会へ報告することとなっ

ております。県教育委員会は、校長からの報告を受

け、認定に関して審査委員会へ付議することとなって

おります。

　なお、本県においては、平成20年度及び21年度にお

ける指導が不適切な教員についての報告はありませ

ん。

　県教育委員会としましては、今後とも、信頼関係に

満ちた明るい職場環境づくりを支援するとともに、教

科指導や生徒指導の研修等を充実し、教員の資質向上

に努めてまいります。

　次に、指導が不適切な教員の見解と対応についてお

答えいたします。

　指導が不適切な教員の認定につきましては、当該教

員の人権等に細心の注意を払うとともに、学識経験

者、人権擁護関係者、保護者代表等から成る審査委員

会の公正公平な審議に基づいて行われることとなって

おります。

　また、認定を行う際にも、規則等により、教員の意

見を述べる機会や校長からの具申内容の開示、異議申

し立て権等が保障されております。

　なお、規則等により、審査委員長が必要と認めると

きには、委員以外の者を出席させ、意見を聞くことが

できることとされております。同僚や弁護士の出席に

ついても、審査の必要性を考慮して、審査委員長が判

断するものと考えております。

　次に、国費海外派遣事業廃止に係る新聞報道につい

ての御質問で、国費海外派遣事業廃止の経緯と対応に

ついてお答えいたします。

　平成９年度より開始した海外派遣事業は、沖縄県国

際交流・人材育成財団が国からの補助を受け実施する

高校生を対象とした「沖縄県高校生米国派遣事業」、

大学生・大学院生を対象とした「沖縄県人材育成海外

派遣事業」、一般社会人を対象とした「同時通訳者養

成事業」の３事業であります。

　「沖縄県高校生米国派遣事業」、「沖縄県人材育成
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海外派遣事業」は、事業計画に基づき、平成23年度ま

で継続される予定と聞いております。

　「同時通訳者養成事業」の募集の経緯につきまして

は、財団からの報告によりますと、１月に募集を開始

し、２回の選考試験を経て３月17日に４名の合格者を

内定しました。その後、３月末には、国から新規派遣

が厳しいとの連絡が入り、そのことを受けて４月には

事業の継続について要請をしてまいりました。しかし

ながら、５月末には、国の補助金見直しにより事業終

了を伝えられたため、新規派遣は困難と考え、やむな

く該当者なしとして受験生に通知したとのことであり

ます。

　財団としては、通知後の受験生や県民の反響を踏ま

え、改めて検討したところ、これまで選考事務を進め

てきたことや、受験生への影響を考慮して、該当者な

しを撤回し、本年度に限り、自主財源で４名の合格者

を派遣することとしたものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育行政の質問の中で、

授業料の減免等の私立高等学校の状況についてお答え

します。

　初めに、出席停止処分等の状況ですが、県内には全

日制の私立高等学校が４校あり、平成19年度と20年度

の出席停止処分状況を調査しましたところ、授業料滞

納を理由に出席停止処分をした事例はありません。

　次に、授業料の減免状況についてにお答えします。

　私立高等学校４校のうち、県の私立高等学校授業料

軽減費補助金を活用し授業料を減免している学校は１

校で、対象となった生徒数は、平成18年度が15人、平

成19年度も15人、平成20年度が20人となっておりま

す。

　なお、各学校では、それ以外に独自の奨学金制度を

活用したり、学資負担者と相談の上延納を認めるな

ど、授業料の滞納に対応しているところでございま

す。

　次に、授業料の半額免除と学業成績要件について一

括してお答えいたします。

　県が実施する授業料軽減費補助制度を活用した場合

の軽減額は、県立高等学校の授業料相当額月額9900円

でございますけれども、その額を軽減しております。

これは授業料の約３分の１程度であります。

　また、同制度は、学業成績を要件としておりませ

ん。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　では、再質問させていただきます。

　米軍再編の負担の問題でですね、陸軍がふえている

と思うんですけれども、平成17年、18年度と比べて陸

軍の状況はどうなっているかお答えをお願いしたいと

思います。

　知事、核兵器のことですけれども、核兵器廃絶とい

うことで、昼休みデモにはもう少し心のこもった答弁

があるかと思いましたけれども、26年続いております

けれども、雨の日も風の日も台風の日もですが、こう

いうのもあるということで、後でまたもう一回御所見

をお願いします。

　核密約を含めて密約問題が３つありますが、知事、

この日米、日本政府の密約問題に対して行政を預かる

者としてどういうような感想を持っているか。私は本

当にひどいなと思います。

　それとあと、核兵器の問題につきましては、知事、

沖縄には核兵器が持ち込まれていると思いますか。そ

こを御感想お願いします。

　それから海兵隊の問題ですけれども、いわゆるグア

ムにですね、皆さん今まで8000人減るんだと、9000人

減るんだと。この数字では、皆さんの資料では１万

2000人なんですよ。当然県民は、残るのは4000人だな

と。そしたら、米軍住宅も一戸大体6000万から7000万

の超豪華なものをつくってあげると。部隊の家族もい

なくなるんだなと思っています。ところが、さっきあ

りましたように、いや、これは定数なんだと、１万

8000人なんだと。だから、減るのは8000人で１万人に

なるんだと。それも後は定数だから、グリーン安保課

長は、いや、これはまたローテーションで回ってくる

んだというようなことを言っていたということを伊波

市長は国会の参考人の中で受けておりますけれども、

これはだましの手口じゃありませんか。

　皆さんは、負担軽減になるんだと言っておりますけ

れども、実質的には何ら変わらない。それはもう日米

安保条約のもとで米軍が部隊を再編する権限がある

と。そういう面では全くこのグアム協定の中身という

のは6000億円も日本の国民の税金を使うためのそうい

う非常に巧妙なだましの手口じゃないかなと思います

けれども、いかがでしょうか。

　そういう面で、外務省の見解じゃなくて、知事、皆

さんそういうふうに言ってきたわけだから、この外務

省の見解に対してどう思うのか、これを了とするのか

ですね、そこのところははっきりお答えを願いたいと

いうふうに思います。
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　アセスの問題につきましてはですね、ジュゴンを追

い出しておって、そしてまた飛行騒音のオスプレイや

タッチ・アンド・ゴーのことについても何にも触れて

いない。

　それから、海砂の問題もうちは玉城ノブ子さんがや

りましたけれども、また専門家の公表についても嘉陽

団長がやりましたけれども、全く情報公開、アセスの

趣旨に反している。そして、海砂が１万7000立米もや

られると、沖縄の海浜が、自然が破壊される。産卵の

卵も含めて破壊される。そうすると、知事の立場は

ちょっと寄せてもらえばいいですということで、海も

破壊し、山も破壊し、そういう面では、何を考えてお

られるのかと。そういう面で、普天間の３年閉鎖云々

言いましたけれども、そういう面で私は知事のこの判

断というのは非常に間違っている。これは海を守り自

然を守る、そういうためにはこれはやはりやめるべき

じゃないかなと思いますが、改めて見解をお聞きしま

す。

　それでそういう面で、私はやはり知事の「米軍再編

の確実な実施」というところが沖縄の状況が非常にひ

どいことになっている。３年閉鎖どころかですね、26

日ですか、知事、11機編隊の新聞を見てびっくりしま

したよ。あえてこの県議会が開かれている中で、知事

にあてつけかどうかわからないんだけれども、あれで

は３年閉鎖の状態どころじゃないですよ。かつてない

事態ですよ、かつてない事態。これについてどのよう

に考えているかお答えください。

　県立病院問題につきましては、ガイドラインという

のは診療所を減らしていく。医者が不足しているから

病床を減らす、そういうことが目的なんですよ。そう

いう面では、独立法人を目指すと。独立法人の職員は

公務員ですか、身分は公務員と同じですか。そこのと

ころをひとつ答えていただきたいと思います。

　あと先ほどの人材派遣ですけれども、同時通訳。関

係者から電話がありまして、もう仕事もやめてこの海

外に入る勉強して同時通訳やりたいと。ところが、該

当者なしで来ていると、本当にショックだということ

なんですよ。これは本当に知事の公約にも反すると思

うんですよ、海外交流ね。そういう面で、今度同時通

訳勉強したかったと。そういう面では、これはちゃん

とした対応をもう一回明快な答弁をお願いしたいと思

います。

　それで病院の問題で、安田診療所の問題ですけれど

も、これはぜひ実現してほしいと。それで僻地医療の

国の補助がありましたね。そういう面で、実際上の地

元の負担はそれなりのものだと思いますけれども、そ

この数字について改めてもう一回お答え願います。

　それから、県立博物館・美術館の天皇モチーフの非

展示ですけれども、これはさきの学習指導要領のどこ

にそういうことが書いてあるのか。そこについてもう

少し具体的に指摘してください。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの前田政明君の再質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に

回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時52分休憩

　　　午後１時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　この際、報告いたします。

　説明員として出席を求めた副知事安里カツ子さん

は、別用務のため本日の午後、６月30日及び７月１日

の会議に出席できない旨の届け出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　午前の前田政明君の再質問に

対する答弁を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の再質問に答弁さ

せていただきます。

　十二、三いただきましたが、初めの２、３、４につ

いて答弁させていただきます。

　まず第１に、26年間、核兵器廃絶に向けてこの周辺

で頑張っておられるということについて、どういう感

想かという御趣旨の御質問ですが、核兵器の廃絶に向

けて国民一人一人がみずからの問題として取り組むこ

とは、大変重要なことであると考えております。26年

間、お疲れさまでございます。

　次に、密約の件ですが、国民に疑問が残ることがな

いよう、国政の場で十分に議論してもらわないといけ

ないと考えております。

　次に、核兵器が持ち込まれているのではないか、知

事の感想はどうかという点ですが、政府においては、

非核三原則を厳しく厳守しているとしており、我が国

への核の持ち込みはないものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　前田議員の再質問にお

答えいたします。４つございます。

　１つは、米軍再編で在沖陸軍の状況はどうなってい

るかというお尋ねでございます。



－ 195 －

　在沖米陸軍の軍人・軍属・家族数につきましては、

平 成17年 が2420人、18年 が2470人、19年に3900人と

なっております。

　次に、グアム移転に伴う海兵隊の削減についてお答

えいたします。

　海兵隊の数が１万8000人から１万人になる、これは

定数であります。実数は１万2000から3000人となって

おりますが、これが将来どうなるか予測はできません

が、定数が１万人になるということは、実数の削減で

も大きな意味を持つというのが政府の見解でありま

す。

　次に、普天間飛行場の代替施設の建設について、環

境との関連でございますけれども、普天間飛行場移設

問題の原点は、現在の普天間飛行場の危険性の除去で

あり、一日も早い危険性除去のためにキャンプ・シュ

ワブに移設することが現実的な選択肢であると考えて

おります。

　今後、環境影響評価手続が進められていく中で、専

門家で構成される環境影響評価審査会等の意見を踏ま

え、生活環境や自然環境に十分配慮する観点から知事

意見を述べることになっており、これらの手続を経る

ことにより、環境保全の視点が可能な限り取り入れら

れたものになると考えております。

　次に、普天間飛行場で編隊飛行が行われたが、負担

軽減になっていないんではないかというお尋ねでござ

います。

　県としては、従来から米軍の訓練等によって周辺住

民に著しい影響を与えることがないよう求めてきたと

ころであり、今後とも日米両政府に対しあらゆる機会

を通じて本県の過重な基地負担の軽減を求めてまいり

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。

　地方独立行政法人の職員は、公務員か公務員でない

かという御質問にお答えいたします。

　「県立病院のあり方に関する基本構想」では、一般

型の地方独立行政法人への移行を想定しており、この

場合、職員の身分は非公務員となります。

　次に、安田診療所への助成についての質問にお答え

いたします。

　僻地診療所等への補助事業につきましては、市町村

立の直営の診療所に対して国の補助金交付要綱に基づ

いて算出された設備整備費や運営について、国及び県

が補助する事業があります。

　ちなみに、運営費につきましては、平成18年度の県

立安田診療所の患者数の実績に近い竹富町立の補助額

から見ますと、国頭村の負担はほとんど生じないもの

と考えられます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、国費海外派遣

事業の再質問についてお答えいたします。

　同時通訳者養成事業の新規派遣について国際交流・

人材育成財団としては、通知後の受験生や県民の反響

を踏まえ改めて検討したところ、これまで選考事務を

進めてきたことや受験生への影響を考慮して、該当者

なしを撤回し、本年度に限り自主財源で４名の合格者

を派遣することとしたものであります。

　次に、県立博物館・美術館についての学習指導要領

での位置づけについてお答えいたします。

　小学校学習指導要領の第１章総則、「第１　教育課

程編成の一般方針」において、「児童の人間として調

和のとれた育成を目指し、地域や学校の実態及び児童

の心身の発達の段階や特性を十分考慮して、適切な教

育課程を編成するものとし、これらに掲げる目標を達

成するよう教育を行うものとする。」とあり、同様な

観点が中学校及び高等学校の学習指導要領に示されて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　知事、非核三原則が守られていると

いうことでしたら、ぜひ沖縄県にいかなる核兵器も持

ち込んではならないと、そういう知事の明快な表明を

お願いしたいと思います。

　学習指導要領は、基本的に各学校における教育活動

に関するもので、県立美術館の社会教育の内容を縛る

ものではありません。どうして、学習指導要領が美術

館の展示内容を規定するのですか。目的と趣旨の違う

解釈と運用で昭和天皇のモチーフを、作品を非展示し

たことは表現の自由を侵害することになりませんか。

答えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　沖縄も無論、日本の一つの

地域ですから、非核三原則がある以上、当然沖縄には

持ち込ませないというのは当然のことだと考えており

ます。
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○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　では、再々質問について

お答えいたします。

　県教育委員会では、幼稚園、小学校、中学校、高等

学校までの学校教育を預かっております。

　教育の目標としましては、子供たちが社会において

心豊かで、自立的に生きる力を培うことを目指してお

ります。

　学校教育において、公正公平な倫理的判断、道徳的

信条、正義感や善悪の判断、生命の尊重や思いやりの

ある心などを初め、人間としての倫理観や思想、道

徳、哲学などを形成する重要な時期に当たります。

　県教育委員会としましては、それらのことをはぐく

むために、心身の発達段階に応じて適切に教育的な指

導をしていく必要があり、各学年や発達段階に応じて

人を思いやる心や美しい心を持つ子供をはぐくむ観点

に立って、児童生徒への教育的判断をしたものでござ

います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　陳情が出ておりますから、文教厚生

委員会でこの点はしっかり審議してもらうとして、教

育長、学習指導要領は各学校における教育活動に関す

るものでありまして、県立美術館に社会教育の内容を

縛るものではありません。こんな乱暴なやり方で表現

の自由を侵害するということは許されない。そういう

意味では、館長の対応も極めて責任が大きいというこ

とを表明して終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

　　　〔新垣安弘君登壇〕

○新垣　安弘君　皆さん、こんにちは。

　民主党の新垣安弘です。

　通告に従って質問を行います。

　１、初めに、知事の政治姿勢についてお伺いいたし

ます。

　茨、次期衆議院選挙は、国民にとっては政権選択を

迫られる選挙になります。政党は、政権公約、政権政

策（マニフェスト）を国民に提示し、支持と支援を求

めますが、沖縄の将来と県民の暮らしを守る立場に

立っておられる知事御自身は、どのようなことを中心

に政権選択の判断をされるのかお聞かせください。

　芋、地位協定の改定は、政府の対米交渉の決意にか

かっています。知事においては、まず、嘉手納基地に

関して、嘉手納町など３市町が求めている使用協定の

締結に向けて三連協と連携し実現を目指すべきではな

いでしょうか。

　鰯は取り下げます。

　允、中国が沖縄に総領事館附属事務所の開設を検討

しているようですが、政府内には安全保障上の問題に

対する懸念があると思われます。知事の見解をお聞か

せください。

　印、将来の沖縄を担う人材育成についての知事の御

所見と取り組み状況をお伺いいたします。

　２、次に農業の振興についてお伺いいたします。

　茨、那覇浄化センターの再生水を島尻郡への農業用

水とする国営土地改良事業は、頓挫したような状況に

なっておりますが、その原因はどこにあるのでしょう

か。そして、今後どのように展開していくのでしょう

か。

　芋、本島地域の農業政策として、さとうきびの将来

性についてお伺いいたします。

　鰯、若手就農者の支援と育成の取り組みはどうなっ

ているでしょうか。

　允、牛の飼料の自給率向上に向けての取り組みはど

うですか。

　印は取り下げます。

　咽、建設関連業者の農業分野への進出を促す補助政

策はありますか。

　員、県食肉センターの濁畜施設整備を機に、南部に

おけるヤギの飼養をふやし、ヤギ文化の発展につなげ

る計画はありますか。

　因、学校給食への地元特産品の割合をふやす取り組

みと現状はどうでしょうか。

　姻、農業法人の現状についてお聞かせください。

　３番目に、高等学校の再編等についてお伺いいたし

ます。

　茨、南部農林高校と南部工業高校の再編・統合説明

会において反対の意見も出されましたが、今後どのよ

うに進めていくのでしょうか。

　芋、久米島高校の園芸科の廃止と、特別支援学級の

設置についてお聞かせください。

　鰯、文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁が連

携し、全国の小・中・高校に太陽光発電設備の設置

と、耐震化を図る際に国がほぼ全額に近い97.5％前後

を負担し、改築を促進させる計画について伺います。

計画の内容を伺います。

　４番目は、幼児保育と教育の充実についてです。

　茨、２年保育と３年保育について。

　本県の公立幼稚園は小学校ごとに設置され、他県に

比べて評価されておりますが、２年保育や３年保育に
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ついては他県に比べておくれていると言われておりま

す。何が問題なのかを把握した上で、推進のために保

育所入所待機児童対策特別事業基金のような基金を、

県が責任を持って国に対して求めていくべきではない

でしょうか。

　芋、共働き世帯のために、ひたすら保育所の充実に

邁進するだけでいいのでしょうか。３歳までは母子が

一緒に過ごすことが両者にとってベストだという価値

観、発想からの取り組みはありますか。

　５番目に、離島振興についてお伺いいたします。

　茨、沖縄21世紀ビジョンにおいて、離島振興につい

てはどのように位置づけされますか。

　芋、久米島における海洋深層水施設の果たした役割

と今後の可能性についてお聞かせください。

　鰯、久米島における海洋温度差発電事業の実現の可

能性と、県としての取り組みはどうなっております

か。

　允、離島の土木建築業関連の地元企業育成について

の県の公共工事発注における配慮はなされているで

しょうか。

　印、座間味村の恒常的な水不足対策についての県と

しての取り組みはどうなっておりますか。

　咽、本島の高校へ通う生徒のいる家庭への支援制度

はありますか。

　６番目に、公共交通の政策についてお伺いいたしま

す。

　茨、低炭素社会革命における公共交通改革への取り

組みはどうなっておりますか。

　芋、党派を超えて鉄軌道や新型路面電車（ＬＲＴ）

の必要性が叫ばれているにもかかわらず、行政側の取

り組みに積極的姿勢が見られないのはなぜでしょう

か。

　鰯は取り下げます。

　７番目に、無届け有料老人ホームの実態についてお

伺いいたします。

　茨、他県において事故が発生しましたが、県は県内

の状況をどのように把握し指導しておられますか。

　芋、介護難民が生まれるとの指摘がありますが、本

県における介護体制の整備はどうなっているでしょう

か。

　８番目に、生活保護世帯の現状についてお伺いいた

します。

　茨、生活保護世帯が増加しておりますが、現状はど

うでしょうか。

　芋、受給資格がありながら対象になっていない家庭

があることも十分予想されますがどうでしょうか。

　鰯、対象世帯が増加する中で、福祉事務所などの対

応体制に問題はありませんか。

　以上、御答弁を求めます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時31分休憩

　　　午後１時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣安弘議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、政治姿勢の中で、次期衆院選挙におけ

る政権選択の判断はどうかという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　来る衆議院選挙におきましては、基地問題や経済振

興など、沖縄の抱える諸問題の早期解決に向け積極的

に取り組んでいただける政権を期待するものでござい

ます。

　次に、同じく政治姿勢の中で、中国による沖縄への

総領事館附属事務所の問題についてお答えいたしま

す。

　中国が沖縄に総領事館附属事務所の開設を検討して

いる件につきまして、外務省によりますと、非公式に

さまざまな検討をしていたということは事実としてあ

るが、正式な形での打診は日本側にはなされていない

ということであります。

　県といたしましては、今後とも国の対応状況を見守

りたいと考えているところでございます。

　次に、農業の振興に係る御質問で、本島地域のさと

うきび政策に係る御質問にお答えいたします。

　さとうきびにつきましては、沖縄振興計画の中で沖

縄県農業の基幹作物として位置づけ、農家経営の安定

と生産振興を図っているところであります。また、国

の「さとうきび増産プロジェクト基本方針」に基づ

き、沖縄本島を初め島別に取り組み計画等を作成し、

関係機関等と連携をして生産拡大に努めているところ

でございます。

　沖縄本島につきましては、第１に、農業用水源の確

保やかんがい施設、圃場整備等の生産基盤の整備、第

２に、早期高糖性及び耐風性にすぐれた新品種の育

成・普及、第３に、ハーベスターの導入等による機械

化の促進、第４に、適期株出し管理の実施や補植技術

の普及に向けた生産者大会の開催など、生産性の向上

に取り組んでいるところであります。

　次に、離島振興についてですが、離島における地元

企業の優先発注に係る御質問にお答えいたします。
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　沖縄県では、公共工事の発注に当たりましては、

「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本方

針」に基づき、地域要件を設定するなどの方法によ

り、地元企業の受注の確保に取り組んでいるところで

ございます。

　県といたしましては、工事内容や現場条件等を勘案

し、可能な限り分離・分割発注を行うとともに、地元

企業で施工が困難な工事についても共同企業体方式に

より、地元企業の受注機会の確保に努めているところ

でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、基地使用協定についてお答えいたしま

す。

　嘉手納飛行場から派生する諸問題の解決を図るため

には、同飛行場の周辺地域の住民や自治体の理解と協

力を得ることが不可欠であり、政府は地元の要望等を

受けて日米間で協議し、その実現に努めるべきであり

ます。

　県としては、日米両政府が使用協定締結に努めるよ

う、地元市町村と連携していきたいと考えておりま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、将来の沖縄を担う人材育成の取り組

み状況についてお答えいたします。

　本県が今後、持続的に発展していくためには、産

業、福祉、医療、文化等の各分野において多様な人材

の育成が極めて重要であると考えております。

　中でも、経済・産業振興等を担う人材の育成につき

ましては、沖縄振興計画に基づく分野別計画等におい

て各種施策を推進しているところであります。

　具体的には、情報・観光の核となる人材やマーケ

ティング能力の向上を初めとする人材の育成、産学官

コーディネーターの育成、社会人や高校生の海外派遣

研修、体験学習を通した子供の科学力養成、青年農業

者の育成など、幅広い分野での人材の育成を図ってお

ります。

　県としましては、引き続き教育機関や産業界等とも

連携をしながら、各分野における多様な人材の育成に

取り組んでいく考えであります。

　次に、離島振興についての御質問の中で、離島振興

のビジョンの位置づけについてお答えいたします。

　離島の振興と国境離島を含む広大な海域の位置づけ

は、沖縄21世紀ビジョンにおける重要な柱であると認

識しております。今後、教育、保健医療、交通、生活

基盤の充実強化等の定住条件の整備や、離島の持つ潜

在力の発揮等について検討してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、海洋深層水研究所の果たした役割と、今後の

可能性についてお答えいたします。

　海洋深層水研究所は、海洋深層水の総合利用の推進

を図り、本県の産業振興に寄与することを目的に、水

産及び農業分野での研究開発を行うとともに、工業利

用を促進するため企業に海洋深層水を分水しておりま

す。

　水産分野においては、クルマエビの母エビ養成技術

を確立して民間に技術移転したことから、クルマエビ

種苗の約６割が海洋深層水を利用したものとなってお

ります。農業分野においては、地中冷却による野菜類

の栽培技術等を確立しております。また、海洋深層水

の工業利用については、17社の企業が分水を受けて、

化粧品、飲料水、食料品等の製造販売や海洋深層水温

浴等に利用しております。

　今後とも、海洋深層水の水産及び農業分野における

研究と技術開発、工業分野における利活用を積極的に

推進するため、民間企業や研究機関と連携をしてまい

りたいと考えております。

　次に、公共交通の政策についての御質問の中で、公

共交通改革への取り組みについてお答えいたします。

　県では、現在、環境負荷の軽減や交通渋滞緩和等を

図る観点から、車利用者の交通行動の変更を促す交通

需要マネジメント、いわゆるＴＤＭ施策に取り組んで

いるところであります。

　具体的な取り組みとしましては、ノーマイカー

デー、パーク・アンド・モノレールライド、国際通り

トランジットマイル、バス路線網再構築などでありま

す。

　次に、鉄軌道及び新型路面電車への取り組みについ

てお答えいたします。

　県は、現在策定中の21世紀ビジョンを踏まえ「沖縄

県総合交通体系基本計画」を見直すこととしておりま

す。

　鉄軌道や新型路面電車の導入については、膨大な事

業コストや維持コストが必要であること等の困難な課

題がありますが、沖縄県の体系的な交通ネットワーク

の構築、環境負荷軽減の観点などを踏まえ、総合的に
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検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業振興の中で、島

尻地区国営土地改良事業地区調査の状況と今後の展開

についてお答えいたします。

　島尻地区国営土地改良事業地区調査は、糸満市、豊

見城市、南城市、八重瀬町を受益とする1548ヘクター

ルの農業用水を確保することを目的として、都市再生

水を活用した事業化の可能性を検討しているところで

あります。

　事業の実施に当たっては、水使用料金や維持管理費

の農家負担、関係市町及び地元農家の合意形成、再生

水製造プラント等の維持管理体制、県の事業費負担な

どの課題があることから、国は現計画での事業化につ

いて慎重に検討していると聞いております。

　県としては、国の動向を踏まえ、地域の特性に合っ

た集水ため池や河川取水などによる水源確保につい

て、関係機関と連携を図りながら検討してまいりま

す。

　同じく農業振興の中で、若手就農者の育成と支援に

ついてお答えします。

　県としては、若い農業後継者を育成するため、農業

大学校による実践的な研修教育、就農サポート講座や

夜間講座による基礎技術の習得、農業後継者育成施設

や先進農家等での実践研修、農業機械や施設整備に必

要な就農支援資金の貸し付け、農業改良普及センター

による農業経営技術の指導などの支援をしているとこ

ろであります。

　同じく農業振興の中で、牛の飼料自給率向上対策に

ついてお答えいたします。

　牛の飼料自給率については、沖縄県酪農・肉用牛生

産近代化計画に基づき、平成27年度の目標を60％と定

めております。

　県としては、飼料自給率向上を図るため、草地基盤

の整備、優良牧草の育成・普及、耕作放棄地などを活

用した飼料作物の実証展示、さとうきび間作としての

飼料作物栽培の奨励などに取り組んでおります。

　また、ＪＡや畜産会などで構成する県自給飼料増産

戦略会議を通してリーフレットなどを作成・配布し、

自給飼料増産の啓発活動を実施しております。

　同じく農業振興の中で、南部でのヤギをふやす計画

についてお答えします。

　ヤギは、牧草などの粗飼料利用性にすぐれ、飼養管

理も容易であり、豚と並ぶ沖縄の伝統的な食文化の一

つであります。

　県としては、ヤギの生産振興を図るため、平成20年

度から沖縄特別振興対策調整費を活用して、肉質・機

能性調査、肉専用種の導入、肥育試験などの事業を実

施しております。この事業の成果を踏まえ、南部にお

けるヤギの生産拡大を図っていく考えであります。

　同じく農業振興の中で、農業生産法人の現状につい

てお答えします。

　県内の農業生産法人数は、平成21年１月現在、371

法人となっております。主な経営内容で見ますと、果

樹を生産する法人が110法人、畜産が79法人、工芸作

物が62法人などとなっております。

　県としては、農業経営の効率化と経営管理能力の向

上を促進するため、法人設立指導や経営診断等を行い

農業生産法人の育成に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　農業の振興につい

て、建設関連業者の農業分野進出の補助政策について

との御質問にお答えします。

　沖縄県では、厳しい経営環境にある建設関係関連業

者の新分野進出を促進していくため、平成21年度新規

事業として「建設業関連新分野進出支援補助金」を創

設しております。当該事業は、例えば、建設関連業者

が新たに農業分野等に進出し、その加工製品の販売を

目指す取り組みなどを補助対象としております。

　また、沖縄県産業振興公社に設置されている「ちゅ

らしま建設業相談窓口」では、建設関連業者からの新

分野進出に際しての資金調達やビジネスプラン等の相

談を受けており、平成20年度の分野別進出状況では、

農業関連への進出については進出済みが13件、検討中

が34件となっております。

　なお、当相談窓口においては、補助事業や融資制度

など各種支援制度の紹介もあわせて行っております。

　次に、離島振興について、海洋温度差発電事業の県

の取り組みについてとの御質問にお答えします。

　久米島町では、海洋温度差発電実証試験プラントの

誘致に向けて取り組んでいると聞いております。

　県としましては、海洋温度差発電は現在研究開発段

階にあり、新エネ法においても新エネルギーとして位

置づけられてないことから、今後の研究成果等を見

守っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕
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○教育長（金武正八郎君）　それでは、農業の振興に

ついての御質問で、学校給食における地元特産品の割

合をふやす取り組み等についてお答えいたします。

　学校給食に地元特産品を使用することは、児童生徒

へ本県の食文化や郷土食のよさを理解させるととも

に、産業振興を図る上で効果があると考えておりま

す。

　学校給食での主な活用事例として、読谷村では「紅

芋」、八重瀬町では「ピーマン」、北中城村では

「アーサ」など、積極的に地元特産品を使用しており

ます。

　しかしながら、安価で年間を通じて安定した供給量

の確保等が課題となっております。そのため、市町村

においては、学校給食共同調理場や食材コーディネー

ター、ＪＡ、生産者等が連携し、地域食材の利用促進

を行っているところであります。

　県教育委員会としましては、「市町村学校給食担当

者連絡協議会」等で県産食材の利用促進を行うととも

に、今後とも学校給食への安全・安心な地元特産品の

積極的な活用を推進してまいります。

　次に、高等学校の再編等についての御質問で、南部

農林高校と南部工業高校の再編・統合についてお答え

いたします。

　専門高校は、実社会に生かされる知識や技術の習得

を大きな目的としております。近年、国際化・情報

化、経済のグローバル化の進展により産業構造も多様

化し、産業社会や企業から求められる人材の資質・能

力は多岐にわたっております。

　このような観点から、専門高校に学ぶ生徒は、専門

性の習得はもちろんのこと、さまざまな場面で応用で

きる多様な知識・技術、創造力、職業人としての自立

性、豊かな人間性などが求められる時代になってきた

と考えております。

　南部農林高校と南部工業高校の再編・統合について

は、農業と工業の専門性を維持するとともに、異なる

専門分野も総合的に学べる学校を設置し、南部地域の

振興に対応した新事業の創出や高度な経営技術に対応

できる産業人材の育成を目指しております。

　県教育委員会としましては、これまで培ってきた両

校の伝統の上に、将来の本県の産業を担う生徒をはぐ

くむため、引き続きＰＴＡ、同窓会、地域住民等の理

解を得て再編・統合を推進してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、久米島高校の園芸科の廃止と特別支援学級の

設置についてお答えいたします。

　県立高等学校の学科につきましては、地域の生徒数

の動向、生徒・保護者のニーズ、地域の実情等を考慮

して適正な設置に努めております。

　久米島高等学校の園芸科につきましては、昭和35年

に設置した農業科を平成２年に学科改編し現在に至っ

ております。しかしながら、ここ数年、定員の過半数

割れが続いている状況にあることから、現在、学校に

おいて同科の活性化や学科のあり方等について研究が

進められております。

　県教育委員会としましては、学校からの報告を踏ま

え、地域の実情等を考慮しながら総合的に検討してま

いります。

　また、特別支援学級等の設置につきましては、特別

支援教育の理念に沿って、高等学校における特別支援

学校の分教室等に関する検討委員会を設置し、地域の

ニーズやその可能性について研究を進めているところ

であります。

　次に、太陽光発電の設置と耐震化についてお答えい

たします。

　県教育委員会においては、国の経済危機対策として

示された学校施設の耐震化、エコ改修及びＩＣＴ環境

整備を内容とする「スクール・ニューディール構想」

の具体策について取り組んでいるところであります。

　本県においては、公立小中学校の太陽光発電パネル

設置及び施設の耐震化等について、内閣府一括計上補

正予算として25億円が措置されたところです。

　今回の補正予算を活用し、太陽光発電パネル設置に

ついては、小学校18校、中学校９校、また、学校施設

の耐震化については、校舎改築が小学校３校、中学校

１校、体育館改築が小学校１校、幼稚園園舎改築が４

園で実施する計画であります。

　県教育委員会としましては、今後とも市町村教育委

員会と連携し、環境を考慮した学校づくりや改築事業

による耐震化に一層取り組んでいきたいと考えており

ます。

　次に、幼児保育と教育の充実についての御質問で、

２年保育、３年保育の実施に向けての具体的取り組み

についてお答えいたします。

　本県の幼稚園教育は、戦後の歴史的背景から１年保

育が主流であり、国の施策である２年・３年保育の実

施率は全国平均に達しておりません。２年・３年保育

の実施については、公立幼稚園の設置者である市町村

における施設・設備や人的配置等の財政面、並びに私

立幼稚園との共存等のあり方に課題があるものと考え

ております。

　県教育委員会としましては、全国都道府県教育長協

議会等を通して、幼児教育における地方交付税措置の



－ 201 －

充実などを関係省庁に要請しているところでありま

す。

　次に、離島振興についての御質問で、本島の高校へ

通う生徒への支援についてお答えいたします。

　県教育委員会では、県立高等学校11校に寄宿舎を設

置し、北部合同寄宿舎には舎監を派遣するなど、離島

から親元を離れて進学する生徒が安全で安心して学習

や生活ができるよう支援を行っております。

　また、経済的負担の軽減を図るため、授業料減免に

ついては、下宿代や帰省費等を考慮して審査がなされ

ております。さらに、経済的理由により就学困難な生

徒に対しては、沖縄県国際交流・人材育成財団の行う

奨学金事業の活用を奨励しております。

　今後とも、離島出身生徒に対する支援の充実に努め

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　幼児保育と教育の

充実の御質問の中の、母子が一緒に過ごすことがベス

トだという価値観からの取り組みについての質問にお

答えいたします。

　子育てにおいて、親子がともに過ごすことは大切な

ことであると認識しております。

　県では、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」の

基本目標の一つとして、「職業生活と家庭生活との両

立の推進」を挙げており、その取り組みとして、育児

休業等を取得しやすい職場環境の整備を目的に、育

児・介護休業法の周知を図るとともに、同制度の普及

定着を図るための育児・介護休業者生活資金貸付制度

を推進しているところであります。

　なお、育児・介護休業法については、先ごろ改正が

行われ、３歳未満の子供がいる従業員を対象とする短

時間勤務制度の導入や希望に応じた残業免除などが企

業に義務づけられております。

　県としては、多様な働き方の実現を通してできるだ

け親子が一緒に過ごす時間が確保できる環境を整備す

るよう努めてまいります。

　次に、離島振興の中の、座間味村の水不足対策につ

いてお答えいたします。

　県では、これまで座間味村の水不足対策について国

庫補助を活用した海水淡水化施設の導入を働きかけて

きましたが、住民合意が得られなかったことなどから

事業化に至っておりません。

　座間味村では、水問題について７月上旬を目途に村

と住民との意見交換会を開催するとしており、県とし

ましては、その結果を注視しながら可能な支援策を講

じていきたいと考えております。

　次に、無届け有料老人ホームの実態について、無届

け有料老人ホームの実態把握及び指導についての御質

問にお答えいたします。

　ことし３月に群馬県で未届けの有料老人ホームにお

いて火災が発生し、死傷者が出るという痛ましい事故

を受けて、県では有料老人ホームに該当する施設の届

け出指導及び防火安全体制等の緊急点検を行ったとこ

ろであります。

　具体的には、市町村や福祉保健所等からの情報提供

により４月末までに把握できた有料老人ホームと思わ

れる25施設について緊急点検を行った結果、20施設が

有料老人ホームに該当することが判明いたしました。

これらの施設については、設置届け出の指導を行うと

ともに、消防署による消防用設備等の点検及び指導を

実施しております。また、５月以降において市町村等

から新たに情報提供のある22施設についても現在調査

を行っており、有料老人ホームに該当する施設につい

ては設置届け出の指導を行うとともに、防火安全体制

の整備についても消防署と連携して指導していきたい

と考えております。

　次に、療養病床の再編と介護体制の整備についてお

答えいたします。

　療養病床の再編については、医療の必要度の高い者

が活用する病床を医療療養病床として残し、医療の必

要度が低い者が活用する病床については介護保険施設

等への転換を図るものであり、施設そのものがなくな

るものではありません。

　沖縄県では、平成21年３月に策定した高齢者保健福

祉計画において、平成23年度までに療養病床のうち

1228床を老人保健施設などへ転換する数値目標を掲げ

ており、円滑な転換を推進してまいります。また、新

たに特別養護老人ホームを301床、認知症対応型グ

ループホームを315床整備するなど、利用者の状況に

応じて適切な介護サービスが提供されるよう基盤整備

を図ってまいります。

　次に、生活保護世帯の現状についての御質問にお答

えいたします。

　平成20年度の生活保護統計によれば、沖縄県の被保

護世帯数は１万6644世帯、被保護人員は２万4391人、

保護率は17.44パーミルとなっております。平成20年

度は、平成19年度に比べて被保護世帯数が912世帯、

被保護人員が1112人増加し、保護率が0.75ポイント増

加しております。

　次に、生活保護の受給対象家庭についての御質問に
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お答えいたします。

　生活保護制度は、生活に困窮する者がその利用し得

る能力、預貯金、土地や家屋等の資産及び他の法律に

定める扶助などによる各種施策を活用してもなお最低

生活を維持できない場合に必要な保護を行うととも

に、その自立の助長を図ることを目的として適用され

るものであります。生活に困窮する者の中には、行政

機関に相談することなく、福祉施策等による支援を受

けていない者もいることが考えられます。そのため、

福祉事務所には、市町村、ハローワークなどの関係機

関や民生委員との連絡、連携を図り、生活困窮者の情

報が相談窓口につながるような体制づくりを指導助言

していきたいと考えております。

　次に、福祉事務所などの対応体制についてお答えい

たします。

　福祉事務所の生活保護のケースワーカーの数につい

ては、社会福祉法の規定により県福祉事務所の場合は

被保護世帯65世帯に１人、市福祉事務所の場合は被保

護世帯80世帯に１人の割合で標準数が示されておりま

す。沖縄県では、標準数を満たしていない福祉事務所

に対しては監査等で実施体制の整備をするよう指導し

ております。その結果、平成21年度に県福祉保健所で

２人の増員、また市福祉事務所では10人の増員があり

ました。しかしながら、生活保護世帯の増加等により

依然として標準数を充足していない福祉事務所があ

り、今後とも監査等を通じて指導助言していきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

　　　〔新垣安弘君登壇〕

○新垣　安弘君　まず知事に４点ほどお伺いしたいと

思います。

　１つは、政権選択の問題なんですが、知事は先日も

自公を支持していくということでおっしゃっておりま

す。今回、政権選択に関しては基地の問題、その他の

問題・課題を早目に解決してくれる、そういう政権を

期待するというふうに今おっしゃっておりました。

今、自公政権ですから、衆議院選挙があって自公政権

が続く可能性も大きいわけです。

　そこで１つ、知事にこれはお尋ねしたいんですが、

まずこれ直接的な質問はしていませんでしたけれど

も、地位協定について。

　私は、何度もその地位協定に関しては、アメリカに

知事が行くよりも政府が本来ならばこれをやるべきだ

と、政府の姿勢にかかっているとそういうことを申し

上げてきました。そういう点で、今度の衆議院選挙に

おいて自公がマニフェストの中に地位協定の問題をど

う書き込むのか、これは大変重要なことだと思いま

す。そういう意味で、今その作業がされておりますか

ら、できれば今週じゅうにでも地元の与党の皆さんも

ともに政権公約の中に地位協定のことをしっかり書き

込ませるように要請すべきだと思いますし、アメリカ

に行くぐらいのことをやるわけですから、これはしな

ければならないと思います。これはこの１週間ぐらい

にやらないといけないんじゃないかと思います。

　あともう１点、基地の使用協定の問題です。

　これも何度か今まで何人かの議員から質疑がありま

した。これは知事も、知事公室長も軽く答えておられ

ますが、私はこの使用協定は大変重要な意味を持つも

のだと思っております。これは嘉手納町が働きかけて

４年間、いまだに政府は動かない。これは嘉手納町だ

けの話ではなくて、辺野古にも直接かかわる問題で

す。そういう意味でこの問題は知事にとっても大変重

要な問題だと思っております。沖縄は各市町村がさま

ざまな基地問題を抱えております。久米島もそうでし

た。知事が４月３日に久米島に行かれて射爆撃場を視

察して、たまたま翌日私も久米島に行ったときに町長

も大変喜んでおりました。大変な気候の中、知事が直

接見てくれたと。そういう意味で射爆撃場の問題も知

事が直接引き受けたとそういうことだと私は受け取り

たいと思っております。これはなぜなら、政府が相手

であるし米軍が相手ですから、一町だけで解決できる

問題ではありません。それと嘉手納もそうですね。嘉

手納や三連協だけに任せられる問題ではないです、こ

の使用協定の問題は。

　そこで、この使用協定の問題がなぜ重要かといいま

すと、平成11年12月に岸本前市長が代替施設を受け入

れるときの声明があります。少し読んでみます。

　「沖縄における基地問題の長い歴史と諸般の情勢に

鑑み、私はこのたびの普天間飛行場の代替施設の受け

入れについて、これを容認することを表明致します。

　そのためには、多くの前提条件が必要であります。

　基本的には、住民生活に著しい影響を及ぼさないこ

とであり、それを保証するものとして日本政府と名護

市が、基地の使用協定を締結することでありま

す。」、「このような前提が、確実に実施されるため

の明確で具体的な方策が明らかにされなければ、私は

移設容認を撤回するものであることを市民の皆様にお

約束し、容認の意志を表明するものであります。」

と、そういうふうに言っています。

　その後、平成15年第１回の代替施設建設協議会が首

相官邸で行われました。名護市長、近隣の首長さん、
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稲嶺知事、そして各担当大臣が参加して会議が開かれ

ております。この中の内容を見ても名護市長からも稲

嶺知事からも使用協定をしっかり頼むよということが

ほとんど、そしてほかの各大臣も使用協定にしっかり

取り組みますというふうに言っています。そういう意

味で、これは大変重要な問題。嘉手納が４年間やって

いまだにできない。ということは、嘉手納でできない

ことは辺野古でもできないということになると思いま

す。そうすると、もし辺野古でできなければこれは辺

野古を容認した名護市長、そして一部の市民の人たち

にもう一回問わないといけない。岸本前市長は使用協

定をやることを前提で辺野古を受け入れた。名護市の

皆さん、使用協定を結ぶ気は政府はありませんよ。そ

れでも辺野古を受け入れますかということを再度聞か

ないといけない、それが筋だと思います。それについ

てどう思いますか、知事の見解をお伺いしたい。

　そういうことだから、この使用協定の問題は、嘉手

納町や三連協に任せるんではなくて、県がしっかり責

任を持たないとこれは辺野古にも影響すると申し上げ

ておきたいと思います。そのことに関しての知事の御

見解をお聞かせください。

　あと土建部長と農水部長にお伺いいたします。

　先般、久米島町から地元企業育成の件で要請があっ

たと思います。これは先ほど知事の答弁があったんで

すが、さまざまな配慮をしているということでありま

したけれども、それでも地元から要請が来ました。と

いうことは、県と総合事務局や防衛局との関係に見ら

れるように、地元企業をちゃんと受注させてくれよ

と、そうやって防衛局に働きかけて防衛局がさまざま

な手当てをして今度その受注率が上がったという結果

が出たという話がありました。

　そういう意味で、久米島からそのような要請が来た

ということは、今まで配慮が十分でなかったんじゃな

いかということが１点。今後、今回のこの要請の中身

について土建部長、農水部長しっかりとこたえて、具

体的な対策を講じて久米島の皆さんの希望にこたえら

れるような結果を出すことができるかどうか、そこら

辺の御見解をお聞かせください。

　あと教育長、久米島高校の園芸科は廃止とは決まっ

てないというふうに受けとめています。これは離島振

興との関係も、絡みもしっかりと観点に入れてやるべ

きだと思います。そしてその園芸科が前の科から名前

を変えて園芸科になったと。時代に合わなくなったな

ら、地域のことをよく見据えて時代に合うような科の

内容に工夫して生かすべきだというふうに思います。

久米島には海洋深層水の施設もあるし、そこで農業の

こともやっているんです。そういう意味で、町からも

残してくれという要請が来ていると思います。ですか

ら、人数が減ったから廃止というそういう観点じゃな

くて、離島振興というそういう観点から、そして中身

を切りかえれば時代に合った中身にすれば生かせると

いうことが可能だと思います。それについて見解をお

聞かせください。

　あと農水部長、島尻の再生水の利用の問題、これは

先ほど知事の答弁の中で、国が慎重に検討しているか

ら県もそれに合わせてやるというふうなことでありま

したけれども、これは大変大きな事業なんです。私

は、これはかねがね地域での説明会を見ていて、これ

はまずいなと思っていました。失敗するなと思ってい

ました。案の定、これはほぼ失敗しつつあります。な

ぜなら、説明会でいわゆる受益者が乗ってくるような

説明をしなかった、していなかったんです。国はやろ

うという姿勢はあったんです。一番問題なのは、県が

南部の農業の将来を見通して、このプロジェクトを本

当に生かさないといけないんじゃないかというそうい

う姿勢がなかった。姿勢がないものだから、地元の自

治体にもそれが反映しなかったんです。この説明会の

持ち方は、総合事務局もこれは認めていました。そう

いう点で、これは私は県の農林業に対する、農業に対

する情熱があと一つ感じられなかった、この件に関し

ては。これはぜひ頭に入れておいていただきたいです

ね。これに関してもし違うということであれば、御答

弁ください。

　あと企画部長、公共交通の問題なんですが、ＬＲＴ

の問題とかこれも毎度毎度出てきます。ほとんど答弁

は一緒。

　私が言いたいのは、今、沖縄のレンタカーを電気自

動車に全部変えたらいいんじゃないかとか、ハイブ

リッドカーが注文に間に合わないぐらい製造が追いつ

かないと。それぐらい今意識は変わっている、時代は

変わろうとしているんです。そういう中で党派を超え

て、鉄軌道、ＬＲＴをやるべきじゃないかという声が

上がっているんです。そういう意味で――沖縄21世紀

ビジョンに載せるからいいんじゃないか、やっていま

すよじゃなくて――もっと具体的に本格的にこれを

突っ込んで前向きに取り組む必要があるんじゃない

か。そこのところをもう一度御答弁をお願いいたしま

す。

　あと教育長、幼稚園の２年保育、３年保育、これと

耐震化の問題を絡めて言いますけれども、沖縄の幼稚

園は小・中・高校に比べて耐震化率が低いんです。今

お伺いしたら、耐震化のことで幼稚園の建てかえが予
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定されているのが４カ所というふうになっていまし

た。私は、この政府の太陽光発電とか、その耐震化に

対する補助もいっぱいあるわけですから、それと絡め

て幼稚園の改築を一気にやっていく。その改築をやる

ときに、先ほども２年保育、３年保育、何がネックに

なっているかといったら、財政問題が一番ネックに

なっています。そういう点で、県がやらないといけな

いのは財政的なところをどうやって市町村に手当てを

して幼稚園の２年保育、３年保育を進めるかというこ

となんです。ですから、こういう状況の中でその補助

制度も利用しながら、県内の幼稚園をその耐震化に切

りかえていくときに作業をどんどんやって、その中で

２年保育、３年保育ができるような園舎にしていく、

そういう取り組みが必要だと思います。それに対して

御見解をお聞かせください。

　あと福祉保健部長、今厳しい情勢ですから、共働き

の皆さんにとっては子供を預けて働きたい、保育所を

充実させないといけない、もっともだと思います。し

かし、保育所に子供を預けて働きに行く人は収入も得

るし、その保育にかかる措置費も出ているわけです

よ。しかし、多くのゼロ歳児、１歳児を自宅で見てい

る人たちは、働きに行かないから収入がない。措置費

的なものが援助として来るかと言ったら、それも来な

い。そういう意味で、少子化対策の点からもその保育

所の充実だけに目を当てないで、自宅で子育てができ

るような支援にも力を入れないといけない。そうしな

いとこれは不公平だ。その自宅で子育てをできるよう

な支援のあり方として保育ママの問題をしっかり充実

させているところもあるし、子育て支援センターを充

実させているところもあるし、さまざまなやり方があ

ると思います。そういう点でぜひその取り組みをよろ

しくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時20分休憩

　　　午後２時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣議員の再質問に答弁さ

せていただきますが、まず第１の地位協定に関して、

これからの総選挙を考えたときに自公のマニフェスト

に入れてもらうよう要求したらどうかという御趣旨の

御質問だったと思いますが、まさしく地位協定につき

ましてはこれまでも前の稲嶺県政を含め長い期間をか

けて政府、日米両政府に我々はいろいろと抜本改定を

申し入れてきたんですが、なかなか動かない。さら

に、先日はアメリカ政府にも申し入れてきたわけです

が、動かないという点は確かに事実ですから、議員

おっしゃるように今回の総選挙に向けて与野党どうい

うマニフェストをおつくりになるのか、こういう中に

きちっと書いて取り組んでもらえるということになれ

ば非常に一歩前進だと思います。御提案として、きょ

うのところは受けとめさせてください。

　それから２番目の使用協定ですが、これは特に普天

間基地の移設の協議会では我々は、この使用協定とい

うのは当然きちっとこれは結んでもらうものというこ

とで市町村、名護市も含め、その近隣の市町村も含め

てこの使用協定をしっかりと結んでもらうということ

をある意味では前提にして話をしているところでござ

います。いい形で協定が結べるようにと考えていると

ころでございます。

　その他の御質問は部局長等から答弁させてくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　久米島町における公

共工事の発注についての再質問にお答えいたします。

　私どもも承知しておりまして、久米島町にはたしか

Ａクラス以下の企業、業者しかないということであり

ます。その際、私ども発注する場合は各ランク別ごと

に工事の規模によって指名とかそういうことやってお

りますけれども、数が少ない場合は、例えばＢクラス

の該当の工事であっても同じ町内からできるＡクラス

を入れたり、また逆の方法もあります。そういうふう

なことをしまして、なるだけ地元の企業の方を活用と

いいますか、受注機会を与えるようにしております。

また、当然分離・分割発注、それから先ほど知事が答

弁いたしましたように、技術的な大きな工事につきま

してはＪＶ方式をとりまして地元企業が参加しやすい

というふうに工夫をしております。

　今後とも引き続き地元企業が受注できるように、分

離・分割発注そういったことに努めてまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　久米島町からの地元

要望についてお答えいたします。

　先般、久米島町から要望があったことについては承

知しております。農林水産部としても土木同様、地元

の優先発注がしっかりできるように各方面から検討を

していきたいと思います。
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　それから、島尻地区の再生水利用についてお答えい

たします。

　島尻地区国営かんがい事業につきましては、県とし

ても国とともに説明会に参加して地元の合意形成に努

めてきたところでございます。しかしながら、先ほど

御説明しました水使用料金や維持管理費の農家負担、

関係市町村及び地元農家の合意形成、再生水製造プラ

ント等の維持管理体制、県の事業負担などがございま

して合意形成が図られていない状況にあります。

　県としては、今後とも国と連携し、地域の実情に応

じた水源の確保ができるよう努めていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　鉄軌道導入に向けた具体

的な取り組み等についての再質問についてお答えをし

たいと思います。

　今年度は、大規模駐留軍用地跡地等利用推進費を活

用いたしまして、鉄軌道及び新型路面電車を含む先進

的な公共交通システムの導入調査を行うこととしてお

ります。さらに、先ほど申し上げましたように2032年

を目標としている現沖縄県総合交通体系基本計画を見

直すこととしておりまして、その中でその導入につい

て総合的に検討していく予定であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　家庭で保育をして

いる親子への支援についての再質問にお答えいたしま

す。

　県で進めております「おきなわ子ども・子育て応援

プラン」におきましては、すべての親子の支援を対象

としております。

　基本理念としましては、「～親子が心身共に健やか

に成長できる　子育ち　親育ち　地域育ち～」を理念

として、７つの基本目標のもとに施策を進めておりま

すが、その具体的な施策の一つに、「地域における子

育ての支援」が基本目標として挙げられております。

その中では、「子育てに関する相談」、「地域子育て

支援センター」、「つどいの広場」事業等の子育て支

援拠点事業の推進を挙げております。

　今後ともこれら各種子育て支援策の充実に努めてま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　２年保育、３年保育の実

施と耐震化についての再質問にお答えいたします。

　幼児教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うと

ともに、義務教育、その後の教育の基礎を培う重要な

教育として認識をしております。

　２年・３年保育の実施につきましては、公立幼稚園

の設置者である市町村における施設・設備や人的配置

等の財政面並びに私立幼稚園との共存とのあり方に課

題があると考えております。

　施設整備については、国庫補助を活用し市町村と連

携し整備を図っていきたいと考えております。

　続きまして、久米島高校の園芸科についての再質問

にお答えをいたします。

　久米島高校の園芸科につきましては、これまで同科

から町内外を初め農業分野で活躍する人材が輩出され

ていることは周知のことであります。

　久米島町においては、農業は基幹産業であることか

ら、地域特性を生かした学科の配置と考えておりま

す。現在、学校においては同科の活性化や学科のあり

方等について研究が進められております。

　県教育委員会としましては、学校からの報告を踏ま

え地域の実情を考慮しながら総合的に検討してまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　民主党の上里直司です。

　まず知事の政治姿勢についてお伺いいたします。

　茨、那覇空港の新貨物ターミナルビルの建設も今

着々と進んでおります。このターミナルビルの管理会

社の設立に県がどのようにかかわるかについてお伺い

をいたします。

　続いて芋、国内、国際線における旅客と貨物に係る

公租公課について、その減免を政府に対して知事も要

請をされておりました。私は、この新貨物ターミナル

の運用開始の機をとらえて、年限を区切って思い切っ

て無料化をすべきだと考えています。そのことを政府

に要請すべきではないかと思いますけれども、いかが

でしょうか。

　鰯番目、金融特区の実績をどう評価し、その課題を

どうとらえているかお伺いいたします。

　続いて、観光客誘客についてお伺いいたします。

　先週26日に５月の観光統計が発表され、入域観光客

数が７カ月連続減少となったことが明らかになりまし

た。国内経済の動向が沖縄観光に大きな影響を及ぼす
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ということを如実に物語っております。これまでの観

光客誘致の施策に加え、さまざまな角度から政策をと

らえ直す必要があるのではないでしょうか。

　そこでお伺いをいたします。

　ア、平成20年度２次補正予算での誘客キャンペーン

の予算とその効果及び実績についてお伺いをいたしま

す。

　続いて、イ、平成21年度当初予算及び補正予算にお

ける誘客キャンペーンの予算額、その内容及び目標に

ついてお伺いいたします。

　続いて、ウ、観光統計のデータのとり方とその活用

の仕方は妥当なのかどうかお伺いいたします。

　この議場でも観光客１人当たりの消費額についてさ

まざまな議論がされてきました。消費額をもっとふや

すべきだというような議論が大方ふえており、長期滞

在やＭＩＣＥと言われたような観光施策の推進という

ことが議論されておりましたけれども、今回そうした

角度から加えて観光消費額が１万円ふえていけば県経

済にどのようなインパクトを与えるのか、そういう

データをまたはとっていらっしゃるのかお伺いをいた

します。

　続いて、ヤンバルの森についてお伺いいたします。

　私は、今年度予定されている県営林道開設事業の開

始は拙速であり、中断・中止すべきであると考えてお

ります。そこでこの県営林道開設の是非を再度検証す

べきだと考えておりますが、以下のことをお伺いいた

します。

　ア、事業開始に当たり県庁内での調整協議は行われ

たのか。また、その事業開始に至る手続においてパブ

リックコメントの実施、検討委員会の開催のあり方な

どに瑕疵があるのではないでしょうか。

　続いて、イ、予算計上された事業はいつ着手される

のでしょうか。また、当初計画からの変更はあるので

しょうか。

　ウは取り下げいたします。

　芋、知事はヤンバルの森を国立公園にし、世界自然

遺産登録を進める考えはありますか。また、実現につ

いては地元の理解が必要でありますが、それをどのよ

うに進めていくのかお伺いいたします。

　４、雇用行政についてお伺いいたします。

　茨、職業訓練校における非常勤講師の取り扱いにつ

いて。

　ア、知事は連合沖縄からの雇用対策の要請の席上、

非常勤講師の取り扱いについてルールを見直したい旨

の発言をされておりましたけれども、その中身につい

てお伺いをいたします。

　イ、現在雇いどめの対象となっている浦添校におけ

る非常勤講師を来年度以降も雇用継続をする意思があ

るのかどうかお伺いいたします。

　ウ、訓練校における非常勤講師は公募に向かない嘱

託員としてみなすべきではないでしょうか。

　芋番目、独立行政法人雇用・能力開発機構廃止に伴

い、宮古・八重山における委託訓練事業実施が見込ま

れておりません。県は早急にその対応について判断

し、実施すべきではないかと思いますが、いかがで

しょうか。

　続いて、図書館行政についてお伺いをいたします。

　私は、昨年の９月議会から３回続けて図書館行政に

ついて質問をしております。その中で提案などもさせ

ていただきましたが、私の質問はいずれも平成18年３

月に県立図書館がまとめた「今後の沖縄県立図書館の

在り方」という内容をもとにして質問をさせていただ

きました。

　そこで、教育長にこの図書館行政における「今後の

沖縄県立図書館の在り方」の位置づけとその中身の進

瀧、達成度の検証が必要ではないかと思いますが、い

かがでしょうか。

　続いて、政策の提言もさせていただきます。

　我が沖縄県立図書館の特色は、琉球・沖縄関係の郷

土資料の収集であります。県立図書館に来ればどんな

郷土資料も見つかるというような、いわば沖縄におけ

る国立国会図書館のような蔵書数及びその資料内容を

充実させることが必要であるかと思っています。しか

し、その収集には予算面の制約があり、思うようには

なっておりません。また、沖縄戦において県立図書館

は文字どおり蔵書していた資料が灰と化してしまった

ことから、貴重な資料を収集するのは他府県以上に困

難な状態であります。散逸した貴重な資料の収集は、

県民の善意による寄贈に頼っている部分が多いのが現

状であります。

　県立図書館は、さまざまな困難に直面しながらも、

私はあらゆる手段で資料を集める努力が必要ではない

かと考えております。

　そこで提案をいたします。

　琉球・沖縄関係資料の充実を図る上で、地元出版

社、印刷会社などの協力を得て、沖縄に関する書籍、

雑誌類を国立国会図書館における納本制度のように、

県立図書館へ納本・寄贈するような制度創設を検討し

ていただきたいと思うのですが、教育長の見解をお伺

いいたします。

　芋、昨今、県立図書館の図書費がどんどん減少して

おります。これは沖縄県に限ったことではありません
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が、この沖縄県立図書館においての10年間におけるこ

の図書費の推移についてもお伺いをいたします。

　鰯つ目、知事は図書館を視察したことがあるでしょ

うか。私は、確かに図書館というものは社会教育施設

の一つであり、教育庁がさまざまな施策を講じられて

いることかと思いますけれども、知事部局でもその活

用について検討すべきではないかと考えております。

見解をお伺いいたします。

　６、「わらべうた」についてお伺いいたします。

　私は、今年度の予算特別委員会の中でもこの「わら

べうた」について質問させていただきました。沖縄に

おける言語や文化がどんどん消滅をしていくという中

で、沖縄の各地に豊富に残っている「わらべうた」、

これを現代の中で採譜し、そして子育て支援や教育の

中で生かしていくということが必要ではないだろうか

というふうに考えています。

　そこで「わらべうた」の言語、民俗、文化的な重要

性について知事はどのようにお考えなのか、見解を聞

かせてください。

　芋つ目、各地域で「わらべうた」集が発刊され、そ

の発刊物やＣＤなどを保育施設、幼稚園などで活用さ

れているようであります。「わらべうた」の採譜、発

刊作業及びそれを生かす動きに県は支援すべきでしょ

う。現状での取り組みについてもお伺いをいたしま

す。

　７、教育行政についてお伺いいたします。

　茨、東京在及びその近郊における県出身者学生寮に

ついてお伺いをいたします。

　ア、沖縄学生会館が３月末に閉館いたしましたが、

その存続に向けての進瀧をお伺いいたします。

　イ、教育庁は入寮希望者数を把握されているので

しょうか。また現在の入寮者について、専門学校生は

何名いらっしゃるでしょうか。

　ウ、地域、学校に隔たりなく入寮させているのかど

うかお伺いをいたします。

　芋、クーラーの設置についてお伺いいたします。

　ア、小・中・高におけるクーラー未設置教室はどれ

だけあるのか。暑い中、室温や湿度が上がり、子供た

ちの健康や集中力を阻害しているケースはあります

か。それら問題解決に今回の補正予算で対応できない

でしょうか、お伺いいたします。

　８、科学技術の振興についてお伺いいたします。

　先ほどの我が会派の新垣議員からも海洋温度差発電

の質問をさせていただきました。エネルギー関連とい

うことで観光商工部長がお答えになられましたけれど

も、そのお答えは研究開発段階にあるという答弁であ

りました。

　そこでお伺いいたしますが、研究開発段階であれ

ば、その研究開発をさらに進めていただくよう政府に

要請するということで、この海洋温度差発電の実現に

向けて取り組む考えはないかどうかお伺いをいたしま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、新貨物ターミナルビル管理会社の県の

かかわり方についてという御質問にお答えいたしま

す。

　那覇空港新貨物ターミナルビルは、ことし10月から

展開されます国際物流事業の拠点となる公共性の高い

施設でありますことから、県は、その管理会社に対し

て、今年度じゅうに持ち株比率25％の出資を行うこと

により同社を支援することといたしております。

　次に、政治姿勢の中で、今の事業に対して公租公課

無料化についてはどうかという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　那覇空港発着の航空機に係る公租公課につきまして

は、現行の軽減措置の拡充を、私が先日、国や与党国

会議員に対し要請したところであります。

　国におきましては、沖縄振興計画全体の見直しの中

で検討すべきとの意見も一部にございましたが、おお

むね好意的な反応をしていただいたと思っておりま

す。

　御提案の無料化につきましては、国の今後の対応状

況を踏まえさらに検討してまいりたいと思います。

　私の政治姿勢についての中で、金融特区の評価と課

題についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　金融特区は、平成21年１月１日現在、金融関連企業

10社が進出をし607名の雇用を創出いたしておりま

す。この秋にも新たな企業の進出や既存企業の拡張な

どが予定されております。

　同地区の税制優遇措置につきましては、平成19年度

に要件が緩和されたことにより、現在１社が認定を取

得いたしております。今後さらに１社が認定取得を検

討しております。

　金融特区での雇用は、企業の進出、事業拡張により

少しずつ着実にふえております。一定の評価ができる

と考えております。

　今後、さらに企業立地を促進し、金融業務の集積を
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図るためにはレンタルオフィスや通信環境の整備、そ

して人材育成などが課題となっておりますが、地元名

護市と連携をして解決に努めてまいる所存でございま

す。

　図書館行政に係る御質問の中で、知事部局の図書館

活用についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　県立図書館は、県民の教育と文化の発展に寄与する

「知の拠点」であります。機会を見て視察を改めてし

たいと思いますが、無論利用したことは何回かござい

ます。

　県の施策を推進する上で県立図書館を活用すること

は有効であると考えており、今後、いかなる活用がで

きるか検討してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光客誘客について

の御質問の中で、20年度２次補正予算の効果と実績に

ついてとの御質問にお答えします。

　平成20年度２次補正予算におきましては、２月から

６月における沖縄旅行需要の喚起を目的にキャンペー

ンを実施いたしました。

　主な内容としては、首都圏における誘客プロモー

ションイベントやテレビ・ラジオ・新聞等マスメディ

アを活用した沖縄観光のＰＲを行いました。

　世界的な不況やインフルエンザの影響を受け、沖縄

への入域観光客数は依然として厳しい状況にあります

が、ゴールデンウイーク期間中における沖縄への航空

旅客輸送実績は対前年比で5.4％増加するなど、キャ

ンペーンの一定の効果があったものと考えておりま

す。

　同じく観光客誘客関係について、平成21年度当初予

算及び補正予算についての御質問にお答えします。

　平成21年度の観光客誘致のための当初予算は、約８

億7000万円となっております。また、観光客の減少傾

向が続いていることから、補正予算に観光客誘致緊急

対策プロモーションに係る経費７億5000万円を計上し

ております。

　当初予算の主な施策として、県外・海外における誘

客活動、コンベンションなどの誘致、リゾートウエ

ディングの推進などに取り組んでおります。また、補

正予算については、現在実施しているキャンペーンを

継続するとともに、新たに国内外のマスコミ関係者の

沖縄招聘や海外での沖縄観光セミナー開催など、さら

なる誘客に取り組んでまいります。

　「平成21年度ビジットおきなわ計画」では、入域観

光客数630万人を目標にしており、不況の折厳しい状

況ではありますが、目標達成に向けて努力してまいり

ます。

　次に、観光統計データのとり方とその活用の仕方に

ついてとの御質問にお答えします。

　沖縄県では、毎年観光客を対象に空港の搭乗ロビー

においてアンケート調査を行い、３年に１度は大規模

調査として機内での調査を実施しております。

　調査の主な項目としましては、旅行者の属性や旅行

内容、観光消費額などとなっております。毎年の継続

調査により沖縄観光の現状と課題を把握し、実態に

沿ったより実効性の高い観光振興施策の立案及び実施

に努めているところであります。

　次に、観光消費額の伸び悩みの理由と消費額が１万

円増加した場合の経済波及効果及びそのための施策に

ついてとの御質問にお答えします。

　観光客１人当たり県内消費額の伸び悩みの主な要因

としましては、景気低迷による全国的な個人消費の停

滞、家計における旅行関連支出の低下、旅行商品の低

価格化の影響を受けていることなどが大きいものと考

えております。

　また、沖縄県が平成16年度に実施した経済波及効果

の調査に基づいて試算しますと、観光消費額が１万円

ふえた場合の県経済への効果を試算しますと、観光収

入は約570億円、生産波及効果は約859億円、付加価値

効果は約470億円増加し、雇用効果は約9900人の増加

となります。

　沖縄県としましては、ＭＩＣＥやリゾートウエディ

ングなど付加価値の高い観光を推進するとともに、

ニューツーリズムなどの体験滞在型観光メニューの拡

充や離島観光の推進などに取り組むことにより、観光

客１人当たりの県内消費額の増大を目指してまいりま

す。

　次に、雇用行政について、連合沖縄の要請に対する

発言趣旨についてとの御質問にお答えします。

　連合沖縄からの要請に対する知事発言については、

「嘱託員の委嘱期間は１年以内とし、２回に限り更新

することができる」とする県の統一したルールがある

中で、何らかの方策について検討したいとの趣旨であ

ります。

　このことについて、職業訓練指導員を安定的に確保

する観点から調整した結果、非常勤講師の公募に当

たっては、現在勤務している方も任期満了後、再度応

募し、公平に選考の対象とすることとしたところであ
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ります。

　同じく雇用関係で、浦添校非常勤講師の雇用につい

てとの御質問にお答えします。

　沖縄県の嘱託員の任用は、「嘱託員の委嘱期間は、

１年以内とし、２回に限り更新することができる。」

とする県の方針があり、浦添校の非常勤講師のみ異な

る扱いをすることは困難であると考えております。

　なお、非常勤講師の公募に当たっては、現在勤務し

ている方も再度応募し、公平に選考の対象となるとこ

ろであります。

　同じく非常勤講師の募集方法についてとの御質問に

お答えします。

　沖縄県では、嘱託員などの採用手続の透明化を図る

観点から、平成18年度から原則ハローワークを活用し

た公募を行い、幅広い人材の中からその職に適した能

力と資格を有した職員の採用を行っているところであ

ります。

　職業能力開発校の非常勤講師は、指導員免許保持等

が採用要件となりますが、平成21年３月末現在、職業

能力開発校で実施している訓練科目に関する指導員の

免許交付数は、県内で14職種で1825件あり、その他申

請により免許交付が可能な方々を加えますと相当数の

該当者がいることとなります。これらの方々に均等に

非常勤講師の職に応募する機会を与える必要がありま

すので、非公募とする取り扱いは困難と考えておりま

す。

　なお、公募に向かない嘱託員として指定されている

職についても、県の方針である「嘱託員の委嘱期間

は、１年以内とし、２回に限り更新することができ

る。」との取り扱いは同様であります。

　次に、離島における職業訓練の状況についてとの御

質問にお答えします。

　宮古・八重山地区における職業訓練は、平成20年度

まで独立行政法人雇用・能力開発機構が求職者を対象

にＩＴ分野などの委託訓練を行っておりました。

　同機構の今年度の当初計画では、離島での職業訓練

の予定はありませんでしたが、現在の厳しい雇用情勢

を踏まえ、年度内に宮古・八重山地区での委託訓練を

実施する方向で検討していると聞いております。

　次に、科学技術振興についての中の、海洋温度差発

電についての御質問にお答えします。

　県としましては、海洋温度差発電は現在研究段階に

あり、新エネ法においても新エネルギーとして位置づ

けられていないことから、今後の研究成果を見守って

いきたいという考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ヤンバルの森につい

ての中で、林道建設に関する関係部局調整、県民の意

見及び林道建設環境調査検討委員会の開催についてお

答えいたします。

　国頭村の県営林において、平成19年度から林道工事

を着手したところ、工事中の一部路線からノグチゲラ

の営巣木が確認されたため工事を一時中断し、１年を

かけて環境調査を実施しました。

　環境保全措置の実効性を図るため、専門家による林

道建設環境調査検討委員会を３回開催し、その内容に

ついて議事録を公開しました。また、環境調査結果に

ついては、関係部局に意見照会し、その意見に対し協

議・説明を行っております。さらに、県民意見につい

ては林道建設環境調査の結果を公開し、林道建設にお

ける環境保全措置の内容に対する意見を募ったもので

あります。

　なお、「沖縄県県民意見公募手続実施要綱」の定め

る対象は、県の長期計画、県民に義務を課し、または

権利を制限する条例の制定、広く県民の公共の用に供

される施設の建設に係る基本計画の策定等となってお

ります。

　今回の県民意見の募集については、同要綱の対象に

該当していないものと判断しております。

　林道建設については、環境省、県文化環境部を初め

林道建設環境調査検討委員会の意見、県民の意見、林

業関係者等との調整を踏まえ、５路線の中から人工林

が多く収穫時期などとなっている環境への負荷の少な

い伊江原支線、伊江Ⅰ号支線の２路線について、環境

保全に配慮しながら21年度から実施することを平成21

年２月に方針として定めたところです。

　同じくヤンバルの森についての中で、林道事業の計

画変更と着手予定についてお答えいたします。

　本年度予算計上された林道事業については、現在、

工事の実施計画の作業を進めているところでありま

す。

　実施設計に当たっては、部内工法検討会や環境部署

との調整を踏まえ適切な環境保全措置を講じることと

しております。

　伊江原支線については、林道建設環境調査検討委員

会の意見を踏まえ、既存の作業道を利用した起点の変

更作業を行うこととしております。工事の着手につい

ては、実施設計後の９月以降を予定しております。

　なお、工事の実施に当たっては、環境部局及び林道

工事環境監視委員会等と連携し、環境保全に配慮しな
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がら進めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　ヤンバルの森につい

ての御質問で、ヤンバルの森の世界自然遺産登録につ

いてお答えいたします。

　ヤンバル地域は、世界自然遺産の国内候補地となっ

ている「琉球諸島」の重要な地域の一つであります。

　世界自然遺産に登録されるには、世界的に見て貴重

な自然であること、その自然が国内法によって長期的

に保護されていることが要件となっております。その

ため、現在環境省がヤンバル地域の国立公園化に向け

た調査や地元説明会等を通し、地元への理解と協力を

求めているところであり、県も協力してきておりま

す。

　県としましては、今後ともシンポジウムの開催やマ

ングースなどの外来種対策に環境省と連携して取り組

んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、図書館行政に

ついての御質問で、県立図書館のあり方の検証につい

てお答えいたします。

　平成18年３月、県立図書館は、県民の教育と文化の

発展と生涯学習の振興を目指すプランとして、「今後

の沖縄県立図書館の在り方」を策定いたしました。そ

のプランに基づく取り組みの成果として、一括貸し出

しのセットを活用した図書館未設置町村への支援や、

沖縄県図書館総合目録システムの構築、新聞記事デー

タベースの利用開始等があります。

　課題としては、レファレンス業務の充実、郷土資料

の公開などホームページの拡充があります。

　県教育委員会としましては、「今後の沖縄県立図書

館の在り方」の検証、これまでの成果と課題を踏ま

え、県民の知的活動の拠点として県立図書館の充実に

努めてまいります。

　次に、琉球・沖縄関係資料の収集についてお答えい

たします。

　沖縄県立図書館には、郷土資料を収集・整理・保存

するという大きな役割があります。現在、県立図書館

においては、広く出版情報を収集し寄贈依頼を行って

おります。また、県立図書館のホームページにおいて

も県民へ寄贈の呼びかけを行っております。

　御提案の納本制度については、国立国会図書館法で

定められた制度で、県で導入するに当たっては出版社

の理解・協力などさまざまな課題があることから、貴

重な御提言として承りたいと思います。

　次に、図書購入費の推移についてお答えいたしま

す。

　平成11年度の図書購入費は3730万円、平成15年度は

3205万9000円、平成20年度は1877万8000円となってお

ります。厳しい財政状況の中ではありますが、効率的

な予算の執行に留意し、図書館の蔵書の充実に努めて

まいりたいと思っております。

　次に、「わらべうた」についての御質問で、「わら

べうた」の文化的な重要性についてお答えいたしま

す。

　「わらべうた」は、大正時代に大人が創作した童謡

とは異なり、地域の子供たちの間で自然発生的に生ま

れた歌が伝承され、現在の子供たちにも受け継がれて

きたものとされております。

　沖縄の「わらべうた」は、オモロなどの古謡の特徴

を残しながら各地域の方言で歌われています。「わら

べうた」は地域の歴史や自然環境、社会風俗や生活習

慣などを反映しており、貴重な文化遺産と考えており

ます。

　次に、「わらべうた」の採譜、発刊作業等への助

成・支援についてお答えいたします。

　人々の生活に根差した各地域の言葉で歌い継がれて

いる沖縄の「わらべうた」を子供たちに伝承していく

ことは、大変意義深いことであります。

　県内の幼稚園では、「わらべうた」を継承する研究

グループが発刊した「わらべうた」集やＣＤを活用す

るとともに、「わらべうた」を継承する研究グループ

や個人を招いて研修会等が持たれ、内容の共有化が図

られていると聞いております。

　今後、県内各地に伝わる「わらべうた」の採譜調査

やその保存・活用の方策等については、国の助成事業

等の情報を提供するなど支援していきたいと思いま

す。

　次に、教育行政についての御質問で、沖縄学生会館

閉寮後の進瀧についてお答えいたします。

　沖縄学生会館については、老朽化によりやむなく閉

寮したところであります。

　今後のあり方については、庁内に設置した「沖縄県

県外学生寮検討委員会」において、県外学生寮の意義

や必要性について改めて検証するとともに、その事業

効果や財政的な負担等の観点から慎重に検討している

ところであります。

　次に、東京近郊学生寮の入寮希望者等についてお答
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えいたします。

　平成21年度における入寮希望者は、東京都狛江市に

ある南灯寮の新規募集人数29人に対し39人の応募があ

り、東京都世田谷区にある沖英寮の新規募集人数11人

に対し19人の応募がありました。

　現在の入寮生のうち専門学校生の人数は、南灯寮が

入寮生47人に対し３人、沖英寮が入寮生20人に対し１

人となっております。

　次に、入寮生の選考についてお答えいたします。

　県外学生寮の管理運営は、財団法人沖縄県国際交

流・人材育成財団が行っております。入寮生の選考に

つきましては、同財団が定める募集要項に基づき公正

公平に行っていると聞いております。

　次に、小・中・高校のクーラー設置状況と補正予算

での対応についてお答えいたします。

　普通教室への空調設置については、平成21年４月現

在、市町村立小中学校436校中213校、48.9％、県立高

等学校60校中52校、87％の設置率となっております。

　文部科学省の「学校環境衛生の基準」によると、最

も望ましい夏場の教室内の温度は25度から28度として

おり、県教育委員会としましては、安全で快適な学習

環境の整備が必要であるとの考えから、市町村教育委

員会と連携しながら空調整備を推進していきたいと考

えております。

　なお、今回の国の平成21年度補正予算を活用して、

校舎改築による耐震化を３市町村４校で予定してお

り、その中の２校で空調施設の整備を計画しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　科学技術振興についての

御質問の中で、科学技術振興の観点からの海洋温度差

発電に関する見解についてお答えをしたいと思いま

す。

　太陽光発電、風力発電、バイオマス発電など新エネ

ルギー技術の開発や実証試験等については、膨大な費

用や高度な技術の蓄積が必要であるなどの理由から、

主として経済産業省所管の「新エネルギー・産業技術

総合開発機構」が国策として実施しているところであ

ります。

　海洋温度差発電につきましては、佐賀大学が先行し

て研究を行っており、久米島町にある海洋深層水研究

所との連携研究を検討していると聞いております。

　企画部としては、佐賀大学が行った研究成果等を調

査・分析をし、海洋温度差発電の共同研究等の可能性

について検討したいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　それでは、再質問いたします。

　金融特区について、知事からまずまずの評価だとい

うふうに、まずまずの成功をおさめているようなニュ

アンスでありましたけれども、実は内閣府の副大臣の

宮澤洋一さんという方が国会での質疑の中で、鳴り物

入りで導入したのに、この成果は大変情けない状態だ

というふうに答弁されております。

　それで、先週も我が民主党の喜納参議院議員からも

質疑をしたときに、弾力的に制度運用を改変しなけれ

ばならないというふうな答弁をされているんですね。

やっぱりそういう意味では、そういう大臣がおっ

しゃっていて、県としてこの制度のどこが問題なのか

ということをもう少し精査をしなければならないとい

うふうに私は思っているんですよ。皆さんの金融セン

ター可能性調査、これは皆さんが実施をした可能性調

査報告書でもかなりいいことを書いてあるんですね。

これに基づいてどうあるべきなのかとか、これまでの

政府の要請に対して国がこたえられなかった部分、こ

こをどうやって再度要請するのか、そのことについて

改めて答弁をいただけませんでしょうか。

　続きまして、ヤンバルの森についてお伺いいたしま

す。

　農林水産部長がお答えされましたけれども、パブ

リックコメントは県民意見募集要綱の規定には基づい

ていない。これはパブリックコメントもどきじゃない

ですか。知事公室の広報課がこの要綱を定めておりま

すけれども、少しお伺いいたしますけれども、この農

林水産部がやったパブリックコメントは、本当にその

県民意見募集要綱の対象にはならないのかどうかお聞

かせください。そして、こういう形で各部局がパブ

リックコメントもどきをホームページで、パブリック

コメントですということが、本当に県の行政として正

しい手続のあり方なのかどうかお聞かせください。

　続いて、検討委員会の開催のあり方などに瑕疵があ

るのかどうか、お聞かせいただきたいと思っていま

す。私、あるのかどうかと聞きましたけれども、ない

ともあるとも言っておりませんでした。３つほどお聞

かせをいただきます。

　まず、この議会でも先ほども他の議員からありまし

たけれども、開設ありきじゃないかという質問があり

ましたけれども、まさにこれは開設ありきの検討委員

会だったんですよ。これは設置要綱の中には、林道工
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事の開設に当たり環境調査結果を踏まえ云々かんぬん

と書いてあるんですよ。つまり、この検討委員会は開

設をするための検討委員会だったわけですね。

　ということでお伺いいたしますけれども、この検討

委員会は、まさに私が言ったとおり開設を目的とした

ものだったのかどうかお聞かせください。

　続いてお聞かせいただきたいと思っております。こ

の委員会の議事録を読ませていただきました。各議員

から、さきに行われました環境影響評価調査について

疑義が提示されております。調査の方法、調査の期

間、さまざまな形で疑義が出されており、委員から反

対という気持ちで参加をしている、またはこの委員会

で何を求められているかわからないというお答えが質

疑の中にありました。

　そこでお伺いいたしますが、この委員会が出した報

告書というものは、委員の総意によるものなのかどう

か。

　もう一つお聞かせください。この委員会の保全措置

に係る報告書は開設を目的として、開設すべきだとい

うことで出されたものかどうかお聞かせください。

　もう一つ、瑕疵について述べたいと思っています。

　この調査報告書は１月20日に提出をされておりま

す。この１月20日に提出をされた後に国頭村の林業振

興に係る、林道開設における委員会が開かれておりま

す。この委員会においてこれは提出されたのかどうか

お聞かせください。

　もう一つ、この報告書、実は20日に報告書が締め切

られております。私も手に入れているこの報告書に

は、１月20日付で森林緑地課がスタンプを押して受け

取りましたということで資料を受け取られておりま

す。しかし、この翌日に別の委員から、もう一つ意見

があるから追加してくれというふうになされており、

私の手元には20日付のこの報告書の中には21日の委員

の皆さんからの提言が盛り込まれております。さら

に、皆さん、その森林緑地課からいただいた資料によ

ると、21年１月26日に最終報告の意見書の確認を行

う。これは出して後に確認を行っているんですよ。１

月27日に委員長と最終意見の調整を行うと。最終的に

２月８日に意見報告書を各委員へ送付ということでな

されておりまして、こういう20日に報告書が出されて

事後報告じゃないですか。こういうあり方って本当に

正しいんですか。それをお聞かせください。

　続いて質問をいたします。

　教育行政について。

　学生会館の進瀧について、先ほどからも質疑があり

ましたけれども、教育長、これは必要なのかどうかと

いうのをまず教育長みずからお答えをいただきたいん

ですよ。

　県出身者の学生、東京に行っている方は皆さんの資

料によると500名以上いらっしゃるんですよ。それ

で、今、南灯寮と沖英寮の学生の在籍している専門学

校生を見ますとわずかしかいないんですね。専門学校

生は、大学の受験をされた方、大学生の希望者が満杯

になって足りなくなったときには入れてあげるという

形なんですよ。県内から随分と専門学校生が行かれて

いますけれども、そういう方も含めると、多くの入寮

希望者がいるかと私は思っているんです。そういう意

味では、まず検討委員会を開くのは結構ですけれど

も、教育長としてこれは必要なのかどうか、まずお答

えをいただきたいと思っています。

　続きまして、クーラーの設置についてお伺いいたし

ます。

　実は、この質問をしましたのは、那覇市立の泊小学

校のある２教室でクーラーが設置されておりませんで

した。１つの教室は先週ついたようであります。しか

し、聞いてみますと、クーラー設置のために小学生が

空き缶を集めてクーラーの設置費用に充てようとして

いたようです。牛乳パックを回収してその費用に充て

ようとしたわけでございます。クーラーの設置をする

ために小学生がバイトしなければならないのかどう

か、これはちょっとお答えいただきたいと思うんで

す。

　もう一つ、教育長、私は、クーラーの設置とか空調

設備というのをぜいたく品としてとらえてないかなと

思うんですよ。そうじゃないと思うんですね。教育環

境に必要なものだというふうにとらえ直さなければな

らないと思うんですけれども、教育長の見解をお聞か

せください。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの上里直司君の再質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時22分休憩

　　　午後３時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の上里直司君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　上里議員の再質問、

内閣府副大臣の発言についてと金融特区関連の御質問
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にお答えします。

　内閣府の宮澤副大臣が25日の参議院財政金融委員会

において、金融特区の税制優遇措置の事前手続である

事業認定の要件について、専ら当該区域内において金

融業務に係る事業を営む法人とする規定については、

個人的見解と断った上で弾力的に検討しないといけな

いと思うと述べたことについては、新聞報道等より承

知しております。

　金融特区については、本県の産業振興の観点から、

引き続き税制改正の必要性等について内閣府及び関係

機関への要望を初め、地元名護市と連携して推進して

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質問にお答えいた

します。

　パブリックコメントは、要綱の対象にならないのか

ということの質問にお答えします。

　県民意見については、林道建設環境調査の結果を公

開し、林道建設における環境保全措置の内容に対する

意見を募ったものであります。

　「沖縄県県民意見公募手続実施要綱」の定める対象

は、県の長期計画、県民に義務を課し、または権利を

制限する条例の制定、広く県民の公共の用に供される

施設の建設に係る基本計画の策定等となっておりま

す。

　今回の県民意見の募集については、同要綱の対象に

該当していないものと判断しております。

　次に、検討委員会は開設目的かということに対して

お答えいたします。

　林道建設環境調査検討委員会は、林道工事の開設に

当たり環境調査の結果を踏まえ、環境影響の回避、低

減措置について指導及び助言を得るために設置してお

ります。

　次に、報告書は委員の総意によるものかについてお

答えいたします。

　意見内容については、委員全員に通知し了解を得て

おります。

　次に、報告書は林道開設すべきというものだったの

かについてお答えいたします。

　報告書は、林道建設に当たり環境調査の結果を踏ま

え、環境影響の回避、低減措置について指導及び助言

を得るために取りまとめたものであります。

　次に、１月20日に国頭村との会議をしたときに報告

書を出したのかということについてお答えします。

　委員会の報告書の概要を説明しております。

　次に、１月20日付報告しているが、21日以降の意見

も踏まえ、27日に取りまとめたとしているが、このよ

うなやり方でよいのかということについての御質問に

お答えいたします。

　委員の意見を尊重して追加意見を入れて１月27日に

委員長との調整をして取りまとめました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　では、クーラーの設置に

ついての再質問で、クーラーの整備費用及びクーラー

の必要性についてお答えいたします。

　小中学校施設の空調整備については、設置者である

市町村で対応すべきものと考えております。

　那覇市の小学校の２教室においては、那覇市の教育

委員会に確認したところ、１教室については今月に設

置を終えており、残り１教室については改築予定の空

調機器を活用し、８月までに設置する予定と聞いてお

ります。

　クーラーの必要性については、県教育委員会としま

しても、安全で快適な学習環境の整備が必要であると

の認識をしております。

　今後とも、市町村教育委員会と連携しながら空調整

備を推進していきたいと考えております。

　次に、沖縄学生会館についての再質問についてお答

えいたします。

　沖縄学生会館は、千葉県周辺の大学で学ぶ本県出身

の学生に住居を提供し、勉学に専念できる環境を整え

ることにより、これまで多くの有為な人材を育成して

きました。

　学生会館については、老朽化によりやむなく閉寮し

たところであります。今後のあり方については、庁内

に設置した沖縄県県外学生寮検討委員会において今検

証しているところでございます。

　平成20年度の第１回では耐力度調査実施の確認及び

今後の対応策の検討、第２回では耐力度調査結果を受

けての対応の協議、第３回では次年度スケジュールの

確認等を行っております。平成21年度の第１回では入

寮状況報告、沖縄学生会館の今後についての討議、第

２回では沖縄学生会館の今後のあり方についての討議

を行っております。

　今後のあり方については、県外学生寮の意義や必要

性について改めて検証するとともに、その事業効果や

財政的な負担の観点から検討してまいりたいと考えて

おります。
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　以上でございます。よろしくお願いします。

○上里　直司君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時54分休憩

　　　午後３時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　今回の意見聴取につ

いては、パブリックコメントもどきではないかという

ことに対しての御質問にお答えいたします。

　今回の県民意見につきましては、森林緑地課のホー

ムページの中で林道環境調査の意見を公表し、意見を

求めたものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時56分休憩

　　　午後４時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　今回の林道に関しまし

てのパブリックコメントは手続上必要がないというこ

とです。それをいわゆるパブリックコメントというと

幅広く意見を出していただくということで手続上必要

ないけれども、公表して出したということで紛らわし

いというようなことであれば、それは今後そういうこ

とのないようにしていきたいと思っています。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　それでは、最後に１点だけお聞きし

ます。

　この環境調査検討委員会の報告書、さっき申し上げ

たとおり１月20日に報告書ができ上がっています。１

月21日にある委員から追加意見が出ています。１月21

日に報告意見案を一部修正し各委員へ通知、各委員へ

委員会報告は１月20日付で行うとの報告を行う。つま

り１月21日に出てきて、これ印鑑を押したのは１月21

日じゃないですか。１月21日に印鑑を押して受け取っ

たと言っているにもかかわらず、１月20日の印鑑を押

して受け取ったというふうにやることは、公文書の運

用ルールからすると正しいやり方なのかどうか最後に

お聞かせください。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時５分休憩

　　　午後４時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　報告書で１月21日の

報告の中で、１月27日以降の委員から、追加の意見を

入れて１月20日に報告したというのは好ましくないの

ではないかということに対する質問についてお答えい

たします。

　報告書に関して、委員の意見を尊重して追加意見を

入れて、１月27日に委員長と調整をしてまとめたとこ

ろであります。

　林道建設については、県民の意見、関係部局の意

見、検討委員会の意見、国頭村林業関係者等との調整

を踏まえ、平成21年２月に方針を決定しているところ

でございます。

　そういう意味で、いろいろな意見を入れて取り入れ

て決定したところでございます。

　以上でございます。

○上里　直司君　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時８分休憩

　　　午後４時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再々質問にお答えい

たします。

　先ほど１月20日の報告書について、21日以降の意見

を入れることについて文書手続上どうなのかというこ

とについてお答えいたします。

　この報告書につきましては、委員の意見を尊重して

意見を入れて、１月27日委員長と調整して取りまとめ

たところでございますけれども、日付の手続などにつ

いては配慮が十分足りなかったんじゃないかと思いま

す。今後、改めていきたいと思います。よろしくお願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　部長、配慮が足りないんじゃないで

すよ、大変な問題ですよ、これ。皆さんが林道開設を

目的として進めたところにこうした瑕疵が出てきたわ

けなんですよ。もっと慎重にやるべきですよ。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。
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　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　皆さん、こんにちは。

　それでは、通告に従って一般質問を行いたいと思い

ます。

　まず最初に、教育行政について伺いたい。

　沖縄の自立に向けた自立的発展を支える人材育成の

見地から、コンセプトを明確にした学校づくりを進め

ることとして県立学校の編成整備計画が進められてお

ります。

　そこで伺いたい。

　茨、県立高等学校編成整備計画について。

　ア、整備計画が実施をされて６年目を迎えますが、

実施校について地域や学校、父母、教育委員会を含め

て検証が必要と考えるが教育長の見解をお聞かせくだ

さい。

　イ、これまでの実施校の成果と課題について伺いま

す。

　芋番目に、高等学校における定員割れと廃科の問題

について伺います。

　ア、定員割れ学科数と学校数、その特徴と原因につ

いて伺います。

　イ、廃科とする基準とその可能性のある学科を抱え

る学校数は何校あるか伺います。

　ウ、「適正な学科編成」について教育長の見解を伺

います。

　鰯番目に、県立宮古総合実業高校の統合による課題

解決に向けて伺いたい。

　ア、統合によって必要でない施設や古い施設の解体

と必要な学校施設の新設計画、生徒がふえたことで狭

隘となったグラウンドの拡張計画などについて取り組

みをお聞かせください。

　イ、両校間を隔てる市道の買い上げは、生徒の交通

安全の確保や学校施設編成においても喫緊の課題と

なっています。宮古島市とどこまで話し合いは進んで

いるか伺いたい。

　それから、県内の学校視察でわかったことでありま

すが、家庭の経済的理由と思われる生徒の授業料の滞

納問題や減免申請が増加をしています。その実態と委

員会の対応を伺います。

　次に、「教職員の勤務の実態・意識にかかる調査報

告書」における改善策について。

　ア、具体的改善策について、学校現場や教育委員会

でどのように取り組まれ、どう実施されているかを伺

います。

　咽、それから2004年進級規定の内規見直し問題につ

いてお聞きしたい。

　ア、前任の仲村教育長の１月９日の県立学校校長研

修会における見直し検討発言や２月定例会での答弁を

受けて、教育長として現場にどのように指示をしてい

るか伺いたい。

　学校現場に確認をしたところ、指示は今のところな

いというふうにお聞きしております。見直しの検討を

するのか、検討するとしたらいつごろになるか明確に

御答弁をいただきたい。

　大きい２番目、県立病院の課題について伺います。

　茨、県立病院のあり方基本構想について。

　病院経営に大きな影響があるのでちょっとお聞きを

したいと思っているんですが、診療報酬改定の病院健

全経営の影響についてどのように認識をしているか伺

います。

　それから、「県が提供する政策医療の内容・範囲を

見直し、応分の財政負担をする」としているが、どの

ような人選、そしてどのような機関で審議・決定をし

ていくのか伺います。

　ウ、当初（案）では「県民の協力と市町村の経営参

画」としていたが、「運営」としたのはなぜなのか。

　エ、宮古病院の医療機能等の見直しでは、当初

（案）においては消極的な発言にとどまっておりまし

たが、今回の構想では「改築に向けた取り組みを「推

進」」と非常に力強い表現になっています。その理由

をお聞かせください。

　オ、県が進める「行財政改革プラン」と公営企業法

全適での人材確保を含めた人事制度のあり方はどうな

るのか伺います。

　それから、日本看護協会調べで、「過労死危険状態

の看護師、全国に２万人」の見出しがあったり、ある

いは医師の過労死など医療現場は大変過労死危険レベ

ルの状態であると認識しております。今回の構想で、

いつごろを目安にその危険レベルが下がるのかお伺い

をしたいと思います。

　キ、全適で十分経営改善できるとした病院事業局、

さまざまな課題を挙げ、それを解決する方法として独

法化が出てきたとする知事部局と、それぞれの主張に

全く妥協点はないと思われておりましたが、今回の構

想の決着に至った経緯について病院事業局長と福祉保

健部長から答弁を求めます。

　芋、県立宮古病院の課題解決について伺いたい。

　ア、脳神経外科医１人不足に加えて新たに眼科医師

が不在となっております。その対応を伺いたい。医師

の確保についても「人材確保チーム」の現場との連携

についてもお聞かせください。

　イ、移転・新築に向けた基本計画の策定、国庫要請
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はいつになるのか。

　ウ、宮古島市への支援要請の話し合いはどこまで進

んでいるのか。

　先日、病院事業局長が宮古で宮古島市長と話し合い

になったというふうにお伺いをしております。

　それから大きい３番目、自殺対策について伺いま

す。

　茨、沖縄県におけるこの５年間の自殺者数の推移と

特徴について伺いたい。

　芋番目、県の自殺対策の取り組みについて伺う。

　ア、最初に平成18年の県内における自殺者が400人

と過去最多となりました。この５年間の自殺者がおよ

そ1800名、年間で平均で350名、１日およそ１人の自

殺者が出ております。特に、30歳から50歳の世代が突

出している現状について知事の見解と、今後どのよう

に自殺者を減らしていくのか御意見を伺います。

　イ、県の総合対策行動計画の取り組みの進瀧状況に

ついても伺います。

　ウ、「沖縄いのちの電話」の現状と県の支援につい

て伺います。

　エ、20歳代後半の男性の自殺者の多さが全国にない

沖縄県の特徴であるとの指摘があります。県として自

殺防止に向けた実態調査が必要ではないか伺います。

　オ、地域における相談窓口の充実と人材確保につい

て実態はどうか。

　カ、自死遺族対策について伺います。

　４、環境行政について伺います。

　茨、県の温暖化対策について。

　ア、目標値の達成どころかさらに大きく温室効果ガ

ス排出を増加をさせている。現状と原因、今後の実効

性ある施策について伺います。

　イ、低炭素社会の実現を目指して、電気自動車やハ

イブリッド自動車の本格普及に向けて経済産業省が提

案する「ＥＶ・ｐＨＶタウン」事業の調査地域に沖縄

が採択をされました。今後、実施予定の提案募集を通

じながら選定を目指すことになりますが、このタウン

事業の説明と今後の推移、県の考え方についてお伺い

をいたします。

　ウについては割愛します。

　エ、県の新エネルギーへの取り組みと展望について

伺います。

　５、宮古島市の課題について伺います。

　茨、下地島空港及び残地の利活用について。

　ア、空港及び残地の利活用について、国・県及び宮

古島市や関係機関を加えた協議会設置について県の見

解を伺います。

　イ、県の進める21世紀ビジョンに拠点空港として位

置づけることについて県の見解を伺います。

　最後になりますが、芋、中央児童相談所の宮古分室

の設置について見解を伺います。

　宮古島市から届いた分室設置の要望について見解を

伺う。

　それから、この要望の中に相談者への対応や当事者

への指導に関して、相談員おのおのの経験や独自の判

断に基づき対応している部分があり、適切性、的確

性、正当性の面から非常に不安を抱えながら対応して

いるとあります。そのことについても見解を伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず自殺対策に係る御質問で、30歳から50歳の年代

の自殺の現状と対策についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄県におきましては、地域特性に応じた自殺対策

を推進するため、「沖縄県自殺総合対策行動計画」を

策定し、多様な関係者が参画、連携、協同し、自殺対

策に総合的に取り組んでいるところでございます。

　沖縄県の自殺者は、年代別では30から50歳代の働き

盛りが約６割を占めております。自殺対策は重要な課

題であると認識いたしているところです。

　また、自殺の原因・動機の半数以上が健康問題、経

済生活問題である現状から、県ではメンタルヘルス対

策と多重債務対策との連携した取り組みを重点的に実

施しているところであります。

　国におきましては、現下の経済情勢を受け、自殺対

策をさらに強化するため、緊急経済対策の一環として

「地域自殺対策緊急強化事業」を予定していることか

ら、県におきましても同事業を活用し、自殺対策にな

お強力に取り組んでまいりたいと考えているところで

ございます。

　同じく自殺対策に関連して、自殺総合対策計画の取

り組みの進瀧状況に係る御質問にお答えいたします。

　「沖縄県自殺総合対策行動計画」におきましては、

平成29年度までに平成18年度の自殺死亡率を20％以上

減少させることを目標として掲げております。

　同計画におきましては、自殺の予防から遺族対策ま

で総合的に推進することといたしていることから、県

におきましては、自殺の予防等に関する普及啓発や研

修、また自死遺族への支援等を実施しているところで

あります。
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　自殺者の動向を見ますと平成18年400人、平成19年

347人、平成20年337人と減少していますが、11年連続

して300人を超える高どまりの状況にあります。

　また、現下の経済情勢から自殺者がふえることが懸

念されることから、県におきましては、「地域自殺対

策緊急強化事業」を活用して、県民すべてを対象にし

た普及啓発と地域における自殺対応力強化を重点実施

し、自殺対策に強力に取り組みたいと考えているとこ

ろでございます。

　次に、環境行政の関連で、「ＥＶ・ｐＨＶタウン構

想」の推移と県の考え方についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　「ＥＶ・ｐＨＶタウン構想」は、電気自動車、プラ

グインハイブリッド車の本格普及に向けた実証実験の

ためのモデル事業であります。

　沖縄県では、ことし３月に「ＥＶ・ｐＨＶタウン構

想」の調査地域に選定されたことから、電気自動車等

によります省エネルギー、二酸化炭素排出量削減の取

り組みモデルの追加などの課題について、関係団体と

連携をしつつ解決を図り、今年度予定されております

国の「ＥＶ・ｐＨＶタウン構想」に応募することとい

たしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育行政につ

いての御質問で、県立高校編成整備計画の検証につい

てお答えいたします。

　県立高校編成整備計画は、平成14年度から23年度ま

での10年間の計画であり、その推進に当たっては、国

の文教施策の動向や本県の教育関連施策及び地域の情

勢の変化等に応じて必要な見直しを行うなど継続的に

点検を行っております。

　平成19年度には、学校関係者、ＰＴＡ、市町村の教

育委員会、産業関係の代表や学識経験者等で構成する

懇話会の協議報告書を踏まえ、編成整備計画の見直し

を行いました。具体的には、中部地区への定時制・通

信制独立校の見送り、総合工芸高校の中止、沖縄イン

ターナショナル中等教育学校の継続検討などがござい

ます。

　今後、平成24年度からスタートする次期編成整備計

画に向けて、現計画の検証を行うとともに、県全体や

各地域の実情、生徒の実態等を考慮して検討してまい

ります。

　次に、実施校の成果と課題についてお答えいたしま

す。

　県教育委員会においては、平成14年３月に県立高等

学校編成整備計画を策定し、総合学科、中高一貫教育

校、情報教育中心校、総合実業高校など新しいタイプ

の学校等について年次的に整備を進めてきたところで

あります。

　平成19年４月には、与勝高校内に併設型中高一貫教

育校として、県立与勝緑が丘中学校を開校いたしまし

た。

　総合実業高校については、平成19年４月に、名護商

業高校と北部工業高校を統合して名護商工高校を開校

し、平成20年４月には、宮古農林高校と翔南高校を統

合して宮古総合実業高校を開校いたしました。

　実施校の成果としまして、入学志願者が増加し進路

決定率も上昇していること、また、学校が活性化し各

種大会の入賞者の増加や資格取得者の増加、さらに部

活動生も増加しております。一方、中高一貫教育校に

おける連携のあり方や、総合実業高校の施設・設備の

充実等の課題があります。

　今後、学校側と十分な意見交換を行いながら適切に

対応してまいりたいと考えております。

　次に、定員割れ学科数と学校数、その特徴と原因に

ついてお答えいたします。

　県立高等学校の入学定員につきましては、地域の生

徒数の推移、生徒・保護者のニーズ、地域の実情等を

考慮して適正な設定に努めているところであります。

　平成21年度県立高等学校入学者選抜において、定員

割れのある学校及び学科数は、43校、84学科となって

おります。定員割れの特徴については、専門高校や北

部、離島地区に多く見られ、その主な原因としまして

は受験生の普通科志向や北部、離島地区の生徒数の減

少、都市地区への進学などが考えられます。

　次に、廃科とする基準とその可能性のある学校数に

ついてお答えいたします。

　県立高等学校における学科の廃科につきましては、

県立高等学校編成整備計画において、定員の過半数割

れが２年連続生じた場合、原則として募集停止を行う

こととしており、現在、定員の過半数割れが２年連続

生じている学科のある学校は２校となっております。

ただし、離島・僻地等については、地域の実情等に考

慮した適正な学科の配置に努めてきたところでありま

す。

　次に、適正な学科編成についてお答えいたします。

　県立高等学校の学科編成につきましては、社会の変

化や生徒の多様化に対応するため新しい学科の設置や

特色ある学科改編を進めてきたところであります。



－ 218 －

　学科改編については、県立高等学校編成整備計画の

基本方向において、県全体の定員の比率をおおむね普

通科６、専門学科３、総合学科１とし、各地域におい

ては実態に即してその割合を設定することとしており

ます。

　県教育委員会としましては、今後、地域特性を生か

した魅力ある学校づくりを支援し定員確保に努めると

ともに、学科や入学定員についても志願状況や生徒・

保護者のニーズや地域の実情等を考慮して検討する必

要があると考えております。

　次に、宮古総合実業高校の施設整備についてお答え

いたします。

　県教育委員会においては、本年度に老朽化した普通

教室を改築する計画にしております。現在、設計を発

注しており、できるだけ早い時期に工事に着手したい

と考えております。

　また、統合により不要となった旧翔南高校の管理棟

と特別教室棟の一部も老朽化しているため、解体撤去

することにしております。グラウンドについては、今

後、学校の意向等も踏まえて検討していきたいと考え

ております。

　次に、旧両校間の市道についてお答えいたします。

　旧両校間の市道は、近隣住民の生活道路として使用

され、授業の際にも生徒が横断していることから、生

徒の交通安全対策として横断歩道が設置されておりま

す。また、道路に面している両校のブロック塀を撤去

し、フェンスを設置することで見通しをよくするなど

施設の整備も行いました。

　なお、学校から生徒の安全上の理由により市道の学

校敷地としての使用についての要望がありますが、市

道は住民の生活道路となっていることや、学校周辺の

道路開発計画の兼ね合い等の課題があります。

　今後とも、市道の使用についていかなる方法がある

かについて、宮古島市を初め関係機関等と調整しなが

ら検討してまいりたいと考えております。

　次に、授業料滞納や減免申請等についてお答えいた

します。

　授業料の減免申請の状況についてでありますが、平

成21年度一括申請は6354人で、前年度の同時期と比較

して454人増となっております。そのうち免除者は

4485人で347人の増となっており、近年増加傾向にあ

ります。

　次に、授業料の滞納につきましては、毎月の納入期

限までに納めていない例はありますが、年度末までに

は納入されており、年度をまたがる未収金はありませ

ん。

　県教育委員会としましては、経済的理由により授業

料の納付が著しく困難な生徒に対しては、今後とも随

時授業料の減免申請を促すなど、適切に対応してまい

りたいと考えております。

　次に、教職員の勤務実態調査後の改善策についてお

答えいたします。

　教職員の勤務実態調査に係る分析検討委員会からの

報告によりますと、教職員の時間外勤務が常態化し、

業務に負担感を持っていることがわかりました。

　県教育委員会としましては、具体的な改善策の取り

組みとしまして、定時退校日、ノー部活動日の設定、

会議の精選、報告書の簡素化等の推進に努めていると

ころであります。

　また、働きやすい職場づくりを目指して負担軽減検

討委員会等を設置し、各学校の実情に応じた取り組み

を検討するよう通知したところであります。

　次に、進級規定のその後の経緯についてお答えいた

します。

　県立高等学校における進級に関する規定について

は、生徒の身分や権利、将来の人生設計に大きな影響

を及ぼすものであることから、校内規定のあり方を慎

重に検討していく必要があると考えております。

　県教育委員会としましては、進級に関する現状や課

題について、県高等学校長協会や県高等学校ＰＴＡ連

合会と意見交換を行ったところであり、今後は職員団

体とも十分な意見交換を行うとともに、これらの意見

を踏まえて総合的な観点から学校現場への対応を進め

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　県立病院の課題の

項目の中で、診療報酬改定の病院経営の影響について

お答えいたします。

　診療報酬のマイナス改定により、全国的にも経常損

失を計上する病院事業が増加していることから、経営

への影響はあったものと思料されます。なお、病院事

業局の試算によると、平成18年度の診療報酬改定の影

響額は約１億4300万円の収益減と見込まれておりま

す。

　次に、政策医療の審議機関についての質問にお答え

いたします。

　県が提供する政策医療の内容・範囲については、福

祉保健部が中心となり、病院等関係機関との調整を

行った上で定めることとしております。

　次に、市町村の運営参画とした理由についてお答え
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します。

　御指摘の箇所は、市町村を含めた地域全体で県立病

院を支える体制を検討することが答申の趣旨であるこ

とを踏まえると、経営よりも、より幅広い参画のあり

方をイメージできる運営の方が適当であると考え修正

したものであります。

　次に、「改築に向けた取り組みを「推進」」とした

理由についてお答えいたします。

　御指摘の箇所は、病院事業局において、新宮古病院

整備基本計画が策定されたことを踏まえ修正したもの

であります。

　次に、過労死危険レベルについての質問にお答えし

ます。

　病院現場の勤務環境の改善については、重要な課題

であると認識しております。このため、県立病院のあ

り方に関する基本構想においても、病院現場の勤務環

境の改善を県立病院改革の目的の一つとして位置づけ

たところであります。

　次に、「県立病院のあり方に関する基本構想」の策

定についてお答えいたします。

　県立病院改革の目的及びその必要性については、病

院事業局と福祉保健部との間でもともと認識の不一致

はありませんでした。

　「県立病院のあり方に関する基本構想」の「経営形

態に関する基本方針について」は、病院事業局と数回

にわたる調整を行い、沖縄県医療審議会の答申を尊重

するとともに、県議会の決議、市町村及び県立病院長

の意見等を踏まえ、経営再建に対する病院事業局の取

り組みについても考慮し策定したところであります。

　次に、自殺対策についての御質問の中の、５年間の

自殺者数推移と沖縄県の特徴についてお答えいたしま

す。

　本県の過去５年間の自殺者数は、警察統計によると

平成16年341人、平成17年359人、平成18年400人、平

成19年347人、平成20年337人となっております。

　自殺の原因・動機については「健康問題」が最も高

く、次が「経済生活問題」、「家庭問題」の順となっ

ており、年次推移で大きな変動はありません。

　全国と異なる特徴を人口動態統計から見ると、男性

の自殺者の割合が高く、特に働き盛りの35歳から64歳

男性の自殺率が高くなっております。一方、65歳以上

の高齢女性の自殺率は全国よりも低い状況になってお

ります。

　同じく自殺対策の中の、「沖縄いのちの電話」への

支援と現状についてお答えいたします。

　「いのちの電話」の活動につきましては、自殺予防

に大きな役割を果たしており、特に、現下の経済情勢

においては極めて重要な相談窓口として機能している

ものと認識しております。

　今回、国の経済緊急対策の一環として、「自殺対策

緊急強化事業」が予定されていることから、これらの

対策の中で民間団体に対する支援等についても検討し

ていきたいと考えております。

　次に、自殺防止に向けた実態調査についてお答えい

たします。

　本県においては、自殺に関する警察統計や人口動態

統計等の収集分析を通して自殺の実態把握を行ってい

るところであります。しかしながら、自殺未遂者等ハ

イリスク者や自死遺族等への実態調査は、プライバ

シー保護の問題や遺族感情等から難しい状況にありま

す。

　国は、昨年10月に「自殺対策加速化プラン」を決定

し、自殺の実態を明らかにするための施策として、

「警察庁及び厚生労働省の自殺統計に係るデータを分

析し、その結果を地方公共団体等で活用できるよう提

供する。」こととしています。

　県としては、これらの国から提供されるデータを利

活用して、自殺対策に今後とも着実に取り組んでまい

りたいと考えております。

　次に、相談窓口の充実と人材確保についてお答えし

ます。

　自殺対策の相談窓口としては、総合精神保健福祉セ

ンターの「こころの電話」や各福祉保健所の「精神保

健相談」などの県機関を初め、市町村の相談窓口や

「いのちの電話」などの民間機関を含む相談窓口が多

数あります。

　県では、自殺対策の普及啓発や相談支援の充実のた

めに民生委員や市町村関係機関等への研修会を実施し

て、相談支援に携わる人材の育成に取り組んでいると

ころであります。

　次に、自死遺族支援についてお答えいたします。

　自死遺族への支援として、平成20年３月に遺族によ

る自助グループ「分かち合い」の会を立ち上げており

ます。

　県としては、「分かち合い」の会の開催場所の提供

や遺族支援を行うファシリテーター養成などを通して

自死遺族の支援を行っているところであります。

　次に、宮古島市の課題についての御質問の中の、中

央児童相談所宮古分室の設置についてお答えします。

　県では、平成19年度に中央児童相談所八重山分室を

設置しておりますが、近年、宮古地区においても児童

虐待相談件数が増加しており、八重山地区とほぼ同じ
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水準にあると考えております。

　現在、宮古地区では、宮古島市役所及び宮古福祉保

健所等において児童相談を受け付けており、継続して

指導を要する要保護性の高いケースについては、中央

児童相談所の児童福祉司による戸別訪問等で対応して

おります。

　児童虐待相談については、迅速性を求められるケー

スに適切に対応する必要があることから、宮古地区に

おける相談内容を詳細に分析し、児童相談所分室設置

の必要性については、今後検討を行ってまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院の課題の御

質問の中の、行財政改革プランと公営企業法全適での

人事制度についてにお答えします。

　沖縄県行財政改革プランの推進項目である「定員管

理の適正化」では、県全体で定員が削減される中で、

病院事業局の定員の削減は行われておりません。病院

事業局としては、業務の委託化を推進するなど、必要

な職種の定員枠を確保してきたところであります。

　また、平成21年度から臨任、嘱託職員等の人員配置

の権限を病院長に移譲するとともに、民間経験者等を

対象とした経営企画職員の採用を実施するなど、より

効果的な体制の構築に取り組んでいるところでありま

す。

　なお、７対１看護体制の移行に伴う看護師等の確保

については、看護体制検討チームの中で定数条例の見

直しを含めて検討しているところであります。

　続いて、「県立病院のあり方に関する基本構想」の

策定についてにお答えします。

　今般策定された「県立病院のあり方に関する基本構

想」については、沖縄県医療審議会の答申を尊重する

とともに、県議会の決議、市町村長及び市町村議会議

長並びに各県立病院長の意見等を踏まえ、さらに経営

再建に対する病院事業局の取り組みについても考慮し

策定されたものと認識しております。

　病院事業局においては、経営再建計画を策定すると

ともに、病院長への大幅な権限移譲、看護師採用試験

における受験年齢制限の撤廃、７対１看護体制への移

行に向けた具体的な検討など、これまで指摘されてき

た県立病院の諸課題に取り組んでいるところでありま

す。

　また、去る４月に開催した第１回経営改革会議にお

いては、経営再建計画実行宣言を行い、病院事業局と

病院現場が一体となって不退転の決意で経営再建に取

り組んでいるところであります。

　続きまして、宮古病院の医師不足についてお答えし

ます。

　脳神経外科については、診療体制安定化のため増員

を図る必要があり、医師の確保に努めているところで

あります。眼科については、宮古病院の医師は不在で

はありますが、ことしの５月から地元の２カ所の診療

所と連携し、平日と夜間の救急診療を行っておりま

す。

　なお、現在、眼科外来・救急診療の応援医師に関し

て県内医療機関と派遣の調整を行っているところで

す。

　また、病院事業局と各県立病院とは従来より緊密な

連携体制をとっておりますが、今年度から新たに人材

確保チームを設置するとともに、国の経済危機対策臨

時交付金を活用した地域・離島医療確保モデル事業を

行うこととしており、その事業の中で局と各病院が一

層の連携を図っていく考えであります。

　続きまして、宮古病院の改築に向けた基本計画策定

及び国庫要請の時期についてお答えします。

　新宮古病院の改築に向けた基本計画については、去

る３月31日に策定し、現在、基本設計の準備を進めて

いるところであります。また、国庫要請については、

平成22年度の採択に向け調整を行っているところであ

ります。

　続きまして、宮古島市への支援要請についてお答え

します。

　宮古病院の改築に当たっての諸課題については、宮

古島市に対して支援要請を行っているところでありま

す。これまでの状況につきましては、病院建設のため

の用途地域の変更手続の着手、不足する駐車場の確保

等について、前向きな回答をいただいているところで

あります。

　また、市が運営している「休日・夜間救急診療所」

を新病院内に併設することについては、運営体制の問

題、医療法の問題等について協議を重ねているところ

であります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政についての

御質問で、温室効果ガス排出の現状と原因、今後の施

策についてお答えいたします。

　本県の最新データとなる2006年度排出量は、基準年

度レベルから14％増加しております。排出量の経年変
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化を見ると、2000年度から2003年度までの３年間では

年間平均約４％で増加しておりますが、県計画策定後

の2004年度からは年間平均約0.4％の微増傾向となっ

ております。

　排出量増加の主な要因は、電気の排出係数の増加や

人口・世帯数、自動車台数等の増加に伴う電気や燃料

消費量の増加によるものであります。

　沖縄県では、地球温暖化対策推進法の改正など対策

の強化が求められていることから、今年度から現行計

画を見直し、新たな計画を平成22年度に策定すること

にしております。新たな計画では、エネルギー政策な

どの関連施策と連携を図りながら、本県の地域特性に

配慮しつつ総合的な地球温暖化対策を展開していきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　環境行政について、

新エネルギーへの取り組みについての御質問にお答え

します。

　県では、太陽光発電の一般家庭への導入に対する助

成制度や、離島における風力発電等の導入事業などを

通して、新エネルギーの普及促進を図っているところ

です。また、本県のエネルギー全般に関する取り組み

方策を示す「沖縄県エネルギービジョン（仮称）」の

策定に取り組んでおります。

　なお、国においては、離島マイクログリッド事業等

の経済危機対策事業が実施されることとなっており、

県としては、県内離島での事業採択に向けて支援して

いきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　宮古島市の課題について

の御質問の中で、下地島空港残地の利活用に関する協

議会の設置についてお答えいたします。

　下地島空港残地の有効利用については、庁内関係課

及び宮古島市で構成する下地島空港残地有効利用連絡

会議において、宮古島市から県に提案されている「下

地島空港等利活用計画書」の内容を検証し具体化する

ため、昨年９月にゾーニングごとに専門部会を設置し

取り組むこととしたところです。

　去る１月に、専門部会現地検討会を開催し、６月に

は農業的利用等専門部会及び観光・リゾート等専門部

会の合同部会を開催し、ゾーニング面積や具体的な土

地利用計画等について検討しております。

　今後とも、連絡会議及び専門部会を中心に、宮古島

市の具体的な土地利用方針等も踏まえて取り組んでい

きたいと考えております。

　次に、下地島空港を21世紀ビジョンに拠点空港とし

て位置づけることについてお答えします。

　「沖縄21世紀ビジョン」では、アジア・太平洋地域

との人的・物的なネットワークの構築に向けて、総合

交通体系の整備の方向性について検討しております。

　下地島空港については、沖縄振興計画等の総点検結

果を踏まえつつ、ビジョンの実現に向けて検討してい

く新たな計画等の中で議論してまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　それでは、再質問を行います。

　教育長にお伺いいたしますけれども、この整備計画

の中における連携型中高一貫校についてお伺いいたし

ます。幾つか学校を訪問させていただきまして、課題

が相当あるんではないかなというふうに思いましたの

で、ちょっと質問させてください。

　学校現場の声として、入学試験というハードルが排

除されたことによる学習意欲の低下を一様にお聞きし

ておりますけれども、これを何とかハードルを越えて

いきたいというためには、この連携型入試の改善につ

いてぜひ必要ではないかという現場の先生方の声があ

るんですが、教育長の見解をお伺いいたします。

　それから、連携型のこの中高一貫校については、や

はり交流授業やあるいは合同行事等による過重な負担

についても指摘をしておきたいと思います。どうして

も通常校とは違う連携中学校との交流や地域行事への

参加等で、少ない職員での対応に負担が大きいとの声

が出ております。これについて職員の加配が必要では

ないかというふうに考えますけれども、いかがでしょ

うか。

　それから、連携中学校からの入学率がだんだん低下

をしているという現状があります。どういうふうに打

開をしていくんでしょうか、お聞かせください。

　それから、学校統合についても特別不満があるわけ

ではありませんけれども、先日、宮古総合実業高等学

校の学校長や教頭の皆さんとちょっとお会いして意見

交換をしてまいりましたけれども、統合についておお

むね順調であるというふうな校長からの御意見も伺

い、お答えもいただいたんですけれども、一方で職員

や父母、あるいはＰＴＡ、同窓会の中ではまだまだ統

合学校としての一体感を持つことができないという不
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満の声があるということも、一応指摘はしておきたい

と思っております。

　そういうことで、これからの学校統合を進めるにつ

いては、どうしてもやっぱりやみくもに定数割れだか

ら、そういう決まりだからというふうなことで統合を

無理に推し進めるということだけは、決してなさらな

い方がいいのではないかというふうに思っています。

これは、やっぱり地域やＰＴＡ、同窓会の意見もしっ

かり尊重しながら検討していただきたいというふうに

考えますが、教育長の見解を伺います。

　それから、定数割れについてちょっとお伺いいたし

たいと思うんですが、この入学定員の減少というの

は、特に離島や、あるいは先ほど教育長が指摘をして

おりました過疎地におきまして、あるいは北部地区に

おきまして、あるいは専門学科についてはかなりやは

り想定をされていたんではないかなというふうに僕は

思いますけれども、これは久米島高校の廃科の問題に

ついてちょっとお伺いしたいんですけれども、地域の

特性を生かした農林水産業の後継者育成という観点か

ら考えれば、この学科の廃止は非常に慎重でなければ

ならないというふうに僕は思います。地域の意向が尊

重されるべきだと考えておりますけれども、教育長の

見解をお伺いしたいと思います。

　それから、定員割れの原因について、私は平成16年

に行われた校区の見直しもかなり影響しているんでは

ないかなと思うんですが、教育長の見解を伺います。

　もう一つは、やはり沖縄の産業構造からして人材育

成という観点からすれば、どうしてもやっぱり高等学

校の適正な配置ということについて非常に慎重でなけ

ればならないし、また意欲的に進めなければならない

というふうに思っておりますけれども、こういったこ

とに教育長の考え方をお聞かせください。

　それから、総合実業高校の古い施設、あるいは旧翔

南高校の校舎の撤去というんですけれども、これはこ

の日程的なものができているのかどうかお聞かせいた

だきたいと思います。

　それから、旧両高校間を貫くこの宮古島市道につい

てですけれども、これはもう２年、３年前からこの市

道を何とか県で買い取って学校有地としてしっかり活

用して、この施設の編成とかあるいは子供たちの交通

安全をしっかり守っていくということでも非常に重要

だというふうに、２年ぐらい前からこれは取り組まれ

ているはずなんです。これは宮古島市としても、こう

いう計画ではどうかというふうに持ちかけているん

で、そういうふうに今検討していますという話では、

これは納得いかないと思います。もう一度答弁をお願

いいたします。

　減免申請の生徒の数がふえている、減免数も相当ふ

えているという話なんですけれども、私は、100年に

一度と言われるこの経済危機の中で、各家庭大変な思

いでいると思うんですね。そういう意味ではかなり今

後もこの減免申請者の数はふえてくるというふうに

思っているんですけれども、ちょっとここでお聞きし

たいんですけれども、この学期途中で減免申請を許可

することと、それから減免数の拡充を求めることにつ

いて柔軟な対応ができないか、教育長のお考えを聞き

たいと思っています。

　それから、教職員の勤務実態についてですが、学校

現場においては時間外勤務を強要する実態が依然とし

てあると聞いております。超過勤務を当然視する管理

職の存在もあります。そういう意味で改善策を、管理

職に対する徹底を教育長の方からしっかりとやってい

ただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。

　それから、超過勤務実態の把握と回復措置の徹底、

これは時間外業務についての位置づけによって勤務時

間割り振りの基準を明確にすべきではないかという考

え方に基づいて、そのガイドラインに基づいて勤務時

間の割り振り、代休管理を行えないか。

　それから、年休取得の促進について、計画年休など

管理職による年休取得の勧めはできないか。あるいは

人員増やあるいは支援職員の配置によって校務分掌の

相互応援体制の強化による休みやすい条件整備ができ

ないか、お伺いをしたいと思っております。

　それから、進級規定の内規見直しについて、教育

長、いつごろをめどに検討していこうとお考えなの

か、その時期についてもお伺いをしたいと思っており

ます。

　それから、病院の件でちょっとお伺いをしたいと

思っているんですが、今回の病院改革が過重労働状態

の早期解消、あるいは経営健全化の早期達成、県民が

必要とする医療の持続的提供だとするならば、人材不

足による病床閉鎖や休床で医業収益のマイナスや医療

サービスの低下につながっております。現状を打開す

べきではありませんか。人材確保を含めた人事のあり

方や、あるいは定数条例の見直しが当然ネックになっ

てくると思いますが、病院事業局長と福祉保健部長に

その認識を伺います。

　また、７対１看護体制を施行するについてさまざま

な課題があるとの答弁がありましたが、どのような課

題があるのか伺います。

　それから、知事にお聞きしたいんですけれども、今

度のこの基本構想では、課せられた改革の課題解決に
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ついては現行の形態でも十分実現可能であると認識し

ていると理解していいか、お伺いをしたいと思いま

す。

　それから、宮古病院につきましては、竣工までの事

業計画と、そこに至るまでの課題が幾つかあるという

ふうにお聞きしておりますが、どういうことでしょう

か、その辺についてもお伺いをしたいと思っていま

す。

　以上で質問を終わらせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時10分休憩

　　　午後５時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平議員の再質問のうち、

県立病院に係る御質問で、現行のままでの経営形態で

の継続もあり得るかという御趣旨の御質問だったと思

うんですが、この件につきましては、この間発表させ

ていただきました基本構想に書いてあるとおりでござ

います。そして今、病院事業局が一丸となって改良・

改善に取り組んでおりますから、その結果に無論私も

最大限期待したいとは思っております。そして独法化

も含めた運営形態の最終的な形につきましては、今の

ところ先日も申し上げましたが、留保しておきたい

と。そういうことで経理面での支援もかなり膨大なお

金も要りますが、これもぜひやっていきたいと思いま

すし、しかしながらあり方の基本構想にありますよう

に、病院の機能とかネットワーキング化、特に南部地

域の医療圏におけるネットワーキングであるとか、そ

れで経営そのものの中身そして人事給与システム、そ

れから人材の育成、それから改革への意識などなどあ

そこに書いてありますように、取り組むべきものがた

くさんございます。ですから、こういうことにしっか

りと取り組んで諸課題を解決してもらいたいという気

持ちでいっぱいでございます。

　ですから、今の直接のお答えとしては留保しており

ます。決してその継続を否定はしていないというふう

な意味で、検討すると表現してございます。　

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　県立病院の人材確

保に対する取り組みについての再質問にお答えいたし

ます。

　医師や看護師等の確保につきましては、現在でも確

保のための諸施策に取り組んでいるところであります

が、人材確保について病院事業局の対応、結果を待っ

て部として対応できることについては適切に対応した

いと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　それでは医師不足、

看護師不足、そういうことから生じてきた過重労働の

問題についてお答えしたいと思います。

　この医師不足、看護師不足という問題は、大変重要

な問題であるというふうに認識しておりまして、その

最も重要な課題の一つとしてとらえ位置づけて、あら

ゆる手段を活用してその解消に取り組んでいるところ

でございます。特に、今回の場合は看護師が足りなく

て、南部医療センター・こども医療センターで59床、

中部病院で52床という休床を行っております。

　いずれにいたしましても、一番大事なことは、まず

人がいなければ十分な医療ができないわけですから、

その確保のためにあらゆる手段を用いてその人員の確

保に努めていきたいというふうに考えております。ま

た、看護師の場合は特に７対１のための定数条例の見

直しも含めた検討を考えているところであります。

　続きまして、７対１看護体制に移行するときの問題

点ということについてお答えしたいと思います。

　去る５月から看護体制検討チームを設置いたしまし

て、看護師確保の問題・課題、それから病床規模の見

直し、今の病床で果たしていいのか、それに見合う十

分な看護師が確保できるかという問題ですね。それか

ら人をふやすことによって生じてくる給与体系との関

連、いわゆる経営再建と両立させながらこのことは

行っていかないといけないわけでございますので、そ

れを考えながら給与体系の検討も行わなければいけな

い。それから病院事業局は、その県の行財政改革の中

の定数条例の中に入っているわけでありますから、そ

のことも踏まえて考えていくということが大変大事で

あろうというふうに考えております。それ以外に細か

いことはいろいろありますけれども、またこれは後に

述べさせていただきます。文教厚生委員会あたりでお

話しさせていただきます。

　それから最後に、宮古病院の建設に当たって何か問

題点があるようだがというふうな御質問であったかと

思います。

　今のところ、問題は全くございません。基本設計、

実施設計を今年度中に行いまして、本体工事が平成23

年３月から平成24年４月、約17カ月かけて行いまし

て、外構工事が平成20年６月から平成25年１月まで、
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そして現在のところ平成25年の５月を開院予定として

おります。特に問題はございません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時28分休憩

　　　午後５時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは奥平議員の再質

問、15本にお答えいたします。

　ちょっと漏れているかもしれませんので、そのとき

にはまたお願いいたします。

　まず一番最初、入試制度のあり方についてお答えい

たします。

　連携型中高一貫教育は、現在伊良部地区、本部地

区、久米島地区の３地区で実施しております。

　連携型教育校の入試につきましては、一般入試と異

なり、学力検査の影響を受けずにゆとりある安定的な

学校生活の中で生徒の育成を目指すという観点から調

査書、面接等の総合的評価による簡便な入試による選

抜を行っております。簡便な入試については、本部地

区から学力検査を用いた選抜方法の導入について要望

が出されており、中高一貫の制度の趣旨との整合性な

ど、総合的な観点から現在慎重に検討しているところ

でございます。まずこれが１番です。

　次に、インターンシップ等のかかわりで人的加配に

ついてということでございましたけれども、教育委員

会といたしましては中学校と高等学校の連携の強化等

を図り、計画的、継続的な指導のもと、安心して学べ

る豊かな学校生活の実現を図ることを目指し、全国中

高一貫教育研究会等への派遣事業やジョブサポー

ター、中退加配、専任カウンセラー、スクールカウン

セラー等の教員の加配措置や計画的な学校訪問による

情報交換を講ずるなど、今後も引き続き連携を支援し

てまいります。

　続きまして、入学者への対応、入学者が少ないとい

う対応につきましてお答えいたします。

　連携型における中学校から高校への入学志願率は、

久米島高校で75％程度、本部高校で40から50％程度、

伊良部高校で60％程度であります。併設型におきまし

ては、平成19年度開校いたしました与勝緑が丘中学校

の定員80名に対する志願率は、平成20年度1.9倍、平

成21年度1.7倍となっております。

　保護者、地域の意見を聞いて地域の特性を生かした

魅力ある学校づくりを進めてまいりたいと考えており

ます。

　４点目、地域、父母との連携についてでございます

が、これまで地域、父母との意見交換会や地域説明会

を通し理解を得てきたところですが、将来の本県の産

業を担う生徒をはぐくむため、引き続きＰＴＡ、同窓

会、地域住民等の理解を得て推進してまいりたいと考

えております。

　次、５番目、定員割れ、生徒数の減少と学科の廃止

についてお答えいたします。

　県立高等学校の入学定員につきましては、地域の生

徒数の推移、生徒・保護者のニーズ、地域の実情を考

慮して適正な設定に努めているところであります。生

徒数の減少の見込まれる地域につきましても、今後と

も生徒・保護者のニーズ、地域特性を考慮していきた

いと考えております。

　次６番目ですけれども、久米島高校の園芸科につい

てお答えいたします。

　県立高等学校の学科につきましては、地域の生徒数

の動向、それから生徒・保護者のニーズ、そして地域

の実情等を考慮して適正な設置に努めております。

　久米島高校の園芸科につきましては、現在学校にお

いて同科の活性化や学科のあり方等について研究が進

められております。

　県教育委員会としましては、学校からの報告を踏ま

え、地域の実情等を考慮しながら総合的に検討してま

いりたいと考えております。

　続きまして７番目、通学区についてお答えいたしま

す。

　県立高等学校全日制課程の普通科については、これ

までの通学区を平成17年度から６教育事務所管内及び

久米島地区の７つの区域に拡大しております。

　そのメリットとして、自己の能力、適性、進路希望

等に応じて高校を選択できること、これまでの高校選

択数の是正、各高校が切磋琢磨し、より魅力ある学校

づくりの推進などが挙げられます。また、課題としま

しては高等学校間格差の拡大や北部など僻地の高等学

校における志願者数の減少などが懸念されております

が、引き続き学校の特色や魅力ある学校づくりを推進

することで解決を図ってまいりたいと思っておりま

す。

　次に８番目、適正な学科編成、沖縄県の高等学校の

学科編成につきましては、社会の変化や生徒の多様化

に対するため新しい学科の設置や特色ある学科改編等

を今進めております。学科編成については、県立高等

学校編成整備計画の基本方向において、県全体の定員

の比率をおおむね普通科６、専門学科３、総合学科１
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として各地域においては実態に即してその割合を設定

することとしております。

　県教育委員会としましては、今後地域特性を生かし

た魅力ある学校づくりを支援し、定員確保に努めると

ともに、学科や入学定員についても志願状況や生徒、

保護者のニーズや地域の実情等を考慮して検討する必

要があると考えております。

　それから９番目、宮古総合実業高校施設整備の日程

についてお答えいたします。

　現在、普通教室の設計を発注しております。10月ご

ろをめどに工事に着手する予定でございます。

　続きまして、市道の買い取りについてお答えいたし

ます。

　道路の買い取りについては、宮古島市や関係部局と

の協議及び財政状況等を考慮の上、検討してまいりた

いと考えております。

　続きまして、年度途中に経済的に苦しくなった生徒

に対する申請等についてお答えいたします。

　県立高等学校については、年度中途において保護者

の失業や病気等により経済的に困難になった生徒に対

しても随時授業料減免の申請を受け付けており、学校

においても経済的に困難な生徒に対し、減免の申請を

行うよう促しているところでございます。今後とも適

切に対応していきたいと考えております。

　次は、教職員の負担軽減の取り組み等について一括

してお答えいたします。

　管理職が教職員の勤務実態を把握し、掌握し、業務

の負担軽減に向けて意識を変えていくことは大変重要

なことであると考えております。

　県教育委員会としましては、現在各学校長に対し具

体的な改善策を提示し、負担軽減検討委員会の設置を

通知するなど、学校長の意識の高揚に取り組んでいる

ところでございます。

　今後とも研修会等を通して管理職の意識の高揚を図

るとともに、働きやすい職場環境づくりに努めてまい

ります。

　最後に、進級規定について今後の取り組みの具体的

な時期について聞きたいということについてお答えい

たします。

　県立高等学校における進級に関する規定のあり方に

ついては、慎重に検討していく必要があると考えてお

ります。

　県教育委員会としましては、今後とも学校の実態の

把握や多様な視点から検証を行う必要があることか

ら、学校現場や関係団体、さらには職員団体とも早急

に意見交換を行い、それを踏まえて学校現場へ対応し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　こんにちは。

　社民・護憲ネットの渡嘉敷喜代子です。

　質問をする前に、知事と執行部の皆さんにお願いが

あります。

　私たち議員は、県民の視点に立って質問をしている

わけですが、一連の流れを見ていますと、どんな質問

に対しても一くくりにして答弁しているようなことが

見られます。そういうことで、県民に向かって答弁を

しているつもりで頑張っていただきたいと思います。

慎重に、誠意をお願いします。特に、知事については

ペーパーを読むのではなくて、御自分の言葉で答えて

いただきたいと思います。

　それでは、質問いたします。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、嘉手納基地における訓練が他の基地に一部移っ

ても、外来機の訓練が新たに実施され、結果的に騒音

が激しくなっていることについて、知事の見解と今後

の対応について伺う。

　芋、県は嘉手納基地の運用の改善を掲げているもの

の、何ら進展はありません。新たな外来機の訓練実施

も県は一時的なものだからとか、訓練については安保

上やめろとは言えないとか、議会答弁を繰り返してき

ました。そのことが問題解決につながらない。むしろ

知事の姿勢に問題があるのではありませんか、改めて

知事の所見を伺います。

　鰯、確かに基地の提供や訓練については国の専管事

項かもしれませんが、県民の安全を守ることを最優先

しようとする知事の姿勢が感じられません。再度申し

上げます。知事が強く訓練の中止について直接言及で

きませんか。また、伊芸区の区民や議会もキャンプ・

ハンセンの訓練の中止と返還を求めております。その

ことについてもあわせて所見を伺います。知事はしっ

かりとこたえていくべきではないのか、お尋ねしま

す。

　２、基地問題について。

　茨、辺野古アセスについてお尋ねします。

　ア、そもそも辺野古が普天間の代替とする根拠は何

なのか。当事者である県は、国と同じテーブルに着い

ての決定なのか、そのことについてお尋ねします。辺

野古の新基地が普天間飛行場より負担軽減になるとの

認識なのかお尋ねします。

　それから、準備書が出された今の段階、現時点に対
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してを私は問うておりますので、個別に一つ一つ答え

ていただきたいと思います。

　まず騒音についてですが、契、70Ｗ値で影響なしと

する準備書への見解、本来やるべき騒音のアセス方法

に沿ったものであるのかどうかについてお尋ねしま

す。さきの方法書の知事意見ではピーク騒音レベルで

の予測を求めているが、準備書では示されておりませ

ん。

　形、４つのヘリパッド併設についての騒音の予測が

記載されていない。

　径、国はオスプレイの将来配備の可能性は認めてい

るものの、そのことが準備書に記載されていないこと

についての県の見解と、オスプレイの配備が後日明ら

かになった場合の対応をどうするのかお尋ねします。

　恵、住宅上空をできるだけ飛行しないとしている

が、その根拠は何か。

　慶、施設間移動ルートは把握していないことについ

ての見解と、飛行頻度も提示されていないことについ

ての見解を伺います。

　慧、固定翼機のタッチ・アンド・ゴーは絶対にない

との根拠は何なのか。

　憩、墜落事故についての予測もありません。そのこ

とについての県の見解をお尋ねします。

　ウ、ジュゴンについて。　

　契については削除します。

　形、ジュゴンはＩＵＣＮ、環境省、沖縄県のレッド

データブックで絶滅危惧ⅠＡ類であり、国指定天然記

念物であります。準備書では絶滅の可能性や保護対策

に関する考察がありません。それでも辺野古への新基

地建設を推進するのか。沖合移動したら騒音の問題は

幾ら軽減されるのか、数値で示してください。あわせ

て海洋生物への影響も伺います。

　エ、1700万立方メートルの海砂採取に関連してお尋

ねします。

　契、県は海砂の年間採取量をどう定めているのか、

その法的根拠はあるのかお尋ねします。

　形は削除します。

　径、当該事業に使用される県内周辺の海砂の採取

は、公有水面埋立事業の一部であると認識します。採

取の行為は当然アセスの対象になると考えるが、県の

見解を伺います。

　恵、海砂の調達先の記載もないことについての見

解。

　慶、多量の海砂の採取が環境に及ぼす影響を伺いま

す。

　芋、普天間飛行場の危険性の除去についてお尋ねし

ます。

　６月26日、普天間では11機のヘリが編隊を組んでの

市街地を訓練しております。これでは危険性の除去に

はほど遠く、３年以内の閉鎖状態とは全く逆行するも

のであります。

　そこでお尋ねします。

　ア、国は普天間飛行場の危険性の除去に関連して、

その施策をすべて完了したとしているが、県との協議

は行われたのか、またその施策内容を伺います。それ

に伴った予算額と施策についてどの程度の危険性が除

去されると認識しているのかお伺いします。

　イ、事業の一つである「クリアゾーンの拡充」とし

て、高木の剪定やアンテナの撤去を掲げているが、そ

れは米軍機の離発着を容易にするためのものであり、

危険性の除去にならない。今求められているのは、米

国内で遵守されている「クリアゾーンの基準」内に公

共物の施設や住宅が存在している欠陥飛行場であるこ

とが問題であります。そのことを県は認識しているの

か。認識しているならば、即普天間飛行場の閉鎖を強

く国に対して求めるべきではないでしょうか、お尋ね

します。

　ウ、同じく、滑走路末端識別灯の設置の新設は、米

軍機の機能向上に役立つものであり、むしろ夜間無灯

火訓練を誘発させることにならないか。あわせて無灯

火訓練の頻度を伺います。

　鰯、伊芸区の流弾事件についてお尋ねします。

　ア、その後の事件の経緯を県と県警に伺います。

　イ、県警は、米軍関連の事件に対して、事件の共有

を組織内外でどの範囲までできるのか、できなければ

その理由を伺います。

　ウ、事米軍絡みの事件については、県や外務省との

連携等をとって早期解決への努力が必要ではないの

か、県と県警に伺います。

　エ、米軍絡みの事件の解決に地位協定の壁が取りざ

たされるが、それ以前に行政の縦割りが事件をうやむ

やにさせることにはならないのか、県と県警に伺いま

す。

　３、医療・福祉行政についてお尋ねします。

　茨、県立病院のあり方に関する基本構想について。

　ア、県立病院の再建運営の成果を見て、県は３年後

に現形態の存続、または独法化の検討をするとの方針

を出しました。その成果を判断するに必要な情報開示

について県の見解を伺います。

　イ、毎年度、経営再建の成果の検証を専門委員会で

評価するとしているが、その場合でも横断的な論議が

必要ではないか県の見解を伺います。
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　ウ、経営形態以外の運営体制について６項目挙げて

おりますが、関係市町村とのかかわりも重要でありま

す。その方針をどう位置づけていくのかお尋ねしま

す。

　エ、今年度、南部医療センターでテスト的に試行さ

れるとしております７対１看護体制の看護師の採用は

何名か。それは現体制内でのやりくりなのか、新たな

採用になるのか、また正職員としての採用なのかお尋

ねします。

　芋、児童虐待対策についてお尋ねします。

　ア、児童虐待が全国に比べて沖縄県は突出して多

い。背景に何が考えられるのか。また対応策をどう考

えているのかお尋ねします。

　イ、情報収集窓口でもある児童相談所の業務内容に

適した組織体制・業務形態のあり方等環境整備は万全

なのかお尋ねします。

　４、教育行政についてお尋ねします。

　茨、「指導カルテ」についてお尋ねします。

　これまで問題を抱えている子供たちを対象に、本人

や保護者との了解のもとに指導要領に記載されていた

ものと理解します。しかし、今回問題になっている

「指導カルテ」の導入については、2003年の痛ましい

事件を発端にカルテが導入された。ここで問題なの

は、すべての子供たちを対象に本人、保護者の知らな

いところで事細かにカルテに記載され、人権侵害のお

それがあることであります。

　ア、西原町を皮切りに「指導カルテ」の廃止を決定

した市町村の数とその理由、廃止を含め検討するとし

ている市町村の数とその理由を伺います。

　イ、今回の「指導カルテ」作成の依頼が県教育委員

会から市町村教育委員会を経由せずに、直接に管理権

限のない市町村立の学校に業務命令したことに対して

の説明を求めます。

　ウ、県は条例に抵触するおそれがあるとして、６月

３日に県立高校に対して運用を休止した。ところが６

月10日になって、県個人情報保護条例に抵触しないと

判断した。この間の経緯と根拠を示してほしい。

　エ、「指導カルテ」の情報漏えい防止策はつくられ

ているのかに対して我が会派の代表質問に答えたこと

が、金庫に保管していると言っております。金庫に保

管したならば、日常的に使用されないのではないか。

それでは何の意味があるのだろうか。その件について

お尋ねします。

　それから、カルテの共有範囲と保存期間についてお

尋ねしますが、その保存期間についても我が会派の代

表質問に答えていただいたのは、小学校６年生それか

ら中学校３年生の卒業後に廃棄すると答えております

が、中学校からのカルテを求められている例もあるこ

とからして、本当にどのような状況で廃棄されている

のか、その件についてもお尋ねしたいと思います。

　オ、カルテが問題行動の改善や抑制に役立っている

のか具体的に示してください。現実にはほとんど活用

されていないと聞いております。カルテがなければ児

童生徒への指導ができないのか。むしろ、先入観なし

に真っさらな気持ちで接することが大事ではないで

しょうか。

　カ、一教師の偏見や思い込みで記載され、不当な

レッテルを張り、教師間で引き継がれていくことに対

してこれまで一度も人権侵害の危険性について考えた

ことはないのかお尋ねします。

　芋、教職員の実態調査結果の分析と対応について伺

います。

　５、林道建設についてお尋ねします。

　茨、林道建設事業について。

　ア、今年度施行する予定の林道建設について、昨年

12月からことし１月９日までの県民意見を募った目的

は何なのか。96件の９割以上が建設に反対し、そして

事業の白紙撤回を求めていることに対してどう判断

し、分析したのか。

　イ、環境省、県自然保護課、環境政策課等に対して

意見照会をしながら、その意見をすべて反映させず、

林道建設を実施すると結論づけたことについて説明を

求めます。

　ウ、環境省の示した「保全措置は客観的に効果が示

されておらず、影響回避できると判断するのは困難」

ということ、そして、県自然保護課の意見として「事

業の計画中止も含めて再度検討すべし」との意見を受

けて、今年度の事業は即中止すべきではないのかお尋

ねします。

　６、我が会派の代表質問との関連については削除し

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、政治姿勢に係る御質問の中で、嘉手納

飛行場の騒音についての御質問にお答えいたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、大規模な合同即

応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機

につきましては前回の一時配備から１カ月余りで再配

備されることなどから、依然として目に見える形での
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負担軽減があらわれているとは言えないと考えており

ます。

　県といたしましては、外来機、常駐機にかかわら

ず、米軍の訓練等により県民に被害や不安を与えるこ

とがあってはならないとあらゆる策を講じ、騒音を初

めとした周辺住民の負担軽減が図られるよう、米軍及

び日米両政府に対し強く要請したところであります。

　県としましては、今後とも渉外知事会や軍転協など

関係機関と連携を図りながら、航空機騒音の軽減に向

けて一層の改善を図るよう日米両政府に働きかけてい

きたいと考えております。

　次に、基地問題の中で、海砂の採取がアセス対象外

となること及び調達先の記載についての御質問にお答

えいたしますが、これは御質問の２の茨のエの径と、

２の茨のエの恵が関連しておりますので、恐縮ですが

一括してお答えさせてください。

　事業者は、埋立土砂のうち約1700万立方メートルの

土砂については購入するといたしております。土砂等

の販売業者が行う土砂の採取は、その目的と事業者が

異なるため、環境影響評価法で定める「事業」の定義

から判断して、本事業の環境影響評価に含まれるもの

ではありません。そのため、準備書においては、購入

土砂の調達先につきましても記載されておりません。

　なお、土砂等の販売業者が行う土砂の採取による環

境影響につきましては、当該業者が各種関連法令に基

づき必要に応じ適切に措置すべきものでございます。

　次に、医療・福祉行政の中で、県立病院の経営再建

の成果に関する情報開示と検証についてという御質問

ですが、３の茨のアと３の茨のイが関連いたしており

ますので、一括して答弁させていただきます。

　基本構想で示されておりますとおり、病院事業局が

取り組む経営再建の成果の検証は、外部有識者で構成

される評価委員会（仮称）が行い、その結果を公表す

ることになっておりますが、成果を判断するために必

要なデータにつきましても積極的に公表をしていきた

いと考えております。また、経営改善が実現し、持続

的な経営の健全化が達成される見込みがあるか否かの

判断につきましては、この委員会の評価を踏まえ、関

係部局等による検討を行う必要があると考えていると

ころでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問で、基地問題に対する姿勢についてお答え

いたします。

　日米安全保障体制を含む日米同盟関係は、我が国の

平和と安全を守るため、現在の東アジア情勢を踏まえ

て構築された現実的な安全保障体制であると理解して

おります。

　県としましては、日米安全保障体制が安定的に維持

されるためには、何より沖縄の社会的安定が不可欠で

あること、そのためには沖縄県の過重な基地負担の軽

減が必要であると考えております。

　県は、これまで基地の整理縮小、事件・事故や騒音

等の米軍基地から派生する諸問題の解決促進などにつ

いて求めてきたところであり、引き続き関係市町村と

も連携を図りながら、機会あるごとに日米両政府に粘

り強く働きかけていきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢で、キャンプ・ハンセンにお

ける訓練の中止等についてお答えいたします。

　金武町伊芸区における銃弾事案について、県警は引

き続き捜査中とのことでありますが、今後、このよう

な事故の再発防止を図るためには原因の徹底究明が不

可欠であり、米軍は県警の捜査に協力すべきでありま

す。 

　県としては、銃弾が米軍の演習によるものであった

場合には、演習の中止を含め訓練内容の見直しを求め

ていくべきものと考えております。また、伊芸区にお

いては過去にも施設外への被弾がたびたび発生してい

ることに加え、演習等に伴う騒音や事故のほか、特に

最近は原野火災がたびたび発生するなどしており、こ

の地域における過重な基地負担の軽減がなされなけれ

ばならないと考えております。

　基地問題についての御質問で、普天間飛行場の代替

施設とする根拠及び負担軽減についてお答えいたしま

す。

　県は、キャンプ・シュワブに建設が予定されている

施設は、現在の普天間飛行場の機能の一部を移すもの

であり、普天間飛行場のかわりの施設であると考えて

おります。また、現在の普天間飛行場は市街地の中心

部にあることにより、騒音など住民生活に深刻な影響

を与えております。

　キャンプ・シュワブに建設される代替施設は、航空

機が住宅地上空を飛ばないようにするため２本の滑走

路がＶ字型に配置され、海側から着陸し海側に離陸す

るなど、飛行経路がほぼ海上になるよう設定されてい

ます。

　県としては、飛行経路の大部分が海上であるか、住

宅地を含む陸上であるかによって地元住民の生活に与

える影響は大きく異なるものと考えております。
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　同じく住宅上空の飛行についてお答えいたします。

　沖縄防衛局によると、飛行経路については、名護市

長及び宜野座村長から、集落地上空の飛行を回避する

よう要請されたことを踏まえ、Ｌ字案からＶ字案に変

更し、平成18年４月７日に両首長と基本合意を締結し

た上で、米側と交渉して合意したところであり、現在

でも、そのような地域の上空の飛行を基本的に回避す

る方向で対応するとの認識に変わりはありませんとの

ことであります。

　同じく施設間移動ルート及び飛行頻度についてお答

えいたします。

　沖縄防衛局によると、代替施設から他の施設への具

体的な飛行経路については、米側の運用にかかわるも

のであり、現時点において具体的に決まっていないと

承知していますが、代替施設を利用する米軍機が基本

的に集落地上空の飛行を回避するとの方針について

は、これまでの米側との一連の協議を通じ、米側から

理解を得ていると認識しているとのことであります。

　また、代替施設における１日の標準飛行回数は266

回とのことであります。

　同じく固定翼機のタッチ・アンド・ゴーについてお

答えいたします。

　沖縄防衛局によると、固定翼機については、米側か

ら代替施設におけるタッチ・アンド・ゴーのニーズが

あるとは聞いていないことから、準備書においては

タッチ・アンド・ゴーを想定せず、離陸・着陸のみを

予測しているとのことであります。

　同じく普天間飛行場代替施設建設とジュゴン保護に

ついてお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の原点は、現在の普天間飛行

場の危険性の除去であり、一日も早い危険性除去のた

めにはキャンプ・シュワブに移設することが現実的な

選択肢であると考えております。

　今後、環境影響評価手続が進められていく中で、専

門家で構成される環境影響評価審査会等の意見を踏ま

え、生活環境や自然環境に十分配慮する観点から知事

意見を述べることになっており、これらの手続を経る

ことにより環境保全の視点が可能な限り取り入れられ

たものとなると考えております。

　同じく危険性除去策についてお答えいたします。

　平成19年８月の報告書に記載された諸施策について

は、去る５月に沖縄防衛局から諸施策の実施が完了し

たとの報告がありました。

　その内容については、飛行経路に係る安全の向上、

クリアゾーンの拡充、航空保安施設の機能向上などと

なっており、これらに要した額については3675万円と

のことであります。

　県としては、これらの諸施策については危険性の除

去につながる一つの方策であると認識しております

が、３年めどの閉鎖状態の実現に向けさらなる抜本的

な改善措置が必要であると考えております。

　同じく普天間飛行場の即時閉鎖についてお答えいた

します。

　普天間飛行場移設問題の原点及びその緊急の課題

は、現在の普天間飛行場の危険性の除去であり、県と

して早期に解決しなればならない問題であると認識し

ております。

　県としては、在日米軍再編協議などこれまでの経緯

を踏まえると、キャンプ・シュワブに移設することが

普天間飛行場の危険性を一日も早く除去するための現

実的な選択肢であると考えており、即時閉鎖を求める

ことは現実的ではないと考えております。

　また、県は、移設までの間であれ普天間飛行場の危

険性を放置することはできないことから、同飛行場の

ヘリ等の運用を極力低減し、３年をめどに危険性の除

去、騒音の軽減を図ることを機会あるごとに求めてい

るところであります。

　同じく滑走路末端識別灯と夜間無灯火訓練について

お答えいたします。

　滑走路末端識別灯については、普天間飛行場におい

て航空機の飛行における安全のさらなる向上を図るた

めに新設された航空保安施設であります。

　滑走路末端識別灯と夜間無灯火訓練との関係及び夜

間無灯火訓練の頻度について沖縄防衛局に照会したと

ころ、訓練の詳細については承知していないとのこと

であります。

　同じく基地問題で、金武町伊芸区の銃弾事案につい

て一括してお答えいたします。

　金武町伊芸区における銃弾事案については、現在、

県警において捜査中とのことであります。

　県としては、去る３月３日に外務省、防衛省及び海

兵隊に対し県警の捜査への協力、詳細な調査内容や施

設外への流弾対策の説明などについて早急に対応する

よう申し入れたところであります。

　今後、このような事故の再発防止を図るためには原

因の徹底究明が不可欠であり、県としても引き続き米

軍に対し捜査への協力を求めてまいります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　基地問題との関連

で、航空機騒音の予測とピーク騒音レベルでの予測及
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びヘリパッドに係る予測について一括してお答えいた

します。

　事業者は、航空機騒音に係る予測の結果、環境基準

値の70ＷＥＣＰＮＬ以上の範囲に集落は存在しないと

予測しております。また、事業者は、方法書に対する

知事意見を勘案して、ＷＥＣＰＮＬだけでなくピーク

騒音レベルでも予測しており、ヘリパッドで行われる

ホバリングによる騒音の影響についても予測しており

ます。

　県としましては、航空機騒音に係るこれらの予測・

評価結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分

に審査する考えであります。

　次に、オスプレイの準備書への記載と、配備が明ら

かになった場合の対応についてお答えいたします。

　平成21年６月15日付で事業者から県へ準備書につい

ての住民等の意見概要及びそれに対する事業者見解が

送付されてきたところです。

　事業者は、オスプレイの沖縄への配備について、こ

れまで外交ルートにより累次にわたり米側に確認して

いるところ、従来より具体的に決まっていないとの回

答を得ていることから、オスプレイについて環境影響

評価の対象としていないとの見解を示しております。

また、オスプレイの沖縄への配備が環境影響評価の手

続中に決定された場合は、沖縄県環境影響評価条例に

基づき航空機騒音に係る環境影響評価が行われるもの

と認識しております。

　次に、墜落事故の予測についてお答えいたします。

　環境影響評価の項目は、大気質や水質などの環境要

素と環境要素に影響を及ぼす工事の種類や埋立地の存

在などの影響要因から選定いたします。この影響要因

は、事業の基本諸元や立地条件等の一般的な事業内容

から区分されるものであり、墜落事故はそれに含まれ

るものではございません。

　次に、沖合移動した場合の騒音の低減、海洋生物へ

の影響についての御質問にお答えいたします。

　事業者は、事業計画案で環境影響評価を実施してお

り、具体的に沖合移動するとした案について予測して

いないことから、どの程度騒音が低減するのか示すこ

とはできません。

　事業計画案での環境影響評価においては、ジュゴン

と海域生物への影響について予測・評価されておりま

すので、県としましては、その環境影響評価の結果が

科学的・客観的に適切なものであるか十分に審査し、

環境の保全の見地から必要な意見を述べてまいりたい

と考えております。

　次に、大量の海砂の採取が環境に及ぼす影響につい

てお答えいたします。

　海砂を大量に採取した場合には、魚介類の産卵場や

生息環境に影響が及ぶ可能性があると考えておりま

す。

　そのため、土砂等の販売業者が海砂を採取する場合

には、当該業者が各種関連法令に基づき必要に応じ適

切な措置を講じて環境の保全に配慮する必要があると

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　基地問題について、

海砂利採取量の決定及びその法的根拠についてお答え

いたします。

　沖縄県における海砂利採取は、砂利採取法、沖縄県

海砂利採取要綱等に基づき認可を行っております。

　同要綱は、認可に際し採取の区域、期間、面積及び

関係漁業協同組合の合意等の諸基準を規定しておりま

す。

　海砂利の年間採取量については定めておりません

が、一認可当たりの採取量について採取面積、掘削深

度が規定されていることから、漁業権区域内において

は20万立方メートル、区域外は60万立方メートルの範

囲内での採取量となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　伊芸区の流弾事件につ

いてお答えいたします。

　初めに、その後の経緯ですが、県警察では事案の認

知直後から発生現場の実況見分、関係者からの事情聴

取、弾丸の鑑定等所要の捜査を行ってきたところで

す。

　また、発見された弾丸様のものが米軍が使用してい

る弾丸の弾芯と同種のものであることや、発見現場が

米軍演習場の近くにあることなどから、米軍側と連携

しつつ所要の捜査を行ってきたところです。

　さらに、基地内での現場調査、米軍関係者からの聞

き取りなどを米軍に申し入れているところであり、今

後とも鋭意捜査を継続し事案の解明を図っていきたい

と考えているところです。

　次に、米軍関連の事件に係る情報の共有の範囲につ

きましては、捜査上の支障等を勘案しつつ、必要性を

個別・具体的に検討して判断し、可能な範囲で共有を

行うこととしているところです。

　次に、米軍絡みの事件については、県や外務省と連
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携をとってはどうかについてですが、米軍の関係する

事件の特性にかんがみ、県警察としては、県や外務省

沖縄事務所等の関係機関と連携して対処することが必

要であると認識しております。

　今後とも関係機関と緊密に連携しつつ対処してまい

りたいと考えております。

　最後に、行政の縦割りが事件の解決をおくらせ、事

件をうやむやにさせることにならないかについてであ

りますが、事件・事故の未然防止や解決には行政など

関係機関との連携・協力が重要であると考えておりま

す。また、関係機関との間に御指摘の縦割りの弊害が

あれば事件の解決にも影響が出るものと考えておりま

す。

　県警察においては、こういった弊害を生じさせない

よう、関係機関に必要な情報を提供し協力を求め、関

係機関がそれぞれの立場から事件の解明に向けて動け

るように連携を強めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療・福祉行政の

中の、県立病院の構想に関して市町村の運営参画につ

いての御質問にお答えいたします。

　県としましては、地域医療を安定的かつ効果的に提

供していくためには、市町村を含めた地域全体で県立

病院を支える体制を検討する必要があると考えており

ます。

　このようなことから、「県立病院のあり方に関する

基本構想」の「経営形態に関する基本方針」では、

「市町村に対し県立病院運営への参画について提案

し、協議を始めることとする。」としております。ま

た、「附属診療所の運営」では、「地元市町村の参画

のあり方等についても検討を進めていく必要があ

る。」としております。

　今後は、病院事業局と十分連携を図りながら市町村

との協議を行っていきたいと考えております。

　同じく医療・福祉行政の中の、児童虐待の背景及び

対応策についてお答えいたします。

　平成20年度に県の児童相談所が処理した児童虐待の

相談件数は408件となっており、前年度の440件に比べ

32件、7.3％減少しておりますが、平成17年度、19年

度に次いで過去３番目に多い件数となっております。

依然として虐待相談件数は高い水準にあると認識して

おり、今後も早い段階での虐待の把握と適切な対応に

努める必要があると考えております。

　児童虐待の背景につきましては、一般的には育児に

対する認識の低さ、家庭の養育力の低下、地域社会の

子育て機能の低下など、複合的な要因が重なっている

と考えられており、本県も同様な状況にあるものと思

われます。

　児童虐待の対策としましては、児童相談所等におけ

る対応とあわせて、未然防止のための子育てへの支援

が必要であると考えております。このため、乳児のい

る家庭へ保健師等が訪問して相談・指導等を行う「こ

んにちは赤ちゃん」事業や、養育支援訪問事業、育児

の負担感を緩和するための地域子育て支援拠点事業の

実施など、各種の子育て支援に取り組んでいるところ

であります。

　次に、児童相談所の組織体制、業務形態についての

御質問にお答えいたします。

　増加する児童虐待等に対応するため、児童相談所に

おいては継続的に体制の強化を図ってきており、平成

17年度から21年度までの５年間で児童福祉司を12人、

児童心理司を６人、虐待対応協力員等の嘱託員を10人

増員したところであります。

　あわせて、平成17年度には24時間対応の児童虐待

ホットラインを開設し、19年度には中央児童相談所八

重山分室を設置するなど、児童虐待への早期対応に努

めているところであります。しかしながら、このたび

石垣市において発生した３歳児童が被害者となる傷害

事件においては、虐待情報に対する初期対応の徹底が

課題となっており、また、児童相談所における休日・

夜間の緊急対応の体制、宮古地区への分室設置の必要

性等についても今後検討を進めていく必要があると考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　医療・福祉行政につ

いての御質問の中の、７対１看護体制実施に向けた看

護師の採用についてにお答えします。

　７対１看護体制については、去る５月に「看護体制

検討チーム」を設置し、看護師確保の課題、病床規模

の見直し、給与体系の検討、定数条例との関係など、

経営再建と両立する７対１看護体制を実現するための

諸課題の検討に着手したところであります。御指摘の

点についてもその中で検討してまいりたいと考えてい

ます。

　なお、看護師の採用について、今年度は採用試験を

２回実施するなど、これまで以上に取り組みを強化し

ております。

　以上です。
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○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育行政につ

いての御質問で、「指導・支援カルテ」の廃止を決定

した市町村とその理由についてお答えいたします。

　６月26日現在、当カルテの廃止を決定したのは13市

町村で、うち４町村は、今後も作成予定なしとなって

おります。また、多くの市町村で休止の措置をとり、

今後については存廃を含め検討中としております。

　廃止または休止及び検討中の理由としては、どちら

も個人情報保護条例上の手続がなされていないことと

保護者への周知に課題があったこと等であると聞いて

おります。

　次に、市町村立の学校への業務命令についてお答え

いたします。

　不登校児童生徒等の「指導・支援カルテ」の作成に

ついては、平成15年７月に県教育庁から各市町村教育

委員会、教育長あてに依頼したものであります。それ

を受け、各市町村教育委員会は、管下の各小中学校に

対し、当カルテの作成の周知を図り取り組んできたも

のであります。

　その後、中頭教育事務所においては、当カルテの作

成・活用及び記載方法等の周知のため、平成16年６月

の校長研修会で指導助言の一環として依頼文書を配布

したものであると理解しております。

　なお、他の教育事務所においては、同様な依頼文書

はなかったとの報告を受けております。

　次に、県立高校の運用休止の経緯等についてお答え

いたします。

　「生徒理解・支援カルテ」につきましては、西原町

における「子ども理解のための指導・支援カルテ」廃

止の決定を受け、県立高等学校の当カルテについても

関係法令との整合性を確認するため、６月３日に当面

運用を見合わせる旨表明いたしました。

　その後、６月10日に県行政情報センターから県立高

等学校における生徒の生徒指導にかかわる記録事務が

条例に基づき登録されているとの連絡があったことか

ら、当カルテについてもその記録事務に含まれている

と認識したものであります。

　また、６月17日の県教育委員協議会においては、県

立高等学校における当カルテの活用について、生徒指

導上の有効性や教育的意義を評価する意見がある一方

で、条例等との整合性や保護者への説明責任、周知方

法などについて課題があるとの指摘がありました。そ

の上で問題点を整理し、有識者を交えた検討委員会を

設置して今後のあり方について検討することが確認さ

れました。

　県教育委員会としましては、その提言を受け、外部

有識者を交えた検討委員会を設置して、今後のあり方

について総合的に検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、「指導・支援カルテ」の情報漏えい防止策等

についてお答えいたします。

　学校文書取扱規程によると、文書の保管に当たって

は、常に紛失、火災、盗難等に対する予防の措置をと

ることや、特に秘密文書については特定の場所に施錠

して保管しなければならないなどと規定しておりま

す。

　「指導・支援カルテ」の管理責任者は、指導要録や

出席簿などと同様、学校長であり、カルテは金庫に保

管する等情報の漏えいが起こらないよう、厳重に取り

扱っていると聞いております。

　当カルテは、基本的には学校内での教育活動で活用

されており、例外的に保護者や民生委員等の複数がか

かわり、教育的支援が必要な児童生徒に関しては、

ケース会議等で共通理解を図るため活用しておりま

す。その際には、会議終了後に活用した資料は回収す

るなど、その取り扱いに特段の注意を払っていると聞

いております。

　また、保存期間についての定めは特にありません

が、児童生徒の在学期間である小学校の６年間、中学

校の３年間は保管し、卒業後は速やかに処分すること

としております。

　次に、「指導・支援カルテ」の効果についてお答え

いたします。

　「指導・支援カルテ」は、不登校児童生徒の実態把

握と児童生徒理解の充実を図るため作成を依頼してま

いりました。

　当カルテの具体的な活用としては、教育相談や進級

した際の児童生徒理解、関係機関との連携における共

通理解のための資料等として活用されてきました。

　当カルテの作成活用により児童生徒理解が深まり、

個に応じたきめ細かな指導・支援がなされ、不登校や

いじめ等の問題行動の未然防止や早期発見・早期対応

等に効果があったものと理解しております。しかしな

がら、当カルテは児童生徒の個人情報を収集・作成す

ることから、個人情報保護条例との整合性や保護者へ

の周知と理解を得ることなどが課題になっていると考

えております。

　次に、人権侵害の危険性についてお答えいたしま

す。

　「指導・支援カルテ」は、子供のよさの伸長と児童
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生徒理解を図る観点から作成活用してまいりました。

　当カルテは、児童生徒の趣味、特技や不登校の実態

などを客観的事実に基づき記録し共通理解を図るもの

であり、児童生徒一人一人に応じたきめ細かな指導・

支援など、具体的な教育指導に生かしてきたもので

す。決して児童生徒の人権を侵害し、不利益につなが

るような取り扱いはあってはならないものと考えてお

ります。

　次に、教職員の勤務実態調査結果の分析等について

お答えいたします。

　教職員の勤務実態調査に係る分析検討委員会からの

報告によりますと、教職員の時間外勤務が常態化し、

業務に負担感を持っていることがわかりました。

　その原因の分析としましては、子供の状況の変化や

保護者、社会からの要請が多様化・高度化しているこ

と、教職員の業務が日々の授業や生徒指導を初め学級

経営、各種会議、事務処理、部活指導、家庭との連絡

など、これまで以上に複雑多岐にわたっていることな

どが挙げられております。

　県教育委員会としましては、定時退校日、ノー部活

動日の設定、会議の精選、報告書の簡素化等の推進に

努めているところであります。また、働きやすい職場

づくりを目指して負担軽減検討委員会等を設置し、各

学校の実情に応じた取り組みを検討するよう通知した

ところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　林道建設で、県民意

見を募った目的及び林道建設の実施について一括して

お答えいたします。

　県民意見については、林道建設環境調査の結果を公

開し、環境保全措置について広く県民から意見を募る

ことを目的として実施したものであります。

　これらの意見の内容は、これ以上の林道建設は必要

ない、ヤンバルは世界遺産の候補地だから保全すべ

き、楚洲仲尾線を中止せよ、林業は地域経済の重要な

産業であり、産業基盤としての林道は必要不可欠であ

るなどとなっております。このうち、建設の中止が87

名、環境調査等が十分でないとの意見が７名、林道が

必要との意見が２名でありました。

　環境省の意見としては、保全措置については効果が

確実でないこと、既存の林道の環境調査を行い、その

評価を踏まえた上で今回建設予定の林道について影響

を評価することなどの意見がありました。

　また、文化環境部の意見としては、自主アセスの実

施や自主的な事業説明会を検討し、専門家や地域住民

の意見を反映されるよう配慮すること、赤土流出防止

対策について、沈砂池等の最終処理対策を検討するこ

と、計画中止を含めて検討することなどの意見があり

ました。

　林道建設については、環境省、県文化環境部を初め

林道建設環境調査検討委員会の意見、県民の意見、林

業関係者等との調整を踏まえ総合的に判断し、５路線

の中から人工林が多く収穫時期などとなっている環境

への負荷の少ない伊江原支線、伊江Ⅰ号支線の２路線

について、環境保全に配慮しながら21年度から建設す

ることを平成21年２月に方針を定めたところでありま

す。

　同じく林道建設について、今年度の事業を中止する

ことについてお答えいたします。

　林道の整備については、森林の適切な管理や造林・

保育・収穫等の森林施業の効率化、木材搬出等のため

に必要と考えており、地元の要望等を踏まえ自然環境

に配慮しながら進めていきたいと考えております。

　なお、平成21年度の工事の実施に当たっては、事前

に部内工法検討委員会、林道環境監視委員会、環境部

局等との調整を図り、環境保全に配慮しながら実施し

ていく考えであります。

　以上でございます。

○渡嘉敷喜代子さん　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時34分休憩

　　　午後６時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　普天間飛行場の一部が移される

ということですけれども、じゃ、港や給油エリアと

か、それからオスプレイの問題も出てきます。そして

パラシュートも出てきます。それで辺野古が負担軽減

になるのかどうか、もう一度お答えください。

　それから知事、これまでの嘉手納の運用状況で効果

がなければ別のことを考えなきゃいけないんじゃない

ですか。これまでのような答弁はやめてください。積

極的なことをおっしゃってください。

　墜落事故についての予測はないことについての答弁

ですけれども、普天間飛行場では事故があるわけです

よね。ヘリが墜落しましたね。そういうことでもやっ

ぱりこのこともアセスの中でしっかりと検証していか

なければいけないんじゃないかと思います。

　それから海砂の問題ですけれども、1970年から72年
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にかけてチービシで砂利を採取しております。そして

砂利採取したときには10年間ではもとに戻ると言われ

ておりますけれども、1984年、10年以上たって砂の移

動によって、その近くの神山島の形がいびつになった

というようなことが県の報告書に出ているわけですよ

ね。ですから大きなその環境への影響があると思いま

す。そして、どの条例で環境アセスをするのかという

ことを私はお尋ねしたいと思います。事業者が関係法

案でアセスをすると言っていますけれども、じゃ、ど

の法案でされるのか。

　それからもう一つ、県が海砂利採取をするときに、

岸から１キロメートル、そして水深15メートルの範囲

で砂をとるとしています。ところが、福岡県は岸から

４メートルから５メートル、そして水深が45メートル

から35メートルの範囲で砂利採取をしていますけれど

も、環境の影響はどちらの方が大きいのか、そのあた

りも答弁をお願いしたいと思います。

　普天間飛行場の危険性の除去についてですけれど

も、国がやりましたクリアゾーンの拡充なんですが、

だれのための危険性の除去なのか。米軍機なのか市民

のための除去なのかについてもお尋ねしたいと思いま

す。11機のヘリが編隊で組んでいるわけですよね。そ

んな状況で閉鎖状態と言えるのかどうか。普天間飛行

場が欠陥飛行場であるということをしっかりと認めて

閉鎖をしていく動きをしていただきたいと思います。

　それから警察本部長、レンジ７への立ち入りを申請

しているようですけれども、じゃ、その許可を得るた

めにどのような、どことの連携をとっていこうとする

のか、そのあたりをお尋ねします。

　それから、この流弾事件での唯一の証言者でありま

す玉城ミツさんが亡くなりました。これは本当に基地

の犠牲者だと言っても過言ではないと思います。そう

いうことで本部長は、就任して最初の仕事としてこの

流弾事件についてしっかりと問題解決をしていくんだ

という決意を聞きたいと思います。

　それから、子供たちは日々成長していくものです。

そして新しいクラスになったときに、新しいクラスの

子供たち、そして先生もかわるわけだから、ちょっと

これから頑張っていこうかなとする子供に対して、過

去のそういう状況の中で色眼鏡で子供たちを見るとし

たならば、本当に子供たちにとっては気の毒です。今

回のカルテがすべての子供たちが対象であるというこ

とが一番大きな問題なんですよ。そのあたりをお尋ね

しますので、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの渡嘉敷喜代子さん

の再質問に対する答弁は、時間の都合もありますので

休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後６時41分休憩

　　　午後７時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の渡嘉敷喜代子さんの再質問に対する答弁を

願います。　

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員の再質問の中

で、いろんなこの基地からの騒音その他が、いろいろ

政府その他に要請をしても効果がないじゃないかとい

う趣旨の御質問がございました。確かに、我々も何度

も日米両政府に対して再編に伴う騒音などなどの効果

とか県民の負担の軽減につながっているのかどうか、

疑義があるというようなことは言ってきております。

　しかし、日米両政府に県民の負担軽減ということ

は、確かにすぐに効果は出ているかどうか疑わしいん

ですが、それでもやっぱり言い続ける必要があると思

いますし、さらに現地の市町村とも一緒になってこの

負担の軽減、騒音などなどを含む負担の軽減について

は、強く申し入れを続けることが大事だと考えており

ます。

　確かに有効な手段とか効果がすぐに出る方法という

のは今持っているかと言われたら、なかなか見つから

ない部分がないわけではありません。

　しかし、これは何度も何度も申し入れをし、そして

相手がやっぱり改善に踏み切るまでは粘り強くやるし

かないと思いますし、また県議会の先生方のお力も得

てぜひとも騒音などなど負担の軽減に取り組んでまい

りたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　普天間飛行場代替施設

に関する再質問にお答えいたします。

　２つございます。まず１つは普天間飛行場の機能の

一部が代替施設に移るということだが、本当に負担軽

減になるのかというお尋ねだったと思います。

　普天間飛行場代替施設は、現在の普天間飛行場に比

べ面積が480ヘクタールから205ヘクタール、滑走路は

2800メートルから1600メートルになります。一方、施

設についても基本的には普天間飛行場の機能を維持す

るために整備するものであります。

　また、飛行経路がほぼ海上になるよう設定されてお

り、住宅地を含む現在の陸上での飛行に比べますと地

元住民の生活に与える影響は大きく異なるものと考え
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ております。

　２点目でございます。

　クリアゾーンの拡充はだれのためのものなのかと、

閉鎖すべきではないかという再質問にお答えいたしま

す。

　普天間飛行場の危険性については、同飛行場が住宅

の密集する市街地の中心部に位置しており、万が一航

空機事故が発生した場合に周辺住民に多大な影響を及

ぼす懸念があります。

　クリアゾーンの拡充等の諸施策については、危険性

の除去につながる対応策であると認識しております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問にお答えいた

します。

　まず、墜落事故が予測されていないことについての

再質問にお答えいたします。

　墜落事故等の災害につきましては、環境基本法の環

境保全の対象とはならないことから、先ほどお答えい

たしましたとおりアセス法の環境影響要因に含まれな

いということでございます。

　次に、海砂はどの法案でアセスを行うかという御趣

旨の再質問にお答えいたします。

　土砂等の採取業者による各種関連法令に基づく環境

保全は、必ずしもアセスの実施のことではなく、砂利

採取に当たりましては、各事業の関係する法令に基づ

いて保全措置を実施する必要があるというふうに考え

ております。

　なお、陸域での土砂等の採取につきましては、条例

の対象事業種と指定されておりますので、対象規模以

上のものにつきましては、同条例に基づいてアセスが

実施されることになります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　再質問の沖縄県と福

岡県では距離とか基準が違うけれども、どっちの方が

影響が大きいのかという趣旨の再質問にお答えいたし

ます。

　本県と福岡県では、海域の地形それから地質等が異

なっております。ですから、海岸からの距離あるいは

水深による環境への影響については比較できないもの

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　質問の順序は、まず、

連携の具体的な相手方、それから抱負というお話でし

たが、まず抱負の方から述べさせていただきたいと思

います。

　警察の捜査に御協力いただきました玉城ミツさんが

お亡くなりになりました。心から御冥福をお祈り申し

上げます。

　この事件は、住民の皆さんの日常の安心感にかかわ

る極めて重大な問題であるということに思いをいたし

まして、事案の真相解明になお努力を傾注してまいり

たいと思っております。

　２番目の連携の具体的な相手方のお問い合わせであ

りますが、まさに今、先ほど申し上げました協議とい

うのは現在進行形でありまして、米側と協議交渉を今

重ねている真っ最中でございます。その真っ最中の段

階において、いわばこちらの手のうちを明かすような

ことは、私の捜査の責任者としての立場としてはここ

ではできないということを御理解いただければと思い

ます。

　その意味で、この問題に関しましては、いろんなこ

とで機関等どういう形で連携できるか、あるいは捜査

全体に対してお役に立てていただけるかを考えながら

適切に対応したいと思っております。

　以上であります。

 ○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　渡嘉敷議員の「指導カル

テ」についての再質問についてお答えいたします。

　学校における教育指導においては、児童生徒理解が

大変重要であります。

　児童生徒理解とは、子供の内面の理解、心の理解で

あります。そして、取り巻く環境の理解、家庭や社

会、親子関係の理解であります。そしてその子に必要

な手だての理解のことであります。

　当カルテは、児童生徒一人一人を十分に理解し、

個々のよさや可能性を伸ばすことをねらいとして作成

してまいりました。そして、児童生徒のよさの伸長と

課題解決が図られるよう指導方針を確立し、教育指導

に生かしていくようお願いしてまいりました。

　子供のよさや課題等を理解した上で、その子に必要

な指導・支援についてかかわっていく教師たちが共通

理解し、具体的な教育指導に生かしていくという意味

で積み重ねてきたものであり、それぞれの教師が児童

生徒に人としてよりよく生きてほしいという願いが込

められた申し送りが支援カルテだと思っております。



－ 236 －

　しかしながら、当カルテは児童生徒の個人情報を収

集、作成することから、個人情報保護条例との整合性

や保護者への周知と理解を得ることなどが課題になっ

ていると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　海砂についてですけれども、事

業者が関連法案に基づいてやるというけれども、今の

答弁ではアセスではないということですけれども、

じゃあだれがアセスのそういうことをやるのか、再度

お尋ねします。

　神山島がいびつになったということも、そういう影

響が出ているわけですよね。どこでそのアセスをやる

のか再度お尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　海砂についての再々

質問にお答えいたします。

　まず、海砂の採取につきましては、アセス条例の対

象にはなっておりません。ですから、今普天間の海砂

の1700万立方メートルにつきましては、事業者、それ

は購入するということで準備書に記載されております

ので、それの購入の際には土砂等の採取業者により各

種関連法令に基づいて保全措置がとられるべきであろ

うというふうに考えているということでございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　あと２人ですのでよろしくお願いし

たいと思います。

　一般質問を行います。

　第１点目は、島嶼防衛強化についてであります。

　八重山では、2007年６月に与那国に米軍艦船が強行

入港し、2009年４月には石垣港へ米軍艦船が同じく強

行入港しました。また、ことしの６月には自衛隊ヘリ

が勧誘活動の一環として、搭乗体験と称して強制的に

空港を使用し遊覧飛行をする行動をとりました。そし

て、今回西表島上原港へ自衛隊艦船の寄港でありま

す。

　このように、頻繁に先島、八重山への空港、港の米

軍、自衛隊の軍事利用は、米軍再編で合意された日本

の役割分担とも絡めて沖縄全体が軍事要塞化の着実な

地ならしの動きだと言えます。

　石垣市長は、石垣市は、平和宣言をしており、過密

な空港や港に武器や火薬等を積んだ軍艦の入港は極め

て危険であり、観光面でも大きな悪影響を及ぼすとし

て市民の安全・安心を守るため反対をしてきておりま

す。しかし、政府は日米地位協定を理由に民間港への

寄港を容認をしております。

　こうした背景には、防衛庁が進める先島を含む南西

地域への防衛強化の目的で陸上自衛隊那覇基地の旅団

化の格上げと密接な関連があると思います。

　次のとおり具体的に質問をします。

　茨、石垣港への米海軍掃海艦や自衛隊ヘリの空港利

用について知事の見解を伺います。

　芋、陸上自衛隊那覇基地の旅団化格上げの目的と役

割を伺います。

　２点目は、古島団地（元郵住協）の建てかえ事業に

ついて伺います。

　当古島団地は、戦後、県民の住宅難解消として、当

時の琉球政府の許可を得て、県下52市町村の出資に

よって設立をされました。その後、老朽化が著しく、

建てかえ事業の問題が発生をし現在のバークレー社に

売却をし、再開発事業による建てかえ事業へと託され

ました。しかし、売却後３年経過しても何の進展もな

く、入居者は不安な毎日を過ごしております。この建

物は、海砂が使われ、塩分を多量に含んでいるため、

鉄筋の腐食膨張が進行し、コンクリートの坦離、落下

は相次ぎ、廊下やベランダは傾き、危険な状況であり

ます。一刻も早く緊急的な修繕と建てかえ事業が求め

られております。

　では、次のことについて伺います。

　茨、古島団地の設立の経過と県・市町村の役割を伺

います。

　芋、当古島団地の劣化状況に行政から修繕勧告はな

いのか伺います。

　鰯、元郵住協解散時に締結をした協定書の履行につ

いて伺います。特に第６条（団地運営）、第７条（再

開発事業）、第13条（推進協議会設置）は守られてい

るか伺います。

　第３点目は、自治体の臨時、非常勤職員問題につい

てであります。

　全国の自治体で臨時、非常勤などの非正規職員が全

体の27.8％も占め、約60万人もいると推定をされてお

ります。地方財政の悪化を理由に、定数、人件費が削

減をされ、安い労働力で補おうとしております。今、

原則１年単位の不安定な身分と年収200万以下の官製

ワーキングプアの実態が問題となっております。

　次のことについて伺います。

　茨、県・市町村の実態（職種、人数、給与）を伺い

ます。
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　ア、地公法第22条、一般職、臨時職員。

　イ、地公法第17条、一般職、非常勤職員。

　ウ、地公法第３条３項、非常勤嘱託職員。

　芋番目、問題と課題は何か伺います。

　鰯、県の外郭団体の臨時、非常勤職員の実態を伺い

ます。

　４点目は、おきなわ女性財団「てぃるる」について

であります。

　私は、去る２月定例議会で、同財団の図書館業務は

独自の特性があり、専門的知識や経験が不可欠であ

り、３年や５年で契約がかわる指定管理の運営は人材

育成の観点から弊害が大きいと問題点を指摘をしまし

た。知念文化環境部長は、「早い時期に従来の管理委

託制度へ戻すことの検討をする」と答弁をしておりま

す。その検討状況について伺います。

　５点目の我が会派の代表質問との関連については割

愛をします。

　以上、答弁よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山議員の御質問に答弁い

たします。

　島嶼防衛強化に係る御質問の中で、石垣港への米軍

艦船の寄港に係る御質問にお答えいたします。

　民間港湾は、民間船舶の運航施設として設置された

ものであり、米軍は、緊急時以外は民間港湾等の使用

を自粛すべきであるというのが県の一貫した方針でご

ざいます。

　米軍基地が集中する沖縄県におきましては、米軍

は、ホワイト・ビーチ地区などの米軍施設を使用すべ

きであると考えております。また、陸上自衛隊ヘリの

石垣空港使用につきましては、当該飛行は、自衛隊の

広報活動の一環として行われるものであり、定期便の

運航に支障のない範囲内で使用することは差し支えな

いものと考えております。

　同じく、島嶼防衛強化に係る御質問で、陸上自衛隊

の旅団化の役割などについてという御質問にお答えを

いたします。

　防衛省の説明によりますと、中期防衛力整備計画に

基づき、陸上自衛隊は、即応性、機動性などを一層向

上させるため、５個の師団、１個の旅団及び２個の混

成団について改編を実施するとのことであります。沖

縄に配備されている第１混成団の旅団化は、その一環

であるとのことであります。これにより、事態対処能

力や機動力などの向上が図られるとのことでありま

す。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　古島団地の建てかえ

事業について、古島団地の設立の経過と県・市町村の

役割についてお答えいたします。

　旧財団法人郵便貯金住宅等事業協会は、戦前の郵便

貯金払い戻し問題解決の一環として、県内の53市町村

から寄附を受け、昭和44年に設立された公益法人であ

り、その目的は、戦前の預金者の福祉向上と本県の住

宅難の解消に寄与するものとしていました。

　住宅事情が最も厳しかった那覇市において、同協会

の３団地が計画され、古島団地は昭和47年に386戸が

完成し、入居開始しております。平成17年３月に同協

会は、株式会社バークレー・リアルティー沖縄リミ

テッドに事業・資産譲渡を行った上で解散し、その後

は当該事業者が管理運営し現在に至っております。

　県の役割としては、同協会が解散するまでは指導監

督官庁としての指導監督を行っており、また、評議員

への就任や同協会の要請により専務理事などとして職

員を派遣しておりました。

　市町村の役割としては、同協会の理事、監事または

評議員として解散から清算結了までは清算人として市

町村長等が就任しておりました。

　また、同協会が解散した現在は、県は、当該団地の

推進協議会を設置して、事業者が行う再開発の事業が

円滑に進瀧するよう働きかけているところであり、那

覇市は、県とともに推進協議会の設置に向けて関係者

に働きかけているところであります。

　同じく、古島団地の建てかえ事業についての中の、

古島団地の修繕勧告についてお答えいたします。

　古島団地については、建築基準法第10条の規定に基

づく那覇市からの勧告はありません。

　なお、旧郵住協は、平成７年３月に那覇市長から同

法第８条の規定に基づく、建築物を常時適正な状態に

維持するよう建築物の改善通知を受けております。同

協会はこの通知を受けて、平成７年から平成14年にか

けて安全性の確保を目的に外壁坦離改修などの緊急修

繕工事を実施しております。

　同じく、古島団地の旧郵住協が締結した協定書の履

行についてお答えいたします。

　当該協定は、私法上の契約であることから、協定の

履行については事業者が責任を負うものであり、協定

の履行に関して、県としては行政権限による関与はで

きないものと考えております。しかしながら、県は推
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進協議会の設置について、那覇市、事業者及び古島団

地自治会に働きかけを行い、去る６月17日に４者によ

る準備会議を開催したところであります。

　なお、協定第６条「団地運営」及び同第７条「再開

発」については、事業者の努力規定となっていること

から、当該事業者に確認したところ、「団地運営」に

ついては、「建替えを控えており、安全上・衛生上、

最低限必要な補修等を行っている」と聞いておりま

す。また、「再開発」については、「昨今の経済情勢

の悪化により進瀧が遅れている状況である」と聞いて

おります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　自治体の臨時、非常勤職

員問題についての質問のうち、地方公務員法第22条、

第17条、第３条第３項に基づく県の臨時、非常勤職員

の職種、人数、給与及び問題についてお答えいたしま

す。一括してお答えします。

　地方公務員法第22条に基づくいわゆる臨時的任用職

員は、事務職1069名、技術職339名で、平成21年６月

１日現在で合計で1408名となっております。平均の給

料月額は約22万3000円で、その他、一般常勤職員と同

様の諸手当が支給されます。

　同じく地方公務員法第22条に基づくいわゆる賃金職

員は841人で、給与は時給810円となっております。

　同じく地方公務員法第３条第３項に基づくいわゆる

嘱託職員は、用地補償嘱託員やスクールカウンセ

ラー、交番相談員など1750名となっております。

　嘱託職員の給与につきましては、その職務内容や責

任に応じて、支給方法や報酬額を決定しているところ

であります。

　お尋ねの地方公務員法第17条が適用される非常勤職

員はおりません。

　常勤職員の業務は、許認可事務や調整、企画・立案

業務などであり、非常勤職員のうちいわゆる賃金職員

の業務は、文書受け付けや資料整理などの補助的・定

型的な業務であります。

　これらの業務は、業務の難易度、複雑さにより責任

や勤務時間などに違いがあり、非常勤職員が常勤職員

の業務をかわって行えるものではないことから問題は

ないと考えております。

　いずれにしましても、県行政を円滑に推進するため

には、常勤職員と非常勤職員がそれぞれの役割を分担

しながら業務を推進していく必要があると考えており

ます。

　次に、同じ自治体の臨時、非常勤職員問題に関する

質問のうち、県の外郭団体の臨時、非常勤職員の実態

についてお答えいたします。

　県では、公社等の指導監督要領を定め、外郭団体に

対し指導監督を行っております。

　指導監督の対象となる外郭団体には、財団法人や社

団法人、株式会社などの形態があり、それぞれの団体

ごとにさまざまな雇用形態が想定されます。

　このようなことから、外郭団体における正規職員と

非正規職員の数については把握しておりますが、臨

時、非常勤職員の内訳や雇用形態等の詳細については

掌握しておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　自治体の臨時、非常勤職

員問題についての御質問の中で、市町村における臨時

職員、非常勤職員及び非常勤嘱託員の実態並びに課題

と問題について一括してお答えいたします。

　市町村における非正規職員の人数は、平成21年４月

１日現在、地公法第22条に規定する臨時職員が約3800

人、同法第３条第３項に規定する非常勤嘱託員が約

2400人となっており、市町村全体で約6200人となって

おります。

　なお、地公法第17条に規定する非常勤職員は該当が

ございません。

　職種については、臨時職員は一般事務、保育士等26

種、非常勤嘱託員は市税納付推進嘱託員、歴史資料整

理員等189種となっております。

　給与については、職種ごとにそれぞれ時給、日額、

月額で定められており、各団体の条例・規則に基づき

支給されております。

　各市町村においては、それぞれの団体の実情に応

じ、正規職員と非正規職員のそれぞれの役割を考慮し

つつ、配置、業務内容等を総合的に判断し適正に任用

を行っているものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　おきなわ女性財団

「てぃるる」についての御質問で、男女共同参画セン

ターの図書情報室についての御質問にお答えをいたし

ます。

　沖縄県男女共同参画センターは、平成18年度から指

定管理が始まっており、図書情報室についても指定管

理の範囲に含まれております。
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　現在、図書情報室業務も含め、同センターの指定管

理のあり方について、サービスの質の向上等さまざま

な面から、モニタリングでの評価も参考にしながら検

討しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　再質問をします。

　島嶼防衛についてでありますが、知事は、米軍につ

いては緊急時以外は自粛するというのが県の方針であ

るということを言っておりますが、これは2008年11月

にも知事は米海軍の艦船ヘリが石垣港を使ったときに

そういうことを言っておりますが、でも2009年４月か

ら６月にかけて米海軍の掃海艦、あるいは自衛隊ヘ

リ、それから自衛隊等米軍が入ってきていますが、そ

の後、知事はこれは緊急時以外はと言っていますが、

この一連の動きは地位協定で言う緊急性に該当するも

のではないんですよね、知事。緊急性に該当するもの

ではないけれども、じゃ、知事は一連のこの入港や空

港利用にどういう態度をとったのかについて私は聞き

たいと思いますので、これは改めて地位協定で言う緊

急性に該当しないというんであるならば、知事は緊急

時以外は認めないと言っているわけですから、どうし

たんですかと私は聞いていますので、その答弁を願い

ます。

　それから、外務省が米軍艦船の入港は港湾管理者が

制約することは機能を逸脱すると述べておりますが、

港湾法に基づいて民間の経済活動を優先させることは

当たり前であるし、民間船と武器やミサイルを装備す

る軍艦と同じに見ることは私はできないと思います

が、これは市長として当然民間の経済活動を優先する

のが当たり前ではないかと思いますが、この港湾管理

者が制約するのはできるんではないかと思いますが、

外務省は間違っているんではないかと言っていますの

で、それへの知事の見解をお願いします。

　それから、先ほど中期防衛計画の一環であるという

ことで言っていましたが、即応性・機動性ということ

を含めて、これは国境を挟む軍事的緊張関係をつくる

ことになるのではないかと言っていますので、これが

旅団に格上げされて装備が一段とＦ４からＦ15に機能

強化されて、知事先ほどおっしゃっていましたが、こ

れはやっぱり境界線に軍事的緊張関係をもたらすんで

はないかと思っていますので、知事の見解を改めてお

願いをします。

　それから、古島団地の建てかえ事業でありますが、

役割と対応について答弁をもらいましたが、これは行

政の責任も含めて売却したからということで、その後

の事業の責任放棄することが私はあってはならないと

思います。

　そして、先ほど修繕勧告はどうしたかということを

聞いたら、これは安全性の坦離のことも含めて直しま

したと言っておりますが、以前に１号棟は耐久度調査

が入ってこれは総合点数が3398点で、基準強度よりか

なり下回って、学校の建物が5000点未満は取り壊すと

いうことになっているらしいんですが、構造耐久性保

有度はかなり悪く、危険な建物ということで判定され

たと思っておりますが、これは先ほど言った修繕をさ

れてそれでいいのかということで私は聞きたいと思い

ますので、その答弁を再度お願いします。

　それから協定書、これは最低限守られていると言っ

ていますが、これは水回りの問題とか補修とかについ

て、住んでいる方々からするならば一向に連絡しても

直してくれないという話なんですが、話が合わないん

ではないかと思っておりますので、再度答弁をお願い

します。

　それから第７条ですが、再開発事業についてはもう

おくれていると言っていますが、これは３年たって協

定書の中において平成20年３月には再開発のめどを見

せるといって協定書に交わされているんですよね。そ

れから、那覇市の都市計画マスタープランとも調整を

図りながらということを明確に言っているんですが、

ただおくれているということの話では納得できないと

思いますが、これも改めて答弁お願いします。

　それから13条ですが、推進協議会、これは去年の９

月に前の山城統括監が早急に設置するということをマ

スコミはずっと載ってますよね。１年ですよ、１年同

じことを言っている。議会でも何回も聞いているがま

た同じことを言っている、準備会ですと。どうなって

いるか明確に示してもらいたいと思います。

　それから協定書の履行ですが、この協定書は郵住協

は解散をしているから、もうこれは消滅しているんで

はないかというような言い方なんですが、これは当

時、入居者や県民・市民の立場に立って協定書を交わ

すんであって、郵住協を解散をして協定書が消滅する

ということをわかりながら県は協定書を交わしたのか

と私は疑問があるんですが、これはなぜそういうふう

な方法で協定書を交わされたのかですね。これは入居

者とかも入っていなくて協定書が交わされています

が、そのことについての見解をお願いします。

　それから、今でもブロックの坦離やあるいは廊下は

傾いているんです、あの廊下が。そういったことの事

故が、今何かやっぱりそれなりの災害があったら大変
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な事故が起こりかねないと思いますが、知事は一回見

てきたらどうですか、その辺の知事の見解をお願いし

たいと思います。

　それから、次の臨時、非常勤の件でありますが、総

務省の地方公務員短時間あり方研究会、それから自治

労の実態調査もすると、これが定職の約27.8％も非正

規雇用がいると言っていますけれども、推定でも60万

人いると。先ほどの答弁でも、県庁、市町村において

ももうそれなりの数が話をされましたが、特に新聞紙

上で問題になりました臨時教員の問題についてもこれ

が多数を占めておりまして、しかも病院事業局と教育

庁が多数を占めておりますが、それについての定数内

臨時任用と定数外の内訳を特に聞きたいと思います

が、臨時教員の場合に病休・産休の代替以外の実数は

私は定数化すべきではないかと言いたいんですが、そ

れの実数を教育長の方からお願いします。

　それから、臨時、非常勤職員に対して人事院が20年

８月26日に給与の改定、通勤手当、期末手当を整備を

するようにということの通知を私は聞いているんです

が、これはどのように各市町村、県庁も含めて整備を

したのか答弁をお願いをしたいと思います。

　それから４番目、女性財団「てぃるる」についてで

ありますが、先ほど部長は簡単に検討していますとい

うことでしたが、あれほど議論をしながらこの女性の

地位向上、男女共同参画の社会づくりとしての役割が

大きい中において、これは収益性も見込めない段階で

指定管理すべきではないのかということの話の中で、

部長はこれは検討しましょうという話だったと思いま

すが、再度全国的な状況はどうなのか、それも含めて

答弁をお願いします。

　それから、21年度の予算でビデオや図書費が172万

から64万円へと削減となり、108万円減額されている

んですが、これはなぜか答弁をお願いしたいと思いま

す。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時47分休憩

　　　午後７時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山議員の再質問にお答え

いたしますが、まず、島嶼防衛の点で２点、関連いた

しておりますので一括して答弁させていただきたいん

ですが、八重山地域、2008年、たしか与那国だったと

思うんですが、米艦船の入港、それからことしは石垣

への入港ですが、これは確かに緊急時以外は自粛すべ

きということを先ほども答弁いたしました。そして、

そういうことを言ってきたわけですが、これは地位協

定上はそうはなっておりませんで、ある意味で彼らは

入れるという、緊急時以外でも入れる、入港できると

いうことになっておるようですから、私どもとして

は、これは自粛すべきだということを実は言ってきて

おりますし、地位協定の抜本改定という中にこの件も

実は入れております。

　それから、港湾管理者でも最終的にはこれは拒否で

きないと言われておりまして、これは事実上、法律で

も拒否できないということでございます。

　そして３番目の方で、自衛隊の島嶼への配備などな

どにつきましての御質問で、知事の見解いかんという

ことですが、これは無論、特に島嶼地域につきまして

は、そのエリアの外交上の緊張を生まないような配慮

というのは当然やるべきだし必要だと思うんですが、

防衛上の観点からは日本の防衛上これは必要だという

ことに判断されてなされる分については、これは今申

し上げた緊張を生まない、そして防衛上必要だという

ことで判断されているものと理解をしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　崎山議員の再質問の中

で、非常勤職員に対して人事院の通知を受けて通勤手

当相当額、それから期末手当相当額を支給すべきでな

いかという御質問に対してお答え申し上げます。

　確かに平成20年８月26日付で、人事院事務総長から

国の府省に対して勧告がありまして、その中には通勤

手当給与を支給すること、それから相当長期にわたっ

て勤務する非常勤職員に対して期末手当相当給与を支

給することに努めることという向きの勧告がございま

す。

　この勧告は府省に対しての勧告であり、地方自治体

に対してはその勧告は拘束するものではございませ

ん。まして、地方自治法の中では嘱託職員やいわゆる

賃金職員などの非常勤職員につきましては、地方自治

法では手当を支給することはできないという規定に

なっておりますし、それを受けて県の人事委員会から

も勧告はございませんでした。

　それから、総務省サイドからもこの人事院事務総長

の勧告を受けての是正方についての通知もございませ

んでした。その関係で、県としては、市町村も含めて

でございますけれども、それに対する対応はしており

ません。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　男女共同参画セン

ターの指定管理についての再質問についてお答えいた

します。

　現在、男女共同参画センター指定管理についての検

討につきましては、平成21年度から平成22年度にかけ

まして、指定管理者制度導入の適否、それから指定管

理の範囲に図書情報室を含むかどうか、あるいは指定

管理の公募の適否、指定管理期間等の検討を行うこと

としておりまして、現在、指定管理者制度全般につき

まして、女性財団や指定管理者、利用者・利用団体等

との意見交換を行う準備を進めているところでござい

ます。

　男女共同参画センターから男女共同参画に関する多

くの情報が提供され、県民の広報啓発に役立てるよ

う、効果的な図書情報室のあり方等について検討して

いきたいと考えております。

　また、全国の男女共同参画センターの状況ですが

――これは平成19年度の調査結果でございますが――

全国で都道府県が設置する男女共同参画センター 46

施設のうち、指定管理者制度を導入しているのは24施

設でございます。そのうち12施設が施設事業を一体化

して指定管理者制度を導入しており、12施設が施設の

み指定管理者制度を導入してございます。その施設の

み指定管理者制度を導入している12施設のうち、６カ

所は施設に図書情報室も含んでいるという調査結果が

出てございます。

　それから、ビデオ等の予算が削減されていることに

つきましては、既存の図書・ビデオの活用を充実させ

ていくことで経費節減に努めていくというように聞い

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　崎山議員の教育委員会に

おける臨時的任用教員の中で、定数内臨任は何名かの

再質問にお答えいたします。

　小・中・高校・特別支援学校における平成21年５月

１日現在の定数内臨時的任用教員数につきましては、

813人となっております。

　以上でございます。

○崎山　嗣幸君　定数外は……。

○教育長（金武正八郎君）　失礼しました。

　代替補充教員につきましては、小学校、中学校、高

等学校、特別支援学校で819人となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時６分休憩

　　　午後８時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　古島団地についての

再質問にお答えいたします。

　まず、１号棟の安全性についてでございますけれど

も、これについては修繕等について引き続き現状の把

握に努めていきたいと考えております。

　それから、水漏れがあって苦情を申し上げても対応

してくれないということにつきましては、まだこれに

ついても現状を把握しておりませんので、引き続き現

状把握に努めていきたいと考えております。

　それから、再開発事業がおくれていることについて

でございますが、先ほども答弁いたしましたとおり、

昨今の経済状況が非常に悪い状況になっていることで

進瀧がおくれている状況であるということでありま

す。

　それから、推進協議会につきましては、準備会が去

る６月に立ち上がったばかりでございまして、早目に

準備会から推進協議会に移行できるように努めてまい

りたいと考えております。

　それから、協定書について住民が入っていないのは

なぜかということでございますが、これは事業とそれ

から資産譲渡に伴う協定書でございますので、関係者

といいますか、それは旧郵住協と当該事業者だけに

限ったということに理解しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　先ほど答弁漏れといいます

か、一つ御質問、御提案といいますか、知事は見てき

たらどうかという御提案に対しては、御提案として

承っておきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　郵住協の問題については余りにも残

念ですが、売ったから、行政は知らないという感じに

受け取れてしようがないんですが、順を追ってもう一

回再々質問をさせてもらいたいと思います。

　島嶼防衛については、知事は2008年11月にこう言っ

ているんですよね。米海軍の艦船ヘリが石垣港を使用
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したとき、「今後、緊急時以外は民間空港を使用しな

いよう強く求める」と言っているんですが、でもその

後、米海軍の掃海艦が入ってきたんですが、知事は

2008年そう言ったんだったら、その後入っているけれ

ども強く求めたんですかと私は言っているんですよ

ね。

　それで、知事は緊急時以外はと、これは緊急性では

ないですよね。急病人が発生したとか、何か米軍の艦

船がこの石垣港や西表島に緊急事態で入らないといか

んという理由はないんだけれども、知事はそれはもう

約束どおり、緊急じゃないから入るなということをす

べきではないかと、私は１番目聞いているんですよ

ね。その立場は、地位協定の関係は、地位協定は入れ

るというんでしたら、それは知事は地位協定は問題と

言っているわけですから、そこは問題ということで入

れるなということを私言っていますので、強い姿勢を

示したかということを私は言っているので、これはも

う一回済みません、お願いします。

　それから、港湾管理者が制約できないと言っていま

すが、この港湾管理者もこれは港湾法、法律に基づい

て日本のやっていることを、これは民間の経済活動よ

り米軍が優先するということは、まさにこれは地位協

定上問題があるので、知事はやっぱりそれは簡単に拒

否できないということではなくて、問題があるという

ことを含めて港湾法というか、しっかり守った形をと

らないと、沖縄県民を守る知事として余りにも残念な

姿勢ではないかと。

　民間船と、大砲を積んで、ミサイルを積んでいる軍

艦と一緒にはできないんじゃないかということを言っ

ているんであって、民間のやっぱり空港ですよ、港で

すよ。それは港湾法が優先して、民間の県民や国民の

ために使うのが港であって、知事、先ほど米軍は米軍

の軍港を使いなさいと言ったわけですから、これは

しっかり港湾管理者も含めて、知事、兼務しています

から、しっかり港湾法を守ってもらいたいと私は思っ

ていますが、再度これも答弁をお願いをします。

　それから古島団地の件ですが、１号棟は補強してあ

りますという感じを言っていましたが、これは先ほど

私が質問したように、もう耐久度調査もされて、これ

はもう崩壊するような建物ですよ。私は廊下を歩いた

んですよ。廊下は、ひさしが本当に傾いているんです

よ、これ。歩けないぐらい恐いですよ、向こうは。何

かあったら、やっぱりそこは災害がすぐ起こることで

あって、知事、わからないと思いますが、全部天井が

バーンと落ちているんですよ、一回。これは、新聞記

事に一回載っていたと思いますよ。天井が丸ごと落ち

ていますから。

　だから、こういう危険な建物に何百世帯か住んでい

るわけですよ。しかし、バークレーに売ったからと

いって、行政は関係ないと言ったって、事故が起こっ

たら行政の責任は大きいと私は思いますよ。だから、

知事一回見たらどうですかと、何回もここで私が発言

するよりは、もう知事が行って、バークレーにやっぱ

りこれは言えないということは先ほど聞いたんです

が、協定書が履行できないというところが問題あるん

じゃないですか。これは入居者は入らないと言っても

何で入らないのか含めてもう一回説明できませんか。

　それから最後に、教育長、臨時教員の件は定数内の

産休とか病休で休まれる方のかわりが813人と言って

いましたので、それ以外の第22条の臨時教員がいっぱ

いいるんじゃないですか。この定数外の職員は、これ

は定数化すべきではないですかと私は言っているんで

すよね。これをお答え願いたいというふうに思いま

す。

　それから、女性財団「てぃるる」については108万

減額をしていると。これは経費節減ですと言っていま

すが、これは女性の地位向上、男女共同参画の社会づ

くりとして専門図書の役割は大きいと、後退している

んではないかと。簡単にこれは108万減額しましたと

いう話ではないんじゃないですか、これ。そういうこ

とも含めて再度答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時19分休憩

　　　午後８時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山議員の再々質問の中

で、米艦船の入港につきましては、実は相当強い形で

外務省にも文書で使用自粛を強く申し入れております

し、特に、県としては、民間船舶の円滑な定期運航及

び安全性を確保するために、今後とも日米両政府に対

し、米軍による緊急時以外、民間港湾の使用自粛を求

めていきたいと思っております。

　そして、確かに地位協定上のぎりぎりのところで制

約があるんですが、今の米艦船の入港につきまして

は、文字どおり緊急時以外は自粛をしてくれというの

を何度も申し入れてまいりたいと考えているところで

ございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕
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○土木建築部長（仲田文昭君）　古島団地についての

再々質問にお答えいたします。

　まず、１号棟の老朽化の対応でございますが、これ

につきましては、現場調査をいたしまして、そしてま

た推進協議会の中で問題点として取り上げて話し合い

をしていきたいと考えております。

　それから、協定書のあり方についてでございます

が、これは先ほども申しましたとおり、事業とそれか

ら資産の譲渡についての当事者同士の契約でありま

す。しかしながら、その協定書の中にも実施状況につ

いての点検をするために協議会を設けるということに

なっておりますので、そういった運営上の問題等あり

ましたら、その協議会の中で話し合いをしていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　崎山議員の定数内臨時的

任用教員を正規採用することはできないのかという

再々質問にお答えいたします。

　定数内臨時的任用教員の任用につきましては、児童

生徒数や学級数の増減に伴う教職員定数の調整や、中

長期的な計画による各年度の採用者数の平準化等によ

り、やむを得ず行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　女性財団についての

再々質問にお答えいたします。

　女性財団につきましては、先ほども答弁しましたと

おり、現在、指定管理者制度につきまして図書情報室

のあり方も含めて検討しているところでございます。

　また、今年度の管理運営につきましても、今年度の

募集要項において年間50万円以上の図書・ビデオの購

入に努めるよう記載しているところでありますので、

今後女性財団及び指定管理者等と十分管理面等につい

ても調整をしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　こんばんは。

　もうしばらくおつき合いください。

　社大・結、新垣清涼の一般質問をさせていただきま

す。

　まず１番目に、知事の政治姿勢について。

　茨、基地行政についてですが、仲井眞知事が就任を

されてから２年と半年が過ぎました。米軍ヘリが沖国

大に墜落してから５年目の夏であります。

　私たち宜野湾市に住む、普天間基地周辺に住む市民

は、毎日爆音に悩まされ続けています。基地の存在を

認める、そして、日本政府にも米軍にも強く意見をす

る、抗議をすることができない優しい仲井眞知事が就

任してからは、Ｆ15やＦ18のジェット戦闘機がたびた

び飛来し、爆音の激しさと墜落の恐怖はさらにふえ続

けています。

　そこで伺います。

　知事公約である３年をめどとする普天間飛行場の危

険性の除去。あと半年で来ます。いつ実現するのです

か。

　次、辺野古新基地建設について。

　環境アセス手続で沖縄防衛局は15日、準備書に対す

る住民らの意見概要と事業者見解を知事に送付しまし

た。方法書の後出しや準備書の内容、これまでの事業

者のやり方、特に方法書に対する知事意見はどのよう

に生かされたんでしょうか。知事の見解を伺います。

　次は省きます。

　次に、米海軍病院移設予定地――宜野湾市にありま

すけれども――の文化財調査について伺います。

　予定地は旧普天間集落があったところであり、集落

跡地には当時の人々の生活をひもとく多くの埋蔵文化

財があると思われます。開発行為の一部の調査が終

わったからといって、海軍病院の建設が始められよう

としているようです。

　そこで、文化財保護法の趣旨から問題はないか、そ

の進瀧状況と調査の結果を伺います。住民説明会など

も必要だと思いますが、今後の予定はどうなっていま

すか。保存方法などどうなっているか伺います。

　次に芋、福祉行政について伺います。

　去る６月19日、「社会福祉法人緑樹会」理事長は、

沖縄県警に緑樹会の職員である３名を金銭横領で告訴

しました。県が指導監督する「社会福祉法人緑樹会」

における金銭横領の疑いがある事実について、知事は

その報告を受けていると思います。

　平成19年４月の理事長任期満了に伴い、新理事長に

徳本氏が選任されました。これに不満の前理事長が緑

樹会の事務局を占拠し、緑樹会の経営を実効支配し

た。両者による裁判闘争となり、裁判の結果は、こと

し平成21年３月31日に徳本理事長側全面勝訴の判決が

下された。そして、４月に徳本理事長のもとで金城氏

が新しく理事長に選任された。法務局へ登記の手続を

済ませ理事長として出勤した金城氏だが、通帳の理事

長名義の書きかえを行ったところ、金銭の持ち出し、
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すなわち横領が発覚した。

　今回の事態に陥ったことに対し、県はどのような指

導を行ったのか。どの時点で、どのような指導を、ど

ういう根拠で行ったのか説明を願います。それに対す

る知事の見解を求めます。

　次に、県民医療の確保と充実について。

　県民の命を守る県立病院の充実について伺います。

　知事は、これまで県立病院のあり方を独法化ありき

と進めてこられました。でも最近、県立経営での維持

も探り始めたというふうに私は受けとめております。

それでこそ県民の命を守る知事の姿だと思います。不

採算医療を引き受け、たらい回しのない医療体制が充

実している沖縄県、それはまさに観光立県としての必

要条件でもあります。

　そこで伺います。

　医師や看護師が安心して、過重負担にならないで働

ける環境・体制確保の方策はどうなっていますか。ま

た、看護師不足による病床の休止が見られますが、そ

のことは県民医療と病院経営にどのような影響を及ぼ

すと思われるか。その対策はどうしますかお答えくだ

さい。

　次に、離島・僻地住民の医療の確保・充実について

伺います。

　離島だから仕方ないさ、僻地だから我慢しなさいで

はいけないと思います。そこに手を差し伸べるのが政

治ではないでしょうか。離島・僻地の医療体制は十分

に確保されていますか。どのような計画があるかお示

しください。

　次に、教育行政について伺います。

　県教育委員会の指導で導入された「子ども理解のた

めの指導・支援カルテ」について、教育長の見解を伺

います。

　教育長は当初、廃止の方向で答弁をされておりまし

たが、またきょうの答弁を聞いてもこれから検討する

んだという答弁をなされていますので、ぜひもう一度

聞かせてください。

　保護者から理解が得られないのはなぜなのか。教育

現場では実際にどのようなことが起こったのか、それ

にはどのように対応してこられたのか伺います。

　次に、青少年における薬物被害について伺います。

その実態とこれまでの対応、そして今後の対策を伺い

ます

　次に、沖縄学生会館閉館後の跡利用について。

　これまでの役割・実績を評価するのであれば、今後

とも存続の方向で検討すべきだと思います。不必要だ

からではなく、答弁では老朽化による閉館であると答

弁されています。そういう意味でも、次代を担う人材

を育成する立場での教育長の決意を伺います。

　県立高校授業料の減免制度について。

　この５年間の資料をいただきました。全額免除申請

者、そして半額免除申請者の推移と実績についてはわ

かったんですが、どの程度のカバーをされているの

か、そして今後新しく出てくる生徒たちのためにはど

ういう方策を準備しておられるのかお尋ねいたしま

す。

　次に、道路行政について伺います。

　道路の維持管理について。

　私たちの住む沖縄県は、視力障害者や車いすに優し

い歩道整備がなされているのでしょうか。その普及率

といいますか、施工率はどのようになっていますか。

県道改修工事の必要性・優先度についてはどのように

皆さんの方で手順を決めておられるのかお示しくださ

い。

　次に、労働行政について。

　雇用対策について伺います。

　これまで失業者が多いためにいろんな取り組みがな

されていると思います。その成果、そして今後の取り

組みと目標について伺います。

　なぜ、これを取り上げているかといいますと、産業

支援センターに皆さんが委託されている事業について

お尋ねしたら、10月だとか11月に何か事業をするとか

という話があるもんですから、こんなにゆっくりして

いていいのかなという思いでこれを取り上げておりま

す。

　次に、観光行政について。

　ア、イは省きます。

　台湾東部と観光経済圏形成を目指す八重山市町村

（石垣市、竹富町、与那国町）の取り組みについて、

県の支援計画をお尋ねいたします。

　次に、県カジノ・エンターテイメントの検討委員会

の報告書について。

　報告書が出されておりますが、その報告書に県の経

済効果としてどのようなものが出ているのか。それか

ら、県民の負担として何が、どういうことが報告書に

出ているのかお尋ねいたします。

　次に、文化行政については省きます。

　離島行政について。

　漂着ごみ問題について、その取り組みの現状と今後

の課題について伺います。

　次に、教育や医療の格差是正について伺います。

　離島から本島の高校に学ぶ生徒や遠隔地からの生徒

のために学生寮が整備されている学校は何校か。学生
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寮がない学校で学ぶ生徒たちのために公的な学生寮が

必要と思いますが、その計画はありますか伺います。

　次に、我が会派代表質問との関連で、浦添看護学校

の民営化はいつ、どこで、どのような議論で決められ

たのか、決めようとしておられるのか。そして県立病

院の看護体制、７対１にするという今局長のお話もあ

ります。そのために必要な人数はどのぐらいで、その

確保はどのように実現されると計画されているのか。

　浦添看護学校を卒業した生徒の最近５カ年間の就職

先を見ますと、県立病院への就職者は18.2％です。こ

の数字では看護師は確保できないんじゃないかと思っ

ています。その理由は何が考えられるのか。今後、看

護師確保の対策を示していただきたいと思います。

　以上、お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　この際、申し上げます。

　知事の答弁に先立ち知事公室長から発言の申し出が

ありますので、これを許します。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　緊急の事案が発生いた

しましたので、お許しをいただき御報告させていただ

きます。

　本日、沖縄県における最初の新型インフルエンザ症

例の発生がありましたので、急遽午後８時に健康危機

管理対策委員会を開き、記者発表を行いました。

　発表内容は次のとおりです。

　海外から帰国した20代の男性が６月29日より、咳、

発熱の症状が出現し、検査の結果、新型インフルエン

ザＡ（Ｈ１Ｎ１）であることが判明しました。この症

例は沖縄県内で最初に確認された新型インフルエンザ

の患者となります。

　現在、患者は容体は落ちついているため、自室にて

療養中です。接触者については、保健所が調査を行

い、健康観察を行っております。

　なお、今般の新型インフルエンザは、専門家の見解

によれば比較的軽症な経過をたどることが多く、タミ

フル等も有効と言われていますので、県民の皆様にお

いては冷静な行動をお願いします。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより新垣清涼君の質問及

び質疑に対する答弁に入ります。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御質問にお

答えいたします。

　まず、知事の政治姿勢に係る御質問の中で、危険性

除去の方法についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　県といたしましては、普天間飛行場の危険性を放置

することはできないことから、同飛行場のヘリなどの

運用を極力低減し、３年をめどに危険性の除去、騒音

の軽減を図ることを機会あるごとに政府に対し求めて

いるところであります。

　普天間飛行場の閉鎖状態の実現につきましては、去

る４月８日に開催されました第９回移設措置協議会に

おいて、河村官房長官から「危険性の除去、騒音の軽

減等について、さらに検討を加速させたい」旨の発言

がありました。

　県としましては、今後とも協議会やワーキングチー

ムにおいて率直な意見交換を重ね、３年めどの閉鎖状

態の実現に努めてまいりたいと考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、方法書の後出しや準

備書の内容などなど事業者のやり方に対しての知事の

見解いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　事業者であります沖縄防衛局は、調査結果の概要や

環境影響評価の結果、環境保全措置の内容等を記載し

た準備書を作成して、平成21年４月１日に県へ送付し

ております。

　県としましては、事業者が実施した環境影響評価の

結果が科学的・客観的に適切なものであるか十分に審

査をし、環境の保全の見地から意見を述べてまいりた

いと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは知事の政治姿勢

についての御質問で、文化財調査の進瀧状況と調査結

果についてお答えいたします。

　沖縄防衛局からの依頼を受けて、平成20年度から22

年度の期間で米海軍病院建設予定地内の施設建設を中

心とした範囲の発掘調査を県立埋蔵文化財センターが

行うことになっています。

　平成20年度は、病院本体部の発掘調査を実施し、平

成21年度は倉庫等の附属施設予定地の発掘調査を実施

する予定であります。平成20年度の調査面積は約１万

2500平米で、発掘調査の結果、部分的ではあります

が、近世から近代の時期の井戸、畑跡等が検出されて

います。

　また、それ以前のグスク時代から縄文時代晩期の時

期の土器、石器などの遺物も確認されております。
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　次に、「指導・支援カルテ」に関する見解について

お答えいたします。

　教育現場では、「指導・支援カルテ」の作成活用に

より、児童生徒理解が深まり、個に応じたきめ細かな

指導・支援がなされ、不登校やいじめ等の問題行動の

未然防止や早期発見・早期対応等に効果があったもの

と理解しております。

　しかしながら、当カルテは、児童生徒の個人情報を

収集・作成することから、個人情報保護条例との整合

性や保護者への周知と理解を得ることなどが課題に

なっていると考えております。

　このようなことから、県教育委員会としましては、

学校、家庭、地域を含む社会全体で児童生徒を育てる

との視点に立ち、もう一度原点に立ち戻り検討する必

要があると考えております。そのため、外部有識者を

交えた検討委員会を設置し、当カルテの意義や必要

性、活用のあり方、条例との整合性等について総合的

に検討していただき、その提言を受け対応してまいり

たいと考えております。

　次に、青少年の薬物被害についてお答えいたしま

す。

　青少年の薬物にかかわる補導人数は、県警の資料に

よりますと、平成18年はシンナーで７人、大麻で２

人、平成19年はシンナーで２人、平成20年は大麻で１

人となっております。

　薬物被害対策としましては、「少年を守る日」の夜

間街頭指導をＰＴＡ、県警等関係団体とともに実施

し、繁華街やゲームセンター等を巡視指導するなど、

有害環境の予防・改善に努めております。

　去る６月５日に生徒代表、ＰＴＡ、県警等関係９団

体が一堂に会し、薬物の乱用防止に向けて各関係機

関・団体がそれぞれの役割と取り組み内容を明確にす

るとともに、「薬物乱用防止共同アピール」を宣言い

たしました。

　県教育委員会としましては、県民総ぐるみで薬物乱

用防止運動を展開し、青少年の健全育成を推進してま

いります。

　次に、沖縄学生会館の跡地利用についてお答えいた

します。

　沖縄学生会館については、老朽化によりやむなく閉

寮したところであります。

　同会館の今後のあり方については、庁内に設置した

「沖縄県県外学生寮検討委員会」において、県外学生

寮の意義や必要性について改めて検証するとともに、

その事業効果や財政的な負担等の観点から慎重に検討

しているところであり、年内をめどに結論を出してい

きたいと考えております。

　次に、授業料免除申請者の過去５カ年の推移等につ

いてお答えいたします。

　県立高等学校授業料の減免に係る過去５年間の実績

については、平成16年度、申請者5791人に対し、全額

免除3709人、半額免除23人、平成17年度、申請者5333

人に対し、全額免除3251人、半額免除558人、平成18

年度、申請者5584人に対し、全額免除3240人、半額免

除683人、平成19年度、申請者5749人に対し、全額免

除3124人、半額免除959人、平成20年度、申請者6304

人に対し、全額免除3194人、半額免除1242人となって

おります。

　県教育委員会としましては、授業料減免制度の一層

の周知徹底を図り、適切に対応してまいりたいと考え

ております。

　次に、僻地における教育の格差についてお答えいた

します。

　本県の公立小中学校は、全体の約４割が僻地指定を

受けており、その多くが離島地域にあります。各学校

においては、学習指導要領に基づき教育課程の編成が

なされ、教育内容や授業時数の確保など、教育の機会

均等の観点から、僻地においても一定の教育水準が保

たれているものと考えております。

　本県においては、遠隔学習支援システム「美ら島ｅ

－ｎｅｔ」を導入し、学習情報の配信を行い、児童生

徒の学習環境の改善を図るとともに、僻地教育講座や

双方向で研修が受けられるグローバルエデュケーショ

ンネットワークを活用しての小学校外国語講座を実施

するなど、教職員の資質向上に努めております。

　県教育委員会としましては、今後とも、地域に僻地

があっても教育に僻地があってはならないという思い

で、地域の特性やよさを生かした教育活動を推進して

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　社会福祉法人にお

ける金銭横領の疑いについての御質問にお答えいたし

ます。

　当該法人においては、平成19年４月に法人内部の紛

争があり、理事会及び評議員会がそれぞれ２つ存在す

る形となり、裁判で争われてきております。この間、

裁判所により、本件の争いが解決するまで一方の理事

会及び評議員会を暫定的に職務代行者とする和解が成

立し、職務代行者による施設運営が行われてきたとこ

ろであります。
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　そして、平成21年３月31日に第一審の判決が出さ

れ、職務代行者とは別の理事会及び評議員会側が勝訴

し、敗訴した側が控訴しているところであります。今

回の件は、第一審で勝訴した側が銀行の法人口座名義

を変更し、施設運営を引き渡すよう要求したところ、

第一審で敗訴した側が施設運営のための職員給与や取

引業者への支払い等のための財源を確保するため、法

人名義の通帳から引き出し、訴訟代理人の弁護士に預

けたと聞いております。

　県としましては、両者に対し、施設運営に混乱が生

じないよう、冷静な対応を呼びかけているところであ

り、司法の場で早期に解決されることを期待しており

ます。

　次に、離島・僻地住民の医療の確保・充実について

お答えします。

　本県におきましては、離島・僻地で勤務する医師を

養成確保するために、県立病院における後期臨床研修

事業及び自治医科大学学生派遣事業等を実施しており

ます。

　また、今年度からの琉球大学医学部の地域枠７人の

定員増に対応し、医師修学資金等貸与事業を拡大する

など中長期的な施策も講じているところであります。

　さらに、県立病院と附属診療所を結ぶ「離島・へき

地遠隔医療支援情報システム」を平成12年度から運用

し、診療所の医師が県立病院の指導医へ相談できるよ

うにしており、平成20年度には16診療所中11カ所を高

速回線へ切りかえ、通信速度の改善を図っておりま

す。

　県としましては、引き続き離島医療の充実強化に取

り組むとともに、今回、策定予定の地域医療再生計画

において離島・僻地医療の充実を図る施策を検討して

いきたいと考えております。

　次に、会派代表質問との関連の中で、県立病院への

就業実績を踏まえた浦添看護学校の県立としての存続

についての質問にお答えします。

　浦添看護学校の調べによる過去５年間の浦添看護学

校卒業者数は573人でありますが、そのうち県立病院

に就業したのは104人で18.2％となっております。

　その他の内訳は、県立を除く公立病院の就業者が75

人で13.1％、民間病院の就業者が337人で58.8％等と

なっております。

　県としましては、県と民間の役割分担を踏まえ、浦

添看護学校を民間に移譲することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中の、県立病院の充実についてお答え

します。

　県立病院は、地域の中核病院として、一般医療はも

とより救急医療、小児医療、離島医療等を担ってお

り、その基盤となる人材の確保は極めて重要であると

考えております。

　特に課題となっている看護師については、その確保

対策に努めているところであります。そのため、正職

員採用において受験年齢制限を撤廃するとともに、県

内外の看護師養成校訪問や「ナースＪＯＢフェスタ

2009」等の就職説明会を行っております。

　また、看護師の離職防止については、看護師の業務

の軽減を図るための病棟クラークの配置や嘱託看護補

助員の採用を進めるほか、育休明けや家族の介護を要

する看護師に対して勤務時間の配慮を行っておりま

す。

　さらに、今年度からは採用試験を２回実施すること

にしております。

　また、局内に看護体制検討チームを設置し、看護体

制の見直しを行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　知事の政治姿勢につ

いての、視力障害者や車いすに優しい歩道整備につい

ての御質問にお答えいたします。

　県管理道路延長約1200キロメートルのうち、車いす

同士がすれ違える２メートル以上の歩道設置の換算延

長は約590キロメートルで、整備率は約50％になって

おります。特に、視覚障害者や車いす利用者の多い公

共施設やモノレール駅等周辺の歩道において、段差の

解消、スロープの整備、視覚障害者誘導用ブロックの

設置等を優先的に行っております。

　今後とも、沖縄県福祉のまちづくり条例等に基づ

き、安全・安心な歩道整備を推進していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての、雇用対策についての御質問にお答えします。

　沖縄県では、「みんなでグッジョブ運動」におい

て、雇用の創出、定着支援、ミスマッチの解消、キャ

リア教育の推進などを施策の基本方向として掲げ、関

係機関と連携してこれまでさまざまな雇用対策を実施
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してきました。

　雇用対策の効果を平成15年から平成20年までの完全

失業率、就業者数の推移で見ると、完全失業率は平成

15年が7.8％、平成20年が7.4％とほぼ横ばいで推移し

ているものの、就業者数は平成15年が58万2000人、平

成20年が60万人で１万8000人増加しております。

　沖縄県としては、雇用情勢の改善を図るため、関連

事業を早期に実施し、また県民運動としての「みんな

でグッジョブ運動」の輪を広げ、完全失業率の全国平

均化に向けて全力で取り組んでまいります。

　次に、同じく知事の政治姿勢で、八重山圏域と台湾

との交流推進についての御質問にお答えします。

　ことし４月15日に船舶や航空機の定期便の開設や相

互往来による「生活圏」構築等を目指す「台湾東部・

沖縄八重山諸島観光経済圏国境交流推進共同宣言」が

発表されました。

　同宣言では、そのほかに児童生徒の修学旅行、ス

ポーツ・文化交流ツアーなどさまざまな取り組みが予

定されており、県としてはこのような活動を支援する

とともに、今後とも台湾との人的・経済的交流の促進

を図っていきたいと考えております。

　次に、カジノについての県の認識についてとの御質

問にお答えします。

　国際観光客などの多様なニーズに対応し、夜間や雨

天時及び季節を問わず楽しめるカジノ・エンターテイ

ンメントは、沖縄観光にとって国際観光地としての地

位を確立するための有効な手段の一つであると認識し

ております。一方、導入によりギャンブル依存症など

の懸念される事項も想定されていることから、平成20

年度調査報告書に「沖縄県の懸念事項に対する基本的

な考え方」として必要な対策等を盛り込んだところで

あります。

　なお、カジノ・エンターテイメント検討委員会にお

いては、県民の理解を得るためにもカジノ場への県民

の入場については規制する方向で検討すべきとの一致

した意見でありました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問で、漂着ごみ対策の現状と課題について

お答えいたします。

　漂着ごみは、地域住民や各種団体などのボランティ

アにより清掃され、市町村において埋め立てまたは焼

却処理されております。しかし、市町村においては処

理費用が大きな負担となり、またごみの性状が多岐に

わたることから、離島の処理施設では十分に処理でき

ない状況にあります。

　さらに、本県の漂着ごみは海外由来のものが多く、

県や市町村において発生源対策を講じることが困難な

状況にあります。

　県としましては、国の補助制度等を活用しながら漂

着ごみを適切に処理できるよう、市町村に対して指導

助言するとともに、引き続き九州地方知事会等を通じ

て、発生源対策のための国際協力体制の構築や財政措

置の拡充等を国に要望してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　先ほどインフルエンザについて取り

下げをしたら、そういう発表があって大変残念です。

ぜひですね、やはりそういった対策をしっかりとって

いただいて、そして沖縄県は医療がしっかりしている

から安心してどうぞいらしてくださいという、むしろ

そういうアピールにその沖縄の医療の体制を宣伝して

いただきたいなと思います。

　社会福祉法人についてですけれども、部長は係争中

なので見守りたいような答弁されておりますけれど

も、皆さんはこの17日に調査という形で県の方から３

人の職員が緑樹会へ出向いていますね。そして、その

ときに緑樹会の理事長は、ちゃんと法務局に届け出を

して金城氏が４月５日に新しく理事長に選任をされ

て、６日には法務局に登記を行い、６月８日にはその

手続が終了しているんです。法務局はちゃんとこれを

受理しています。これは裁判の結果を含めてですね。

そして、その足で金城氏は理事長として出勤をし、理

事長として園の円滑な運営のためにその職責を果たそ

うということで出勤をして、そしてそういった通帳の

ことについて名義変更を銀行に行って行っています。

これ６月の10日です。そして、６月16日にその銀行口

座を点検したら、６月８日に１億5000万円、これが支

店長小切手にかわっています。さらに、６月10日に２

億1000万円が個人名義に移されています。先ほどお話

がありました弁護士の個人名義にこの２億1000万円が

移されています。

　これは、部長、このことは正常なんでしょうか。

　確かに、理事長について今係争中かもしれませんけ

れども、しかし現実問題として法務局が金城氏を理事

長としてちゃんと認めているわけですから、そこでは

裁判とは別にこの園を円滑に運営するためには、皆さ

んはその調査の中で話し合いで解決できないかとか、
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登記は先願主義であり、公示力はあるが公信力はない

とか、それは登記されているだけで、お墨つきを与え

るものではないとか。第一審の判決が出たからといっ

て対世効が生じているというのはどうもおかしいと

か、こういう発言をされているんです。

　これは、調査ですか。それともこの件に対する介入

ですか。御答弁ください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後９時８分休憩

　　　午後９時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　社会福祉法人に対

する６月17日の件は、調査か介入かという御質問にお

答えいたします。

　６月17日は、こういう状況確認のための調査であり

ます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　先ほどの職員の発言を私はここで述

べました。

　皆さんは、調査とおっしゃっているんですが、これ

一方的な一方側に偏り過ぎたやり方だと思いますよ。

19年の６月７日に沖縄県福祉保健部長名で文書が出さ

れていますね。その内容について説明してください。

　これは、公文書が出されています。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後９時９分休憩

　　　午後９時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　その文書からしても皆さんは福祉保

健部長名義で「社会福祉法人緑樹会の理事会、評議員

会に対する県の見解について」ということで文書が出

ています。

　「貴法人の理事・評議員選出にかかる混乱した事態

により、職員や入所者家族、地域関係者等へ影響を与

え、施設運営にも影響を及ぼしかねない現状を鑑みる

と、非常に遺憾である。　この度、貴法人から徴した

法人理事会、評議会の議事録の写しを基に、国の指導

及び県顧問弁護士の助言に基づき、」云々で出されて

います。

　これって本当に指導と言えるんでしょうか。皆さん

がやっているのは、指導ではなく介入です。今回も、

先ほども申し上げました一方的な介入、これは絶対に

あっていいことじゃないと思います。

　知事、その事実を御存じだと思いますが、知事の見

解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後９時11分休憩

　　　午後９時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　平成19年６月７日

付で発送した部長名の文書につきましては、職員や入

所者家族、地域関係者等へ影響を与え、施設運営にも

混乱を生じかねない状況から、法人理事会や評議員会

の議事録等を精査の上、県の顧問弁護士の助言に基づ

き見解を出したものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後９時12分休憩

　　　午後９時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　知事の見解をお伺いしたかったわけ

ですけれども、このようにして係争中のときに県が一

方側に肩入れするようなこういう文書の出し方、そし

て去る17日にも皆さんは調査という体制をとりなが

ら、片方には何と言ったか話は聞いていないからわか

りませんけれども、ある方からは話し合いで解決でき

ないかとか、こういうやり方、そして登記は形であっ

てこれは何も効力を発しないというこういう発言、こ

れいいんですか本当に。こんなことでは、県は指導す

る側に立てませんよ。登記そのものを否定するような

発言は、これ絶対許せません。

　皆さんは指導と言っていますけれども、これは一方

側に肩入れするやり方です。こういうことはぜひ改め

ていただきたい。

　以上。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程は、これで全部終了いたしました。

　次会は、明30日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後９時14分散会
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議　　事　　日　　程　第６号

平成21年６月30日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで

甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第10号議案　専決処分の承認について

乙第11号議案　専決処分の承認について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 6 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年６月 30日（ 火曜日）午前 10時２分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　６月12日から25日までに受理いたしました陳情34件

は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管

の常任委員会に付託いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情文書表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議

案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　おはようございます。

　社民・護憲ネット、議席18番、仲宗根悟でありま

す。

　一般質問を行います。

　さて、きょうはうるま市の宮森小学校墜落事故50周

年ということで、知事はこの本会議が始まる前に

ティーウサーシに行かれたということですが、本当に

御苦労さまであります。山内末子にかわりましてお礼

を申し上げたいと思います。

　さて、県議会議員として１年を過ごさせていただき

ましたけれども、瑞慶覧議員からもございましたよう

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　黒　島　師　範　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　矢　野　昌　浩　君公　益　委　員

人 事 委 員 会　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君



－ 253 －

にるる説明がありました。皆さんから多くのことを学

ぶことができました。本当にありがとうございます。

今後もどうぞまたよろしくお願いを申し上げたいとい

うふうに思います。

　この１年は地元のこと、そして地域のことを中心に

取り上げてまいりましたけれども、私たち読谷村、地

元といえば村政の重要施策の第１番目が一括払い下げ

を受けました読谷補助飛行場の跡利用の施策でありま

す。きょう、こちらに用意しましたのが読谷補助飛行

場の跡利用実施計画であります。（資料を掲示）

　この策定に当たっては、旧地主はもちろんのこと、

旧地主以外に耕作をしている方々も含めて、そして基

本計画が始まりましたのがちょうど25年前、私も当時

は読谷村青年団協議会の会長としてその一員に加えさ

せていただきました。各種団体、そして村民網羅して

の文字どおり村民がつくり上げた跡利用計画でありま

す。

　この目的の第１番目は戦後処理であります。旧地主

の一人一人の地主の皆さんに土地を帰属するというの

が最大の目的でありますが、そのための準備として、

今、道路でありますとかそれから圃場の整備ですと

か、いろんな形で計画の推進に取り組み中であります

が、いろんな事業がこれから導入をされます。そして

その整備が進められてまいりますけれども、村民挙げ

て大きく期待を寄せております。どうぞ今後とも皆様

の御協力をいただきたいというふうに思います。その

事業推進が図られますよう、また御協力もあわせてお

願いしたいなというふうに思い、具体的な質問に入り

たいと思います。

　まず最初に、警察行政に関してでございます。

　暴走族関連でございますけれども、夜間・深夜に及

ぶ騒音をまき散らしての暴走行為、沿線に住む住民の

安眠を妨げるばかりか、危険きわまりない暴走運転、

一般市民が大事故へ巻き込まれる恐怖、その根絶に向

け県警察ではあらゆる方法を用いて取り組まれている

と思います。その施策について伺います。

　茨番目に、国道58号沿いにおける暴走族の現状とそ

の対策について御説明をいただきたいと思います。

　芋番目に、今回の補正予算へ緊急雇用創出事業臨時

特例基金を活用しての暴走族対策事業が計上をされて

おります。相談員の配置による賃金のようであります

けれども、その相談員の役割、そしてどのような方々

が当たられるのか、その内容について伺いたいと思い

ます。

　次に、観光行政に関してです。

　本県の観光産業は、押しも押されぬリーディング産

業であり、本県の産業振興の推進に大きく寄与をして

おります。2001年９・11アメリカ同時多発テロ事件の

影響による風評被害、そのときの観光客の落ち込み以

来の落ち込みになるのではないかというように騒がれ

ております。当時も「だいじょうぶさー沖縄」と、そ

のキャンペーンを展開したことによって入客数の回復

につながったものと思います。今回の観光客の減少を

どのように下げどまらせるか、その施策について伺い

たいと思います。

　米国の金融危機による世界不況、新型インフルエン

ザ等、数々の要因で観光入客数が減少傾向にありま

す。この危機的状況をどう打破するか、その取り組み

について伺いたいと思います。

　特に、修学旅行の減少にどのような取り組みがなさ

れているか伺います。

　鰯番目、戦跡へ慰問団、各都道府県知事、そして県

議会議長などが訪れ各都道府県慰霊祭が行われており

ます。県はどのような対応を行っているか伺います。

　３番目に、ヤンバルの森を世界自然遺産へ登録する

ことに関してであります。

　琉球諸島は、大陸と陸続きだったころに渡ってきた

生物が独自の進化を遂げ、そのヤンバルにしか見られ

ないノグチゲラやヤンバルクイナを代表とする固有種

が多く生息し、生物多様性の高い自然の豊かな地域で

あります。この自然を未来へ残すべく世界遺産へ登録

すべきだと考えますがいかがでしょう。

　４番目、サンゴの保護対策に関してであります。

　沖縄観光客満足度調査から見ますと、旅行前の期待

度では沖縄の海の美しさが断トツでトップに挙げられ

ております。また、沖縄来訪経験者アンケート調査で

は、沖縄の魅力の認知度のトップはダイビングと答え

ています。青い海と美しいサンゴ礁は、人の心をいや

してくれる貴重な財産です。この貴重なサンゴを守る

取り組みについてお聞かせください。

　茨、サンゴの保護対策の施策を伺います。

　芋、そして、オニヒトデの駆除状況はどのように行

われているか伺います。

　最後に、環境行政に関してであります。

　読谷村内における産業廃棄物安定型最終処分場より

有害物質検出に係る事案についてでありますが、ア、

昨年10月に県が実施をいたしましたその土壌中の有害

物質調査に対する分析結果公表に数カ月要しておりま

す。その理由について伺いたいと思います。

　イ、今回情報公開での入手になりましたけれども、

なぜ情報公開での開示になったのか。積極的な開示が

できなかったその理由についてもお聞かせいただきた
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いと思います。

　ウ、住民みずからの土壌調査実施を今度は求めてお

ります。それについてはいかがでしょうか。

　エ、改善命令が発出をされ、改善措置履行中にもか

かわらず、完了を待たずして更新申請を許可したとし

ております。その許可条件を充足できる根拠をまず示

していただきたいというふうに思います。

　オ、改善完了検査に当たっては、住民側の意見も取

り入れて行ってもらいたいというふうに住民側が求め

ておりますが、その点についていかがでしょうか。

　カ、法定水質検査の方法についても異論が出ていま

す。法では、浸透水は直接埋め立て廃棄物に触れた水

を検査することになっていますが、実際には不透水層

の地下水を採取しています。浸透水採取設備を設置し

て正しい検査をするよう、業者に指示するべきだと思

いますが、県の見解を伺います。

　キ、管理型についてでありますが、去る６月９日に

副村長ほか、そして環境整備課長ほかとの話し合いの

席で、管理型についても許可の方向で考えていると、

決済待ちであるというような発言があったようであり

ます。こちらは事業者、住民同席の場でも同様の発言

がありました。管理型については、県、業者ともに住

民側へ説明責任を果たしていないこの時期にこういう

発言はどういうことなのか、説明を求めます。

　お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　仲宗根悟議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、観光行政に係る御質問で、危機的な状

況を打破する取り組みについて答弁させていただきま

す。

　沖縄県では、昨今の世界不況等によります厳しい状

況の中、観光客の減少を防ぐ対策として、沖縄観光特

別対策事業を実施いたしているところでございます。

　具体的には、インターネットを活用しましたキャン

ペーンや、首都圏における観光ＰＲイベントなどを実

施いたしているほか、新規団体旅行客への支援制度を

発足させたところでございます。今後とも秋以降に向

けて航空会社、旅行会社、市町村等と連携をして、観

光客の増加に向けた効果的な誘客プロモーションを実

施してまいりたいと考えております。

　なお、昨日、新型インフルエンザの県内発生が確認

されましたが、今般の新型インフルエンザは、専門家

の見解によりますと、比較的軽症な経過をたどってい

ることが多いこと、また、県内の医療体制も万全なこ

とから、冷静な対応を呼びかけてまいりたいと考えて

いるところでございます。

　次に、ヤンバルの森を世界自然遺産へ登録すること

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　ヤンバルの森は、ノグチゲラ、ヤンバルクイナなど

多くの固有種が生息・生育する極めて固有性の高い自

然生態系を有する地域であります。この恵み豊かな自

然生態系を保全し、次世代に引き継ぐことは極めて重

要であると考えております。

　世界自然遺産に登録されるには、世界的に見て貴重

な自然であること、その自然が国内法によって長期的

に保護されていることが要件となっております。その

ため、県におきましては、環境省が実施しているヤン

バルクイナなどの保護増殖事業や、ヤンバル地域の国

立公園化等に向けた取り組みに協力いたしますととも

に、マングースなどの外来種対策や県民向けパンフ

レットの作成、シンポジウムの開催などの普及啓発活

動に取り組んでいるところでございます。

　次に、サンゴの保護対策に係る御質問についてお答

えいたします。

　沖縄県では、サンゴ礁保全推進体制の構築を目指

し、官民一体となりました「沖縄県サンゴ礁保全推進

協議会」を昨年６月に立ち上げたところでございま

す。また、今年度から平成23年度にかけまして離島を

含めたサンゴ礁の全県調査を実施することといたして

おります。その中でサンゴ被度、優占する種などの状

況を把握し、サンゴ礁の保全や再生の方策を検討して

いくことといたしております。

　今後とも、サンゴ礁生態系の保全と持続可能な利用

について積極的に取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。

　サンゴ礁の保護対策の中で、オニヒトデの駆除に関

する御質問にお答えいたします。

　現在、県内におけるオニヒトデの駆除は、漁業関係

者及びダイビング関係者等によりますボランティアで

行われている状況にあります。そのため、オニヒトデ

が大量発生した場合には、ボランティアの継続した駆

除活動が困難な状況となっております。

　県といたしましては、観光資源、漁業資源及び生物

多様性の観点から、オニヒトデが大量発生している八

重山地域、発生の兆候が見られる宮古地域などの重要

な海域におきましてオニヒトデ緊急駆除事業を実施す

ることといたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。
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　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　国道58号沿いの暴走族

の現状と対策についてお答えいたします。

　県内の暴走族は、出身中学校単位に小グループで結

成され、毎年解散や新旧交代を繰り返している状況に

あります。本年５月末現在で37グループ、345人を把

握しております。

　暴走行為は、主に那覇市、浦添市、宜野湾市、北谷

町及び嘉手納町の国道58号において、いわゆる期待族

と呼ばれている暴走行為を見に集まる者たちと、携帯

電話のサイトを利用して暴走場所や警察の取り締まり

情報等を交換しながら、曜日を問わず深夜から未明に

かけて繰り返されている状況にあります。

　昨年１年間の暴走行為に伴う110番受理件数は3690

件で、前年と比べ431件、13.2％増加しております。

本年は、５月末現在1366件で、前年と比べ366件、

21.1％減少しております。

　那覇市、浦添市、宜野湾市、北谷町及び嘉手納町の

国道58号沿いでの110番受理件数とその割合を見てみ

ますと、昨年は48％、1778件、本年は５月末現在で

49％、664件と全体の約半数を占めております。

　また、昨年、暴走行為で事件送致した者は25グルー

プ、216人で、前年に比べ６グループ、13人の増加、

本年５月末現在16グループ、83人で、前年と比べ２グ

ループ増加、検挙人員については、プラス・マイナ

ス・ゼロとなっております。

　県警察におきましては、これら暴走族を根絶するた

め、白バイを投入した特別体制による取り締まり、暴

走行為が頻繁に行われている道路での大規模検問、少

年等に対する加入阻止及び離脱支援活動など、各種対

策を講じているところであります。

　さらに、地域と一体となった暴走族追放総決起大

会、期待族が蝟集する駐車場やコンビニ等の管理者対

策、警察官等で編成する安全学習支援隊を学校現場に

派遣しての安全授業等を実施した結果、自治会やコン

ビニ等による暴走族及び期待族排除機運の醸成、中学

生及び高校生に対する暴走族加入阻止等の効果が見ら

れてきているところであります。

　県警察といたしましては、引き続き関係機関・団体

と連携し、暴走族の根絶に向けた取り組みを強化して

まいる考えであります。

　次に、「緊急雇用創出事業臨時特例基金」における

暴走族対策事業についてお答えいたします。

　本事業につきましては、当初予算とは別に、国の緊

急雇用対策の一環として暴走行為を敢行した少年等に

対する安全教育、加入阻止及び離脱支援など各種対策

を推進する必要から、今回の補正予算事業として盛り

込んだ次第であります。

　本年５月末現在、暴走行為で事件送致した者は83人

となっており、成人・少年別の内訳を見てみますと、

成人が17人、20.5％、少年が66人、79.5％で、少年に

よる暴走行為が大半を占めている状況にあります。

　一方、暴走行為を繰り返す再犯率も高く、過去５年

間で事件送致した949人の約４割に当たる368人が再犯

者として検挙されております。

　県警察におきましては、現在、暴走族対策要員とし

て、少年問題等に知識を有する交通安全教育指導員２

名を配置して、暴走族への加入阻止及び離脱支援活動

を積極的に推進しているところでありますが、県警察

といたしましては、暴走族への加入阻止及び離脱支援

活動をさらに積極的に推進するため、今回の特例基金

で交通安全教育指導員２名の増員を図り、暴走族構成

員及び保護者との面談等による安全指導活動、学校及

び職場等を訪問しての安全指導活動、暴走行為の事前

情報など暴走族情報の入手活動等の充実により、暴走

族根絶に向けた取り組みを強化していくこととしてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政に関して、

修学旅行対策についての御質問にお答えします。

　新型インフルエンザの影響により沖縄への修学旅行

を中止決定した学校は、６月11日現在７校、1292名と

なっております。

　沖縄県としましては、中止を決定した学校を直接訪

問し、次年度以降の沖縄修学旅行の実施を呼びかけて

まいります。

　また、今回影響のあった関西地区等において修学旅

行説明会を開催するとともに、学校関係者を県内に招

いて「沖縄修学旅行体験説明会」を開催し、修学旅行

の誘致強化を図ってまいります。

　なお、昨日、沖縄県内において新型インフルエンザ

患者が確認されましたが、沖縄県としましては最新の

情報の収集に努めるとともに、旅行会社など関係団体

と連携を図り、修学旅行予定校に対し情報提供を行っ

てまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　観光行政に関して

の御質問の中の、各都道府県が行う慰霊祭への県の対
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応についてお答えいたします。

　県では、県内で行われる各都道府県主催の慰霊祭へ

の対応については内規を定め、各県の参列者の状況に

応じた対応をすることになっておりますが、日程の都

合により規定どおりの対応が困難な場合もあります。

　戦没者のみたまに対し哀悼の意をあらわすために、

案内を受けた際にはできるだけ内規に基づき参列する

よう努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政に関しての

御質問で、読谷村の産業廃棄物処分場との関連で、分

析結果の公表がおくれた理由と情報公開について一括

してお答えいたします。

　県が昨年10月に当該最終処分場から採取した土壌中

の有害物質調査については、ことし２月に測定結果が

判明しましたが、クロルデン類が処分場内で検出され

た原因に関する検討に時間を要したことから、結果の

公表が３月に開催した住民説明会まで遅延したもので

ございます。

　また、当該説明会において住民から廃棄物中の有害

物質についても調査すべきと要望があったため、４月

に追加調査を実施し、５月中旬には特に問題となる数

値は検出されなかったことを口頭で伝えております。

　なお、クロルデン類については一部に再分析が必要

なことから、結果の確定に時間を要しているところで

ございます。

　県としましては、追加で実施したこれらの調査結果

を総合的に分析し住民に説明することといたしており

ます。

　次に、住民による土壌調査の実施についてお答えい

たします。

　住民みずから土壌を採取し調査を実施する意向につ

きましては、住民と事業者の話し合いの上で事業者の

了解のもと実施されることが望ましいと考えておりま

す。

　なお、県が平成20年10月に採取した土壌及び廃棄物

中のクロルデン類及び重金属類調査結果では、特に問

題となる数値は検出されておりません。

　次に、更新許可をした根拠についてお答えいたしま

す。

　廃棄物処理法に係る産業廃棄物処分業の許可基準

は、１つに、処分に適する施設を有すること、２番目

に、処分を的確に行うに足りる知識・技能及び経理的

基礎を有すること、３番目に、役員等が欠格事由に該

当しないこと等となっており、当該事業者については

いずれの基準にも適合していることを確認しておりま

す。

　また、県が今回発令した木くず等の埋め立てに関す

る改善命令については、それを受けたこと自体は欠格

事由に該当しません。しかしながら、事業者が当該命

令に従わない場合、産業廃棄物処分業の許可取り消し

処分の対象となります。そのため、県としましては、

改善命令に対する事業者の対応状況を踏まえて更新許

可の可否を判断することとし、３月26日の作業着手以

降、立入検査を行い監視を行ってきたところですが、

命令に従って作業が着実に行われていることを確認し

たことから、６月８日付で更新を許可したものであり

ます。

　次に、完了検査への住民意見の反映についてお答え

いたします。

　改善命令は、廃棄物処理法の処理基準に適合しない

処理を是正させるものであり、その履行確認について

は法の内容に従い厳正に対処したいと考えています。

　なお、県は、定期的に住民と合同で立ち入りを行い

改善措置の履行状況を確認しているところですが、今

後も引き続き住民の意見を聞きながら対応していきた

いと考えております。

　次に、浸透水採取設備に関する指導についてお答え

いたします。

　事業者が当初浸透水採取設備を設置していた場所

は、水がかれ十分な浸透水をためることができなく

なったことから、現在の設備を利用しているというこ

とでありますが、より適切な場所での採取について事

業者を指導していきたいと考えております。

　次に、管理型最終処分場の許可に関する発言につい

ての趣旨の御質問にお答えいたします。

　当該事業者の産業廃棄物管理型最終処分場について

は、平成17年10月に設置許可申請が提出されておりま

すが、地域において合意形成を図る必要があるとの観

点からこれまで手続を保留してきた経緯があります。

しかしながら、廃棄物処理法に基づく許可の性質は羈

束裁量であり、基準に適合していれば許可しなければ

ならないと定められています。

　県としましては、申請から相当の期間が経過してい

ること等も踏まえ、平成21年２月27日付で発出した改

善命令に対する改善状況を確認した上で判断したいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕
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○仲宗根　悟君　それでは、順を追いまして再質問を

行いたいと思います。

　県警の暴走族の取り組みなんですけれども、県警も

まず地道な捜査に加えて地域一体となった対策がとら

れているようでありますけれども、立ち直り対策につ

いても暴走族対策班を中心に展開しているというよう

なことであります。

　彼らのその表現の仕方、そして発散したいそのエネ

ルギーをもっと違う形でケアできるような方策という

のは、まさに宜野湾市に見られたように、その地域力

にかかっていると思いますね。どうぞまた宜野湾市の

皆さんを中心に、至るところでこの地域力ができるよ

うな方策をぜひとられていただきたいなと要望申し上

げたいというふうに思います。

　次に、修学旅行対策についてですが、年間44万人も

の修学旅行生があるとのことでありますが、その魅力

づくり、そして受け入れ体制強化のための対策も取り

組まれているんでしょうが、さきの風評被害とも変

わった今回の状況であります。思い切った策というの

を打つのも必要だと思いますが、その辺いかがでしょ

うか伺いたいと思います。

　観光振興計画の中で、計画実現に向けた役割分担と

いうのが、県の役割でありますとか観光・リゾート業

界の役割、そして市町村・県というように書かれてい

ますが、ホテル組合などは昨年より「ハイサイバッ

ジ」など運動を展開しています。そして、私たち県民

に対して、「「イチャリバチョーデー」の気持ちで本

県を訪れる観光客に対して思いやりの心を持って温か

くもてなすことが重要である。」というふうに役割を

述べていますが、その県民に対してまだまだ伝わって

いないような気がするんですが、その役割についての

取り組みはどうでしょうか。そして、先ほどありまし

た新規団体支援制度を活用してというふうなことがあ

りましたが、その内容についてお聞かせをいただきた

いと思います。

　ヤンバルの森の世界自然遺産についてであります

が、地球上でこの琉球諸島の位置する緯度が乾燥地帯

といいますが、この琉球諸島が大陸性気団と海洋性気

団の前線帯で例外的に雨の多い地域となって亜熱帯性

気候で独特な自然の形態をつくり出しているんだとい

うことですよね。その地域にしかいない固有種や生き

た化石と呼ばれる生物などの希少種が多く生息してい

る生物多様性の高い森を形成しているということで

す。

　環境省、林野庁は、その世界遺産条約に定める登録

基準と完全性の条件を満たす可能性が高いというふう

に評価をしているわけですよね。その貴重な財産を本

当に未来へつなぐべく世界自然遺産登録になお一層の

尽力をお願いしたいと、こちらも要望をしたいという

ふうに思います。

　サンゴの件なんですが、緊急駆除事業も活用してと

いうようなことでありますが、この際、もちろんその

雇用対策事業も活用してその対策、駆除に乗られては

どうかなというふうに思っています。こちらもまた答

弁をお願いしています。

　産廃場の件です。

　水質検査は、部長、現在の埋め立ての深さは約８

メートルと言っているんですが、その地下水の採取が

15メートルの深さの井戸から採取をしているというこ

となんです。これは法律に基づく水質の検査ではまず

ないというふうに申し上げたいと思いますが、これま

での管理のあり方、指導のあり方、県の姿勢をまず説

明を求めたいと思います。水質検査についてですね。

　そして、改善措置履行中の更新許可です。他県では

聞いたことがないと。一体、沖縄県の産廃行政はどう

なっているのと、県外の専門家の皆さんは不思議がっ

ているんです。私の方も問い合わせてみました。そし

たら改善措置期間中と更新の決定はリンクはしない

と、あれとこれとは別だと私は言われました。私も不

思議ですね。この辺について説明をお願いいたしま

す。

　これまで何度も指摘を申し上げてきましたけれど

も、この県の産廃場に係る環境行政の行政事務のあり

方が余りにも私は無責任過ぎるというふうに思ってい

ます。

　実は、その業者は５月の初めごろ、住民代表やある

いは村議３名に対して、地域住民の方々と紛争を続け

ながらこの営業をしていては有益ではないと。そして

管理型をあきらめて安定型を認めていただければ、安

定型を粛々とやっていって、その住民の皆さんと和を

もって営業していきたいというふうに模索をしてい

た。そのような折、環境整備課長が３度にわたって読

谷村に入ってきています。落としどころはないです

か。このままでは双方いがみ合うばかりですから、双

方納得がいくように解決しましょう。納得がいくよう

な形で解決しましょうという仲立ちということで住民

側と会社側との話し合いの場が６月５日に持たれてい

ますが、住民側、会社側双方の主張を述べられてその

話し合いの真っ最中、課長は更新手続は６月８日付で

決定であると。そして管理型についても９月の方でお

ろすというような発言をしたというんです。その今回

課長のとった行動そのものというのが、県民の奉仕者
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である公務員のあるべき姿では私はないと思います。

結論ありきでありながら落としどころはないですかな

どと、あたかも住民、そして会社の間の和合を持つか

のようなそぶりで全く許されるものではありません。

和合どころか、住民と業者をさらに劣悪な状態に今陥

れてしまっています。こうした行政対応ではこれまで

の不信感がますます増大するばかりであります。今

後、公共関与を進めようとする中で県民の皆さんへ理

解を求めるべき立場である最前線の担当者としてのそ

の姿勢がみじんも感じられません。

　仲里副知事は、６月13日の琉球新報でこう述べてい

ますね。行政内部から意識を変えて県民視点に立った

行政を行うべきです。そこが徹底されていないと。前

例踏襲になりがち。法律に依存する余り問題意識が希

薄になっていますよというように県の職員を批判して

いますよ。まさにそのとおりだと思っています。この

県民視点に立てない担当者をどう思いますか、知事、

答弁をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時39分休憩

　　　午前10時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲宗根議員の御質問の中

で、前線の課長の対応についてを例として挙げておら

れまして、さらに副知事のインタビューといいますか

コメントを引用してのお話の中で、県知事はどう思う

かという点でございますが、今のその最前線の課長の

点につきましては私、ちょっと聞いておりませんので

あれしますが、ただ当然のこととしてお役人というの

は、前例というのは当然大事にはいたします。しかし

ながら、前例だけではやはり現実に対応できない。県

民目線、そして世の中が変化している環境をよく観察

し見て問題解決に当たるべきで、前例踏襲だけではと

てもだめだということを副知事は話をしたそうですの

で、そういう意味で私もまさにそう思っております。

県民目線といいますか、そして現実の問題をリアルに

把握していくという観察力と敏感な感性を持って問題

解決に当たるのは当然のことだと思います。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　再質問にお答えいた

したいと思います。

　観光の思い切った策についてとの御質問につきまし

ては、秋以降、インフルエンザ等の影響もまた懸念さ

れるものですから、一応県として７億5000万円という

補正予算を活用してきめ細かい対策をしていきたいと

思います。

　その中でＪＣの全国大会とか世界空手道大会、こう

いった大きなイベントも予定されているし、一応９月

の連休は好調だと受けている情報もありまして、それ

とあわせて修学旅行に対しても各種交換会とかシンポ

ジウムなど、きめ細かい対策をやっていきたいと思っ

ております。

　それから、役割分担につきましては、前のいろんな

運動につきまして、「美ら夏　沖縄　元気」というこ

とでキャンペーンを今実施しているところでありまし

て、関係業界・団体とも連携して今後ともこのキャン

ペーンを広げていきたいなと思っています。

　それと、最後に団体支援への助成制度につきまして

は、県内に来ていただく団体、例えば40名以上につき

まして補助金を出すと。例えば一番大きいので200名

以上の団体で３泊以上される団体につきましては50万

円というような人数と宿泊数に応じて、対象としまし

てはバスの借り上げとか芸能アトラクション、そう

いったような費用に援助するというシステムをつくっ

て今やっているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問にお答えいた

します。

　まずサンゴ礁の関連で、緊急雇用事業も活用したら

いかがでしょうかという趣旨の再質問にお答えいたし

ます。

　サンゴ礁の保全措置事業の中で、オニヒトデの駆除

事業につきましては、今年度の補正の新規事業として

オニヒトデの緊急駆除事業を予定しておりまして、そ

の中で3000万円余りの緊急雇用対策事業を活用して、

オニヒトデの駆除事業を行う予定としてございます。

　それから産業廃棄物処分場との関連で、水質検査の

あり方についての御質問にお答えいたします。

　浸透水採取設備の場所につきましては、当初は設置

していた場所の水がかれ、十分な浸透水を採取するこ

とができなくなったことから、現在の場所にある設備

を利用しているということをお答えいたしました。

　その場所は、埋立地のふちにあるという状況になっ

ているということですから、より適切な場所に設置す

べきであるというふうに考えています。ただ場所を移
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動させて設置させるのでは、以前同様に水がかれてし

まう可能性があるものですから、今後場所を変更する

に当たって、設置場所あるいは採取方法についても指

導していきたいというふうに考えてございます。

　それから、改善措置履行中の更新許可についての御

質問です。

　更新許可の根拠につきましては、先ほど答弁いたし

ましたとおり許可基準がございまして、その許可基準

に該当しているという状況にございます。

　許可申請につきましても、昨年の６月に許可申請が

出てきまして、その後にクロルデン類の混入という状

況が出てきました。そのクロルデン類の改善の状況に

よっては、許可取り消し処分という状況も出てくるた

め、その除去等について改善命令を発出したところで

ございます。今現在、事業者がその改善命令に対する

措置について適切に履行が確認されているということ

から更新を許可したということでございます。

　それから、管理型についても含めての課長の行動

云々ということについての趣旨の御質問にお答えいた

します。

　読谷村の産業廃棄物最終処分業、特に管理型の最終

処分業の状況については、議員も現在の状況を御存じ

のとおり、何らかの形で地元の方で事業者、村、ある

いは住民の方々がどういう形で話し合いをできるか、

どういう形で方向性を見出せるかということについ

て、今県はいろんな形で話し合いの場をセットしてい

きたいと、あるいは共通する方針がどういう形で見出

せるかということを一生懸命模索しているという状況

であると。そのことについて課長がある面、精いっぱ

い動いている状況であるというふうに私は理解をして

おりますので、現在の状況をいかに話し合いの場が持

てるような状況に持っていけるかということ。管理型

最終処分場の許可につきましては、先ほど答弁いたし

ました羈束裁量でございますので、その基準に合致し

ていれば許可をしなければならないという法の性格で

ございますので、ただその前に地元としてどういう話

し合いの場が持てるかということについて、今県とし

て動いているという状況であるということを御理解願

いたいというふうに思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　産廃場の件ですが、御理解いただき

たいということなんですが、どうも理解に非常に苦し

みます。

　再質問の中でもるる説明したとおり、あれが共通の

見出そうとする話し合いの場で出した発言なんでしょ

うかということなんですよね。その辺をもう少し皆さ

んも精査をしていただきたい。その際には、私たち住

民側もあるいは村の方々も含めて、聞き取り調査も

行っていきたいと思っています。

　このままでは、本当に処理施設の必要性と、そして

地域住民環境における許容性というその調和をこのま

まではとれるはずがありません。いま一度産廃行政が

どうあるべきなのか、そしてまた、職員のあるべき

姿、どうあるべきかも含めて見直すべきだと私はそう

いうふうに思っています。

　最後にお聞きします。いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再々質問にお答えい

たします。

　産業廃棄物処理業、管理型の許可につきましては先

ほど来お答えしておりますように羈束裁量でございま

して、行政を預かる身としては法律にのっとって一定

の手続をしなければいけないということが前提でござ

います。

　ただ、今おっしゃっている地元の合意形成、あるい

は地元の中での話し合いにつきましては、県も精いっ

ぱいの配慮というか精いっぱいの努力をしていきたい

というふうに考えているということで、管理型の処分

場についてはこれまで県も努力してきたつもりでござ

います。

　今おっしゃっている例えば課長のそういう言動等に

つきまして、ある面、熱心な余り、言動等についてい

ろいろと反発等が出ているような状況でございました

ら、それはそれで私もよく見ていきたいというふうに

思います。

　ただ、地元の中でどういう話し合いがなされるか、

あるいはどういう方向性に持っていけるかということ

につきましては、引き続き県として精いっぱい努力を

していきたいと思いますので、その面については御理

解をお願いしたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　それでは最後に、私はその行政事務

を進める意味で大変憂う気持ちで言っております。こ

れはもう読谷村の産廃場にとどまるような話ではあり

ません。ぜひ、この辺も加味して、産廃行政のあり

方、本当に根本から皆さん見直すべきです。

　以上です。
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○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　おはようございます。

　一般質問に入ります前に、宮森小学校米軍機墜落か

ら50年、あの悲惨な事件、私どもは二度と再びこうい

う惨事を起こさないためにも、一日も早い基地の返還

と、そしてまた新基地はつくらせない、こういう思い

を強くいたしております。児童11人を含む犠牲者17名

の皆さん方に対しまして、哀悼の心をささげたいと思

います。

　それでは、質問をいたします。

　まず最初に、南部国道バイパス凍結問題でございま

すけれども、南部国道凍結が突然降ってわいたよう

に、４月１日の地元紙に掲載されました。沖縄の人口

及び自動車台数１台当たりの道路延長は、全国平均の

６割であり、道路延長１キロメートル当たりの交通渋

滞による経済的損失は全国６位と高いわけでありま

す。これは、本県に鉄軌道の恩恵がないことによるも

のであり、その上、今回の凍結問題は、全国一律の基

準に照らした机上の費用便益の計算による算出の結果

であります。

　そのため、関係団体を初め、南部や沖縄全県域から

怒りの声が上がり、去る５月12日には凍結解除を求め

る南部地域住民大会、６月12日には県議会において全

会一致による凍結解除決議、そして東京要請行動を６

月17日に行いました。もちろん、知事も迅速に動いて

いただきました。その結果、６月18日沖縄総合事務局

において事業評価監視委員会により、事業継続妥当と

の判断がなされ、南部国道３事業の凍結解除が確定し

たところであります。

　しかしながら、県議会や地元自治体が求めている当

初の計画どおりではなく、立体交差建設費等が縮減さ

れ不満の残る内容となっております。

　以下質問いたしますが、茨と芋は取り下げておきた

いと思います。

　鰯から行きます。去る６月18日の事業評価監視委員

会の審議結果について県の所見をお伺いいたします。

　允、与那原・南風原バイパスは大幅な工法変更と

なっております。その影響についてお伺いいたしま

す。

　印、当初計画の立体交差工法の継続について県の考

えを求めたいと思います。

　咽、費用便益上の算出方法について、県は国に改善

を求める考えはないかお伺いいたします。

　２番目の久米島・鳥島米軍射爆撃場返還についてで

ございます。

　この件につきましては、私も何度か取り上げており

ます。そして、私ども社大・結会派の代表質問でも比

嘉京子議員から質問がありました。そこで、重複する

と思いますけれども、やはりこれは大事なことですか

ら一般質問をさせてもらいたいと思います。

　この射爆撃場返還について、これも茨番目は取り下

げておきたいと思います。

　芋番目から行きます。返還についての知事の決意を

改めて問いたいと思います。

　そして、この射爆撃場地は劣化ウラン弾が埋没して

おります。その除去対策についてお伺いいたします。

　次に、ジョブカード制度の運営状況について。

　フリーターや母子家庭の母親の職業訓練と就職支援

策として設立されたジョブカード制度の運営状況につ

いて質問いたします。

　茨、成果についてお伺いいたします。

　芋、今後の制度活用計画についてお伺いいたしま

す。

　次に４番目、運玉森地すべり問題でございます。

　運玉森はこれまでにもたびたび大小の崩落が起こ

り、流失した土砂が周辺地域に被害を及ぼしてきまし

た。ことしはマリン・タウン内の水路の土砂堆積しゅ

んせつ工事が行われる予定となっていますが、しゅん

せつ後の土砂堆積や水質悪化を防ぐためには、運玉森

の抜本的な対策、すなわち土砂流失対策が必要となり

ます。

　以下、質問いたします。

　茨、運玉森の土砂流失状況について説明を求めま

す。

　芋、対策事業計画についてお伺いいたします。

　５番の害虫防除につきましては、取り下げます。

　次に、６番目の県の海砂採取について、これも茨番

は取り下げます。

　芋番から行きます。

　沖縄県の海砂採取についてでございます。

　大量の海砂採取は、海浜や海域、漁場の保全あるい

はまた、海底地形の変化に極めて重要な影響を及ぼす

ことが明らかになっています。静岡県や山口県、高知

県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県の各県は採取

総量に制限を設け、岡山県、広島県、徳島県、香川

県、愛媛県では全面禁止となっております。

　質問いたします。

　海砂採取による海浜の保全、漁場等への影響につい

ての県の認識を問います。

　県は、採取総量制限や採取禁止を検討する考えは

持っていますか。お尋ねいたします。
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　次に、八重山食肉センター改築問題についてでござ

います。

　私ども社大・結会派は、去る２月26日から29日まで

八重山・宮古地域の行政視察を行いました。その中で

老朽化した食肉センターを視察し、市を初め関係者か

ら現状を聴取しました。

　八重山食肉センターは昭和49年に建設され築34年が

経過しており、修繕費等に毎年846万円かかり経営を

圧迫しています。市としても新たな食肉センターの建

設を計画していまして、県の助成を求めています。ち

なみにこの施設、実は御承知のように石垣牛ブラン

ド、これは全国的にも非常に有名になっております。

本土から多くの視察の要請が来るようでありますけれ

ども、センターとしては断っていると聞いておりま

す。なぜならば余りにもみすぼらしい。この施設を見

せると風評被害が出るんじゃないかということで、非

常に懸念しております。

　そういうことで、ぜひ県の対応、助成を求めていた

だきたいというふうに思っております。

　質問いたします。

　茨、現施設の現状認識をお伺いします。

　芋、改築計画についてお伺いいたします。

　次に、教育行政についてでございます。

　この件につきましては、ほかの同僚議員からも質問

がありました。また、文教厚生委員会に陳情も出てい

るようでございます。

　茨、県立南部農林高等学校と南部工業高等学校の再

編統合についてでございます。

　ア、両校の再編統合計画の本意を問いたいと思いま

す。

　イ、かつて、南部工業高等学校と南部商業高等学校

の再編統合計画が破綻した経緯について問いたいと思

います。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、八重山での

児童虐待問題でございます。

　答弁の中で、福祉保健部長から、初期の不適切な対

応があったということの答弁がありました。どういう

不適切な対応であったのかお伺いいたします。

　後でまた再質問をやるつもりですので、よろしくお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　大城一馬議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、南部国道バイパス凍結問題に関する御

質問にお答えいたします。

　去る６月18日に開催されました「沖縄総合事務局開

発建設部事業評価監視委員会」におきまして、コスト

縮減などによります費用便益比の見直しを行い、さら

に地域振興や観光振興などの観点から３事業の事業継

続が妥当であると判断されたところでございます。

　これまで県議会の土木委員会の先生方や地元、そし

て県の要望してまいりました地域特性を踏まえ便益が

考慮されたものであると考えております。

　また、県といたしましては、国道３事業が早期に再

開され、整備が促進されるよう連携をしてまいりたい

と考えているところでございます。

　次に、久米島・鳥島米軍射爆撃場に係る御質問にお

答えいたします。

　去る６月３日に鳥島射爆撃場周辺海域を視察をし、

船上で久米島町長や県漁業協同組合長会会長から、鳥

島射爆撃場の状況や、パヤオなどの漁場と漁業操業に

おける影響等につきまして、直接、説明を受けたとこ

ろでございます。

　県といたしましては、引き続きあらゆる機会を通

じ、日米両政府に対し、鳥島射爆撃場や久米島射爆撃

場の返還につきまして、軍転協、久米島町、漁業関係

団体とも連携をしながら、その返還につき求めていき

たいと考えております。

　次に、八重山食肉センターに係る御質問にお答えい

たします。

　これは、７の茨と芋が関連いたしておりますので、

恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　八重山食肉センターは昭和49年に建設され、40年近

くが経過し、施設の老朽化が著しく、また、狭隘のた

め再整備が必要となっております。

　石垣市におきましては、平成21年４月に食肉加工施

設建設計画検討委員会を発足させ、平成22年度までに

同センターの再整備計画を策定する予定となっており

ます。

　沖縄県としましては、地元の意向や再整備計画を踏

まえ、同センターの再整備ができるよう検討してまい

りたいと考えているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　南部国道バイパス凍

結問題についての、工法変更の影響及び立体交差工法

の継続について一括してお答えいたします。

　今回のコスト見直しに伴う主な工法変更について、

与那原バイパスは、国道329号との立体交差を平面交



－ 262 －

差に、南風原バイパスは第２環状線との立体交差を平

面交差に、また、識名大橋のかけかえを拡幅へ変更す

るものであります。

　両バイパスともに、立体交差から平面交差への変更

に伴い、交差点での交通渋滞が予想されることから、

事業の進瀧や周辺道路整備による交通状況等を踏ま

え、適切な時期に立体交差を再検討するよう国に要望

していきたいと考えております。

　同じく、南部国道バイパス凍結問題についての費用

便益比の算出方法についてお答えいたします。

　費用便益比の算出方法については、現在の３便益に

加え、医療機関へのアクセス性の向上や地域経済への

波及効果など、地域特性を踏まえた他の便益も加味す

べきであると考えており、今後とも国に要望してまい

ります。

　それから次に、運玉森地すべり対策及び砂防事業に

ついての運玉森の土砂流失状況についてにお答えいた

します。

　与那原町与原地区においては、大雨による運玉森の

斜面の一部が崩壊しているもので、現在、崩壊規模が

小さいため、下流域への規模の大きな土砂流出はな

く、人家等保全施設への被害は発生していない状況で

あります。

　同じく、運玉森についての対策事業計画についてお

答えいたします。

　斜面崩壊対策としては、砂防事業によるのり面対策

工や、土砂流出防止対策としての砂防堰堤等の工法が

考えられます。

　同事業は、砂防法に基づく砂防区域の指定が必要と

なるため、与那原町及び地権者の同意を得る必要があ

ります。

　このため、今後は与那原町と連携して、砂防区域の

指定に向けて取り組んでいく考えであります。

　続きまして、海砂採取についての海砂利採取による

海浜の保全、それから漁業等への影響についてにお答

えいたします。

　沖縄県においては、海砂利等の採取が計画的に行わ

れ、これに伴う海底の掘削等が海岸、漁場及び護岸等

公共施設に支障を与えないように海砂利等の採取に関

する基本的事項を「沖縄県海砂利採取要綱」に定めて

おります。

　同要綱においては、採取区域については、「海岸線

等から１キロメートル以上離れ、且つ水深が15メート

ル以上の区域であること」などを要件としており、海

砂利の採取に伴う海浜への影響に配慮しております。

　また、漁場等への影響については、関係漁業協同組

合の同意や他法令に基づく許認可の状況等を確認する

など、その影響についても配慮しております。

　続きまして、海砂採取についての採取総量制限や採

取禁止の検討についてお答えいたします。

　沖縄県では、海砂利は建設用骨材として必要不可欠

なものであり、骨材供給の多くを専ら周辺海域の海砂

利に依存していること等から、採取総量制限等につい

ては、県内における将来の建設用骨材の安定供給と関

係機関の意向を踏まえ、慎重に対応していく必要があ

ると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　鳥島米軍射爆撃場の返

還についての御質問で、劣化ウラン弾除去対策につい

てお答えいたします。

　外務省によると、米軍は平成８年から平成20年ま

で、鳥島射爆撃場における劣化ウラン弾の回収及び陸

域調査を実施しており、これまで247発の劣化ウラン

弾を回収しているとのことであります。

　県としましては、鳥島射爆撃場における劣化ウラン

弾の早期回収等について、軍転協と連携し、国に対し

要請を行っているところであり、引き続き国の責任に

おいて劣化ウラン弾の回収等、適切な対応を行うよう

働きかけてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　ジョブカード制度の

運営状況についてとの御質問の中で、ジョブカード制

度の成果についてお答えします。

　ジョブカード制度は、フリーター、正社員経験の少

ない求職者が、経歴や学歴を記入したジョブカードを

活用してキャリア相談や職業訓練を受け、正社員への

就職活動に役立てるもので、平成20年度から厚生労働

省の事業として始まりました。

　県内においては、那覇商工会議所が同制度の円滑な

推進を図るため、国から総括的な業務を受託し、「沖

縄県地域ジョブ・カードセンター」を設置しておりま

す。

　また、同センターは、沖縄労働局や沖縄県、沖縄県

経営者協会などで構成する「沖縄県地域ジョブ・カー

ド運営本部」を設置し、同制度の普及啓発等を行って

おります。

　平成20年度の成果としましては、県内におけるジョ

ブカード取得者数は1750人、協力企業は23社となって
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おりますが、このうち、厚生労働省から訓練計画の認

定を受けた企業はないと聞いております。

　次に、同じくジョブカード制度の活用についてとの

御質問にお答えします。

　平成20年度に「沖縄県地域ジョブ・カード運営本

部」において「ジョブ・カード制度沖縄県地域推進計

画」が策定されております。

　沖縄県としましては、同計画に基づき、沖縄県キャ

リアセンターへの来所者、県公共職業訓練の受講者等

に制度の周知に努めるとともに、関係団体と連携し、

ジョブカード取得者の企業内訓練の受け入れを奨励し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育行政につ

いての御質問で、南部農林高校と南部工業高校の再編

統合の本意についてお答えいたします。

　専門高校は、実社会に生かされる知識や技術の習得

を大きな目的としております。

　近年、国際化・情報化、経済のグローバル化の進展

により産業構造も多様化し、産業社会や企業から求め

られる人材の資質・能力は多岐にわたっております。

　このような観点から、専門高校に学ぶ生徒は、専門

性の習得はもちろんのこと、さまざまな場面で応用で

きる多様な知識・技術、創造力、職業人としての自立

性、豊かな人間性などが求められる時代になってきた

と考えております。

　南部農林高校と南部工業高校の再編統合について

は、農業と工業の専門性を維持するとともに、異なる

専門分野も総合的に学べる学校を設置し、南部地域の

振興に対応した新事業の創出や高度な経営技術に対応

できる産業人材の育成を目指しております。

　県教育委員会としましては、これまで培ってきた両

校の伝統の上に、将来の本県の産業を担う生徒をはぐ

くむため、引き続きＰＴＡ、同窓会、地域住民等の理

解を得て再編統合を推進してまいりたいと考えており

ます。

　次に、南部工業高校と南部商業高校の再編統合につ

いてお答えいたします。

　昭和62年策定の編成整備計画において、平成６年に

南部商業高校と南部工業高校の再編統合による南部総

合高校の設置が計画されました。

　ところが、南部総合高校として、南部商業高校の敷

地が狭隘であることや敷地の拡張が困難であること、

さらには、南部地区の人口増加が予想されることなど

から計画が見直されております。また、平成８年の編

成整備計画には再編統合の計画はなく、南部商業高校

の学科改編が計画されております。

　現編成整備計画については、策定される平成13年以

前に案の一つとして検討されておりますが、両校とも

校舎を建てかえる敷地がないことが課題となり、計画

策定には至りませんでした。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　我が会派の代表質

問関連について、児童虐待への対応についての御質問

にお答えいたします。

　石垣市で発生した３歳男児を被害者とする傷害事件

につきましては、子供の安全確保を最優先とする点に

おいて、初期対応に不適切な部分があったと認識して

おり、今後、県社会福祉審議会児童福祉専門分科会の

中において検証を行うこととしております。

　現在は、県内部での検証を進めているところであ

り、本事案の経緯等を詳細に整理するため、八重山警

察署、県立八重山病院及び石垣市役所に対して、再度

状況確認を行ったところであります。

　あわせて、平成17年９月に行われた「児童虐待防止

に向けての緊急提言」において、指摘された内容の実

施状況についての確認作業等も行っております。

　今後は、さらに検証を進め、体制上の課題やその対

応策等について検討を行ってまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　まず、南部の国道バイパス問題であ

りますけれども、私は特に与那原町という地元でずっ

と長い間生活し、現在も住んでおります。

　このバイパスの今回の騒動、全く行政の手法が理解

できない。本来ならば、当然事前に関係者や地元自治

体といろんな調整を経てこれが公表される。しかし今

回は、県にもいきなりこの通達が来る。ましてや、当

該自治体も全く寝耳に水。こういう状況の中で、一体

なぜこういうことが行政手法としてとられたのか、非

常に不可解であります。

　幸いにいたしまして、凍結は解除はされました。だ

がしかし、冒頭申し上げましたように、地元や県議会

が望んでいるいわゆる当初の計画どおりこれが実行さ

れない。このことは、果たして将来においてこの交通

渋滞が解消されるだろうかと、むしろ新たな交通渋滞
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が起きるのではないかということを地元の首長も評価

委員会で意見を述べております。

　そして、今与那原町、西原町、マリン・タウン事業

が進行しております。（発言する者あり）　ちょっと

済みません、幹事長、静かにしましょう。

　企業誘致や住宅用地の分譲が相当進んでおります。

とりわけ商業施設や企業は、このバイパスを想定して

いることもありまして、この件につきまして非常に心

配をしております。やはり、このバイパスの立体交

差、これがなければこれからの企業誘致にも大きな支

障が出るんではないかという判断を地元は持っており

ます。

　ましてや、マリン・タウン地区内には県の未利用の

土地が２万7000坪あります。この土地利用も考えます

と、やはり当初計画案どおりの立体交差、これは譲れ

ないと私は主張しておきます。一たん工事が始まりま

すと、平面タッチに工事が始まりますと、将来はと

言ってもなかなかこれは可能性は低いというふうに

思っております。

　私は、これから知事を先頭にして、ぜひこの立体交

差の復活、このことをしっかりとやっていただきたい

と思いますが、改めて決意をお伺いしたいと思いま

す。

　次に、久米島・鳥島米軍射爆撃場でありますけれど

も、この件につきましては、知事もしっかりと対応

し、日米両政府に強く要望しているということであり

ますけれども、残念ながら去る６月11日の参議院の外

交防衛委員会では、防衛省が米軍は返還を考えていな

いということで、これもある意味ではうやむやになる

んではないかなという気がしますが、やはりもっと

もっと強力な対応、要請が必要であると地元の久米島

の思いをしっかりと私はとらえていってほしいと思い

ます。

　そして、劣化ウラン弾247発は処理されているとい

うことがございました。一体この247発というのは、

何％の処理率なのか報告してください。

　次に、八重山での児童虐待問題ですが、私はこの件

に関しまして、福祉保健部長は初期対応にまずい点が

あったということで同じような答弁をしておりますけ

れども、どうもいろいろとこの代表質問でこれを取り

上げられた。そして一般質問でも取り上げられた、同

じような答弁しか出てこないと。

　ところが、この間のマスコミの報道によると、いろ

んなことが県の方からコメントされている。29日の新

聞報道でございます。専門家の意見を導入していない

と。その中に、また県青少年・児童家庭課のコメント

がございます。「分室は遠隔地にあり、中央、コザの

ように頻繁に直接指導を受けることが厳しい。また、

分室が提言の後設置されたこともあり、検討していな

かった」と。議会にはこういう要因となることは一切

説明せずに、マスコミ報道で、ましてや議会中に、代

表・一般質問中にこういうことが出ること自体、私は

県の危機管理、担当の危機管理、とんでもないと。そ

して議会に説明する義務、これさえも全くできなく

て、マスコミにはこういうリークされている。一体ど

ういうことなのかよくわかりません。

　もう一度、福祉保健部長の答弁をお聞かせくださ

い。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　鳥島の米軍射爆撃場と

の関連で、劣化ウラン弾の回収率が幾らかというお尋

ねでございました。

　外務省によれば、劣化ウラン弾の回収は、誤使用さ

れました1520発のうち247発にとどまっているという

ことで、回収率は約16％であります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　国道バイパスの再質

問で、立体化についてにお答えいたします。

　この立体化につきましては、先ほども答弁いたしま

したとおり、当面は平面といたしますけれども、今後

の交通状況とか、また企業の立地状況、周辺の開発工

法を含めまして、将来的にはまた立体化を検討すると

いうことで国に聞いております。また、将来的に言い

まして、立体化を計画しているところにつきまして

は、用地買収は既に将来の立体化とあわせまして用地

買収もされるということでございますので、将来的に

立体化を図る時期に来ましたらスムーズに立体化が図

れるんじゃないかというふうに考えております。ま

た、今後とも私ども道路ネットワークの観点から、県

とそれから総合事務局と意見交換する場所があります

ので、その機会をとらえまして県の方からもその辺に

ついての意見を申し上げていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。
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　児童虐待の事案の情報がマスコミ等に出て議会等に

報告されていない、危機管理の体制が問題ではないか

という趣旨の御質問にお答えいたします。

　今回の事案につきましては、情報収集に時間を要す

るなど、危機管理の面で課題はあったものと考えてお

ります。また、本事案については県民の関心が非常に

高い案件でもあり、マスコミからの取材に対して、確

認できた事実等について必要に応じて提供したもので

あります。

　なお、本事案の経緯については、６月22日の文教厚

生委員会において説明を行ったところであり、今後も

必要な対応を行ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　まず、劣化ウランの除去問題でござ

います。

　あと1300発余り眠っていると、まだ16％。大変なこ

とでございますので、ぜひ早目の対策をお願いしたい

と思います。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　皆さん、こんにちは。

　本日、私も宮森小学校の追悼集会に参加させていた

だきました。50周年ということで、多くの子供たちが

校庭に座って、知事、それから議長もあいさつをしま

した。

　私自身まだ生まれてないことではあるんですけれど

も、現校長先生が当時の小学校２年生であったという

こともあって、非常にこういう事故は我々県民として

も二度と起こしてはいけないということを改めて感じ

ました。

　事故の概要の説明もあって、少し紹介しますと、昭

和34年６月30日、嘉手納飛行場を飛び立ったジェット

戦闘機が石川市街地から市立宮森小学校にかけて墜落

した、世界航空史上まれに見る大惨事として世界各地

で報道されたと。

　それから、死者17名、児童11名、一般６名、重軽傷

者が210名、児童156名、一般54名、住宅17棟、公民館

１棟、３教室が全焼したと。また、住宅８棟、２教室

が半焼したと。事故後、すぐに米軍は学校に到着し、

負傷者をヘリコプターで北谷の軍病院へピストン輸送

したと。また、市内の病院や近隣病院にも次々と負傷

者が運び込まれたということですね。

　当時、６月30日は県議会の、立法院議会の最終日を

迎えていたんですけれども、会期を１週間延期して対

応したというふうに載っております。

　まさに議会中にこういう惨事が起きたと。今でも県

内の空に、上空を多くの飛行機が飛んでいる現状を、

やっぱりこれは一刻も早くみんなで対応しないといけ

ないんじゃないかなと思っております。

　さらにもう一点、所見なんですけれども、先ほどか

ら、また先日からもありましたように、石垣市で起き

た児童虐待の、３歳児の重体について、実は前期の議

会で、少子・高齢対策特別委員会でも租田委員長を中

心にかなり議論をしてまいりました。２人の子供が以

前に虐待で亡くなったという事故が起きて、大変な

ショックを受けた記憶がまだ鮮明に残っております。

　それを受けて、本会議でもそれから特別委員会でも

かなり議論をして、県としては平成18年９月に「児童

虐待防止に向けての緊急提言」、識者の皆さんが提言

をされたんですね、知事。これは知事、平成18年９月

に提言をされてその中でいろいろ述べられているんで

すけれども、一番最初に「具体的方策の実施状況」と

あって、これは１番に、「子どもの安全確保の最優

先」と書かれているんですね。「趣旨」は、「児童虐

待の対応において、何よりも優先すべきことは、子ど

もの安全確保である。児童相談所は子どもの安全と福

祉を最優先する機関であるとの自覚を持ち、迅速・的

確な判断と対応ができるよう業務の見直しを図る。」

ということを一番冒頭に持ってきているんです。

　ですから今回この３歳児の子供が、新聞報道にもあ

りますように、５月に一度保護されたんです。この子

供がけがをしないようにしっかり保護をして、適切な

措置をすれば防げたものであって、私は人災じゃない

かなと思っております。

　ですから、児童相談所の職員が何も怠けているとい

うことを私は言ってはおりません。我々、文教厚生委

員会は、分室も、それから中央児相もコザ児相も見て

まいりました。１人当たり60件ぐらいケースを持って

いて、60件余りケースを持つと非常に厳しい現状なん

です、虐待の相談件数をですね。以前は100件ぐらい

あったんです。大分改善はされたんですけれども、職

員の皆さんが怠けているというわけじゃなくて、やっ

ぱりここはいま一度知事を先頭に、これは非常に悲し

いことだと思っていますし、今、特に経済状況が厳し

い中で子育てしている親の皆さんも、子育て支援も含

めて非常に厳しい状況の中で、離婚率も高い、それか

らいろんな要因がかさんで、結果的に子供にしわ寄せ

がいっているということをいま一度、児童相談所の体

制だけじゃなくて、全庁的な取り組みをお願いしたい

なということを要望しておきたいと思っております。
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　それでは、通告に従って質問をさせていただきたい

と思っています。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、知事公約の達成及び進瀧状況を伺う。

　ア、完全失業率の全国平均化、観光客1000万人誘

致、普天間基地３年以内の閉鎖状態、待機児童ゼロ、

認可外保育園への給食費助成、小学校の30人以下学級

はどれも大事な公約ですが、現段階での達成状況と今

後の見通しを伺う。

　芋と鰯はカットします。

　允、ケビン・メア氏が沖縄総領事を退任し、次期日

本部長に就任しますが、知事の見解を伺う。

　２番、福祉・教育行政について。

　比嘉教育委員長が就任されてから約半年になります

が、これまでの感想と今後の抱負をお伺いいたしま

す。

　芋、2010年沖縄総体について。

　ア、大会準備の進瀧状況と課題を伺う。

　イ、大会期間中何人の来県が見込まれるか。

　ウ、宿泊施設等の確保は万全か。

　エ、知事部局の支援体制を伺う。

　鰯、発達障害児への取り組みを伺う。

　允、県立沖縄ろう学校を単独校として存続させるべ

きではないか。

　印、学童保育の課題と対策を伺う。

　咽、コザ児童相談所の課題と対策を伺う。

　３番、医療行政について。

　茨、県立病院のあり方の方針を伺う。

　４番、土木建築行政について。

　茨、米軍基地内の公共工事における県内業者の受注

率を伺う。

　芋、国関係発注工事における県内業者の受注率を伺

う。

　鰯、県の公共工事の早期発注について伺う。

　５番、黒木県警本部長就任に当たり、抱負を伺う。

　６番、暴走族の現状と対策を伺う。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間基地３

年以内の閉鎖状態の現段階での達成状況はどうかとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県としましては、普天間飛行場の危険性を放置する

ことはできないことから、同飛行場のヘリなどの運用

を極力低減し、３年をめどに危険性の除去、騒音の軽

減を図ることを機会あるごとに政府に対し求めている

ところでございます。

　普天間飛行場の閉鎖状態の実現につきましては、去

る４月８日に開催されました第９回移設措置協議会に

おきまして、河村官房長官から「危険性の除去、騒音

の軽減等について、さらに検討を加速させたい」旨の

発言がありました。

　県としましては、今後とも、協議会やワーキング

チームにおきまして率直な意見交換を重ね、３年めど

の閉鎖状態の実現に努めていきたいと考えているとこ

ろでございます。

　次に、小学校の30人学級に係る公約の達成度につい

ての御質問にお答えいたします。

　30人学級につきましては、現在、小学校１年生、２

年生で実施されており、公約の趣旨が実現されている

と考えております。

　今後につきましては、教育委員会の研究をまちたい

と思っているところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、メア総領事の日本部

長就任に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄の現状をよく知る総領事が米国務省日本部長に

就任されれば、沖縄での貴重な経験を生かし、地元の

声を米側にしっかりと伝え、基地問題の解決促進に寄

与してもらいたいと期待はいたしております。

　次に、医療行政についての御質問で、県立病院のあ

り方の方針に係る御質問にお答えいたします。

　「県立病院のあり方に関する基本構想」は、県立病

院の医療機能及び運営体制の見直し並びに公立病院等

の再編・ネットワーク化に関する県の基本方針を定め

ております。

　その概要を申し上げますと、県立病院の改革は、地

域において必要とされる医療の持続的な提供、県立病

院の医療水準の向上及び病院現場の勤務環境の改善を

目的に行うことといたしております。

　医療機能の見直しでは、北部病院、宮古病院及び八

重山病院は、所在する保健医療圏において極めて重要

な役割を果たしておりますことから、これらの病院が

提供しております救急医療、小児医療、周産期医療等

地域において必要とされる医療機能につきましては、

県が政策的に確保をしなければならない医療として位

置づけ、今後とも維持していくこと、また、南部医療

センター・こども医療センターの母子総合医療機能以

外の機能につきましては、所要の見直しを検討するこ

とといたしております。

　運営体制の見直しにおきましては、経営形態に関す



－ 267 －

る基本方針を定めたほか、意思決定の仕組みの見直し

など、経営形態以外の運営体制の見直しについて取り

組むべき課題を整理いたしております。

　県としましては、本基本構想で示しました改革に取

り組み、県立病院の果たすべき役割であります離島医

療、救急医療、小児・周産期医療など、地域において

必要とされる医療を今後とも堅持していく考えでおり

ます。

　次に、県の公共工事の早期発注に係る御質問にお答

えいたします。

　沖縄県の公共事業の施行につきましては、去る４月

24日に公共事業等施行推進本部を開催し、今年度の施

行計画を決定したところでございます。当該計画にお

いては景気後退を下支えする必要性等を踏まえ、上半

期施行予定率を過去10年間で最高水準の80％程度を目

標として設定をしております。現在、その着実な執行

に全力を挙げて取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いて、完全失業率の全国平均化、観光客1000万人誘致

の達成状況と見通しについてとの御質問にお答えしま

す。

　世界的不況のもと、経済、雇用を取り巻く状況は厳

しいものとなっておりますが、完全失業率について

は、平成19年度7.4％、平成20年度7.4％の横ばい状態

であります。

　沖縄県といたしましては、雇用再生特別事業基金な

どを活用するとともに、継続して「みんなでグッジョ

ブ運動」を推進し、一丸となって失業率の改善に取り

組んでまいります。

　一方、入域観光客数については、これまで堅調に推

移しており、平成20年度は593万人で過去最高を記録

しましたが、最近は景気低迷や新型インフルエンザ等

の影響で沖縄観光を取り巻く環境は厳しく、昨年11月

から前年同月比のマイナスが７カ月連続して続いてお

ります。

　沖縄県といたしましては、緊急総合経済対策による

誘客キャンペーンを実施し、観光業界との連携を深め

ながら戦略かつ効果的な誘客施策を展開し、将来の観

光客1000万人の達成に向け引き続き努力してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての質問の中の、待機児童ゼロ及び認可外保育園

への給食費助成の達成状況等についてお答えします。

　沖縄県の平成21年４月１日現在の待機児童は1888人

となっており、多くの待機児童がいることから、県で

はこれまで保育の実施主体である市町村と連携してそ

の解消に努めてまいりました。

　待機児童の解消を目的として、平成20年度に「保育

所入所待機児童対策特別事業基金」及び「安心こども

基金」が設立されており、これらの基金を活用して、

市町村が実施する保育所の整備等へ助成することとし

ております。

　「保育所入所待機児童対策特別事業基金」では、平

成23年度までの３年間で、13施設の認可化により885

人の定員増を図る予定としております。また、「安心

こども基金」では、平成22年度までの２年間で26施設

の整備により865人の定員増を図る予定としておりま

す。

　県におきましては、各市町村に対し、これら基金を

活用した保育所の創設等を働きかけ、待機児童の解消

に努めてまいります。

　認可外保育施設への給食費助成については、平成20

年度からこれまでの牛乳代に加え、新たに米代の助成

をしており、厳しい財政状況にはありますが、平成21

年度も引き続き助成することとしております。

　次に、福祉・教育行政の中の、発達障害児への取り

組みについてお答えします。

　発達障害児の支援については、市町村及び当事者団

体等からの意見を踏まえ、県、市町村等の役割を明確

にした「発達障害児（者）支援体制整備計画」や、計

画的な人材確保を図るため「発達障害児（者）支援に

関する人材育成計画」の策定を進めているところであ

ります。今後は、これらの計画に基づき、市町村と連

携して支援施策を推進してまいります。

　また、県の推進体制として、福祉保健部、観光商工

部、教育委員会及び病院事業局の関係課・所で構成す

る「発達障害児（者）支援機関連絡会議」（仮称）を

近日中に設置することとしております。

　次に、学童保育の課題と対策についてお答えしま

す。

　放課後児童クラブの課題としては、71人以上の大規

模放課後児童クラブの適正な人数規模への移行があ

り、県としても大規模放課後児童クラブを70人以下へ

移行させるために、県教育委員会及び市町村と連携

し、分割促進を図る必要があると認識しております。
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このため、平成21年度においては、３市から申請のあ

る８カ所の大規模児童クラブの分割を予定しておりま

す。

　また、長時間開設加算等の国庫補助基準額の引き上

げの課題については、現下の厳しい財政状況では困難

であると考えております。

　次に、コザ児童相談所の課題と対策についてお答え

します。

　コザ児童相談所の課題は、夜間・休日における児童

虐待通告などに対する緊急対応の体制と、児童の一時

保護への対応であると考えております。

　このうち、夜間・休日の緊急対応については、負担

軽減のための改善策について、児童相談所や関係部署

と調整の上、検討を行ってまいりたいと考えておりま

す。

　また、児童の一時保護につきましては、児童養護施

設や里親への委託の推進など、一時保護委託先の拡充

を図りながら適切に対応してまいりたいと考えており

ます。

　なお、コザ児童相談所への一時保護所の設置につき

ましては、これらの取り組みを行いながら、児童相談

を取り巻く状況の変化を勘案して対応を検討してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　時間の都合もありますので、

赤嶺昇君の質問及び質疑に対する残りの答弁は午後に

回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時０分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の赤嶺昇君の質問及び質疑に対する答弁を続行

いたします。

　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　比嘉梨香さん登壇〕

○教育委員会委員長（比嘉梨香さん）　皆様、こんに

ちは。

　それでは福祉・教育行政についての赤嶺昇議員の御

質問で、これまでの感想と今後の抱負についてお答え

いたします。

　１月に教育委員長を拝命してから、あっという間に

半年が過ぎました。きょうは２回目の議会になりま

す。たくさんの学び、そして御指導をいただいていま

すことに心から感謝を申し上げます。

　さてこの半年間、教職員の不祥事の発生や、「指

導・支援カルテ」のあり方が指摘されるなど、多くの

問題に直面し、責任の重さを改めて痛感しているとこ

ろでございます。また、少子化、価値観の多様化、社

会構造の複雑化、携帯やインターネットを通じた情報

のはんらんなど、子供たちを取り巻く環境は厳しく、

児童生徒を健全に育成することや学力を向上させるこ

とは先生方や学校だけで解決できるものではないとい

うことを実感する毎日でもあります。

　おととい、諸見里しのぶさんが見事な優勝を果たし

ました。最近のスポーツ・文化面での沖縄の若い世代

の活躍は、目を見張るものがあります。学業面でも頑

張っている子供たちがたくさんいます。一人一人の個

性を輝かせ、可能性を広げるために我々教育委員会、

そして大人がどんな環境をつくり、どんなサポートを

したらいいのか。そのために学校、家庭、地域や各機

関がどう連携すればいいのかということをみんなで考

え、協力し合う機運を高めていくことが大切ではない

かと考えております。

　就任以来、開かれた教育委員会、行動する教育委員

会をモットーに、学校現場に足を運び、各団体の研修

会や懇親会に参加するなど、直接の声を聞くことを積

極的に進めてまいりました。今後も移動教育委員会を

初め、市町村教育委員会、校長会、公安委員会との意

見交換会などを予定しております。

　平成19年の地教行法の改正を受けて、教育委員会の

権限と責任が重くなったことを踏まえ、事務局を統括

する金武教育長とは信頼関係と適度な緊張関係を保ち

ながら、教育委員が一丸となって沖縄県の子供たちの

明るい未来のため取り組んでまいりたいと思っており

ます。

　議員の皆様にもぜひお知恵と御協力をいただきた

く、この場をおかりして御支援をよろしくお願い申し

上げます。

　以上でございます。ありがとうございました。（拍

手）

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは福祉・教育行政

についての御質問で、全国高校総体の進瀧状況と課題

についてお答えいたします。

　「美ら島沖縄総体2010」の開催に向けては、知事を

会長とする県実行委員会、各市町村長を会長とする市

町村実行委員会、高校生一人一役活動推進委員会の３

組織が既に整備され、円滑に業務を進めているところ

であります。今年度は各競技のリハーサル大会を実施

しており、運営状況や各組織の連携等の確認を行って

おります。
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　課題といたしましては、県外選手等の航空座席及び

宿泊施設の確保が必要であり、旅行業者７社で構成す

る「配宿・輸送センター」を設置し対応を進めており

ます。また、大会が夏場の開催であり熱中症等対策が

必要なことから、総合開会式の開催時刻の１時間繰り

上げを決定したほか、熱中症予防商品の提供を検討し

ているところであります。

　次に、大会期間中の来県者数の見込みについてお答

えいたします。

　平成19年度の佐賀大会を参考に試算しますと、県外

からの大会参加者は選手が約２万6000人、監督・コー

チが約7000人、大会役員と報道員が約3000人、合計約

３万6000人を見込んでいます。

　次に、宿泊施設等の確保についてお答えいたしま

す。

　平成19年10月１日現在の県内のホテル等の収容人員

は、約６万3000人となっており、県外からの選手等約

３万6000人の宿泊については十分に対応できるものと

考えております。

　宿泊施設の手配につきましては、旅行業者７社で構

成する「配宿・輸送センター」で対応することとして

おり、基本的に競技開催地市町村及びその周辺地域に

おいて確保することとしております。

　次に、知事部局の支援体制についてお答えいたしま

す。

　全国高校総体の開催準備に当たっては、県知事を会

長として、部局長等を委員とする沖縄県実行委員会を

組織し、全庁体制で業務を推進しているところであり

ます。また、実務的な諸会議においては、関係する部

局職員に審議・検討をお願いしているところでありま

す。その他、競技施設の整備、大会の広報、行啓対応

等、さまざまな面で知事部局等の協力を得ながら進め

ております。

　次に、沖縄ろう学校の単独校としての存続について

お答えいたします。

　学校教育法が改正施行され、従来の障害種別の盲・

聾・養護学校は、複数の障害種に対応した教育を実施

することができる特別支援学校制度へと改められまし

た。

　複数の障害種に対応する特別支援学校を整備する場

合には、障害種ごとの教育課程や学級編制及び障害の

特性に応じた教室等の区分により、専門性の維持及び

安全性の確保に努めていきたいと考えております。現

在、保護者等との意見交換を継続しております。

　県教育委員会としましては、今後とも安全性や専門

性確保についての具体策を示し、保護者等との十分な

意見交換を行うことで不安や懸念の解消に努めてまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時31分休憩

　　　午後１時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　それでは土木建築行

政について、米軍基地内の公共工事における県内業者

の受注率についてお答えいたします。

　米軍発注工事における県内企業の受注率について

は、統計的資料等がないため把握しておりません。米

軍が発注する建設工事については、昨年度は２月13日

に土木建築部長が米軍に対し、県内企業への優先発注

の要請を行ったところであり、今年度も早い時期にボ

ンド制の緩和や建設工事の分離・分割発注による県内

企業への受注拡大について要請を行っていきたいと考

えております。

　続きまして、同じく土木建築行政についての、国関

係発注工事における県内業者の受注率についてお答え

いたします。

　沖縄総合事務局及び沖縄防衛局が平成20年度に発注

した公共工事における県内業者の受注率は、沖縄総合

事務局では、受注金額で48.6％、受注件数で 80.9％

となっております。また、沖縄防衛局では、受注金額

で69.2％、受注件数で 83.8％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　今後の抱負等について

お答えいたします。

　まず、当県における治安上の課題についてまず御説

明いたします。

　３点挙げられると思いますが、１点目は、犯罪抑止

についてであります。

　県内の治安情勢は、「ちゅらさん運動」など県民を

挙げた取り組みにより、刑法犯認知件数は平成15年か

ら平成20年まで６年連続で減少するなど一定の成果が

出てきております。しかしながら、平成21年５月末の

刑法犯認知件数は、前年同期比でマイナス175件と引

き続き減少傾向にあるものの、減少の割合は鈍化しつ

つあります。いわゆる下げどまりの兆候が認められま

す。同じことを続けているだけでは、減少はおろかリ

バウンドすら阻止できない時期が目の前に迫っている
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のではないかという心配であります。

　２点目は、少年非行問題についてであります。

　平成20年中の県内の不良行為少年の補導人員は、少

年人口1000人当たりで全国平均の約２倍もあるほか、

刑法犯少年に占める中学生の割合が全国一高いなど、

県内の少年非行は深刻な状況にあると考えておりま

す。根っこにおいて、暴走族の問題も重なり合うとこ

ろが大きいのではないかと思います。

　３点目は、飲酒運転についてであります。

　平成20年中の県内の飲酒運転に起因する交通事故件

数は、人口１万人当たりで全国第２位、特に死亡事故

に限りますと全国第１位というふうな数字になってお

ります。やはり飲酒運転は極めて憂慮すべき状況にあ

ると考えております。

　仕事柄、どうしても社会の負の側面と申しますか、

暗い面ばかり強調してまいりがちなわけであります

が、本県においては、ボランティアの皆さんの活動が

非常に活発であり、非常に意気込みがすごいものがあ

ります。そういった意味で、本県に大きな希望がある

といったことを付言したいと思います。

　このほかに、米軍構成員等による事件・事故や尖閣

列島に絡む領有権問題といった本県特有の治安上の課

題が存在しております。

　美しい自然と古きよき伝統を持つ沖縄を真に「安

全・安心な県」にするために、2800名の県警職員とと

もに知恵を絞り、汗を流し、これらの課題に対し的確

に対応していきたいと考えております。今後とも県警

察への御理解と御協力をお願いいたします。

　次に、暴走族の現状と対策についてお答えいたしま

す。

　県内の暴走族は、出身中学校単位に小グループで結

成され、毎年解散や新旧交代を繰り返している状況に

あります。本年５月末現在37グループ345人を把握し

ております。

　暴走行為は、主に那覇市、浦添市、宜野湾市などの

国道58号において、いわゆる期待族と呼ばれている暴

走行為を見に集まる者たちと携帯電話のサイトを利用

して、暴走場所や警察の取り締まり情報等を交換しな

がら、曜日を問わず深夜から未明にかけて繰り返され

ている状況にあります。１年前ですと、大体土・日に

集中していたんですけれども、最近はほぼ毎日という

ような状況でございます。

　本年５月末現在、暴走行為に伴う110番受理件数は

1366件で前年と比べ366件、21.1％減少しておりま

す。また、同じく本年５月末現在で、暴走行為で事件

送致した者は16グループ83人で、前年と比べますと２

グループ増加、検挙人員については同数となっており

ます。

　学職別で見ますと、無職が34人、41％と最も多く、

次いで学生が23人、27.7％、有職者が26人、31.3％と

なっております。学生23人のうち、21人が高校生とい

うことで高校生が突出しております。

　県警察におきましては、暴走族を根絶するため、警

察本部と警察署合同による白バイを投入した特別体制

による取り締まり、暴走行為が頻繁に行われている道

路での大規模検問、少年等の自宅や学校等訪問による

安全教育、加入阻止・離脱支援活動などの各種対策を

講じているほか、地域と一体となった「暴走族追放総

決起大会」の支援、期待族が蝟集する駐車場やコンビ

ニ等の管理者対策――期待族が蝟集しますので、そこ

に入らないようにということで駐車場やコンビニの管

理者にお願いしましてチェーンをしてもらうとか――

いろいろな措置を講じてもらっております。

　それから、警察官等で編成する安全学習支援隊を学

校現場に派遣しての安全授業などを行っているところ

であります。

　その結果、自治会や地域住民における暴走族排除機

運の醸成、あるいは中学生及び高校生に対する暴走族

加入阻止等の一定の効果が見られてきているところで

あります。

　県警察といたしましては、引き続き関係機関・団体

と連携し、暴走族の根絶に向けた取り組みを強化して

まいる考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　再質問を行います。

　まず初めに、知事公約の中で、小学校の30人学級に

ついてなんですけれども、１、２年生で実施している

ということなんですけれども、教育長、中学１年生の

30人学級もですね、実は非常に大事だというふうに聞

いておりまして、一気にできれば全小学校すべてやれ

れば一番いいんですけれども、中１の学力の問題も含

めて、30人学級は先にやった方がいいんじゃないかと

いう意見がありますが、教育長の見解をお聞かせくだ

さい。

　それから、知事の大事な公約がたくさんある中で、

毎回取り上げさせていただいているんですけれども、

できればもうそろそろ知事選挙も来年の11月ですの

で、具体的な達成見込み、状況も含めて具体的な達成

率も含めて示していただきたいということをこれは要

望にしておきたいと思っております。
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　ケビン・メアさんが今回日本部長に就任するに当

たって、期待しているという答弁をいただいたんです

けれども、この際ですから、訪米をするという予定も

あるということであるんですが、やはりケビン・メア

氏が日本部長に就任される前に、一度直接お会いして

沖縄の実態を率直に意見交換をして、沖縄側の声を直

接伝えることも大事じゃないのかと思いますが、その

件についてお聞かせください。

　高校総体の大会期間中の来県者ということなんです

けれども、３万6000人、これは選手、スタッフの皆さ

んということだったんですけれども、応援団とかその

他たくさん来るというふうに、もっと大きい数という

ふうに聞いていますが、そのあたりもう一度御答弁く

ださい。

　それから、発達障害についてですけれども、２月議

会でも与野党問わず多くの議員が質疑をしました。そ

の中で自民党の島袋大議員が非常に積極的に取り上げ

ていただいて、しまいには当局に対して怠慢じゃない

かという言葉も出るぐらい、私は真剣な姿勢だからそ

れぐらい厳しい表現だったんじゃないのかなというこ

とを率直に感じております。自民党の会派の皆さんで

先進地を全部見てきているわけですね。県も今取り組

みをしているんですけれども、やはり同じ子供ですか

ら、それぞれ行政の縦割りの中で対応してもなかなか

厳しいんじゃないかなと思っておりまして、先ほど部

局内で新体制をつくるということなんですけれども、

やはりいま一度具体的にどうするかというもう整理を

しないといけないんじゃないかなと思っています。

　その中で、何点かお聞きします。

　まず１点目は、乳幼児健診時での早期発見につい

て、発見をする率が低いということですので、そのあ

たりどのようにされるのか具体的にお聞かせくださ

い。

　それから、保育園、幼稚園等の職員が発達障害の気

づきの支援がしっかり行えるような職員研修が必要だ

と言っておりますが、私立幼稚園、それから認可外保

育園に対してもその対策もやるべきじゃないかと思い

ますが、その点もお聞かせください。

　それから、個別の教育支援の指導計画――これは教

育委員会だと思うんですけれども――本県の策定率は

どうなっているのかお聞かせください。

　さらに、同じ発達障害児の学童期における二次障害

として不登校があると言われているんですね。非常に

不登校になっている発達障害を持っている子供たちが

いるということですね、適応指導教室の県内の設置

数、課題があればお聞かせください。

　学童保育について何点か確認したいんですが、まず

先ほど大規模学童対策について今精力的に取り組んで

いることは評価したいと思っております。

　浦添市も既に４学童を分割してさらに４つ残ってい

るということで、ぜひとも補助対象外にならないよう

にお願いしたいと思っています。

　そのほかに私が課題として言っておりますので、私

が課題と思うのはまず公設公営、公設民営、全国の数

と、沖縄の場合の民設民営になっている数をまずお聞

かせください。

　それからあと１点は、今回放課後児童健全育成事業

の基準単価は、国の通達が遅かったということもある

と思うんですけれども、単価が県が国に対して低く

なっていると思うんですね。この基準単価がどうなっ

ているのか。それから、長時間開設加算の話をされた

んですけれども、国に対して県は今何％の予算になっ

ているのかお聞かせください。

　コザ児相については、一時保護所については特に答

弁は要りませんけれども、これはもう検討委員会の中

でも積極的にこれはもう設置した方がいいということ

を言っておりますから、具体的にどのように検討され

たのか、今後また聞いていこうと思っていますので、

どういう形でコザ児相に対して一時保護所を設置され

るのか、どう検討したのかということを今後示してい

ただきたいと思っております。

　さらに、土木建築行政について。

　知事、米軍基地内の米軍工事の発注工事について、

これはなかなか入手できないんですよ数字は、向こう

が発注する側ですから。ただ、向こうの建設業協会の

皆さんだったりいろんな方々からいろいろ勉強させて

もらうと、やっぱり課題としては、これまで３年前か

ら発注規模が大きくなってパフォーマンスボンドの価

格引き上げにより、地元企業は参入が難しくなってい

ると。そうすると、全部県外の大手中堅ゼネコンが発

注するようになっている現状があるので、今聞くとこ

ろによると、今年度中の工事も幾つか見込まれている

ということなんですけれども、このボンド方式も含め

て、もう少し分割して県内業者が参加できるように、

メアさんにもしお会いすることができたら、それも含

めてお願いをして、これだけの基地の重圧に苦しめら

れていて、なおかつ県外業者がその受注をするという

ことは問題じゃないかなと思っていますので、具体的

になかなか数字は出してもらえないんですけれども、

どれだけの工事があって県内業者が本当にそれができ

ないのか、これも確認していただきたいと思っており

ます。
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　聞くところによると、ハウジングの内装工事だった

り、県内業者ができる仕事ばっかりだと聞いています

ので、ぜひともやっていただきたい。発注規模が今何

棟も含めて発注するものだから、100億円とか150億円

の規模で発注するものだから、県内業者が100億円の

仕事をとろうと思ったら100億円のお金がないと参加

できないと言っていますから、これをもう少し分割し

てやれば、本当に県内業者のためになるんじゃないか

なと思っていますので、それについてお聞かせくださ

い。

　最後に、暴走族対策についてなんですけれども、本

部長、浦添の宮城に住んでいると思うんですけれど

も、暴走族が出たら積極的に見ていただきたいと思っ

ております。県警本部長、浦添ですから、これは住民

の皆さんが苦しんでいるんです。中には、本土から

引っ越してこられてせっかくここに住んでいるんだけ

れども、もうこれ以上は住めないということで県外に

また戻ろうかという意見も出ておりますので、率直な

感想も聞かせていただいて、どのようにこれ対策する

のかもう一度御見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時48分休憩

　　　午後１時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺議員の再質問の中で、

メア総領事へのサジェスチョンがいろいろございまし

た。

　私の考えは、先ほどの答弁で申し上げましたとお

り、沖縄の経験を生かして基地問題、その他沖縄とア

メリカとの関係をよくするように沖縄の経験を生かし

て頑張ってもらいたいという期待と希望ですが。

　あと今の御質問の中で、まず会ったらどうかという

ことと、それから米軍発注工事の件について要請をし

たらどうかと、これは御提言としてぜひ受けとめさせ

てください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　米軍発注工事関係の

再質問にお答えいたします。

　米軍発注工事につきましては、入札参加書類等がす

べて英文で書かれているということでありまして、こ

れについての翻訳ができる人が必要であると。また、

工事を進める中でも英語ですべてやりとりするという

ことで、そうした英語に堪能な方といいますか、そう

いった技術系も確保するということが必要であるとい

うふうに聞いております。

　それから一番大きいかと思いますが、履行ボンドと

いいまして、これは10万ドル以上の請負工事について

100％義務づけられるということであるようでござい

ます。この場合に、県内企業、資力はちょっと弱いと

ころがあるかと思います。そういうことから、信用を

取りつける方法とか、あるいはまた工事規模によって

100％ボンドじゃなくて、40％、50％とかそういった

ものも可能じゃないかということも情報として出てお

ります。

　そういったことも踏まえまして検討しましたら、沖

縄県の建設業協会等と関係団体と連携を図りながら、

その中についての課題等の問題解決について研究をし

ていきたいと思っています。

　また分離・分割発注することによって受注しやすく

なると思いますので、引き続きそれについても取り組

んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　暴走族の取り締まりに

関する決意表明ということだと思いますけれども、暴

走族の問題、今大きな問題が２つありまして、１つ

は、彼らも携帯電話を持っておりまして警察の動きを

逐一お互い連絡し合っているということで、逆に警察

が来ないとおもしろくないような場合になると、逆に

110番に電話してそろそろパトカーが来たらどうで

しょうかといった催促が来るような始末であります。

110番にかけて、要するにパトカーが暴走族を追いか

けるのがおもしろいといった期待族が実は大変多いと

いうことであります。

　２つ目は、暴走族自体がいわゆる刑罰の威嚇力につ

いて全く無感覚であるということです。再犯率の高い

ことからも明らかです。１回おきゅうを据えてもお

きゅうが余り効かないんですね。

　そういった状況の中で、警察の取り締まりもある種

の限界もありますけれども、ただ現場における鎮圧と

いうことはきちんとやっていかなければいけない。特

に、老人ホームとか病院であるとか、そういうところ

の近くは、やはり何が何でもあの爆音をとどろかせて

夜遅く走り回させるようなことはさせてはいけないと

いうふうに思います。

　ただ、鎮圧と検挙はちょっとなかなか両立はいたし

ません。け散らしになりますけれども、鎮圧というこ

とに当面そういった場所については優先してやってい
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きたいと思います。

　検挙については、正直申し上げて全部後ろのナン

バープレートをひっくり返していますので、後ろから

追っかけてもナンバープレートがわかりません。した

がって、人定が割れません。これは、かなり長い間、

いろんな形の情報を積み重ねて割り出すしかないの

で、かなり手間暇が要るような捜査になりますけれど

も、その捜査を地道にやって、幸いにして300数十人

という暴走族が割れておりますので、そこに対する個

別の、はっきり言ってそれは少年警察の分野になりま

すけれども、その対策を地道に続けていく形で、そう

いった暴走への参加を食いとめるといった活動もして

いかなければいけないと思います。

　そういう意味で、一つの事柄ではありますけれど

も、多面的にアプローチしていかなければならない状

況になっております。

　とりあえず夜眠れないというのは私も大変困ります

し、浦添の住民としてやはり暴走というのはちょっと

いかがなものかと危惧しておりますので、その点しっ

かりとやっていきたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。

　まず発達障害の中で、乳幼児健診への取り組みにつ

いての御質問にお答えいたします。

　現在は、市町村において３歳児を対象に集団方式に

よる健診等を実施しておりまして、その中で保護者が

記入した問診表に基づきまして、言葉や言語理解、精

神発達、社会性、自立性に対する質問や、保護者が気

になること、相談したいことについて確認し、その後

医師による診断等が行われ、それから診断終了後はス

タッフミーティングを行い、医師の判断や保健師と健

診に参加したスタッフが観察した中から、気になる子

について話し合い、要観察、要指導の子については、

保健師の方も来所相談等による支援、心理相談、親子

教室への紹介等を行っているところであります。

　しかしながら、市町村においての取り組みにばらつ

きがあるということと、あと１歳６カ月健診とその辺

の取り組みもまだ十分でない部分がございますので、

今後発達障害児・者支援体制整備計画や人材計画の中

で、きちんとした全県的に途切れのない支援ができる

ような形での取り組みができるようにしていきたいと

考えております。

　それから、保育園、幼稚園等認可を含めて、その職

員の研修についてという御質問ですけれども、21年度

から公立や私立保育園所長会議、または認可外保育施

設長会議の中で、発達障害者支援センター職員を講師

とした研修を行っております。

　今後は、発達障害児への支援につきましては、県・

市町村等との役割を明確にした発達障害者支援体制整

備計画や、人材育成計画の中で、個別にそれぞれの役

割を明確にしながら研修等につきましても取り組んで

いきたいと考えております。

　次に、学童保育につきまして、公設民営、民設民営

の全国と沖縄県との状況という御質問にお答えしま

す。

　本県の学童クラブの状況は、県内の公立の児童クラ

ブは14カ所で全体の約６％となっており、民立のクラ

ブは213カ所で約94％です。また、全国においては公

立のクラブが約１万4000カ所で全体の80％、民立のク

ラブが全体の17％というふうになっております。　

　続きまして、児童学童クラブの運営費につきまし

て、開設日数250日以上の平成21年度の県の単価は、

基準単価の方が平均して約99％となっております。長

時間加算につきましては、平日分が63.9％、長期休暇

分が63.7％というふうになっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　赤嶺議員の30人学級の中

学校１年生までの導入についてはどう考えているかに

ついての再質問にお答えいたします。

　30人学級の中学校１年生までの導入については、全

国を見ても30人学級を導入している県が少ない状況で

あります。

　導入に当たっては、他府県の動向や導入における効

果等を研究してまいりたいと考えております。

　次に２つ目、大会参加者以外の応援団については何

人の来県が見込まれるかについてお答えいたします。

　佐賀大会の資料によりますと、大会参加者以外の応

援団については、応援の部員や保護者が大会期間中、

約６万人程度来県したとの推計がされております。

　次に、個別支援計画についてお答えいたします。

　個別の教育支援計画については、障害のある要児童

生徒の一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点

から適切に対応していくという考えのもと、長期的な

視点で乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して

的確な支援を行う目的として策定をされております。

　本県においても作成が進められておりまして、幼・

小・中・高全体合わせまして県全体で43.2％の個別の
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教育支援計画を策定しております。

　次に、適応指導教室の数ですけれども、市町村11、

県立１、計12の適応指導教室が設置されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時５分休憩

　　　午後２時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　知事、メアさんの件については提言

じゃなくて、会う気はありませんかと、改めてもう一

度お聞きしたいと思っております。

　それから高校総体の件なんですけれども、実は旅行

社等の皆さんから聞くと、十二、三万人ぐらい来るん

じゃないかという話を聞いているんですね。その際

に、これは沖縄の観光産業にとっては非常に大事だと

思っておりまして、これは沖縄県に来る観光客のいわ

ゆるリピーターが約70％と言われているんですね。１

回来ると７割ぐらいは来ると。十二、三万人もし来る

としたら、これは今後の沖縄の観光にとって非常に大

事だと思っていますので、その位置づけとして知事の

高校総体に向けての決意をお聞かせください。

　学童クラブ、それから発達障害については、各部局

も含めて、特に発達障害については全庁的にやっぱり

示せるように、各親の会の皆さんとしっかり連携を

とって対応していただきますようお願い申し上げて終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺議員の再々質問にお答

えしたいと思うんですが、総領事に会う気はないかと

いう、ちょっと返答に困る議員からの御質問で、アメ

リカへ今度帰りますから別に会ってもいいんですが、

私、直接まだ、前に赴任してきて時期の一、二年、１

年強はしょっちゅうお会いはしていたんですが、その

後少し疎遠になっていますかね。ですが、これは一考

させてください。17日に彼は行くというのは聞いてお

ります。

　もう一つまたインターハイの件ですが、おかげをも

ちまして教育長を初めあらゆる分野の人々が大勢でこ

の大会を一生懸命、今、成功に向けて取り組んでおり

ます。そういうことでぜひこの大会を、私も責任者の

一人として、やっぱり沖縄でやってよかったという高

い評価が得られるよう、そしてまたその選手、関係

者、先生方も含め応援団、御家族、いろんな方がお見

えになります。ですから沖縄でやってよかったねとい

う評価が得られるよう、私も一生懸命頑張ってまいり

たいと思いますので、県議会の先生方の御支援よろし

くお願いいたします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　改革の会の平良です。

　一般質問を行います。

　先週の23日の慰霊の日、全戦没者追悼式に先駆けて

行われた平和祈願慰霊大行進に参加いたしました。

　平和のとうとさを語り継ぎ、南部の激戦地を慰霊す

る目的で、糸満市役所から平和祈念公園までの約7.5

キロ、真夏を思わせるような暑い一日でありました

が、二度とあの悲惨な戦争をしてはいけないことを、

一歩一歩改めて誓う行進であり、子供たちも、高齢者

の方も、車いすの方も、平和を願う気持ちは一つ。途

中、ケビン・メア在沖米国総領事が行進に参加してい

るところに遭遇し、遺族会の皆さん、一般参加者の皆

さんと一緒に歩くことは大きな意味があり、絶対に沖

縄の思いは伝わるはずだと感じていました。

　しかしながら、その後の式典に、例年参加している

遺族会会長の古賀誠選対本部長が不参加であり、後に

東国原宮崎県知事と会っていたのが判明したことに、

沖縄の戦後問題はもう終わっているのではないかと残

念に思いました。知事は、その件をどう感じていらっ

しゃいますか。

　それでも、南城市立大里北小学校の比屋根憲太君、

祖母から教わった平和の心をつづった「平和のいの

り」のうたは、目頭が熱くなるものでした。先人たち

の苦労があればこそ、今私たちが生きていられると。

憲太君に負けないように頑張らねばと、改めて決意を

する一日でありました。

　来年は、ぜひ多くの県議と一緒に歩きたいものであ

ります。

　では、質問に入ります。

　１点目、医療問題。

　茨、ドクターヘリについてですが、ア、島嶼県とし

ての重要性は大きなものがあり、多くの命を救ってき

た成果は多大な価値があると言えます。各県１機配備

体制が見直されつつあり、厚生労働省の公的資金によ

り運営されているドクターヘリ事業開始後、すぐに２

機配備体制をしいた都道府県もあり、たくさんの離島

を抱える本県、２機目のドクターヘリの必要性につい

てどう考えているのかお聞きしたい。

　イ、資金難のために昨年の７月から運休していたＮ
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ＰＯ法人「ＭＥＳＨサポート」運営の北部救急ヘリが

今月15日から再開いたしました。しかし、継続的な運

営費の確保はできていず先が見えない状態でありま

す。その対応支援策をどう考えているのかお聞きした

い。また、現在の浦添総合病院が運航するドクターヘ

リは、読谷村のヘリポートからの発進のため、北部地

域の国頭村、東村、大宜味村あるいは離島地域での救

命率を決定づける15分以内での治療開始は不可能な状

態であります。

　ウ、この際、奄美圏域の離島をカバーする意味で、

鹿児島県と一緒になった取り組みが考えられないか、

知事の見解を求めます。

　芋、次に、県立北部病院の産科・婦人科医師不足に

ついてであります。

　ア、24時間救急診療体制が３年８カ月ぶりに再開さ

れ安心したが、わずか３カ月で体制が崩れました。北

部病院の産科の現状をどう考えるか。

　イ、平成20年７月に名護市女性ネットワーク23団体

の代表で、北部病院産科・婦人科完全再開を求める要

請があった。その席上で、完全再開には医師５人が必

要であり、また小児科と産科は特別待遇にしていきた

いとの考えがあったが、その待遇はどうなっている

か。

　ウ、現在、北部病院は総合病院としての機能を果た

しておりません。均衡ある発展のため、医療格差をな

くすことが大事であります。県は、北部の県民の命の

重さをどう考えているのか、知事の見解を求めます。

　鰯、安田診療所再開についてでございますが、ア、

2007年に閉鎖された診療所が村営で再開する方針のよ

うであります。医療施設がない地元の不安を解消する

意義は大きい。これまで使っていた施設をそのまま活

用する意向だが、医療器具などは既に引き揚げている

ような状態であり、再開にはどうしても県の支援が不

可欠であると考えます。県としてどう考え、どう支援

していけるのか、知事の所見をお伺いいたします。

　２点目の環境行政。

　茨、ＰＣＢ処理についてですが、ア、住民より、野

ざらしに放置されているＰＣＢを含んだトランスの処

理についての苦情がありますが、トランスの回収の手

段・方法を教えてほしいと思います。

　イ、万全策を講じているのか、大変疑問に思われて

いるようであります。

　ウ、関係企業が責任を持って保管することになって

いるようですが、その実情をお聞かせ願いたい。実際

取り扱う関連企業はどのような種別があるのか。

　エ、今回の６月補正、経済危機対策への対応で、安

心・安全確保等の中にＰＣＢ適正処理化事業というこ

とで、県立学校等に保管されているＰＣＢを含んだ高

圧コンデンサの処分に要する経費で1200万円余が計上

されているが、その内容を説明してほしいと思いま

す。

　芋点目に、放射性廃棄物処理施設についてですが、

県内で建設の話があります。それは事実か。放射性廃

棄物処理施設について知事の所見をお聞きしたい。

　鰯点目、公共が関与する産業廃棄物管理型最終処分

場についてですが、ア、最近、候補地の住民の反対の

立て看板等が目立つようになっており、事業振興に対

し不安があるが、現在の取り組みの進瀧状況について

説明願います。

　イ、また、３地域の住民説明会は行ったのか、住民

の反応はどのような状態なのかお聞かせ願います。

　３、次に、地域再生制度についてですが、日本世論

調査会が実施した地域再生に関する全国調査の結果、

みずからが住む地域の将来に６割を超える国民が不安

を感じているとの回答がなされております。不安の主

要な理由は人口減少、高齢化の進展、地域経済の雇用

の悪化などであります。将来の不安は都市部よりも小

都市、町村でより深刻になっております。

　地方では高齢化は加速し、地域の人口は減少し、グ

ローバル経済の対応のおくれは地域経済を疲弊させ、

派遣切りや賃金カット、新規雇用減は現実となってお

り、今や大学２年生から就職活動を展開しないといけ

ない状態になっております。

　そのことを受け、内閣府は、地域の声を背景に各府

省の縦割りを越え、使い勝手のよい予算の仕組みを提

供、地域の人づくりの対応など地域のニーズに対応し

たメニューを用意して、意欲あふれた地域を応援して

いく地域再生制度を創設いたしました。

　以下の点をお聞きします。

　ア、地域再生制度の位置づけ、仕組みはどのような

ものなのか。

　イ、地域再生の具体的な事例、支援策を挙げてほし

い。

　ウ、地域再生事業に対する民間プロジェクトの課税

の優遇措置などはないか。

　エ、沖縄県での活用例はあるか。あればその効果に

ついて説明願いたい。

　４点目、観光行政について。

　茨、本部町水納島海浜利用と客引き行為について。

　ア、従来より業者間のトラブルによる観光客からの

クレームなどがあり、依然として解決には至っていな

い。一体、取り組みの現状はどうなっているのか。
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　イ、観光商工部、土木建築部、沖縄県警の連携は十

分にとられているのか疑問であるが、その見解を求め

ます。

　５点目、農業振興について。

　茨、沖縄振興計画における農業農村整備事業の計画

実績についてお聞きします。

　ア、多面的機能を生かした農山漁村の振興整備で、

田園空間整備事業の実施、進瀧状況はどうなっている

のか。

　イ、沖縄振興計画策定時の目標に対し、赤土等流出

防止対策施設整備事業の実績が上がらない原因は何

か。観光立県を推進する中で、海域への赤土流出の最

大の要因は、農地からの流出が大きいと言われている

中で事業の実施が進まないということでは困る。その

理由を説明願いたい。

　芋は取り下げます。

　６点目、松くい虫被害について。

　以前の答弁で離島被害はないと言っておりました

が、伊平屋村で確認され、駆除したようであります。

現在の離島への被害状況は確認されていないのか、今

後の離島を含めた対策方を聞きたい。

　７、教育行政について。

　茨、名桜大学の公立大学法人化に向けての対応につ

いて伺います。

　ア、公立法人化のメリット・デメリットは。

　イ、公立大学法人化までのスキームはどうなってい

るか。

　ウ、名桜大の公立大学法人化の必要性について、そ

の見解をお聞きしたい。

　芋、次に、親族間の事件件数から見る教育のあり方

についてですが、ア、平成20年度の警視庁犯罪情勢の

中から、殺人の被疑者と被害者との関係別検挙件数を

見てみると、実に親族が49.8％と半数近くあり、また

親子間の数字は24.6％にも上ります。さらにびっくり

したのは、沖縄県の平成20年度の統計では、親子間が

44.4％で、親族間になると72.2％にも上ります。幼児

教育からの抜本的な教育崩壊と言われても仕方がない

が、教育長の見解をお聞きしたい。

　鰯点目に、凡事徹底の取り組みについてですが、

ア、前教育長が意欲的に取り組んできた凡事徹底の取

り組みに対する教育長の見解をお伺いしたいと思いま

す。

　８、警察行政について。

　茨点目、鹿児島県との災害協定について伺います。

　平成18年１月25日、奄美諸島での災害を想定して、

沖縄県警と鹿児島県警は住民救出などに迅速に対応す

るために、県域管轄を超えた災害協定を結んだようで

あります。奄美諸島で災害が発生した場合、距離的に

近い沖縄県警にいち早く駆けつけてもらい、災害者救

出や救援物資搬送など支援を受ける協定と聞いている

が、以下の点をお聞きしたい。

　ア、奄美諸島及び公海上の災害協定の内容について

詳細の説明を願います。

　イ、初動救助に対し大幅な時間短縮になると思う

が、それぞれの各島々までの鹿児島からの所要時間、

沖縄からの所要時間を示してほしい。

　ウ、奄美圏域でのこれまでの出動実績はあるか。

　エ、同じような災害協定を結んでいる都道府県があ

るか。

　オ、県警察として災害時支援に対する見解を伺いま

す。

　芋点目に、右折、左折矢印信号表示廃止による交通

渋滞についてでありますが、以下の点をお聞きしま

す。

　ア、最近都市部において、交差点における矢印信号

表示灯が撤去されているがなぜか。

　イ、タクシー運転手に聞いてみると、以前より渋滞

の度合いが大きくなっていると言っていた。交通渋滞

に拍車をかける行為にならないか。

　ウ、県内全域に及ぶものとなるのか。

　鰯点目に、昨年12月に起きた金武町伊芸区の被弾事

故の捜査状況についてお聞きします。

　事件から半年も過ぎたが、いまだ全面解明がされて

いない。国会での対応、県警の対応姿勢に対し、地元

は怒りをあらわにしております。

　以下の点を聞きます。

　ア、以前、県警の担当の記者会見で、ライフリング

マークいわゆる線条痕についての確認ができないとの

発言があったが、それは事実か。線条痕がないなら、

ライフル銃以外の重機関銃の可能性があります。

　イ、機銃はライフル銃なのか、徹甲弾なのか、県警

の説明を求めます。

　ウ、これまでの捜査進瀧状況について伺います。

　エ、県議会の抗議決議に対する５月12日付駐日米国

臨時代理大使からの書簡で、事件発生日時の差異な

ど、海兵隊の実弾射撃訓練とのかかわりを否定してい

るが、沖縄県警の見解を賜りたいと思います。

　９、我が会派の代表質問との関連について。

　豊崎プロジェクトの土地開発公社との契約保証金問

題ですが、やむを得ない事情で契約を解除したにもか

かわらず保証金が返還されないことは、民法第１条の

２項「信義誠実の原則」、また民法第543条「履行不
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能による解除権」の立場からおかしいと思います。契

約者の責めに帰すことができない理由による契約解除

であることから、保証金の返還をすべきと思うが、民

法上の観点から見解を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良昭一議員の御質問に答

弁させていただきます。

　農業振興に係る御質問の中で、田園空間整備事業の

実施状況についてという御質問にお答えいたします。

　田園空間整備事業では、都市との交流による農村の

活性化を目的に、地域の伝統・文化を生かした各種交

流施設を整備しております。

　沖縄県では、南城市において「稲作発祥と湧水の

郷」をテーマに、平成12年度から17年度まで水田復元

などを行っているところでございます。また、本部町

及び今帰仁村では「水とふれあう里づくり」をテーマ

に、平成15年度から21年度まで湧水源や棚田の復元な

どを行っております。さらに、多良間村におきまして

は「八月踊り」に代表される伝統・文化の継承・発展

をテーマに、平成20年度からコミュニティー施設等の

整備に着手したところであります。

　沖縄県としましては、今後とも市町村と連携し、伝

統・文化を生かした農村地域の活性化に取り組んでま

いりたいと考えております。

　次に、松くい虫に係る御質問で、松くい虫防除対策

についての御質問にお答えいたします。

　伊平屋村におきましては、平成９年度に松くい虫被

害が発生しておりましたが、徹底防除の結果、それ以

降は確認されておりません。現在、離島における松く

い虫被害は、北大東村、南大東村で発生しております

が、他の離島では確認されておりません。

　松くい虫防除対策につきましては、保安林等の保全

松林や幹線道路周辺において伐倒駆除及び樹幹注入等

を実施いたしております。また、松材の移動規制によ

ります侵入防止対策や抵抗性松の育成、天敵昆虫によ

る防除技術の開発など、総合的な対策を講じていると

ころでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療問題について

の中の、ドクターヘリの２機目の必要性についての質

問にお答えいたします。

　本県におけるドクターヘリは、沖縄本島全域と本島

周辺離島を運航範囲としており、県内人口の92％をカ

バーしております。

　ドクターヘリの複数配置については、平成20年８月

末にまとめられた厚生労働省のドクターヘリ導入促進

検討会の報告書において、運航実績等を評価した上

で、段階的に効率性等を十分に分析の上、中長期的な

配備計画の中で検討を行うことが適当であるとされて

おります。

　本県のドクターヘリも運航を開始したばかりであ

り、１機目の運航状況等を踏まえて今後研究させてい

ただきたいと考えております。

　次に、北部地域の民間ヘリ救急に対する支援につい

ての御質問にお答えいたします。

　ドクターヘリ事業に対する国の補助は、救命救急セ

ンターであることが要件となっており、北部地域で再

開された民間救急ヘリについては、国庫補助の対象に

は該当しないものと判断されます。

　国庫補助事業においては、県負担分の２分の１を特

別交付税が措置されることになりますが、２機目の導

入については、１機目の運航状況等を踏まえて今後研

究させていただきたいと考えております。

　次に、奄美圏域を対象にすることについてにお答え

いたします。

　現在、県が補助事業として行っているドクターヘリ

事業では、平成20年12月１日の事業開始から平成21年

６月16日までの搬送実績153件のうち26件は鹿児島県

域からの搬送であります。

　鹿児島県からの依頼を受けて、与論島及び沖永良部

島の急患をドクターヘリで沖縄県内の医療機関に搬送

しております。

　次に、安田診療所再開への支援についてお答えしま

す。

　安田診療所の再開について、県としましては、１次

医療の責務を担う国頭村の主体的な対応を見守ってき

たところであります。今回の診療所の再開は、同村が

住民の要請に対してこたえたものと理解しておりま

す。

　今後、安田診療所の設置や運営について、国頭村に

対し適切に助言し協力していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　医療問題についての

御質問の中の、北部病院の産科の現状についてにお答

えします。
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　北部病院の産婦人科については、これまでの４人体

制から３人体制になったことに伴い、去る５月から夜

間・休日の救急診療を制限しております。そのため、

大学医局への働きかけや人的ネットワーク等これまで

の取り組みに加え、産科婦人科学会のホームページに

医師募集の案内を掲載するなど、早期に24時間体制の

救急診療が再開できるよう医師確保に努めているとこ

ろであります。

　続きまして、小児科と産科の特別待遇についてにお

答えします。

　全国的にも医師不足が指摘されている小児科や産科

の待遇については、現在、福祉保健部において産科等

を専攻している後期研修医に対する医師修学資金貸与

事業を実施しております。

　病院事業局としては、産科医等の確保に対する支援

措置や専門医派遣事業等国の制度の活用を含め、小児

科・産科等の医師の確保に努めたいと考えておりま

す。

　続きまして、北部病院の機能の確保についてにお答

えします。

　北部地域において必要とされる医療を安定的かつ継

続的に提供することは、北部病院に課せられた使命で

あると考えております。そのため、医師を初めとした

医療スタッフの確保を最も重要な課題の一つとして位

置づけ、北部病院の機能が十分発揮できるよう、可能

な限りの取り組みをしているところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政についての

御質問で、ＰＣＢ含有トランスの処理方法、関連企業

等について一括してお答えいたします。

　沖縄県内では、電力会社や製糖工場、学校、病院な

ど175事業者がＰＣＢを含有するトランス等の廃棄物

を保有しております。

　これらのＰＣＢ廃棄物保管事業者は、「廃棄物処理

法」及び「ＰＣＢ廃棄物の適正な処理に関する特別措

置法」で、適正な保管と保管状況を毎年県知事に届け

出ることなどが義務づけられております。

　適正な保管方法としては、倉庫などの施錠できる場

所において不透水性床材を使用し、他の廃棄物が混入

しないよう仕切りを設置することなどにより、流出・

飛散防止を行う必要があります。

　県は、毎年、保管等に関する届け出が行われている

かどうかチェックするとともに、保管場所の現地調査

を実施し、不適切な状況が確認された場合は改善を指

導するなど、保管状況の把握・監視を行っておりま

す。

　次に、公共関与事業の進瀧状況と住民説明会につい

て一括してお答えいたします。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の立地候補地

につきましては、総じて厳しい意見が寄せられていま

す。

　県では、住民説明会の開催及び先進的な事例となる

県外処分場の視察の実施に向けて鋭意取り組んでいる

ところであります。

　処分場の整備に当たっては、地域との信頼関係を構

築することが重要であると考えており、関係自治体や

地域の方々の理解と協力が得られるよう努めていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、環境行政につ

いての御質問で、ＰＣＢ適正処理事業についてお答え

いたします。

　ＰＣＢ適正処理事業は、県立学校７校及び県立博物

館・美術館で保管されている高濃度のＰＣＢを含んだ

コンデンサの適正な処理を行うため、国が認可した施

設で処理を行うものであります。

　事業費は、収集・運搬及び処理に係る経費で1205万

2000円となっております。

　次に、教育行政についての御質問で、教育崩壊につ

いての所見についてお答えいたします。

　「童神」という沖縄の歌の中にもありますように、

子供は天からの恵みです。どの親も暑い夏の日は涼風

を送り、寒い冬が来れば懐に抱いて、生まれた我が子

を祈りを込めて育てております。

　子供にとって親とは、この世に生を受けたときから

無償の愛情を注いでくれる存在であり、すべての愛情

の原点であると思います。その絶対的な愛情関係で結

ばれている親子間でこのような痛ましい事件が起きて

いることに対し、教育に携わる者として大変憂慮すべ

き問題であると認識をしております。

　親族、親子間における重大犯罪をなくすためには、

何よりも親子間の愛情を醸成すること、人間尊重の精

神と生命に対する畏敬の念や人間として相手を思いや

る心を育てることが大切だと痛感しております。

　次に、凡事徹底の取り組みについてお答えいたしま

す。

　前仲村教育長が掲げたあいさつをする、靴を並べ

る、清掃をする、時間を守るなどの当たり前のことが
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当たり前にできる凡事徹底の取り組みは、学校教育や

家庭教育などあらゆる教育活動を通して推進されてお

ります。このことにより、子供たちの基本的生活習慣

の確立や規範意識の醸成が図られ、知育・徳育・体育

のバランスのとれた生きる力をはぐくむ上で大きな成

果を上げてきたものだと考えております。

　県教育委員会としましては、特に心の教育が重要で

あると考えており、引き続き凡事徹底の取り組みを教

育のあらゆる場で推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　環境行政について、

放射性廃棄物処理施設の県内建設及び知事の所見につ

いてという御質問に一括してお答えいたします。

　放射性廃棄物処理施設については、現在、原子力発

電環境整備機構が建設地の選定に当たっており、全国

の市町村を対象に公募を行っているところでありま

す。

　応募については、県知事の意見も求められますが、

県内の市町村で検討している市町村は現在ありませ

ん。

　県としましては、施設の建設については、市町村等

の動向を踏まえ対応していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　地域再生制度に関する御

質問の中で、地域再生制度の位置づけ及び仕組みにつ

いてお答えいたします。

　地域再生制度は、地域の活力再生を目的として平成

17年度に地域再生法に基づいて創設された制度であり

ます。

　この制度は、雇用創造や企業誘致などに関する具体

的取り組みを盛り込んだ「地域再生計画」を地方公共

団体が策定し、国の認定を受けることにより税の優遇

措置や交付金が受けられるなどの内容となっておりま

す。

　次に、地域再生制度の支援策についてお答えしま

す。

　地域再生制度の主な支援内容は、職場体験講習や専

門家による雇用セミナーの開催など雇用創造の活動支

援、企業誘致など会社による地域再生の活動支援、道

路や港、汚水処理施設の整備のための交付金などと

なっております。

　次に、地域再生制度における課税の優遇制度につい

てお答えします。

　地域再生制度では、「民間の力による地域再生」を

促進するため、地域再生に役立つ事業に対する投資に

ついて課税対象控除が受けられるなど、税制上の優遇

措置が設けられております。

　次に、活用例及びその効果についてお答えします。

　これまで沖縄県内では18件の地域再生計画が認定さ

れており、そのうち12件が雇用創造の活動支援関係事

業となっております。また、土地開発公社が先行取得

した土地の用途範囲拡大に関する計画が２件、その他

が４件となっております。

　その効果につきましては、市町村において人材育成

のための各種研修会、講座等が開催され、雇用の拡大

に寄与し、また、土地開発公社が保有していた土地の

売却が促進されたところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　観光行政について

の、水納島海浜における業者間のトラブルに対する取

り組みの状況についてお答えいたします。

　水納島海浜につきましては、海水浴シーズン中に北

部土木事務所が週１ないし２回の巡回・指導を行って

いるところであります。しかしながら、業者の行動を

常時監視することは極めて困難であることから、地元

本部町が関与することで問題解決を図ることができな

いか、本部町と協議しているところであります。

　続きまして、同じく観光行政についての、関係機関

の連携についてお答えいたします。

　水納島海浜については、これまでも沖縄県、本部

町、沖縄県警等が問題解決のために意見交換等をして

きたところですが、同海浜の安全・快適な利用と活性

化のため、本部町の呼びかけにより「水納ビーチ活性

化連絡協議会」の設立準備会が６月に開催されたとこ

ろであります。

　同協議会には、地元からは商工会、観光協会、自治

会が、それから沖縄県からは土木建築部、観光商工

部、沖縄県警が参加することとしており、県としては

問題解決に向け、同協議会において関係機関と連携し

て取り組んでいきたいと考えております。

　続いて、我が会派の代表質問との関連について、

「信義誠実の原則」と「履行不能による解除権」につ

いてお答えいたします。

　民法第１条第２項の「信義誠実の原則」は、一般に

社会生活上一定の状況のもとにおいて相手方の持つで

あろう正当な期待に沿うように一方の行為者が行動す
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ることを意味するものです。

　この原則のもとで契約当事者は契約を履行すること

になりますが、契約後に売り手である債務者が履行不

能になった場合に、民法第543条の「履行不能による

解除権」に基づき買い手である債権者は契約を解除す

ることができるものであります。

　今回の沖縄県土地開発公社の住宅用地の土地売買契

約の解除事例においては、売り手である公社は履行不

能にはなっておらず、民法第543条は適用されず、買

い手の土地代金の支払いが困難等となったことから、

任意に公社に対して契約解除の申し入れが行われ、契

約に基づき支払い済みの契約保証金が公社に帰属した

ものであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業振興で、赤土等

流出防止対策の整備実績についてお答えします。

　農地からの赤土等流出防止対策としては、土木的対

策として、水質保全対策事業等により圃場勾配の修

正、沈砂池等の整備を行っているところであります。

平成20年度までの実績は5252ヘクタールで、平成23年

度までの整備目標１万2300ヘクタールに対し42.6％の

達成状況となっております。

　達成状況の低い要因としては、圃場勾配修正等の整

備に係る単位面積当たりの事業費が高いこと、施設用

地の取得に時間を要していることなどによるものであ

ります。

　このような状況を踏まえ、国は、平成20年度から低

コストで効果のある土層改良工や暗渠排水工の施工の

制度拡充を行っております。

　県としては、現在、この工法等を活用し、赤土等流

出防止対策の目標達成に向けて取り組んでいるところ

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　教育行政に係る質問のう

ち、名桜大学の公立大学法人化のメリット・デメリッ

トについてお答えします。

　一般的に公立大学法人化は、設立団体である地方公

共団体の施策と連携した教育・研究が実施できるなど

メリットがあると言われております。

　具体的なメリット・デメリットにつきましては、学

校法人名護総合学園と設立団体となる地方公共団体に

おいて、大学の運営や財務面の分析など十分に検討す

る必要があると考えております。

　次に、法人化までのスキームについてお答えしま

す。

　名桜大学は学校法人が設置する大学であり、設置者

を公立大学法人とするためには、まず設立団体となる

地方公共団体において公立大学法人の定款と出資等に

ついて議決をし、県知事に申請して公立大学法人の認

可を受ける必要があります。また、並行して学校法人

の解散と設置者の変更について、学校教育法及び私立

学校法に基づき文部科学大臣の認可を得る必要があり

ます。

　次に、必要性についてお答えします。

　少子化の進行など社会経済情勢の変化により私立大

学を取り巻く環境は厳しい状況にあると認識しており

ますが、名桜大学の運営形態を公立大学法人とする必

要性につきましては、学校法人名護総合学園と設立団

体となる予定の地方公共団体において、そのメリッ

ト・デメリットを勘案の上、十分に検討される必要が

あると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　鹿児島県との災害協定

の内容についてお答えいたします。

　沖縄県警察と鹿児島県警察は、平成18年１月４日

に、奄美諸島において大規模災害が発生した場合にお

ける支援活動についての覚書を交わしております。

　これは、鹿児島県本土から遠隔地にある奄美諸島に

おいて、死傷者多数の大規模災害等が発生した場合、

警察法第60条に基づいて鹿児島県警察が奄美諸島と地

理的に近接する沖縄県警察に援助要請を行い、沖縄県

警察の支援のもとに、被害の拡大防止や救出救助活動

を迅速に実施することを目的に締結したものでありま

す。

　次に、鹿児島及び沖縄から各島々までの所要時間に

ついてお答えいたします。

　鹿児島県本土から最も遠い与論島までの所要時間

は、警察用航空機、――これはヘリコプターですが

――ヘリで鹿児島空港から約３時間かかるのに対しま

して、那覇空港からは約35分、警察用船舶では、鹿児

島港から約９時間20分かかるのに対し、本部町渡久地

港からは約１時間30分となります。

　また、鹿児島県本土と沖縄本島とのおおむね中間に

位置する奄美大島までの所要時間についても、警察用

航空機、ヘリコプターでは、鹿児島空港から約１時間

50分かかるのに対しまして、那覇空港からは約１時間
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40分、警察用船舶では鹿児島港から約６時間かかるの

に対しまして、同じく本部町渡久地港からは約５時間

となります。

　次に出動実績について、これまで鹿児島県警察から

の本覚書に基づく援助要請がなされたことはありませ

ん。幸いにしてこれまでに大規模な災害が発生してい

ないということであります。

　次に、同様な災害協定を結んでいる都道府県につい

てお答えいたします。

　本県以外で大規模災害発生時における相互協力を締

結している例は、平成17年12月27日に締結された長崎

県警と福岡及び佐賀両県警察間の覚書があることを承

知しております。

　次に、災害時支援に対する見解についてお答えしま

す。

　大規模災害等が発生した場合、被害の拡大を防止

し、一人でも多くの人命を救出救助するためには迅

速・的確な初動対応が求められます。

　多くの離島を抱える両県警察が管轄を超えて相互に

支援活動を行うことは初動対応上、極めて重要である

と認識しております。

　次に、右折、左折矢印信号表示廃止による交通渋滞

についてお答えいたします。

　矢印信号については、これまで右折、左折専用車線

がない直進と右折、左折の車線が混在する交差点にも

交通渋滞対策として設置しております。しかし、右

折、左折専用車線がない道路の場合、前方に停車した

直進車が後続車に進路を譲るため、停止線を越え交差

点内に進入することにより交通事故の危険性が高まる

こととあわせて、直進するため停車中に後方の左折車

両からクラクションを鳴らされトラブルになったとい

う多くの県民や観光客から意見が寄せられており、こ

うした交通事故やトラブルの未然防止を図る必要から

見直しをすることとしたものであります。

　次に、渋滞に拍車をかけているのではないかという

ことでありますが、今回の見直しで若干の渋滞は認め

られますが、交通事故やトラブルを未然に防止するた

め、見直しは必要であると考えております。

　次に、見直しが県内全域に及ぶのかという点につき

まして、現在、県内に2013基の信号機が設置されてお

りますが、そのうち今回の見直しの対象となるのが、

左折の矢印信号が33カ所、右折の矢印信号が40カ所の

計73カ所で、信号機全体の3.6％について見直しを行

うこととしており、うち13カ所については、既に見直

しを実施しております。

　県警察といたしましては、今後とも道路における危

険を防止し、交通の安全と円滑を図るため、道路管理

者と協議しながら必要な対策を実施する所存でありま

す。

　次に、金武町伊芸区における流弾事案の捜査状況に

ついてお答えいたします。

　初めに、ライフリングマーク――いわゆる線条痕と

言われるものでありますが――発見されたのは弾芯、

いわゆる弾丸の芯の部分であり、同部分には線条痕

（ライフリングマーク）はもともと刻印がされないも

のであります。

　次に、ライフル銃なのか、徹甲弾なのかについてで

ありますが、鑑定では、ライフル銃でも徹甲弾でもな

く、機関銃で使用される「Ｍ33ＢＡＬＬ50口径の弾芯

と同種のものである」との結果が出ております。

　次に、捜査の進瀧状況についてお答えいたします。

　県警察では、事案の認知直後から発生現場の実況見

分、関係者からの事情聴取、弾丸の鑑定等所要の捜査

を行ってきたところであります。また、発見された弾

丸様のものが、米軍が使用している弾丸の弾芯と同種

のものであることや、発見現場が米軍演習場の近くで

あることなどから、米軍側と連携しつつ所要の捜査を

行ってきたところであります。

　さらに、基地内での現場調査、米軍関係者からの聞

き取りなどを米軍に申し入れているところであり、今

後とも鋭意捜査を継続し事案の解明を図っていくこと

としております。

　次に、駐日米国臨時代理大使からの書簡で、米軍の

訓練とのかかわりを否定していることについて見解は

どうかについてであります。

　同書簡は、事案が発生したとされる日時には米軍の

実弾演習は行われていなかったとしつつ、弾道解析結

果から、跳弾として流出する確率は極めて低いとして

いるものと承知しておりますが、県警察としては、発

見された弾芯が米軍が使用しているものと同種である

こと、発見現場が米軍演習場の近くであることなどか

ら、米軍側と引き続き連携しつつ、事案解明のための

捜査を継続しているところであります。

　なお、県警察は、現在、米軍の報告書の結論の根拠

としている事項について米軍側と協議等を行っている

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　まず、ドクターヘリの件ですが、こ

れまで実績、必要性がこれだけ実績として上がってい

るのにまだ１機目の状況を見てからという考えなの
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か。奄美圏内までをカバーするようなことで、鹿児島

県との協定を結びながらやったらどうかという提言で

ありましたけれども、奄美圏内でも26件の搬送をして

いるということでありまして、先ほどの沖縄県警と鹿

児島県警の災害協定と同じように、当然医療協定を結

んでもいいものだと思います。それだけ私たち沖縄県

と鹿児島県は特殊な地域であると、島嶼県であるとい

う共通の点がありますので、そういう面では２県で要

請等もすればかなりの説得力が国に対してもあるん

じゃないかと思いますが、その辺の考えを知事にお聞

きしたいと思います。

　それと、県立北部病院の産科・婦人科の医師不足で

ありますけれども、これは安心して子供を産めないで

はなく、このままだと子供をつくることができない状

況になってしまいます。若い夫婦にとっては、まさし

く医療格差であると言っても過言ではございません。

北部地域からの人口減少、人口流出につながり、県土

の均衡ある発展にはならないと思います。

　県が政策的に支援していかなければ、もう病院事業

局長の範囲を超えているものだというふうに私は認識

しておりますので、改めていま一度この対応、改善策

の見解を求めたいと思います。

　それと、安田診療所の件でありますけれども、この

点は村営で再開するというのは改めて地域住民の思い

を県に伝えようという意向なんですよ。それに十分な

支援策を行っていけるかどうか、これからが県の考え

ることだと思いますので、その点を北部東海岸の交通

の便が悪い地域でどうしても必要だという認識を持た

れているかどうか、いま一度お聞かせ願います。

　それと放射性廃棄物処理施設についてですが、全国

で公募をしているということでありますけれども、先

日業者がある離島村に来て、説明を受けておるような

ことが本会議の議事録の中にも残っております。そう

いう面では、沖縄県に対してその業者が来ているとい

うことは事実でありますので、知事のはっきりした考

え方をお聞きしたいと思っております。

　それと水納島の問題、もうこれは５年も前からの問

題であります。何の進展もない。そしてまた、対応の

一貫性がないということであります。地元もその対応

にはとまどっておりまして、特に土木建築部の港湾課

の努力が全く見えない。先ほど部長の話では、「水納

ビーチ活性化連絡協議会」設立に向けた準備会があっ

たと申しましたけれども、６月11日に行われておりま

す。そのときに一番肝心の港湾課が出席していない。

呼びかけ人は港湾課であったと伝えられておりますけ

れども、いま一度その辺の見解をお願いいたします。

　それと、赤土等流出防止対策施設整備事業でありま

すけれども、これは目標数値にはるかに届いていない

のは、最初から事業費の配分が少なかったんではない

かと私は思っておりますけれども、観光立県として海

のきれいさが一番の我々の自慢でありますので、そう

いう面では畑地からの赤土流出に対しては大変気に

なっているものでありますので、いま一度その辺の考

えをお願いします。

　それと豊崎プロジェクトの問題。

　100％出資の外郭団体であります。公共の公社が行

うべき対応とはとても思えません。弱い立場の方をさ

らにどん底に突き落とすような行動は県民の理解、納

得は得られないものだと思います。

　私は、民法上の基本原則「信義誠実の原則」、そし

て「事情変更の原則」、あるいは民法第543条のただ

し書きを私は言っているわけです。このただし書きの

件は、いわゆる履行の定めを契約書にうたっていたと

しても、民法上の観点から契約者の責めに帰すべき行

為ではないということが明らかになっているわけで

す。その辺を私は言っておりますので、いま一度その

条文に関しての対応、答弁をお願いしたいと思ってい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時３分休憩

　　　午後３時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ドクターヘリの件

で、再質問にお答えいたします。

　鹿児島県との協定についての御質問についてですけ

れども、ヘリコプターの運航距離との関係で、現在可

能な範囲で協定を結んでおります。

　鹿児島県においてもドクターヘリの導入を検討して

おりますので、その状況も踏まえて協力できるものは

今後とも協力していきたいと考えております。

　次に、安田診療所への支援についてでございます

が、安田診療所の再開につきましては、１次医療の責

務を担う国頭村の主体的な対応を見守ってきたところ

であります。

　今後、村立として再開した場合の補助事業について

でございますが、診療所等の補助事業は市町村立の直

営の診療所に対して、国の補助金交付要綱に基づいて

算出された設備整備費や運営費について、国及び県が

補助する事業がございます。

　なお、平成18年度の県立安田診療所の患者数の実績
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に近い竹富町立の補助額から見ますと、国頭村の負担

はほとんど生じないものと思われます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　北部病院の産婦人科

医師の確保についての再質問についてお答えしたいと

思います。

　北部病院の産婦人科医の確保は、大変重要な課題と

してとらえておりまして、その医師の確保に努力して

いるところでございます。

　先ほどは、大まかな医師確保の私たちの取り組みに

ついて述べましたけれども、今回はもう少し詳しく述

べてみたいと思います。これだけ私たちが努力をして

いるということを御説明したいと思います。

　まず最初にやっていることは、県内外の大学医局へ

の働きかけでございます。それから、人的ネットワー

クによる医師の確保を図っております。また、病院事

業局、各県立病院にホームページがありまして、それ

で医師の募集を行っております。さらに、後期研修医

を育てまして、５年次から７年次の医師を養成し、県

立病院の配属を考えて行っております。さらに、専門

医派遣事業などを実施して医師の確保に努めておりま

す。これはいずれも病院事業局がやっていることでご

ざいますけれども、それ以外に福祉保健部では、沖縄

県離島・へき地ドクターバンク等支援事業を実施し、

さらに奨学金制度による県内勤務医師の確保事業を

行っております。

　以上のようなことに加えまして、さらに今年度から

は国の経済危機対策臨時交付金の活用による病院事業

局としては、地域離島医療確保モデル事業を行う予定

でありまして、福祉保健部ではまた別に地域医療再生

計画による医師確保事業というものを今年度から予定

しております。

　以上のような努力をして私たちは一生懸命産婦人科

医師の確保に努めております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　再質問にお答えしま

す。

　環境行政について、放射性廃棄物の県内施設等につ

いてお答えします。

　現時点で、全国で応募している市町村は１カ所もな

いと聞いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　水納島の件について

の再質問にお答えいたします。

　港湾課はなぜ呼びかけ人になっているのに参加しな

かったかというふうな趣旨の質問だったと思います。

　当水納ビーチの活性化連絡協議会というのは、本部

町の呼びかけによって会議がなされたものでございま

す。６月17日でございます。その当時、港湾課も出席

する予定でございましたけれども、当日、緊急な用務

が発生したために参加しておりません。

　しかしながら、土木建築部としましては、水納港を

所管する北部土木事務所の職員が出席していること。

また、港湾課と本部町は会議前日までに当該準備会の

議事等について意見交換をしておりますので、問題解

決について強い意思を持つものであります。決して消

極的であるということではございませんので、御理解

賜りたいと思います。

　それから豊崎の件でございますが、繰り返すようで

ございますが、今回の件につきましては住宅用地の土

地売買契約の解除事例でございますが、これは売り手

である公社は履行不能になっておりません。ですか

ら、民法第543条に適用されないということでござい

ます。

　そういうことでございますので、契約解除は買い手

からはできないということでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質問にお答えしま

す。

　赤土対策の事業費予算が少なかったのではないかと

いう御質問にお答えいたします。

　赤土等流出防止対策における水質保全対策事業の実

施予算の確保につきましては、実施状況を見ながら国

と調整を行っているところでございます。

　しかしながら、施設用地の取得に時間を要している

ことなどがございまして、おくれている状況にありま

す。

　今後はしっかり国と調整しながら予算の確保に努め

てまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　ドクターヘリの件ですけれども、鹿

児島県との医療協定を結んで、島嶼県である複雑さを
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ぜひ２つの県で国等に要請すれば、厚生労働省の公的

資金も何らかの形で変わってくるんじゃないかなと、

そういう観点からぜひ両県で要請をしてみてはいかが

かということをお聞きしているわけでありまして、そ

の辺をお願いします。

　それと、放射性廃棄物処理施設、業者は沖縄県に来

ているわけです、明らかに。その点で県としての考え

方を伺っているつもりでありますので、再度お願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ドクターヘリに関

しての再々質問にお答えいたします。

　鹿児島県との協定ということでございますが、先ほ

ども申し上げましたように、ヘリにつきましては運航

距離との関係でどうしてもカバーできない部分がござ

います。そういうことで、現在についても運航可能な

部分については協定でもって協力をしております。

　今後、鹿児島県のヘリとかそういう導入の状況等を

情報交換しながら、今後協力できる分は今後とも協力

していきたいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　放射性廃棄物処理施

設の再々質問にお答えします。

　最初にお答えしたとおり、県としましては施設の建

設については、市町村の意向等も踏まえて対応してい

きたいという考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　ほとんどの方が所見で暗い話をされ

るので、明るい話をしようかなと思ったんですけれど

も、100周年の話をちょっとやっぱり触れないといけ

ないなと思いまして、この議会100周年、100年前はヤ

マト世だったんですよね。ヤマト世からそしてアメリ

カ世になったのが64年前。それで、64年から37年たっ

てまたヤマト世になってきた。

　それで、今からちょっと触れたいのは、ヤマト世か

らアメリカ世になったときの話なんですよ。これ石川

での話なんですけれども、皆さんよく御存じだと思い

ますが、小那覇舞天さんという方、御存じでしょう

か。もう山内さんなら地元だから。

　この小那覇舞天さん、実は照屋林助さんの師匠でご

ざいまして、戦後間もないから、あたりは焼け野原。

それで掘っ立て小屋がぽつぽつぽつぽつできているわ

けですね。そこで夕方になりますと、この小那覇舞天

さんは歯医者さんです、すごい歯医者の方だったらし

いんですよ。

　何かと言いますと、当時は多分歯医者の器具もな

い。かなり麻酔を効かしたりというよりも、ペンチと

歯カカジヤーぐらいしかなかったんじゃないかなと思

うんですよ。

　そんなときに、どこに行きたいの。舞天先生のとこ

ろに行くって、みんな舞天先生のところに歯を見せに

行く。そうすると、歯を抜かれるのは痛いから、舞天

先生は踊ったりして、歌ったりして、笑わすんです

ね。子供は、ワハハハハハと笑っているすきに歯をぴ

しっと取りよったらしいんですよ。これはもう名人芸

だったと。

　その舞天先生が夕方、歯医者の治療を終えた後、外

に出て行って、林助、マジュンアッチュンドーという

ことで掘っ立て小屋に明かりがともるじゃないです

か、一軒一軒どこともなしに、コンコンコン。中から

出てきて、ヌーヤイビーガヤー、グスージサビラ。お

祝いしようよ。

　戦後間もないということは、家族の中で亡くなった

人たちがたくさんいるときに、お祝いしようよ。そう

したらそこのおうちにいた人が、何でお祝いできる

ね、親戚も死んでるし、家族も死んでるのにお祝いで

きるわけないでしょう。イチヌクタルスージサビラ、

生き残ったお祝いをしよう。みんなと一緒になって

ウッチントゥーしていたらだめだよと。歌ったり踊っ

たりしてこの沖縄を盛り上げていかないといけないん

じゃないかということで、歌ったり踊ったりして慰問

して回ったのが有名な「命のお祝い」。これ、全国的

にも知られています。

　この100周年のいろんな資料を調べてみて、この世

ガワイのはざまでやっぱりこの歌とか芸能がですね、

やっぱりウチナーンチュの心を相当励ましている。今

この沖縄には何千、何百という芸能がいまだに息づい

ているという、毎回僕はその紹介をさせていただいて

いるんですが、言いたいのは何か。僕らは余りにもそ

れを身近に感じ過ぎてそれをありがたく思っていない

ところがちょこっとあるんではないかと。灯台もと暗

しではないかなという感じがしているんですね。

　だから僕らは、その歌と芸能に励まされたという歴

史をやっぱりしっかりと持ちながら、ちょっと文化的

な質問をさせていただきますので、聞いていただきた

いなと思います。

　さて、質問させていただきます。
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　まず１番目ですが、県内のプロスポーツに対する県

の対応について。

　去年ですね、琉球ゴールデンキングスが見事に優勝

いたしました。それもぶっちぎりの優勝でございま

す。

　そういう県内のプロスポーツ団体に対して、県はど

ういう支援をしているのか。どういうコラボレーショ

ンをしているのかというのをちょっと紹介していただ

きたい。

　２つ目です。

　来年の高校総体についてなんですが、茨に関しては

取り下げます。

　芋のボクシング競技についてちょっと質問させてい

ただきたいと思います。

　実は、皆さん御存じの方もいると思いますが、こと

しの早い時期だったんですけれども、Ｕ15、15歳以下

のボクシングの試合で、先天的に右手のひじから下が

生まれたときからないＫ君という子がボクシング大会

に出たんです。両方にグローブをはめてしっかりリン

グで戦って、結局彼は――私は見に行きましたけれど

も――ノックアウト勝ちしました。

　彼が今高校１年生。高校１年生で、彼の夢はイン

ターハイに出たい。ところがですね、やはりいろんな

関係機関からは、彼が出場できないというふうなお達

しが来たそうなんですね。

　これはどういう理由かと。後で再質問のときに紹介

させてもらいますけれども、県の教育委員会、教育

長、その事実を把握しているかどうかというのを伺い

たいということですね。

　次、３番。

　県立芸術大学について。

　茨、卒業生の就職率についての現状と課題を紹介し

ていただきたい。

　芋、学科再編の必要性について考えているかどうか

答えていただきたい。

　４番、東部海浜開発関連。

　茨、特別自由貿易地域について現状と課題をお聞き

したい。

　芋、新港地区について現状と課題をお聞きしたい。

　鰯、物流拠点としての現状と課題をお聞きしたい。

　允、東埠頭及び周辺インフラ整備についてお聞きし

たい。

　５、県の離島振興について。

　茨、県担当の役割と課題についてお聞きしたい。

　次６、国の農商工等連携事業計画について。

　茨、県の対応についてお聞きしたい。

　芋、県独自の多角的な事業展開をしているかどう

か。要するに、担当部局が３つも４つもダブって進行

させているプロジェクトがあるかどうか。これがもし

あるんでしたら紹介していただきたい。

　７、「国際サンゴ礁年」について。

　去年は「国際サンゴ礁年」だったんですが、沖縄県

でいろんなイベントが行われたと思うんですが、県の

評価と課題をお聞かせください。

　８、国際線ターミナルについて。

　茨、改築の必要性についてあるのかないのか、予定

があるのかないのかお聞かせください。

　９、世がわり400年について。

　これは僕はもう毎回ライフワークのように言ってい

るんですが、世がわり400年ってことしで終わります

からね。やっぱりこれは歴史的にも文化的にも他府県

との交流という意味でも、絶対にやらないといけない

イベントだと思っているんですが、県はその準備をし

ているかどうかお聞かせください。

　10、泡瀬ゴルフ場跡地利用についてお聞かせくださ

い。進瀧状況ですね。

　11、公契約について。

　茨、県の公共調達契約・公共事業契約・公共労働契

約の現状。

　要するにどういうことが言いたいかといいますと、

最近やっぱり契約もだんだんだんだん圧縮になってき

まして、やっぱり人件費が一番最初にカットされてい

くという。まともに人件費で計上しているんだけれど

も、契約書に。それを本当にそういうふうな人件費が

払われているかどうかというチェック機関が県の中に

あるのかどうかお聞かせください。

　芋、県独自の条例の制定について。

　要するに、今公契約、国の公契約基本法条例に向け

て各県でいろんな公契約に準ずるそういうアクション

が起こっているんですね。それを県はどの程度把握し

て準備をしているのかどうかお聞かせください。

　12、これは取り下げます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの玉城満君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時28分休憩

　　　午後３時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の玉城満君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。
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　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

いたします。

　第１に、県内のプロスポーツに対する県の対応につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　琉球ゴールデンキングスを初め県内プロスポーツ

チームの活躍は、県民に夢と希望を与えております。

　沖縄県では、県内のプロスポーツチームがホーム

ゲームで県の施設を使用する場合、施設使用料を減免

しておりますほか、広報活動等の支援を行っておりま

す。

　今後とも、県内外への情報発信を強化するととも

に、県が実施する観光プロモーションとの連携など、

県内プロスポーツを応援する機運の盛り上げを図って

まいりたいと考えているところでございます。

　次に、東部海浜開発に関係する御質問で、東埠頭及

び周辺インフラ整備に係る御質問にお答えいたしま

す。

　中城湾港新港地区の東埠頭は、平成22年度末に水深

7.5メートル岸壁３バースの供用を予定いたしており

ます。また、新港地区内の臨港道路は、平成20年度に

臨港道路７号線が県道16号線に接続しており、平成22

年度までに新港地区内のすべての臨港道路を供用する

予定であります。

　新港地区へのアクセス道路として、県道沖縄環状

線、具志川沖縄線を供用しており、さらに沖縄北イン

ターチェンジへのアクセス強化を図るため、現在県道

36号線の整備に鋭意取り組んでいるところでありま

す。

　これらの周辺インフラ整備により、新港地区への交

通アクセス機能が向上し、あわせて港湾機能が強化さ

れることから、新港地区への企業立地等が促進される

ものと考えております。

　次に、首里城明け渡し400年についてという御質問

に関連して答弁させていただきます。

　1609年の薩摩による琉球侵攻から400年の歴史的事

実に関連して、事業を実施することにつきまして検討

いたしているところでございます。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、来年開催の高

校総体についての御質問で、高校総体のボクシング競

技についてお答えいたします。

　現在、ハンディを持ちながらたくましくボクシング

競技に打ち込んでいる生徒がいることを承知してお

り、とてもすばらしいことであります。

　ボクシングは、こぶしで相手と激しく打ち合い、生

命の危険を伴うスポーツということもあり、その安全

性から競技を統括する連盟・協会の判断が尊重される

必要があります。

　高校総体におけるボクシング競技は、日本アマチュ

アボクシング連盟競技規則に準じて行われておりま

す。

　県教育委員会としましては、本人、保護者、指導者

等と競技団体が十分に話し合い、共通理解が得られる

よう促していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　県立芸術大学につい

ての御質問にお答えいたします。

　まず、卒業生の就職率に関する現状と課題について

お答えいたします。

　県立芸術大学のことし３月の学部卒業生121人のう

ち、就職希望者が60人で、そのうち就職した者が33

人、就職希望者に対する就職率は55％となっておりま

す。

　芸術系大学を卒業した学生の受け皿としての企業・

職場が少ないことが課題となっております。そのた

め、就職支援策として沖縄県キャリアセンターなど関

係機関と連携を図りながら、就職活動セミナーや個別

相談などを行っているところでございます。

　次に、学科再編の必要性についてお答えいたしま

す。

　県立芸術大学におきましては、その設置目的である

沖縄の芸術・文化の継承・発展と、それらを担う有為

な人材を育成するため、授業科目等の充実に努めてい

るところであります。

　芸大におきましては、現在、学内の教員を中心に

「沖縄県芸術大学改革推進委員会」が設置され、自主

的・主体的に改革への取り組みを行っているところで

あり、学科再編の必要性についても議論されていくも

のと考えております。

　また、芸大と文化環境部で組織する「沖縄県立芸術

大学連絡会議」を設置しており、大学を取り巻く現状

と課題について双方が共通認識を持ち取り組むことと

しております。

　次に、「国際サンゴ礁年」についてお答えいたしま

す。「国際サンゴ礁年」の評価についてお答えいたし
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ます。

　国際的な協力の枠組みである「国際サンゴ礁イニシ

アチブ」においては、サンゴ礁についての理解を深め

てもらうこと等を目的として、2008年を「国際サンゴ

礁年」とし、世界各地や日本国内でさまざまな取り組

みが行われました。

　県内におきましては、名護市や石垣市などでサンゴ

礁の保護に関するイベントやシンポジウム等が開催さ

れております。

　このような「国際サンゴ礁年」を契機とし、県内に

おけるサンゴ礁保全の機運がより一層高まったことか

ら、ことしもサンゴ礁写真展や音楽イベント等が継続

して開催されることとなっております。

　県としましては、今後ともサンゴ礁生態系の保全と

持続可能な利用について積極的に取り組んでいきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　東部海浜開発につい

て、特別自由貿易地域の現状と課題についての御質問

にお答えします。

　特別自由貿易地域については、これまでの企業誘致

活動の結果、平成21年５月末現在で分譲用地に６社、

賃貸工場に19社の合計25社が立地し、約450名の雇用

の創出があります。

　沖縄県としては、分譲価格が高いこと、本土市場か

ら遠隔で物流コストの負担が大きいことなどの課題を

踏まえ、分譲価格の減額制度、物流支援事業などに加

え、企業立地サポートセンターによる立地企業への日

常的な操業支援など、さまざまな取り組みを行ってい

るところであります。

　同じく東部海浜開発の、新港地区への企業の進出状

況等についてお答えします。

　特別自由貿易地域を除く中城湾港新港地区工業用地

は、平成21年５月末現在、分譲対象面積102.6ヘク

タールに対し97.1ヘクタールが分譲済みであり、分譲

率は94.6％となっております。同地域には94社が立地

し、約2100名の雇用の創出があります。

　次に、泡瀬ゴルフ場の跡地利用についての御質問に

お答えします。

　北中城村は、地権者の意向や住民の意見を踏まえ、

平成19年３月に「アワセゴルフ場跡地利用基本計画」

を策定しております。

　この計画において複合型商業交流施設ゾーンを設定

しており、昨年６月にイオンモールと琉球ジャスコ、

アワセゴルフ場地権者会の三者が出店に関する協定書

を締結しております。

　県としましては、この取り組みが法的に県との調整

を要することとなった段階で、まちづくり三法に基づ

き適切に対応してまいりたいと考えております。

　次に、公契約について、県の契約の現状についてと

の御質問にお答えします。

　県の物品調達につきましては、出納事務局におい

て、本庁で必要な文具類等を中心に物品調達基金によ

り集中調達を行っており、可能な限り県内業者に発注

するよう配慮しております。

　平成20年度の契約件数は1691件、金額は約２億1900

万円となっております。

　次に、公共工事の契約につきましては、「公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」など

や、労働者保護のための法制度等に基づき建設労働者

の賃金等が確保されるよう、建設業者に対し法令遵守

などの徹底を図っているところであり、最低制限価格

制度も導入しダンピング防止に努めております。

　なお、土木建築部においては、平成19年度から総合

評価方式を一部試行実施しており、評価項目には、ボ

ランティアによる地域貢献度も評価対象としておりま

す。

　同部における平成20年度の公共工事の発注件数は

1041件、金額は約556億9000万円となっております。

　また、総務部において契約を締結している庁舎等の

警備及び清掃業務委託につきましては、入札参加業者

に労働基準法、最低賃金法などの労働法規を遵守する

旨の確約書の提出を義務づけ、さらに最低制限価格を

設定して労働者に適正な賃金が支払われるよう配慮し

ております。

　平成20年度の契約件数は８件、金額は約１億5600万

円となっております。

　次に、同じく公契約について、県独自の条例の制定

についてとの御質問にお答えします。

　本県における公契約条例の制定につきましては、国

における公契約法の制定の動向を見守りつつ、適切に

対応していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　東部海浜開発関連に

ついて、物流拠点としての現状と課題についてお答え

いたします。

　中城湾港新港地区は、沖縄県における物資の円滑な

流通を確保する物流拠点としての役割を担っておりま
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す。しかしながら、当地区は、不定期の航路しかな

く、背後の立地企業で取り扱う貨物の多くが那覇港か

らの搬出入を余儀なくされております。このため、中

部地域の貨物を中心とした定期航路の就航へ向け、関

係機関と連携を図りながら取り組んでいきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島の振興についてに関

する御質問の中で、離島振興に関する県担当の役割と

課題についてお答えいたします。

　県は、離島振興を県政の重要課題と位置づけ、「沖

縄振興計画」及び「新沖縄県離島振興計画」に基づ

き、生活基盤の整備や交通・通信基盤の整備など、各

分野にわたる施策・事業について全庁的に取り組んで

いるところであります。

　また、離島振興の総合的な調整等を行う企画部にお

いては、内閣府と連携をしながら、地域資源を活用し

た施策等を実施するとともに、石油製品輸送等補助事

業などの県単補助事業を実施するなど、離島地域の活

性化を推進しているところであります。離島振興の諸

施策は各部局にまたがることから、効果的な推進を図

るためには、関係部局間の連携や国及び離島市町村と

の連携が重要であると認識しております。

　県としては、今後とも関係部局間の連携を強化する

とともに、国及び離島市町村と十分な調整を行い、離

島の振興を推進してまいりたいと考えております。

　次に、国際線ターミナルの御質問の関連で、国際線

ターミナルの改築の必要性についてお答えいたしま

す。

　国は、昨年10月に策定した「那覇空港ターミナル地

域整備基本計画」において、現国際線ターミナルの狭

隘化や老朽化に対応するため、固定スポットが多く、

旅客の利便性にすぐれたフィンガー方式による新ター

ミナルを整備することとしております。

　県としては、新国際線ターミナルの早期整備に向

け、事業主体の那覇空港ビルディング株式会社及び関

係機関と連携して取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　国の農商工連携事業

で、農商工連携に関する県の対応についてお答えしま

す。一括してお答えいたします。

　農水産物の高付加価値化を図るためには、生産から

加工、流通、販売まで一貫した対策を講じる必要があ

ります。このため、県としては、拠点産地の形成によ

る生産供給体制の強化、モズク、紅芋、ゴーヤーなど

の集出荷施設及び加工施設の整備、農林漁業者と中小

企業者の連携を支援する農商工連携プロデューサー事

業など、各種施策に取り組んでいるところでありま

す。

　農商工等連携における新商品開発としては、「読谷

漁港採れ立て新鮮魚類を活用した「読谷かまぼこのブ

ランド化計画」」、糸満市喜屋武産ニンジンと八重瀬

町産ピーマンを活用した総菜・加工品の開発、モズク

ペーストを用いた機能性調味料の開発・販売などが取

り組まれております。

　今後とも、農林水産業及び中小企業団体等で構成す

る「沖縄地域農商工連携推進協議会」等と連携し、商

品開発や販路の拡大など農商工連携の推進に取り組ん

でまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　まず１つ目ですが、そのプロスポー

ツとの連携についてなんですけれども、このプロス

ポーツ、先ほど紹介していただきましたけれども、今

琉球ゴールデンキングスが平均3000人動員しているん

です。平均3000人動員して、それでもやっぱり黒字化

しない、あれだけ強いチームがですよ。これはやは

り、企業がちょっとスポンサーになるには今の経済危

機という状況がある中で、県がもう少し入り込んだ形

で支援していただきたいなと思います。

　そうすることによって、今度はその支援するだけ

じゃなくて、今最近テレビでも紹介されておりますけ

れども、各小学校、中学校を回って、しっかり彼らが

そこでワークショップというか、トレーニングしてい

るわけですね。そういう意味では、教育長、今彼らが

やっていることというのはすごいことなんです。もう

本当にスター選手が来て生のプレーを見られる。そし

て握手ができる。これだけで僕はもう青少年育成にな

るんではないかと。

　それとやはり、要するに県外に飛び立っていきます

ので、観光産業としてもすごくメリットがあると思う

んですね。だから、そのツアーも兼ねてやっていただ

けるとすごくいいんではないかと思っております。そ

ういうところに取り組んでいただきたいと思いますの

で、ひとつよろしくお願いいたします。

　続きまして、ボクシング競技。

　彼は本当に強いんです。僕、彼の試合を見たんです
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よ。見て、なぜ彼が出場できないのかということで、

この日本アマチュアボクシング連盟の方から返事が来

ているんですね。報告書、この会議の中の報告書なん

ですね。特別な問題はなかったが、片腕の選手につい

て、インターハイに参加できないかとの質問を受けた

ことがあった。ボクシングは、両手両足のある人を前

提としているので、競技は不可能であるというふうに

片づけているんです。

　ところが、ボクシングは両手両足、彼は両手両足あ

るんです。たまたま右手がここから先がない。だか

ら、両手はあるんです。ルール上、リーチが短い・長

いのルールはうたわれてないんですね。

　それともう一つ、競技者は、管理下の連盟公認医師

から競技に支障のないことを証明されなければならな

いと、この２つだけなんです。

　だから、僕ら、やっぱり教育委員会を中心に一生懸

命そういうふうな運動していけば、彼が、もしイン

ターハイの予選に出場することができれば、やっぱり

今までハンディを抱えてきている人たちのすごく夢と

希望を、彼が鏡となって皆さんの代弁をしてくれる。

それで、かわりに達成してくれるということの意味合

いは僕は大きいと思いますので、真剣に取り組んでい

ただきたいなと思います。

　続きまして、県立芸術大学なんですが、就職率

55％。いいですか、僕はこれ、詳しい内容を見せてい

ただきましたが、向こうで学んだものを起点に就職し

ている人というのは、もう10％にも満たないんです

ね。これが一番の問題なんです。県立芸大で、ああい

う沖縄の文化を学んで、それが吐き出せる職場がない

というのが一番問題なんです。

　提案なんですけれども、やっぱりいろんな地方自治

体には文化振興課とか文化課とかあるわけで、そうい

うところにどんどん送り込む。やはり沖縄の文化を彼

らは４年間学ぶわけだから、文化行政でも生かす方策

を僕は県も考えていただきたいなと思いますんで、そ

の辺のところをひとつよろしくお願いいたします。

　それとやっぱり施設をつくって、彼らの受け皿をつ

くる。その中で沖縄の文化をどんどんどんどん育成し

て発展させていく。そして、最終的には観光とのリン

クもうまく彼らを生かす方法があるかと思いますの

で、これはもう県立芸大のために皆さん頑張っていた

だきたい。

　そして、なぜ再編の話をしたかと言いますと、やは

り立ち方だけじゃなくてその文化事業、いろんな行政

の仕組み、そういうことも教えるような、そういうカ

リキュラムを入れると、文化行政としても人材として

十分生かせるんではないかなと思っておりますね。

　あと、東部海浜開発関連なんですが、やっぱり物流

拠点にならないと困るんですよ。なぜかと言うと、那

覇のあの混雑ぶりですね、那覇の混雑ぶりがあるから

こそ、向こうは中部の物流拠点にしたいというふうに

つくったはずなのが、今何で那覇におろして向こうに

持ってくるか。接岸料が高いと。接岸料が高いんだっ

たら、それをどうすれば物流拠点としてなり得るか、

県はどの程度やっぱりそれを支援すればできるのかと

いうことを早目に取り組んでいかないと、やはり企業

誘致にもすごく支障を来すと思うんです。そういうこ

とを心配して、なかなかチビがヒンギテイル人がいる

んですね。これは、早目に取り組んでいただきたいと

思います。

　それと、県の離島振興についてですが、これは例え

ば地域・離島課から、かつては一島一担当。これどう

いうことかといいますと、今離島は過疎化と高齢化が

進んでいます。そんな中、どこかでやはりこの島の起

爆剤、新しい個性をつくらないといけないときに、担

当が、一担当が行って、本当に２年、３年しっかりこ

の担当がつき合って、そこに受け皿をつくらすという

ことを今やらないと、やっぱりもう高齢化していく人

たち、担当がしょっちゅうかわったり、はい、次どこ

どこの部署のだれだれです、どこどこの部署のだれだ

れですと来たら、多分この離島の人たちも、余り一緒

になってやれるというムードができないんではないか

と思っていますので、その辺のところひとつ考えてい

ただきたい。

　それとあと、サンゴの件なんですが、このサンゴの

件は、なぜかと言いますと、今いろんなところでＮＰ

Ｏとかできて、サンゴに対して皆さん本当に真剣に考

えている。ところが、たくさんでき過ぎてどこにその

資金を上げたらいいかわからない。だから、県が責任

を持って協会をつくってやっぱりやらないと、今いろ

んな人たちが出てきて、本当にこの人たちに渡してい

いのか、資金を渡していいのかというふうな今現状に

なっているみたいなんですね。その辺のところをひと

つよろしくお願いいたします。

　それと、やはり僕は先ほど各部署の連携事業がふえ

てきた中、もうこの際、沖縄県は「チャンプルー事業

部」というのをつくったらどうかなと思うんです。

　この３つも４つもまたがるような部局同士で、これ

は私たちの部局、これは私たちの部局というのが余り

にも多過ぎるもんで、やっぱりここにＭＤを１人置い

て、間に立つ人が１人いて、その人がいろいろと調整

して、やっぱり「チャンプルー事業部」、それをつ
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くって、いろんな今からの時代に対応できるような部

局を一つつくっていただきたいなと思っております。

　だんだんだんだん時間なくなってきて大変なってい

ますけれども……。

　あと、首里城明け渡し400年。

　これもぜひやっていただきたい。歴史・文化・交

流、もうこの３点です。これは、もう奄美も含めて取

り組んでやっていただきたい。グスクを使っていただ

きたい。

　泡瀬ゴルフ場跡地利用なんですが、先ほどまちづく

り三法の話をされました。このまちづくり三法、広域

調整という項目が入ってます。ところが、今の県のガ

イドラインではこの広域調整ができない。要するに、

既得権に関することに対しては介入してはいけないと

いうのがあるんですね。

　ところが、ここを開発したおかげでここが死ぬとい

う、今までの開発のこの過ちをいま一度考えて、その

まちづくり三法のやっぱり沖縄県に合った条例を絶対

つくるべきだと思いますが、その辺はどうでしょう

か。

　以上です。やはり足りなかったです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時21分休憩

　　　午後４時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　玉城議員の再質問に

お答えしたいと思います。

　２件ありまして、まず、プロスポーツへの支援につ

いてお答えします。

　琉球ゴールデンキングスにつきましては、コンベン

ションセンターの使用料の50％減免など、その他広報

活動など連携してやっているところでありますが、こ

の琉球ゴールデンキングスも含め、ほかのプロスポー

ツなども観光に相当貢献してきておりますので、やは

り何らかの支援策等についてはまた改めて検討してい

きたいと思っております。

　次に、泡瀬ゴルフ場の跡地利用の関係で、条例制定

できないかという御質問については、県独自の条例の

制定については、需給調整が禁止されていることや大

規模店舗を誘致したい自治体もあること、地権者、消

費者などに影響があることなど、さまざまな側面があ

ることを考慮する必要があります。

　他県では、関係市町村の意見を聞くなどの広域調整

を行う規定を盛り込んだ条例を制定しているところも

ありますが、現行の法体系のもとでは出店の規制や店

舗面積の調整等はできません。

　県としましては、まちづくり三法を適切に運用して

対応するのが基本であると考えており、現在条例を制

定する予定はありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、玉城議員のボ

クシング競技に関する再質問についてお答えします。

　ハンディを持ちながらたくましくボクシング競技に

打ち込んでいる生徒がいることは、やはりとてもすば

らしく誇りに思っております。

　県教育委員会としましては、本人そして保護者、そ

して指導者、県ボクシング連盟、日本アマチュアボク

シング連盟が十分話し合えるよう促していきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　玉城議員の、中城湾

港新港地区が物流拠点になるためにはという再質問に

お答えいたします。

　物流拠点になるためには、定期航路が必要不可欠で

あると考えております。そこで、平成20年２月の沖縄

国際物流戦略チームによりまして、中城湾港における

流通加工港湾の実現に向け、新港地区に定期航路を就

航させる社会実験を行うことが提言されております。

　この具体的な検討を行うために、関係者から成る作

業チームを設立し、社会実験の実施に向けて検討を

行っているところでございます。

　今後とも、新港地区に定期船が就航できるように取

り組んでまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県の離島振興についての

再質問にお答えいたします。

　各島ごとの担当職員を配置することについてという

ことでございますけれども、離島振興というのは県の

最重要課題であるというふうに考えております。各島

ごとの担当を設けることについては、離島振興を推進

していく上での効果等を考慮しながら検討しなければ

ならないものと考えております。

　県としては、今後とも関係部局間の連携を強化する

とともに、国及び離島市町村と十分な調整を行いなが
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ら、離島の振興を推進してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　「チャンプルー部」をつ

くったらどうかという御提案の趣旨の質問でございま

すけれども、確かに横断的で機動性に富んだ、より効

果的な組織は必要だと思っております。

　ネーミングは別にしまして、例えば、農商との連携

であるとか、先ほど御提案のありましたスポーツと観

光の結びつきとか、そういった観点から検討してまい

りたいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問にお答えいた

します。

　まず、県立芸大の件についてでございます。

　県立芸大につきまして、平成21年３月の学部卒業生

が121名おります。先ほど答弁いたしましたとおり、

そのうちの就職が33人でございます。ほかに進学が36

人、あるいは作家・演奏家活動等が５人、求職活動や

進学準備が35人、その他12人という内訳になってござ

います。

　大学側として学生への就職支援につきましては、教

職課程を設置してございます。ほかに学生が卒業後も

生活を安定させつつ持続的な芸術活動が行えるよう教

員免許、あるいは学芸員資格を取得させるようにして

いるということで、学生の就職支援に努力していると

ころでございます。

　議員の提案の県の就職支援につきましては、先ほど

申しました芸大との連絡会議を今、部と芸大との間に

設けておりますので、その席上において芸大側とも意

見交換、調整、検討を行っていきたいというふうに考

えております。

　それから次に、サンゴの保護対策についての御質問

にお答えいたします。

　県では、昨年６月に「沖縄県サンゴ礁保全推進協議

会」を官民一体となった形で立ち上げてございます。

その中で、サンゴ礁保全推進体制の構築を図るという

ことで、サンゴ礁の保全や再生の方策も検討していく

ことにしてございます。

　県としましては、そういうサンゴ礁保全推進協議会

も利活用しながら、サンゴ礁の生態系の保全と持続可

能な事業について積極的に取り組んでいきたいという

ふうに考えてございます。

　それから、首里城400年についてでございます。

　先ほど知事から答弁をいたしましたとおり、400年

の歴史的事実に関連して、議員のおっしゃる歴史・文

化・交流の３点も踏まえて今後検討していきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

　　　〔糸洲朝則君登壇〕

○糸洲　朝則君　発言通告に基づきまして、一般質問

をさせていただきます。

　１番、文化行政。

　「琉球国は南海の勝地にして　三韓の秀を鍾め、大

明を以て輔車となし、日域を以て唇歯となし、此の二

つの中間にありて湧出せる蓬莱島なり　舟揖を以て万

国の津梁となし、異産至宝は十方刹に充満し、」、

1458年、第１尚氏６代目尚泰久王があらわした「万国

津梁の鐘銘」であります。まさしくけんらんたる琉球

王朝文化をあらわした名文であり、我が琉球国は独自

の文化をもって諸外国と交易し、文化力をもってさら

に文化を高めてきました。琉球古典芸能を初めとする

芸能文化は、他府県に比べて群を抜いており、観光立

県とあわせて文化立県としての位置づけも重要かと考

えます。首里城や国立組踊劇場はある意味で王朝文化

の象徴であり、一方、庶民文化の拠点としての郷土劇

場も必要と考えます。

　県民や観光客が気軽に、身近に沖縄の伝統芸能に触

れ得る文化の拠点としての観点から、郷土劇場の設立

を訴え、質問いたします。

　茨、東町会館が閉鎖され、同時に県立郷土劇場も閉

館となりました。

　ア、東町会館及び跡地の利活用について伺います。

　イ、芸能文化関係者の間から郷土劇場の建設を求め

る声が多くありますが、知事の所見を伺いたい。

　芋、多良間島及び水納島の県立自然公園指定へ向け

た取り組みと見通しについて伺います。

　２、低炭素社会構築への取り組み。

　新三種の神器と言われるエコカー、エコ家電、太陽

光発電システムの導入は、沖縄の気候風土や車社会の

観点からも積極的に取り組む価値の高い施策であると

考え、以下の質問をいたします。

　茨、太陽光発電システムの導入に対する補助制度で

県は先着300件を対象としておりますが、県公衆衛生

協会は2009年度1000件を目標としております。県も

1000件まで引き上げられる目標を設定できないか伺い

ます。
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　芋、公用車及び民間企業等の環境対応車への買いか

え促進について、県の方針、取り組み及び公用車の管

理運用について、現状と将来展望について伺います。

　３、教育行政。

　茨は取り下げます。

　芋、沖縄空手古武道記録製作委員会が製作したＤＶ

Ｄ「空手とその起源」を見て思うに、沖縄が生んだ武

術、文化としての誇りを感じました。この中で沖縄と

いう極めて特殊な地理的・歴史的状況、いわゆる尚真

王による刀狩り、薩摩藩による禁武政策という厳しい

環境の中で、その武術と思想が伝承され、今や世界

160カ国以上に普及し、その愛好家は5000万人以上と

言われております。この世界のＫＡＲＡＴＥ- ＭＡＮ

たちも沖縄空手の真髄、武術と思想を会得したいと沖

縄に思いをはせているのではないかと想像いたしま

す。

　よって、空手発祥の地、沖縄を世界の空手のメッカ

としての殿堂の建設は大変意義深いものがあるものと

考えます。幸い今年８月14日から16日までの３日間、

沖縄空手道振興会の設立を記念して、海外43カ国842

名の選手及び関係者、県内外から5500名余の参加のも

と、「2009沖縄伝統空手道世界大会」が開催されま

す。この機会に沖縄空手道・古武道を正しく継承・普

及・発展させていくための拠点づくりの一環として、

沖縄空手殿堂構想を提案し、知事の所見を求めます。

　鰯、奥武山にある県ボクシング会館のリフォーム及

び設備の拡充について。

　かつて多くの名選手を生んだ県ボクシング会館の老

朽化が著しいわけであります。建設に携わった関係者

の熱意とボクシングにかける思いを考えるとき、再び

この施設から名選手を出したいという思いを感じま

す。したがって、その関係者の思いと再びボクシング

王国構築のためにも、この施設のリフォーム及び設備

の拡充が必要だと考えます。関係者と相談の上、何ら

かの措置ができないのか県の考えを伺います。

　允、文化庁は去る５月20日、国連科学教育機関いわ

ゆるユネスコの「無形文化遺産」リストに県内の重要

無形文化財「組踊」と重要無形民俗文化財「多良間の

豊年祭（八月踊り）」の登録を提案すると発表され、

多くの県民が喜びと誇りを持って見守っております。

ぜひとも登録されることを願うものであります。知

事、教育長の所感並びに今後の対応、取り組み等があ

りましたら伺います。

　印、「港川人骨化石」の「発見出土地」の国の文化

財指定について。

　これまでも何度か取り上げてきましたが、一向に国

指定への取り組む意欲が感じられません。国指定への

課題は多々あると思いますが、県と八重瀬町で連携し

た取り組みの中で課題解決の道は開けるものと考えま

す。周辺環境の変化も考えますと、早目に国指定への

方針決定をした上で、プロジェクトチームを立ち上

げ、調査費もつけて取り組めないでしょうか。知事、

教育長の所見を伺います。

　４、福祉行政。

　茨、社会福祉施設の耐震化、スプリンクラー整備施

設に対する優遇融資拡充について。

　火災や地震発生時に自力で避難することが困難な方

たちが入所される社会福祉施設等の耐震化、スプリン

クラー整備事業の推進について、国・県の補助に加え

て融資率及び貸付利率等の優遇措置が拡充されます

が、これらの事業推進に当たっての取り組みについて

伺います。

　芋、緊急雇用創出事業（基金）の拡充いわゆる3000

億円により、雇用創出効果30万人と厚労省は試算して

いるが、本県における効果はどれぐらいか。介護福祉

を初め各分野にわたっての試算がありましたら、でき

るだけ具体的に御説明願います。

　鰯、介護職員処遇改善交付金（仮称）に対する対応

及び効果について。

　事業規模4000億、職員１人当たり１万5000円程度の

賃金引き上げに相当すると言われる介護職員の処遇改

善交付金の活用による県内の事業者や職員の予測され

る数や効果等について伺います。

　允、介護拠点等いわゆる特養あるいは老健施設、グ

ループホーム等の緊急整備事業による県内施設の整備

について、県の取り組みと見通しについて。県内の施

設は老朽化もあり、緊急整備事業を活用した施設の整

備の現状や取り組みについて伺います。

　印、障害者自立支援対策臨時特例交付金が拡充さ

れ、福祉・介護人材の処遇改善、新体制移行促進につ

いて県の取り組みと期待される効果等について伺いま

す。

　咽は取り下げます。

　５、農林水産業。

　茨、「うまんちゅ協働の花と緑の美しい島づくり事

業」の一環として、本部町八重岳の桜並木の間植事業

を実施できないか。または本部町とタイアップして別

メニューでの桜並木の間植事業は考えられないか伺い

ます。

　芋、さとうきび経営安定対策制度の緩和見直しにつ

いて、国への働きかけを含めた取り組みの状況及び見

通しについて伺います。
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　鰯、平成21年度農林水産関係補正予算概要は、新規

34件を含む75件が示されております。これらの事業に

ついて、県や市町村の取り組みについて概要の説明を

求めます。

　允、鰯の中から以下の質問をいたします。

　ア、雇用拡大のためのスーパーＬ資金等の無利子化

事業の利活用について。

　国は同事業の枠を800億円追加し、21年度は過去３

年間で最大の約1700億円を確保できるとしておりま

す。この事業の利活用による雇用拡大及び経済波及効

果等について伺います。

　イ、新規就農定着促進事業について。

　新規就農者の経営の早期安定により、将来の担い手

を育成する事業であります。国は毎年１万2000人程度

の新規就農者を目指すとしており、本県の取り組みに

ついて伺います。

　ウ、優良繁殖雌牛更新促進事業について。

　畜産業振興に重要な施策であり、県の目標及び取り

組み等について御説明ください。

　エ、地域資源利用型産業創出緊急対策事業（太陽光

パネルの設置、農林バイオマス３号機などについ

て）。

　自然エネルギーやバイオマスを活用した省エネ、省

コスト化と地球温暖化防止を推進する事業であり、沖

縄にとって潜在力の高い事業と考え、県の取り組みに

ついて伺います。

　オ、緑の雇用対策について。

　「森林の緊急雇用」、「トライアル雇用」による緑

の雇用拡充について、事業内容及び雇用効果等につい

て御説明ください。

　６、離島振興。

　茨は取り下げます。

　芋、離島医療費対策について。

　離島住民にとって医療問題は大変重要な課題であり

ます。例えば妊産婦の健診、長期通院患者にとって

は、医療費に加え交通費や宿泊費等、その他の費用負

担もあり、本島との医療負担の格差はいかんともしが

たいものがあります。知事がいつも言われるユニバー

サルサービスの視点、安心・安全の確保の視点からも

医療問題の解決に向けた取り組みは大変重要と考え、

以下の質問をいたします。

　ア、離島医療費特別助成制度の創設について。

　イ、妊婦健診が14回無料となりますが、離島におけ

る妊婦健診に対する対応についてどのように実施され

るか伺いたい。

　ウ、ＩＴを使った遠隔医療体制の現状と将来展望に

ついて伺います。

　鰯、与那国においては、祖納港を重要な拠点港とし

て整備してきましたが、北風になると湾内に大きな長

周期のうねりが入ってきて、港湾内の静穏度が確保で

きない状況にあります。将来、国際交流拠点港として

期待される同港の改善は、島民にとって急を要するも

のと考え、祖納港湾内の静穏度改善に向けた沖合防波

堤整備事業の取り組みについて伺います。

　允、田原川の二級河川への格付及び河川整備につい

て。

　去年の大雨における河口付近の浸水被害は、地域住

民にとって多大な損害と将来への不安を残しました。

しかしながら、町の財政での整備は厳しい状況にあ

り、田原川の二級河川への格付によって県による整備

をお願いするものでありますが、県の見解を伺いま

す。

　印、久米島町への光ファイバー敷設事業について。

　現在の通信施設の容量での情報格差は否めません。

例えば観光資源の超目玉であります東北楽天イーグル

スの春季キャンプは、久米島を全国に売り出す絶好の

機会でありますが、現在の施設では動画による配信が

できず、せっかくの資源が十分に活用されていませ

ん。その他にも島民生活を豊かにする通信網の整備は

必要不可欠なものと考え、県の取り組みについて伺い

ます。

　咽、各島々の特徴を生かした畜産振興について。

　各離島における主な産業は、農業、漁業、そして観

光産業であります。とりわけ農業においてはほとんど

の島がさとうきびと畜産という構図であります。１年

じゅう通して緑の牧草が収穫できるのに加え、島独特

の植物が繁茂しており、これらの資源を活用しない手

はありません。したがって、各島々の特徴を生かした

飼料センター、例えば濃厚飼料と各島々の粗飼料を配

合したＴＭＲセンターの設置が必要かと考えます。も

う一つは、競り施設のない島においては、施設がない

がための負担と不利益が畜産業の振興を妨げている要

因の一つであると考えますが、県の対応について伺い

ます。

　員、さとうきびの島である南北大東島における畜産

業の振興は、必要不可欠の産業であると考えます。さ

とうきびの梢頭部やバガスの利活用は畜産業に反映さ

れ、家畜から排せつされるふん尿は堆肥の原料として

さとうきび畑に還元され、畜産業とさとうきびは不可

分の産業と考えます。したがって、南北大東両村の畜

産振興について両村当局と連携した取り組みはできな

いものか、県の考えを伺います。
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　因、島の診療所で対応できない重病人や患者の搬送

は、生命の維持にかかわる重要な問題であります。中

でも、夜間の急患搬送は危険を伴い、安全性を高める

必要性から、南北大東両空港における滑走路灯及び滑

走路中心線灯の整備は早急に行う必要があり、県の対

応について伺います。

　姻、北大東港江崎地区の岸壁整備について。

　入港船舶の安全の確保、効率的な荷役作業を行うた

めには、岸壁の嵩上げと延長を行う必要があり、その

整備について県の対応を伺います。

　引、我が党は、離島航路は生活航路であり産業振興

にとっても重要であるとの観点から、離島住民6763名

の署名を添えて、前参議院議員遠山清彦氏と一緒に国

土交通大臣及び沖縄担当大臣に離島航路料金の引き下

げ等の要請をしました。離島航路は道交法上にも海の

道路としての位置づけから、道路特定財源の運用が可

能だと考えます。

　ちなみに、「長崎県は、道路特定財源の一般財源化

に伴い本年度創設された「地域活力基盤創造交付金」

を活用し今秋、離島航路運賃を引き下げる社会実験に

乗り出す。基幹航路を２割程度値下げし、交流人口の

増加や経営への影響などを検証する。全国初の取り組

みで、九州運輸局は「離島の構造的な課題の解消に向

けた画期的なアイデア」と評価。九州は離島を抱えた

地域が多く、注目されそうだ。」。さらに長崎県は近

く、「必要な交付金の額を詰めた上で、その獲得を目

指して計画を国土交通省に申請する。国交省は前向き

に対応する見通し。」であるとこのように西日本新聞

に報道されております。

　この実例が示しますように、離島航路の料金引き下

げは可能だと考えます。離島住民の生活支援策及び離

島振興の観点から、県を挙げて取り組む課題であると

の考えを申し上げ、知事の所見を伺います。

　以上、一般質問といたします。よろしくお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　糸洲議員の御質問に答弁い

たします。

　まず第１に、文化行政の中で、郷土劇場の建設に関

する御質問に答弁させていただきます。

　沖縄の文化・伝統芸能の振興を図る上で、郷土劇場

は重要なものと認識をいたしております。早急に調査

研究をスタートさせたいと考えております。

　次に、多良間県立自然公園の指定に係る御質問にお

答えいたします。

　沖縄県では、平成20年度から３カ年計画で多良間県

立自然公園の指定に向けて取り組んでいるところでご

ざいます。

　平成20年度は、多良間村の植生やサンゴ礁等の自然

環境基礎調査を実施いたしました。今年度は、調査結

果を踏まえ、自然公園指定に必要な公園計画書等の原

案を作成し、地元調整を行った上で平成22年度に指定

する予定にしております。

　次に、教育行政に関する御質問の中で、沖縄空手殿

堂に関する御質問にお答えいたします。

　沖縄空手・古武道記録製作委員会が作成しましたＤ

ＶＤ「空手とその起源」を視聴し、空手発祥の地とし

ての沖縄に改めて誇りを感じた次第でございます。

　沖縄空手殿堂につきましては、基本的なコンセプ

ト、用地や建設費の確保、そして管理運営体制などの

課題があることから、この件も調査研究をスタートさ

せたいと考えております。

　次に、同じく教育行政の中で、ユネスコ無形文化遺

産登録推薦に関する所感に係る御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄が誇ります「組踊」と「多良間の豊年祭」がこ

のたびユネスコの世界無形文化遺産の候補として推薦

されましたことは、日本にとどまらず、これは人類共

通の宝物として認められたことであります。この上な

い喜びと感じております。

　県といたしましては、今後とも無形文化遺産への登

録に向けて全力で支援してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、農林水産業に係る御質問の中で、本部町八重

岳における桜の植栽についてという御質問にお答えい

たします。

　「うまんちゅ協働の花と緑の美しい島づくり事業」

は、年じゅう沖縄らしい花や緑と香りいっぱいの美し

い島づくりを目指し、全島的な「一島一森づくり」を

展開するための事業でございます。

　沖縄県としましては、本事業を活用し、本部町八重

岳の桜並木の景観維持を図るため、地元と連携をして

桜の植栽に取り組んでいきたいと考えておるところで

ございます。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、北大東港江崎

地区岸壁整備に係る御質問にお答えいたします。

　北大東港江崎地区は、北大東村の住民生活と産業を

支える重要な港湾でありますが、岸壁の高さが低く、

また船舶に対して岸壁長も不足し荷役効率が悪い状況

であります。

　県といたしましては、これらの状況を改善するた
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め、岸壁の嵩上げや延長が必要であると考えておりま

す。現在、平成22年度からの整備に向け国と調整を進

めているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　文化行政の質問のうち、

東町会館及び跡地の利活用についてお答えします。

　那覇東町会館は、建築以来32年余が経過し、維持管

理等に多大な経費を要すること等から、行財政改革プ

ランにおいて廃止することとし、ことし３月31日で会

館を閉鎖したところであります。また、平成19年１月

に建物耐久度調査をしたところ、構造上危険状態にあ

る建物と評価されております。

　今後は、これらのことを勘案し、売却、処分するこ

ととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　低炭素社会構築への

取り組みの、県の太陽光発電システム補助制度につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄県の補助制度は、一般家庭を対象に１件当たり

２万円を助成するものです。４月から募集を開始し、

300件の募集に対して６月22日現在で194件の申請件数

となっています。

　今後の追加対策については、申請状況や国の支援策

の動向等を見きわめつつ検討してまいりたいと考えて

おります。

　次に、福祉行政の、緊急雇用創出事業拡充による雇

用創出効果についての御質問にお答えします。

　今回の経済対策において、沖縄県では国から追加交

付予定の交付金40億円を緊急雇用創出事業臨時特例基

金に積み増しし、基金事業を拡充することとしており

ます。

　当該事業の拡充により新たな雇用創出効果として、

平成21年度から23年度までの３年間で延べ約3500名の

雇用創出を見込んでおります。

　なお、具体的な事業としましては、マングース北上

防止対策事業――主にこれは捕獲などですけれども

――これに24名、精神障害者ジョブサポート事業――

精神障害者のサポートとして雇用の自立を目指すサ

ポート役として10名など多岐にいろいろまたがる事業

を実施する予定であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　低炭素社会構築への

取り組みについての御質問で、環境対応車への買いか

え促進についてお答えいたします。

　県では、環境保全率先実行計画及びグリーン購入調

達方針に基づき、公用車への環境対応車の導入を進め

るとともに、環境フェア等のイベントにおいてハイブ

リッド車の展示を行うなど、県民への普及を図ってき

たところであります。また、電気自動車及びプラグイ

ンハイブリッド車の普及についても、｢ＥＶ・ｐｈｖ

タウン構想｣に再度応募し、今後、取り組みを実施す

る予定でございます。

　県では、これらの取り組みを通して、引き続き、低

炭素社会構築に向けた取り組みを推進していきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　会計管理者。

　　　〔会計管理者　名渡山　司君登壇〕

○会計管理者（名渡山　司君）　皆さん、こんにち

は。

　去る４月１日付で会計管理者を拝命いたしました名

渡山でございます。

　地方自治法を初め関係法令にのっとり、適正かつ迅

速な会計事務の執行に誠心誠意努めてまいりたいと存

じています。議員各位の御指導、御鞭撻をよろしくお

願い申し上げます。　

　それでは糸洲朝則議員の低炭素社会構築への取り組

みの中の、公用車の管理運用についての質問にお答え

します。　

　公用車の購入、買いかえにつきましては、公用車の

効率的管理運用の観点から、平成19年６月に「公用車

の管理運用方針」を策定してまいりました。同方針で

は、国庫補助金等で購入するものを除いて、原則とし

てリース化方式を導入することとしております。

　今回の環境対応車への買いかえにつきましては、国

の経済危機対策の一環として示されました低炭素・循

環型社会の構築に対応しまして、国の地域活性化・経

済危機対策臨時交付金を活用しまして経年化した車両

の買いかえを行うものであります。

　今後とも国庫補助金に伴う購入、あるいはリース方

式による調達いずれにしましても、環境対応車による

公用車の管理運用に努めてまいりたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕
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○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政の御質

問で、ボクシング会館のリフォーム等についてお答え

いたします。

　奥武山ボクシング会館は、昭和57年度に県の補助を

受け、沖縄県体育協会が建設した施設で、現在、沖縄

県アマチュアボクシング連盟の会員などにより利用さ

れているとのことであります。

　沖縄県体育協会は、「体協会館」の改築等を検討す

るため、「沖縄県体育協会将来構想計画」を策定する

予定であり、同計画を策定する中で、奥武山ボクシン

グ会館の改築等についても検討がなされるとのことで

あります。

　県教育委員会としましては、沖縄県体育協会による

将来構想計画の策定を受けて対応を検討してまいりた

いと思います。

　次に、無形文化遺産リスト登録提案に関する所感等

についてお答えいたします。

　このたび、ユネスコの世界無形文化遺産に、本県の

「組踊」と「多良間の豊年祭」が候補になりましたこ

とは、日本の能や歌舞伎と並び「日本の宝もの」とな

り、大変感銘を受けております。

　このことは、県民にとって大きな喜びであり、特

に、青少年への自信と誇りをもたらし、郷土の伝統文

化を愛護し、保存・継承する意欲をはぐくむ上でまこ

とに意義深いものであります。

　県教育委員会としましては、文化庁と連携を密にと

りながら、無形文化遺産への登録、両文化財の保存・

継承と活用により一層努めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、港川人骨化石及びその出土地の国の文化財指

定についてお答えします。

　港川人骨出土地の文化財指定につきましては、八重

瀬町が町指定を手始めに国指定を目指して取り組んで

おり、県教育委員会としても全面的に支援していると

ころであります。また、人骨化石の文化財指定につき

ましては、人骨化石のみで国の指定文化財となってい

る例がないことから、出土地と一体のものとしての指

定が可能かどうかなど十分な検討を行うことが必要で

あると考えております。

　県教育委員会としましては、地域の文化財は地域に

おいて適切に管理し、保護・活用していくことを基本

に、八重瀬町の意向も十分に尊重しながら、港川人骨

化石及びその出土地が早期に文化財指定が受けられる

よう、八重瀬町及び文化庁との調整を密に図っていき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政の中の、

社会福祉施設等の耐震化等に対する優遇融資拡充につ

いてにお答えいたします。

　沖縄県が対象施設に実施した調査によると、県内の

社会福祉施設等において耐震化及びスプリンクラー整

備が必要と見込まれる施設は、耐震化整備が237件、

スプリンクラー整備が38件ございます。

　県では、これらの施設について、国の平成21年度補

正予算に計上されている「社会福祉施設等耐震化等臨

時特例交付金」及び「介護基盤緊急整備等臨時特例交

付金」を活用し、事業者に対し施設整備の実施を促し

ていく予定であります。

　施設整備に伴い必要となる自己資金の調達について

は、新たに予定されている優遇融資制度に関する情報

を各市町村や関係機関を通じ、事業者へ提供すること

により、社会福祉施設整備の耐震化等が促進されるよ

う努めてまいります。

　次に、介護職員処遇改善交付金についてお答えしま

す。

　介護職員処遇改善交付金の財源は、全額国費であ

り、その交付方法は、各都道府県において基金を設置

して実施します。そのため沖縄県では９月議会に基金

条例及び補正予算を提出することとしております。

　交付額は、常勤の介護職員１人当たり月額１万5000

円の賃上げに相当する額で、沖縄県の事業規模は平成

21年10月から平成24年３月までの２年半で約40億円と

推計されており、介護職員の処遇改善に効果があるも

のと考えております。

　次に、緊急整備事業による県内介護施設の整備につ

いてお答えいたします。

　県では、第４期介護保険事業支援計画を含む高齢者

保健福祉計画において、県が補助を行う広域型の特別

養護老人ホーム160床を初め市町村が補助を行う小規

模特別養護老人ホーム141床、認知症対応型グループ

ホーム315床、その他小規模多機能型居宅介護事業所

等を整備する計画であります。

　これらの整備については、国の介護基盤の緊急整備

特別事業等により、県の施設整備費補助に対する地方

財政措置の拡充や、市町村交付金の拡充及びスプリン

クラー整備を行うこととしており、当該事業の積極的

な活用を図っていく考えであります。また、今回の緊

急整備においては、第４期計画の１年分を上乗せした

整備を目標としており、市町村に対しては第５期以降

の需要を見通した整備についても検討をお願いしてい
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るところであります。

　今後、県の補助金及び市町村交付金等の所要額を把

握し、９月議会に基金条例及び補正予算を提出してい

く予定であります。

　次に、障害者自立支援対策臨時特例交付金の拡充等

についてお答えいたします。

　国は、経済危機対策として、各都道府県に設置され

ている障害者自立支援対策臨時特例基金に積み増すた

め、障害者自立支援対策臨時特例交付金を交付するこ

ととしております。

　この交付金は、福祉・介護人材の処遇改善、事業所

の新体系移行の促進のために交付されるものであり、

県としても当該交付金を受け入れ、基金に25億6500万

円を積み立てるため補正予算を提出しているところで

あります。

　福祉・介護人材の処遇改善については、福祉・介護

人材の雇用環境を改善し、今後増加する人材需要にこ

たえるため、職員の処遇改善に取り組む事業者に対し

平成21年10月から２年６月間の助成を行うものであり

ます。

　事業所の新体系移行の促進については、新体系サー

ビスで必要となる改修、増築等の基盤整備の促進及び

運営の安定化を図るための事業を実施するものであり

ます。

　次に、離島振興の中の、離島医療費特別助成制度の

創設についてお答えいたします。

　離島地域における医療の確保を図るため、県におき

ましては、宮古及び八重山病院を初めとして16カ所の

離島診療所を設置・運営するとともに、与那国町や竹

富町の町立診療所に対して運営費等の補助を行ってお

ります。また、宮古・八重山地域におきましては、宮

古病院及び八重山病院からの僻地巡回診療事業を実施

しております。さらに、離島医療の情報格差是正を図

る「離島・へき地遠隔医療支援情報システム」を運用

しているほか、陸上自衛隊や海上保安庁の協力を得

て、医師等の添乗による離島からの急患搬送を実施し

ております。

　県としましては、このように離島地域の医療の確保

についてさまざまな施策を講じているところでありま

す。

　新たな助成制度の創設については、厳しい状況にあ

ると考えており、現在実施している施策を今後とも充

実強化していくこととしております。

　次に、離島における妊婦健診への対応についてお答

えいたします。

　離島におきましても、すべての市町村で14回の公費

による妊婦健診が実施されております。

　多くの離島町村では、妊婦健診に係る渡航費や宿泊

費等を助成し、受診を促す工夫をしております。ま

た、妊婦に対し、島内の診療所と連携した妊婦相談等

の実施や、県立病院産科医師の巡回による健診等を実

施し、妊婦が安心して出産を迎えられるよう支援が行

われているところであります。

　次に、遠隔医療体制の現状と将来展望についてお答

えいたします。

　沖縄県では、平成12年度から離島・僻地診療所等の

診療支援を目的として「離島・へき地遠隔医療支援情

報システム」を運用しております。離島診療所から県

立病院へのレントゲン画像の送信等による診療相談及

び遠隔講義や遠隔会議を配信する多地点テレビ会議シ

ステムを運用しております。さらに、平成20年度には

11カ所の離島診療所を高速回線へ切りかえ、通信速度

の改善を図っております。

　今後は、地域医療再生計画を策定するに当たり、遠

隔医療支援情報システムの高度化についても検討して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政につい

て、さとうきび経営安定対策についてお答えします。

　平成19年度から実施されているさとうきび政策は、

ＷＴＯ等国際規律の強化に対応するため、施策の対象

となる担い手を明確にした上で経営の安定を図ること

をねらいとしております。

　特に、さとうきびは代替作物に乏しい自然条件下に

ある本県の基幹作物であり、地域経済においても重要

な地位を占めていることから、品目別経営安定対策と

して講じられております。

　現行の経営安定対策の支援対象は、認定農業者を初

め基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加する者

に加え、平成21年産までの特例として生産組織に参加

する小規模農家などとなっています。

　基幹作業のうち、収穫については平成20年産より見

直しが行われ、刈り倒しまたは搬出のみを委託した場

合も支援対象となったところであります。この見直し

により、本則要件を充足する生産農家割合は、現状の

４割から５割程度に拡大することが見込まれます。

　県としては、すべての生産農家が経営安定対策の支

援対象となるよう、引き続き関係団体と連携し、機械

化のおくれなど地域の実態を踏まえた対象要件の緩

和・見直し等について国に対し強く要請してまいりま
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す。

　同じく農林水産業で、農林水産関係補正予算に係る

県・市町村の取り組みについてお答えします。

　県としては、国の農林水産関係補正予算を活用し

て、沖縄県食肉センター整備事業、製糖設備緊急整備

対策事業、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金、

広域漁港整備事業などを補正予算として計上しており

ます。

　また、市町村、農林漁業関係団体と連携して、耕作

放棄地再生利用緊急対策、農用地有効利用支援整備事

業などを実施する予定となっております。これらの事

業について関係機関と連携して説明会を開催するな

ど、事業の利活用を図ってまいります。

　同じく農林水産業で、スーパーＬ資金等の無利子化

事業の活用についてお答えします。

　雇用拡大のためのスーパーＬ資金等の無利子化事業

は、認定農業者がスーパーＬ資金等を借り入れて、規

模拡大や新規分野への取り組みなどによる新たな雇用

に結びつく設備投資などが対象となります。

　内容としては、農家の金利負担を軽減するために、

国の利子助成とあわせて、県・市町村が上乗せをして

無利子化となる事業であります。

　同事業の活用により、30名から50名程度の雇用を見

込んでおります。

　県としては、引き続きこの事業の周知徹底を図るた

めに、市町村や融資機関など関係者と連携し、地域ご

とに説明会等を開催するなど、当該事業の利活用を進

めてまいります。

　同じく農林水産業で、新規就農定着促進事業につい

てお答えします。

　新規就農定着促進事業は、新たに農業経営を開始し

た青年農業者に対して、国が地域の担い手協議会等を

通じて就農支援を行うものであります。

　具体的には、農業用機械の購入や施設整備等に係る

費用に対して400万円を上限に補助率２分の１以内の

助成を行います。また、補助残の自己資金について

は、無利子の就農支援資金を借り入れることが可能で

あります。同事業の申請状況は、６月現在で17名、

4500万円を見込んでおります。

　県としては、引き続き市町村と連携し事業の周知を

図るとともに、助成金の申請時に必要な就農計画の認

定を行い、経営の安定化を図ってまいります。

　同じく農林水産業で、優良繁殖雌牛更新促進事業に

ついてお答えします。

　優良繁殖雌牛更新促進事業は、農業団体などが事業

主体となり、遺伝的にすぐれた肉用繁殖雌牛を購入

し、農家に貸し付ける場合に、１頭当たり20万円を上

限として購入費の一部を国が助成する事業でありま

す。同事業により２年間で1200頭の優良繁殖雌牛の更

新を見込んでおります。

　県としては、農家に対し当該事業の積極的な活用を

促進し、能力の低い繁殖雌牛の更新を図っていく考え

であります。

　同じく農林水産業で、地域資源利用型産業創出緊急

対策事業についてお答えいたします。

　地域資源利用型産業創出緊急対策事業は、農山漁村

における間伐材などのバイオマスや太陽光などをエネ

ルギーに変換する施設を整備する事業であります。

　県としては、国と連携し市町村や関係団体等への説

明会を開催するなど、当該事業の周知を図っていきた

いと考えております。

　同じく農林水産業で、森林の緊急雇用、トライアル

雇用についてお答えいたします。

　森林の緊急雇用及びトライアル雇用は、現在実施さ

れている緑の雇用担い手対策事業を拡充するもので、

全国森林組合連合会が事業実施主体となり、各都道府

県の森林組合等を支援する事業であります。

　森林の緊急雇用は、森林組合等が里山再生、森林の

維持管理、森林病害虫駆除等に要する経費を支援する

事業であります。また、トライアル雇用は、森林組合

等が都市部等の求職者に林業現場における就業実態の

理解を図るために要する経費を助成する事業でありま

す。

　県としては、雇用機会の拡大を図るため本事業を積

極的に活用し、雇用が促進されるよう森林組合等と連

携し取り組んでまいります。

　次に、離島振興で、離島での畜産振興についてお答

えします。

　県では、離島の畜産振興を図るため、自給飼料基盤

の整備、優良種畜の導入などを実施しております。

　伊江島においてはＴＭＲセンターを設置し、飼料自

給率の向上を図っているところであります。

　また、競り施設のない離島については、肉用子牛を

出荷する生産者に対し輸送費の負担軽減を図るため、

輸送費相当分を奨励金として交付しているところでご

ざいます。

　今後とも関係機関と連携し、離島の畜産振興に努め

てまいります。

　同じく離島振興で、南大東村及び北大東村の肉用牛

の振興についてお答えいたします。

　南大東村及び北大東村の肉用牛は、平成20年12月末

現在、南大東村で３農家、708頭が飼養されておりま
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すが、北大東村では飼養されておりません。

　肉用牛の振興につきましては、さとうきびの生産拡

大や地力増進を図る観点からも重要であると考えてお

り、今後、地元からの要望を踏まえ検討していきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　離島振興の、祖納港

湾内の静穏度改善に向けた整備についてお答えいたし

ます。

　祖納港は、平成17年度までに水深5.5メートル岸壁

及び防波堤西等の整備が完了しております。

　静穏度改善については、平成18年度に概略的な調査

を行ったところであり、同調査結果を踏まえ、今年度

は現地調査及び解析を行い、関係機関と協議を行う予

定であります。

　続きまして、田原川の二級河川への格付及び河川整

備についてお答えいたします。

　田原川は、与那国町管理の準用河川であります。町

では、現河道の流下能力や河川整備の必要性等の調査

を進めており、調査結果がまとまり次第、県としては

町との協議を図っていく考えであります。

　二級河川への格上げについては、町の意向や河川整

備の必要性、費用対効果、県管理の必要性などを総合

的に判断していく考えであります。

　続きまして、南北大東両空港の滑走路灯及び滑走路

中心線灯の設置についてお答えいたします。

　空港の照明施設については、航空法の規定により夜

間着陸等を行う空港において整備をすることになって

おります。

　南北大東両空港については、８時から18時までの昼

間の着陸用空港として運用していることから、滑走路

灯及び滑走路中心線灯の整備は行っておりません。し

かしながら、南北大東島における夜間急患輸送の際に

は夜間照明が必要となることから、今後、関係機関と

の調整を図りながら、照明施設の整備手法等の検討に

取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島振興に関連する御質

問の中で、久米島町への光ファイバー敷設事業につい

てお答えいたします。

　情報通信基盤整備は民間主導で行われるのが原則で

すが、採算性の問題から民間による整備が進まない離

島地区において、「沖縄県離島地区ブロードバンド環

境整備促進事業」を実施し、久米島町においてもＡＤ

ＳＬサービスが提供されています。さらに、光ファイ

バーなど超高速な環境を整備する場合には総務省の

「地域情報通信基盤整備推進交付金」を活用すること

が可能です。

　県としては、久米島町が同交付金を活用して光ファ

イバー敷設事業を実施する場合には、技術的支援を行

うなど、離島のより高度な情報通信基盤の整備を促進

してまいりたいと考えております。

　次に、離島航路に対する公的支援の拡充についてお

答えいたします。

　県は、これまでも国や市町村と協調して、燃料費高

騰などによる経費増大や輸送量の減少により厳しい経

営状況にある離島航路事業者の欠損額を補助し、離島

航路の維持確保に努めております。

　国においては、離島航路の経営環境の悪化に対応

し、地域活力基盤創造交付金を活用した公設民営化や

省エネのための船舶建造への補助、事業者の経営改善

や航路サービス向上を図る取り組みの支援など補助制

度の拡充が図られたところであります。

　県としましても、国や市町村と連携してこれらの施

策を推進するとともに、さらなる制度の拡充を国に求

めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

　　　〔島袋　大君登壇〕

○島袋　　大君　自民党の島袋大でございます。

　本日のトリは自民党のマドンナが控えておりますの

で、しっかりと私もスピーディーに進めていきたいと

思っております。よろしくお願いします。

　１番目、発達障害児支援について。

　茨、本年度補正予算の中で、障害者自立支援特別対

策事業費25億6500万円が予算化されておりますけれど

も、その中で発達障害児支援の予算処置はされている

のか伺います。

　芋番目、２月議会で提案しました職員の先進地への

視察研修について伺います。

　鰯、県としては発達障害児支援のための予算処置に

ついて、市町村と連携して取り組む必要はないか伺い

ます。

　次に、沖縄県海外留学生派遣受入事業についてお聞

きしたいと思います。

　当事業は、海外在住の県出身者子弟及びアジア諸国

から優秀な人材を県内の大学に留学させ、日本・沖縄

の文化を理解し県民との交流を深めてもらうことによ
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り本県と移住先国及びアジア諸国との友好親善を図る

ことが目的だそうであります。

　そこで、何点かお伺いします。

　ことしの当事業の予算規模と、これまで何名の留学

生が当事業を活用したのでしょうか、お聞かせくださ

い。

　次、先月には、ことしの県費留学生が安里副知事を

訪れ懇談したとの記事を目にしたんでありますけれど

も、沖縄県の歴史的、そして地理的特性を考えます

と、大変すばらしい事業だと私も認識しております。

しかしながら、１点気になることがあります。それ

は、当事業を活用したいわゆる卒業生、国内で就職し

た方もいるでしょうし、本国に戻った方もいらっしゃ

るでしょう。その方々がどのような活動をされている

のか、卒業後のフォローを県は把握しているでしょう

か、お聞かせください。

　次、観光振興について。

　かりゆしウエアの推進についてであります。

　今月１日からクールビズが解禁され、もちろん沖縄

県は「かりゆしウエアの日」ということで、県民にも

しっかり定着し、またさまざまな工夫をされたかりゆ

しウエアが販売され、大変すばらしいことだと思いま

す。個人的にはこの積み重ねが、ひいては先ごろ決定

しました「温室効果ガス15％削減」に資するものだと

考えますし、そういう意味では、沖縄県は今後ともエ

コの先進県として取り組めると思っております。

　今回、「かりゆしウエアの日」に関連しまして、知

事がさまざまなところで普及促進に関して汗をかいた

ことを私は高く評価をするところでございます。

　５月25日に内閣府におきまして即売展覧会、そして

琉球料理フェアを開催し、５月28日には麻生総理、河

村官房長官にかりゆしウエアを贈呈するとともに、

クールビズ解禁一発目の閣議にて全閣僚がかりゆしウ

エア着用を要請。６月１日には、自民党本部で即売展

示会を開催し、２日には閣議で全閣僚がかりゆしウエ

アを着用。知事がかりゆしウエアの普及推進に力を入

れたおかげで、その時期は報道、全国紙でも大々的に

アピールされたものだと認識しております。

　１点だけ残念なのは、政権交代と言っている民主党

の鳩山代表が、全閣僚がかりゆしウエアを着用したこ

とをパフォーマンスだと述べております。私は、これ

だけ地方自治体が苦しい中で、沖縄県の地場産業の推

進に全力を尽くした知事に対して、こういう政権交代

を担う代表者がこういう発言をしていいのかなという

ふうに感じたところでもありますので、ぜひ民主党で

もかりゆしウエアの普及促進に力を入れてくれればと

期待をしておるところでございます。

　少し話が脱線しましたけれども、仲井眞知事、一連

の活動を通して本土でも大分かりゆしウエアが定着し

てきたことを感じたと思うんですけれども、今後、こ

のかりゆしウエアを全国的に普及推進させていく知事

の決意のほどをよろしくお願いしたいと思っておりま

す。

　次、美ら島沖縄大使についてであります。

　ア、現在何名を認証し、どのような活動をしている

のか伺います。

　イ、県としては観光振興の発展のためだと思います

が、県全体にどのような効果が見込まれているのか伺

います。

　４、道路行政についてであります。

　茨、県道東風平豊見城線についてであります。

　豊見城市、八重瀬町、南風原町、与那原町、南城

市、糸満市の６市町の広域事業で、火葬場及びセレモ

ニーホールとして南斎場建設を豊見城市内の現火葬場

付近、県道バイパスから饒波川を挟んだ豊見城城址の

南側になりますが、既に住民説明会も終え、今年度中

には場所を決定し平成24年度供用開始の予定だそうで

す。しかし、この予定場所は道路がいまだ未整備なた

め交通渋滞が予想されます。

　そこで、豊見城市としては、アクセス道路として県

道11号線の高安橋付近から建設予定場所までの区間

を、市道饒波川線として整備をするそうであります。

　そこで、豊見城市として県に対し、饒波川線の延長

線に当たる県道東風平豊見城線の法線の決まっていな

い上田交差点から八重瀬町までの区間を早期に道路整

備していただくよう強い要望があったと思います。

　そこで伺います。

　６市町の県民が利用する南斎場が供用される平成24

年度に向け、費用対効果の調査から事業完了までの最

短でのタイムスケジュールについて伺います。

　芋、豊見城中央線現県道11号線の真玉橋からとよみ

小学校付近までの区間は事業着手されており、とよみ

小学校付近からメゾン大勝までの区間は、平成20年度

に事業認可を取得し、21年度中に実施設計と住民説明

会まで完了させたいと、地権者説明会で報告されたと

聞いております。

　残りのメゾン大勝から上田交差点までの区間は、豊

見城市の中心市街地土地区画整理事業が正式に中止に

ならなければ、県としても着手できないことは認識し

ておりますが、豊見城市としては、同路線内の中心市

街地土地区画整理事業の正式中止を平成22年度に予定

しているそうであります。
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　そこで伺いますが、豊見城市の区画整理事業の中止

が正式に決定した際には、県としては即事業認可取得

に向け作業できるのか、それともできないのか。でき

ないのであれば、その理由と現段階で示せる事業完了

までのタイムスケジュールを伺います。

　次、警察行政について。

　茨、通行・駐車禁止除外指定車について。

　ア、2007年10月から許可する業種の範囲が変わった

と聞きますが、選定する業種の基準は何か伺います。

　イ、今まで許可された業種に対する告知はあったの

か伺います。

　ウ、追加業種の余地はあるのか伺います。

　エ、申請先はどこになるのか伺います。

　芋、運転代行業務についてであります。

　ア、公安委員会から認可を受けている業者の数を伺

います。

　イ、実際に稼働している業者の数を伺います。

　ウ、オートバイ代行業務についてどのような見解を

持っているのか伺います。

　エ、運転代行業務について意見交換や指導などを

行っているのか伺います。

　オ、社会的地位の確立のため、代行協会の設立を考

えなければならないと思いますが、見解を伺います。

　済みません、県費留学生について、鰯番ですね。

　県の東京事務所等を中心に年に一度卒業生を集めて

懇親会等を開き意見交換をすることはできないか伺い

ます。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　島袋議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　観光振興に関する御質問の中で、かりゆしウエアの

全国普及についてという御趣旨の御質問に答弁させて

いただきます。

　かりゆしウエアにつきましては、県ホテル旅館生活

衛生同業組合や県衣類縫製品工業組合など、関係業界

の長年にわたる御努力により今日の普及に至ったもの

と考えております。最近では、クールビズがスタート

する最初の閣議での着用等、政府による支援を初め、

国会議員を中心としたかりゆしウエアを広めるための

イベントの開催等により、沖縄のブランドとして定着

しつつあります。関係各位の御支援に感謝していると

ころでございます。

　そのほか、新たな動きとしましては、大手旅行代理

店の全国店舗や県外大学職員の制服として採用された

ことを初め、県内で開催される全国規模のコンベン

ションやリゾートウエディングで着用されるなど、全

国的な普及が広がりつつあります。

　それにしましても、まず県内では県議会が率先をし

て、議員の先生方が率先してかりゆしウエアを開会中

に着用していただける状態をつくっていただいたとい

うことが極めて大きな普及のエンジンになっていると

思いますので、今後ともひとつぜひ一緒になって普及

のための御指導を賜りたいと思います。

　次に、同じく観光振興の中で、美ら島沖縄大使の認

証数に係る御質問にお答えいたします。

　美ら島沖縄大使は、経済や文化等各分野にわたって

現在91名が認証されております。

　各大使の活動としましては、各種テレビ番組への出

演を初めかりゆしウエアイベントなど、県行事への参

加により沖縄をＰＲしていただいているところでござ

います。最近では、プリンセス天功さんや長澤まさみ

さんを認証しており、今後とも各大使の御協力を得て

広く沖縄の情報発信に努めてまいりたいと考えている

ところでございます。

　同じく観光関係の御質問の中で、美ら島沖縄大使の

県全体への効果いかんという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　美ら島沖縄大使の活動としましては、沖縄の自然、

歴史、文化を初め観光、特産品等の魅力を広くＰＲす

ることにより、沖縄のイメージアップを図ることを主

な内容といたしております。したがいまして、美ら島

沖縄大使に各分野で広く活動いただくことは、観光振

興のみならずさまざまな分野において沖縄県のイメー

ジアップに大きな効果があるものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　発達障害者支援に

ついてお答えいたします。障害者自立支援特別対策事

業費についての御質問にお答えいたします。

　障害者自立支援特別対策事業に係る補正予算は、福

祉・介護人材の処遇改善、事業所の新体系移行の促進

のため、基金に25億6500万円を積み立てる積立金であ

り、発達障害児を支援する事業のためのものは含まれ

ておりません。

　次に、先進地視察についてお答えいたします。

　視察につきましては、６月上旬に担当職員を滋賀県

及び京都府に派遣し、早期発見・早期支援の体制、県

と市町村の役割分担及び発達障害者支援センターの運
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営方針等について調査いたしました。

　両府県における早期発見に対する取り組みとその体

制については、現在県が策定を進めている「発達障害

児（者）支援体制整備計画」及び「発達障害児（者）

支援に関する人材育成計画」と共通する部分もあるこ

とから、両計画を推進する上で両府県の取り組みにつ

いても参考にしていきたいと考えております。

　次に、発達障害児支援のための予算措置を行うこと

についてお答えいたします。

　県と市町村との連携については、現在、市町村及び

当事者団体等の意見を踏まえ、県・市町村等の役割を

明確にするため「発達障害児（者）支援体制整備計

画」を策定中であります。

　今後は、同計画に基づき市町村等と連携し支援施策

を推進することとしております。予算等の確保につい

ては、原則として、各事業主体が対応を検討していく

必要があるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、県費留学生に

ついての御質問で、県費留学生の予算規模と派遣人数

についてお答えいたします。

　県におきましては、国際性に富んだ創造性豊かな人

材の育成を図るため、沖縄県国際交流・人材育成財団

に委託して、高校生を対象とした「高校生の国外留学

生派遣事業」、大学生・社会人を対象とした「国外留

学生派遣事業」を行っております。

　平成20年度の予算は、「高校生の国外留学生派遣事

業」に1364万6000円、「国外留学生派遣事業」に6259

万9000円となっております。

　派遣人数については、平成20年度までに高校生190

人、大学生・社会人599人を海外に派遣したところで

あります。

　次に、留学後の活動状況等についてお答えいたしま

す。

　県費留学生の帰国後の調査では、高校生の場合、そ

のほとんどが大学へ進学し、卒業後は公務員、医師、

報道関係者、教員等として活躍しております。社会人

の場合は、それぞれの職場に復帰し、知識と経験を生

かして職務に貢献しております。

　県といたしましては、本県の発展に寄与できる有為

な人材の育成という派遣留学の意義等にかんがみ、事

前オリエンテーションを行うとともに、帰国後は報告

書の提出を依頼するなど、その後のネットワークづく

りに努めているところであります。また、沖縄県国際

交流・人材育成財団を通して帰国後の動向を調査する

など、活動状況の把握に努めているところでありま

す。

　次に、留学後の意見交換についてお答えいたしま

す。

　県費留学生が留学後に互いの留学体験や近況等につ

いて情報交換することで活動の輪を広げていくこと

は、意義のあることだと考えております。

　東京等での情報交換の場を設定することについて

は、留学後、それぞれが進学や就職などにより一堂に

会することが困難であると考えております。

　県といたしましては、今後は沖縄県国際交流・人材

育成財団と連携を図りながら、留学後のネットワーク

づくり等について検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県費留学生につい

て、留学生受入事業の予算と留学生人数についてお答

えします。

　沖縄県海外留学生受入事業の平成21年度の予算は

2530万9000円で、今年度の留学生12名を合わせ、これ

まで南米を初め中北米、アジア諸国等14カ国１地域か

ら554名を受け入れております。

　同じく留学後の県のフォローについてとの御質問に

お答えします。

　留学生は帰国後、特に南米地域においては留学生会

に属し、各国県人会等の活動に積極的に参加してお

り、沖縄と各国のかけ橋として重要な役割を果たして

おります。

　県では、平成16年度に県人会等を通じて留学生の現

況調査を行いました。その結果、留学中に学んだこと

が仕事に役立っていると回答した割合が66％を占め、

留学後、各国の地域社会において弁護士や日本語教師

等として活躍しております。そのほかには留学中にで

きた友人・先生方との交流を続けていると答えた割合

は82％、帰国後の県人会活動への参加率も70％となっ

ております。

　また、平成20年度のブラジル・アルゼンチン移住

100周年の折にも、留学生ＯＢとの意見交換会を実施

したところであります。

　同じく留学生の懇親会の開催について。

　留学生の出身国は、14カ国１地域にまたがってお

り、一堂に会することは厳しいと思われますが、県と

しましては、インターネット等を通じた交流を促進す

るための環境整備等に努めてまいりたいと考えており



－ 303 －

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路行政について

の、東風平豊見城線の整備スケジュールについてお答

えいたします。

　東風平豊見城線は、八重瀬町友寄から豊見城市豊崎

に至る約9.1キロメートルの一般県道で、現在、豊見

城市上田交差点から豊崎地先までの約4.7キロメート

ル区間において、平成10年度から整備を推進している

ところであります。

　上田交差点から八重瀬町までの区間については、現

在事業中の区間の進瀧状況や今後の交通量及び地域開

発の動向等を踏まえて検討していきたいと考えており

ます。

　続きまして、同じく道路行政についての豊見城中央

線の上田交差点までの事業スケジュールについてお答

えいたします。

　豊見城中央線の高安入り口付近から上田交差点まで

の約660メートルについては、当初、豊見城市の中心

市街地土地区画整理事業で整備する予定となっており

ましたが、事業費の増大や地権者との合意形成が困難

との理由で事業の中止が市の公共事業評価監視委員会

において了承されております。

　県としては、豊見城市が進めている区画整理事業の

中止に伴う法的手続や代替整備案との整合を図りなが

ら、現在実施中の街路事業の進瀧状況を勘案し、早期

の事業化に向け取り組んでいく考えであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　まず、通行・駐車禁止

除外指定車についてお答えいたします。

　通行・駐車禁止除外の指定は、道路交通法に基づき

都道府県公安委員会が行う交通規制の一つで、本県で

も県公安委員会規則に定めております。

　平成18年に駐車秩序が社会問題となったことから、

その確立を図るため道路交通法が改正施行され、これ

を受けて全国的に公安委員会規則を見直したものであ

あります。

　見直しに当たっては、駐車禁止等の規制から除外す

ることは、交通の危険や渋滞を惹起するおそれが高

く、国民生活に影響を及ぼすものであることにかんが

み、その対象となる車両は限定的な範囲とせざるを得

ないことから、全国的にその基準を緊急自動車等公共

性が極めて高く、緊急に広域かつ不特定な場所に対応

することが必要な用務、または身体障害などで歩行が

困難な方、またはその輸送用務に使用する車両とし、

当県においても電気、水道、ガスなどの日常生活に不

可欠かつ緊急に対処しなければならない修復工事車両

などを規制の除外対象とした内容の公安委員会規則改

正を行い、平成19年10月19日に施行したものでありま

す。

　次に、今まで許可されていた業種に対する告知が

あったのかについては、対象外となった方々に対する

個別の告知は行っておりません。

　しかし、規則の改正を広く県民に知っていただくた

めに、県広報や県警察のホームページ、各警察署の窓

口などを通じて周知を図ったところであります。

　次に、追加業種の余地はあるのかとの御質問につき

ましては、社会情勢の変化などにより新たに通行・駐

車禁止除外指定の必要性を検討すべき業種が出た場合

には、同業種が指定基準に該当するか否かを個別に検

討し判断することになります。

　次に、申請先についてでありますが、各警察署また

は警察本部交通部交通規制課を経由して申請すること

となります。

　次に、沖縄県公安委員会から認定を受けている自動

車運転代行業者数と実際に稼働している業者数につい

て一括してお答えいたします。

　「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」

に基づき、沖縄県公安委員会から認定を受けている自

動車運転代行業者数は、本年４月末現在で482業者、

1358台であります。

　認定を受けている業者が実際に稼働しているかどう

かについては把握しておりません。

　次に、オートバイ代行業務についてどのような見解

を持っているかについてお答えいたします。

　通称オートバイ代行は、客の依頼で有償により貨物

用軽トラック等の荷台にバイクを積み込み、客を助手

席に乗せて自宅まで送り届ける行為であります。

　こうした行為は、「自動車運転代行業の業務の適正

化に関する法律」に定める営業の用に供する自動車を

随伴させていないことから、自動車運転代行業とはい

えず、これを有償で行えばいわゆる「白タク行為」と

なり、道路運送法第４条第１項違反となります。

　県警察といたしましては、このような形態でバイク

代行を営んでいる業者がいれば、法に基づき厳正に対

処していくこととなります。

　次に、運転代行業務についての意見交換や指導を

行っているのか、運転代行業協会の設立についての見
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解について一括してお答えいたします。

　運転代行業は、飲酒運転防止対策の一翼を担ってい

ることから、その社会的役割は重要であると認識して

おり、県警察ではこれまでも代行業者のモータープー

ルの設置支援や居酒屋等における運転代行の利用促進

など関係機関に働きかけてきたところであります。

　また、運転代行業適正化協議会や関係官庁などの各

種会議に出席し、運転代行業務の適正な運営の確保や

業界の活性化等について意見を交換するとともに、

「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に

基づき代行業務を適切に運営しているか報告を求めて

いるほか、立入検査を行うなど指導助言しているとこ

ろであります。

　なお、運転代行の適正な運営等を確保するために指

導取り締まりも行っており、これまで運転代行業者の

無認定営業や無免許運転で19件検挙しております。

　次に、代行協会の設立についてでありますが、平成

15年に自動車運転代行業の発展向上と適正な運営を確

保することを目的に、「沖縄県運転代行業適正化協議

会」が設立されており、同協議会に対しては、交通事

故防止に向けた意見交換を行うなど支援をしておりま

す。

　今後とも内閣府沖縄総合事務局陸運事務所、沖縄労

働局労働基準監督署の関係監督官庁と連携して、業界

のさらなる健全化と活性化を図っていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

　　　〔島袋　大君登壇〕

○島袋　　大君　それでは再質問します。

　順に行きます。

　１番目、発達障害児支援についてであります。

　茨番目の内容では予算は含まれていないと言ってい

ますけれども、何でですか。答弁の方、またお願いし

たいと思っております。

　芋番目は、先進地の方に視察に行っていただいたと

いうことで大変ありがとうございます。しっかりとま

た各職員の皆さんと議論をして、整備検討委員会でも

しっかりと諮って議論していただきたいなというふう

に思っております。

　鰯番目です。

　整備計画委員会を立ち上げていろいろやっていると

思っております。このホームページを開いたら、障害

者支援体制整備委員会の委員８名の皆さんでいろいろ

議論をされていると思っております。その中で、発達

障害児支援体制整備計画案を議論をして、福祉保健部

長を中心に音頭を取ってやっていると思っておりま

す。

　議事録もしっかりとホームページを開いたら、その

整備検討委員会の議事録がきちんとしっかりと載って

おります。これだけやはり沖縄県全体で問題になって

いるところを速やかにそういう形で検討委員会に諮っ

ていただいて、議事録までしっかりとホームページに

載せていただいているのは、非常に県民の皆さん方に

は御理解を得てもらえると思っております。

　非常にいいことであります。しかし、僕の方からま

た１点だけ要望というか、その辺を議論をしてほしい

んですけれども、８名の委員がいます。しかし、この

委員の要請の中に、第４条で委員会の委員15名以内

で、次の各項に上げるもので構成するということで、

福祉保健部長が認める者を選べるというふうになって

おります。この８名の皆さんが議論をしている議事録

も見ましたけれども、懸命に頑張っていると思ってお

ります。しかし、その中で今市町村と連携しなくちゃ

いけません。市町村といろんな議論をしてやっていか

なくちゃいけないこの計画でありますから、父母の皆

さんも、各種団体父母の皆さんがあるんですよね、父

母会が。その父母会の皆さんの１団体の代表者を今入

れておりますよ。その１団体の代表者の方々が残りの

この父母会の皆さんの代表として入っているわけであ

りますよね。その皆さんがもっと意見を深くまとまっ

て代表で出ているんだったらいいんですけれども、中

にはそうなっているかなというふうに疑問視する議事

録も書かれておりました。ですから、幅広い意味で見

るためにも、この父母の皆さんの意見も統一、意見を

まとめるためにも何名か入れていただければ幸いじゃ

ないかなと思っております。

　また、学識経験者とか保健師の皆さんも入っており

ますけれども、実際に発達障害に関して非常にプロと

言ったら言葉は悪いですけれども、いろんな面で適し

ている人材の方々も数多く民間の病院でやっている

方々もいると思いますから、そういう方々も中に入れ

て、中身を見たらやはり県は早目に動かそうという気

持ちはわかりますけれども、早目に動かして後がつい

てこなくちゃ大変なことになりますんで、しっかりと

その分時間をかけるのは時間をかけてもいいと思いま

すから、すばらしい計画にするためにもそういうこと

も取り入れてやった方がいいんじゃないかなと思って

おりますので、その辺の答弁も福祉保健部長の方から

また御見解の方よろしくお願いします。

　次、観光であります。

　非常にですね、知事、頑張ってください。しかし、
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知事が長澤まさみと見たことのないような笑顔でテレ

ビに映っているのを見て、僕もいいなというふうに

思ったんですけれども、やはり91名の方々が「美ら島

沖縄大使」に認定されております。ですから、この広

報活動のＰＲをするんであれば、全員91名がかりゆし

ウエアをつけて、沖縄のかりゆしウエアをつけようぜ

とか、沖縄の特産物を食べましょうとか、そういう広

報活動にして全国にばらまくとか、いろんなところに

旅行会社を中心に張るとかですね。91名いるんだけれ

ども、どういう活用をされているとか我々県民にはま

だまだ把握されていない面がありますから、そういっ

たもろもろもできるんであれば、臨機応変にやってほ

しいなと思っていますけれどもよろしくお願いしま

す。

　次、県費留学生についてでありますけれども、先ほ

ど答弁聞きました。受け入れ体制も高校生あるいは外

国人の方々も留学している点も聞きました。しかし、

僕が気になっているのは、この県費事業に関しまして

は知事、私がなぜこのようなことを聞くかと言います

と、当事業は理念的にも大変すばらしい事業でありま

すし、そこでもう一つ加えてほしいのは、この高校生

が留学して１年間海外に行ったんですよ。結果という

のは、自分の母校に行って公表すればいいわけです

よ、自分の体験談を。大学生でもそうですよ。一般で

もそうです。自分の母校に行って、この１年間体験し

たことを言えばいいんですよ。それだけ子供たちに対

する夢と希望を与えるためには、そういう活動をして

ほしい。

　あと外国人が留学する場合、今県の方で把握してい

ない面もあると思いますけれども、東京の海外の大使

館の職員になった人がいるんですよ。この非常に厳し

いときに、外国の方々が沖縄県にお世話になったと。

この１年間のおかげで私はこういう地位まで来ました

よと。私が何かできることはありませんかねと、私が

沖縄に対する恩返しはできませんかねというのが多い

んですよね。これがまさしく知事が政策で訴えている

人間力ですよ。この人材育成するために非常に必要な

ことだと思っておりますから、それをまた東京の方で

一堂に集まってやることはできないかというふうに私

はちょっと提案しておりますけれども、その辺の検討

もお願いしたいと思っております。

　道路行政についてであります。

　東風平豊見城線については、平成24年度に南斎場が

完成する予定なんですよ、豊見城市に。ですから、道

路交通渋滞とか、部長、把握しながらといいますけれ

ども、どう見てもあそこ完成したら道路渋滞しますの

で、しっかりとその検討もまたお願いしたいなと思っ

ております。

　あと豊見城県道11号線でありますけれども、この路

線の地域は、平成２年に都市計画決定され、その間地

権者は19年もの間、土地利用の制限を受け、家を建て

たくてもできないため、とりあえず補修で対応してい

るという状況なんですよ。築40年以上の建物は多額の

費用がかかるため、経済的損失や精神的なダメージが

大きくなっております。

　そういう意味でも豊見城市の区画整理事業が中止に

なった際には、翌年度には事業認可取得に向けて取り

組むべきだと思いますが、見解の方お願いします。

　次、警察行政であります。

　本部長、駐車禁止除外指定車についてであります

が、これ要請が来たのは、業者は葬儀屋さんです。葬

儀業者というのは、今まで各警察本部で認可取れたん

ですよ。駐車禁止とか駐停車禁止ですね。今、各所轄

の管轄でそういった形で許可を取るんですよ。沖縄県

というのは、島上、だれかが亡くなったら我々エーカ

ヌチャーだから、我々葬儀社使いなさいとか葬儀会社

を使いなさいとか、本部で亡くなった方でも那覇の業

者が行く場合があるんですよ。そのために本部署まで

取りに行かないといけないんですよね。

　ですから、葬儀屋さんの方々が言っているのは、今

まで沖縄県の県警本部の中でしっかりと取れたもの

を、先ほど本部長も業種によっては検討する余地があ

るかもしれないと言っておりましたから、その辺は沖

縄特有の事情があります。そういう葬儀会社の皆さん

方は、今までと違ったような状況で所轄の地域で取り

入ってる状態でありますから、今までどおり県警本部

が中心となってそれを取れるようなシステムでできな

いか。すぐの答弁では難しいと思いますから、しっか

りとまた持ち帰ってやっていただきたいなと思ってお

ります。答弁もお願いします。

　続いて、代行の件であります。

　代行は、知事、観光客1000万人を目指しておりま

す。この運転代行というのが大変問題になっているん

ですよ。バイク代行、これは違反ですよ。バイク代

行、違反。バイク代行は違反ですよね。バイク代行、

あるいはレンタカーが年間これだけ来ている中で、沖

縄の那覇市内で飲んで、ホテルに帰るときはレンタ

カー業会の皆さんも運転代行使っております。居酒屋

さんも運転代行使ってくださいと言っております。無

許可の運転代行が多いんですよ。１つだけ任意保険と

対物対人取って１台だけ、残りの４台は取っていない

状況なんですよね。これがまさしく今沖縄の現状なん
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ですよ。それをしっかりと観光立県沖縄という中で、

運転代行もしっかりと踏まえて、運転代行の協会をつ

くるべきだと私は思っております。そうすることに

よって、問題も軽減してくると思っております。

　ですから、これがしっかりと運転代行とタクシー業

界とレンタカー業界がしっかりとなっていけば、沖縄

県のリピーターが70％さっきいると言っていましたか

ら、一度来た沖縄で問題が起きたら二度と来ません

よ。それをしっかりと行政としても協会を立ち上げる

というような気持ちがあると、音頭を取ってほしいと

いうふうな形でありますので、また答弁の方もお願い

したいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの島袋大君の再質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後に

回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後６時９分休憩

　　　午後６時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の島袋大君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　発達障害について

の再質問にお答えいたします。

　今回の予算の中で、発達障害へ使えないかという御

質問ですけれども、今回は基金への積立金の積み増し

のための経費でございますので、その歳出のための予

算ではございません。

　ただ、この積立金、基金の使途といたしましては、

福祉介護人材の処遇改善と、それから事業所の新体系

移行の促進のための経費、それと人材育成事業に使え

る経費ということで使途が限られております。その中

で、新体系移行に向けた支援の中で、例えば発達障害

者を対象とした障害福祉サービス事業所を設置する場

合等については、サービスに必要な改修・増築等、基

盤整備に資するための補助が可能であると考えており

ます。

　また、人材育成事業につきましては、現在、助成の

対象が限られていることから、今後助成対象の拡大に

ついて国に要請していきたいと考えております。

　次に、体制整備委員会の委員の増員についての質問

にお答えいたします。

　当該計画を推進していく中で、増員については検討

してまいりたいと考えます。

　なお、計画案の策定に当たっては、市町村の意見も

聞いており、また、「親の会」の皆様とは現在、意見

交換を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　再質問にお答えしま

す。

　外国人留学生が東京に一堂に会することについての

再質問についてお答えします。

　留学生自体が世界14カ国１地域にまたがっているた

め、やはり一堂に会することは難しいと思われます

が、県としては、インターネットのメーリングリスト

などの整備でコミュニケーションがとれるような環境

をつくって対応していきたいと考えております。

　次に、「美ら島沖縄大使」についての御質問です

が、現在91名の「美ら島沖縄大使」、経済、文化、芸

能などさまざまな分野の人が認証されております。

　「美ら島沖縄大使」の広報活動等については、議員

の御提案も含めて検討し、沖縄のさらなるＰＲに努め

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路行政の東風平豊

見城線の再質問についてお答えいたします。

　先ほど申しましたとおり、東風平豊見城線、今、上

田交差点から豊崎まで事業中でございまして、そこの

方をまずは加速をしていきたいと思っています。

　それから南斎場ですか、そこへのアクセス道路とし

て市道の饒波川線もございます。そういったこともあ

る関係から、この東風平豊見城線の起点であります八

重瀬町とも関係ございますので、今後は豊見城市、そ

れから八重瀬町と調整をしながら事業化に向けて検討

していきたいと考えております。

　それから、次の豊見城中央線でございますが、上田

交差点の慢性的な交通渋滞は承知しております。この

交通渋滞を解消する――路線全体もそうなんですけれ

ども――一番やっぱり交差点の改良が優先的に行われ

るべきだというふうに認識しております。

　したがいまして、豊見城の中心市街地の区画整理事

業の中止が決まったわけでございますが、あと手続と

して都市計画の変更、それから区画整理事業の変更等

がございますので、それらの手続が済み次第、早期に

整備を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　２点ありまして、１点

目が葬儀葬祭業者の件であります。

　これは、物を運ぶということという形というのは嫌

な言い方なんですけれども、遺体搬送業と呼んでおり

ます。あくまでもそういった仕分けなんですけれど

も、制度の建前から申し上げますと、やはり先ほどの

基準、全国的に統一的な基準ですが、公共性が極めて

高く、緊急に広域かつ不特定な場所に対応することが

必要な用務というその基準からすると、やはりどうし

てもこの葬儀葬祭業者に関しましては、該当はしない

というふうに判断せざるを得ないんですが、先ほど、

さすがに沖縄の細長いつき合いがありまして、那覇市

内から本部の署長のところに許可を取りにいくのかと

いう、確かにごもっともな御指摘でありますので、そ

こで建前とそういった現実に申請される方の便宜の問

題、うまくかみ合った方法があるんじゃないかと思い

ますので、そこは研究させてください。若干時間をい

ただきたいと思います。

　２点目は、業者さんの団体をつくったらどうかとい

う話でありまして、これは代行業者の団体ですけれど

も、実は、警察という立場から申し上げますと、代行

業者との関係では規制をする立場です。違反があれば

取り締まる立場です。場合によっては逮捕もします。

刑務所にも送るように手続します。そういう立場の人

間が、ちょっと確かにそういう積極行政というのは大

変おもしろい分野ではあるんですけれども、はっきり

言って分を過ぎているというような感じがいたしま

す。

　でありますから、そういった議員の御提言があった

ことについては、まさにそういった規制の関係でつく

られております、先ほど申し上げました運転代行業務

適正化協議会、この場でこういった御意見、御提案が

あったことは私どもの方から御紹介するといったこと

で、私どもとしては精いっぱいの努力かなと思います

ので、よろしくお願いいたします。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

　　　〔辻野ヒロ子さん登壇〕

○辻野　ヒロ子さん　こんばんは。

　きょうの質問者のしんがりです。大変お疲れでしょ

うけれども、最後までおつき合いのほど、よろしくお

願いいたします。

　本定例会は、県議会100周年に当たり、初日は次代

を担う県立芸大の皆さんの琉球古典音楽の大合奏によ

り花を添えていただき、すばらしい幕あけでした。

　また、このような節目にこの議場で皆様と一緒に一

議席を担っていることを大変うれしく思い、そしてま

た、これまで100年間もかかわってきた多くの皆さん

の御尽力に感謝をしながら感無量でございました。

　それから本議会は、人事異動で金武教育長、それか

ら黒木県警本部長、そして新部局長の皆様の決意表明

もあり、大変心強く思っております。どうぞ、知事、

三役をしっかりと支えていただき、すばらしい県政運

営をよろしくお願いしたいと思います。

　それでは、所感を述べながら一般質問を行います。

　１、まず、環境行政について。

　1998年から毎年、先島で海岸の漂着ごみの調査を続

けておられる山口晴幸防衛大教授が、このほど、こと

しまでの12年間で漂着ごみの量が約６倍にふえている

ことを示す報告がまとめられました。また、漂着ごみ

のうち外国製ごみの漂着度合いは約4.2倍増加してお

り、とりわけ中国製ごみが10.3倍の急増ぶりを示して

います。その多くのごみは中国、韓国などから来ると

いうことは、この問題は沖縄県のみで解決できるもの

ではなく、また、我が国のみでも解決は不可能である

と考えます。

　このような中、国においては、本国会で緊急の景気

対策や雇用対策の中で環境政策として「地域グリーン

ニューディール基金」を創出し、漂着ごみなどの対策

も講じられているようです。

　そこで、この基金において漂着ごみに関する取り組

みがどうなっているのか、次のことについて伺いま

す。

　茨、海岸漂着ごみ対策について。

　ア、本県の漂着ごみの現状と八重山圏域の現状はど

うなっているのか伺います。

　イ、環境政策として「地域グリーンニューディール

基金」を創出し、漂着ごみに関しどのような対策が講

じられるのか伺います。

　ウ、漂着ごみは、本県のみで解決できるものではあ

りません。国がどのように対応しているのか、また、

県としてどのように考えているのか伺います。

　芋、次に、オニヒトデの駆除に対しては、ダイビン

グ事業者の皆さんに絶大なる協力をいただいており、

これからオニヒトデの産卵時期に入るので早急に駆除

しないといけないとのことですが、今回のオニヒトデ

緊急駆除事業については時宜にかなった対策だと思い

ます。

　ア、そこで、八重山、宮古、本島周辺海域における

オニヒトデの駆除状況と支援について伺います。
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　鰯、次に、地球温暖化対策について。

　緊急に対策をとらないと豪雨増加による洪水や台風

の強大化による高潮の被害、熱中症による死者増など

によって、今世紀末の日本の被害額の増加が最大で年

計約17兆円になるとの予測結果を環境省が５月29日に

発表しています。八重山の石西礁湖のサンゴ白化な

ど、地球温暖化の影響は沖縄にも深刻な影響を及ぼし

ています。県民の生活の周辺から温室効果ガス削減を

心がけなければいけないと考えます。

　そこで、次の件について伺います。

　ア、2020年までの日本の温室効果ガス排出削減中期

目標「2005年比・15％減」が示されました。本県とし

て、目標に向けどのような取り組みが求められるのか

伺います。

　イ、本県と県内市町村における地球温暖化防止実行

計画の策定状況と削減目標に向けた取り組みについて

伺います。

　ウ、温室効果ガス排出量の削減について、家庭から

排出されるＣＯ２を削減すれば相当緩和されると言わ

れますが、県の対策はどうなっているのか伺います。

　２、観光行政について。

　新型インフルエンザ流行で修学旅行を中止するなど

の影響もあり、本県の観光客も急減してしまいまし

た。県外での誘客催事も積極的に進めなければならな

いと考えます。

　茨、そこで、今回の沖縄観光特別対策事業につい

て、具体的にどのように進めていくのか伺います。

　芋、また、県が離島地域の活性化を目的に内閣府と

連携して導入した離島地域広域推進モデル事業につい

て、八重山地域を国際観光拠点づくりとして事業展開

するようですが、どのような取り組みをしていくのか

伺います。

　３、農林水産行政について。

　茨、石垣港区域におけるヨットハーバーの整備につ

いて。

　石垣港は日本最南端の港湾であり、東南アジア方面

から初めに、または最後に立ち寄る港であり、県内外

はもちろんのこと、いろいろな国のヨットが多数寄港

し、地元の皆さんとの交流を深めております。

　石垣島を中心とした八重山諸島海域は、サンゴ礁の

美しさ、島々に残る文化、伝統芸能、自然は、ヨット

マンあこがれの南海のクルージングスポットなので

す。食料、燃料、飲料水等の補給が可能で、空港があ

り、コンタクトに便利な絶好の位置にあり、今後も石

垣島に来訪するヨットは確実に増加するものと考えら

れます。

　また、八重山ヨット倶楽部の所有艇は16艇あり、県

内外、海外から石垣島へ訪れるヨットの支援、交流、

海の日の体験セーリング、ジュニアヨット教室、ま

た、隔年ごとに開催する石垣―台湾間のヨットレース

などの活動を行っており、ことしも５月４日に第７回

大会が盛会裏に終了し10年目の節目を迎えました。

　しかしながら、いまだに石垣港におけるヨットの安

全な係留場所がなく活動に支障を来しており、観光・

リゾート地として石垣島観光の大きなダメージになっ

ています。知事の公約にも、「景観や自然環境に配慮

したヨットハーバー機能を本島と各離島に整備しま

す。」とあり、先日、知事が八重山来島の際、直接要

請を受けておられますので、ぜひ知事の答弁を求めた

いと思います。

　そこで、石垣港の再編で農林水産部所管の計画の中

で、ヨットを安全に係留できる施設の整備について伺

います。

　ア、石垣港区域の遊漁船の実態と係留施設の状況に

ついて伺います。

　イ、漁港区域（県の遊休海面）にフィッシャリーナ

の整備計画について伺います。

　次に、与那国町には簡易濁畜場があり、「と畜場法

施行令」第３条２項における県知事の許可を受けて濁

畜を行っておりましたが、ＢＳＥを契機に全国一律基

準により島内での濁畜ができなくなり大変支障を来し

ております。現在は石垣島へ搬送し、１頭につき約７

万円の経費がかかります。

　牛肉を使った食は島の文化の一つであり、祝い事や

法事、町の行事には欠かせない地域コミュニティーを

形成する上でも、食の安全面から考えても島内での濁

畜が望ましいのです。

　芋、そこで、与那国町濁畜場が再開できるよう県の

支援について伺います。

　４、離島振興について。

　「離島力おきなわ」、「離島・過疎地域の振興で世

界に誇れるユニバーサルサービスをめざします。」と

の知事公約どおり、熱い思いを寄せていただき、各離

島を回り諸問題解決のために御奮闘しておられること

に心強く思います。どうぞ今後とも、離島振興なくし

て沖縄県の発展はないという思いで御支援をよろしく

お願いいたします。

　離島・過疎地域の活性化のためには、基盤整備が必

要であり、人、物、情報などの交流を活発にすること

が離島振興につながっていくものと考えます。そのた

めにも、特に航路補助を強化し交通アクセス網の維持

確保が必要であります。
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　そこで伺います。

　茨、経済対策関連の「交通・離島対策」事業の中

で、離島航路対策で、燃料費高騰分に伴う補助対象航

路事業者への欠損額に対する補助は必要だと考える

が、県の計画を伺います。

　芋、離島航空路線対策として、燃料分も補助対象と

する運航費制度の見直しについて伺います。

　鰯、次に、竹富町新エネルギー施策の推進につい

て。

　竹富町は、東洋のガラパゴスと評される豊かな自然

環境を有し、県内初の国立公園に指定された地域で

す。このかけがえのない豊かな自然環境を守り育て、

次世代へ引き継いでいくため、平成14年度に策定した

「ゼロエミッションアイランドぱいぬ島竹富町（地域

エネルギービジョン）」により、各種の環境保全施策

を積極的に推進しております。

　今後も引き続きこれらの環境問題に対処するため、

自然エネルギーである太陽光・水力・風力発電整備等

の推進を初め、環境に優しいクリーンエネルギーを活

用したまちづくりを目指しております。

　竹富町７つの有人島が島々の特性を生かし、地域の

合意や法的規則、環境への影響等も配慮しながら、需

要と供給が結びついた小規模・分散型のエネルギーの

モデル地域として各種エネルギーの包括的な実証実験

場としての発展が図られるものと思慮します。ぜひ、

竹富町新エネルギー施策の推進に県の強力な御支援を

お願いし、次の件について伺います。

　ア、波照間島における新エネルギー事業導入計画支

援と高率補助について伺います。

　イ、各離島の風力・太陽光・波力・クリーンエネル

ギーの導入支援について伺います。

　ウ、公共施設等の新エネルギー導入支援について伺

います。

　今回の経済対策関連事業として「安全・安心確保

等」部門で、「電線類地中化事業」の離島地域におけ

る電線類地中化を推進するための予算化を高く評価い

たします。先島地区は、毎年のようにやってくる台風

対策のために早目に推進していただくことを強く要望

します。

　允、そこで、離島における電線類地中化の進瀧状況

と今後の取り組みについて、特に台風襲来が多い八重

山地域について伺います。

　次に、与那国町の妊婦健診について伺います。

　与那国町は、県立八重山病院の産婦人科医師により

出張妊婦健診を行っており、年間約70名の方が受診し

ております。しかし、ことし１月以降は八重山病院の

産婦人科医師不足のため実施しておりません。先日、

与那国で妊婦の皆さんから切実な訴えがありました。

与那国としては、できれば産婦人科医師の派遣を希望

しており、いま一度見直していただきたいと思いま

す。妊婦の離島であるハンディと不安を解消し、安心

して子供を産み育てることができるよう、一日も早い

対応をお願いします。島嶼県沖縄における堅実な地域

医療確保は不可欠であり、ぜひ地域に根差した医療体

制の構築をよろしくお願い申し上げ、次の件について

お伺いします。

　印、与那国の県立八重山病院産婦人科医師不足によ

る妊婦健診中止についての実態と今後の見通しについ

て伺います。

　５、教育行政について。

　去る４月15日に台湾を訪問した石垣市、竹富町、与

那国町の３首長と台湾花蓮市長は、台湾東部地域との

直行交通ルートの定期化の実現を目指すことを盛り込

んだ「国際交流推進共同宣言」に調印し、観光や教

育、文化、経済産業の交流を推進していくことになり

ました。

　その手始めに、修学旅行やスポーツの交流、産業視

察のツアーなどの実施に努めることとなり、その中で

も、早速５月20日付で県教育長あてに八重山市町会と

花蓮市長の連名で修学旅行の要請を行っております。

この件につきましては、平成13年６月にも石垣市教育

委員会から当時の津嘉山教育長へ要請した経緯もあ

り、長年の夢でもあります。八重山地域の中学生の修

学旅行地を、国際社会に生きる人材育成と国際理解を

図る視点から、ぜひ特段の御配慮を賜りたいと存じま

す。

　それでは、次の件についてお伺いします。

　茨、修学旅行地の見直しについて。

　ア、中学生の修学旅行地の九州から台湾への見直し

について見解を伺います。

　イ、県教育委員会の規定における修学旅行に対する

国庫補助（高度僻地修学旅行費）基準の対象にできな

いのか伺います。

　芋、次に、サッカースタジアムの早期建設につい

て。

　先日、サッカーの日本代表が2010年に南アフリカで

開催されるワールドカップの出場権を獲得し、日本

じゅうが大いに沸き返りました。

　今やサッカーは野球と肩を並べるほどの人気スポー

ツに成長しており、県内でも小・中・高校生から社会

人、そして女子やシニアの年代と多くの県民がサッ

カーを楽しんでおり、その競技人口は１万5000人を超
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え、ビーチサッカーやフットサルなど、今後ますます

競技人口はふえる傾向にあると考えます。

　現在、プロ野球の公式戦ができる野球場を那覇市奥

武山に建設中で、県民の大きな期待が寄せられていま

す。ぜひ次にサッカー専用スタジアムを整備すること

により、Ｊリーグ等のプロの公式試合を沖縄に誘致す

ることが可能となり、また、Ｊリーグのチームや日本

代表、各国の代表チームなどが沖縄で合宿すれば観光

客誘致にも期待でき、県のスポーツ振興や観光・リ

ゾート産業の振興に大いに貢献できるばかりか、沖縄

の子供たちに大きな夢と希望を与えるものだと確信い

たします。この件につきましては、以前にも質問いた

しましたが、その後の進瀧状況についてお伺いしま

す。

　ア、県は、サッカー競技場整備に関する調査検討連

絡会議を３回も開催し、報告書もでき上がっているよ

うですが、その結果を踏まえサッカースタジアム建設

に向けて今後どのように進めていくのか伺います。

　イ、県サッカー協会が経済効果や維持管理等を含

め、奥武山陸上競技場跡に「おうのやまの杜サッカー

スタジアム整備計画」を陳情していますが、そのこと

について県はどのように考えているのか伺います。

　ウ、本県は、平成24年には復帰40周年を迎えます。

その記念事業としてサッカースタジアム建設を推し進

めるのはどうでしょうか、知事の見解を伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　辻野ヒロ子議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、環境行政に係る御質問で、「地域グ

リーンニューディール基金」によります漂着ごみ対策

についてという御質問にお答えいたします。

　「地域グリーンニューディール基金」は、漂流・漂

着ごみの回収・処理や発生源対策等に係る事業も対象

として含まれております。

　県としましては、同基金を活用し漂着ごみを回収・

処理できるよう、市町村等と調整しながら事業を推進

してまいりたいと考えているところでございます。

　同じく環境行政に係る御質問で、中期目標に向けた

県の取り組みいかんという御質問にお答えいたしま

す。

　国においては、ことしの６月に地球温暖化対策にお

ける日本の2020年の温室効果ガスの削減量、いわゆる

中期目標として、2005年比15％削減を発表いたしてお

ります。沖縄県では、今年度から現行計画を見直し、

新たに「沖縄県地球温暖化対策実行計画（仮称）」を

平成22年度に策定することにしております。

　新たな計画の策定に当たりましては、環境省から６

月中旬に示されました策定マニュアルに沿って削減目

標を設定いたしますとともに、太陽光発電などのエネ

ルギー政策などと連携を図りつつ、沖縄県の地域特性

に配慮しました対策の充実強化を図っていきたいと考

えております。

　次に、農林水産行政の中で、石垣漁港のフィッシャ

リーナの整備計画の内容についての御質問にお答えい

たします。

　石垣漁港のフィッシャリーナの整備計画の内容につ

きましては、漁村再生交付金事業により76隻の収容が

可能な施設整備を計画いたしております。総事業費は

６億7000万円で、事業工期は平成21年度に着手をし、

平成24年度での完成を予定いたしているところでござ

います。

　次に、離島振興の中で、八重山地域の電線類地中化

の今後の取り組みについてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　八重山地域におきましては、近年、大型台風の直撃

により電柱の倒壊があり、緊急輸送道路の確保や電力

の安定供給の観点から、電線類地中化が強く求められ

ております。

　八重山地域では、これまで国道390号、県道白浜南

風見線、そして町道大枡線で約2.8キロメートルの地

中化を実施いたしております。

　今回の緊急経済対策補正予算案におきましても、八

重山地域に約６億円を計上し、国道390号の約1.2キロ

メートルを整備する予定でございます。また、平成21

年度からスタートいたします新たな無電柱化計画にお

きましても、八重山地域の電線類地中化を推進してい

きたいと考えているところでございます。

　次に、教育行政に係る御質問の中で、サッカースタ

ジアム建設についての御質問にお答えいたしたいと思

います。

　サッカースタジアム建設につきましては、先般、教

育委員会から先進地の調査結果等を取りまとめた報告

書の説明を受けたところでございます。同報告書によ

りますと、建設のためにはさまざまな課題がまだ残っ

ております。引き続きもう少し詳しい調査研究を行う

必要があると考えているところでございます。これは

また、私の公約でもありまして、何とか実現に向けて

頑張ってみたいとも考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。
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○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政についての

御質問にお答えいたします。

　まず、漂着ごみの現状についてお答えいたします。

　沖縄県における漂着ごみは、内閣府や環境省により

ごみの種類や数量などが調査されており、漁業用の浮

きやペットボトル等のプラスチック類が圧倒的に多い

ことや、海外由来のごみが多いことが確認されており

ます。

　また、八重山圏域については、環境省が平成19年度

から20年度にかけて実施した「漂流・漂着ゴミ国内削

減方策モデル事業」において、石垣島及び西表島の一

部海岸を調査しており、他の離島と同様にプラスチッ

ク類が多いことや、中国や韓国などの近隣諸国から排

出されたごみが冬場に多く漂着していることが確認さ

れております。

　次に、漂着ごみに係る国の対策と県の考えについて

お答えいたします。

　国におきましては、市町村が行う漂着ごみの回収・

処理に対する補助制度に加え、特に漂着量の多い海岸

などでは「漂流・漂着ゴミ国内削減方策モデル事業」

等を実施し、漂着状況の調査や処理方策の検討を行っ

ております。

　漂着ごみ対策については、近隣諸国への対応を含め

て国が責任を持って取り組むべき課題であり、県とし

ましては、引き続き九州地方知事会等を通して、国に

対して財政措置の拡充などを要望してまいりたいと考

えております。

　次に、オニヒトデの駆除事業と支援についてお答え

いたします。

　オニヒトデの大量発生している八重山地域において

は、漁業関係者やダイビング関係者等のボランティア

による駆除活動及び環境省のグリーンワーカー事業に

よる石西礁湖内の駆除事業が行われている状況にあり

ます。

　また、オニヒトデの大量発生の兆候が見られる宮古

地域などにおいても、ボランティアによる駆除活動が

行われておりますが、ボランティアでの継続した駆除

活動が困難な状況となっております。

　このため、県としましては、観光資源、漁業資源及

び生物多様性の観点から、オニヒトデが大量発生して

いる八重山地域、大量発生の兆候が見られる宮古地域

などの重要な海域において「オニヒトデ緊急駆除事

業」を実施することといたしております。

　次に、地球温暖化防止実行計画について、県内の実

行計画の策定状況と取り組みについてお答えいたしま

す。

　地球温暖化対策推進法では、地方公共団体は、率先

してみずからの事務及び事業に関する温室効果ガスの

排出を抑制するため、「地球温暖化防止実行計画」を

策定することとなっております。

　県内では、沖縄県、那覇市、糸満市など９団体が当

該計画を策定し、電気、燃料使用量の削減などのエコ

オフィス活動や、施設の省エネ化などの取り組みを進

めております。

　次に、家庭に対する県の対策についてお答えをいた

します。

　温室効果ガス排出量の削減につきましては、本県の

ＣＯ２排出量の約22％を家庭部門が占めていることか

ら、各家庭における取り組みが重要であります。

　県では、市民団体、事業者団体、行政等129団体で

構成する「おきなわアジェンダ21県民会議」等と連携

し、１人１日１キログラム削減のエコライフを目指

し、「県民環境フェア」等の普及啓発活動を通じて、

環境家計簿や省エネ家電、エコドライブの普及を図る

など家庭における取り組みの促進を図っているところ

でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政について、

沖縄観光特別対策事業についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄観光特別対策事業は、夏場の観光需要喚起を目

的として実施しております。

　具体的には、観光情報サイト「真南風プラス」を活

用したキャンペーンや、首都圏を中心とする観光ＰＲ

イベントの実施、新聞・ラジオ・テレビ等メディアを

活用したＰＲを実施しております。また、新規団体旅

行客への支援制度を発足させたところであります。

　海外においては、特に中国からの誘客を図るため、

富裕層会員制クラブを活用した観光セミナーなどを実

施いたしました。

　今後も引き続き航空会社、旅行社、市町村等と連携

して、観光客の増加に向けた効果的な誘客プロモー

ションを実施してまいりたいと考えております。

　次に、離島振興について、波照間島の新エネルギー

事業導入計画等についてお答えします。

　波照間島においては、「島嶼地域におけるエネル

ギー自給システム構築調査事業」により、本年度、新

たに可倒式の風力発電や既存の発電設備と連携するた
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めの系統安定化装置を設置し、自然エネルギーを導入

する予定となっております。

　当該事業は、沖縄振興特別調整費を活用したエネル

ギー自給システムのモデル事業として、国が10分の８

を負担し、残り10分の２を県と民間事業者が負担する

ものであります。

　次に、県内離島の自然エネルギーなどの導入支援に

ついての御質問にお答えします。

　離島における自然エネルギーなどの導入について

は、沖縄振興特別調整費を活用した波照間島のモデル

事業のほか、民間事業者による南大東島への可倒式風

力発電の導入事業、宮古島市や与那国町などによる離

島マイクログリッド事業への公募申請があります。

　今後は、波照間島の事業成果等を踏まえて、民間事

業者や地元自治体と連携し、国の補助事業等を活用し

て県内離島への自然エネルギーの導入を促進してまい

ります。

　同じく離島振興について、県内公共施設等への新エ

ネルギー導入支援についての御質問にお答えします。

　公共施設等への新エネルギー導入については、経済

産業省など国の補助事業として、公立学校や自治体へ

の太陽光発電、風力発電、クリーンエネルギー自動車

の導入支援等があります。沖縄県においては、これら

の補助事業等を活用して公共施設への新エネルギー導

入を促進してまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　観光行政についての御質

問の中で、離島地域広域連携推進モデル事業の取り組

みについてお答えいたします。

　県は、離島市町村が連携し課題解決に取り組むこと

により離島の活性化を図ることを目的として、平成20

年度から八重山地域及び宮古地域を対象に離島地域広

域連携推進モデル事業を実施しているところでありま

す。

　八重山地域の今後の取り組みとしては、３市町の観

光関連事業者や有識者等で構成される「戦略推進委員

会」を設置し、「目指すべき国際観光地のイメージ」

や「マーケティング戦略」などの検討を行い、「八重

山地域国際観光拠点づくり戦略」を策定することとし

ております。また「アジア市場研究会」、「欧米市場

研究会」及び「受入体制研究会」の３つの研究会を設

置し、「国際観光商品の開発」、「モニターツアーの

実施」、「受入体制改善の取組」などを行うこととし

ております。

　次に、離島振興についての御質問の中で、燃料費高

騰に伴う離島航路事業者の欠損額補助についてお答え

します。

　離島航路補助制度は、燃料費、船員費、船舶リース

料等の運航費と、旅客・貨物運賃等の収益との差額、

いわゆる欠損額を補助するものであり、原油価格高騰

により生じた欠損についても補助対象となっておりま

す。

　今後とも、離島航路の実情を踏まえて、国及び市町

村と協調し、その維持確保に努めてまいります。

　次に、離島航空路の運航費補助制度の見直しについ

てお答えします。

　県においては、６道県で構成する離島航空路問題協

議会等を通して、燃料費を補助対象とすることなど、

補助制度の見直し及び拡充を国に要望しているところ

であり、引き続き各県と連携し、その実現に向けて取

り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　農林水産行政につい

ての、石垣港の遊漁船と係留施設についてお答えいた

します。

　石垣港港湾管理者である石垣市によりますと、石垣

港浜崎地区を利用している遊漁船等の状況は、係留施

設においては収容隻数が50隻であり、待機者が23名と

のことであります。また、陸置き施設においては収容

隻数は290隻であり、待機者が17名と聞いておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、与那国町濁畜場の整備についてお答えいたしま

す。

　与那国町食肉処理場は、現在、簡易濁畜場として豚

及びヤギの濁畜が行われております。

　牛については、国内でＢＳＥが発生した平成13年９

月以降、濁畜が中止されており、再開するには新たに

ＢＳＥ対応施設として整備する必要があります。

　国等の補助事業による牛の濁畜施設の整備について

は、１日当たりの処理能力が豚換算でおおむね500頭

以上の規模であることが採択要件となっております。

　しかしながら、与那国町食肉処理場は１日当たりの

処理能力が10頭となっており、採択要件を満たしてい

ないことから、事業の導入が難しいものと考えており
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ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　離島振興についての

御質問の中の、与那国町の妊婦健診についてにお答え

します。

　八重山病院から与那国町への産科医派遣について

は、医師不足によりやむなく本年１月より中断してい

るところであります。現在、早期の再開に向けて医師

確保に努めているところでありますが、与那国町とも

協議の上、医師が確保されるまでの間、助産師を派遣

し、妊婦健診を行うこととしております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、修学旅行地の九州から台湾への見直し

についてお答えいたします。

　県内の中学校で実施される修学旅行の見学地につき

ましては、「公立小学校・中学校の修学旅行実施基

準」に基づき、原則として九州の範囲内で実施するこ

ととなっておりますが、所管の教育委員会において、

特別な事情があると認めた場合は見学地の見直しがで

きることとなっております。

　修学旅行先の選定に当たっては、特別活動の「旅

行・集団宿泊的行事」として学習指導要領に位置づけ

られていることから、そのねらいを達成するために生

徒の心身の発達に応じた日程や健康、安全を確保する

とともに、保護者の経済的な負担等を考慮する必要も

あると考えております。

　これまで九州圏外に修学旅行地を選定する場合は、

当該市町村教育委員会と調整を行ってきたところであ

りますが、今回の修学旅行地を九州から台湾へ見直し

することにつきましては、当該市町村教育委員会の意

見を十分に聞くなど調整してまいりたいと考えており

ます。

　次に、高度僻地修学旅行費補助についてお答えいた

します。

　高度僻地修学旅行費補助は、僻地における義務教育

の円滑な実施に資することを目的として、市町村が修

学旅行に要する経費の一部を負担した場合に国が補助

するものであります。

　国の補助金交付要綱では、旅行先についての制約が

ないため、台湾など海外への修学旅行であっても補助

対象となるものと考えております。

　次に、サッカースタジアム建設についてお答えいた

します。

　サッカースタジアム建設につきましては、関係部局

及び「社団法人沖縄県サッカー協会」で構成する

「サッカー競技場整備に関する調査・検討連絡会議」

において、先進地調査等についての報告書を取りまと

めたところであります。

　同報告書によりますと、建設のためには、用地の確

保や運営主体、管理運営費等多くの課題があることか

ら、引き続き調査研究していく必要があると考えてお

ります。

　次に、県サッカー協会からの陳情についてお答えい

たします。

　県サッカー協会からは奥武山陸上競技場に専用サッ

カースタジアムを建設することについての陳情があり

ます。

　奥武山陸上競技場については、県と那覇市との「奥

武山野球場の整備に係る覚書」に基づいて、将来的に

那覇市へ移管する予定となっております。したがいま

して、県サッカー協会から陳情のあった奥武山陸上競

技場跡のサッカースタジアム整備につきましては、要

望の趣旨を那覇市に伝え、話し合ってみたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

　　　〔辻野ヒロ子さん登壇〕

○辻野　ヒロ子さん　御答弁ありがとうございまし

た。

　特に、ヨットハーバー機能のフィッシャリーナ整備

については、今年度の事業採択ということで大変うれ

しく思います。ありがとうございました、知事。

　それから、二、三点質問したいんですけれども、与

那国町の濁畜場再開についてですけれども、これも現

場を視察してまいりましたけれども、これまで簡易濁

畜場として建物もまだあって、豚の濁畜はまだやって

いるんですね。そういう意味で、今休止となっている

牛の濁畜ができないということですね。それをぜひ

「と畜場法施行令」の２条の構造設備の基準を満たせ

ばできるんじゃないかということで、例えば前回の中

川議員の一般質問の中でヤギの濁畜の問題がありまし

て、当時当局の答弁では、費用対効果の問題で厳しい

と先ほどの部長の答弁のようにおっしゃっていました

けれども、それでは簡易濁殺場としての要件が満たさ

れればそれが可能だと思うんですけれども、それを満

たすにはやはり経済対策の今回のその事業をぜひ取り

入れていただいて、南部の食肉センターには57億円も
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ついていますので、そのおこぼれでもいただければと

か、また追加経済対策でもぜひお願いしたいと思いま

す。再答弁をお願いいたします。

　それからサッカースタジアムの早期建設について、

知事の公約の「スポーツの振興」の中で、「本格的な

専用サッカー競技場と練習場の整備につとめ、Ｊリー

グの誘致を目指します。」ということでありますの

で、あと３年後の平成24年の復帰40周年の記念事業と

してめどづけていただければ知事の公約も実現できる

ものと思いますけれども、再度知事の答弁を求めたい

と思います。

　それから与那国の妊婦健診についても早期の再開に

向けてと言っておりますが、助産師の派遣では厳しい

のでぜひ早目に医師の派遣をお願いしたいと思って再

度その答弁を求めたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　辻野議員の再質問にお答え

いたします。

　サッカー場につきましては、今教育長からもお話が

ありましたように、教育庁の中でこの何年か研究をし

ていただいております。

　ただ、私もこれを公約に掲げ、何とかこういう御時

世でなかなかお金の面、それから実際つくって後のメ

ンテナンスといいますか、この運用をどういうふうに

効率的にやっていくか。さらにもう一つは、こういう

教育的な施設にあわせて練習場をむしろたくさんつ

くってスポーツアイランドという形でスポーツ産業と

いう形のアプローチがいいかも含めて、おっしゃるよ

うに復帰40周年に間に合うかは別にしまして、こうい

う中で何とか実現できる方策についてもっともっと研

究して何とか芽が出るように頑張ってみたいと思いま

すので、ぜひいろんなまたお知恵をかしてください。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質問にお答えしま

す。

　与那国町食肉処理施設の整備についての御質問にお

答えします。

　与那国町食肉処理場の整備については、どのような

対応ができるか関係機関等と連携して検討してまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　与那国町の妊婦健診

についての再質問についてお答えします。

　現在、八重山病院の産婦人科医は４人しかいないた

め、どうしても与那国の妊婦健診まで手が回らない

と、５人以上いないと八重山での業務が十分できない

ということで助産師を派遣するということになったの

でありまして、八重山病院長にはできるだけ早目に産

婦人科の医師を送れるような状況にしていただきたい

と強くお願いしております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程は、これで全部終了いたしました。

　次会は、明７月１日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時30分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

當 山 眞 市

仲 宗 根　 　 　 悟

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成21年７月１日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ７ 号）
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議　　事　　日　　程　第７号

平成21年７月１日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで（質疑）

第３　陳情第114号、第121号、第125号、第136号及び第141号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案まで

甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第10号議案　専決処分の承認について

乙第11号議案　専決処分の承認について

日程第３　陳情第114号、第121号、第125号、第136号及び第141号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 7 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年７月１日（水曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第４号議案まで及

び乙第１号議案から乙第11号議案までを議題とし、質

疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　おはようございます。

　海と緑と光あふれる南城市の嶺井光です。

　きのうは、うるま市の宮森小学校への米軍ジェット

機の墜落追悼行事がありました。私は、当時小学校４

年生でした。先生から当時お話を聞いたときに、大変

な衝撃を覚えた、こういう記憶がよみがえってまいり

ました。

　今、子供あるいは孫たちが小学生の年齢になってい

くこの時期になって、再びこういう恐怖感を持たせ

ちゃいかぬなという思いをいたしました。そういう意

味では、やはり米軍基地の整理縮小にしっかり取り組

まなければならないというふうに感じたところでござ

います。

　暗い話ばかりでもなんですから、一つ明るいニュー

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

知 事 公 室 長　　上　原　良　幸　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

会 計 管 理 者　　名渡山　　　司　君

知　事　公　室
　　　　　　　　　棚　原　政　忠　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　黒　島　師　範　君財 政 統 括 監

教育委員会委員　　中　野　吉三郎　君

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　翁　長　良　盛　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　宮　城　和　博　君公　益　委　員

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　伊　礼　幸　進　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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スを。

　去る４月の中旬から６月の下旬まで、南城市の琉球

ゴルフクラブの隣あたりで「ひまわり園」をつくった

方がおりました。ヒマワリは、光輝く明るさ、あるい

は元気というのをイメージするすばらしい花でありま

す。もう花の時期は終わったんですけれども、今、主

は種をお上げするということを言っておりました。ど

うぞ南城市には歴史豊かな名所がたくさんあります。

あるいはブランチの店、コーヒーショップもたくさん

ありますので、楽しみにお出かけいただきたいという

ふうに思っております。

　それでは、通告に従って質問を行います。

　まず、多様な人材の育成と文化の振興について。

　茨、学校教育の充実についてであります。

　本県は、教育推進計画において学力の向上を図るた

め、みずから学ぶ意欲を育て、豊かな表現力と粘り強

さを持つ幼児・児童生徒を育成するとともに、学校、

家庭、地域社会の連携のもとに、豊かな心をはぐくむ

こと。また、郷土文化の継承・発展に寄与し、国際社

会、情報化社会で活躍する心身ともに健全な児童生徒

を育成することを掲げております。

　このような中、小学校６年と中学校３年を対象に行

われた全国学力テストで、本県は全国最下位という結

果となっております。

　学力問題は、本県の戦後一貫した懸案事項であり、

官民挙げて学力向上に懸命な取り組みを行ってまいり

ました。しかしながら、依然として現状は厳しい状況

にあります。

　学力向上を効果あらしめるためには、教員の多忙化

の解消など教育環境の改善が必要であると考えます。

　教育は、本県の将来を担う人材の育成につながりま

す。国際社会や情報化に対応した人材の育成は、経済

の自立を目指す本県にとって最も重要な課題であり、

そのためには、教育に対する思い切った投資が必要で

はないでしょうか。

　以下、伺います。

　ア、学力調査２年連続全国最下位の結果を受けて、

今後どのような取り組みをしていくのか伺います。

　イ、学力向上のためには、少人数指導が必要と考え

ます。30人以下学級に向けた小学校全学年への取り組

みについて教育長の考えを伺います。

　ウ、文部科学省の教職員増員計画は、主幹教諭を中

心にふやすことになっております。他府県を含めた現

状はどうなっているか。また、本県の増員効果を伺い

ます。

　エ、教師がゆとりを持って子供としっかりと向き合

える環境をつくることが大切であると考えるが、対応

を伺います。

　芋、次に、高等学校編成整備計画について伺いま

す。

　編成整備計画によると、中長期的な視点に立ち、新

しい学科の設置等、生徒の立場に立った魅力ある学校

づくりを推進するとしております。また、総合実業高

校の設置目的に、新事業の創出や高度な経営・技術に

も対応できる産業人の育成を図るとしております。そ

のことを目指すならば、より専門教育に特化した再編

統合がベストではないでしょうか。

　農業は国のもととも言われます。世界的な食糧難の

時代が来るとも言われております。このような中、日

本の食料自給率は40％以下であり、国民の食料生産を

担う立場からも食料自給率向上に向けた農業政策は重

要な施策であります。

　農林高校はその担い手を育成する教育機関であり、

情報化や技術が高度化する中、農業経営の形態も会社

や法人化によるものがあり、近代農業として工業系の

技術を習得することも必要だと考えます。むしろ、農

林高校として専門教育に特化する中で工業系の科目を

履修させ、すぐれた人材をつくるべきであります。

　そこで伺います。

　ア、現在の編成整備計画では、単に地域ごとの数の

整理のみを重視した感があります。学校種ごとの再編

統合を含め、子供たちに学校に対する魅力を与えるも

のにすべきではないか、見解を伺います。

　イ、編成整備計画の中で、総合実業高校としての統

合・再編が、北部では商業と工業、宮古では水産と農

業、南部では工業と農業、一貫性がないのはなぜなの

か説明を求めます。

　ウ、高度な経営・技術に対応できる産業人材を育成

するには、より専門分野に特化した再編が必要ではな

いか。

　エ、南部農林高校へ南部工業高校を再編・統合し、

将来は南部商業高校の統合を検討するとしておりま

す。これからも少子化による生徒数の減少は続く中

で、長期的な視点に立って那覇・南部、県全体を含め

た再編・統合に見直しをするべきではありませんか。

　次に、文化の振興について伺います。

　沖縄の伝統空手は、古くから武器を持たない平和を

愛する心を重んじ祖先が護身術として、また、心身を

鍛錬する武術として継承・発展してきました。今や世

界に5000万人もの空手人口が広がっております。

　今回の世界大会は、沖縄伝統空手道振興会の設立を

記念して開催されるものであり、世界各国の愛好家と
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の交流を通して沖縄空手道・古武道を正しく継承し、

普及・発展させるための拠点づくりを目指しておりま

す。本場空手発祥の地として、本県の伝統文化に誇り

を持ち、県民挙げて歓迎し成功を願うものでありま

す。

　世界空手大会が８月に開催されますが、本番に向け

た準備態勢はできておりますか。また、行政として県

はどのようにかかわっているか伺います。

　高等学校総合体育大会について。

　平成16年度から取り組んできた競技力向上対策の成

果と施設整備について伺います。

　次に、農林水産業の振興について。

　茨、経済危機対策の底力発揮・インフラ整備として

南部食肉センター、養鶏ふ卵施設の整備が予算化され

ました。詳細事業についてお示しをいただきたいと思

います。

　芋、次に、さとうきび価格制度について。

　平成19年度から新たなさとうきび経営安定対策がス

タートしております。これも原材料価格と交付金の２

段方式となりました。

　交付金については、１ヘクタール以上の大規模農家

や認定農業者、基幹作業委託などを対象要件としてお

ります。しかし、要件基準を満たさない農家が80％を

占める実態を考慮して、今３年間の特例として生産組

織への加入を条件に交付金を認めております。

　これまで本則要件への誘導に取り組んでおります

が、いまだに６割の農家が交付金対象に該当しない見

通しであります。

　本県は島嶼県であり、県土面積が小さく、小規模零

細な生産基盤でありながらも、長年、さとうきび生産

によって地域社会が形成されてきております。

　このようなことから、さとうきび価格制度について

農家が安心して再生産できるよう制度の見直しを強く

求めるべきであります。

　ア、交付金対象要件の緩和・見直しにどのように取

り組んでいるか。

　イ、経営安定対策交付金の特例期間の延長に向けた

取り組みを伺う。

　ウ、基幹作業の収穫作業に集中脱葉施設利用を認め

るべきではないか。

　エ、基幹作業の収穫作業の搬出に積み込み作業を認

めるべきではないか。

　オ、受託事業者の育成と緩和が必要と考えるが、対

応を伺います。

　鰯、北海道から導入する乳用牛と家畜改良センター

の育成牛の実態と、導入牛の助成の充実・拡大につい

て伺います。

　允、畜産業の飼料自給率の現状と飼料高騰に対する

対策を伺います。

　印、農業用水の確保について。

　ア、大城ダム整備の進瀧状況、また、どのような課

題があるのか伺います。

　イ、かんがい排水事業玉城西部地区貯水池の進瀧状

況を伺います。

　咽、漁業の振興について。

　ア、モズクの消費拡大として地産地消にどう取り組

んでいるのか。学校給食への地元食材としての消費状

況を伺います。

　イ、モズクの海外への消費戦略を伺います。

　次に、福祉政策について。

　仲井眞知事の公約、「高齢者が楽しく愉快に安心し

て生活できるシステムの構築」、「長寿世界一復活プ

ロジェクトの実施」、「障がいを持つ人の自立と社会

参加への取り組み」、「出産・子育てにやさしい島お

きなわの実現に向けて」など、「健康、医療、福祉力

おきなわ」、「子育て力おきなわ」、これらの施策に

ついて、以下伺います。

　茨、母子家庭支援について、医療費助成の現物給付

の課題と取り組み状況を伺う。

　芋、低所得者層の教育支援について、就学援助の実

態を伺う。

　鰯、障害者自立支援法に基づく地域活動支援セン

ターの実態について伺う。

　允、子育て支援について、若者が安心して子育てで

きる県の施策を伺う。

　印、高齢者福祉計画における特別養護老人ホーム等

の整備について県の対応を伺います。

　４、道路事業について。

　茨、国道凍結解除について。

　本県は、鉄軌道が整備されている他の都道府県とは

違い、陸上交通のほとんどを道路に依存しており特異

な車社会であります。道路延長の現状は、人口及び自

動車台数当たりで全国平均の60％にとどまっており、

慢性的な交通混雑が発生している状況にあります。

　このような中、国は、国道329号与那原バイパス、

南風原バイパス、国道331号中山改良の事業を一時凍

結することを発表しました。これらの道路は、企業誘

致などまちづくりや災害対策、病院へ通じる住民の命

と暮らしを支える大切な道路であります。便益を全国

画一に評価する今回の考えは、到底認められるもので

はありません。

　これまで凍結解除に向けて住民大会や関係機関の要
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請行動が行われ、事業評価監視委員会においても凍結

解除を支持しており、早期の整備を期待しておりま

す。

　ア、与那原バイパス、南風原バイパス、中山改良の

凍結解除が実現の方向であるが、当初計画の立体交差

や歩道設置の実現にどう取り組むか伺う。

　イ、費用に対する便益はどう高めていくのか伺いま

す。

　芋、南部東道路について。

　ア、事業着手に向けた取り組みを伺います。

　以上が通告による質問でありますけれども、質問通

告の後、６月29日に発生しました郵便局強盗未遂事件

で、逮捕された容疑者が県職員であったことがマスコ

ミで報道されました。

　この事件は、全体の奉仕者であるべき県職員が逮捕

されるという極めて重大な事件であることから、事前

に質問の内容、これを議事課及び執行部に連絡をして

あります。緊急質問として伺わせていただきたいと思

います。

　精神疾患で休職療養中とはいえ、公務員の信用を失

墜させる極めて遺憾な事件であります。県は、この事

件に対しどのように対応をするのか、考えを伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　嶺井光議員の御質問に答弁いたします。

　第１に、農林水産業に係る御質問の中で、県食肉セ

ンターと養鶏ふ卵施設の整備についてという御質問に

お答えいたします。

 　施設整備の内容としましては、濁畜処理棟及び濁

畜・解体処理機械施設等で57億1786万4000円の補正予

算を計上いたしております。これは食肉センターです

ね。そしてまた、沖縄養鶏ふ卵場移転整備事業につき

ましては、家畜伝染病の防疫対策を強化するため、全

沖ブロイラー生産組合が事業主体となり、ふ卵施設の

移転整備を行うものでございます。３億2019万円の補

正予算を計上いたしております。

　同じく農林水産業の中で、モズクの地産地消、そし

て学校給食での消費状況いかんという御質問にお答え

いたします。

　沖縄県では、沖縄県もずく養殖業振興協議会と連携

をしまして、「モズクの日」における量販店での販売

促進、そしてモズクメニューの普及、講演会の開催な

どに取り組んでいるところでございます。

　学校給食でのモズクの消費状況は、平成19年度で36

トンとなっており、ここ数年は横ばいの状況にござい

ます。このため、平成21年度は６月補正予算により消

費拡大普及員の配置、新商品の開発、地産地消コー

ディネーターによる学校給食等での消費の拡大を進め

ていきたいと考えております。

　同じくモズクの海外への消費戦略はどうなっている

かという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、平成７年度から中国などにおきまして

国際見本市への出展や量販店での試食販売など、モズ

クの海外市場の開拓を行っております。

　平成21年度は、中国の深媛や香港におきましてモズ

ク中華レシピの普及や商談会への出展、そして試食や

パンフレットの配布などを行いモズクの消費拡大を

図ってまいりたいと考えております。

　次に、南部東道路の取り組みに関する御質問にお答

えいたします。

　当該道路につきましては、平成18年３月に南風原南

インターチェンジから南城市つきしろまでの約８キロ

メートルが整備区間に指定され、これまで着工準備調

査として予備設計や環境影響調査等を実施してきたと

ころでございます。

　今後、都市計画決定など所要の手続を進め、平成22

年度の本格着工に向けて取り組んでいきたいと考えて

おります。

　なお、残るつきしろから知念までの区間につきまし

ては、引き続き南城市と連携を図りながら調査検討を

進めていく考えでございます。

　最後になりますが、29日のこの事件に係る緊急の御

質問をいただきました。お答えいたします。

　職員の綱紀粛正及び服務規律の確保につきまして

は、これまで機会あるごとに周知しその徹底を図って

きたところでございます。今回、このような事件を起

こしたことはまことに残念であり、県民の皆様に深く

おわび申し上げる次第でございます。今後、詳細を把

握した上で厳正な処分を行いたいと考えております。

　また、いま一度襟を正し、再びこのような不祥事件

が起こることのないよう万全を期し、公務員に対する

信頼の回復に努めてまいりたいと思います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、多様な人材の

育成と文化の振興についての御質問で、学力向上対策

の今後の取り組みについてお答えいたします。

　本県における学力向上にかかわる主な課題としまし
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ては、「わかる授業」の構築と「基本的な生活習慣の

確立」の２つが挙げられます。

　本年度は、「わかる授業」を構築するために、授業

づくりを具体的に支援する「教科コーディネーター」

の配置や中学校の国語及び数学担当教諭の指導力の向

上のための「授業改善プロジェクト」などを推進して

まいります。また、基本的な生活習慣の確立のために

「早寝早起き朝ごはん」の取り組みの強化を図ってい

るところであります。

　県教育委員会としましては、本庁、県立総合教育セ

ンター及び６教育事務所がそれぞれで推進している取

り組みのなお一層の連携強化を図るとともに、取り組

みを検証するため学力向上対策推進本部を立ち上げた

ところであります。

　今後とも、市町村教育委員会、各学校及びＰＴＡな

どとの連携を一層強化することで県民総ぐるみによる

取り組みを推進してまいりたいと考えております。

　次に、30人学級についてお答えいたします。

　30人学級につきましては、きめ細かな指導により児

童一人一人が基本的な生活習慣や社会的規範を身につ

け、基礎・基本の学力の定着を図ること等から小学校

１・２年生で実施しております。

　30人学級につきましては、当面、小学校低学年で実

施し、３年生以上の少人数学級については、国の動向

や全国の実施状況等を踏まえ、30人学級制度設計検討

委員会で研究してまいりたいと考えております。

　次に、主幹教諭の配置状況と効果についてお答えい

たします。

　全国における平成20年度の主幹教諭の配置状況につ

きましては、12都道府県において１万2908名となって

おります。平成21年度文部科学省では、小中学校にお

いて448名の定数増を行っております。

　本県では、平成21年度に小学校３校、中学校３校、

高等学校５校、特別支援学校１校に主幹教諭を配置し

たところであり、小中学校には計６名の加配措置があ

りました。

　主幹教諭の設置により教員の負担軽減、子供と向き

合う時間の確保など、働きやすい職場づくりにつなが

るものと考えております。

　次に、教師が子供と向き合える環境をつくることに

ついてお答えをいたします。

　県教育委員会としましては、教師がゆとりを持って

子供としっかりと向き合える環境をつくることは大変

重要であると考えており、学校行事の精選、調査文書

の軽減等を図っているところであります。

　また、新たに配置した主幹教諭等を学校運営におい

て機能的に活用することで教員の負担を軽減するとと

もに、子供一人一人に対しきめ細かな指導をする時間

を確保できることが期待できます。

　さらに、大学生や退職教員等の学習支援ボランティ

アの活用、地域人材の活用等、地域ぐるみの学校教育

支援体制づくりを推進しているところであります。

　次に、県立高校編成整備計画についてお答えをいた

します。

　平成14年３月に策定した「県立高等学校編成整備計

画」は、国際化・情報化等社会の急速な変化に対応す

るとともに、生徒の特性の多様化に適切に対処し、

「生きる力」をはぐくむことに重点を置いて魅力ある

学校づくりを推進することを目指しております。ま

た、学校の活性化を図るため、学校規模の適正化を行

うものでもあります。

　これまで編成整備を行った成果として、入学希望者

の増加や進路決定率の上昇、部活動が活発になるな

ど、多くの効果があらわれております。

　今後とも、生徒の視点に立った魅力ある学校づくり

を目指して本県教育の推進に努めてまいります。

　次に、総合実業高校の設置についてお答えいたしま

す。

　専門高校の再編・統合は、農業・工業・商業・水産

業など、それぞれ専門の知識・技能を身につけると同

時に、他の専門分野も学ぶことができる特色ある学校

づくりを目指した総合実業高校(仮称）として再編す

るものであります。

　再編に当たっては、各地域の振興策や人材育成など

を踏まえ、学校規模、生徒の実態等を勘案し、効果的

な教育が展開できる専門分野の組み合わせを考慮して

おります。

　北部地区では、情報通信や加工製造業などの地域振

興策との関連から、工業・商業の教育に関する再編を

行いました。宮古地区では、自然環境を生かした農業

や水産業と連携した産業を促進するため、農業・水産

業・商業に関する再編を行いました。島尻地区では、

都市近郊地域の特性を生かした産業の拠点産地化を促

進するため、農業・工業の教育に関する再編を行うこ

ととしております。

　次に、専門分野の特化についてお答えいたします。

　これまで各専門高校においては、特色ある学校づく

りを目指した学科改編により専門分野に特化した再編

を行っております。一方、近年の各種専門技術が融合

した産業に対しては、その産業に対応できる人材育成

を図るため、関係する専門高校の再編・統合が必要で

あると考えております。
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　この再編・統合については、関係する各専門分野を

中心として他の専門分野も学ぶことができ、異なる専

門分野の資格も取得することができるようになりま

す。

　次に、県立高校編成整備計画の再編・統合の見直し

についてお答えいたします。

　南部農林高校と南部工業高校の再編・統合について

は、農業と工業の専門性を維持するとともに、異なる

専門分野も総合的に学べる学校を設置し、南部地域の

振興に対応した新事業の創出や高度な経営技術に対応

できる産業人材の育成を図ることを目的としておりま

す。

　県教育委員会としましては、これまで培ってきた両

校の伝統の上に、将来の本県の産業を担う生徒をはぐ

くむため、引き続きＰＴＡ、同窓会、地域住民等の理

解を得て再編・統合を推進してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、世界大会の準備態勢と県のかかわりについて

お答えいたします。

　「2009沖縄伝統空手道世界大会」には、世界43カ国

から842名、県外からは166名の参加申し込みがあり、

県内参加者を含めると6000名を超える盛大な大会が開

催される見込みであります。これまで沖縄県代表選手

選考会や大会50日前イベント等を開催するなど、大会

本番に向けて機運の醸成を図っております。

　今後は、通訳ボランティアスタッフの募集や総合リ

ハーサルを開催するなど、本番に向け万全を期してま

いります。

　県としましては、大会実行委員会の会長を知事が務

め、事務局を県教育委員会内に設置し諸準備を推進し

ているところであります。また、７月中旬には実施本

部を設立し全庁体制で支援してまいります。

　次に、全国高校総体に向けた競技力向上対策等につ

いてお答えいたします。

　「美ら島沖縄総体2010」に向けて、平成16年度に競

技力向上対策事業年次計画を策定し、選手の育成強化

に取り組んでまいりました。

　その成果としましては、ことし５月に開催された県

高校総体の個人種目181種目において、強化選手の優

勝が71種目、準優勝が61種目となっております。さら

に、今年度開催された全国規模の大会の個人種目にお

いて優勝が２種目、３位入賞が２種目、九州高校総体

等において優勝が２種目、準優勝が３種目など、次年

度本県で開催される「美ら島沖縄総体2010」において

の活躍が期待されます。

　また、競技会場の施設につきましては、既存施設を

有効活用することを基本にしております。

　県においては、現在、奥武山水泳プールの改築や県

総合運動公園陸上競技場などの改修を行っており、平

成22年１月までにはすべて完了する見込みでありま

す。

　今後とも関係機関・団体等と連携し、競技力の向上

と競技施設の整備に鋭意取り組んでまいります。

　次に、福祉政策についての御質問で、就学援助の実

態についてお答えいたします。

　就学援助を受けている児童生徒については、平成20

年度の実績を調査中のため平成19年度で申し上げます

と２万1490人となっており、近年増加傾向にありま

す。

　県教育委員会としましては、市町村教育委員会へ通

知をし、就学援助事業の適切な実施を促しておりま

す。

　今後とも、教育の機会均等の確保のため必要な就学

援助が行えるよう、働きかけていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、さとうきび経営安定対策の特例期間、集中脱葉

施設の利用、積み込み及び受託組織などの要件緩和・

見直しについて一括してお答えいたします。

　さとうきび経営安定対策の支援対象の中で、基幹作

業のうち、収穫については平成20年産より見直しが行

われ、刈り倒し、または搬出のみを委託した場合も支

援対象となったところであります。この見直しによ

り、本則要件を充足する生産農家割合は、現状の４割

から５割程度に拡大することが見込まれます。

　県としては、すべての生産農家が経営安定対策の支

援対象となるよう、関係団体と連携し、機械化のおく

れなど地域の実態を踏まえた基幹作業等の要件緩和・

見直し、本則移行に必要な期間の確保などについて国

に対し強く要請してまいります。

　同じく農林水産業の振興の中で、北海道導入牛と家

畜改良センターの育成牛についてお答えいたします。

　平成20年度に県内酪農家が北海道から導入した乳用

牛はおおむね500頭で、そのうち200頭に対し、１頭当

たり８万円を補助しております。また、家畜改良セン

ターからの払い下げ頭数は106頭となっております。

　平成21年度については、北海道からの導入牛100頭

に対して、１頭当たり８万円、酪農家の自家育成牛50

頭に対して、１頭当たり６万円を補助することとして
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おります。家畜改良センターからの払い下げ頭数は

115頭と増加する計画となっております。

　今後とも、乳用牛の導入牛に対する支援を強化し、

酪農経営の安定を図ってまいります。

　同じく農林水産業の振興の中で、飼料自給率と飼料

高騰対策についてお答えします。

　本県における平成20年度の牛の飼料自給率は57％と

推計しております。

　その内訳は、配合飼料などの濃厚飼料自給率が

４％、牧草などの粗飼料自給率が82％となっておりま

す。

　飼料高騰対策としては、優良牧草の育成・普及、草

地の適正な肥培管理、分娩間隔の短縮などに取り組

み、生産性の向上に努めているところであります。ま

た、配合飼料価格が異常高騰した場合、畜産経営への

影響緩和を図るため、配合飼料価格安定基金から補て

ん金が交付されることになっております。

　同じく農林水産業の振興の中で、南城市の大城ダム

整備の進瀧状況等についてお答えします。

　大城ダムは、施設の老朽化に伴う災害の発生が懸念

されたことから、県営ため池等整備事業により平成19

年度からダム改修に着手し、現在、洪水吐きを施工中

であります。

　工事では、仮締切堤の基礎地質に関連する工法検討

に時間を要しておりますが、早期に工法を決定し、事

業工期である平成23年度までに改修工事を完了する予

定であります。

　同じく農林水産業の振興の中で、南城市雄樋川地区

貯水池の進瀧状況についてお答えします。

　南城市雄樋川地区の貯水池整備については、県営か

んがい排水事業により、平成17年度から平成23年度ま

でに14基の貯水池を設置し、約14万7000トンの水の確

保を図る計画であります。

　平成20年度までの進瀧としましては、４基の貯水池

を設置したところであり、事業費ベースで46.8％の進

瀧率となっております。

　残りの貯水池については、平成23年度までに完成で

きるよう取り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉政策について

の御質問の中の、母子家庭に対する医療費助成の現物

給付についてお答えします。

　現物給付方式に変更した場合、新たな事務費が発生

するとともに、国においては国民健康保険に係る国庫

支出金を減額調整する仕組みをとっており、市町村国

保の健全な財政運営に支障を与えることが予想されま

す。

　現物給付方式への移行につきましては、実施主体の

市町村の意向等を踏まえ、引き続き慎重に検討してい

く必要があると考えております。

　次に、地域活動支援センターの実態についてお答え

します。

　障害者自立支援法に基づく地域活動支援センター

は、障害者等を通わせ、創作的活動または生産活動の

機会の提供、社会との交流の促進、その他の便宜を供

与する施設であり、県内において届け出されている施

設は平成21年４月１日現在で47であります。

　そのほとんどが職員配置基準や利用定員要件を満た

した小規模作業所が移行したもので、市町村が委託す

る地域生活支援事業を実施し、地域における障害者の

自立支援の拠点としての機能を発揮しているところで

あります。

　次に、若者が安心して子育てできる県の施策につい

てお答えします。

　県では、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」に

おいて、「～親子が心身共に健やかに成長できる　子

育ち　親育ち　地域育ち～」を基本理念に、各種の子

育て支援に取り組んでおります。

　具体的事業としては、市町村と連携し、待機児童解

消のための「保育所定員の増」を初め、地域で子育て

を支援するための拠点となる「地域子育て支援拠点」

の整備や「ファミリー・サポート・センター」の設

置、放課後児童の健全育成のための学童クラブの設置

等を推進しております。

　また、県単独の事業として、乳幼児の健康の保持増

進を図るための「乳幼児医療費助成事業」、認可外保

育施設の入所児童の処遇向上を目的とした「新すこや

か保育事業」を実施してきたところであります。

　今後とも、関係部局を初め市町村、関係団体等と連

携して各種子育て支援事業を着実に実施し、若者が安

心して子育てできる環境の整備に努めてまいります。

　次に、特別養護老人ホーム等の整備についてお答え

します。

　県では、高齢者保健福祉計画に基づき県が補助を行

う広域型の特別養護老人ホームを平成22年度に南部圏

域に100床、平成23年度に中部圏域に60床整備するこ

ととしております。平成22年度整備予定の南部圏域の

100床については、ことしの８月ごろに公募を行い、

社会福祉審議会等の審議を経て10月ごろまでには整備

主体となる社会福祉法人を決定していきたいと考えて
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おります。

　また、市町村が補助を行う小規模特別養護老人ホー

ム141床、認知症対応型グループホーム315床、その他

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備について、国

の介護基盤の緊急整備特別事業等を活用し、市町村を

支援してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路事業について、

国道３事業の当初計画どおりの実現についてお答えい

たします。

　今回の見直しに伴う主な工法変更について、与那原

バイパスは、国道329号との立体交差を平面交差に、

南風原バイパスは、第２環状線との立体交差を平面交

差に、また、識名大橋のかけかえを拡幅整備へ変更す

るもので、中山改良は現道の歩道を利用した道路幅員

の縮小などとなっております。

　しかしながら、工法変更により、両バイパスは交差

点での交通渋滞、中山改良は利便性の低下が予想され

ることから、事業の進瀧や周辺道路整備による交通状

況等を踏まえ、適切な時期に再検討するよう国に要望

していきたいと考えております。

　続きまして、費用便益を高める取り組みについてお

答えいたします。

　去る６月18日に開催された「沖縄総合事務局開発建

設部事業評価監視委員会」においては、コスト縮減な

どの費用便益比の見直しに加え、地域振興や観光振興

などの観点から３事業の事業継続が妥当であると判断

されたところであります。

　県としましては、現在の３便益に加え、医療機関へ

のアクセス性の向上や、地域経済への波及効果など、

地域特性を踏まえた他の便益も加味すべきであると考

えており、今後とも国に要望してまいります。

　以上でございます。

○嶺井　　光君　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時49分休憩

　　　午前10時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　高等学校編成整備計画について伺い

ます。

　同窓会、あるいはＰＴＡとの話し合いをしっかり

やって理解を求めていくという答弁だったんですけれ

ども、調べた限りでは去年の12月、設置基準計画の教

育長決裁だとか、教育委員会への報告も既になされて

いるんですよね。その後にＰＴＡとか同窓会との話し

合いが持たれたりしている。ちょっと前後がおかしい

んじゃないかと、そういう気がしております。

　そういう内部手続を進めているということは、もう

統合ありきという考えなのか、そこら辺についてもう

一度答弁願いたいと思っています。

　少子化の現象で再編もやむなしということは理解し

ますけれども、やっぱり専門性に特化した教育カリ

キュラムをしっかり与えるべきじゃないかと。そうい

う中で、それぞれの専門高校で魅力を持つような教科

の再編、あるいは学科の再編等もすべきじゃないかな

というふうに考えております。

　次に、農林水産部長、導入牛について、去年はたし

か100頭を200頭に、途中で補助の対象を増額しました

よね。今回は、自家育成についても50頭を対象にする

と、これは大変ありがたく思っております。今農家

は、飼料高騰、いろんな面で大変苦戦しております。

乳牛を県民に、学校給食に供給する、健康を守る大変

重要な産業でありますから、しっかり生産者が生産に

打ち込めるような施策をぜひ緊急経済対策、９月の補

正でもいいですから対応していただきたい。よろしく

お願いして終わります。

　答弁もぜひお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時52分休憩

　　　午前10時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　北海道からの導入牛

の支援についての再質問にお答えいたします。

　北海道からの導入牛の支援につきまして、今後、関

係機関・団体と連携し検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　嶺井光議員の再編・統合

の実施についての再質問で、今後ＰＴＡ、同窓会と話

し合い、コンセンサスを得る用意はあるのか、それと

も予定どおり行うのかという再質問にお答えいたしま

す。

　専門高校は、実社会に生かされる知識や技術の習得

を大きな目的としております。また、専門高校に学ぶ

生徒は専門性の習得はもちろんのこと、さまざまな場
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面で応用できる多様な知識・技術、創造力、そして職

業人としての自立性、豊かな人間性などが求められる

時代になってきたと考えております。

　県教育委員会としましては、これまで培ってきた両

校の伝統の上に、将来の本県の産業を担う生徒をはぐ

くむため、引き続きＰＴＡ、同窓会、地域住民等の理

解を得て、再編・統合を推進してまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　一般質問いたします。

　議会100周年、御苦労さまでした。

　沖縄県議会は、他府県におくれること30年でありま

したが、その30年間、沖縄の民衆を代表して東風平の

謝花、ヤンバルの当山がいろいろと当時の権力者の奈

良原県知事と闘ってまいりました。30年おくれての議

会だったですから、その前にもし議会が開設していた

ら、東風平の謝花とヤンバルの当山は、奈良原にどう

対決しただろうかとそう思って悔しくてなりませんで

した。また、議会のさまざまな議会史が戦争で紛失し

ていることに対しては、非常に残念だなと。当時の県

議の思いが我々になかなか伝わってこないところが非

常に残念だと思います。

　ちょうど６月30日、宮森小学校でジェット機が落ち

ました。私はちょうど中学３年生、私の中学生時代は

昼休みは自分のうちで御飯を食べていたものですか

ら、親子ラジオで宮森小学校にジェット機が落ちたよ

ということで、臨時ニュースをぽんぽんぽんぽんやる

わけですね。なぜか私は、おやじの自転車で宮森小学

校に駆けつけたんです。そうしたら、あの小学校が

真っ黒けに焼けて、鶏も真っ黒焦げになっているわけ

ですね。そしてガソリンのにおいというか、鼻がぴん

ぴん、異臭といいますか、また目も非常に痛くなって

大変だったのを覚えています。

　また、その宮森小学校の事件を通してですね、沖縄

の原水禁運動だとか、あるいは復帰協が結成されたと

か、それを契機として沖縄の大衆運動が誕生していっ

たという、また原水禁運動が宮森小学校から那覇まで

歩いていったということもあるようであります。

　そういうことでは、この50年を通してのこれまでの

歴史、これに向き合うことも大事なのではないかと

思っております。

　また、私が最近感動したことは、アフガニスタンで

亡くなった伊藤さんのペシャワール会に対しての文書

であります。読ませていただきます。

　「私が目指していること、アフガニスタンを本来あ

るべき緑豊かな国に、戻すことをお手伝いしたいこと

です。これは二年や三年で出来ることではありませ

ん。　子どもたちが将来、食料のことで困ることのな

い環境に少しでも近づけることができるよう、力にな

ればと考えています。　甘い考えかもしれないし、

行ったとしても現地の厳しい環境に耐えられるのかど

うかもわかりません。しかし、現地に行かなければ、

何も始まらない。そう考えて、今回、日本人ワーカー

を希望しました。」と。

　これは2008年８月25日、アフガニスタンで凶弾に倒

れた伊藤和也さんのペシャワール会への志望を提出し

た文書であります。何か非常に今私たちが政治に向き

合って、それから今の政局を見ていると、どうもこの

伊藤さんの遺志とはかけ離れたところで議論されてい

るんではないかなとそういう思いがしております。

　沖縄の平和賞がこのペシャワール会に贈呈されたこ

とを、私も県民の一人として誇りに思います。県の当

局の皆さんにも心から感謝を申し上げたいと思ってお

ります。

　以下、質問いたします。

　特に質問については、基地問題については、丁寧に

答えていただきたいと思います。県警も担当部局もお

願いをしたいと思います。

　１、知事の政治姿勢について。

　知事の任期は残すところあと１年と５カ月、知事は

通産省、民間会社の社長などを歴任をしてきたが、こ

れまでの２年半、対政府、対国会、対米政府などと交

渉してきましたが、大きな壁に阻まれているように思

えてなりません。それを突破するためにはどうすれば

よいか。

　以下の件について、知事の思いを伺います。

　茨、基地問題（地位協定）。

　芋、予算要求（産業振興と雇用対策）。

　鰯、県に所在する政府機関及び米政府機関。

　允、国会議員に対して。

　印、内閣に対して。

　大きい２、経済雇用対策について。

　世界的な経済不況や現在の社会経済情勢を踏まえ

て、国は「経済危機対策」に対応するために財政支出

で15兆4000億円、事業費で56兆8000億円を追加した。

　そこで、以下の点について伺います。

　茨、県に対する財政措置は県の要請にこたえている

か。

　芋、県の類似県と思われる青森、岩手、秋田、山

形、和歌山、鳥取、長崎、大分、鹿児島、島根、徳
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島、高知、佐賀、宮崎等への財政措置を明らかにし、

各県の施策について参考にすべきものがあれば明示を

されたい。

　鰯、国はＧＤＰの押し上げ効果２％、需要拡大によ

る雇用創出40万から50万人と想定をしているが、県の

予測はどうなっているか。

　允、国は雇用保険を受給していない離職者が職業訓

練を受ける期間、生活できるよう月10万から12万円の

給付と貸し付け（上限８万円）を行う「訓練・生活支

援給付金制度」を創設したが、これに係る県の対策は

どうなっているか。

　印、今後の経済活性化と雇用対策は従来の発想と取

り組みでは前進しないと思う。国の３回に及ぶ施策を

受けて大胆な発想と財政措置で推し進める必要がある

と考えるが、知事の決意を伺います。

　大きい３、基地問題について。

　跡地利用は地主を初め市町村にとっては自立経済を

進める上で非常に重要なことである。まさに跡地利用

なくして返還なしと言わざるを得ません。

　そこで伺う。

　茨、ＳＡＣＯ最終報告の進瀧状況と返還された土地

の利用状況について。

　芋、これらの土地に対する財政措置はどうなってい

るか。

　鰯、これまで普天間飛行場、ギンバル訓練場、キャ

ンプ桑江、恩納通信基地、那覇港湾施設、読谷補助飛

行場などへの跡地利用及びそれにかかわる財政措置は

どうなっているか。

　允、伊芸区への流弾（被弾）事件から６カ月以上も

経過したが、いまだに全容が解明されていないことは

不愉快であり、県警の捜査と政府の解明に対する姿勢

に疑問を持たざるを得ない。一体、現状はどうなって

いるのか、今後県警と県はどう対応するのか伺いま

す。

　印、那覇市で米兵によるひき逃げ事件が発生した

が、事件の内容と現状はどうなっているか明らかにさ

れたい。

　咽、ギンバル訓練場のヘリパッド移設について。

　ア、現在移設のための工事に着手しているが、工事

費と規模はどうなっているか。

　イ、那覇防衛局は、ヘリパッドの移設に関する金武

町の説明会（中川区）において、ブルー・ビーチに現

存する３つの離着帯を一つにまとめてヘリパッドを移

設するので、より騒音が軽減されると説明したようだ

が、その真相を明らかにしてもらいたい。

　ウ、私はオスプレイが配備されることは確実だと考

えており、中部・北部訓練場の各ヘリパッドで訓練す

る可能性があると判断しますが、県はどう判断してい

るか。

　員、県道104号線の移設について。

　米軍は億首ダム建設に伴う一部返還に際し、県道

104号線をダム湖近くに移設を要求し、県も町も容認

した。

　そこで伺う。

　ア、移設に伴う道路建設費は幾らか。

　イ、移設に伴う道路の面積と土地購入費は幾らか。

　ウ、県道104号線があることによって米軍の演習は

抑制されていたが、移設されることによって県道104

号線沿いに点在するガンポイントが使用され、新たな

施設が建設される可能性が大である。したがって、県

は何らかの方法でこれに対処すべきと考えるがどう

か。

　因、米軍再編に伴って海兵隊8000人とその家族9000

人がグアム移転すると発表したが、私は数字の欺瞞性

を指摘してまいりました。海兵隊は実数で沖縄からど

のぐらいの隊員が移動するのか明らかにすべきだ。

　大きい４、億首ダム建設について。

　茨、億首ダムの着工が大幅におくれた原因は何か。

　芋、億首ダム建設に伴う町を初め関係団体の要請事

項にどう対処しているか。

　鰯、億首ダムの土地の購入費と面積を伺う。

　允、返還された面積は何平方メートルか。

　大きい５、沖縄科学技術大学院大学について。

　茨、県及び恩納村を初め関係団体の協力のもとで、

強力な要請行動によって各党の理解を得て法案の成立

の見通しが立った。今後の計画と知事の決意を伺いま

す。

　芋、恩納村は、大学院大学に広大な土地を無料提供

し、村や沖縄県の青少年の夢実現と学術文化を中心に

した自立経済に向けた村づくりに努力しているところ

である。これに対して県はどのような施策があるのか

伺う。

　６、北部振興について。

　県も、北部12市町村も北部振興の継続を要請した

が、これは県民を初め各党の強力な支援と結束のもと

でなければ成功しないと考えます。北部振興継続に関

する知事の決意を聞きたい。

　７、教育について。

　子供たちの基礎学力の向上は非常に重要と認識して

いる。幸い、「ふるさと雇用再生特別基金事業」など

を実施しているので、これらを活用して基礎学力習得

のための教員の配置を実施したらどうか。
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　答弁によって、また後で質問させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、就任して２年

７カ月です。日米地位協定の見直しなど、大きな壁に

ぶつかっているのではないかという御趣旨の御質問に

答弁させていただきます。

　議員のおっしゃるとおり、なかなかこの地位協定を

含め、個別の基地の騒音であるとか、また返還である

とか、再編に含まれている返ってくる予定のもの以外

は、今のところ政府からきちっとした返答は一切も

らっておりません。

　私の方法は、文字どおり愚直に日米両政府に繰り返

し要求しているところでありますが、これは私どもの

やり方を含め戦略も戦術も含めて少しやらないと、あ

る政府ではパンドラの箱をあけるようだ――僕はあけ

たらいいじゃないかと実は言ってはいるんですが――

全く動かない状況というのは何らかの形でブレークス

ルーしたいと考えておりますが、ぜひ議会のまたお知

恵もいただきたいと考えているところでございます。

　それから同じく政治姿勢の中で、まず幾つか御質問

がございますが、１つは、例えば県内に所在する政府

機関に対する思いはどうかと。

　いろいろあります。特に県庁の中で足りないのは金

融関係であるとかエネルギー、それから運輸行政に関

する部分がありません、労働関係も大分縮小してあり

ません。そういうのが総合事務局であったり、いろん

な出先機関として通信事務所もそうですが、ありま

す。ですから、これらの機能というのは、いずれそう

遠くない時期に、やっぱり県で集約した方が効果的な

行政ができるのではないかと私は考えております。そ

ういう時期はそう遠くないのではないかと。

　ただ一方で、本来国がやるべきことがまだまだ残っ

ているという見方もできますので、そういう意味では

ほかの県並みにやるべきことはもっと徹底してやって

もらいたいというのはあるんですが、しかしある時期

にはやっぱりそれは、地方分権とも相まって県ないし

は市町村で持つべきものがかなりある。ただし、これ

まではそれぞれの地方支分局よく頑張っていただいた

と私は一定の評価は無論しております。

　それから、国会議員に対する思いなどどうかという

点ですが、なかなか個別のことは申し上げにくいんで

すが、ただ沖縄県選出で衆参両院11人の与野党の先生

がおられて、11人の力が一緒になっていないなとい

う、分散しているなという感じは非常に感じます。で

すから、ほかの県によっては国に対するときには与野

党一緒になって行動されるという県もあるやにうか

がっております。ですから、いろんな形でもう少しこ

の11人が一緒になるテーマについては、一緒にやるこ

とは非常に意味があるのではないかと思います。特

に、教科書問題なんかのときにはかなり大きな力を発

揮していただいたと思っております。

　それから、内閣に対する思いはどうかという点です

が、これはなかなかこれも申し上げにくいところがあ

るわけですが、ただ私が２年７カ月県知事をやってい

る間に、総理大臣が３人おかわりになり、防衛大臣が

６人かわりですね、なかなか何と言いいますか、き

ちっとした物事の対応というか取り決めが難しいなと

いう、ないしはなかなかできないなという実感は持っ

ております。そして、世の中がそういう今状況にある

のかは別にして、少しかわり過ぎの感がないわけでは

ありません。なかなか意思の疎通というか、意思決定

がお互いにしにくいという状況にはございます。これ

が率直な気持ちはどうかということに対するお答えで

ございます。

　それから、無論私の基本的な対応の仕方というのは

先ほども申し上げましたように、私は愚直な性格です

から、愚直に日米両政府に言い続ける。ただし、戦術

的にはもう少しブラッシュアップする必要は物すごく

感じております。

　次に、経済雇用対策、これも私の任期中に失業率は

全国並みに持っていきたいということなどなど目標を

示してまいりました。そういう中で、こういう経済状

況になってもう少し大胆な発想で取り組んだらどうか

という御趣旨の御質問だと思います。

　この件につきましては、今我々ももう少し決定的な

政策が打ち出せないかというのを勉強している最中で

もあります。ただ、今回の景気対策を絡めた経済活性

化といいますか、そして雇用対策というのは非常に古

典的な昭和30年代、40年代に使われたと思われるよう

な雇用対策とか考え方が浮上してきている感もござい

ます。ですから、そういう意味では、この際日本の景

気も底を打ったというような見方も一部出ておりま

す。そして仮に、日本全体の景気が常態に戻ったとし

ても、今まで展開されておりますいろんな雇用対策、

経済対策については可能な限り沖縄県ではある一定の

成果が出るようむしろ据え置いてやっていきたいなと

考えているところでございます。この大胆な部分とい

うのは、いましばらくお待ちいただきたいと考えてい

るところでございます。
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　そして科学技術大学院大学につきましては、おかげ

をもちまして６月11日に衆議院沖縄及び北方問題に関

する特別委員会で、自由民主党、公明党、民主党、社

民党、共産党の全委員が賛成していただきまして、

「沖縄科学技術大学院大学学園法案」については参議

院に送られております。報道によりますと、きょう、

あすには参議院でちょうど今度の総選挙の前に間に

合って通していただけるのではないかと考えておりま

す。こういう点でも各政党、今申し上げた政党すべて

の議員が賛成していただき、内容的にも改善をしてい

ただいたことに心から感謝申し上げる次第です。参議

院もきょう、あすぜひ全政党が賛同して進めていただ

くことを希望いたします。そして、我々もこの大学院

大学のねらいというのは、当時の稲嶺さんの時代に私

も産業界におりましたが、これを魚じゃなくて釣りざ

おをという表現がありました。かなり大きな釣りざお

で、将来にわたる釣りざおだなと思っております。

　そういうことで、沖縄の経済社会の自立に向けた大

きなマシンといいますか、組織になり得ると考えてお

りますので、県としても一生懸命この成果を生かせる

よう、これがいい目標どおり成長していき、目標を達

成できるよう応援をしてまいりたいと考えております

し、婦人団体、ＰＴＡ、それから学術団体、政党も含

めて113団体、110強の団体がすべて参加していただい

て、この大学院大学の県民会議ができております。こ

の当初の気持ちを一致させて、いい成果が出るように

県も皆さんと一緒になって頑張ってまいりたいという

決意でございます。

　次に、北部振興に係ることで、県知事の決意いかん

ということ、無論、私どもはまだまだ北部につきまし

ては、これまで同様振興策の継続は必要だと思ってお

りますが、沖縄振興計画の中では、北部、中部、そし

て南部、宮古・八重山と５つの圏域に分けて振興計画

ができております。あと２年半でこの振興計画も終わ

りますが、そういう中で各地域、圏域の経済、社会、

文化、いろんな面での展開、発展に加えて、やっぱり

地域間のバランスというのもどうしても必要だと思い

ます。そういうことで、北部が非常に今元気に各市町

村頑張っておられますが、見習ってというのは変です

があわせて中部、南部、そして宮古・石垣地域もあと

残り２年半ぐらいの期間に加えてまだまだ長期にわ

たっていろんな振興策を私ども県も一生懸命考えて展

開していきたいと思っております。ルック北部に近

い、北部を見よというのに近い感じで今元気がありま

す。振興策の延長は当然だと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いて、産業振興と雇用対策の予算要求についてとの御

質問にお答えします。

　県は、観光関連産業、情報通信関連産業などのリー

ディング産業における産業振興と失業率改善に向けた

雇用対策のため国庫予算等の確保に努めております。

その結果、仲井眞知事就任後、平成19年度から平成21

年度までの３年間で、観光商工部の国庫予算額を見ま

すと合計約14億9800万円増額しており、平均26％増と

予算面では大きく伸びております。これを活用して各

種施策を講じて、産業振興の面では一定の成果を上げ

ておると考えております。

　また、国の「経済危機対策」に対応し、雇用関係基

金合わせて132億6000万円を確保したところでありま

すが、引き続き雇用対策の拡充強化と自立型経済の構

築に向けた産業振興の予算要求に国と連携しながら全

力で取り組んでまいります。

　次に、経済雇用対策について、「訓練・生活支援給

付金制度」についての御質問にお答えします。

　国においては、雇用保険を受給できない方がハロー

ワークのあっせんにより、職業訓練を受講する場合に

給付金の支給を行う「訓練・生活支援給付金制度」を

７月から開始する予定となっております。

　この事業は職業訓練と生活支援を兼ね備えた有効な

施策と考えており、県としましては、同制度の活用を

促進するため沖縄労働局と連携するとともに、県が実

施するメディアコンプレックス型助成金活用促進事業

などにより、制度の周知に努めてまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　それでは、租田議員の御

質問にお答えします。

　経済雇用対策についての御質問の中で、県に対する

財政措置についてお答えいたします。

　今回、国が実施する「経済危機対策」では、景気の

底割れを防ぎつつ、国民の安心を確保し、未来の成長

力強化につなげていくための時宜を得たさまざまな施

策が講じられております。

　沖縄県においては、この「経済危機対策」を活用

し、現下の県内の経済情勢を勘案して、雇用対策や観

光推進対策を初め、健康・長寿、子育て支援、地域活
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性化、安全・安心確保等の対策を実施することとした

ものであります。

　今回の予算案の中には、緊急的に雇用安定を図るた

めの各種基金を初め、沖縄県が要請してきた食肉セン

ター整備事業や地上デジタル放送推進事業などの大規

模な事業についても予算措置が講じられております。

　次に、県の類似県の財政措置についてお答えいたし

ます。

　御質問のあった類似県について調査をしたところ、

国庫ベースで最も金額の多い県は鹿児島県でありまし

た。沖縄県は、15県中第５位となっております。

　また、施策につきましては、各県においても基本的

には「経済危機対策」の骨子に沿いながらも、地域の

実情に応じたさまざまな事業を実施することと聞いて

おります。

　沖縄県においてもこれらの情報の収集に努め、効果

的と思われるものは参考にして積極的に取り入れてま

いりたいと考えております。

　次に、経済効果の予測についてお答えします。

　今回の「経済危機対策」に係る６月補正予算案で

は、企業会計等を含めて総額約372億円を計上してお

ります。

　経済波及効果を沖縄県産業連関表を用いて推計を

行ったところ、執行が次回補正以降となる基金への積

み増し分を除いた関連施策の支出総額約307億円に対

し、経済波及効果は約484億円、経済成長率を約0.7ポ

イント引き上げる効果があると試算しております。

　また、雇用効果については１年で約3700人の創出が

あり、完全失業率を約0.6ポイント引き下げる効果が

あると試算しております。

　次に、基地問題に関する御質問の中で、ＳＡＣＯ合

意施設の跡地利用状況についてお答えいたします。

　返還されたＳＡＣＯ合意対象施設のうち、安波訓練

場は、国頭村が策定した跡地利用計画に基づき、体

験、滞在、保養、交流型の新たな観光振興を図る取り

組みが行われております。

　読谷補助飛行場については、読谷村が策定した跡地

利用実施計画に基づき、土地改良事業等が実施されて

おります。

　同じく読谷村内の楚辺通信所については、旧集落の

整備事業採択に向けた取り組みが行われており、瀬名

波通信施設についても、読谷村の支援・協力を受け、

地主会を中心に、土地改良事業の導入に向けた取り組

みを進めているところです。

　北谷町のキャンプ桑江北側地区については、平成16

年３月に、桑江伊平土地区画整理事業の認可を受け、

現在、事業が進められております。

　次に、ＳＡＣＯ合意施設への財政措置についてお答

えします。

　ＳＡＣＯ合意対象施設の跡地利用に係る財政措置と

しては、跡地利用計画の策定及びその具体化を進める

ための調査等に要する経費として、大規模駐留軍用地

跡地等利用推進費の補助制度が設けられており、県や

各市町村において有効に活用されているところであり

ます。

　また、既に返還された施設については、返還後の地

権者への支援措置として、軍転特措法における最長３

年間の給付金制度や沖縄振興特別措置法の特定跡地給

付金制度が設けられております。

　さらに、キャンプ桑江北側地区における土地区画整

理事業、読谷補助飛行場における県営の土地改良事業

などの従来の補助事業や、ギンバル訓練場の跡地利用

に対しては「沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事

業」が実施されるなど、各市町村において補助制度が

活用されております。

　次に、各跡地利用及び財政措置についてお答えしま

す。

　普天間飛行場関連については、中南部圏域全体を見

据えた土地利用の検討を行うと同時に、平成18年から

19年にかけて、県と宜野湾市により、跡地利用基本方

針及び「跡地利用計画の策定に向けた行動計画」を策

定し、現在、各分野別に詳細な検討を進めているとこ

ろであります。

　ギンバル訓練場については、金武町が掲げる「ウェ

ルネスの里づくり」に向け、返還予定跡地に医療施設

やリハビリ関係施設等を整備する計画が進められてお

ります。

　キャンプ桑江の北側地区については、現在、土地区

画整理事業が進められており、また、同南側地区につ

いては、平成17年に「キャンプ桑江南側地区まちづく

り基本構想」が策定され、現在、地権者の合意形成活

動等に取り組んでいるところであります。

　恩納通信所跡地については、「ふれあい体験学習セ

ンター」等が整備されているほか、恩納村の支援を受

け、地主会と民間事業者が連携したリゾート施設等の

整備計画が検討されているところです。

　那覇港湾施設については、平成19年に地権者等に対

する合意形成活動の全体計画が策定され、現在、この

計画に沿った諸活動を進めております。

　読谷補助飛行場跡地では、主に農業的利用として土

地改良事業等が実施されております。

　これらの跡地利用に係る財政措置については、地権
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者への支援措置として給付金制度が設けられており、

また、跡地整備の推進に当たっては、跡地利用計画策

定経費としての大規模駐留軍用地跡地等利用推進費

や、土地区画整理事業、土地改良事業等の既存補助制

度が活用されております。

　次に、億首ダム建設についての質問の中で、億首ダ

ムの着工が大幅におくれた原因についてお答えしま

す。

　事業主体である国によると、「億首ダム建設に伴う

損失補償基準に関する協定書」締結までに関係地権者

等との調整に相当の日数を要したこと、また億首ダム

の建設予定地の一部が米軍提供区域内に位置すること

から、米軍側との返還合意に関する調整に相当の時間

を要したこと等により、億首ダムの竣工予定年度が平

成13年度から平成23年度に変更されたものであると聞

いております。

　なお、平成20年度末時点における事業の進瀧状況

は、全体事業費約490億円に対し、執行済み額は約250

億円で約51.0％の執行率となっております。

　次に、億首ダム建設に伴う町を初め関係団体の要望

事項の対応についてお答えします。

　億首ダム建設に伴う金武町等からの要望事項につい

ては、関係機関との調整を踏まえ、平成18年８月に

「億首ダム本体工事に関する覚書」を締結しました。

平成18年度より国・県・金武町及び地元水系３区で構

成する「億首ダム六者連絡協議会」において、当該覚

書に基づき各要望事項の進瀧に関する協議を行い、事

業の円滑な執行に努めているところであります。

　次に、億首ダムの土地購入費、面積及び返還された

面積について一括して答弁いたします。

　事業主体である国によると、億首ダム関係の用地取

得予定面積は約101ヘクタールで、用地及び補償費は

約121億円を見込んでいると聞いております。

　また、返還予定面積は74.8ヘクタールとなってお

り、億首ダム完成後、米軍、国の立ち会いのもと面積

を確定し返還される予定であります。

　次に、沖縄科学技術大学院大学に関する質問の中

の、自立経済に向けた県の施策についてお答えしま

す。

　沖縄科学技術大学院大学の開学に向けては、周辺整

備を初め地域クラスターの形成など、県や地元市町

村、関係機関が連携しながら取り組んでいくことが重

要であると考えております。

　周辺整備については、昨年11月に周辺整備推進協議

会や専門部会を設置し、門前町地区や交通センター地

区などの整備に向け、民間のメンバーを含めた組織で

検討を行っております。特に、インターナショナルス

クールの設立については、昨年７月に締結したうるま

市、民間企業、沖縄県の３者による基本合意に基づ

き、平成23年４月の開校に向けて取り組んでおりま

す。

　また、地域クラスターの形成については、健康、医

療、創薬などの産業振興を念頭に、沖縄県においてゲ

ノムシーケンサーを整備し、大学院大学や県内外の研

究機関等と連携しながらバイオ関連の研究に取り組ん

でおります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　基地問題についての御

質問で、ＳＡＣＯ合意の進瀧状況についてお答えをい

たします。

　ＳＡＣＯで合意された11施設の返還については、こ

れまでに安波訓練場、楚辺通信所、読谷補助飛行場、

瀬名波通信施設及びキャンプ桑江の北側部分が返還さ

れております。また、去る６月15日の日米合同委員会

において、ギンバル訓練場の返還の条件であります消

火訓練施設の移設整備が承認されるなど、その他の施

設についても返還に向けた作業が着実に進められてお

ります。

　同じく基地問題で、銃弾事案の今後の対応について

お答えいたします。

　金武町伊芸区における銃弾事案について、県警は引

き続き捜査中とのことでありますが、今後このような

事故の再発防止を図るためには、原因の徹底究明が不

可欠であり、米軍は県警の捜査に協力すべきでありま

す。

　県としては、銃弾が米軍の演習によるものであった

場合には、演習の中止を含め訓練内容の見直しを求め

ていくべきものと考えております。

　同じく基地問題で、ギンバル訓練場のヘリパッド移

設の工事費等についてお答えいたします。

　沖縄防衛局によると、ヘリコプター着陸帯について

は、一辺約45メートル四方の中に約30メートル四方の

撤去可能なランディングマットを敷くものであり、工

事費は約4600万円とのことであります。

　同じく、ヘリパッド移設の内容についてお答えいた

します。

　ギンバル訓練場の返還条件の一つとして、ヘリコプ

ター着陸帯の金武ブルー・ビーチ訓練場への移転が予

定されております。

　沖縄防衛局によると、ブルー・ビーチ訓練場にある



－ 332 －

既存の３つの着陸場所に加え新たに着陸帯を移設・整

備するのではなく、過去に使用していたとされるヘリ

コプター着陸帯を整備し、これまで同訓練場の複数の

場所で行われていた訓練が、基本的に今後はこの新た

な場所で実施されることになると。また、この新たな

ヘリコプター着陸帯は、ギンバル訓練場やブルー・

ビーチ訓練場の既存着陸場所と比べて住宅地域から遠

くなり、地元の騒音等の負担は軽減されることとなる

とのことであります。

　次に、同じく基地問題で、オスプレイについてお答

えいたします。

　オスプレイの配備については、浜田防衛大臣は、去

る４月21日の会見において、現時点で米側から配備に

ついて何ら説明はない旨発言しております。

　県としては、引き続き情報収集に努めてまいりま

す。

　同じく基地問題で、県道104号線の移設による影響

についてお答えいたします。

　国によると、当該移設は現況機能の維持を目的とし

たものであるとしており、基地機能の強化につながら

ないものと考えております。

　県としては、新たな施設の建設については承知して

おりませんが、地元金武町と連携を密にしながら適切

に対応していきたいと考えております。

　同じく基地問題で、グアムに移転する海兵隊の人数

についてお答えいたします。

　去る４月15日の参議院本会議において中曽根外務大

臣は、グアム移転協定に言う海兵隊員の数については

定員数、その家族の数については要員の定員数を踏ま

えたいわば概数であり、グアム移転が実現した後の在

沖海兵隊の定員は約１万人になると説明を受けている

との趣旨の答弁をしております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　流弾事件の現状はどう

なっているのか、今後県警はどう対応するかについて

お答えいたします。

　県警察では、事案の認知直後から発生現場の実況見

分、関係者からの事情聴取、弾丸の鑑定等所要の捜査

を行ってきたところであります。また、発見された弾

丸様のものが、米軍が使用している弾丸の弾芯と同種

のものであることや、発見現場が米軍演習場の近くで

あることなどから、米軍側と連携しつつ所要の捜査を

行ってきたところであります。

　さらに、基地内での現場調査、それから米軍関係者

からの聞き取りなどを米軍に申し入れているところで

あり、今後とも鋭意捜査を継続し事案の解明を図って

いくこととしております。

　次に、那覇市で発生した米兵によるひき逃げ事件の

内容と現状についてお答えいたします。

　お尋ねの件は、平成21年４月４日午前６時３分ご

ろ、那覇市松山１丁目４番３号先の通称松山交差点に

おいて、在沖米海兵隊員の運転するＹナンバーの普通

乗用自動車が泉崎方面から泊方面へ向け進行中、横断

歩道を青信号で横断中の歩行者３名をはね、救護等の

措置をとることなく現場から逃走した事案でありま

す。

　この事件については、所要の捜査を実施して、本年

５月13日に自動車運転過失傷害及び道路交通法違反

――これは救護措置義務違反でありますが――で那覇

地方検察庁へ事件送致しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　基地問題について

の、県道104号線の移設に伴う道路建設費及び道路の

面積、土地購入費についてお答えいたします。一括し

てお答えします。

　県道104号線のつけかえ工事については、億首ダム

の建設に関連し事業主体の国が行うこととなっており

ます。

　国によりますと、道路建設費は約17億円、そのうち

用地費及び補償費は約７億円、道路の面積は約６ヘク

タールを見込んでいるとのことであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育について

の御質問で、「ふるさと雇用再生特別基金事業」など

を活用した教員の配置についてお答えいたします。

　「ふるさと雇用再生特別基金事業」は、民間企業や

ＮＰＯ法人などが対象となっており、県教育委員会と

しましては、「緊急雇用創出事業」を活用することと

しております。

　市町村教育委員会においては、本年度は６市町村が

小中学校に教員の補助員や個別学習指導員として16人

を配置しており、県教育委員会としましては、当事業

の積極的な活用を他の市町村教育委員会へも依頼した

いと考えております。

　県立高等学校においては、進路や就職指導を支援す

るジョブサポーターとして40校に延べ80人を配置する
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予定であります。特別支援学校への配置についても

「緊急雇用創出事業」の活用を検討しているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　県の経済危機対策ですが、その予算

なんですけれども、私は14県全部調べましたけれど

も、沖縄県はその予算の一番上だけ計算して、全国平

均が362億円、沖縄が349億7000万円。１人当たりに直

しますと２万5300円、他府県は３万3200円。ですか

ら、私は、この経済対策予算は県の要望にこたえてい

るかという話をしたんですね。

　そしてもう一つは、雇用対策で沖縄県がどういう形

で雇用対策をしているか。特に、この訓練学校です

ね、訓練学校も全部調べましたら、学校数で大体沖縄

県は２校なんだけれども、予想は大体大分、鹿児島、

島根、徳島県あたりは４校持っていて、平均大体この

類似県と言われるのが３校持っているんですね。

　それから、学卒者をいわゆる訓練しているというの

は、大体沖縄県が250名で、全国は295名を訓練をして

います、訓練学校で。それから離職者訓練、これは沖

縄県は離職者多いわけですから、549名に対して全国

が421名。こういう形で訓練学校ももっとやっぱり強

化すべきじゃないのかなというのが私の意見。

　それから、例えば看護学校ですね、この看護学校も

調べましたら、看護学校の総定員で、沖縄県は2210

名、これが平均で大体全国平均が2364名。自治体がど

れぐらい訓練しているかというと、沖縄県は480名で

全国よりは少々高くて466名ですね。

　また国立大学、沖縄県は240名なんですよ、琉球大

学。それから、15県の類似県は平均は433名。だから

琉球大学はかなり看護の部分が採用人数が少ないなと

いう。これは、後でどうぞ吟味してください。後で皆

さんに資料を渡したいと思いますから。

　ですから私は、いわゆる雇用対策とかいろいろ言う

場合に、やっぱり子供たち、青年をいかに育てて仕事

につかせるかというのが、失業者が多いところでは一

番重要だと思います。

　それから国の対策ですね、８万円とか12万円出し

て、国は雇用保険のない人たちを雇用しているんだと

いうこと。これは、沖縄県は独自でもその雇用基金を

使ってやるべきじゃないかというのが私の意見なんで

す。国がやっているそれを広報宣伝するというだけ

じゃどうにもならぬ、これは国の施策なんだから。僕

が聞いているのは、沖縄県の独自の施策としてどうあ

るべきかということを聞いているんで、この辺を

ちょっと説明してください、部長ですね。

　基地問題ですね、もう３分しかありませんから、僕

は基地問題でもう本当に議論したいんですけれども、

ちょっと時間がない。

　今ここに、これはいわゆるＭ２の50口径。これがし

んちゅうでこうして巻かれています。（資料を掲示）

　恐らく伊芸区に落ちた写真はしんちゅうが取れて、

こういういわゆる芯ですね、芯がこれやっています

ね。

　そうすると、僕らが今県警にお願いしたいのは、こ

の報告書における標的であるとか跳弾はないとか、こ

の中で言っているわけです。だけど、これはいつでも

標的に当たるとこれがむけるんですよ、簡単に。むけ

るわけです。結局こういうふうになっちゃうわけです

ね。だから、僕らが言っているのは、これを発射をし

て何かの物体に当たって跳弾をして伊芸に移ったん

じゃないかというのを僕は推測するわけです。これは

鋼ですよ、これ。だから、そういうことで私は県警に

米軍とのさまざまな議論ですね、これをやってもらい

たい。

　それから７トン車ですね。これは何メートルなのか

な、７トン車から弾を撃っているわけだから。しかも

8000発ですよ、２日で。こういう8000発を２日で撃っ

ているわけですよ、７トン車で。あれは何メートルあ

るかと。しかも射角制御装置、これがついているかど

うか。そういうことを県警、ぜひ答弁をお願いした

い。

　それから知事公室長、県道104号線は、あれがあっ

たからいわゆるガンポイントで演習しなかったわけだ

よ。あれが取っ払われると、そこにあるガンポイン

ト、ヘリパッドね、全部使う可能性があるわけよ。だ

からそこをどうするかと。歯どめかけんといかぬじゃ

ないかというのが私の意見。これにどう答えるか。

　後で質問します。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時49分休憩

　　　午前11時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　ただいまの租田勝廣君の再質問に対する答弁は、時

間の都合もありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時50分休憩

　　　午後１時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の租田勝廣君の再質問に対する答弁を願いま



－ 334 －

す。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　租田議員の米軍演習等

に係る再質問にお答えいたします。

　県道104号線越えの実弾演習については、ＳＡＣＯ

合意により同演習の本土移転が実施され、平成９年以

降、事実上廃止されたものであります。

　このたびの県道104号線のつけかえに伴い、同演習

が再開されることはあってはならないと考えており、

今後とも地元金武町と連携を密にしながら適切に対応

していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　租田議員の経済対策に係

る再質問についてお答えをしたいと思います。

　租田議員の再質問の中で、経済危機対策予算の総額

の話がございました。租田議員が調べられたデータに

よりますと、国庫ベースでは先ほど申し上げましたよ

うに15県中５位でございますけれども、総額では６位

となっておりまして、上位５県の予算がかなり大きい

というふうなこともありまして、平均予算額を引き上

げている状況になっております。

　予算総額につきましては、県債それから基金など財

源の問題、それから国庫の計上時期、本県は９月にま

た200億程度計上する予定でございますけれども、そ

ういうこともございまして内容を今後分析をしてみた

いと思います。

　いずれにしましても、現下の厳しい経済状況に対応

するためには、今後とも予算の確保に努める一方、計

上した予算を速やかに執行してできるだけ早急に県経

済を浮揚させ、県民生活にしみ渡るような効果が出る

ように努力をしてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　同じく県内産業の振

興について、雇用保険を受給していない者を対象とし

た県独自の事業についてとの再質問にお答えします。

　沖縄県独自の事業として、沖縄県緊急ジョブトレー

ニング事業を21年度から実施しており、補正予算案を

追加して約２億2000万の事業費となります。

　この事業は、雇用保険の給付を受けていない者で、

雇いどめなどによる失業者を対象に協力事業所におけ

る３カ月間の職場訓練を支給し、訓練生には１日につ

き6000円の訓練手当を支給するものであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　租田議員の御指摘の点

につきましては、まさに捜査の内容に関するものであ

り、答弁は差し控えさせていただきたいと思います。

　なお、県警察としましては、基地内での現場調査、

米軍関係者からの聞き取りなどを米軍に申し入れてい

るところでありまして、御指摘のありました跳弾の可

能性、７トントラックの件、重機関銃までの高さ、射

角制御装置の有無など、当時の訓練の状況を含め事案

の解明を図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　伊芸区の被弾事件から６カ月、これ

が解決しない限り、県はぜひとも米軍に対して演習の

中止を申し入れて、捜査に協力をして、圧力をかける

べきじゃないかと私は思いますけれども、知事の決意

を聞きたいと思います。

　それから、私たちはいつも基地に依存をしているわ

けですけれども、基地に依存することなく自立してい

くためには、ブルー・ビーチなど開発可能性のあると

ころは返還すべきではないかと考えております。だか

ら、基地アクションプログラムでのあれはどうなのか

とか、そういうことをぜひお願いをしたいと思いま

す。

　それから、県警本部長ですね。ぜひとも県警の威信

をかけて米軍とやり合って、それから外務省や防衛施

設庁ともやり合ってぜひ明確にしてもらいたい。

　それから10日という日時ですね、これは玉城さんが

証言しているわけですから、玉城さんの霊にも報いる

ような形で、10日というやつを必ず究明をしてお願い

をしたいなと思っております。

　再度の答弁をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時19分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田議員の再質問にお答え

いたします。

　即時といいますか、演習の中止を申し入れよという

御意見ですが、私も議員のお気持ちよくわかります
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し、演習の中止をすぐに申し入れたい気持ちもここら

辺まであるんですが、今県警の皆さんがまだ調査中で

あり、その結果どうしてもそれをまちたいと思ってお

ります。原因究明が先ではないかと思っておりますの

で、それをまちたいということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　基地跡地の有効利用を

図るためにも返還を促進すべき、アクションプログラ

ムをつくって促進すべきではないかというお尋ねだっ

たと思います。

　当然に大変な開発可能性のある基地も多いわけです

から、そういうものをきちんと調査しながら、同時に

実際の返還に関しましては、ＳＡＣＯの合意事項等を

着実に実施すべきと。段階的に基地の整理縮小を図る

ということが現実的ではありますけれども、御提案の

アクションプログラムを可能性等含めて、これから21

世紀ビジョン等々将来のビジョンづくりの中で、御提

言のことにつきましても承っておこうと思っておりま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　県警と米軍の事案発生

日の食い違いはどうなっているかという点であります

が、県警では、被害関係者からの事情聴取等、所要の

捜査結果から、事案発生日を12月10日と特定しており

ます。12月10日を当初から発生日として米軍側と各種

会議、各種照会等を行っているところであります。し

たがって、12月10日に間違いありません。

　それから、抱負ということでございますが、この事

件は、住民の皆さんの日常生活の安心感にかかわる重

大な問題であることに思いをいたしまして、事案の真

相解明になお努力を傾注してまいりたいと思っており

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　皆さん、こんにちは。

　島尻郡区選出の自民党の新垣良俊でございます。

　質問の前に、皆さんにお願いを申し上げたいと思い

ます。

　実は、去る６月27日からいやしの島・渡名喜島を中

心に撮影されました映画「群青」が全国で公開されま

した。主演は、「美ら島沖縄大使」に選ばれた長澤ま

さみさん、そして玉城満県議も居酒屋の主人宮城守役

で出演しています。渡名喜島の美しい自然、それから

すばらしい風景、島の人の温かさが見られる映画であ

りますので、ぜひごらんをいただきたいと思います。

　今議会は、島尻郡区そして郡区離島地域の問題を取

り上げていますので、執行部の期待の持てる御答弁を

よろしくお願いをしたいと思います。

　では、通告表に基づいて一般質問を行います。

　１、離島・過疎地域の振興について。

　茨、離島の生活基盤整備について。

　ア、元一般県道久米島一周線、現在は県道宇根仲泊

線の旧具志川村の仲地から字宇江城に向かって施工さ

れている道路拡幅整備事業が計画どおり進瀧していな

いように見受けられるが、事業期間までの完成の見通

しと施工できない理由を伺いたい。

　イ、久米島航路は兼城港を発着地として、島民を初

め観光客の送迎施設そして生活物資の入荷を扱う重要

な港湾であります。現在の港湾施設の老朽化を考える

と、将来、船舶の大型化に対応することが困難と思わ

れるが、当局の御所見を伺いたい。

　ウ、久米島町の中央・新興通りは商業地域の中心地

として発展してきました。しかしながら、道路幅員の

狭さが足かせとなり、これまで地域発展を阻害してま

いりました。そこで、道路拡張を推進すべきだと思う

が、拡張計画について御所見を伺いたい。

　エ、渡名喜村への足は船舶のみであります。しか

し、北風が４メートル以上吹いた場合、港への入港は

できません。そのため、生活物資の入荷に支障が出

て、島民の生活にも大きな影響が出ています。そこ

で、その対策について御所見を伺いたい。

　オ、８年連続で給水制限が実施されるなど座間味村

の生活用水不足は今や恒例となっています。財政難の

折、自衛隊の民生支援制度を活用して、農業用水池の

跡地を利用し貯水池を造成して、生活用水を少しでも

確保しようという記事が３月中旬ごろ掲載されており

ました。そこで、仮に海水淡水化事業を導入するにし

ても、その建設、将来にわたる維持管理を考えると、

村の財政状況から困難であると思われますので、企業

局の事業で本島から座間味村まで海底送水管を敷設し

生活用水を供給することはできないか、御所見を伺い

たい。

　カ、粟国空港は島民生活を支え、地域振興を担う重

要な役割を果たしております。しかしながら、平成21

年６月１日から路線を一時運休することになっている

ようですが、航空路線の確保が現在どうなっている

か、また、空港拡張整備の状況について伺いたい。

　キ、史上最大規模の経済対策補正予算で、国や県は
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長い間懸案になっていた本島と南北大東島を結ぶ海底

ケーブル敷設が決定した。従来、東京の放送の一部し

か視聴できなかった両村では県内のほかの地域と同じ

番組が視聴できることは情報格差の解消が図られたも

のと思っている。そこで、供用開始後のケーブルの維

持管理費は年間どれぐらいの費用になるのか。またそ

の費用については国が負担すべきものと解するが、所

見を伺いたい。

　ク、離島の小規模自治体の道路整備は県代行事業と

してやっていると思いますので質問をいたしますが、

離島地域で築30年以上経過している橋梁が何カ所ある

か。また、その橋梁の耐力度調査を実施したことはあ

るか伺いたい。

　芋、離島の生産基盤整備について。

　ア、久米島のカンジンダムの完成で、農業用水の安

定的供給が図られ、農産物の生産量、生産額が順調に

伸びております。一方、維持管理費に年間2000万円余

の経費がかかっている現状にあります。将来の農業振

興を図るためにも効率的な維持管理が求められます。

そこで、自然エネルギーを活用した設備を導入するこ

とで維持管理費を削減する方策はないか伺います。

　イ、久米島町にある既設のため池、畑かん施設の改

修は、農作物の生産性の向上・効率化・安定的な農業

経営の確立を促進させるためにもぜひ整備すべきだと

思うが、御所見を伺いたい。

　ウ、久米島町旧仲里村の銭田川（排水路）は、毎

年、大雨時のはんらんにより農作物の被害、土壌流

出、民家への浸水被害が発生するため、農業従事者の

生産意欲の低下につながり、地域農業の大きな妨げに

なっている。早急に改修を行い農業経営の安定を図る

べきだと思うが、御所見を伺いたい。

　エ、防風・防潮対策で防風林の植林が行われている

が、特に離島は台風の常襲地で農産物等に大きな被害

を及ぼすことから、防風対策は喫緊の課題である。離

島での防風対策の取り組みについて伺いたい。

　鰯、離島の産業振興について。

　ア、離島の観光は、離島経済の活性化を図るための

重要な産業であり、離島の特色や文化を生かした観光

資源の開発が必要である。離島の観光資源が十分に生

かされていないように思うが、県の観光部局と離島の

自治体間で、観光資源の開発に伴う何らかの協議等が

行われているか伺いたい。

　イ、渡名喜村の漁港整備工事に使用される防波堤の

ブロック製作については、これまで村内で製作が行わ

れていたが、生コンプラント施設に試験検査施設が設

置されてないという理由で本島で製作し渡名喜村の現

場に運んでいる状況であります。地元でのブロック製

作は、村の経済に大きな役割を果たしていた。現在、

試験検査施設も整備され、今後の漁港整備工事には村

内で十分対応が可能であります。そこで、地元ででき

るものはできるだけ地元に還元し、地元の雇用の創出

や産業の振興に貢献すべきだと思うが、御所見を伺い

たい。

　ウ、現下の社会経済情勢の中、若年労働者の雇用は

非常に厳しい状況にあります。産業を創出すること

で、離島出身の若年労働者のＵターンを図り、島の資

源を活用することでさらに雇用の機会を拡充できない

か伺いたい。

　エ、離島振興は、島が自立することであると同時に

住民の知恵と島の資源を生かすことだと思う。付加価

値の高い魚、貝、例えばナマコ、ウニなどの養殖場を

建設することで水産業の再生や産業創出が図られ、雇

用と島の活性化につながっていくものと確信します。

　そこで、養殖場建設について御所見を伺いたい。

　２、農林水産行政について

　茨、さとうきびの生産振興について。

　ア、平成19年産からさとうきび政策が見直され、生

産者の手取り額は、取引価格（原料代）と経営安定対

策（甘味資源作物交付金）による収入である。交付金

の対象生産者になるための一定の要件は、大規模農業

政策で我が県には適合しない政策だと思うが、御所見

を伺いたい。

　イ、八重瀬町は、本島ではさとうきび生産高では上

位に入る。1200戸余のさとうきび生産農家がいるが、

60％以上が60歳以上の高齢者である。さらに１戸当た

りの生産面積が30アールから50アールの小規模生産者

であります。来年度産から本則要件に移行しますが、

現在、特例として交付金の対象になっているが、生産

農家からは対象要件の緩和と新制度の５年間の延長を

求める声が大きい。その対応策について伺いたい。

　ウ、Ａ－４の対象要件は、Ａ－１、Ａ－２に該当す

る生産者組織または4.5ヘクタール以上の収穫作業面

積を有する受託組織・サービス事業体にさとうきびの

基幹作業（ア、耕起・整地、イ、株出し管理、ウ、植

えつけ、エ、収穫のうち、いずれか１作業）を委託し

ているさとうきび生産者は、例えば八重瀬町東風平農

業機械施設管理センター、具志頭農業機械銀行が受託

する場合は対象となるのか伺いたい。

　エ、東風平農業機械施設管理センター・具志頭農業

機械銀行が基幹作業を受託する場合、オペレーター、

作業機械の確保は十分か。また、作業機械を補助対象

で導入できるか伺いたい。



－ 337 －

　芋、農業用水源施設整備について。

　ア、湧水や地下水に恵まれず、また、農業用ダムの

建設にも地理的に困難である地域について、当局はど

のような方法で農業用水の確保を図るべきと考える

か、御所見を伺いたい。

　イ、琉球石灰岩の採掘跡地を農業用水源貯水施設と

して利活用することが可能であるか。また、農林関係

の補助事業採択を導入することが可能かあわせて伺い

たい。

　ウ、イの採掘跡地は本島南部地区の国営地下ダムの

ファームポンド近くにあります。そこで、採掘跡地を

利用した貯水施設建設が可能であれば、ファームポン

ドから分水、取水することは可能か。また、ほかに集

水する方策があれば伺いたい。

　鰯、耕作放棄地について。

　ア、農作物が過去１年以上作付されず、農家が数年

間のうち作付をする予定がない土地のことを言うが、

県内の耕作放棄地を地域ごとにお示しください。

　イ、県内で利用できない耕作放棄地で草刈りや整地

など、また基盤整備をすれば利用可能な放棄地の面積

は幾らか。農地復元が困難な放棄地の面積は幾らか伺

います。

　ウ、食料自給率向上のために耕作放棄地の解消が非

常に重要であると思うが、利用可能な放棄地が耕作地

になったら自給率は幾ら上昇すると考えられるか伺い

ます。

　エとオは取り下げます。

　允、沖縄県食肉センターの改築について。

　ア、経済危機対策を受けて、食肉センター整備に57

億円余の建設費が計上されました。そこで、同セン

ターの施設整備計画について伺いたい。

　イ、現在、豚と牛の濁畜処理施設は整備されていま

す。しかし、平成14年度からヤギの濁畜処理が名護市

食肉センターで実施されています。南部のヤギ生産農

家から改築を機にヤギの濁畜処理施設整備の要望が強

くありますが、整備計画について伺いたい。

　ウ、現施設は増改築を行いながら日産濁畜能力アッ

プを図ってきました。今回の改築で、衛生管理向上と

処理能力、冷凍冷蔵庫保管能力、汚水処理施設等の能

力アップを図り、食肉の安定供給に努めるべきと思う

が、施設能力アップの計画を考えているか伺いたい。

　３、土木建築行政について。

　茨、県道整備について。

　ア、与那原町東浜から国道331号まで延長1300メー

トルの県道糸満与那原線が開通し、地域の生活道路と

いうだけでなく、既存集落への連結や旧佐敷町、旧知

念村方面への交通の利便性を図る役割を担っていま

す。現在の県道糸満与那原線を与那原町港区（国道

331号との交点）から旧大里村古堅・福原まで計画の

延長を図り、南部横断道路として整備できないか伺い

たい。

　イ、県道糸満与那原線と県道48号線の交差する稲嶺

十字路の旧玉城村から那覇向けに朝夕の渋滞が激し

く、地域から早期整備の強い要請もあったと思います

が、十字路改良工事の進瀧状況について伺いたい。

　ウ、県道南風原与那原線は、朝・休日には上り線で

東部消防本部前まで渋滞している。原因は、町道３号

線との交差点に右折帯がないために渋滞が起きて、さ

らに渋滞を避けるために周辺集落の生活道を通り抜け

るため交通安全上問題が起きている状況にある。十字

路改良工事が進まない理由と今後の対策について伺い

たい。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣良俊議員の御質問に答

弁いたします。

　離島・過疎地域の振興に係る御質問の中で、久米島

町カンジンダムの維持管理費の軽減に係る御質問にお

答えいたします。

　 沖縄県としましては、久米島町カンジンダムの維

持管理費の軽減を図るため、平成22年度新規採択に向

けて自然エネルギーを活用しました太陽光発電施設な

どの整備を計画しているところであります。太陽光発

電施設の導入によりまして維持管理にかかる電気代に

つきましては、年間約2500万円に対して800万円の軽

減が見込まれているところでございます。

　同じく離島・過疎地域の振興に係る御質問の中で、

久米島町の銭田排水路の整備の御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県としましては、久米島町銭田川周辺における

農地や宅地等の湛水被害の解消を図るため、県営かん

がい排水事業により、平成21年度から銭田排水路の整

備を行うことといたしております。現在、土地改良法

に基づいた事業認可の手続を行っているところでござ

います。

　同じく離島・過疎に係る御質問で、若年労働者のＵ

ターン及び雇用機会の拡充についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　県におきましては、「体験滞在交流促進事業」や

「自然・伝統文化を活かした交流促進事業」など、地

域の資源を活用しました諸施策を実施し、産業の振興
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を図っているところでございます。また、情報通信基

盤の整備を推進し、ＩＴ関連事業の創出を図るなど、

若者の雇用促進に努めているところでございます。

　県としましては、引き続き、地域の資源を活用した

諸施策や新たな産業の創出に取り組むことにより、産

業の振興や雇用の創出を図り、若者のＵターンや定住

の促進に努めてまいりたいと考えているところでござ

います。

　次に、農林水産行政に係る御質問の中で、２の允の

ア、イ、そして同じくウが関連いたしておりますの

で、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。県

食肉センター整備計画と濁畜処理能力に係る御質問で

ございます。

　沖縄県食肉センター整備事業は、安全で衛生的な食

肉供給体制を確立するため、沖縄県食肉センターが事

業主体となり、豚及びヤギの「濁畜施設」の整備を行

うものであります。

　施設整備の内容としましては、「濁畜処理棟」及び

「濁畜・解体処理機械施設」など57億1786万4000円の

補正予算を計上しております。濁畜処理能力は、豚が

１日当たり1200頭で、年間30万頭で現状維持、そして

ヤギは１日当たり10頭で年間2500頭の計画となってお

ります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　離島・過疎地域の振

興について、旧久米島一周線の道路拡幅整備事業の進

瀧状況についてお答えいたします。

　旧久米島一周線の宇根仲泊線道路整備事業は、歩行

者の安全確保の観点から歩道を設置するものであり、

平成14年度に事業着手し平成22年度の完成を目途に推

進しております。平成20年度末の進瀧率は、事業費

ベースで約59％になっておりますが、用地取得におい

て、相続手続のおくれなどから工事に着手できない箇

所があります。

　県としましては、久米島町の協力を得ながら鋭意地

権者との交渉を進め、早期完成に努めていく考えであ

ります。

　続きまして、兼城港における大型船舶への対応につ

いてお答えいたします。

　兼城港は、平成15年度までに岸壁や防波堤等の港湾

施設整備が完了しております。整備済みの2000トンク

ラスまで対応できる水深5.5メートル耐震岸壁は、平

成24年度に就航予定の1000トンクラスの船舶に対応可

能な施設であります。

　なお、老朽化している水深4.5メートル岸壁につき

ましては、今後補修・補強工事を検討していく考えで

あります。

　続きまして、久米島町中央・新興通りの拡張整備計

画についてお答えいたします。

　主要地方道久米島空港真泊線の中央通りと新興通り

については、現道拡幅整備に対し地元の同意が得られ

なかったことからバイパス整備に変更し、平成10年度

に整備を完了しております。その後、平成14年度の合

併に伴う久米島町建設計画において、商店街活性化策

として現道拡幅整備が提案されております。このた

め、県は、平成16年度に将来交通量や、整備手法及び

費用対効果等、拡幅整備の可能性について調査した結

果、交通量のほとんどがバイパスへシフトし交通量が

少なく、また、拡幅に伴う事業費が膨大なため費用対

効果を満たすことができないことから、当該通りの拡

幅整備については極めて困難と判断しております。

　県としましては、今後、歩行者の安全確保の観点か

ら交通安全事業等による整備の可能性について検討す

る考えであります。

　続きまして、粟国空港の拡張整備の状況についてお

答えいたします。

　粟国空港の航空路線の維持確保は、離島振興と地域

住民の生活安定を図る観点から重要であり、後継機種

として就航が予定されているＤＨＣ８型機に対応する

ため、現空港の滑走路長を800メートルから1200メー

トルに拡張する必要があると考えております。そのた

め、平成19年度から航空需要予測や空港施設計画等の

基礎調査を実施しており、今年度は拡張整備に向けた

パブリックインボルブメントの実施を予定しておりま

す。

　今後は、用地取得同意の見通しや費用対効果及び環

境への影響等を勘案しながら、早期の拡張整備に向け

て取り組んでいきたいと考えております。

　続きまして、離島地域における築30年以上経過した

橋梁についてお答えいたします。

　沖縄県が平成20年度に実施した橋梁点検調査による

と、離島地域の橋梁は105橋あり、築30年以上経過し

ている橋梁は25橋であります。そのうち、10橋につい

ては、補修、耐震補強工事を完了しております。

　県としましては、残りの15橋についても計画的に耐

力度調査、補修、耐震補強工事を実施し、離島地域の

安全・安心な生活基盤を確保していく考えでありま

す。

　続きまして、土木建築行政についての南部横断道路
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の整備についてお答えいたします。

　与那原町港区から旧大里村古堅・福原までの道路整

備については、現在整備中の国道507号津嘉山バイパ

スや調査中の南部東道路など、当該地域の主要幹線道

路の整備に伴う南部圏域の交通量の変化や地域開発の

動向等も踏まえて、今後、検討していきたいと考えて

おります。

　同じく稲嶺交差点改良事業の進瀧状況についてお答

えいたします。

　県道48号線の稲嶺交差点改良事業は、慢性的な交通

渋滞の解消と歩行者の安全確保を目的に、平成15年度

から事業着手し、平成23年度の完成を目途に進めてお

り、平成20年度末の進瀧率は、事業費ベースで約43％

であります。今年度は、用地取得を鋭意進めるととも

に、県道48号線の右折帯設置工事を予定しておりま

す。

　県としては、南城市や地元自治会等の協力を得なが

ら、早期完成に努めていく考えであります。

　続きまして、県道南風原与那原線と南風原町道３号

線との交差点改良事業の進瀧状況についてお答えいた

します。

　県道南風原与那原線と町道３号線との交差点は、交

通渋滞が激しい状況にあることから、交通の円滑化と

交通事故防止を目的に交差点改良事業を実施しており

ます。

　当該事業は、平成20年度に事業着手し、平成23年度

の完成を目途に進めており、今年度から事業説明会を

行い、用地買収を進めることとしております。

　今後、早期完成が図られるよう、南風原町と連携

し、地元自治会等の協力も得ながら事業を推進してい

く考えであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　離島・過疎地域の振

興の中で、渡名喜漁港の整備についてお答えいたしま

す。

　渡名喜漁港は、冬場の強風時には航路口で発生する

波浪により欠航が頻発している状況があります。その

ため、平成元年度から平成23年度までの計画で、沖防

波堤の新設や消波ブロックの設置、航路の拡張等の整

備を行っているところであります。さらに、平成22年

度からは今後予定されているフェリーの大型化に向け

た岸壁の改良等の整備を行う予定であります。

　同じく久米島町におけるため池、畑かん施設の改修

についてお答えいたします。

　久米島町の老朽化したため池については、県営ため

池等整備事業により計画的に改修を行ってきたところ

であります。また、畑地かんがい施設については約

700ヘクタールの整備が行われており、引き続き計画

的に整備してまいります。

　県としては、今後とも改修の必要な施設について

は、関係機関と連携を図りながら事業の導入について

検討してまいります。

　同じく離島での防風林整備についてお答えします。

　県においては、台風等による農作物等への風害並び

に潮害を軽減するため、農林水産業振興計画に基づき

計画的に農地防風林の整備を推進しているところであ

ります。さらに、農地防風林の重要性についての普及

啓発を図るため、毎年11月の第４木曜日を「防風林の

日」に制定し、防風林関連行事を開催しております。

　今後とも、関係機関と連携を図り、農地保全整備事

業等により農地防風林の整備に取り組んでまいりま

す。

　同じく渡名喜村内でのブロック製作についてお答え

いたします。

　渡名喜漁港の沖防波堤改良工事におけるブロック製

作については、経済性、工期の短縮、品質の確保、ブ

ロックの設置作業の効率化等を総合的に勘案し、渡名

喜村内でできるよう検討してまいります。

　同じく離島における養殖場の建設について。

　県としては、養殖業の振興を図るため、モズク、ク

ルマエビ、海ブドウ、魚類などの養殖技術を開発し、

12カ所の養殖場の整備を行っております。

　今後とも、地元の要望を踏まえ養殖場の整備を進め

るとともに、ウニ、ナマコなど新たな養殖技術の開発

に取り組んでまいります。

　次に、農林水産行政についての中で、さとうきび経

営安定対策の要件緩和と延長についてお答えします。

一括してお答えします。

　平成19年度から実施されているさとうきび政策は、

ＷＴＯ等国際規律の強化に対応するため、施策の対象

となる担い手を明確にした上で経営の安定を図ること

をねらいとしております。特に、さとうきびは代替作

物に乏しい自然条件下にある沖縄県の基幹作物であ

り、地域経済においても重要な地位を占めていること

から、品目別経営安定対策として講じられておりま

す。

　現行の経営安定対策の支援対象は、認定農業者を初

め基幹作業を委託する者、共同利用組織に参加する者

に加え、平成21年産までの特例として、生産組織に参

加する小規模農家などとなっております。



－ 340 －

　基幹作業のうち、収穫については平成20年産より見

直しが行われ、刈り倒し、または搬出のみを委託した

場合も支援対象となったところであります。この見直

しにより、本則要件を充足する生産農家割合は、現状

の４割から５割程度に拡大することが見込まれます。

　県としては、すべての生産農家が経営安定対策の支

援対象となるよう、関係団体と連携し、機械化のおく

れなど地域の実態を踏まえた基幹作業や受託組織等に

関する要件の緩和・見直し、本則移行に必要な期間の

確保などについて国に対し強く要請してまいります。

　同じく作業委託による要件充足と受託組織の支援に

ついて一括してお答えします。

　さとうきび経営安定対策では、収穫作業面積4.5ヘ

クタール以上の機械銀行等サービス事業体に耕起・整

地、植えつけ等の基幹作業のいずれかを委託した農家

は本則要件で支援対象となっております。

　東風平機械施設管理センターと具志頭農業機械銀行

は、サービス事業体としての条件を満たしており、こ

れらの受託組織に作業を委託した農家は支援対象とな

ります。

　また、さとうきびの作業受託組織の育成強化を図る

ため、オペレーター養成研修や農業機械の導入等の支

援を行っております。

　同じく本島南部地域の水源整備について一括してお

答えします。

　県としては、八重瀬町を含む南部地域の農業用水の

確保を図るため、地域ごとの地形・地質特性を踏ま

え、小規模な河川、湧水からの取水施設の整備、地表

水を集水した貯水池の整備、採石場跡地を活用した貯

水池の整備等について関係機関と連携し検討してまい

ります。

　なお、国営地下ダムの農業用水を受益対象以外の農

地に供給することについては、今後国と調整してまい

ります。

　同じく耕作放棄地の地域ごとの実態についての質問

にお答えします。

　平成20年度の耕作放棄地全体調査の結果によります

と、沖縄県の耕作放棄地は2950ヘクタールで全耕地面

積の7.5％となっております。

　地域別では、北部地域が992ヘクタールで全耕作放

棄地面積の33.6％、中部地域が589ヘクタールで

20％、南部地域が543ヘクタールで18.4％、宮古地域

が476ヘクタールで16.1％、八重山地域が350ヘクター

ルで11.9％となっております。

　同じく耕作放棄地の利用可能な面積と困難な面積に

ついての質問にお答えいたします。

　耕作放棄地面積2950ヘクタールのうち、利用可能な

面積は2237ヘクタールで、復元が困難な面積は713ヘ

クタールとなっております。

　同じく耕作放棄地の解消による自給率の向上につい

てお答えします。

　本県の食料自給率は、平成19年度の概算値で33％と

なっております。

　耕作放棄地で利用可能な面積2237ヘクタールにおい

てさとうきびを栽培したと仮定すると、食料自給率は

４ポイント上昇し37％と試算されます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企業局長。

　　　〔企業局長　宮城嗣三君登壇〕

○企業局長（宮城嗣三君）　４月に企業局長を拝命い

たしました宮城でございます。

　企業局の業務は、安全な水を安定的に供給すること

でございます。もとより微力ではございますが、全力

で取り組む所存でございますので、議員各位の御指導

と御支援をよろしくお願いいたします。

　離島・過疎地域の振興についての中の、企業局事業

として本島から座間味村へ海底送水管を敷設して生活

用水を供給することについてお答えいたします。

　沖縄本島から座間味村まで海底送水で水道用水を供

給する場合、約47キロメートルというかなり長距離の

海底への送水管の敷設と、増圧ポンプ場の整備が必要

となります。その整備には多額の費用が見込まれる

上、海底送水管が国内でも類を見ない延長のため、費

用対効果のみならず敷設工事、維持管理上も技術的な

課題が多く非常に厳しいものと考えております。

　なお、水道事業につきましては、水道法で原則とし

て市町村が行うこととなっており、座間味村では、７

月上旬に村と住民との意見交換会を開催すると聞いて

おります。

　企業局としましては、その結果を注視してまいりた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島・過疎地域の振興に

ついての御質問の中で、粟国路線の確保についてお答

えします。

　琉球エアーコミューター株式会社が就航していた那

覇―粟国路線は、利用客の低迷による欠損金の増大や

運航乗務員の確保が困難なことなどから運休となりま

したが、その後、大阪の第一航空株式会社が同路線を

引き継ぎ、６月19日から１日２往復４便の不定期便と
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して運航を行っております。

　次に、同じく離島・過疎地域の振興についての中

の、本島と南大東島を結ぶ海底ケーブルの維持管理費

についてお答えします。

　本島と南大東島を結ぶ海底光ケーブルと関連施設の

年間の維持管理費は、現行の衛星放送の維持管理費と

して負担している約9000万円の範囲内で賄っていきた

いと考えております。

　国による費用負担については、現行の衛星放送の維

持管理費についても財政支援措置を要望しているとこ

ろであり、引き続き海底光ケーブルについても要望し

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　離島・過疎地域の振

興について、県と離島自治体との観光資源の開発に係

る協議等についてとの御質問にお答えします。

　沖縄県では、優位性のある観光資源を活用した各地

域の主体的な取り組みを促進・支援する「観光まちづ

くり支援事業」を実施しております。同事業により、

離島市町村においても県と地域の行政、関係団体、関

連事業者などとの間で、観光振興の課題や新たな観光

メニューの拡充、特産品開発など、地域の観光資源を

活用した取り組み等について協議を行っているところ

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　二、三点再質問をしたいと思いま

す。

　実は今、観光商工部長からお話があったんですが、

これは提言でありますので、質問通告表では観光資源

の場所等について市町村と協議したことがありますか

ということなんですが、実はこれは旧仲里村が字島尻

から字儀間までの林道事業で整備したところがありま

して、延長6200メートルのうち4100メートル、その両

側に桜が植栽されています。この桜が約1000本以上あ

るんじゃないかということで言われていますが、2000

本近くもあるんじゃないかという話もありますが。楽

天がキャンプしていますので、２月の開花ですよね、

桜は。そしてキャンプも２月１日にキャンプインしま

すので、同時にその1000本桜とキャンプのツアーとい

いますか、そういうツアーも考えたらどうかというこ

とでありますので、ひとつまたお考えをお願いしたい

ものです。

　それから、食肉センターの件ですが、これは昭和46

年の10月ですか設立されておりますが、今回57億の大

きな建設といいますか、計上されていますが、毎回毎

回、増築増築をやっていたんですが、今回の事業費で

改築がないように、生産農家、それから職員にも安心

してできるような施設をぜひお願いしたいと思いま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時９分休憩

　　　午後２時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　再質問にお答えしま

す。

　久米島町においては、食物アレルギー対応型旅行商

品の造成などの支援もやっておりまして、このキャン

プと桜の抱き合わせについても地元と連携して対応し

ていきたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　物すごい数の睡魔が議員の皆さん

の周りをうろついているようです。どうぞその睡魔を

追い払うことなく、それに身をゆだねてもいいかと思

います。

　今回は議会100年、議会ロビーでは琉球政府、立法

院議会の写真が展示され、小さな政府、小さな立法院

議会に見えましたが、戦後復興、ウチナーンチュの人

権の確立、自治の確立に心血を注いだであろう、相当

な激論を交わしたであろうと、大先輩たちに改めて敬

意、尊敬の念を感じました。

　今、この節目にこの議場にいることを、辻野議員同

様に私もうれしく思っております。しかし、少し気に

なることがありまして、議員全員で100年後に飲むと

いう古酒に一升瓶をささげました。25度があったり40

度の酒があったり、いろんな銘柄の酒を入れたんです

が、これが本当にいい味になるのか、不思議でたまり

ません。ぜひ３年後ぐらいには試しに飲んでみる必要

があるんじゃないかなと気になって仕方がありません

が、いかがですか、議長。だめでしょうね。

　通告した一般質問を行います。

　１、商店街活性化について。

　かつてにぎわった商店街、特に中部では沖縄市・旧

コザ、北部では名護、商店街はもがき苦しみ悪戦苦闘
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をしています。

　伺います。

　茨、まちづくり三法を活用した商店街や中心市街地

の活性化について、市町村の取り組み状況と県の支援

策について伺います。

　芋、県下の空き店舗率の状況はどうか伺います。

　鰯、特に顕著に空き店舗がふえてきた地域につい

て、その地域、その要因についてお伺いをします。

　允、各種空き店舗対策で成功例はあるのか。あると

ころのその成功の要因を伺いたい。

　印、イオンモール大型ショッピングセンター進出に

ついて。

　ア、沖縄市及び北谷町への影響を想定しているかお

伺いをします。

　イ、影響ある地域商店街への新たな支援策を講じる

ことができるか伺います。

　咽、少子・高齢化に対応した商店街や中心市街地づ

くりについて、県の基本的な考えを伺います。

　２、土木建設行政について。

　茨、新規事業・沖縄市安慶田地域区画整理事業につ

いて。

　ア、これからのスケジュールを伺います。

　イ、総面積、総予算額を伺います。

　ウ、地域の要望等を受け入れる体制はあるのかお伺

いをいたします。

　３、中城湾港について。

　茨、那覇港との適正な機能の分担は推進しているの

かお伺いします。

　芋、中城湾港を自動車関連製品の取り扱い拠点とす

るその取り組みについて伺います。

　ア、その可能性と実現に向けての県の戦略をお伺い

します。

　４、警察行政について。

　茨、沖縄署移転についてであります。

　これは予算特別委員会でも質疑はしましたが、新県

警本部長に現在の沖縄署の所在地の環境を認識してい

ただきたく改めて通告をいたしました。100メートル

先に諸見小学校、200メートル先にはコザ中学校、反

対方向にはゲート通りがあり、500メートル先には嘉

手納空軍基地第２ゲートがあります。

　ア、これからのスケジュールをお伺いをいたしま

す。

　イ、跡地の計画に地域の要望等を受け入れる体制は

あるかお伺いします。

　５、我が党の代表質問との関連について伺わせてい

ただきます。

　これは米軍直接発注工事についてであります。

　代表質問への答弁では、英文、英訳、相当な見積も

り作成とかに英語が必要だと。それがネックの一つだ

と言っておりましたが、そういった事務的なネックは

商工会議所、商工会、あるいは協力会等で技術的なこ

とはクリアできます。最大のネックは、履行ボンド制

にあるんです。それをどうクリアをするか、その方法

を研究しているのか、代表質問では伺っていたように

思いますが、そこで私からも改めて伺います。

　履行ボンド制等をクリアできる研究はしているので

しょうか、お伺いさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　桑江議員の御質問に答弁い

たします。

　土木建設行政に係る御質問で、新規事業・沖縄市安

慶田地域区画整理事業に係る御質問ですが、このアと

イが関連いたしておりますので、一括して答弁させて

いただきます。

　安慶田地区土地区画整理事業は、沖縄市が事業主体

となり、平成21年度に国庫補助事業として採択されて

おります。総面積は約8.8ヘクタール、総事業費は約

67億円となっております。

　平成21年度は事業計画の策定を行い、平成22年度は

仮換地の指定を行う予定であります。平成23年度以

降、支障となる物件等の除却及び道路整備工事等を順

次行い、平成30年度の事業完了を目指していると聞い

ているところでございます。

　次に、中城湾港の御質問で、中城湾港を自動車関連

製品の取り扱い拠点とすることという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　中城湾港を自動車関連製品の取り扱い拠点とするこ

とにつきましては、これまでトヨタを初めとする自動

車関連企業等への誘致活動を行ってまいりましたが、

物流コストの負担が大きいことや周辺産業や基盤技術

の集積がなされていない現状もあって誘致には至って

おりません。

　今年度は、金型や表面処理産業等の製造業を下支え

するサポーティング産業誘致のための賃貸工場を整備

する予定であります。これを呼び水として機械装置製

造業等の集積につなげていきたいと考えているところ

でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕
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○観光商工部長（勝目和夫君）　商店街・中心市街地

の活性化について、まちづくり三法を活用した市町村

の取り組みと県の支援策についてとの御質問にお答え

します。

　現在、那覇市と沖縄市が中心市街地活性化法に基づ

く基本計画の作成に取り組んでおり、国の認定を受け

ると、その計画による市街地の整備改善や商業活性化

のための事業を集中的に実施することができます。

　県においては、商店街振興組合指導事業により、セ

ミナーの開催や派遣研修などによる商店街の組織強化

や後継者の育成等を支援しております。

　次に、空き店舗率の状況についての御質問にお答え

します。

　平成19年度商店街実態調査によりますと、沖縄県内

の空き店舗率は10.8％で、直近の５年間ではおおむね

横ばいで推移しております。

　次に、空き店舗がふえた要因についてお答えしま

す。

　商店街実態調査の平成19年度と平成14年度の空き店

舗率を比較すると、名護市、沖縄市、宜野湾市などが

高くなっております。

　その理由としましては、郊外への大型店舗の進出、

商店主の高齢化や売り上げの減少による廃業の増加、

魅力ある店舗づくりがなされていないことや駐車場不

足などが挙げられております。

　次に、空き店舗対策の成功例についての御質問にお

答えします。

　空き店舗対策につきましては、沖縄市の空き店舗を

活用して開設された「商店街交流ひろばコザＢＯＸ」

や「銀天大学」が、商店街のコミュニティー機能の向

上などに一定の成果を上げており、この取り組みは平

成21年３月に中小企業庁の「新・がんばる商店街77

選」にも選定されたところであります。

　そのほか、国際通りの商店街では、「トランジット

モール」や「一万人のエイサー踊り隊」などの実施に

より多くの観光客を引きつけ、空き店舗率は低い水準

で推移しております。

　同じく大型店舗の進出による沖縄市、北谷町への影

響と地域商店街への支援策についてとの御質問に一括

してお答えいたします。

　大規模集客施設の立地による近隣市町村への影響に

つきましては、一般的に商圏の変化に伴う既存商店街

の売り上げの減少などのマイナスの影響と、相乗効果

による地域活力の向上などのプラスの影響が考えられ

ますが、個別・具体的な影響については想定しており

ません。

　現在、沖縄市が中心市街地活性化法に基づく基本計

画を作成中であり、国に認定されると商業活性化のた

めの事業が集中的に実施されることから、県としまし

ては、同計画に基づく取り組みを支援してまいりたい

と考えております。

　同じく少子・高齢化に対応した中心市街地づくりに

ついての御質問にお答えします。

　少子・高齢化社会では、多様な都市機能がコンパク

トに集積した歩いて暮らせるまちづくりが重要であり

ます。

　国においては、中心市街地活性化の基本的な方向性

を「コンパクトでにぎわいあふれるまちづくり」と

し、まちづくり三法による新たな仕組みを整備してお

ります。

　県としましては、市町村の中心市街地活性化基本計

画の作成や、これに基づく諸事業の実施などの取り組

みを支援していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建設行政につい

ての、地域要望の受け入れ体制についての御質問にお

答えいたします。

　安慶田地区については、地区内権利者を中心とした

安慶田土地区画整理事業推進協議会が平成17年度に発

足しており、ワークショップの開催や先進地の事例調

査などを行ってきたと聞いております。

　土地区画整理事業の実施においては地域住民の協力

が不可欠であり、沖縄市としては、今後とも地元自治

会や同推進協議会と連携を図りながら、住民参加のま

ちづくりに取り組んでいく考えであると聞いておりま

す。

　続きまして、中城湾港について、那覇港との適正な

機能の分担についての御質問にお答えいたします。

　那覇港は、物流・人流の中心的な拠点港湾として本

県の経済社会活動を支えており、国際物流関連施設の

立地及び国際観光・リゾート産業の振興等を目指した

国際流通港湾としての機能を担っております。

　一方、中城湾港新港地区は、沖縄本島中南部の東海

岸における物資の円滑な流通を確保するため、流通機

能と生産機能をあわせ持った流通加工港湾としての機

能を担うこととしております。しかしながら、新港地

区は不定期の航路しかなく、中部圏域の貨物の多くが

那覇港からの搬出入を余儀なくされており、機能分担

が不十分な状況となっております。

　県としては、適正な機能分担を推進するため定期航
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路の就航に向け関係機関等と連携を図りながら取り組

んでいきたいと考えております。

　それから、我が党の代表質問との関連について、米

軍発注に係る課題解決についてお答えいたします。

　米軍発注工事への県内企業の入札参加については、

入札参加申請書類等を翻訳する必要があることや、10

万ドル以上の請負契約に100％の履行ボンドが義務づ

けられていること等の課題があると聞いております。

　県としましては、基金設立がボンド制度の目的にな

じむか、合理性はあるかなど、クリアすべき課題があ

ると考えており、ボンド制度を含め諸課題への対応に

ついて、今後、沖縄県建設業協会等と連携を図りなが

ら研究していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　沖縄警察署移転スケ

ジュール及び移転後の跡地計画について一括してお答

えいたします。

　沖縄警察署正面に位置する県道20号線の拡幅工事に

伴う県企業局コザ庁舎跡地への沖縄警察署移転事業に

ついては、平成21年度中に同跡地の用地取得を行うこ

ととしております。そして、平成22年度から平成24年

度までをかけまして新庁舎を建設し、平成24年度中に

移転を完了する予定であります。

　次に、移転後の跡地計画についてお答えいたしま

す。

　議員御指摘のとおり、現所在地は治安のかなめの地

であることから、警察署移転後も一定の警察力を存続

させる必要があると認識しております。

　また、沖縄市長及び沖縄商工会議所会頭から、大型

交番の設置に関する要請をいただくなど、地域の強い

要望がありますことから、県警察におきましては、今

後県財政当局に対して大型交番のような警察施設設置

の必要性を積極的に説明していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　再質問をいたします。

　商店街活性化について。

　旧コザはシャッター通りとやゆされる町であります

が、郊外大型ショッピングセンター、半径５キロメー

トル以内に量販店、中型スーパーが幾つもある。現状

の商店街には駐車場が不便であって、それはもう太刀

打ちができないのは当然。自治体、商工会、商店街、

組合などがいろんな策を打っているんですが、焼け石

に水のような感じもします。努力はしているんです。

　一方、大型店イオンモールが進出することに当たっ

ては、北中城村がもう区画整理組合設立準備会を開設

しました。沖縄一のすごい町を実現させたいと、村長

は抱負を語っている。企業側は、中部圏の起爆剤にな

ること間違いないと言っている。そして地域に貢献し

たいと、自信のあるコメントをしている。

　中部全体から見ると確かに底上げになるし、私は活

力が出てきていいことだとも思っているんです。だけ

れども、既存のこの商店街が苦しむだろう、これから

困難に向かうであろうということはもう目に見えてい

る。どうぞ県もしっかりとこれまで貢献してきた商店

街の皆さん、新しい商店主の皆さんとひざを交えて今

後どうするか、この困難をどんなふうに迎えて太刀打

ちするかというものを、沖縄市あるいは北谷町の若い

商店主の皆さんとひざを交えてその対策に乗り込んで

いただきたいと思っているんです。

　いろんな小口資金制度とか融資制度とか、そういっ

たものだけを与えるのではなくて、一緒に研究して、

その旧市街地、古くからある町の商店街をさらにさら

に生かし続けていこうという努力を商店街の皆さんと

ともにやっていただきたい。伺いたいが、いかがで

しょうか。

　それから次に、ボンド制について。

　ボンド制に基金という言葉が部長から出てきて大変

喜んでおります。それが創設できないか、さらに一緒

になって研究していただければなと思っております。

これは緊急経済対策で雇用や公共事業に投ぜられる今

回の補正予算、年間、ことしでもう上半期に８割を発

注するというこういうことは必ず効果があらわれてく

るとは思います。かつてない多くの経済対策でその景

気を上げる策ですが、しかし、考えてみますと当然の

ことながらと思うんです。数年後にはその揺り戻しが

あるでしょう。そして一方では民主党がもし政権を

とったら、公共事業をやらないと言っているんですか

ら大変なことになります。ですから、今のうちにその

米軍発注の経済に手が入れられるようなそれを研究し

ていってもらいたい。

　300億とも500億とも言われている基地内工事がある

んです。それに当然のことながら、将来においても基

地の中に沖縄県の企業を入れて経済活動をさせる努力

と研究をしてもらいたいと思います。そして分離・分

割発注、地元優先活用をお願いしますと米軍に言って

いるということですが、よくよく研究してください

よ、もっと。もっと研究してください。いろんな細部

に分かれているんです。契約事務所等がいろいろあり
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まして、陸軍、海軍、空軍、環境局とか６つか７つぐ

らいの契約発注する場所があるんです。ここに個別に

要請に行っていただきたい。その仕組みも研究して、

その数年後に来るであろうと思われるまた危機のとき

に対処するのに今から準備をしていただきたい。どう

ですか、知事の見解を伺います。

　中城湾港の件でありますが、第２次社会資本整備計

画とか20年度から第３次社会資本整備計画にも何度も

何度も出てくるのは、那覇港との適正な機能分担を図

らなければならないとずっと言っている。ところが、

今、ＩＴ津梁パーク、あるいはＦＴＺ、そういう整備

といいますか条件はそろっているんですが、港湾機能

としての設備投資がまだまだなされてない。そう使わ

れてないから定期航路がないから金を、設備投資がし

にくいんだというのではなくて、ぜひとも今後のため

にも今設備投資をすれば、この中城湾港も相当な機能

を持つ港になるし、これが中部の経済のかなめの港な

んです。そして、那覇港とすみ分けることがどれだけ

メリットがあるかというのは、もう既に五、六年前か

ら出されている。10％から18％を那覇港の機能が集中

しているものをこの中城湾港に分ける。強権を発して

でも１割ぐらいでも向こうに移転させたらいいです

よ。そうすることによって相当なコスト削減、例え

ば、年間1500万円の輸送量のコストが軽減される。つ

まり、那覇に来る物流の道路が混み合わなくなる、Ｃ

Ｏ２も削減される、そういったことが報告されていま

す。

　私は、そういったことも提言をしながら少しいらつ

いているのは、この中城湾港を自動車関連製品の取り

扱い拠点にするという質問項目を上げて、これはどう

いうことですかと担当が来たんです。しっかりと皆さ

ん、情熱を持って努力する態度を見せてもらいたいん

です。皆さんは、この中城湾港に有識者、あるいは地

域の方々を含めて委員会をつくって、そして座談会等

研究会を開いてマネジメント研究会をつくって、そこ

で提言をしてもらう、それの報告書をまとめる、パン

フレットをつくる。それで役目は終わりですか、そう

ではないはずですよ。ここで提言されたもの、マネジ

メント研究会で出されたこと、そういったものを着実

に一つ一つこなしていって、成果を上げる努力をして

もらいたい。自動車物流拠点にするというのは随分前

から言われているんです。なぜそれが気がつかなかっ

たかということに大変不満を感じております。

　今後の中城湾港にかける意気込みを、この中でもう

一度お伺いさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　桑江議員の再質問に答弁さ

せていただきます。

　まず、米軍発注の仕事について、おっしゃるように

300億円とも500億円とも言われているそうですが、大

部分がヤマトの大きな企業に持っていかれているとい

うのも長い間の歴史の所産の面がないわけではありま

せんが、彼ら米軍自身も周辺の地域とのいい関係をつ

くりたいという強い希望は前から表明しているようで

すから、先ほどのボンド制は後で部長が答弁いたしま

すが、そういうことの研究も含め、私どもの調べた感

じでは20ぐらいの発注機関があるというふうに聞いて

おります。そこらについてきちっと効果が出るような

対応を、ぜひ議員のお力も得て行動したいと思います

が、いま少し研究、まとめる時間をいただきたいと思

います。

　それから６番目ですか、自動車の部品であるとか組

み立てであるとかという工場の誘致の可能性につい

て、今現在はＧＭだトヨタだという自動車産業が非常

に苦境にありますからなかなか難しいんですが、昨

年、この100年に一度と言われるリーマンブラザーズ

の事件がスタートする前に私はトヨタの社長にお目に

かかって、実は工場誘致について少し時間をかけても

いいからまとまった形で、特にトヨタグループには何

千人という沖縄の若い人が行って働いていますから、

それをそのままこちらへ持ってくれば、それなりにい

い形で仕事ができますという話をやり、資料を渡しお

願いしたその後こういう経済ショックといいますか、

これが来ております。落ちついたころに、改めてまた

いろんな形でやっぱりこういう総合アセンブリー産業

のきわみみたいなものというのは、しかも大勢の一つ

の工場で3000人、4000人、2000人という大きな単位の

若者の働く場所ですから、豊田市でやろうと沖縄でや

ろうと私は同じだと思います。可能性が無論あります

から、私も頑張ってみたいと思います。また、お力添

えよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　古くからある既存商

店街の支援にも積極的に取り組んでもらいたいという

再質問にお答えします。

　商店街の活性化のためには、地域の主体的な取り組

みが重要でありますが、県としましては、地元自治体

や商店街と連携しながら、引き続き中心市街地の活性

化に向けて対応して取り組んでいきたいと思います。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　米軍発注工事の関連

での再質問にお答えいたします。

　米軍基地内での米軍が発注している工事につきまし

ては、情報によりますと技術的にはそんな難しいもの

でもない、沖縄県内の業者で十分対応できるというふ

うに聞いております。

　問題は、ボンドの問題がありまして、問題といいま

すか信用保証を取りつける、100％というふうに３年

前からなっているというふうに聞いております。これ

についても、割合の引き下げができないかということ

がまず解決策として考えられるんじゃないかと思いま

す。

　そういうことで、あるいは信用保証につきまして基

金が活用できないかということもありますし、あるい

はまた民間の金融機関の方からの取りつけはできない

か、そういったことも含めまして、今後建設業協会と

一緒になって研究していきたいと思います。また、議

員の方もノウハウをかなりお持ちのようでございます

ので、ひとつ御助言をいただければと思います。

　それから、中城湾港についてでございますけれど

も、これはまずは整備中のところがございます。東埠

頭の岸壁はできているんですけれども、泊地のしゅん

せつがまだですのでまず22年度の一部供用を目指して

取り組んでいるところでございます。

　それからまた、埠頭の上屋等の整備についても今国

に要望しているところでございまして、22年度から整

備を図っていきたいと。そういうことで、まずは定期

航路を就航させることが一番大事なんじゃないかと思

います。そういうことによりまして、那覇港への荷

物、運んでいる物を少なくすることができますので、

そういったものでまず定期航路が就航できるように取

り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　知事の大変いいといいますか、前

向きな答弁で満足をしております。

　トヨタに関してはずっと努力していっていただきた

いと思います。期待をさせてください。

　そしてまだ中部、中城湾港の件ですけれども、定期

航路も大変難しいんですよ、現実には。ですから、も

う狭隘な那覇港ですから、先ほど言ったみたいに18％

とは言いません。１割ぐらいでも強制的に事業者を中

城湾港に移転をさせる。メリットつきで移転をさせる

とか、そういった施策もとっていただきたいと要望を

いたします。

　そして黒木県警本部長、沖縄市の状況であります

が、認識はいただいていると思うんですが、実際に見

た方がいいですよ。あのゲート通りのかいわい、しか

も週末夕方から夜にかけて兵隊の皆さんが行き来をし

て楽しんでいるぜひあの雰囲気を、週末これから楽し

もうといっているところ、そこに小中学生が塾の帰

り、クラブ活動の帰りに行き来をしている。これが沖

縄市・コザの町なんです。それが悪いとは言いませ

ん。そういう環境ですから、ぜひ見に来ていただきた

いと思います。その際には、私と玉城満議員で御案内

をいたします。

　以上です。ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　通告に従い、一般質問をさせていた

だきます。

　まず、１番目の沖縄21世紀ビジョンの策定について

でございます。

　本土復帰後、本土との格差是正を図る第３次にわた

る沖縄振興開発計画、さらに自立型経済の確立に向け

た新たな沖縄振興計画が推進をされ、本県の振興・発

展に大きく貢献をしてきました。そして今、平成23年

度で完了する振興計画にかわる新たな沖縄県づくりの

指針が求められており、沖縄21世紀ビジョンの策定に

大きく期待をするものであります。

　そこで伺います。

　茨、沖縄21世紀ビジョンの意義と目指す方向性を再

確認をさせていただきます。

　芋、県民意識の反映と進瀧状況。

　鰯、沖縄21世紀ビジョン策定と国政との連携。

　２、平成23年度宇宙技術と科学の国際シンポジウム

の沖縄県開催について伺います。

　４月29日に沖縄県の石川会館で約700名の子供たち

を集めて、沖縄県の子供たちと国際宇宙ステーション

で仕事をする若田光一宇宙飛行士との交信事業を開催

をさせていただきました。直接沖縄の子供たちから５

名選んで、若田光一宇宙飛行士に対して質問を行い、

ダイレクトで沖縄の子供たちにメッセージを伝えると

いうふうな内容で、恐らく沖縄ではこのようなイベン

トは今後開催は非常に難しいんじゃないかなというふ

うなことでありますけれども、これは我々も含めた地

域の方々が実行委員会を組織してそのような取り組み

をしたわけであります。

　そこに、我が日本国の宇宙技術の第一人者である的
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川泰宣先生に特別講演をいただいたわけでありますけ

れども、その的川泰宣先生との座談の中で、平成23年

度の「宇宙技術および科学の国際シンポジウム」につ

いては、沖縄県で開催する方向で進められているとい

うふうなことをいただきました。その後、県の方にも

連絡をいただいて、仲井眞知事から記者団に正式にそ

の内定の発表がございました。

　そこで、お伺いをさせていただきます。

　改めて、茨、沖縄県開催の意義。

　芋、内定とその進瀧状況。　

　鰯、今後の取り組み。

　允、この国際シンポジウムは、宇宙技術の研究者や

あるいは技術者が世界各国で研究をしている成果を出

し合いながら、世界の宇宙技術の振興・発展に努める

というふうなことでありますけれども、そのような国

際シンポジウムに合わせて、ぜひ県内でも実行委員会

を組織して宇宙展やあるいは今、国際宇宙ステーショ

ンで仕事をしている若田光一宇宙飛行士の講演会な

ど、県民に夢と希望を与えるイベントの開催を提言を

させていただきます。御見解を賜ります。

　３、県立病院の経営再建及び経営形態の見直しにつ

いて。

　茨、病院事業局、病院長、病院職員は当事者とし

て、そしてまた福祉保健部、県知事は県民の医療福祉

の総責任者として、また県議会は県民にかわり県執行

部をチェックし、県民医療を推進する立場からそれぞ

れが覚悟を決めて問題解決に努め、県民に対して責任

を果たすべきであると考えるものであります。仲井眞

知事の見解を伺います。

　芋、また、県民は現在の県立病院の機能や医療提供

体制が維持できれば県立であろうがその他の経営形態

であっても構わない、このことが本音ではないでしょ

うか。これからの県立病院再建については、批判や責

任転嫁ではなく、立場を超えて協力体制をつくり、県

民医療を守る経営に変えていく実践と経営形態の見直

しについても真剣に考える時期に来ていると思いま

す。知事の見解を伺います。

　鰯、病院事業の再建のためには、職員の意識の改革

や実践も大変重要であります。そのような中、県職労

や病院職労、このような形で、今「沖縄県は県民医療

の公的責任を放棄するな」というこのような看板が県

立病院の周辺、構内、北部病院の道路の周辺、中部病

院の構内、駐車場、南部医療センターの駐車場、周辺

道路、こういうふうな批判の看板が立てられておりま

す。（資料を掲示）　私は、この県立病院の再建につ

いては、みずからの職場である県立病院の危機的な状

況を県職労やあるいは病院労組がどのようにとらえ

て、再建のための協力体制について現状はどうなって

いるのか、そのことについてお伺いをさせていただき

ます。

　允、経営再建の大きなポイントは、各病院ごとの経

営を改善していくことが大変重要になるわけでありま

す。病院長を経営責任者として職員一体となった取り

組みができなければ再建は不可能であります。

　ア、全職員に経営改善の意識の徹底及び数値化の徹

底。

　イ、病院ごとの毎月の月次決算による経営状況の

チェックと改善。

　以上について伺います。

　印、経営再建は、平成21年度、平成22年度、平成23

年度の決算状況が大きなポイントとなると考えるもの

であります。収支を黒字化することができなければ、

県立病院としての継続は不可能であると考えます。

　ア、収支、黒字化への取り組み及びチェック体制。

　イ、減価償却費も含めて、損益を見なければ経営の

本質から離れると考えるものであります。御説明をお

願いします。

　咽、経営を継続していくためには、経営者、幹部、

そして職員として常にその責任が問われ、資質向上や

経営技術の向上が求められます。今、社会に存在する

企業は、自由競争の中で継続して存在し、お客様や社

員に対して責任を果たすために日々大変な努力が行わ

れているわけであります。公の企業経営についても、

このことが今求められていると考えます。

　そこで、ぜひ経営の勉強をしていくために、沖縄県

の中小企業家同友会、あるいは沖縄県の倫理法人会、

さらには沖縄県経営者協会に入会をしてしっかりその

経営を学んで実践をしてほしいと提言をするものであ

ります。

　４、沖縄県勢発展のためにうるま市政との連携につ

いて。

　沖縄県政の抱える企業の立地、雇用の促進、失業率

の解消、経済の活性化、さらには大学院大学を核にし

た科学技術の振興及び観光入客1000万人等、あるいは

また健康・長寿の沖縄県づくり、多くの課題解決のた

めにうるま市の存在は大変大きなものがあると考える

ものであります。それぞれの課題についてうるま市と

連携を強化して進めることができれば、沖縄県政はさ

らに発展していくものと確信をいたします。

　そこで伺います。

　茨、ＩＴ津梁パーク事業を初め中城湾港地区への企

業の立地、雇用の促進、経済活性化についての連携。
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　芋、沖縄科学技術大学院大学の開学や運営に伴う周

辺整備も含めた連携。

　鰯、世界遺産や現代版組踊阿麻和利、エイサー、闘

牛、自然などの資源を活用した観光入客増の連携。

　允、うるま市は、健康・長寿のまちづくりが推進を

され、本県全体の健康・長寿についても連携が可能で

あると考えるものであります。御見解を賜ります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、沖縄21世紀ビジョンの関連で、ビジョ

ンの意義と目指す方向性についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョンは、県民の参画と協働のもと

に、将来のあるべき沖縄の姿を描き、その実現に向け

た取り組みの方向性などを明らかにするもので、沖縄

県として初めて策定するものであります。

　目指すべき将来像の実現に向けては、課題と目標を

共有しながら県民一体となった取り組みを進めていく

ことが重要であると認識をいたしております。

　豊かな自然や歴史、伝統、文化など、沖縄のよさを

守り継承するとともに、新しい時代に対応した社会シ

ステムの構築や、産業経済の変革などに積極的に取り

組み、沖縄の進路を改めて切り開くビジョンを策定し

てまいりたいと考えております。

　特に、この３次、４次にわたる沖縄振興計画により

まして、この沖縄県が今那辺にあるかということも含

め、私どもの位置についても47都道府県の中で、今や

このＡ、Ｂ、Ｃと――東京はちょっと別格にして――

東京を除きますと約15、15、15でＣグループの真ん中

まで来ているのではないかという説もいろいろありま

す。いろんな指標をよくチェックしながらこれから先

のビジョンを描き、方向性を出していこうとこういう

ことでございます。

　次に、同じく沖縄21世紀ビジョンに関連して、県民

意識の反映と進瀧状況についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　沖縄県は、これまでパンフレットやテレビの特別番

組によります周知に努めてまいっております。さら

に、アンケート調査や高校生の作文コンテストを実施

いたしましたほか、地域フォーラムを何回か開催をし

シンポジウムなどもいろいろとり行っております。

　これらの県民意見につきましては、分析及び集約作

業を現在進めております。目指すべき将来像やその実

現に向けた取り組みの基本方向などに反映させてまい

りたいと考えております。現在、こうした県民意見を

踏まえまして、素案の作成に向けた作業を進めている

ところであります。

　今後、沖縄県振興審議会及びその総合部会などにお

きまして議論を深めながら、10月ごろをめどに取りま

とめ、所要の手続を経て本年中に策定したいと考えて

いるところでございます。

　同じく、沖縄21世紀ビジョンですが、国政との連携

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　ビジョンで描きます沖縄の将来像の実現に向けまし

ては、沖縄の優位性を発揮するためのさまざまな施策

の展開や、制度の導入などがまだ必要であると認識を

いたしております。また、離島の振興、さらに駐留軍

用地跡地の利用、そして対策など、国の責務により推

進すべき重要課題もあります。国の支援・協力を得な

がら、総力を挙げて取り組んでまいりたいと考えてい

るところでございます。

　次に、県立病院につきましての御質問の中で、県立

病院の経営再建及び経営形態に関する見解についてと

いいましょうか、この３の茨と３の芋がおおむね関連

しておりますので、恐縮ですが一括して答弁させてい

ただきます。

　御指摘のとおり、県立病院の改革は県全体が一丸と

なって取り組むべき課題であると考えております。

　県立病院の改革は、病院事業の極めて厳しい経営状

況を踏まえ、県民からの評価も高い、県立病院の政策

医療の提供を末永く続けていけるようにしようと考え

たことが発端でございます。

　このようなことから、県立病院の改革は、第１に医

療提供体制の持続的な確保、第２に県立病院の医療機

能の水準向上、第３に病院現場の勤務環境の改善など

を目的として行うことといたしております。

　改革は、病院現場の職員にとっても、県にとりまし

ても、負担と不安を伴うものでありますが、すべての

関係者がそれぞれの立場を超えて一致団結して改革に

取り組むことにより、改革の目的を実現したいと考え

ているところでございます。

　病院事業の経営形態につきましては、「県立病院の

あり方に関する基本構想」に基づき、効率的で健全な

病院経営を行い、改革の目的を達成するためにはどの

ような経営形態が望ましいのかという視点から検討を

行い、県民の論議を深めることができるよう取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、中城湾港新港地区への企業の立地等における

連携について、特にＩＴ津梁パークを初めとする中城

湾港地区への企業の立地等について市・県の連携につ
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いてという御質問にお答えいたします。

　うるま市と沖縄県の連携につきましては、平成20年

度に共同で企業立地促進法に基づきます「うるま市企

業立地促進基本計画」を県内で初めて策定をし、連携

を図っているところでございます。

　また、立地企業の相談支援窓口としまして特別自由

貿易地域内に沖縄県が設置しました「企業立地サポー

トセンター」の運営管理をうるま市へ委託するなど、

当該地区への産業集積及び雇用創出の促進に取り組ん

でいるところでございます。

　今後とも、ＩＴ津梁パークへの企業誘致や特別自由

貿易地域への企業の集積、雇用の拡大、経済活性化に

向けて連携を強めてまいりたいと考えているところで

ございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　平成23年度「宇宙技術お

よび科学の国際シンポジウム」の沖縄県開催について

の御質問の中の、沖縄県での開催意義についてお答え

いたします。

　「宇宙技術および科学の国際シンポジウム」は、国

内外の宇宙工学、科学などの研究者、技術者が、宇宙

活動の活性化や次世代の人材育成に貢献することを目

的に、２年に一度、日本で開催される国際会議であり

ます。参加者は、海外20カ国からの参加者200人を含

む約800人の予定となっております。

　同シンポジウムが沖縄において開催されることは、

「コンベンションアイランド沖縄」を国内外にアピー

ルするとともに、宇宙に関する国内外の学術研究者と

沖縄科学技術大学院大学を初めとする地元の学術関係

者・企業との交流が深まることで新たな産業創出や、

開催を契機に児童生徒及び県民に科学への興味・関心

を喚起させるものと期待しております。

　次に、開催決定と進瀧状況、今後の取り組みと提言

について一括して答弁いたします。

　平成23年度「宇宙技術および科学の国際シンポジウ

ム」の開催については、昨年度からの沖縄県の誘致活

動により、ことし３月、同シンポジウム組織委員会か

ら沖縄県での開催が内定され、５月に正式決定がなさ

れております。

　沖縄県での開催決定を受けて、現在、関係部局にお

いて役割分担等の協議を行っており、今後、御提言を

参考に、宇宙飛行士等の講演や関連したイベント等の

開催についても検討をし、児童生徒及び県民に科学へ

の興味・関心を高めるための事業等について調整をし

てまいりたいと思います。

　また、平成21年７月５日から茨城県つくば市におい

て開催される第27回「宇宙技術および科学の国際シン

ポジウム」にも参加し、沖縄県での開催に万全を期し

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院の経営再建

及び経営形態の見直しについての御質問の中の、県立

病院の経営状況に対する職員等の認識と協力体制につ

いてお答えします。

　病院事業局では、経営再建計画の策定に当たって６

つの県立病院において説明会を開催し、約800名の職

員の参加のもと経営再建に取り組む共通認識の醸成に

努めてまいりました。また、労使交渉においても、経

営再建の重要性、緊急性を十分に説明し、給料の調整

額の廃止について労働組合と合意に至ったものであり

ます。

　４月に開催した第１回経営改革会議においては、経

営再建計画実行宣言を行い、病院事業に携わるすべて

の職員が不退転の決意で経営再建に取り組むことを確

認したところであります。

　続きまして、経営改善目標の数値化と経営状況の

チェックについてにお答えします。関連しております

ので、一括してお答えします。

　経営改善目標の数値化については、経営再建計画を

踏まえて、各病院ごとに減価償却費を含む経常収支の

黒字化、未収金の縮減、病床稼働率、入院単価、薬品

費縮減額などの数値目標を設定しており、経営改革会

議においてこれらの数値目標の進瀧管理を行っており

ます。

　続きまして、収支黒字化への取り組みとチェック体

制、並びに減価償却費を含めた損益についてにお答え

します。関連しておりますので、一括してお答えいた

します。

　病院事業局においては、経営再建計画を策定し、平

成23年度までに、減価償却費を含む経常収支の黒字化

を図ることとしております。このため、一般会計繰入

金の増額が図られたほか、給料の調整額の廃止、各種

加算の取得、診療材料費、薬品費の経費縮減プロジェ

クトの実施等、収支の改善に努めているところであり

ます。

　また、これらの取り組みについては、経営改革会議

において進瀧管理を行うとともに、昨年度設置した外
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部有識者等で構成する「県立病院経営効率化アドバイ

ザリー会議」において、専門家のアドバイス等を受け

ながら経営の効率化に取り組んでいるところでありま

す。

　続いて、各種団体への入会についてお答えします。

　現在、各県立病院では「日本病院会」、「全国自治

体病院協議会」に、また、病院事業局は「全国病院事

業管理者等協議会」に参加して、公立病院の運営のほ

か、民間病院の運営ノウハウも含めて情報収集及び経

営改善に努めております。

　沖縄県中小企業家同友会等の各種団体への加入につ

いては、民間の経営努力や創意工夫に学べとの観点か

らの御提言として受けとめさせていただきたいと思い

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　沖縄県勢発展のため

のうるま市政との連携について、うるま市の資源を活

用した観光入客増の連携についてとの御質問にお答え

します。

　うるま市の世界遺産や現代版組踊阿麻和利、エイ

サー、闘牛等は質の高い体験滞在型観光を推進してい

く上で有望な観光資源であり、観光情報サイト「真南

風プラス」等において積極的に情報発信を行っており

ます。

　また、沖縄県では、うるま市や観光関連事業者等と

の意見交換会を実施しているほか、うるま市の観光ま

ちづくり推進協議会へ参加するなど連携を図っており

ます。

　さらに、今年度より地域の文化資源を活用した新た

な誘客イベントの創出を公募により支援する「文化資

源活用型観光戦略モデル構築事業」を実施しており、

うるま市へも同事業への参加を呼びかけてまいりたい

と思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　うるま市政との連

携についての御質問の中の、うるま市の健康・長寿の

まちづくりと県との連携についての御質問にお答えい

たします。

　県においては、「健康おきなわ21」を策定し、

「チャーガンジューおきなわ」をスローガンに健康・

長寿の維持継承へ向けた取り組みを推進しておりま

す。

　うるま市においても、平成19年３月に「健康うるま

21」が策定され、「つくろう　広げよう　健康の力」

をスローガンに健康づくりが推進されております。ま

た、同市内にある財団法人「おきなわ健康長寿研究開

発センター」では、健康講演会や運動機能向上プログ

ラム等を実施していると伺っております。

　県としましては、中部福祉保健所が「うるま市健康

づくり推進協議会」に参加し支援を行うなど、地域ぐ

るみの健康づくり活動を推進するため連携を図ってお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　御質問の中で、ちょっと

回答をまだしていないのがございましたので、改めて

答弁をさせていただきたいと思います。

　沖縄県勢発展のためのうるま市政との連携について

の御質問の中で、大学院大学の周辺整備を含めたうる

ま市との連携についてお答えいたします。

　大学院大学の周辺整備等については、平成19年度に

周辺整備基本計画を策定し、世界じゅうから集まる研

究者やその家族などが快適に暮らせる環境を整備する

ためのガイドラインを定めております。

　同計画では、住宅、教育、交通基盤や商業施設など

８分野についての整備方針が示されており、特に、う

るま市においては、石川インター周辺の交通結節機能

を整備する交通センター地区を、早急に整備すべき先

導プロジェクトとして位置づけ、その実現に向け取り

組んでいるところであります。

　また、インターナショナルスクールの設立について

は、昨年７月に締結したうるま市、民間企業、沖縄県

の３者による基本合意に基づいてそれぞれが役割に応

じ、平成23年４月の開校に向けた取り組みを行ってお

ります。

　沖縄県としては、今後とも国や県、関係市町村、民

間とも連携をして、周辺整備を含めた各種施策の推進

に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　再質問を行います。

　沖縄21世紀ビジョンについてです。

　沖縄県の自立型経済の確立に向けて、沖縄科学技術

大学院大学を核にした科学技術の振興・発展は大変重

要であると考えるものであります。沖縄21世紀ビジョ

ンにおける科学技術の振興の位置づけについてお伺い
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をいたします。

　次に、20年先の長期にわたるビジョンの策定であり

ますけれども、大変意義のある構想であります。しか

しながら、時代が急速に変化していく中で、社会の変

化への対応も大きな課題であると考えるものでありま

す。見解を伺います。

　道州制も含めた現在の都道府県やあるいは市町村の

あり方、役割も大きく変わっていくことが予想されま

す。沖縄21世紀ビジョンにどのように反映させていか

れるのか、御見解を賜ります。

　次に、「宇宙技術および科学の国際シンポジウム」

についてでございます。

　先ほど企画部長からも御案内ありましたように、ぜ

ひこの機会に沖縄科学技術大学院大学の研究者と、そ

して宇宙技術の研究者との交流、連携の場をつくって

いただくように要望します。

　同時に、世界各国から集まる宇宙技術の研究者に対

して、我が沖縄県、基地返還後の跡利用にぜひ仮称世

界宇宙技術開発センターの設置等を提言できるよう

な、そのようなことを進めていただきますように提言

を申し上げます。御見解を賜ります。

　病院事業についてお伺いをいたします。

　先ほどの県職労と病院労組の看板の件ですけれど

も、実はこの看板、先ほど病院事業局長は、病院長も

職員も不退転の決意で取り組んでいく、800名の説明

会をして労使交渉もしっかりやって合意に至っている

というふうな御案内でした。

　ところが今、宮古、八重山、南部医療センター、中

部病院、北部病院のこの周辺、こういう看板が至ると

ころに立っております。（資料を掲示）　「沖縄県は

県民医療の公的責任を放棄するな」という批判、これ

は構内に、中部病院もそうですけれども、駐車場の入

り口、病院の建物の入り口、裏口、全部こういうふう

な看板が上がっております。これは県民、病院を利用

する側は駐車場から入っていくとこの看板が目につく

ようになっている。この独立行政法人化に対しても反

対しようというふうなことも含めて、先ほど病院事業

局長から提言ありましたように、不退転の決意で病院

の再建に取り組むというふうな御説明がありましたけ

れども、実態はこういう形で全部、６つの病院にこう

いう看板が上がっている。その周辺道路にも上がって

いる。この件についてぜひ病院事業局長と仲井眞知事

の見解を伺いたいわけであります。

　同時に、病院長は毎日出勤してこの病院構内の看板

を目にしているはずであります。職員の駐車場にも

「県民医療を放棄するな」という看板があり、入り口

にもあるということですから、だからこの看板を恐ら

く病院長は見ているはずなんですよ。だからこういう

ことについて、病院事業局とどういう連携、意見交換

をして、あれほど800名も集めて労使も一緒に取り組

んでいこうというふうな取り組みをやったにもかかわ

らずこういう看板があるというのは、非常に不思議な

感がするわけですね。ですから、そのようなことを確

認をさせていただきます。

　同時に、そういう取り組みをしてやっているにもか

かわらず、職員や組合が本当にこういう形で事実とし

てあるわけですから、本当に病院の再建の取り組みが

できるのかということですね。先ほど言いましたよう

に病院事業局を中心に病院長、職員が中心です。我々

は応援団です。我々も、私もそうですけれども、自民

党もぜひ３年間病院長を中心に病院事業局を中心に、

病院再建のために頑張れというお願いをいたしまし

た。これは、同時にこれまで長年にわたって県立病院

として県の職員が一生懸命に取り組んできて、そのプ

ライドも含めて３年間で何とか立て直して、これまで

同様県立で県民の病院事業を担っていただきたいとい

うそういう期待のあらわれであります。

　そのことも含めて、ぜひ病院事業局長や知事の見解

を承りたいわけでありますけれども、同時にもうこの

看板、撤去した方がいいんじゃないかなと思うんです

よね。私が前から通告してもう２カ月近くなるんです

よ。こういう看板を政治的に利用しているのかどうか

わからんけれども、こういう形で純真に、県の病院事

業局も仲井眞知事も含めて病院再建に取り組んでいる

にもかかわらず、こういう看板が病院の構内にそうい

うふうなものがあるというそのもの自体が異常事態で

あります。県民を混乱に巻き込んで事実と絶対相反す

るようなこと、そういうことはまかりならぬわけであ

ります。ぜひそのことも含めて、病院事業局長、知事

の答弁もお願いをしたいわけであります。

　この看板、この那覇市役所の隣にもあります。この

周辺にもあります。なぜかわからんけれども、那覇市

議会議員選挙でも争点になっていませんか。国政選挙

でも、守ろう中部病院ということで国会議員選挙に立

候補するという人たちがそういう講演会もやる。何事

かという話ですよ。これはやっぱり病院長を中心に県

も含めて病院再建をするというのが今の事態じゃあり

ませんか。そういう形で選挙とか政治に利用される県

立病院のありようは異常な事態であります。ぜひ、県

知事もそのことも含めて御見解をお願いをいたしま

す。

　最後のうるま市との連携についてでありますけれど
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も、今うるま市には「財団法人おきなわ健康長寿研究

開発センター」が設置されておりまして、健康・長寿

に関する研究がなされております。

　その附属機関として未病ケアセンター事業というの

がございます――「江洲クリニック」ということであ

りますけれども――そこも沖縄県の健康・長寿日本一

を復活しサポートさせていただくという崇高な理念を

持っての開設であります。ぜひとも今後ともその連携

を深めて、沖縄県の健康・長寿づくりに生かしていた

だくように願うわけであります。

　御答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの照屋守之君の再質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時33分休憩

　　　午後３時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の照屋守之君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員の再質問に答弁さ

せていただきます。

　県立病院の周辺に県の公的責任の放棄というような

表現の看板・ビラなどが立てかけられているという点

に対しての知事の考え、所感いかんという御質問にお

答えいたします。

　この県立病院の再建につきましては、県立病院が今

赤字でにっちもさっちもいかなくなりつつあるという

のは、もうこの間公表いたしましたとおりでして、病

院のあり方を含め、基本方針というのを先日発表した

とおりです。

　ですから、それに沿ってきちっとこれから県も対応

していこうと、経理的なきつさは埋めていこう、そし

て改良・改善を、病院の中も関係者、職員も全部で取

り組んでいこうということで、改革はすべての関係者

がそれぞれの立場を踏まえ、そして党派を超えてしっ

かりと一丸となって取り組んでいこうということであ

ります。

　そういう中で、こういうビラや看板が出るというこ

とは全く理解に苦しむところでして、病院に対する県

民の信頼を逆にむしろ失いかねないかというのを大変

危惧しますし、大変実は残念なことだというのが私の

考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　それでは、再質問の

立て看板張り出し等に関する件についてお答えいたし

ます。

　これまでもお答えしたとおり、病院事業局、病院長

及び職員が一体となって経営再建に取り組むことを確

認しながら、再建計画を実行に移しているところであ

ります。

　看板や張り出しの設置については、病院の施設管理

の観点から適切に対応してまいりたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　それでは、21世紀ビジョ

ンの中で、科学技術の振興、それから時代潮流への対

応、道州制、地方分権をどう考えていくかというふう

な趣旨の再質問に対してお答えをしたいと思います。

　ビジョンの基本的な時代状況の認識としまして、ま

ず１つは、我が国は本格的な少子・高齢化、人口減少

社会が到来する中、社会経済の急速なグローバル化へ

の対応を迫られるなど、大きな転換期を迎えておりま

して、沖縄も決して例外ではないというふうに考えて

おります。

　それからまた、地方分権改革が進展をしまして、次

年度、来年の末には「新地方分権一括法」が出るとい

う話もございます。それから、道州制議論も活発化し

ております。

　こういう中で沖縄振興計画も2012年３月に終了する

こと、それから大規模な米軍基地の返還が迫っている

ことなど、本県を取り巻く環境も大きく変化しつつあ

るというふうに考えております。

　このような状況を踏まえまして、沖縄の将来像をど

のように描いていくのか、課題と目標を県民全体で共

有していくことが重要であるというふうに考えており

ます。

　豊かな自然、それから歴史、伝統、文化など沖縄の

よさを守り継承しながら、かつ科学技術の振興を初め

アジアとの人的・物的ネットワークの構築など新しい

時代に対応した社会システムの構築、それから、地域

の活性化につながる産業経済構造の変革などに積極的

に取り組んでいく必要があるというふうに考えており

ます。

　現在、県民から広く意見を聞き、それを集約をし県

審議会の場で審議をしているわけでございますけれど

も、沖縄のこの進路を切り開き、同時に我が国経済社

会の活路も探るような思い切ったビジョンを策定をし
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てまいりたいというふうに考えております。

　次に、大学院大学などの研究者と、それから宇宙の

シンポジウムに参加する研究者の交流等についての再

質問にお答えしたいと思います。

　各国から集まる研究者と県内研究者との交流を深め

るよう、今後この機会をとらえまして検討をしてまい

りたいというふうに考えます。

　それから、宇宙技術開発センターについては、関連

部局とも連携をしながら検討してまいりたいというふ

うに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　おきなわ健康長寿

研究開発センターとの連携についての再質問にお答え

いたします。

　健康づくりは、市町村を初め地域や個人が主体的な

実践を図る取り組みが重要であります。

　おきなわ健康長寿研究開発センターとは情報交換を

しながら、今後とも健康・長寿の取り組みに努めてま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　県立病院の再建については、非常に

厳しい課題がございます。

　これからも我々は県議会議員として、そしてまた仲

井眞知事、そして病院事業局長、そして職員、組合の

皆様と力を合わせてしっかり取り組むことを決意を表

明して終わります。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　公明党・県民会議の前島でございま

す。

　一般質問に入ります前に、所見を述べさせていただ

きます。

　ちょうど50年前の昨日、1959年６月30日午前10時40

分ごろの出来事であります。

　米軍ジェット戦闘機が当時の石川市の住宅地に墜

落、機体が宮森小学校を直撃し、児童11人を含む計17

人が犠牲になった痛ましい事故であります。私にとっ

ても忘れることのできない衝撃的な事故であります。

　私事で恐縮ですが、事故の起きる３カ月ほど前の３

月中旬に、奄美大島の旧名瀬市――現在、奄美市でご

ざいますが――の鹿児島県立大島高校から読谷高校２

年に転校して間もないころでございました。だからよ

く覚えております。

　奄美の田舎から出て来た私にとっては、沖縄って怖

いところだなという印象が強く残っております。私に

とっても忘れ得ぬ50年であります。

　米軍・軍属による事件・事故はいまだに後を絶ちま

せんが、基地の整理縮小を図り、一日も早く以前のよ

うな平穏な日々が訪れることを願ってやみません。

　そして、あの事故で亡くなられたみたまの御冥福と

御遺族の御多幸を心からお祈り申し上げます。

　それでは、質問に入ります。

　１、総務部関連でございます。

　本県では、昭和60年の「沖縄県行政改革大綱」以

降、５度にわたる行政改革により事務事業や公社な

ど、外郭団体の見直し等の取り組みを行い、大きな成

果を上げてきたことは高く評価をするものでありま

す。しかしながら、依然として厳しい財政状況や沖縄

振興計画の終了など、本県を取り巻く環境の変化に適

切に対応するためには、より一層の行財政改革が求め

られているわけであります。これまでも行政内部での

評価見直し等は行われておりますが、徹底した外部の

チェックが必要との考えから、次のことを伺います。

　茨、行財政改革について。

　ア、今日まで行ってきた行財政改革の総括を伺いた

い。これは外部評価であります。

　イ、新たな行財政改革プランの基本的な考え方、策

定に当たっての取り組みを伺いたい。

　ウ、素案策定もしくは点検、修正、最終取りまとめ

の段階で、行財政改革のエキスパート――いわゆるこ

れは外部でありますが――の提案を導入する考えはな

いかを伺います。

　大きな２番、観光商工部関連でございます。

　アメリカのサブプライムローン問題に端を発した、

100年に一度と言われる経済不況は世界じゅうを襲

い、日本とて例外とせずのみ込んでしまった。今、産

業界は戦後始まって以来の未曾有の厳しさを味わわさ

れております。そこで、国としても、このままほうっ

ておけば大変なことになるとの懸念から、もろもろの

緊急対策を講ずることになりました。特に、雇用問題

は深刻であります。何十万、何百万人という労働者が

職を失い、住むところさえも確保できない状況が出て

きております。

　そこで次のことを伺います。

　茨、雇用状況の改善のための緊急対策について。

　ア、住宅・生活対策はどうなっているか。

　イ、雇用維持対策はどうなっているか。
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　ウ、再就職支援対策はどうなっているか。

　エ、内定取り消し問題への対応はどうなっている

か。

　芋、観光客誘致緊急対策について伺います。

　ア、観光客誘致緊急対策プロモーション事業につい

て。

　美ら島沖縄大使の活用はどうなっているか伺いま

す。美ら島沖縄大使の制度が創設されて５年を経過し

ておりますが、どのような活用がなされているのか伺

います。

　ある県では、観光や特産物のＰＲはもちろんのこ

と、定期的に意見交換会などをもって行政への提言や

提案も行って大いに貢献されているとのことである

が、我が県はどういう状況か。また、今後も大いにふ

やすべきだと考えるがどうか。現在は91人ですが、１

県当たり４名ないし５名程度は必要ではなかろうかと

いうふうに思っております。そうすると大体200名前

後になるものと思いますが、ふやす考えがあるかどう

か伺います。

　イ、道路観光案内サイン整備事業についてでありま

す。外国人観光客の利便性向上のための表示を、外国

人が理解しやすいように改める考えはないか。このこ

とについては、多くの方々から聞かれます。道路標識

のみならず、モノレールの案内もしかりです。これか

ら多くの外国人を誘致しようというのに恥ずかしい限

りであります。外国人がわかるように英語と中国語、

韓国語の案内標識に最低改めるべきだと考えるがどう

か。

　鰯、県立職業能力開発校について伺います。

　公共職業訓練校に求められているのは何か。それ

は、企業に入って戦力となる人材を養成することにあ

ります。現場ですぐに使える技術・技能の習得が望ま

れ、即戦力の要望が特に強い。そこで、実践的で即戦

力の人材育成を目指すには、何よりも指導員の資質や

能力発揮が問われます。そのような観点から、我が県

の職業能力開発校の今日までの実績を見てみますとす

ばらしい成績を上げてきております。それは指導員た

ちの熱意と指導力のたまものと言っても過言でないで

しょう。

　ところが平成18年、突然、非常勤指導員の雇いどめ

問題が起こった。過去においては、長い人で70歳まで

20年間勤務した方もおります。これは資料は、名前は

黒でつぶしてありますけれども、県知事、副知事にも

差し上げてございます。現在では、長い人では18年間

も継続して勤務してきた非常勤講師を、平成19年度か

ら「２回以上更新(３年以上勤務)している非常勤講

師」を雇いどめする旨、通知がなされました。

　このことは、採用当時の約束とは全く違うわけであ

ります。彼らを採用する時点では、70歳までも勤務で

きるからとの約束であったとのことであります。そう

いうことであればと、当時の安定した職場を思い切っ

て離れて、若者の人材育成に自分の将来を託したわけ

であります。本来であれば、正規の職員で行うべきと

ころを、人件費節減のためかどうかわかりませんが、

非常勤講師で常時賄っているわけであります。職業能

力開発校の講師は、一般事務職や単純作業員等とは

違って、免許や資格を持った人でなければ学生を指導

できないわけであります。

　行政側は、雇用機会均等の美名のもとに公募に踏み

切ろうとしておりますが、それはそれでよしとして

も、長年頑張ってきた人々はそれなりの実績を評価し

て定年までは継続すべきではないかとの考えから、県

議全員にこの問題を知っていただくために、あえて一

般質問として取り上げた次第であります。

　そこで、次のことを伺います。

　ア、職業能力開発校の非常勤職員は、地公法３条３

項３号で特別職と位置づけられている。非常勤講師は

期限が定められていないはずであるが、何ゆえ設置規

程に期限を定めたのか伺いたい。

　イ、平成18年３月16日の総務部人事課第1438号通達

で、公募に向かない嘱託員一覧表（平成18年４月11日

現在）が発表されているが、その中に職業能力開発校

の非常勤講師は含まれていない。加えるべきと考える

がどうか。

　ウ、沖縄の現在の失業率を見た場合、職業能力開発

校の規模を拡大すべきと考えるがどうか。

　允、中小企業支援について伺います。

　100年に一度と言われる未曾有の経済不況の中で、

最も経営に困窮しているのが中小零細企業でありま

す。倒産する企業も後を絶ちません。そのような状況

を憂慮して、国も思い切った施策を打ち出してきまし

た。それが無担保・無保証で借りられるもろもろの貸

付制度や共済制度であります。ところが、現実は思う

ように借り入れもできずに困り果てた業者も大勢おら

れます。沖縄の経済活動を支えているのは、中小零細

企業です。今日の不況を回復していくためには、何と

しても積極的な支援が必要であります。

　そこで、次のことを伺います。

　ア、セーフティネット貸付制度の利用状況はどう

なっているか。

　イ、中小企業倒産防止共済制度の利用状況はどう

なっているか。
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　ウ、マル経融資制度の利用状況はどうなっている

か。

　大きな３番、農林水産部関連について伺います。

　茨、シークヮーサー緊急消費拡大対策についてであ

ります。

　シークヮーサーは、平成12年のテレビ番組「あるあ

る大事典」で取り上げられ、大反響を呼びました。お

かげで出荷量も右肩上がりに伸び、当時の３倍から４

倍にもなっております。しかし、今日では販売量が伸

びず、苦慮している状況にあります。知名度は既に全

国版になっていると思うわけでありますが、何ゆえ販

売が伸びないのか、対策はどう考えているのか伺いま

す。

　ア、販路拡大の手法を伺いたい。

　イ、加工品対策はどうなっているか。

　ウ、一時期ブームになったシークヮーサーがなぜ売

れなくなったのか、原因は何だと思うか伺います。

　芋、養殖漁業の現状と今後の対策について伺いた

い。

　とる漁業からつくる漁業への転換が叫ばれてから久

しいわけですが、確かにモズクや海ブドウなどの海藻

類の養殖は比較的に伸びておりますが、魚類の養殖が

いまいちじゃないかと思われますので、大いに力を入

れるべきではないかとの観点から質問をいたします。

　大きな４番、土木建築部関連について伺います。

　茨、河川管理道路の整備についてであります。

　浦添市を中心とする15キロ内外には、那覇市を初め

４市４町の県民約70万人、全体の約53％が住んでおり

ます。牧港川中流周辺には、「浦添大公園」が存在

し、浦添市民のみならず、多くの県民の憩いの場とし

て大変親しまれております。牧港川の中流（浦添大公

園）から下流（国道58号）までを整備し、「浦添大公

園」と一体化できれば、県内どこにもない「ヘル

シー・ロードパーク」――これは仮称でありますが

――が実現し、県民の健康管理にも大いに貢献できる

ものと期待するものであります。

　そこで、次のことを伺います。

　ア、整備率は幾らか。また、完了予定年度はいつ

か。これは牧港川についてであります。

　イ、牧港川の中流（浦添大公園）から下流（海）ま

での整備計画はどうなっておりますか。

　ウ、ヘルシー・ロードパーク構想――仮称でありま

すが――について伺います。

　このことについては、牧港川の中流から下流（国道

58号）までの両岸の管理道路の整備の折に、歩道と並

行して花木を植えて、四季折々の花が咲き乱れ、人々

の心を和ませるような遊歩道整備ができないか伺いま

す。

　芋、下水道の整備について伺います。

　ア、大事な観光資源である海を汚染する原因の一つ

が生活雑排水だと言われておりますが、本島西側中部

地区市町村の整備状況はどうなっているか。また、県

の積極的な対応が望まれるがどうか伺います。

　鰯、県営住宅の今後の新設計画はどうなっている

か。

　私の知人に、10回申し込んで10回くじを引いたけれ

ども、いまだに入居できない人がおります。これは事

実であります。その人だけでなく、多くの人から県営

住宅はもうつくらないのかと聞かれます。低所得の

方々にとっては県営住宅に入るのが夢なのでありま

す。需要はまだまだあると思いますが、新しくつくる

考えはありませんか、伺います。

　大きな５番、文化環境部関連についてであります。

　茨、牧港川中流沿岸に設置されている産業廃棄物集

積所、（資料を掲示）　これが先ほど持ってきた、こ

の場所でございます。これは、牧港から高速へ入る取

りつけ道路ですね。これはバイパスです。そこにこん

なみっともない施設があるわけです。

　浦添市のど真ん中にあのようなみっともない施設が

あること自体、不自然であり、同時に恥ずかしい思い

をしているので、どこか別の場所に移して、そこをフ

ラワーパークとして整備し、浦添大公園と一体化した

ものにして、市、県民の憩える場所にしたい。そし

て、先ほど質問したヘルシー・ロードパークと一体化

したらどうかとの考えから、以下の質問を行います。

　ア、現状認識を伺いたい。

　イ、県の行政指導状況を伺いたい。

　ウ、有害物を確認するための土壌や空気中の検査は

どうなっているか。

　エ、町のど真ん中にあのような施設があること自

体、みっともないと思うがどうか。また、他所へ移転

させる考えはないか。

　大きな６番、福祉保健部関連であります。

　茨、出産・子育て支援の拡充について。

　少子化時代はなぜ到来したのか。その原因を究明せ

ずして問題は解決しません。根本原因は、夫婦が共働

きをしなければ生活できないような給与体系こそが大

きな原因の一つであると考えます。ならば、それを変

えるのが先決問題だと考えますが、しかしながら、な

かなかすぐにできることではありません。できること

から手をつけることが大切であります。そこで、国も

何とかして出産、子育て支援をしなければ、国の存続
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にかかわる重要な問題だとの認識になったと思われま

す。

　そこで、次のことについて伺います。

　ア、子育て支援サービスの緊急整備はどうなってい

るか。

　イ、中小企業の子育て支援促進はどうなっている

か。

　７番、我が会派の代表質問に関連して伺います。

　金城議員の福祉保健部関連で４番の鰯、女性医師バ

ンク事業についてであります。

　県内の女性医師で離職者は何人で、復職希望者は何

人か。また、最も復職しやすい条件をどう考えている

か。例えば、勤務時間を五、六時間にするとか、ある

いは病院内に保育所を設置するとか、それも一つの方

法だと思いますがいかがでしょうか。

　５番目に、農林水産部関連でモズクの養殖業振興に

ついてであります。

　ありとあらゆる努力をしておられることは承知して

おりますし、高く評価をしております。ここで私が提

案したいのは、日本本土と中国における著名な料理研

究家とタイアップして、その土地土地の人々の口に

合った料理のメニューを開発することが消費拡大を

図っていく上で最も大事なことではないかと考えます

が、いかがでしょうか。

　次に、モズクのトップセールスマン、いわゆる「モ

ズクマン」を育成し、年じゅう営業をしてもらうこと

が大事だと考えます。モズクが全国ブランドになって

もこれ以上営業の必要はないと言われるまで、北は北

海道から南は九州・鹿児島まで、物産展会場や百貨

店、スーパー本店めぐりを繰り返すことが大事だと考

えますがいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前島議員の御質問に答弁い

たします。

　まず、総務部関連についてという中で、行財政改革

の総括に係る御質問にお答えいたします。

　平成18年度から実施いたしております現在の行財政

改革プラン期間中の財政効果につきましても、当初の

目標318億円を上回り451億円が見込まれるなど、おお

むね計画どおり進瀧しております。

　外部の有識者で構成します沖縄県行政改革懇話会に

おきましても了承されたところでございます。しかし

ながら、この間、県の行財政を取り巻く環境は変化い

たしており、加えて、財政の中期見通しでは約1260億

円の収支不足が見込まれ、県財政の硬直化により県民

へのサービスの提供に支障を来すことが懸念されま

す。

　このため、現行プランの目標達成に全力を尽くしま

すとともに、新たな飛躍に向けての基礎となります財

政基盤の確立を目指す新たなプランを策定をし、さら

なる行財政改革に取り組んでまいる所存でございま

す。

　次に、観光商工部関連の御質問の中で、「観光客誘

致緊急対策プロモーション事業」に係る御質問にお答

えいたします。

　沖縄県では、秋以降の沖縄観光の需要喚起を目的と

して、補正予算に「観光客誘致緊急対策プロモーショ

ン事業」を計上いたしております。

　具体的には、現在実施いたしておりますキャンペー

ンを継続いたしますとともに、新たに国内外の旅行会

社やマスコミ関係者等の沖縄招聘や団体の誘客を図る

ため、企業インセンティブセミナー等を開催いたしま

す。また、美ら島沖縄大使の方々とのさらなる連携が

重要であります。沖縄県が実施するイベントへの参加

や、テレビ番組などへの出演を通して、沖縄観光の活

性化へ御協力をいただきたいと考えているところでご

ざいます。

　次に、農林水産業の関連でございますが、シー

クヮーサーの消費拡大対策についての御質問ですが、

この３の茨のア、イ、ウが関連いたしておりますの

で、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　シークヮーサーにつきましては、健康志向も相まっ

て生産量が拡大いたしておりますが、近年、景気の悪

化やブームの落ちつきにより消費が低迷いたしている

状況でございます。

　沖縄県といたしましては、「沖縄県シークヮーサー

消費推進協議会」と連携をし、新たな加工品開発や販

路拡大に取り組みますとともに、2602万1000円の補正

予算を計上し、緊急的に支援策を講じることといたし

ております。

　具体的には、第１に「シークヮーサーＤＡＹ」制定

イベントの開催、第２に県内外の量販店等での試飲イ

ベントの開催によります販売促進、第３に新商品の試

作開発などを行ってまいる考えでございます。

　次に、同じく農林水産関係でございますが、養殖漁

業の現状と今後の対策いかんという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄県におきましては、熱帯性の温暖な海域に囲ま

れた立地条件を生かし、モズク、クルマエビ、海ブド

ウ及びヤイトハタなどの養殖が各地域で営まれており

ます。平成19年における養殖の生産額は、モズク、海
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ブドウなど海藻類が約31億円、クルマエビが約29億

円、魚類が約１億円などで、合計で約74億円となって

おります。

　沖縄県では、養殖業の振興を図るため、第１に、種

苗生産技術の開発、第２に、モズクの生産安定技術の

普及指導、第３に、ハタ類の防疫体制の強化と魚病対

策、第４に、海ブドウ養殖における衛生管理対策など

に努めているところでございます。特に、ヤイトハタ

につきましては、平成21年１月にワクチンが承認さ

れ、その増産が期待されているところでございます。

　土木建築部関連の御質問で、本島西側中部地区市町

村の下水道整備状況と県の対応についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　現在、本島西側中部地区で下水道事業を実施してい

る市町村は、読谷村から浦添市までの２市２町１村で

あります。平成19年度末の当該地区における下水道人

口普及率は、本県全体の65％を上回る84％となってお

ります。

　海の汚染は生活雑排水流入が原因の一つと考えられ

ることから、引き続き関係市町村と連携をし、未整備

地区の整備促進と下水道への接続率向上を図り、重要

な観光資源であります海の水質保全に積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　総務関連の質問で、新た

な行財政改革プランの基本的な考え方等についてお答

えします。

　新たな行財政改革プランは、本県の行財政を取り巻

く環境に適切に対応するため、県の役割を明確にし、

県民ニーズを的確にとらえた満足度の高い行政サービ

スを提供する行政体制の整備と、それを支える持続可

能な財政基盤の確立を目指すことを基本としておりま

す。

　また、策定に当たっては、より一層の選択と集中を

図り、効果の明示など県民にわかりやすいものにする

こと、策定過程や進瀧状況等を公表するなど透明性を

確保すること、県民の意見を反映し、県民と協働して

策定していくことなどに留意してまいります。

　次に、行財政改革の策定段階でのエキスパートの提

案導入についてにお答えします。

　新たな行財政改革プランについては、県民意見を反

映させるため、外部の有識者で構成する「沖縄県行政

改革懇話会」に検討を依頼しております。

　また、素案策定時から懇話会のもとに弁護士や公認

会計士などで構成する専門委員会を設置し、より専門

的な観点から集中的に検討するなど、これまで以上に

専門家の意見を取り入れた新たなプランを策定するこ

ととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光商工部関連につ

いて、住宅・生活対策についてどうなっているかとい

う御質問にお答えします。

　国においては、雇用保険を受給していない者への職

業訓練期間中の生活を保障するため、「訓練・生活支

援給付金」として、単身者へは月10万円を、扶養家族

を有する者へは月12万円を支給することとしておりま

す。また、長期失業者や住宅を喪失した就職活動困難

者に対し、国が14都道府県において民間職業紹介事業

者への委託により、生活・就職活動費の支給等を行う

住居・生活支援等もことし８月から実施することに

なっております。

　なお、県の住宅対策としては、離職により沖縄県へ

戻ってきた方の県営住宅への優先入居を行っており、

６月18日現在、24世帯が入居しております。

　次に、雇用維持対策についての御質問にお答えしま

す。

　国における雇用維持対策として、これまでの雇用調

整助成金制度に加えて、昨年12月から中小企業緊急雇

用安定助成金制度等が創設されております。これらの

制度は、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主など

がその雇用する労働者を一時的に休業・出向させた場

合に賃金等の一部を助成するものであります。

　本県における利用状況は、沖縄労働局によると平成

21年５月末現在で88件の休業等の実施計画届が受理さ

れており、うち23件について支給申請が行われたとの

ことであります。当該助成金は雇用の維持に有効な制

度であることから、県としては、企業等への周知を積

極的に推進してまいります。

　同じく、再就職支援対策についての御質問にお答え

します。

　沖縄県では、再就職支援対策を含めた総合的な雇用

対策事業として、「緊急雇用創出事業臨時特例基金」

の積み増し分40億円を加えた約45億円の経済対策関連

の補正予算案を今議会に提案しているところでありま

す。

　主な事業としては、雇いどめなどによる失業者を対

象に職場訓練を行う「緊急ジョブトレーニング事
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業」、民間職業訓練機関で離職者の職業訓練を行う

「緊急委託訓練事業費」、求職者と求人のマッチング

を促進する「総合雇用対策事業」などとなっておりま

す。

　次に、内定取り消し問題についての質問にお答えし

ます。

　沖縄労働局によると、平成21年６月19日現在で県内

学卒者の採用内定取り消しを行った事業所は、県内１

社、県外６社が把握されており、その人数は、大学・

短大等20人、高校１人、専門学校３人となっておりま

す。

　現在、内定取り消しを受けた学生のほとんどは新た

な企業への就職や進学が決定しているとのことであり

ます。

　国は、当該問題への対応として、内定取り消しを

行った企業名の公表など指導を強化するとともに、学

卒者を採用後直ちに休業等させて雇用維持を図る場合

も雇用調整助成金の対象とする特例措置などを行って

おります。

　次に、外国人が理解しやすい道路観光案内サインの

整備についての御質問にお答えします。

　道路観光案内サイン整備事業では、外国人を含めた

観光客の利便性向上を図るため、主要な観光地に係る

道路案内標識の整備を行う予定であります。

　整備に当たっては、道路管理者から成る沖縄ブロッ

ク道路標識適正化委員会が作成した「著名地点道路案

内標識マニュアル」に従い、ローマ字表示やピクトグ

ラムの活用により、外国人が理解しやすい標識整備に

努めてまいりたいと考えております。

　次に、浦添職業能力開発校関係の、非常勤講師設置

規程の条項についてお答えします。

　嘱託員の任期については、法律上明文の規定はあり

ませんが、総務省通知や過去の判例によれば、毎年度

予算を措置した上で職の設置がなされることなどか

ら、原則１年以内とされております。

　嘱託員の更新回数は、総務部通知により「委嘱期間

は１年以内とし、２回に限り更新することができる」

と定められていることから、「職業能力開発校非常勤

講師設置規程」につきましても、同様の期限を定めた

ものであります。

　次に、同じく非常勤講師を非公募とすることについ

ての御質問にお答えします。

　平成18年３月16日付人事課長通知により、公募に向

かない嘱託員として49の職が指定されておりますが、

職業能力開発校の非常勤講師については指定の対象と

なっておりません。

　職業能力開発校の非常勤講師は、指導員免許保持者

が採用要件となりますが、平成21年３月末現在、職業

能力開発校で実施している訓練科目に関する指導員免

許の交付数は、県内で14職種で1825件あり、その他申

請により免許交付が可能な方を加えますと、相当数の

該当者がいることとなります。これらの方々に均等に

非常勤講師の職に応募する機会を与える必要がありま

すので、非公募とする取り扱いは困難であると考えて

おります。

　なお、公募に向かない嘱託員として指定されている

職についても、県の方針である「嘱託員の委嘱期間は

１年以内とし、２回に限り更新することができる」と

の取り扱いは同様であります。

　次に、職業能力開発校の規模の拡大についてとの御

質問にお答えします。

　県立職業能力開発校においては、施設内での訓練の

ほか、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施

しております。職業能力開発校の施設内訓練の規模の

拡大については、新たな設備の導入や人員の確保が必

要となるため、今年度じゅうに策定する職業能力開発

校の再編整備計画の中で総合的に検討してまいりま

す。

　一方、民間への委託訓練につきましては、厳しい雇

用情勢の中、離職者の早期就職支援のため、約１億

3000万円の委託訓練経費を補正予算案に盛り込んだと

ころであります。これにより、当初予算に比べ20コー

ス、定員425人が増加し、職業訓練機会の提供の充実

に努めているところであります。

　次に、「セーフティネット貸付制度」の利用状況に

ついての御質問にお答えします。

　平成20年度における沖縄振興開発金融公庫の「セー

フティネット貸付」の融資実績は271件、融資額で96

億9670万円、平成19年度と比べて175件、約64億5000

万円の増加となっております。

　県の「中小企業セーフティネット資金」は113件、

融資額約12億7300万円、平成19年度と比べて104件、

約11億5000万円の増加となっております。

　次に、中小企業倒産防止共済制度の利用状況につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄県内における中小企業倒産防止共済制度の利用

状況については、平成19年度の加入件数は107件、貸

付件数37件、貸付金額３億6795万円となっており、平

成20年度の加入件数は179件、貸付件数47件、貸付金

額４億7365万円となっております。

　なお、加入事業者の業種別内訳については、平成19

年度は建設業が43件、40.2％、製造業が18件、16.8％、
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平成20年度につきましては建設業が59件、33％、製造

業が24件、13.4％となっております。

　また、貸付件数の業種別内訳については、平成19年

度は建設業が19件、51.4％、製造業が４件、10.8％、

平成20年度は建設業が29件、61.7％、製造業が４件、

8.5％となっております。

　次に、マル経融資制度の利用状況についての御質問

にお答えします。

　平成20年度の小規模事業者経営改善資金融資制度い

わゆるマル経融資の実績は1244件、70億7540万円と

なっており、平成19年度に比べて件数で78件、融資額

で約21億8000万円の増加となっております。

　また、平成21年４月から貸付限度額が1000万円から

1500万円に拡大され、貸付期間・据置期間も延長され

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築部関連の、

牧港川の河川管理用通路の整備状況と中流から下流ま

での整備計画について一括してお答えいたします。

　牧港川は、浦添市牧港から字当山の県道宜野湾南風

原線の陽迎橋に至る指定延長3300メートルの二級河川

であります。

　管理用通路の整備については、河川改修とあわせて

整備しており、牧港から県道那覇宜野湾線までの約

800メートルの区間を平成６年度までに完了しており

ます。その地点から上流側の浦添大公園までは、山づ

けで流下能力も高く、河畔林が群生して自然環境が豊

かであることから整備の計画はありません。また、浦

添大公園内の當山橋から上流の勢理橋までの約400

メートルについては、平成15年度までに完了してお

り、残りの陽迎橋までの約300メートルについては、

平成21年度に完成する予定であります。

　それからヘルシー・ロードパーク構想についてお答

えいたします。

　議員御提案のヘルシー・ロードパーク構想について

は、地元自治会や地域住民から河川管理用通路を散策

路や遊歩道として利活用する要望があれば、関係する

ＮＰＯ法人などとも連携してワークショップ等を開催

し、住民参加型による水辺に親しむ川づくりを検討し

ていきたいと考えております。

　同じく土木建築部関連について、県営住宅の今後の

新設計画についてお答えいたします。

　現在、県営住宅の整備は老朽化した団地を順次建て

かえることとしており、当面、県営住宅の新設計画は

ありません。

　なお、「沖縄県公共賃貸住宅ストック総合活用計

画」に基づき、建てかえ実施中の団地は４団地、636

戸、実施予定団地は２団地、190戸となっています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　文化環境部関連につ

いての御質問で、牧港川の産廃処理施設の現状と県の

対応について一括してお答えいたします。

　牧港川中流沿岸で瓦れき類の破砕を行っている事業

者等につきましては、周辺住民から騒音・粉じんにつ

いて苦情があり、ことし１月以降、平日及び休日の監

視を行うなど指導を強化しております。また、周辺地

域において騒音・粉じん測定を実施したところ粉じん

の飛散が確認されたことから、スプリンクラーの設置

など対策の強化を指導しているところでございます。

　県としましては、今後も監視・指導を継続するとと

もに、廃棄物処理法等関係法令に基づき、厳正に対処

していきたいと考えております。

　次に、有害物質の検査についての御質問にお答えい

たします。

　当該事業所につきましては、周辺住民からアスベス

ト飛散が懸念されるとの相談があったため、平成19年

12月に大気中のアスベスト濃度を測定したところ、一

般環境大気と同程度であり、特に問題となる数値では

ありませんでした。また、これまで中央保健所及び環

境整備課職員が立ち入り等を行った際、アスベスト等

の有害物質が含有すると考えられる産業廃棄物の持ち

込みや破砕行為は確認されておりません。

　次に、施設の移転についての御質問にお答えをいた

します。

　廃棄物処理法におきましては、直接的に移転を命令

することはできません。そのため、県としましては監

視・指導を継続するとともに、同法に基づき厳正に対

処していきたいと考えております。

　なお、当事業者においては、現在、瓦れき類の破砕

施設について、中部地区の工業団地への移転作業を進

めているとの報告を受けているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部関連に

ついての御質問の中の、子育て支援サービスの緊急整

備についてお答えします。

　県では、国の経済対策の一環として、平成20年度に
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「安心こども基金」を設置し、同基金を活用した待機

児童解消のための保育所整備を進めているところであ

ります。

　今般、国においては、平成21年度補正予算で「安心

こども基金」の拡充を行っており、すべての家庭を対

象とした地域子育て支援の充実、ひとり親家庭等への

支援拡充、社会的養護の拡充などの新しい事業が盛り

込まれております。

　県においても、当該基金を活用して市町村と連携し

ながら、子供を安心して育てることができる体制整備

に努めてまいりたいと考えております。

　次に、中小企業の子育て支援についてお答えしま

す。

　次世代育成支援対策推進法においては、民間企業等

を対象に従業員の仕事と子育ての両立を支援するため

の「一般事業主行動計画」を策定することとなってお

ります。策定が義務づけられている従業員301人以上

の企業については、県内では84社すべてで策定してお

り、策定が努力義務となっている従業員300人以下の

企業については、平成21年３月末現在で173社が策定

しております。なお、法律の改正により、平成23年４

月以降については、策定義務づけが101人以上の企業

にまで拡大されることとなっております。

　今後も、関係機関と連携しながら子育て支援の取り

組みの拡充を図ってまいります。

　次に、我が会派の代表質問に関連しての御質問の中

で、県内の女性医師の離職者数等についてお答えいた

します。

　県内の女性医師の離職者及び復職希望者の正確な人

数については把握しておりません。また、沖縄県が平

成18年度に県内の病院に勤務している女性医師を対象

にアンケート調査を行った結果では、女性医師が就業

するために必要な支援策として、院内保育所の整備、

出産、育児休暇後の再就業に対する支援、代替医師の

確保等となっております。

　なお、女性医師については、全体の医師数に占める

割合は増加傾向にありますが、出産、育児を契機に休

業または離職するため、就業者数が減少すると言われ

ており、今後は復職支援が重要だと考えております。

そのため、今年度から実施する沖縄県女性医師バンク

事業において、改めて女性医師の状況把握と必要な支

援策を検討し、就業促進を図っていきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　我が会派の代表質問

に関連しての中で、料理研究家によるモズクメニュー

の開発及び全国的な営業活動について一括してお答え

いたします。

　県では、モズクの消費拡大を図るため、モズク養殖

業振興協議会と連携し、「モズクの日」における量販

店での販売促進、県内外の料理研究家などと連携した

モズクメニューの開発・普及、香港・中国のレストラ

ンにおける中華メニューの開発などを行っておりま

す。さらに、平成21年度は６月補正予算を計上し、全

国ＰＲによる販売促進や料理学校と連携したメニュー

開発、量販店へのフードアドバイザーの配置による料

理方法の普及、地産地消コーディネーターによるホテ

ル、学校給食での県産食材の利用促進などに取り組む

こととしております。また、モズク大使の活用や関係

団体と連携し、モズクのメニュー開発や全国ＰＲによ

る消費拡大を図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時59分休憩

　　　午後４時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　質問に入る前に所感を述べたいと思

います。

　今、政治に求められているのは、一日も早く景気回

復を実現し、国民に安心と活力を提供する、そのこと

が最重要の課題と考えます。

　政府・与党は昨年９月以降の世界同時経済危機に対

し、2008年度第１次及び第２次補正予算、2009年度当

初予算で総額75兆円の景気対策を実施しました。さら

に2009年度補正予算では56.8兆円の新経済対策も決定

し、需要拡大へ連続して政策を打ち続けています。

　今、その効果があらわれ始め、中でも総額２兆円の

定額給付金は支給が始まると歓迎の声が相次いでいま

した。生活資金の一部として家計を助け、地域限定の

振興券やプレミアムつき商品券と連動し景気回復に大

きな効果があったと考えます。私の住んでいる地域の

ある年配の方から、御夫婦２人で４万円の給付があ

り、孫におもちゃを買い、家が明るくなった。少ない

年金で生活している者にとって今回の定額給付金は大

変助かった、来年もやってほしいとの声が寄せられま

した。率直な思い、御意見だと思います。

　また、中小企業への資金繰り支援策としてスタート

した「緊急保証制度」も30兆円まで拡充し、４月末現
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在、県内では3599社、金額にして727億円が活用され

ています。そのほか、雇用対策として雇用調整助成金

制度、失業給付を受けられない人への職業訓練期間の

生活支援、地方自治体による雇用創出特別事業等、総

合的な取り組みが展開されています。また、エコカー

減税は、メーカーや車種によっては５月の国内受注が

前年比３割増、発売から１カ月で月間目標１万台が18

万台突破と効果があらわれ、私も過日、那覇市内の新

車販売店を訪ねたところ、予約をいただいても生産が

追いつかず、半年後にしか車を引き渡せない、昨年の

厳しい状況から少しずつ好転しているとのことでし

た。そして５月15日からスタートした省エネ家電購入

に伴うエコポイント制度も新たな家電需要の拡大が期

待されています。まだまだ厳しい経済環境、雇用情勢

ではありますが、今回の総合経済対策が確実に景気回

復につながり、国民生活を守ることになると確信し、

質問に入ります。

　１、初めに、経済・雇用対策についてお尋ねしま

す。

　本県は99％が中小零細企業と言われ、多くの県民が

そこで働いています。その中小零細企業が元気で頑

張っていただくことが県経済の発展につながり、安定

した雇用の確保、県民の豊かさに直結すると考えま

す。県は、昨年３月「沖縄県中小企業の振興に関する

条例」を制定し、これまで以上に中小企業関係者と連

携を密にし、施策の充実を図るとしています。条例が

制定されて１年余りが経過し、関係団体から実効性あ

る条例への取り組みが求められています。また、中小

企業への支援策、県単融資制度の利用促進について、

融資条件の緩和、執行率の検証、制度の周知不足等課

題が指摘され、県はアンケート調査を行い、問題点の

抽出、企業ニーズの把握を図り、企業が求める融資制

度に見直すとしています。

　今回の国による経済対策は、中小企業・零細企業へ

の資金繰り支援、雇用対策に多くの予算が配分されて

いますが、県の単独事業も含めすべての取り組みが確

実かつ実効性あるものとなれるよう、県は関係団体や

現場の声をしっかり受けとめ、施策に反映させること

が重要と考えます。

　そこで、質問します。

　茨、県単制度融資について、利用者から保証料の軽

減や借り入れ条件の緩和等の声が寄せられています。

執行率の検証、制度の周知を含め県の対応を伺いま

す。

　芋、「原油・原材料高騰対策支援資金」の拡充内容

及び周知の取り組みを伺います。この事業は県が保証

料を全額補てんするということで、利用者の皆さんか

ら大変喜ばれており、拡充が求められています。

　鰯、「沖縄県中小企業の振興に関する条例」に関連

する関係機関との連携、意見の反映等の取り組みはど

うなっているか。条例に基づき中小企業振興会議、地

域部会が開催されていると思うが、状況をお聞かせく

ださい。

　允、緊急ジョブトレーニング事業の内容、効果を伺

います。

　印、緊急委託訓練事業費の内容、効果を伺います。

　咽、景気低迷で新卒者の就職率や就業者の離職率が

懸念されています。現状と対策を伺います。

　員、国が実施しているトライアル雇用の取り組み状

況を伺います。

　因、雇用のミスマッチ解消並びに安定した雇用確保

の取り組みを伺います。多くの県民は、安定した収

入、正規雇用を求めています。県の対応をお聞かせく

ださい。

　姻、県独自のトライアル雇用を実施できないか伺い

ます。

　２、水産振興についてお尋ねします。

　県の水産振興、漁業振興は、農業振興と比較して取

り組みが弱いとの声が寄せられています。担当部局

は、喫緊の課題及び中長期的戦略も含め、先進地域の

調査、関係団体との連携等、精力的に取り組み、水産

立県沖縄を構築していただきたい。それが沖縄の産業

振興、自立経済につながるものと考えます。

　そこで質問です。

　茨、沖縄近海は全国でも優良の漁場と言われ、沖縄

産のマグロや魚介類等のブランド化を図る取り組みが

重要と考えるが対応を伺います。

　芋、県内外への流通・販売・加工対策の強化はどう

なっているか伺います。

　鰯、先進地域への調査や関連機関との連携強化が必

要と思うが、取り組みを伺います。

　允、漁業振興の後継者、人材の確保はどうなってい

ますか。

　印、糸満市より県水産公社の存続と糸満市への県漁

連の市場移転の要請が出されていますが、県の対応を

伺います。沖縄県行財政改革プランの中で、水産公社

は統合清算の計画ではありますが、計画に基づく環境

整備、条件の解決がいまだ進んでいないように思いま

す。今後の対応をお聞かせください。

　大きな３番、福祉行政についてお尋ねします。

　茨、妊婦健診完全無料化の県内実施状況。

　芋、妊婦健診無料化に関連し、与那国町や南北大東
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村等本島や宮古島市、石垣市で診察する交通費（飛行

機等）、滞在費の支援が必要と考えるが、国への要望

を含め県の対応を伺います。

　鰯は取り下げます。

　允、がん検診の受診率向上及び公費負担の拡充を市

町村と連携し、県が積極的に取り組む必要があると思

うが対応を伺います。

　印、発達障害児支援について。

　ア、２月議会で県は「途切れのない支援」が必要と

しているが、取り組み状況、課題、対策を伺います。

　イ、先進地域への調査はどうなっているか。

　ウ、障害児等療育支援事業の内容、効果を伺いま

す。

　エ、南部医療センター・こども医療センター「ここ

ろの診療科」の現状、今後の対応はどうなっているか

伺います。

　大きな４番、環境・土木行政についてお尋ねしま

す。

　茨、太陽光発電を含め新エネルギーの導入促進はど

うなっているのか、策定計画及び効果を伺います。

　芋、家庭用の太陽光発電システム購入への県の支援

対策補助金は、国や那覇市と比較して少ないと思う

が、拡充できないか伺います。

　鰯、台風被害で頻繁に電柱が倒れる地域(離島等)か

ら電線類地中化の早期実施が求められています。取り

組み状況を伺います。

　允、県営住宅の空き部屋対策はどうなっているか。

那覇市内で昨年抽選に当たった方が１年経過しようと

しているが１番、２番の方がいまだ入居できない状況

です。全体の総数、空き部屋数、１年以上、半年以上

の空き部屋数、対策を伺います。

　印、主要交差点のバリアフリー化が進む中、那覇市

古波蔵交差点の歩行者対策が求められています。対応

を伺います。

　咽、県道222号線・那覇市内(一銀通りから那覇高校

間)幹線道路新設に伴い横断歩道がなくなり、地域か

ら苦情の声と早期の再設置の要望が寄せられていま

す。危険性解消のための信号機設置を含めた県の対応

を伺います。

　大きな５番、旧軍飛行場用地問題解決の取り組み状

況を伺います。

　最後に、我が会派の代表質問との関連について。

　茨、介護従事者の処遇改善について質問します。

　今回の改定で、区分支給限度基準額の上限が据え置

かれ、その分利用者の負担が発生し、これまでどおり

のサービスを受けられないケースが出ています。結果

的に介護従事者の待遇改善につながらないとの声があ

りますが、県の認識と対応を伺います。区分支給限度

基準額の据え置きで負担増となった利用者への支援、

助成が必要と考えるが、国への要請を含め県の対応を

伺います。

　小児救急電話相談事業（＃8000）の早期設置につい

て。

　県は、他県の現状も確認しながら検討したいとのこ

とでしたが、現在47都道府県で沖縄県を含め設置して

いないのはわずか２県です。出生率全国１位、人口比

率で子供が最も多い本県にぜひ必要と考えます。過

去、会派として何回か本会議で提案してきましたが、

これまで部局内、庁内で検討されていなかったのか伺

います。検討されていたのなら、内容をお聞かせくだ

さい。

　医者等の専門家による小児救急電話相談は、小さな

子供を守ると同時に、子育て中の若いお母さんの支援

になると考えます。設置に向けて再度見解をお聞かせ

ください。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原章議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、経済・雇用対策に関する御質問の中

で、中小企業振興条例に係る関係機関との連携等々に

関する御質問にお答えいたします。

　「沖縄県中小企業の振興に関する条例」に基づき、

中小企業者の意見を反映するため、中小企業振興会議

及び宮古・八重山地域を含む県内６つの地域部会を設

置し、関連団体や地域の代表者等の意見を伺ったとこ

ろでございます。その意見を踏まえまして、平成21年

度当初予算では、建設業者の新分野進出を支援する経

営革新支援補助金の拡充や県単融資制度における中小

企業セーフティネット資金の融資枠の拡充等を行った

ところでございます。

　次に、水産振興に係る御質問で、マグロや魚介類の

ブランド化についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、温暖でサンゴ礁が発達した海域特性を

生かしました水産業の振興に取り組んでいるところで

ございます。特に、モズク、クルマエビ、海ブドウは

全国一の生産量を誇り、生鮮マグロにつきましても全

国トップクラスの水揚げとなっているところでござい

ます。

　沖縄県では、県産水産物のブランド化に向けまし

て、第１に、養殖施設や種苗供給施設の整備、第２
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に、荷さばき施設や冷蔵施設の整備、第３に、花と食

のフェスティバルや「モズクの日」のイベント開催に

よる販売促進などなどの取り組みを行っているところ

でございます。

　同じく水産振興に係る御質問で、漁業後継者の確保

についてという御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、漁業後継者の育成を図るため、第１

に、少年水産教室での体験学習、第２に、漁師を希望

する若者の面談の場となります漁業就業支援フェアの

開催、第３に、漁業経営開始資金等の貸し付けなどを

行い、漁業就業者の定着を図っているところでござい

ます。

　今後とも、市町村、関係団体と連携をし、後継者の

育成に取り組んでまいる所存でございます。

　次に、環境・土木行政に係る御質問の中で、離島地

域における電線類の地中化に係る御質問にお答えいた

します。

　離島地域では、これまで６路線で約10.3キロメート

ルの地中化を実施いたしております。今回の緊急経済

対策補正予算案におきましても12億円を計上し、約

2.4キロメートルを整備する予定となっております。

さらに、平成21年度からの新たな無電柱化計画におき

ましても離島地域の電線類地中化を推進してまいる考

えでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　経済・雇用対策につ

いて、県単融資制度の執行率の検証、制度周知の県の

対応についての御質問にお答えいたします。

　県単融資制度はこれまで中小企業者が利用しやすく

するために、融資利率の低減、融資限度額の増額、融

資期間・据置期間の延長、保証料の見直し、原則第三

者保証人を徴求しないことなどの改正を随時行ってお

ります。最近では、「原油・原材料高騰対策支援資

金」で保証料をゼロにしたり、「中小企業セーフティ

ネット資金」の対象業種を国のセーフティネット保証

制度と連動させ、新型インフルエンザ影響関連業種の

追加拡大を行うなどにより融資条件の緩和を図ってお

ります。

　執行率については、資金ごとに差があり、利用度が

低い資金については、その要因を検証し、「県制度金

融研究会」や毎年のアンケート調査等を踏まえ、改善

に向けた対応に取り組んでおります。また、執行率の

改善には制度の周知が重要であることから、説明会の

開催など広報活動の強化を図っているところでありま

す。

　同じく原油・原材料高騰対策支援資金の拡充内容と

周知の取り組みについてとの御質問にお答えします。

　原油・原材料高騰対策支援資金については、平成21

年度は景気悪化の影響を強く受け、資金繰りがより厳

しい小規模企業者に対象を限定するなど制度の見直し

を行い、多くの小規模企業者が広く利用できるよう拡

充を図ったところであります。また、周知の取り組み

としては、説明会の開催を初め新聞・県広報誌・商工

団体等の機関誌による広報、パンフレット・ポスター

等により県制度融資の周知を図っております。

　次に、緊急ジョブトレーニング事業についての御質

問にお答えいたします。

　この事業は、雇用保険の給付を受けていない者で雇

いどめなどによる失業者を対象に、協力事業所におけ

る３カ月間の職場訓練を支援し、訓練生には訓練手当

を支給するものであります。

　県としては、事業所での訓練を通して技能の向上や

職場環境への適応を容易にし、当該事業所や同業種で

の雇用につなげてまいりたいと考えております。

　同じく緊急委託訓練事業についてお答えいたしま

す。

　緊急委託訓練事業は、専修学校等において３カ月間

の座学による職業訓練を実施するものであります。訓

練の内容は、ＯＡ・経理、介護、ＩＴ関係などとなっ

ております。今年度は１億3524万円の補正予算を計上

し、当初予算に比べて20コースふやして35コース、定

員は425人ふやして575人の訓練を計画しております。

また、これまでの当該訓練受講者の就職率は約70％と

なっており、雇用の改善につながっておりますので、

今回の訓練についても同様の効果を期待しておりま

す。

　次に、新卒者の就職内定率や就業者の離職率につい

ての御質問にお答えします。

　厚生労働省の「就職状況調査」等によると、平成21

年３月に卒業した本県高校生の就職内定率は83.3％と

前年度を8.9ポイント下回っており、大学生の就職内

定率は66.4％と前年度と同程度となっております。

　また、同省の「新規学校卒業就職者の就職離職状況

調査」によると、平成17年３月に卒業した本県学生の

３年以内の離職率は高校生が60％、大学生が49.6％と

なっており、全国平均に比較して10ポイントほど上

回っております。

　本県の就職率、離職率は、全国平均に比べ依然とし

て厳しい状況が続いていることから、去る６月11日に
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知事を初め沖縄労働局長、沖縄総合事務局長の３者で

県内主要経済団体の代表らに対して、来春卒業の高

校・大学生の求人確保を求めたところであります。

　県としては、今後、合同企業説明会の開催や学生向

けインターンシップの拡充を図り、若年者の就職率、

定着率の向上に努めてまいります。

　次に、トライアル雇用の取り組み状況についての御

質問にお答えいたします。

　国の実施しているトライアル雇用は、若年者、障害

者、中高年齢者、母子家庭の母などを対象に実施して

おります。

　沖縄労働局によると、平成20年度のトライアル雇用

開始者は805名、終了者は670名、そのうち常用雇用へ

の移行者は558名、移行率は83.3％となっておりま

す。

　次に、雇用のミスマッチ解消及び安定した雇用確保

についての御質問にお答えします。

　沖縄県としては、求人と求職のミスマッチを解消す

るため、マッチング促進事業として観光産業や情報通

信産業などのフォーラムや企業合同説明会を開催し、

業界の理解促進と求人・求職者の意識改善を図ってま

いりました。また、求められる技術と技能の不一致を

解消するため、公共職業訓練施設等における職業訓練

に取り組んでいるところであります。さらに、若年者

に対しては、沖縄県キャリアセンターにおいて、若年

者の職業観の形成のための就職支援セミナーやイン

ターンシップ等に取り組んでおります。

　経営者に対しては、職場環境の改善に取り組もうと

する企業へのコンサルタントの派遣などによって、従

業員の職場定着等につなげる事業を行っております。

　県としては、「みんなでグッジョブ運動」の展開を

通して職場環境の改善と魅力的な企業づくりを促進

し、雇用のミスマッチの解消と安定した雇用の確保に

つなげたいと考えております。

　次に、県独自のトライアル雇用についての御質問に

お答えします。

　沖縄県は、国のトライアル雇用の支援対象となって

いない40から44歳を核世代と位置づけ、平成20年度か

ら県独自のトライアル雇用として「核世代再チャレン

ジ雇用支援事業」を実施しております。

　当該事業は、核世代の求職者を試行的に雇用した事

業主に奨励金を支給することで、当該年齢層の常用雇

用への移行を促すことにより、雇用失業状況の改善を

図るものであります。

　次に、環境・土木行政についての、新エネルギーの

策定計画と効果についての御質問にお答えします。

　太陽光発電や風力発電などの新エネルギーは、化石

燃料の代替エネルギーとしての効果が期待されてお

り、また、新たな産業の創出や経済の発展にもつなが

るものとして注目されているところです。このため、

県では、新エネルギーを含めたエネルギーの現状や今

後の需要見通しについて、昨年度の調査結果等を踏ま

え年度内をめどに、沖縄県エネルギービジョン（仮

称）を策定したいと考えております。

　次に、同じく県の太陽光発電システムへの補助制度

についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の補助制度は、一般家庭を対象に１件当たり

２万円を助成するものです。４月から募集を開始し、

300件の募集に対して６月22日現在で194件の申請件数

となっております。

　今後の追加対策については、申請状況や国の支援策

等の動向を見きわめつつ検討してまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　水産振興の中で、流

通加工対策と先進地調査について一括してお答えしま

す。

　県では、水産物の流通、販売、加工対策として、荷

さばき施設・冷蔵施設の整備、水産物直売施設の整

備、モズクなど水産物加工施設の整備、養殖魚介類の

安定生産技術の確立、販売促進事業の実施や加工品開

発の支援などに取り組んでいるところであります。ま

た、生産者、漁業組合などと連携し、水産物の直売や

加工技術などの先進地域の調査を行い、直売店経営や

加工施設の整備に生かしております。

　県といたしましては、今後とも市町村、漁協などと

連携し、県産水産物の流通対策の強化に努めていく考

えであります。

　同じく水産公社の役割と市場移転についてお答えい

たします。

　沖縄県水産公社は、本県水産業発展の中核的漁港と

して整備された糸満漁港の利活用を推進することを目

的として昭和56年に設立されております。

　水産公社の事業としては、荷さばき施設の利用事

業、給油、給氷事業を行っておりますが、糸満漁港の

機能を発揮するためには、泊魚市場の糸満漁港への移

転が不可欠であります。

　糸満漁港への泊魚市場の移転については、県と泊魚

市場関係者で構成する水産物市場流通対策協議会で話

し合いを行っておりますが、平成20年３月に県漁連市
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場と那覇地区漁協市場が共同運営を開始したことや、

県漁連の再建計画のおくれにより話し合いがおくれて

おります。

　県としては、その共同運営状況などを踏まえて関係

者との話し合いを進めてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、妊婦健診完全無料化の県内実施につ

いてお答えいたします。

　県内における妊婦健康診査は、平成21年４月からす

べての市町村において14回の公費健診が開始されてお

ります。健診内容についても国が示した検査内容をす

べて盛り込み、充実した内容となっております。

　実施に当たっては、全市町村が統一した受診票を

使っており、受診票に明記された健診内容について

は、自己負担のない健診となっております。

　次に、妊婦健診にかかる交通費、滞在費の支援につ

いてお答えします。

　妊婦健康診査の実施主体は市町村となっており、国

は市町村に対し、５回分の健診費用と今年度に追加さ

れた９回分の費用について交付税措置及び基金で対応

することとしております。

　健診にかかる交通費、滞在費の助成については、実

施主体である市町村の判断で行われているところであ

ります。また、９回分の健診についても、離島診療所

での健診も補助対象となっております。

　次に、がん検診の受診率の向上と公費負担の拡充に

ついてお答えいたします。

　がん検診の受診率向上のため、休日・夜間における

検診、特定健診との同時実施等、市町村ごとに検診対

象者の利便性に配慮した環境づくりを行っておりま

す。県としても、受診率向上を目指して、講演会の開

催、ポスター作成等の普及啓発を継続的に実施すると

ともに、検診業務がスムーズに行われるよう市町村と

連携しながら検診機関等との調整を行っていきたいと

考えております。

　公費負担について、国は検診事業の充実強化を目的

に、平成21年度より地方交付税措置を拡充しておりま

す。また、女性特有のがん検診費用が無料となる「検

診無料クーポン券」の導入を特定年齢の方々に対し行

うこととしております。

　同じく福祉行政の中の、発達障害に関連しまして、

「途切れのない支援」の取り組み状況等についてお答

えします。

　発達障害児に対する「途切れのない支援」について

は、県及び市町村等の役割の明確化、さまざまな関係

機関の連携及び支援を行う人材の育成が重要であると

考えております。

　県においては、「途切れのない支援」を促進する観

点から、市町村及び当事者団体等からの意見を踏ま

え、おのおのの役割分担を明確にした「発達障害児

（者）支援体制整備計画」や計画的な人材確保を図る

ため「発達障害児（者）支援に関する人材育成計画」

の策定を進めているところであります。今後は、これ

らの計画に基づき市町村と連携して支援施策を推進し

てまいります。

　また、県の推進体制として、関係課・所で構成する

「発達障害児（者）支援機関連絡会議」（仮称）を近

日中に設置することとしております。

　次に、先進地視察についてお答えします。

　視察につきましては、６月上旬に担当職員を滋賀県

及び京都府に派遣し、早期発見・早期支援の体制、県

と市町村の役割分担及び発達障害者支援センターの運

営方針等について調査いたしました。

　両府県における早期発見に対する取り組みとその体

制については、現在県が策定を進めている「発達障害

児（者）支援体制整備計画」及び「発達障害児（者）

支援に関する人材育成計画」と共通する部分もあるこ

とから、両計画を推進する上で両府県の取り組みにつ

いても参考にしていきたいと考えております。

　次に、障害児等療育支援事業の内容及び効果につい

てお答えします。

　障害児等療育支援事業とは、在宅の障害児（者）や

その家族に対し、訪問及び外来の方法で必要な療育指

導等を行うとともに、障害児を受け入れている保育所

等に対し、療育に関する技術指導を行うための事業で

あります。

　平成20年度については、５圏域、８カ所において、

訪問療育2111件、外来療育2874件、施設支援123件の

療育支援を実施しております。

　同事業による効果としては、療育支援施設を中心

に、学校、家庭等が連携し、障害児等に対し安定した

支援が行われること、家族の療育に対する理解や技術

力の向上が図られること及び障害児等の受け入れ施設

に対する療育支援の技術向上が挙げられます。

　次に、我が会派の代表質問との関連について、介護

従事者の待遇改善についてお答えいたします。

　今回の介護報酬改定では、区分支給限度基準額が据

え置かれておりますので、介護サービスを限度額まで



－ 366 －

利用されている方には何らかの影響があるものと認識

しております。しかしながら、介護保険利用者の多く

の方々は、限度額以内でのサービス利用者であるた

め、事業者への影響は限られていると思われます。

　県では、今回の改定の影響を確認するため、県内の

介護老人福祉施設と介護老人保健施設を対象にアン

ケート調査を行ったところ、介護報酬改定を受けて現

在までに38％の施設が介護職員の処遇改善を行ってお

り、今回の改定は介護従事者の処遇改善につながって

いるものと考えております。

　次に、区分支給限度基準額についての国への要請に

ついてお答えいたします。

　沖縄県としては、介護報酬の引き上げによって、区

分支給限度基準額を超えるサービスが利用者の自費負

担とならないように、区分支給限度基準額を引き上げ

ることや、それに伴い、高齢者が負担する介護保険料

等の引き上げにならないよう、国において十分な財源

措置を講じることも含めた要請を検討してまいりま

す。

　次に、小児救急電話相談事業の検討状況及び検討内

容について一括してお答えいたします。

　小児救急相談事業の導入につきましては、平成18年

度及び平成20年度の沖縄県救急医療協議会において検

討がなされ、他県における利用件数が少ない、受け手

となる医師や看護師をどのように確保するのか、電話

という限られた手段で適切な相談ができるのか、各救

急医療圏に救急告示病院が整備されていることから、

引き続き検討することとなりました。

　また、平成20年度南部地区救急医療協議会において

「小児救急の適切な利用について」意見交換がなさ

れ、かかりつけ医の定着など保護者への啓発が大切で

ある、電話相談はかかりつけ医が診るべきとの意見が

出され、小児救急電話相談事業の実施について積極的

な意見は出ませんでした。

　次に、小児救急電話相談事業の設置についてお答え

します。

　県としましては、軽症患者が時間外に医療機関を受

診する、いわゆるコンビニ受診が病院業務に支障を来

していることを踏まえ、今年度から実施する小児救急

医療啓発事業において保護者等を対象に、救急医療の

正しいかかり方やかかりつけ医の推進に関する学習会

を開催することとしております。

　小児救急電話相談事業の実施については、小児救急

医療啓発事業の成果等について検証しながら今後検討

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　福祉行政についての

御質問の中の、「こころの診療科」の現状と今後の対

応についてにお答えします。

　南部医療センター・こども医療センターの「こころ

の診療科」については、担当医師の退職に伴い去る４

月から休診しております。現在、早期の診療再開に向

けて、人的ネットワークやホームページ等を活用して

後任の医師確保に努めているところであります。

　県立病院における「こころの診療科」の運営におい

ては、保健・福祉行政や地域との幅広い連携の重要性

が指摘されております。

　現在、福祉保健部が策定中の「沖縄県発達障害者支

援体制整備計画」を踏まえ、県立病院としても適切に

対応していく考えであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　環境・土木行政につ

いて、県営住宅の管理戸数及び空き家対策についてお

答えいたします。

　県営住宅の総管理戸数は、平成21年６月１日現在１

万7385戸であり、そのうちの399戸が空き家となって

おります。空き家の状況は、半年未満の空き家が196

戸、半年以上１年未満の空き家が94戸、１年以上の空

き家が109戸となっております。

　これらの空き家については、入居者が退去し修繕中

のものは修繕が済み次第、速やかに入居手続を進める

こととしております。また、入居者が退去時において

負担すべき修繕費を未払いのまま退去した空き家、い

わゆる未完納空き家については、空き家待ちの状況等

を考慮し、予算の範囲内でできるだけ早く修繕を行い

入居を進めていきたいと考えております。

　次に、同じく環境・土木行政について、古波蔵交差

点の歩行者対策についてお答えいたします。

　国道330号の古波蔵交差点は、横断歩道橋が設置さ

れているものの、車いす用のスロープがなく、また、

付近に横断歩道が設置されていないため交通弱者に

とって厳しい環境下にあり、地域住民から横断歩道設

置の強い要請があります。そのため、横断歩道や信号

機の設置について道路管理者と交通管理者の双方で対

策を協議しており、協議が整い次第、工事を実施した

いと考えております。

　同じく県道222号線の道路新設区間における信号機

設置についてお答えいたします。
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　当該区間は、これまでは国際通りと食い違い交差点

となっていたため十字路交差点に改良し、一部区間を

新設道路として整備し、平成20年３月28日に供用開始

を行っております。

　新設道路区間においては、横断歩道がなくなったこ

とから、地域住民から横断歩道の再設置要望がありま

す。そのため、信号機設置を含めた安全性の対応につ

いては、道路管理者と交通管理者の双方で対策を検討

しているところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　県道222号線・那覇市

内（一銀通りから那覇高校間）の信号機設置等の対策

についてお答えいたします。

　今回の横断歩行者の安全確保対策が要請されている

県道222号線・那覇市松尾１丁目付近道路は、ほぼ直

線で国際通りから那覇高校方面に向け上り坂となった

構造の新設道路で、旧道路に比べて交通量も増加し、

加えて道路構造及び交通環境が変化していることにつ

いては承知しております。

　横断歩道や信号機の設置につきましては、当該箇所

の道路の構造や交通量、交通事故発生の危険性、安全

確保のためとり得る他の対策はもとより、その付近に

既に設置されている信号機等の交通安全施設の状況を

含め、設置要請箇所のみではなく、付近一帯の交通の

安全と円滑全般について総合的に検討した上で設置し

ております。

　今回の設置箇所につきましても、そうした点を踏ま

えて設置するか否かについて検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　旧軍飛行場用地問題解

決の取り組み状況についての御質問にお答えいたしま

す。

　旧軍飛行場用地問題については、その解決に向けて

県・市町村連絡調整会議で確認された取り組み方針等

を踏まえ、関係市町村及び国との調整を進めてきたと

ころであります。

　その結果、平成21年度から特別調整費を活用した特

定地域特別振興事業を実施していくものとし、平成21

年度は那覇市の鏡水自治会及び宮古島市の七原、富名

腰、腰原３自治会のコミュニティーセンター等の整備

事業が実施されているところであります。

　平成22年度については、伊江村からカーフェリー建

造、読谷村からビニールハウス等の農業関係施設整備

の事業案が出されており、現在、両村と事業化に向け

た調整を行っているところであります。　

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　何点か質問と要望をさせていただき

ます。

　まず、県単融資制度についてですが、私、前もって

資料をいただいているんですが、この５年間、執行

率、平成16年32.1％、平成17年25.7％、平成18年29.4

％、平成19年33.7％、平成20年61％と。この20年は原

油高騰の緊急保証の30億が大きく影響したかと思いま

すが、いずれにしてもこの５年間、30％前後しか執行

されてないと。

　先ほど部長は、毎年アンケート調査で企業の声も聞

いているとおっしゃっていましたけれども、この企業

ニーズの把握という意味で、20年度もアンケート調査

を行ったと聞いていますが、分析結果はどうなってい

るのかお聞かせください。

　それから、関係団体から利用促進を高めるため、そ

の原因等を調査研究するプロジェクトを設置できない

かとの提案があります。私もぜひ必要と考えますが、

また、先進県への視察も重要と思います。見解を伺い

ます。

　それから、発達障害児支援について、途切れのない

取り組みということなんですが、まず早期発見が早期

治療につながるわけでございますが、特に乳幼児健診

の取り組み強化、これは重要と思いますが、どうなっ

ておりますか。

　それから、乳幼児健診時点で適切な発見・支援につ

ながらなかった幼児のため、就学前健診が必要との声

もありますが、対応を伺います。

　それと、支援体制整備計画を策定中と聞いておりま

すが、本県が抱えている課題、検証、分析の取り組み

はどうなっているのか、その内容をお聞かせくださ

い。また、整備委員会の皆さんにはその取り組みが伝

わっているのか、策定にしっかり反映されているの

か、また、保護者からの意見集約は十分と考えている

のか、対応をお聞かせください。

　そして、２月議会で発達障害者支援センターの連絡

協議会をスタートさせると言われておりました。ス

タートしたのか。構成員、スケジュール、協議内容を

お聞かせください。

　それと、平成20年１月、県内小中学校における特別

支援教育の対象児調査の結果、全児童生徒数の3.4％
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が県内だと、全国では6.3％とかけ離れた数字になっ

ております。このことは、支援を必要とする対象児が

学校内において十分把握されていないとの声もありま

すが、県は分析・実態調査をする必要がないか見解を

伺います。

　それから、関係者から特別支援教育支援員の配置に

ついて、県に対し計画的配置の経費が市町村で適切に

活用されるよう強化・指導を求めております。県は、

各市町村に支援員を適切に配置するよう文書で周知、

指導助言をしているとのことですが、市町村での配置

状況、ばらつきはないか、必要な支援数の数、配置

数、不足数、今後県はどう対応するのかお聞かせくだ

さい。

　「こころの診療科」についてですが、実質閉鎖状態

となり、多くの親子から安心して診察できるところを

失ったとの声がございます。影響とそれに対する県の

対応、今後の県の対応を伺いたい。

　２月議会でも知念局長は、人的ネットワーク、病院

のホームページ等の活用で幅広く募集するとしていま

したが、これまで応募はなかったのか。あっても条件

が合わなかったのかお聞かせください。

　それから、県営住宅空き部屋対策についてですが、

10倍前後の倍率で年１回の抽選が当たり大変喜んだに

もかかわらず、有効期限１年が過ぎ、１番、２番の

方々が入居できない原因は何なのか。単純に団地を出

ていく人がいないでは納得できない。あの抽選は何

だったのかと思います。過去にもそのような方がいた

のか懸念されます。修繕費を払わないで退去した方か

ら費用を回収することと、空き部屋の入居率、稼働率

を上げることは切り離して取り組むことが必要だと思

います。先ほどの答弁では予算の範囲内で取り組むと

していましたが、稼働率を高めることが結果的に歳入

確保につながり県益に貢献できると思います。

　昨年、那覇市内にある17の県営団地のうち、倍率が

10倍を超えている団地が８、50倍を超えているのが３

ありました。多くの県民が入居を希望しており、せめ

て上位３位までは予算措置して入居させるとか、それ

でも入居できない方は半年権利を延ばすとか、何らか

の工夫ができないか。そんなに多い数ではないと思い

ます。毎年書類を準備し、時間を工面し、入居できる

と期待して応募している方々に少しでも希望を持って

もらう取り組みができないか、見解を伺います。

　要望として、水産振興、漁業振興について、今まで

の取り組みではなく、一歩踏み込んで全国、世界へ販

路を広げアピールする意欲を出して頑張っていただき

たい。そのための具体的な戦略、取り組みを要望しま

す。

　それから、家庭用の太陽光発電システムについて、

国は１キロワット７万円、那覇市は３万円、県は１件

２万円。通常、家庭用の太陽光発電は４キロワット前

後を導入しております。それで計算すると､国は28万

円、那覇市は12万円、県は結局２万円と、大変寂しい

状況です。拡充を検討していただきたいと思います。

　それから、県道222号線、これはもともとないとこ

ろに設置してくれということではなくて、あったとこ

ろがなくなったということでございますので、ぜひ御

検討お願いします。

　最後に、旧軍飛行場用地問題、この問題は振興計画

で解決を図るとし、残り２年余りです。期限内に解決

が図れるのか、事業の遂行ができるのか。できないと

すればその後の対応はどう考えているのかお聞かせく

ださい。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの上原章君の再質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後に

回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時52分休憩

　　　午後６時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の上原章君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原良幸君登壇〕

○知事公室長（上原良幸君）　上原議員の旧軍飛行場

用地問題に関する再質問にお答えいたします。

　沖縄振興計画期間内で事業実施できない場合はどう

するかとのお尋ねでございました。

　現時点で事業案の提出に至ってない市町村について

は、県と市町村との連携を密にしながら、地主会とし

て今後の地域振興につながる事業を計画期間内で実施

できるよう働きかけていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県単融資制度アンケー

ト調査結果の内容についての再質問にお答えします。

　県単融資制度アンケート調査は平成20年10月に実施

し、843社から回答を得ておりますが、県単融資制度

の見直しや原材料高騰の影響、沖縄県信用保証協会な

どについて質問を行った結果、小規模企業対策資金な

どについて利率や保証料、手続方法などの見直し要望

等があり、平成21年度はこれらの結果を踏まえ、原油
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原材料高騰対策支援資金について、小規模企業者に限

定するなど制度の見直しを行ったところであります。

　次に、県単融資制度の利用率を高めるためにプロ

ジェクトチームをつくったらどうかという再質問にお

答えします。

　県単融資制度の利用率を高めるための対策について

は、年４回程度開催している県・商工団体・金融機関

等で構成されている県制度金融研究会などにおいて対

策を協議しているところでありますが、プロジェクト

チームによる対応についても有効であると思われるの

で、今後検討してまいります。

　先進県の状況については、九州ブロック会議等での

情報交換等で対応しておりますが、必要に応じて先進

県視察についても今後検討していきたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　県営住宅の未完納空

き家の修繕をもっと多くするべきではないかという趣

旨の再質問にお答えいたします。

　未完納空き家の修繕につきましては、現在、早目に

修繕を行って入居を促進するよう努力しているところ

でございます。平成20年度においても約200戸の修繕

を行っております。

　今後とも未完納空き家の修繕を行い、上位当選者の

入居が早目にできるよう努めてまいります。

　同じく再質問の、上位当選者の有効期間を延ばした

らどうか、できないのかという趣旨の御質問にお答え

いたします。

　空き家待ち入居の募集には、毎年度一定の時期に

行っていることから、上位当選者の入居期間の延長に

ついてはできません。どうぞ御理解を賜りたいと思い

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　発達障害に関する

再質問にお答えいたします。

　まず、乳幼児健診の今後の取り組みの強化について

の御質問にお答えします。

　今後は、保健師等健診従事者の研修の強化、それと

保健所における管轄市町村での健診の取り組み状況等

の情報交換や研修の実施、なお、問診票健診後のフォ

ロー基準等の検討について今後行っていく予定であり

ます。

　また、支援体制整備計画についての御質問にお答え

いたします。

　発達障害者支援体制整備計画は、県・市町村・その

他関係団体が連携し、地域における一貫した支援体制

の構築を図るための計画であります。

　同計画においては、発達障害者支援法の規定に基づ

き、県・市町村等の役割を明確にするとともに、関係

機関の連携体制を強化することとしております。

　現在、支援にかかわる医療・保健・教育・労働・当

事者等から構成される体制整備委員会、市町村及び当

事者団体等からの意見を踏まえて策定した県案につい

て、パブリックコメントを実施・募集中であります。

　次に、発達障害者支援センターに設置する連絡協議

会の設置状況についての質問にお答えします。

　連絡協議会につきましては、センターが発達障害児

に対する総合的な支援を確保するため、設置に向けて

人選を進めているところであります。

　構成員としましては、医療・保健・教育・福祉・労

働の各分野及び親の会などを予定しております。スケ

ジュール的には少しおくれておりますが、早急な開催

に向けて取り組みを強化してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　小児・精神科専門医

師の後任確保についての再質問にお答えします。

　専門医師の応募に対する問い合わせは、現在までの

ところございません。全国的にも100名程度と小児・

精神科専門医の数が少ないのも一つの要因だと思いま

す。

　また、これまで「こころの診療科」で診察・診療し

ていた患者さんに対しては、那覇市の「たかえすクリ

ニック」と「こころクリニック」を紹介しておりま

す。

　両クリニックとも待機患者が多いことから、重症の

患者さんについては早い時期に両クリニックへ紹介

し、比較的安定した患者さんについては、両クリニッ

クで診療できるようになるまでの間、南部医療セン

ター・こども医療センターの小児科医師が投薬などの

診療を行っている状況であります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時25分休憩

　　　午後６時26分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○教育長（金武正八郎君）　それでは、上原議員の再

質問で、乳幼児健診時点で発達障害等の適切な発見や

支援につながらなかった幼児のために就学前健診にお

いて早期発見が可能となると、就学時の健診について

お答えいたします。

　特別な支援を必要とする幼児につきましては、早期

発見・早期対応が重要であることから、市町村教育委

員会があらゆる機会を通して対応に努めているところ

であります。

　県教育委員会としましては、就学時地方研究協議会

等において就学時健診における早期発見・対応等が充

実するよう、今後も市町村教育委員会に周知を図って

まいります。

　次に、特別支援教育の対象児調査結果についてお答

えいたします。

　沖縄県における通常学級に在籍する特別な教育的支

援を必要とする児童生徒の実態調査結果が全国平均の

値からかけ離れた数値となっているという御指摘につ

いて。

　文部科学省の調査では、平成14年、全国の約３万

5000校の小中学校約1109万人の小中学生の中から370

校、約４万人を抽出した調査であるのに対し、沖縄県

は平成20年に公立の全小中学校437校、約15万人を対

象とした調査であります。調査方法や調査時期が異な

ることから単純に比較することは難しいと考えており

ます。

　県教育委員会では、今回の調査結果を踏まえ、小中

学校のすべての通常学級において特別な教育的支援を

必要とする児童生徒一人一人に対して、それぞれの教

育的ニーズに応じた適切な教育的支援を行い、特別支

援教育の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に、特別支援教育支援員の配置について、必要な

支援員の数、配置数、不足数は幾らかについてお答え

いたします。

　県教育委員会が平成21年５月末に実施した調査によ

りますと、支援員の配置については41市町村中、支援

員を配置しているところは32市町村であります。残り

の９村におきましては支援を必要とする児童生徒がい

ないため、支援員の配置はありません。県全体で支援

員を要望している学校数は268校で、その中で243校に

支援員が配置されております。

　なお、支援員の要望総数は725人で、実際に配置さ

れた人数は404人となっており、昨年度と比較します

と支援員数は66人の増となっております。

　県教育委員会としましては、支援員の配置について

適切に対応するよう、市町村教育委員会に指導助言を

してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　一般質問も含めて、私が大トリを務

めることになりました。

　なるべく皆さんの期待にこたえて時間いっぱい内や

りたいんですけれども、時間を配分しながら頑張って

みたいと思っております。

　さらにまた、知事がきょう、さとうきびの要請で上

京の予定であるそうです。ぜひ、沖縄の農家の皆さん

のために要請活動をしっかり成果が出るように頑張っ

ていただきたいと、このように思う次第です。

　そして、一般質問に入る前に所見を述べさせていた

だきます。

　もう国政では、解散前夜の予感であります。このま

ま行くと、あと一月、二月では間違いなく衆議院の総

選挙があるものと思います。

　那覇市においては、今、７月５日の投票日に向けて

那覇の市議選挙の真っ最中であります。県議会で同僚

であった翁長雄志市長が過半数を維持するためにしっ

かり頑張っておいでになります。私どもも、この過半

数確保に向けて最大限の努力をしていかないといかぬ

というふうに思っているところであります。

　さて、政府は、昨年暮れの米国初の経済危機を受け

て２次にわたる大型補正予算を組みました。2009年度

当初予算と補正合わせて約100兆円を超える過去最大

規模の予算の編成であります。100年に一度と言われ

る世界同時経済危機に対処し、日本経済の底割れを回

避するために財政出動を行いました。

　緊急経済対策を今行っている真っ最中でありますけ

れども、野党の皆様方の中からはばらまき政策である

という批判が出ておりますけれども、私は景気対策や

雇用確保、企業倒産等の抑止に目もくれず、政局に

走って景気回復の足を引っ張っているような感がして

なりません。その間、我が党は環境やＩＴ産業などの

成長分野を中心に、積極的な経済対策を今実施をして

いるところであります。

　ここに来てようやく景気回復の兆しが見え始めたと

ころであります。景気回復に全力で取り組んだ結果で

あると思います。

　現在の実体経済の動向はどうなっているかと私も

ちょっと調べてみましたら、景気で５カ月連続で上

昇、株が日米とも上昇傾向、鉱工業生産２カ月連続で

上昇、在庫も減少しております。自動車――先ほども
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出ましたけれども――ハイブリッド車が好調な売れ行

きのようであります。家電もエコポイント開始以降、

前年比で1.2倍、メーカーも増産体制に今入っており

ます。中小企業への政策融資についてでありますけれ

ども、75万社、14.9兆円、資金繰りも中小零細企業の

皆様方は好転の兆しが見えているようであります。

　高速道路の休日の割引につきましても、もう皆さん

御存じのように、ゴールデンウイーク本当に行楽客が

かなり出ましてこれも前年比で1.2倍の増でありまし

た。

　定額給付金につきましては、すべての市町村で支給

が始まっております。私もゴールデンウイーク前に那

覇市に行きましたら、お年寄りの皆さん方が並んでお

るんですよ。何をやっているんですかと聞いたら、給

付金をもらうのに皆さん並んでいるということで、こ

の給付金についても給付前は相当野党側から批判があ

りましたけれども、現実にやってみれば国民の皆さん

方から大変好評であるという結果になっております。

　そういうことも含めまして、今政府がとっている経

済対策が着実に結果をあらわしているということだろ

うと思います。

　ただ、沖縄県の経済でございますけれども、大体半

周おくれぐらいで経済が沖縄は本土と比べるとおくれ

てくるということが言われておりますけれども、きょ

うの新聞を見ましても失業率が上がっているようであ

ります。大変憂慮をいたしております。しかしなが

ら、秋口に上りますと、私は上昇傾向に転じるんでは

ないのかなという期待を今いたしているところであり

ます。

　それと、知事に一言提言がございます。これまでの

代表質問、一般質問を聞いた中で、一つだけぜひ知事

に提言をしたいと思っております。

　実は、外交官のメア総領事の件であります。県民感

情に配慮を欠いた面があるという知事からの答弁がご

ざいました。そして、ほかの複数の議員からの質問等

に対して、地元の声をしっかり伝えて、基地の問題解

決に寄与していただきたい等の発言もございました

し、メアさんと会うこともやぶさかでないような発言

がございました。

　ただ、メアさんは外交官であります。この方が――

これは栄転になるんでしょうね、きっと――国務省の

日本部長に就任をされるようであります。ただ、沖縄

の地元の県民感情を彼がわからないままに日本部長に

なってしまうと、やはりここは私は問題だと思ってお

ります。沖縄の基地問題を含めて解決していく上にお

いては、やはりここは彼が県民感情を知らない部分を

知事がある意味では理解ができるような形でお会いを

して、そこはしっかりと沖縄県民の気持ちを伝えるべ

きであろうと。そうすることによって、私は沖縄の基

地問題、もしかすると彼は日本部長からもっと上に昇

進をするかもしれません。そういう意味においては、

沖縄の現状をしっかりと認識していただいて、ここは

知事も一考も二考もしていただきたい。

　これを提言いたしまして、一般質問に入ります。

　１、財政健全化比率等の現状についてであります。

　茨、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

の施行に伴い、本県財政指標が公表されているが、健

全化判断比率を示す指標の内容はどうなっているのか

伺います。

　芋、実質赤字比率及び実質公債費比率は主要４基金

からの繰り入れと高率補助制度の継続によってバラン

スが保たれていると分析しておりますが、基金残高推

移とあわせて今後の見通しを伺います。

　鰯、これまで財政は一般会計を中心に決算状況を判

断してきたが、連結実質赤字比率の導入により特別会

計を合わせた全体として赤字を見ることになった。そ

こで病院事業の赤字や他事業会計の経営状況とあわせ

て指標にどうあらわれているのかお伺いをいたしま

す。

　允、負担比率は、近い将来、財政運営の足かせにな

る可能性があるなど、地方債残高、三セクの経営リス

ク、公社等による土地造成事業、県職員の退職手当な

ど、財政需要は旺盛で不安要素があればそれを示して

ください。

　２、教育行政について。

　これは教育行政の改革についてであります。

　茨、地方分権の推進を受けて、教育委員会の必置制

度の見直しによる選択制導入や教育委員会廃止論、現

状維持派を含めて多様な論議がある中、教育委員会は

隠ぺい体質のブラックホールであるとの厳しい指摘も

あります。わかりにくい制度に責任の所在もあいまい

の教育委員会は果たして本当に必要なのか、今日問わ

れております。見解を求めます。

　芋、都道府県から市町村教育委員会への権限と責任

の移譲（教員人事権、給与負担、学級編制権等）であ

りますが、権限と財源の一元化に向けた改革が必要と

多くの知事が述べておりますけれども、沖縄県知事の

見解を伺います。

　鰯、教育委員の人選に当たって、一部公募制を採用

し教育委員会の活性化を図る考えはないか、任命者の

知事に伺います。

　３、交通行政と観光振興について。
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　茨、不況や経営状況の悪化により旅客数の減少を受

け、航空各社は路線の撤退、減便が相次いでおりま

す。空港を抱えている地方自治体はさまざまな優遇策

を打ち出し、特にアジア向けの国際線は国管理空港に

おいても着陸料の補てん、駐機料の減免など支援をし

ております。その背景は、誘客と路線維持が目的であ

ります。本県の国際線とも競合いたしますが、その対

策を示してください。

　芋、国内主要地方空港と那覇空港を結ぶ航空路線に

つきましては、2003年から８路線以上が廃止、さらに

は減便もふえております。観光客1000万人達成に影響

は必至と考えますが、その対策を伺います。

　次に、環境政策と新エネルギーの創出について。

　茨、国が選定した「環境モデル都市」に宮古島市が

選定され、アクションプランにはＣＯ２削減に高い目

標が設定されております。県においても、低炭素社会

先進県をアピールして積極的に削減目標を示してはど

うか。

　芋、離島域内で自給できる再生可能エネルギーの開

発は国が特化して進めている低炭素社会実現政策に

マッチして、大規模な事業導入が先導的に進む可能性

がある。離島マイクログリッド事業もその一つと考え

ますが、事業内容と事業化に向けた取り組みを伺いま

す。

　鰯、ＣＯ２削減に向けた県独自の事業化構想があれ

ば示してください。

　最後に、沖縄県ふるさと産業振興条例（仮称）の創

設についてであります。

　本県の各種産業を支え、雇用及び所得を確保し地域

産業の活力を高め、持続的な発展を遂げるためには、

県民がふるさとを愛しはぐくむ意識、ふるさとの産業

の重要性について理解を深め、生産物及び製品の消費

及び利用、事業者が提供するサービスを自発的に利用

する取り組みが重要です。同様に安心で安全な県民生

活を確保し、食料自給率の向上やＣＯ２の排出削減に

寄与する社会、産業システムを創出することが重要で

す。よって、地場産業をはぐくみ、地産地消を推進す

る支援体制の確立が必要と考えます。条例の制定を望

むものであります。当局の見解を伺いたいと存じま

す。

　答弁によっては、再質問をさせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　翁長政俊議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず教育行政の中で、市町村教育委員会への教員人

事権等の移譲についてという御趣旨の御質問に答弁さ

せていただきます。

　都道府県から市町村教育委員会への人事権などの権

限移譲につきましては、各市町村の独自性や課題に応

じた教育行政が可能になるとして地方分権改革推進委

員会などで検討が進められております。

　しかしながら、沖縄県におきましては、僻地及び離

島の学校が全体の約40％を占めるという地理的特殊性

があり、教育の機会均等や人材の確保に配慮する必要

があることから、市町村の意見を十分に聞き、慎重に

検討すべきであると考えているところでございます。

　次に、交通行政と観光振興に係る御質問の中で、国

際路線維持に対する支援策についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　国際線の着陸料及び航行援助施設利用料の軽減につ

きましては、先日、国や与党国会議員に対し要請をし

たところでございます。

　国際線着陸料等の軽減措置は、航空運賃の低減につ

ながり、外国人観光客の増加が期待されることから、

既存路線の維持・拡充及び新規路線の開設に極めて効

果が高いものと考えております。

　県としましては、軽減措置の早期実施に向けて引き

続き取り組みますとともに、県独自の支援策について

も他県の動向を参考にしながら検討してまいりたいと

考えております。

　次に、環境政策と新エネルギー創出に係る御質問に

お答えいたします。

　この関連では、４の茨と４の鰯が関連しております

ので、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　沖縄県では、新たに「沖縄県地球温暖化対策実行計

画（仮称）」を平成22年度に策定することにいたして

おります。６月中旬に環境省から出されましたマニュ

アルに沿って、削減目標を検討することといたしてお

ります。

　新たな計画では、沖縄県の地域特性に配慮しつつ、

総合的な地球温暖化対策を積極的かつ強力に展開をし

ていきたいと考えているところでございます。

　恐縮ですが、なお、答弁を一つさせていただきます

が、先ほど租田議員の御質問の中で、沖縄科学技術大

学院大学学園法案が近日中に参議院沖北委での審議、

採決が予定されている旨の答弁をいたしましたが、本

日の午後同委員会におきまして全会一致で採決された

とのことでございます。

　自由民主党、そして公明党、民主党、社民党、共産

党など全会一致で賛成していただいたそうでございま

す。
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　御支援に心から感謝いたします。ありがとうござい

ました。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　財政健全化比率等の状況

の質問で、本県の健全化判断比率についてお答えしま

す。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基

づき、財政の健全性を判断するため公表が義務づけら

れている健全化判断比率は、実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標

となっております。

　平成19年度決算における各指標の状況は、実質赤字

比率については、一般会計及び企業会計に属さない特

別会計を含めたいわゆる普通会計の赤字の割合を示す

もので、赤字が生じていないため該当がありません。

企業会計を含む全会計を対象とした連結実質赤字比率

についても、赤字等が生じていないため該当がありま

せん。また、実質公債費比率は早期健全化基準25％に

対して11.4％、将来負担比率は同基準の400％に対し

て132.2％といずれも早期健全化基準を下回っており

ます。

　これらの結果につきましては、監査委員からも各指

標とも良好であるとの意見があったところでありま

す。

　次に、実質赤字比率等の今後の見通しについてお答

えいたします。

　実質赤字比率につきましては、引き続き赤字が生じ

ないよう適正な収支バランスの確保を図っていく必要

があると考えております。

　また、実質公債費比率は、現在良好な水準にありま

すが、これは本県に対する国庫補助金が高率補助であ

ることや、行革プランに基づく県債の発行抑制等によ

り、県債の発行額が抑えられていることによるものと

考えております。

　しかしながら、今後の高率補助の動向など財政環境

の変化が当該比率へ影響を及ぼすこともあり、懸念さ

れるところであります。

　さらに、財政調整基金などの主要４基金の残高は、

平成16年度の519億円をピークに減少しており、平成

21年度末残高見込みは約330億円となっており厳しい

状況にあります。

　県としましては、新たな行財政改革プランを策定

し、安定的な財政基盤の確立に向けてさらなる行財政

改革を推進してまいります。

　次に、企業会計等の連結実質赤字比率への反映につ

いてお答えいたします。

　本県の一般会計及び公営事業会計などの全会計の連

結による実質赤字及び資金不足の合計に基づき算出す

る連結実質赤字比率は、良好な状態にありますが、会

計別では病院事業会計において資金不足が生じている

ことが指摘されております。

　次に、将来負担比率についてお答えいたします。

　将来負担比率は、病院事業等の公営事業会計、第三

セクター及び公社等に係る分を含めて、一般会計等が

将来負担すべき借入金や債務負担行為等を実質的負債

として算出し、将来の財政を圧迫する可能性の度合い

を示す指標であります。

　将来負担比率の推移につきましては、今後の県債発

行の動向、病院等の公営企業や第三セクターの経営状

況、埋立事業などの特別会計の収支の状況等に左右さ

れることから、今後とも、県財政の運営に影響を及ぼ

すことがないよう、将来負担の推移に留意しつつ、各

事業の健全化に努めてまいりたいと考えております。

　続きまして、教育行政の質問の中で、教育委員会委

員の人選に係る公募制の採用についてお答えします。

　教育委員会がその機能を発揮するためには、教育委

員に適材を得ることが重要であり、教育行政に深い関

心と熱意を有する者の中から公平性などに留意しつつ

幅広く登用する必要があります。そのため、教育委員

会委員の人選に当たっては、「沖縄県行政委員会委員

人選要綱」を定め、委員の構成が特定分野に偏らない

ようにすることや幅広い年齢層から選出することに留

意しつつ人選し、県議会の承認を得た後、任用してい

るところであります。

　教育委員会委員への一部公募制の導入については、

他の都道府県の動向や教育委員会の意向等を踏まえ、

必要に応じ検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、教育行政につ

いての御質問で、教育委員会の必要性についてお答え

いたします。

　教育委員会は、教育の政治的中立性や継続性・安定

性を確保するとともに、多様な民意を反映するため

に、首長から独立して設置されている合議制の執行機

関であり、地方における教育の担い手として重要な役

割を果たしております。

　一方、国の教育再生会議等において、従来の教育委

員会のあり方に対するさまざまな指摘等がなされ、教

育委員会制度においては、平成19年度の地方教育行政
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の組織及び運営に関する法律の改正により、教育委員

会の責任体制の明確化、教育委員会体制の充実、教育

行政における地方分権の推進等、所要の改正が行われ

たところであります。

　沖縄県教育委員会におきましても、制度改正の趣旨

を十分に踏まえ、今後ともより高い使命感を持って責

任を果たすよう努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　交通行政と観光振興につ

いての御質問の中で、国内路線の廃止等の対策につい

てお答えいたします。

　国内路線については、平成９年７月に沖縄振興策の

一環として那覇―本土路線に係る航空燃料税や空港使

用料が軽減されたことなどから、これまで入域観光客

数は順調に増加してきました。しかし、航空自由化や

昨今の原油高騰、世界同時不況などにより、路線の廃

止・減便がふえている状況にあります。

　県においては、物産・観光展、修学旅行説明会、マ

スコミ関係者の沖縄招聘などを初め、あらゆる機会を

通してさらなる需要喚起に取り組んでいるところであ

ります。

　今後とも関係機関と連携し、国内航空ネットワーク

の拡充に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　環境政策と新エネル

ギー創出について、離島マイクログリッド事業の取り

組みについての御質問にお答えします。

　太陽光発電や風力発電などの新エネルギーと既存の

電力系統を連携する分散型エネルギーシステムとして

のマイクログリッドは、電力需要が小規模な離島地域

等において事業化が期待されています。

　同事業については、現在、経済産業省の実証事業と

して全国公募が行われており、県内では、宮古島市、

与那国町、北大東村、多良間村が事業実施に向けて取

り組んでおります。

　県としては、経済産業省と意見交換会を行うなど国

や地元自治体等との連携を深め、離島マイクログリッ

ド事業の促進に積極的に努めております。

　次に、沖縄県ふるさと産業振興条例（仮称）の設置

についてという御質問にお答えします。

　沖縄県においては、昭和59年に「県内企業への優先

発注及び県産品の優先使用基本方針」を策定し、官民

一体となって、県産品の奨励月間や産業まつりの開催

など、県産品の優先使用を促進する諸事業を展開して

おります。

　また、平成20年３月に「沖縄県中小企業の振興に関

する条例」を制定し、地場産業を担う県内企業の育成

強化に努めているほか、沖縄県地産地消推進県民会議

を設置して県農水産物の消費拡大を図っているところ

であります。

　このような取り組みを通じて、県民の県産品に対す

る誇りや愛着も広がりつつあると考えております。

　議員からの御提案のふるさと産業振興条例の制定に

ついては、貴重な御提言として研究させていただきた

いと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　再質問させていただきます。

　財政問題ですけれども、よく国の財政の見方の新し

い手法として、プライマリーバランスという見方があ

るんですよ。これで見ると、県のいわゆる財政のあり

方がどうなっているのか、ここをちょっと聞かせてく

ださい。

　それともう一つ、先ほどからありましたように、交

付税と国庫支出金に大きく本県財政は依存をしており

まして、これは２年後に来る特別措置法、いわゆる高

率補助の期限切れが来たときに、私は大変な事態に陥

るんじゃないのかなと実は心配をしているんですよ。

ここの部分がいわゆる特別措置法とのかかわりで、何

が何でも私は特別措置法の延長をしない限り、沖縄県

の財政は一気に悪化していくのではないかというおそ

れを持っておりますので、ここの部分のシミュレー

ションがあれば聞かせてください。

　それと教育委員会でありますけれども、構えて私は

この質問をさせていただきましたけれども、教育委員

長がいないのが残念であります。

　教育委員会の必置制度、いろいろ言われております

けれども、いわゆる教育委員会は選択制度にしたらど

うだというこの考え方も、全国知事会や市長会でもよ

く言われておりますし、中教審等含めていわゆる国

の、政府の総合規制改革会議、これ等でも答申が出て

いるんですよ。県は、ある意味ではいわゆる現状維持

派ですよ。現状維持派を前に進めていくという、私は

教育改革の方向性というものがしっかり出てきてもい

いのではないかという実は認識を持っておりますの

で、お聞かせください。

　そして最後に国際線でございますけれども、知事、
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これは他府県ではもう既に国管理の空港であっても、

もう優遇措置が始まっているんですよ。沖縄県は、特

別措置法との問題があって、今国に対して国内線並み

の６分の１の補助にしてくれという要望をしているん

ですけれども、これがうまくいくかどうかはわかりま

せん。ただ、県が独自の事業としてやっていくという

ことが、私は路線を拡大したり、知事が提唱している

1000万人の観光につながっていくと思っておりますの

で、ぜひ踏み込んで答弁ができるのであればお願いを

いたしたいと思います。

　本当に最後です。

　ふるさと産業振興条例ですけれども、私は県がいわ

ゆる県内の優先発注や優先使用については基本方針を

持ってやっていることも知っています。これだけじゃ

だめなんですよ。やはり県民にきちっと広く周知をさ

せて、そして企業も含めて県民全体が条例として県内

の企業や県産品、農産物、サービスについてもそうで

すよ。地場のものを地場で使っていって地場で回して

いくというシステムをつくることが大事だと思ってお

りますので、ぜひここは検討していただきたい。

　議員提案でもやってみたいと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時５分休憩

　　　午後７時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　今の翁長政俊議員の再質問

の中で、この国際線について県自身が少し頑張って対

応したらどうかというお話は重く受けとめて、しっか

りとやれるような形で検討したいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　プライマリーバランスの

件でございますけれども、国における基礎的財政収

支、いわゆるプライマリーバランスでございますけれ

ども、行政サービスに使う政策的支出を新たな借金に

頼らず、その年度の税収等で賄われているかどうかを

あらわす指標でございます。これは国の指標でござい

まして、そのまま地方公共団体が当てはまるかといい

ますと、少し事情が、要素が変わってまいります。こ

れによって試算しますと、本県の21年度当初予算ベー

スでは、臨時財政対策債のかなり地方債が発行した関

係で見込みは赤字ということになります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　高率補助の見直し等につ

いての再質問についてお答えいたします。

　本県の財政は、交付税、国庫支出金等に大きく依存

していることはそのとおりでございます。

　現在、沖振法、それから復帰特措法など総点検を実

施をしているわけですけれども、また一方では分権と

か道州制もいろんなこの動きもございます。さまざま

な動きを踏まえながら、この総点検の中で具体的なシ

ミュレーションを含めて検討をしていきたいというふ

うに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　議員から御提案のふ

るさと産業振興条例の制定については、他府県の動向

ともあわせて調査研究させていただきたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは、翁長議員の再

質問にお答えいたします。

　教育委員会の意義は、教育の政治的中立性や継続

性、安定性を確保するとともに、多様な民意を反映す

ることであります。

　19年度に地方教育行政の組織及び運営に関する法律

等の所要の改正が行われたところでもあり、沖縄県教

育委員会におきましても、制度改正の趣旨を十分に踏

まえ、本県の幼児・児童生徒の一人一人の健やかな成

長を目指し、今後ともより高い使命感を持って責任を

果たすよう努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております甲第１号議案から甲

第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第11号議案ま

でについては、お手元に配付してあります議案付託表

のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしま

す。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。



－ 376 －

　　　午後７時13分休憩

　　　午後７時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第３　陳情第114号、第121号、第125号、第136

号及び第141号の付託の件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情５件のうち、陳情第114号、第121号

及び第125号の３件については、米軍基地関係特別委

員会に、陳情第136号及び第141号の２件については、

観光振興・新石垣空港建設促進特別委員会にそれぞれ

付託の上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明７月２日から８

日までの７日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明７月２日から８日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、７月９日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時16分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

當 山 眞 市

仲 宗 根　 　 　 悟

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成21年７月９日

　　　　　　　    平成21年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ４ 回

（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成21年７月９日（木曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案及び乙第６号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第４号議案（経済労働委員長報告）

第３　乙第２号議案及び乙第３号議案（文教厚生委員長報告）

第４　乙第５号議案（土木委員長報告）

第５　乙第８号議案から乙第11号議案まで（総務企画委員長報告）

第６　乙第７号議案（土木委員長報告）

第７　甲第１号議案（総務企画委員長報告）

第８　甲第３号議案（文教厚生委員長報告）

第９　甲第２号議案及び甲第４号議案（土木委員長報告）

第10　陳情第27号から第29号まで及び第85号から第87号まで（総務企画委員長報告）

第11　陳情平成20年第135号、同第143号、同第186号、同第194号、陳情第70号、第74号の２、第92号、第115号、

第122号の２、第126号及び第127号（経済労働委員長報告）

第12　請願第２号、陳情平成20年第35号、同第40号、同第100号、同第117号、同第124号、同第141号、同第184号、

陳情第２号、第12号、第16号、第22号、第23号、第26号、第34号、第40号、第44号、第62号、第71号、第

73号、第74号の３、第81号、第83号、第89号、第91号、第97号及び第98号（文教厚生委員長報告）

第13　陳情平成20年第132号、陳情第４号、第14号、第47号、第77号、第78号、第93号、第96号、第101号、第102

号及び第121号（米軍基地関係特別委員長報告）

第14　議員派遣の件（平成21年度沖縄県議会議員北米派遣）

第15　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案及び乙第６号議案

　　　　　　乙第１号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

　　　　　　乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第４号議案

　　　　　　乙第４号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第２号議案及び乙第３号議案

　　　　　　乙第２号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

　　　　　　乙第３号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

日程第４　乙第５号議案

　　　　　　乙第５号議案　沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例

日程第５　乙第８号議案から乙第11号議案まで

　　　　　　乙第８号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

　　　　　　乙第９号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

　　　　　　乙第10号議案　専決処分の承認について

　　　　　　乙第11号議案　専決処分の承認について

　　　　　　平成21年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 8 号）　　　　　　第 ４ 回

　

平成21 年７月９日（木曜日）午前 10時１分開議
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日程第６　乙第７号議案

　　　　　　乙第７号議案　沖縄県土地開発公社定款の一部変更について

日程第７　甲第１号議案

　　　　　　甲第１号議案　平成21年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

日程第８　甲第３号議案

　　　　　　甲第３号議案　平成21年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

日程第９　甲第２号議案及び甲第４号議案

　　　　　　甲第２号議案　平成21年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　甲第４号議案　平成21年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

日程第10　陳情第27号から第29号まで及び第85号から第87号まで

　　　　　　陳情第27号　旧軍飛行場用地問題解決のための事業の早期実現を求める陳情

　　　　　　陳情第28号　旧日本軍飛行場用地問題の解決に向けた事業の早期実現を求める陳情

　　　　　　陳情第29号　病院事業局における臨床心理士の採用に関する陳情

　　　　　　陳情第85号　沖縄本島と南北両大東島間の海底光ケーブルの敷設に関する陳情

　　　　　　陳情第86号　沖縄本島と南北両大東島間への海底光ケーブルの設置に関する陳情

　　　　　　陳情第87号　沖縄本島と南北両大東島間への海底光ケーブルの設置に関する陳情

日程第11　陳情平成20年第135号、同第143号、同第186号、同第194号、陳情第70号、第74号の２、第92号、第

115号、第122号の２、第126号及び第127号

　　　　　　陳情平成20年第135号　宮古土地改良区における適正な管理、運営に関する陳情

　　　　　　陳情平成20年第143号　宮古土地改良区の運営改善に関する陳情

　　　　　　陳情平成20年第186号　沖縄県立職業能力開発校の非常勤講師の雇用安定と均等待遇に基づく処遇

改善を求める陳情

　　　　　　陳情平成20年第194号　公契約に関する基本法の制定を求める意見書の可決を求める陳情

　　　　　　陳情第70号　沖縄県虚偽報告「美ら海協力金の違法性調査」に関する陳情

　　　　　　陳情第74号の２　平成21年度「離島・過疎地域振興に関する要望事項」に関する陳情

　　　　　　陳情第92号　モズクの販売促進の予算措置に関する陳情

　　　　　　陳情第115号　さとうきび農業基本政策確立に関する陳情

　　　　　　陳情第122号の２　県がワーキングプアをなくす先頭に立ち、非正規等の待遇改善を求める陳情

　　　　　　陳情第126号　大規模集客施設に係る積極的な広域調整機能（規模縮小）の実施及び有効な立地規

制ゾーニングの確立並びに中心市街地活性化策の一層の支援に関する陳情

　　　　　　陳情第127号　徴収済み「美ら海協力金」の保全に関する陳情

日程第12　請願第２号、陳情平成20年第35号、同第40号、同第100号、同第117号、同第124号、同第141号、同第

184号、陳情第２号、第12号、第16号、第22号、第23号、第26号、第34号、第40号、第44号、第62号、

第71号、第73号、第74号の３、第81号、第83号、第89号、第91号、第97号及び第98号

　　　　　　請願第２号　発達障害及び発達障害が疑われる「気になる」子供の早期発見・早期支援体制の整備

に関する請願

　　　　　　陳情平成20年第35号　石垣市における小学校低学年の30人以下学級の実現を求める陳情

　　　　　　陳情平成20年第40号　「30人以下学級」の早期実現を求める陳情

　　　　　　陳情平成20年第100号　沖縄市登川・池原地区への産業廃棄物処理施設の集中抑止に関する陳情

　　　　　　陳情平成20年第117号　株式会社環境ソリューションの産業廃棄物処理焼却施設建設に反対する陳

情

　　　　　　陳情平成20年第124号　「30人以下学級完全実現」を求める陳情

　　　　　　陳情平成20年第141号　アメラジアンの公的支援に関する陳情

　　　　　　陳情平成20年第184号　県立南部医療センター精神身体合併症病棟の拡充に関する陳情

　　　　　　陳情第２号　学童保育に関する陳情

　　　　　　陳情第12号　産業廃棄物処理施設新炉建設阻止に関する陳情
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　　　　　　陳情第16号　地域子育て支援センター事業費の従来どおりの県負担を求める陳情

　　　　　　陳情第22号　沖縄県精神科医療の施策に関する陳情

　　　　　　陳情第23号　障害者福祉の増進に関する陳情

　　　　　　陳情第26号　沖縄県精神科通院患者リハビリテーション事業に関する陳情

　　　　　　陳情第34号　株式会社沖広産業の管理型産業廃棄物最終処分場建設計画の撤回に関する陳情

　　　　　　陳情第40号　県立南部医療センター精神身体合併症病棟の早期再開に関する陳情

　　　　　　陳情第44号　沖縄県の障害者スポーツ振興に関する陳情

　　　　　　陳情第62号　地域子育て支援センター事業費の従来どおりの県負担を求める陳情

　　　　　　陳情第71号　株式会社環境ソリューションによる産業廃棄物処理施設建設の反対に関する陳情

　　　　　　陳情第73号　県立中部病院の医療機能の継続等に関する陳情

　　　　　　陳情第74号の３　平成21年度「離島・過疎地域振興に関する要望事項」に関する陳情

　　　　　　陳情第81号　「30人以下学級」の早期実現を求める陳情

　　　　　　陳情第83号　「国立沖縄青少年交流の家」存続に関する陳情

　　　　　　陳情第89号　ハンセン病療養所に関する陳情

　　　　　　陳情第91号　台湾東部と八重山諸島の「観光経済圏」形成推進に向けた課題に関する陳情

　　　　　　陳情第97号　命と平和の語り部宮森「630館」設置に関する陳情

　　　　　　陳情第98号　「30人以下学級完全実現」のための陳情

日程第13　陳情平成20年第132号、陳情第４号、第14号、第47号、第77号、第78号、第93号、第96号、第101号、

第102号及び第121号

　　　　　　陳情平成20年第132号　辺野古新基地建設における大浦湾作業ヤード計画の撤回を防衛省に求める

　　　　　　　　　　　　　　　　 陳情

　　　　　　陳情第４号　米軍所属セスナ機（Ｃ172）墜落事故に関する陳情

　　　　　　陳情第14号　米軍所属セスナ機（Ｃ172）墜落事故に関する陳情

　　　　　　陳情第47号　嘉手納基地の爆音被害に関する陳情

　　　　　　陳情第77号　米空軍Ｆ22Ａラプター・航空自衛隊Ｆ15イーグル戦闘機による日米共同訓練等に対す

る陳情

　　　　　　陳情第78号　不発弾処理中の爆発事故に関する陳情

　　　　　　陳情第93号　キャンプ・ハンセン内における山火事に対する陳情

　　　　　　陳情第96号　実弾射撃訓練による山火事に関する陳情

　　　　　　陳情第101号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に関する陳情

　　　　　　陳情第102号　米国原子力潜水艦のホワイトビーチ寄港に反対する陳情

　　　　　　陳情第121号　米軍演習による流弾事件に関する陳情

日程第14　議員派遣の件（平成21年度沖縄県議会議員北米派遣）

日程第15　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　上　里　直　司　君

11　番　　奥　平　一　夫　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案及び

乙第６号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　皆さん、おはよう

ございます。

　それでは、ただいま議題となりました乙第１号議案

及び乙第６号議案の条例議案２件について、委員会に

おける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長、県警察本部警務

部長及び交通部長の出席を求め慎重に審査を行ってま

いりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、「長期優良住宅の普及の

促進に関する法律」の公布に伴い、長期優良住宅建築

等計画の認定に対する審査に対する手数料の額を定め

るなど条例の所要の改正を行うものである。

　主な改正内容は、第１点目に、長期優良住宅建築等

計画及び計画変更等の認定に係る審査事務について、

手数料の徴収根拠を定める。第２点目として、長期優

良住宅建築等計画における認定計画実施者の地位の承

継承認に係る審査事務について、手数料の徴収根拠を

定めるとの説明がありました。

　本案に関し、長期優良住宅とは何かとの質疑があり

ました。

　これに対し、長期優良住宅とは、「長期優良住宅の

普及の促進に関する法律」で認定基準が定められてお

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

事　務　局　長　　遊　佐　信　雄　君

次　　　　　長　　龍　野　博　基　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

参 事 兼 政 務
　　　　　　　　　新　城　　　博　君調　査　課　長

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　間　　　司　君

41　番　　池　間　　　淳　君
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り、数世代にわたり住宅として使用できる耐久性や耐

震性、バリアフリー性、省エネルギー性、維持管理・

更新の容易性等の性能を有し、さらに町並みなど居住

環境への配慮がなされた質の高い住宅として認定され

た住宅のことであるとの答弁がありました。

　次に、沖縄県内での認定申請の状況はどうかとの質

疑がありました。

　これに対し、沖縄県内での認定申請はまだないが、

今後、法の趣旨の普及啓発に努めていきたいとの答弁

がありました。

　次に、乙第６号議案「沖縄県警察の組織に関する条

例の一部を改正する条例」は、警察法施行令の一部が

改正され、内部組織の基準として、警務部に係る所掌

事務に「被疑者の取調べの適正を確保するための監督

の措置に関すること」が定められたことに伴い、条例

で規定されている県警察本部の警務部に係る所掌事務

に当該事務を定めるため条例の一部を改正するもので

あるとの説明がありました。

　本案に関し、被疑者の取り調べの適正を確保するた

めの監督の措置とは具体的にどういうことかとの質疑

がありました。

　これに対し、被疑者の取り調べの適正を確保するた

めの監督の措置とは、取調員が被疑者を取り調べる際

に大声を出すとかの有形・無形の力を行使するような

不適正な取り調べが行われないように、捜査担当と別

の第三者的な立場の警務部職員等がチェックを行い、

監督することであるとの答弁がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第１号議案及び乙第６号議案の２件は、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて御報告を終わ

らせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第１号議案及び乙第６号議案の２件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案及び乙第６号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第４号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第４号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、観光商工部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第４号議案「沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例」は、地方自

治法第244条の２の規定に基づき、指定管理者に沖縄

ＩＴ津梁パーク施設の管理を行わせるため条例の一部

を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、指定管理の対象施設はどこかとの質疑

がありました。

　これに対し、指定管理の対象は、現在のところ、今

年度完成した中核機能支援施設Ａ棟と来年度完成予定

のＢ棟を想定している。今後は、民間施設も含めて適

宜、範囲を広げていく考えであるとの答弁がありまし

た。

　次に、指定管理者制度への移行と公募の時期はいつ

かとの質疑がありました。

　これに対し、平成22年４月から指定管理者制度に移

行する予定であり、これから逆算すると遅くともこと

しの秋ごろから公募を開始する考えであるとの答弁が

ありました。

　次に、現時点で中核機能支援施設への入居が決定し

ている企業は何社かとの質疑がありました。

　これに対し、入居が決定しているのは、株式会社レ

キサス、株式会社沖縄ソフトウェアセンター、沖縄ク

ロス・ヘッド株式会社及びＮＰＯ法人フロム沖縄推進

機構の４社であるとの答弁がありました。

　そのほか、施設の休館日等への柔軟な対策、企業誘
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致に向けた県の取り組み内容、期待できる雇用効果な

どについて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決に先立ち、共産党所属委員から、当該施設は本来県

が直接管理すべきもので指定管理にすべきではないこ

とから、反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第４号議案は、賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして御報告を

終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時10分休憩

　　　午前10時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第４号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第４号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第２号議案及び

乙第３号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第２号議案及び乙第３

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果の御報告を申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第２号議案「沖縄県介護支援専門員資格登

録申請等手数料条例の一部を改正する条例」は、平成

21年４月１日より介護保険法施行規則の一部が改正さ

れ、介護サービス情報の公表制度における施設の調査

において、調査員の必要人数が２名以上から１名以上

に変更されたことに伴い手数料の見直しを図るもので

ある。

　主な改正内容は、介護サービス情報調査手数料及び

公表手数料の額を定めること及び法律の改正に伴い引

用する条項が繰り下げられたため条例の規定を整理す

ることであるとの説明がありました。

　本案に関し、介護サービス情報の公表制度が制定さ

れた目的は何か、調査員を２名以上から１名以上に変

更する理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、本制度の制定目的は、利用者が介護

サービス事業所を選択する際の情報を利用者に提供す

ることである。１名以上とした理由は、平成18年に制

度がスタートしてから３年が経過し、調査結果に対す

る調査員間のばらつきがなくなるとともに、客観性や

公平性が確保されてきたこと、一人でも対応ができる

よう調査方法が簡素化されたことであるとの答弁があ

りました。

　次に、手数料の改正状況はどうか、全国平均との比

較はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、１回当たりの手数料は、本県５万2000

円から１万3000円引き下げて３万9000円に改正した。

全国平均は、４万4359円から１万85円引き下げて３万

4274円に改正されており、引き下げ幅は本県が全国平

均より大きいとの答弁がありました。

　そのほか、県内の介護事業者数の状況、介護事業者

への負担の状況、調査の内容と公表の状況、介護手数

料減免制度の有無などについて質疑がありました。

　次に、乙第３号議案「食品衛生法施行条例の一部を

改正する条例」は、食品衛生法に基づく「食品等事業

者が実施すべき管理運営に関する指針（ガイドライ

ン）」の改定等を踏まえ、食品等事業者が食品衛生法

に基づき、条例で定める営業施設の内外の清潔保持、

その他公衆衛生上講ずべき措置に関し必要な基準を改

めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の改正の具体的な内容は何かとの

質疑がありました。

　これに対し、具体的な改正内容としては、食品事業

者は衛生管理の充実・徹底を図る観点から作業手順書



－ 385 －

の作成及び検証を、危害の発生防止の観点から販売食

品等に係る記録の作成及び保存を、健康被害の発生及

び拡大防止の観点から保健所等への報告をそれぞれ新

たに規定したことであるとの答弁がありました。

　次に、保健所への報告は義務となるのか、報告を

怠った場合などは罰則も適用されるのかとの質疑があ

りました。

　これに対して、これまで消費者から健康被害の連絡

があった場合の保健所への報告は事業者の判断に任せ

てきたが、今回の改正で義務となった。保健所に報告

をしないなど管理運営基準に違反した場合は、食品衛

生法の規定に基づき、営業許可の取り消し、または営

業の全部もしくは一部禁止、一定期間の営業停止など

の罰則を科することになるとの答弁がありました。

　そのほか、輸入食品への対応状況、食中毒の発生状

況、食品に関する営業許可件数などについて質疑があ

りました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、乙

第２号議案及び乙第３号議案の２件は、採決の結果、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第２号議案及び乙第３号議案の２件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第２号議案及び乙第３号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第５号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木委員長　當山眞市君登壇〕

○土木委員長（當山眞市君）　おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第５号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第５号議案「沖縄県自動車駐車場管理条例の一部

を改正する条例」は、指定管理者が管理を行っている

県民広場地下駐車場について、利用料金制度に改める

とともに、新たに自動二輪車等の駐輪を可能とする

等、必要な改正を行うため条例を改正するものであ

る。

　改正の主な内容は、第１点目に、指定管理者の収入

とすることのできる利用料金制への移行を図る。第２

点目として、自動二輪車等の駐車を可能にするため料

金区分を加える。第３点目として、近隣の駐車料金を

勘案し、普通自動車の定期駐車の駐車料金を見直すと

の説明がありました。

　本案に関し、県民広場地下駐車場の利用状況と収支

状況はどうか、周辺の民間業者を圧迫していないか、

二輪車の駐車スペースの設置による収入増は幾らを見

込んでいるかとの質疑がありました。

　これに対し、約200台分の駐車スペースに１日当た

り500台の利用があり、１カ月では平均１万4000台か

ら１万5000台の利用がある。

　収支状況は、平成20年度の決算ベースでは、約１億

円の駐車料収入に対し、指定管理料の約4000万円と起

債償還額の１億1000万円の支出があるため、一般会計

から5000万円を繰り入れている状況である。

　周辺の民間駐車場と競合しないように料金設定を

行っていることから、これまでのところ民間業者を圧

迫するという問題は発生していない。

　二輪車の駐車スペースの設置などによる収入増は、

平成22年度で二輪車分が108万円、普通自動車分が120

万円、合計228万円を見込んでいるとの答弁がありま

した。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第５号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして御報告を

終わります。
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○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第５号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第５号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　乙第８号議案から

乙第11号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第８号議案から乙第11号議案までの同意議

案及び承認議案４件について、委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第８号議案「沖縄県公安委員会委員の任命

について」は、公安委員会委員３人のうち１人が平成

21年７月31日で任期満了することに伴い、その後任を

任命するため、警察法第39条第１項の規定により議会

の同意を求めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第９号議案「沖縄県収用委員会委員の任命

について」は、収用委員会委員９人のうち２人が平成

21年７月31日で任期満了することに伴い、その後任を

任命するため、土地収用法第52条第３項の規定により

議会の同意を求めるものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第10号議案「専決処分の承認について」

は、地方税法等の一部が３月31日に改正され、平成21

年４月１日から施行されたことに伴い、沖縄県税条例

等の一部を改正し、同月１日から施行する必要があっ

たが、議会を招集する時間的余裕がなかったため専決

処分を行ったので、地方自治法第179条第３項の規定

に基づき議会の承認を求めるものである。

　主な改正内容は、第１点目に、不動産取得税につい

ては、住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置の適

用期限を３年延長する。第２点目として、自動車取得

税及び軽油引取税については目的税から普通税とす

る。第３点目として、自動車取得税の環境性能にすぐ

れた自動車に係る軽減措置について、新車に対する軽

減措置を拡充するとともに、中古車に対する軽減措置

の延長等を行う。第４点目として、個人県民税の配当

割及び株式等譲渡所得割について、３％軽減税率の特

例措置を１年延長するとの説明がありました。

　本案に関し、特例措置を延長する理由は何かとの質

疑がありました。

　これに対し、特例措置の延長理由は、最近の世界的

な経済金融環境の悪化等の社会経済情勢にかんがみ、

特例措置を平成23年まで延長するものであるとの答弁

がありました。

　次に、乙第11号議案「専決処分の承認について」

は、過疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課

税免除または不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令の一部が改正され、平成21年４月１日

から施行されたことに伴い、県税の課税免除等の特例

に関する条例の一部を改正し、同日から施行する必要

があったが、議会を招集する時間的余裕がなかったた

め専決処分を行ったので、地方自治法第179条第３項

の規定に基づき議会の承認を求めるものである。

　主な改正内容は、過疎地域における事業税、不動産

取得税及び固定資産税に係る課税免除の期限を平成22

年３月31日までの１年延長するとの説明がありまし

た。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決に先立ち、共産党所属委員から、乙第10号議案につ

いては、反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第８号議案及び乙第９号議案は、全

会一致をもって同意すべきものと決定し、乙第10号議

案は、多数をもって承認すべきものと決定し、乙第11

号議案は、全会一致をもって承認すべきものと決定い

たしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて御報告を終わ

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。
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　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第10号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、ただいま議題となりました乙第10号議案県税条例

の「専決処分の承認について」、県税条例の主な改定

のうちの個人県民税の配当割及び株式等譲渡所得割に

対する軽減税率の経過措置について、さらに延期する

ものに反対討論を行います。

　今回の地方税法等改定は、上場株式等の配当、譲渡

益（本則20％、所得税15％、住民税５％）を一律10％

軽減税率（所得税７％、住民税３％）を復活させ３年

間延長するなど、上場株式等を大量に所有する大資産

家優遇を拡大するものです。この措置は、政府税調で

も金持ち優遇税制と批判され、廃止すべきものとされ

ていたものであり、政府の方針さえもほごにするもの

であります。

　今回の税制改定にかかわるものとして、国会で所得

税法等改正及び財源確保法案等が強行可決されまし

た。この国税２法案は極めて重大な内容を含んでおり

ます。

　第１は、法案の附則で、消費税を2011年度までに成

立させる方針を明記し、政府は早ければ来年の通常国

会での可決を想定していることであります。弱い立場

の者に重い負担を強いる逆進性を持つ消費税は、応能

負担の原則に反するものであります。しかも、昨年来

の急激な景気の落ち込みが個人消費を悪化させてお

り、このような時期に消費税の立法化のレールを敷く

ことは、消費の落ち込みを加速させるものでありま

す。

　第２は、大企業や大資産家優遇税制の継続・拡充を

図っていることであります。海外子会社から日本国内

の親会社への配当を非課税とする国際課税の改定は、

企業の海外移転を加速するものであります。さらに法

案は、附則では、法人税の一層の引き下げを検討する

ことを明記し、大企業、大資産家をさらに優遇するも

のとなっています。

　このように、自公政権が2011年までに消費税増税法

を成立させる計画を明記した法案を強行するもとで、

消費税増税問題は大争点となっています。

　消費税増税の本質が、これまでに実施されたものを

振り返っても、2009年度末までに21年間に集めた消費

税は213兆円、その間、法人３税の減収は182兆円と

なっています。これまでの実情からして、これからの

計画でも社会保障の財源のためではなく、大企業減税

の穴埋めのためであり、日本共産党は消費税増税に強

く反対するものです。

　皆さん、税金は負担能力に応じてということが人類

社会が到達した税金の民主的ルールであります。この

ルールが破壊されている国の一つが日本であります。

　税金と社会保障による所得の再配分、貧富の格差の

是正はどうなっているでしょうか。

　ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）が発表した日本経済

の審査報告書では、先進17カ国の比較で所得の再配分

による貧困改善の効果が最も小さい国が日本だとされ

ています。17カ国の平均では、所得の再配分で貧困者

が100人中18人から８人まで減るのに対し、日本では

17人から14人までしか減りません。その原因は、所得

税の最高税率の引き下げで大金持ちへの減税を進め、

そのしわ寄せとして低所得者に重い税金と社会保険料

の負担を強い、社会保障給付の切り下げを進めてきた

ことにあります。

　大企業の税負担はどうでしょうか。

　財界は、日本の法人税の実効税率は諸外国に比べて

高いとして、さらに引き下げよと要求しています。し

かし、連結納税制度や研究開発減税などの数々の大企

業優遇税制、企業が払う社会保障料負担の低さという

２つの要因によって、日本の大企業の税・社会保障料

負担はフランスの７割、ドイツの８割程度となってい

ます。

　経済危機の中で、日本の自公政権等のように庶民に

増税をするという議論をしている国は先進国でほかに

ないそうです。経済危機のもとで、世界各国で税制の

見直しが始まっていることも注目すべきであります。

　財務省の財政制度審議会、財政制度分科会の海外報

告書には、各国が経済危機の中で財政再建をどうやっ

て進めているかがリアルに紹介されています。アメリ

カは、今後10年間で富裕層に約60兆円の増税を行い、

中低所得者層に72兆円の減税を実施するとしていま

す。大金持ち、大資産家に応分の負担を求めて中低所

得層は減税をするという当たり前の対策をとろうとし

ています。ヨーロッパ諸国でも同じ立場です。イギリ

スでは、付加価値税、消費税を一時的に引き下げる減

税措置をとりながら、所得税の最高税率50％を設ける

など引き上げる動きが進んでいます。庶民に減税し、

大資産家、高額所得者に応分の負担を求めています。

ドイツでも所得税の最低税率の引き下げや、医療保険
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料の引き下げなどを行っています。

　このように欧米諸国では、庶民の暮らしを守りなが

ら財政再建を探っています。消費税増税、庶民増税で

はなく、大企業と大金持ちに相応の負担という多くの

国民の主張は、大企業と高額所得者の税負担の現状か

ら見ても、今起こっているこうした世界の流れに対し

ても当然の道理ある主張であります。

　消費税増税、法人税減税の一貫した旗振り役は財界

です。

　この間の増税論は、2003年１月に発表された日本経

団連の「活力と魅力船れる日本をめざして」と題する

提言で、消費税率16％、法人税の大幅引き上げ、企業

の社会保険料負担をなくすなどの身勝手な要求とセッ

トで打ち出したことにその根源があります。

　さて皆さん、その結果、今回の個人県民税の条例改

定は、上場株式の配当及び個人住民税の課税につい

て、国・地方税合わせて本則20％であるのが10％の軽

減税率となっております。いわゆる金持ち優遇税制と

いう批判がありますが、実質的に皆さん、国税庁の

「申告所得税標本調査」によると、国内の年間所得

100億円以上の高額所得者は10人で、これらの人の所

得は上場株式等の配当譲渡益が６分の５と推定されて

おります。試算すると、この減税の効果は１人当たり

15億4000万円の減税になるという効果が今回あるそう

です。

　株でもうけたお金にかかる税金は、日本は10％、ア

メリカは25％、フランスは29％。日本ほど大金持ち天

国はありません。額に汗して働いた人よりも、ぬれ手

にアワで株でもうけた人の税金が軽いのは正さなけれ

ばならないのではないでしょうか。

　上場株式等を大量に所有する大資産家優遇の制度は

廃止すべきであります。

　以上の理由により、日本共産党県議団は、乙第10号

議案県税条例の「専決処分の承認について」のうち、

個人県民税の配当割及び株式譲渡割に対する軽減税率

の存続、延期に反対するものです。

　議員各位の御賛同を心から呼びかけるものです。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時35分休憩

　　　午前10時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第８号議案から乙第11号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず乙第８号議案及び乙第９号議案の

２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、これに同意することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第８号議案及び乙第９号議案は、これに

同意することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第11号議案を採決い

たします。

　本案は、委員長の報告のとおり承認することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第11号議案は、委員長の報告のとおり承

認することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第10号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、承認であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり承認することに賛成

の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第10号議案は、委員長の報告のとおり承

認することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　乙第７号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木委員長　當山眞市君登壇〕

○土木委員長（當山眞市君）　ただいま議題となりま

した乙第７号議案の議決議案１件について、委員会に

おける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第７号議案「沖縄県土地開発公社定款の一部変更
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について」は、公有地の拡大の推進に関する法律等の

改正に伴い、沖縄県土地開発公社定款の一部を改める

ものである。

　定款変更の主な内容は、定款第７条第５項で規定し

ている監事の職務について、同法第16条第８項に定め

られたため、監事の職務の記載を改めること及び借地

借家法の改正により、定数で引用する条文番号とする

等、所要の改正を行うとの説明がありました。

　本案に関し、沖縄県土地開発公社定款の変更内容は

どのようなものかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県土地開発公社定款の変更内容

は、第１点目に、平成20年12月１日に施行された公益

法人制度改革関連３法の一つである一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律に基づき民法の条文が削除され

たことに伴い、定款第７条第５項の民法を根拠とした

監事の職務を公有地の拡大の推進に関する法律を根拠

とした監事の職務に改める。

　第２点目として、総務省所管の土地開発公社経理基

準要綱の一部改正により、定款第16条の理事会の議決

事項にキャッシュフロー計算書を加える等であるとの

答弁がありました。

　そのほか、借地権の設定状況、分譲対象の資産の内

訳、先行取得の実績などについて質疑がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第７号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第７号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第７号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　甲第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　それでは、ただい

ま議題となりました甲第１号議案の予算議案１件につ

いて、委員会における審査の経過及び結果を御報告申

し上げます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成21年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）」は、現下の社会経済情勢を踏まえ、国の

「経済危機対策」に対応し、雇用対策の拡充強化や観

光誘客対策を行うなど、緊急課題に迅速かつ的確に対

応するために必要な事業について補正予算を編成する

ものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに349億7010

万3000円で、これを既決予算額5925億1900万円に加え

ると、改予算額は6274億8910万3000円となる。

　補正予算の財源内訳は、国庫支出金が295億4094万

5000円、県債は23億1350万円、その他の特定財源30億

4958万1000円及び一般財源6607万7000円である。

　補正の主な事業内容は、雇用・就業機会の創出経

費、南北大東地区の地上デジタル放送移行への対応経

費、沖縄県食肉センター整備補助費、特別自由貿易地

域でのサポーティング産業誘致型賃貸工場整備費、道

路、河川、港湾、離島空港等の整備経費、県立病院医

療機器の整備経費などであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の補正予算の主な目的は何かとの

質疑がありました。

　これに対し、今回の補正予算の主な目的は、国の

「経済危機対策」を受けて、我が国が直面する経済の

底割れのリスク及び世界経済の大調整に緊急に対応す

るためであるとの答弁がありました。

　次に、今回の国の臨時交付金の地方への配分で、沖

縄県は全国平均より少ないのではないか、どのような

算定方法か、国に是正要望を行ったかとの質疑があり

ました。

　これに対し、今回の臨時交付金にはソフト事業と

ハード事業の２種類があるが、これまでのところソフ
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ト事業についてのみ国から交付限度額が示されてい

る。本県への配分額は73億円で、県民１人当たりで見

ると全国で21位である。

　地方再生交付金の計算の基礎に都道府県の面積や人

口密度、高齢化率という指標があり、今回の算定に当

たってはこの指標が使われているが、本県は比較的若

年者の人口比率が高いため、このような結果となって

いる。

　県としては、本県の実情をもっと反映した算定にす

べきであるとの考えから、有効求人倍率や合計特殊出

生率等の指標も採用してもらいたいと国に要望してい

るところであるとの答弁がありました。

　次に、特別自由貿易地域振興費の事業内容は何かと

の質疑がありました。

　これに対し、特別自由貿易地域振興費の事業内容

は、製造業が沖縄に集積しやすいように、特別自由貿

易地域の中に、製造業の下支えをする金型産業のよう

な関連企業を誘致するためのサポーティング産業誘致

型の賃貸工場を整備するものであるとの答弁がありま

した。

　次に、現在、県産和牛等については、県内で加工し

て直接香港などに輸出することができないと聞いてい

るが、その理由は何か、食肉センターの整備により輸

出は可能になるのかとの質疑がありました。

　これに対し、豚肉については現在でも県内から輸出

しているが、牛肉については、牛と豚の濁殺施設が同

一施設内にある場合は、香港に輸出するための認定が

得られなかったためこれまで輸出ができなかった。施

設の整備後は牛と豚の濁殺が完全に分離されるため、

認定に向けて可能性が高まるものと考えているとの答

弁がありました。

　そのほか、分野別の雇用創出見込み数、不発弾処理

促進費の内容と民間地域における不発弾探査の処理方

法、県立芸術大学のエレベーター、空調設備等の整備

状況、特定不妊治療助成事業の実績と県内医療機関の

対応状況、国際漁業再編対策事業の内容、さとうきび

経営安定化支援事業の内容と効果、観光客誘致緊急対

策プロモーション事業の補正理由と検証の必要性、電

線共同溝整備事業の整備箇所と優先順位、河川事業の

内容、公共離島空港整備事業の内容と直轄負担金の国

との調整方法、基金の積み増しと取り崩しの内容、社

会保障費及び雇用関係予算と基金の関係、県立病院繰

出金の内容、県立図書館資料の修復見通しなどについ

て質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて御報告を終わ

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　甲第３号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました甲第３号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第３号議案「平成21年度沖縄県病院事業会計補正

予算（第１号）」は、地域活性化・経済危機対策臨時

交付金を活用し、収益的収支予算及び資本的収支予算

として合計５億円の補正増を行うものである。

　補正の主な事業内容は、収益的収支予算では、新耐

震基準以前に建築された県立八重山病院の耐震診断を

行うとともに、離島・僻地病院の医師確保を目的とし

た地域離島医療確保モデル事業を行う。

　資本的収支予算では、高度医療機器や離島・僻地の

医療機器の整備を行うとともに、県立八重山病院の耐

震化を図るため実施設計及び改修工事を行うとの説明
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がありました。

　本案に関し、地域離島医療確保モデル事業の事業内

容は何か、予算額は幾らかとの質疑がありました。

　これに対し、当該事業の内容は、沖縄県のホーム

ページを活用し、県外の医師に本県の地域・離島医療

の現状等を紹介すること、来県を希望した医師を招聘

し希望する病院に一、二週間勤務してもらうととも

に、地域住民との交流などを体験していただくことな

どにより、勤務が可能かどうかを判断していただくこ

とである。

　予算額はホームページ作成費や招聘経費などを含め

2000万円を予定しているとの答弁がありました。

　次に、県立八重山病院の耐震改修工事はいつまでに

完了するのか、本格的な建てかえ計画はあるのかとの

質疑がありました。

　これに対し、今回の耐震改修工事は、経済対策の意

味合いもあり本年度中に工事を完了する予定である。

現在、築30年以上を経過した県立宮古病院については

改築工事を行うことにしているが、県立八重山病院に

ついては今回耐震改修工事を行い、本格的な建てかえ

については県立宮古病院の改築後に検討したいと考え

ているとの答弁がありました。

　そのほか、招聘する医師の予定人数、医師不足の状

況、医療機器の整備計画などについて質疑がありまし

た。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、甲

第３号議案は、採決の結果、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて御報告を終わ

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第３号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第３号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　甲第２号議案及び

甲第４号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木委員長　當山眞市君登壇〕

○土木委員長（當山眞市君）　ただいま議題となりま

した甲第２号議案及び甲第４号議案の予算議案２件に

ついて、委員会における審査の経過及び結果を御報告

申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長及び企業局長

の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、甲第２号議案「平成21年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第１号）」は、国の「経済危機対

策」に対応し、那覇浄化センター管理棟中央監視設備

の増設及び下水道長寿命化計画策定のための基礎調査

に要する経費として３億3600万円を補正するものであ

るとの説明がありました。

　次に、甲第４号議案「平成21年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）」は、国の補正予算に対応した

資本的収支予算などの増額補正として、老朽化した石

川浄水場を移転するとともに、新石川浄水場等建設事

業として規模の拡大と耐震化を行うため23億円を補正

するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、新石川浄水場の建設により処理能力が

どの程度向上するのか、現在よりおいしい水が供給さ

れるのか、石川浄水場の水の硬度は幾らかとの質疑が

ありました。

　これに対し、新石川浄水場の建設により処理能力は

15万トンから16万5000トンとなり、約１万5000トン向

上する見込みである。また、より良質な水を供給する

ため今年度から高度浄水処理の施設を整備していく予

定である。石川浄水場には福地ダム系の軟水レベルの

水が配水されており、硬度は40前後であるとの答弁が

ありました。

　そのほか、市町村への供給施設の数及び効率的な供

給方法などについて質疑がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、甲第２号議案及び甲第４号議案の２件は、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
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ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして御報告を

終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第２号議案及び甲第４号議案を一括して

採決いたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案及び甲第４号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　陳情６件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました陳情６件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情６件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情６件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第11　陳情11件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情11件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情11件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情11件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第12　請願１件及び陳情

26件を議題といたします。

　請願及び陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔請願及び陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました請願１件及び陳情26件につきましては、慎重

に審査いたしました結果、お手元に配付してあります

審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしまし

た。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。
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○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております請願１件及

び陳情26件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　請願及び各陳情は、委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの請願１件及び陳情26件は、委員

長の報告のとおり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第13　陳情11件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情11件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情11件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情11件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第14　議員派遣の件を議

題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員派遣の件　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　お諮りいたします。

　本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり

議員を北米へ派遣することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第15　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。
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　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成21年第４回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午前11時４分閉会
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